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第第 44 章章  昇昇降降機機定定期期検検査査報報告告制制度度にに係係るる建建築築関関係係法法令令等等  

  

⒈⒈  建建築築基基準準法法（（抄抄））  

 

【目的】 

第第 11 条条 この法律は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、

健康及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。 

 

【用語の定義】  

第第 22 条条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

一 建築物 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類する構造の

ものを含む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内

に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転

保安に関する施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）

をいい、建築設備を含むものとする。 

二 【略】 

三 建築設備 建築物に設ける電気、ガス、給水、排水、換気、暖房、冷房、消火、排煙若しくは汚物

処理の設備又は煙突、昇降機若しくは避雷針をいう。  

四～八【略】 

九 不燃材料 建築材料のうち、不燃性能（通常の火災時における火熱により燃焼しないことその他の

政令で定める性能をいう。）に関して政令で定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定

めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 

九の二 ～十二【略】 

十三 建築 建築物を新築し、増築し、改築し、又は移転することをいう。 

十四 大規模の修繕 建築物の主要構造部の一種以上について行う過半の修繕をいう。 

十五 大規模の模様替 建築物の主要構造部の一種以上について行う過半の模様替をいう。 

十六 建築主 建築物に関する工事の請負契約の註文者又は請負契約によらないで自らその工事をす

る者をいう。 

十七～三十四 【略】 

三十五 特定行政庁 建築主事を置く市町村の区域については当該市町村の長をいい、その他の市町

村の区域については都道府県知事をいう。ただし、第 97 条の 2 第 1 項又は第 97 条の 3 第 1 項の規

定により建築主事を置く市町村の区域内の政令で定める建築物については、都道府県知事とする。 

 

【適用の除外】  

第第 33 条条 この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物に

ついては、適用しない。 

一～四 【略】 

2  この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の際現に存する建築物若しくは

その敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物若しくはその敷地がこれらの規定に適合
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せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合においては、当該建築物、建築物の敷地又は建

築物若しくはその敷地の部分に対しては、当該規定は、適用しない。 

3  前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の

部分に対しては、適用しない。 

一一 この法律又はこれに基づく命令若しくは条例を改正する法令による改正（この法律に基づく命令

又は条例を廃止すると同時に新たにこれに相当する命令又は条例を制定することを含む。）後のこの

法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用の際当該規定に相当する従前の規定に違反し

ている建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分 

二二 都市計画区域若しくは準都市計画区域の指定若しくは変更、第一種低層住居専用地域、第二種低層

住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住

居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域若しくは工業

専用地域若しくは防火地域若しくは準防火地域に関する都市計画の決定若しくは変更、第 42 条第 1

項、第 52 条第 2 項第二号若しくは第三号若しくは第 8 項、第 56 条第 1 項第二号イ若しくは別表第

三備考三の号の区域の指定若しくはその取消し又は第 52 条第 1項第七号、第 2項第三号若しくは第

8項、第 53条第 1項第六号、第 56 条第 1項第二号ニ若しくは別表第 3（に）欄の五の項に掲げる数

値の決定若しくは変更により、第 43 条第 1 項、第 48 条第 1 項から第 14 項まで、第 52 条第 1 項、

第 2 項、第 7 項若しくは第 8項、第 53 条第 1 項から第 3 項まで、第 54 条第 1 項、第 55 条第 1 項、

第 56条第 1項、第 56 条の 2第 1項若しくは第 61条に規定する建築物、建築物の敷地若しくは建築

物若しくはその敷地の部分に関する制限又は第 43条第 3項、第 43 条の 2、第 49条から第 50 条まで

若しくは第 68条の 9の規定に基づく条例に規定する建築物、建築物の敷地若しくは建築物若しくは

その敷地の部分に関する制限に変更があつた場合における当該変更後の制限に相当する従前の制限

に違反している建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分 

三 工事の着手がこの法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の後である増築、

改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替に係る建築物又はその敷地  

四 前号に該当する建築物又はその敷地の部分 

五 この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合するに至つた建築物、建築物の敷地又は

建築物若しくはその敷地の部分 

 
【建築物の建築等に関する申請及び確認】 

第第 66 条条 建築主は、第一号若しくは第二号に掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする

場合においては、建築物が増築後において第一号又は第二号に規定する規模のものとなる場合を含

む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げ

る建築物を建築しようとする場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定

（この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建

築物の敷地、構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定める

ものをいう。以下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確

認を受け、確認済証の交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通

省令で定める軽微な変更を除く。）をして、第一号若しくは第二号に掲げる建築物を建築しようとする

場合（増築しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号又は第二号に規定する規模の

ものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場
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合又は第三号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、同様とする。 

一 別表第 1(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が 200

㎡を超えるもの 

二 前号に掲げる建築物を除くほか、二以上の階数を有し、又は延べ面積が 200 ㎡を超える建築物 

三 前二号に掲げる建築物を除くほか、都市計画区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道府県知事

が都道府県都市計画審議会の意見を聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観法（平成 16 年法律

第 110 号）第 74 条第 1 項の準景観地区（市町村長が指定する区域を除く。）内又は都道府県知事が

関係市町村の意見を聴いてその区域の全部若しくは一部について指定する区域内における建築物 

2  前項の規定は、防火地域及び準防火地域外において建築物を増築し、改築し、又は移転しようとする

場合で、その増築、改築又は移転に係る部分の床面積の合計が 10 ㎡以内であるときについては、適用

しない。 

3  建築主事は、第 1 項の申請書が提出された場合において、その計画が次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該申請書を受理することができない。 

一 建築士法第 3条第 1 項 、第 3 条の 2 第 1 項、第 3 条の 3 第 1 項、第 20 条の 2 第 1 項若しくは第

20 条の 3第 1項の規定又は同法第 3条の 2第 3項 の規定に基づく条例の規定に違反するとき。 

二 構造設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第 20条の 2第 1項の建築物の構造設計を行つた

場合において、当該建築物が構造関係規定に適合することを構造設計一級建築士が確認した構造設

計によるものでないとき。 

三 設備設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第 20条の 3第 1項の建築物の設備設計を行つた

場合において、当該建築物が設備関係規定に適合することを設備設計一級建築士が確認した設備設

計によるものでないとき。 

4  建築主事は、第 1 項の申請書を受理した場合においては、同項第一号又は第二号に係るものにあつ

てはその受理した日から 35 日以内に、同項第三号に係るものにあつてはその受理した日から 7日以内

に、申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合するかどうかを審査し、審査の結果に基づいて

建築基準関係規定に適合することを確認したときは、当該申請者に確認済証を交付しなければならな

い。 

5   建築主事は、前項の場合において、申請に係る建築物の計画が第 6 条の 3 第 1 項の構造計算適合性

判定を要するものであるときは、建築主から同条第 7 項の適合判定通知書又はその写しの提出を受け

た場合に限り、第 1項の規定による確認をすることができる。 

6  建築主事は、第 4 項の場合（申請に係る建築物の計画が第 6 条の 3 第 1 項本文に規定する特定構造

計算基準（第 20条第 1項第二号イの政令で定める基準に従つた構造計算で同号イに規定する方法によ

るものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分に限る。）に適合するかどうかを審査する

場合その他国土交通省令で定める場合に限る。）において、第 4項の期間内に当該申請者に第 1項の確

認済証を交付することができない合理的な理由があるときは、35 日の範囲内において、第 4 項の期間

を延長することができる。この場合においては、その旨及びその延長する期間並びにその期間を延長す

る理由を記載した通知書を同項の期間内に当該申請者に交付しなければならない。 

7    建築主事は、第 4 項の場合において、申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合しないこ

とを認めたとき、又は建築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができない正当な理由が

あるときは、その旨及びその理由を記載した通知書を同項の期間（前項の規定により第 4 項の期間を

延長した場合にあつては、当該延長後の期間）内に当該申請者に交付しなければならない。 
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8  第 1 項の確認済証の交付を受けた後でなければ、同項の建築物の建築、大規模の修繕又は大規模の

模様替の工事は、することができない。 

9   第 1 項の規定による確認の申請書、同項の確認済証並びに第 6 項及び第 7 項の通知書の様式は、国

土交通省令で定める。 

 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による確認】 

第第66条条のの22 前条第1項各号に掲げる建築物の計画（前条第3項各号のいずれかに該当するものを除く。）

が建築基準関係規定に適合するものであることについて、第 77 条の 18 から第 77 条の 21 までの規定

の定めるところにより国土交通大臣又は都道府県知事が指定した者の確認を受け、国土交通省令で定

めるところにより確認済証の交付を受けたときは、当該確認は前条第1項の規定による確認と、当該確

認済証は同項の確認済証とみなす。  

2  前項の規定による指定は、2以上の都道府県の区域において同項の規定による確認の業務を行おうと

する者を指定する場合にあつては国土交通大臣が、一の都道府県の区域において同項の規定による確

認の業務を行おうとする者を指定する場合にあつては都道府県知事がするものとする。 

3  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の規定による確認の申請を受けた場合において、申請

に係る建築物の計画が次条第 1 項の構造計算適合性判定を要するものであるときは、建築主から同条

第 7 項の適合判定通知書又はその写しの提出を受けた場合に限り、第 1 項の規定による確認をするこ

とができる。 

4  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の規定による確認の申請を受けた場合において、申請

に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合しないことを認めたとき、又は建築基準関係規定に適

合するかどうかを決定することができない正当な理由があるときは、国土交通省令で定めるところに

より、その旨及びその理由を記載した通知書を当該申請者に交付しなければならない。 

5   第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の確認済証又は前項の通知書の交付をしたときは、国

土交通省令で定める期間内に、国土交通省令で定めるところにより、確認審査報告書を作成し、当該確

認済証又は当該通知書の交付に係る建築物の計画に関する国土交通省令で定める書類を添えて、これ

を特定行政庁に提出しなければならない。  

6   特定行政庁は、前項の規定による確認審査報告書の提出を受けた場合において、第 1 項の確認済証

の交付を受けた建築物の計画が建築基準関係規定に適合しないと認めるときは、当該建築物の建築主

及び当該確認済証を交付した同項の規定による指定を受けた者にその旨を通知しなければならない。こ

の場合において、当該確認済証は、その効力を失う。  

7  前項の場合において、特定行政庁は、必要に応じ、第 9条第 1項又は第 10項の命令その他の措置を

講ずるものとする。 

 
 
【建築物に関する完了検査】 

第第 77 条条  建築主は、第 6 条第 1 項の規定による工事を完了したときは、国土交通省令で定めるところに

より、建築主事の検査を申請しなければならない。 

2   前項の規定による申請は、第 6 条第 1 項の規定による工事が完了した日から 4 日以内に建築主事に

到達するように、しなければならない。ただし、申請をしなかつたことについて国土交通省令で定める

やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 
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3   前項ただし書の場合における検査の申請は、その理由がやんだ日から 4 日以内に建築主事に到達す

るように、しなければならない。 

4   建築主事が第 1 項の規定による申請を受理した場合においては、建築主事又はその委任を受けた当

該市町村若しくは都道府県の職員（以下この章において「建築主事等」という。）は、その申請を受理

した日から 7日以内に、当該工事に係る建築物及びその敷地が建築基準関係規定に適合しているかど

うかを検査しなければならない。 

5  建築主事等は、前項の規定による検査をした場合において、当該建築物及びその敷地が建築基準関

係規定に適合していることを認めたときは、国土交通省令で定めるところにより、当該建築物の建築主

に対して検査済証を交付しなければならない。 

 

【国土交通大臣等の指定を受けたものによる完了検査】  

第第 77 条条のの 22  第 77 条の 18 から第 77 条の 21 までの規定の定めるところにより国土交通大臣又は都道府

県知事が指定した者が、第 6 条第 1 項の規定による工事の完了の日から 4 日が経過する日までに、当

該工事に係る建築物及びその敷地が建築基準関係規定に適合しているかどうかの検査を引き受けた場

合において、当該検査の引受けに係る工事が完了したときについては、前条第 1 項から第 3 項までの

規定は、適用しない。 

2  前項の規定による指定は、2以上の都道府県の区域において同項の検査の業務を行おうとする者を指

定する場合にあつては国土交通大臣が、一の都道府県の区域において同項の検査の業務を行おうとす

る者を指定する場合にあつては都道府県知事がするものとする。 

3  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の規定による検査の引受けを行つたときは、国土交通

省令で定めるところにより、その旨を証する書面を建築主に交付するとともに、その旨を建築主事に通

知しなければならない。 

4  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の規定による検査の引受けを行つたときは、当該検査

の引受けを行つた第 6 条第 1 項の規定による工事が完了した日又は当該検査の引受けを行つた日のい

ずれか遅い日から 7日以内に、第 1項の検査をしなければならない。 

5  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の検査をした建築物及びその敷地が建築基準関係規定

に適合していることを認めたときは、国土交通省令で定めるところにより、当該建築物の建築主に対し

て検査済証を交付しなければならない。この場合において、当該検査済証は、前条第五項の検査済証と

みなす。 

6  第 1 項の規定による指定を受けた者は、同項の検査をしたときは、国土交通省令で定める期間内に、

国土交通省令で定めるところにより、完了検査報告書を作成し、同項の検査をした建築物及びその敷地

に関する国土交通省令で定める書類を添えて、これを特定行政庁に提出しなければならない。 

7  特定行政庁は、前項の規定による完了検査報告書の提出を受けた場合において、第 1 項の検査をし

た建築物及びその敷地が建築基準関係規定に適合しないと認めるときは、遅滞なく、第9条第 1項又は

第7項の規定による命令その他必要な措置を講ずるものとする。 

 
【維持保全】 

第第 88 条条 建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な状態

に維持するように努めなければならない。 

2  次の各号のいずれかに該当する建築物の所有者又は管理者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備
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を常時適法な状態に維持するため、必要に応じ、その建築物の維持保全に関する準則又は計画を作成し、

その他適切な措置を講じなければならない。ただし、国、都道府県又は建築主事を置く市町村が所有し、

又は管理する建築物については、この限りでない。 

一 特殊建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定めるもの 

二 前号の特殊建築物以外の特殊建築物その他政令で定める建築物で、特定行政庁が指定するもの 

3  国土交通大臣は、前項各号のいずれかに該当する建築物の所有者又は管理者による同項の準則又は

計画の適確な作成に資するため、必要な指針を定めることができる。 

 

【違反建築物に対する措置】  

第第 99 条条 特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許可に付した条件に違反した

建築物又は建築物の敷地については、当該建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請負

工事の下請人を含む。）若しくは現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若

しくは占有者に対して、当該工事の施工の停止を命じ、又は、相当の猶予期限を付けて、当該建築物

の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他これらの規定又は条件に対す

る違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができる。 

2～15 【略】 

 

【保安上危険な建築物等の所有者等に対する指導及び助言】 

第第 99 条条のの 44  特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第 3 条第 2 項の規定により次

章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、

腐食その他の劣化が生じ、そのまま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有害となるおそれがあ

ると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、修繕、

防腐措置その他当該建築物又はその敷地の維持保全に関し必要な指導及び助言をすることができる。 

 

【著しく保安上危険な建築物等の所有者等に対する勧告及び命令】 

第第 1100 条条 特定行政庁は、第 6条第 1項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、構造又

は建築設備（いずれも第 3条第 2項の規定により次章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規

定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著

しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合においては、当該建

築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除

却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をと

ることを勧告することができる。 

2～4 【略】 

 

【報告、検査等】 

第第 1122 条条 第 6条第 1項第一号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政

令で定めるもの〔政令第 16 条〕（国、都道府県及び建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する建築

物（以下この項及び第 3項において「国等の建築物という。）を除く。）及び当該政令で定めるもの以

外の特定建築物（同号に掲げる建築物その他政令で定める建築物をいう。以下この条において同じ。）

で特定行政庁が指定するもの（国等の建築物を除く。）の所有者（所有者と管理者が異なる場合におい
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ては、管理者。第 3項において同じ。）は、これらの建築物の敷地、構造及び建築設備について、国土

交通省令で定めるところ〔規則第 5 条略〕により、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は建築物

調査員資格者証の交付を受けている者（次項及び次条第 3項において「建築物調査員」という。）にそ

の状況の調査（これらの建築物の敷地及び構造についての損傷、腐食その他の劣化の状況の点検を含

み、これらの建築物の建築設備及び防火戸その他の政令で定める防火設備（以下「建築設備等」とい

う。）についての第 3項の検査を除く。）をさせて、その結果を特定行政庁に報告しなければならない。 

2  国、都道府県又は建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する特定建築物の管理者である国、都道

府県若しくは市町村の機関の長又はその委任を受けた者（以下この章において「国の機関の長等」とい

う。）は、当該特定建築物の敷地及び構造について、国土交通省令で定めるところ〔規則第 5条の 2 略〕に

より、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員に、損傷、腐食その他の劣化の状況の

点検（当該特定建築物の防火戸その他の前項の政令で定める防火設備についての第 4項の点検を除く。）

をさせなければならない。ただし、当該特定建築物(第 6 条第 1 項第一号に掲げる建築物で安全上、防

火上又は衛生上特に重要であるものとして前項の政令で定めるもの及び同項の規定により特定行政庁

が指定するものを除く。)のうち特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査

会の同意を得て指定したものについては、この限りでない。 

3  特定建築設備等（昇降機及び特定建築物の昇降機以外の建築設備等をいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。）で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定めるもの〔政令第 16 条〕（国

等の建築物に設けるものを除く。）及び当該政令で定めるもの以外の特定建築設備等で特定行政庁が指

定するもの（国等の建築物に設けるものを除く。）の所有者は、これらの特定建築設備等について、国

土交通省令で定めるところ〔規則第 6条〕により、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は建築設備

等検査員資格者証の交付を受けている者（次項及び第 12 条の 3 第 2項において「建築設備等検査員」

という。）に検査（これらの特定建築設備等についての損傷、腐食その他の劣化の状況の点検を含む。）

をさせて、その結果を特定行政庁に報告しなければならない。 

4  国の機関の長等は、国、都道府県又は建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する建築物の特定建

築設備等について、国土交通省令で定めるところ〔規則第 6 条の 2〕により、定期に、一級建築士若しく

は二級建築士又は建築設備等検査員に、損傷、腐食その他の劣化の状況の点検をさせなければならない。

ただし、当該特定建築設備等(前項の政令で定めるもの及び同項の規定により特定行政庁が指定するも

のを除く。)のうち特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て

指定したものについては、この限りでない。 

5  特定行政庁、建築主事又は建築監視員は、次に掲げる者に対して、建築物の敷地、構造、建築設備若

しくは用途、建築材料若しくは建築設備その他の建築物の部分（以下「建築材料等」という。）の受取

若しくは引渡しの状況、建築物に関する工事の計画若しくは施工の状況又は建築物の敷地、構造若しく

は建築設備に関する調査（以下「建築物に関する調査」という。）の状況に関する報告を求めることが

できる。 

一 建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を製

造した者、工事監理者、工事施工者又は建築物に関する調査をした者 

二～三 【略】  

6  特定行政庁又は建築主事にあつては第 6 条第 4 項、第 6 条の 2 第 6 項、第 7 条第 4 項、第 7 条の 3

第 4項、第 9条第 1項、第 10項若しくは第 13 項、第 10条第 1項から第 3項まで、前条第 1項又は第

90 条の 2第 1項の規定の施行に必要な限度において、建築監視員にあつては第 9条第 10 項の規定の施
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行に必要な限度において、当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、

設計者、建築材料等を製造した者、工事監理者、工事施工者又は建築物に関する調査をした者に対し、

帳簿、書類その他の物件の提出を求めることができる。 

7  建築主事又は特定行政庁の命令若しくは建築主事の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県の職

員にあつては第 6条第 4項、第 6 条の 2 第 6 項、第 7 条第 4 項、第 7 条の 3 第 4 項、第 9 条第 1 項、

第 10 項若しくは第 13 項、第 10 条第 1 項から第 3項まで、前条第 1 項又は第 90 条の 2 第 1 項の規定

の施行に必要な限度において、建築監視員にあつては第 9条第 10 項の規定の施行に必要な限度におい

て、当該建築物、建築物の敷地、建築材料等を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫その他の事業

場、建築工事場又は建築物に関する調査をした者の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、建築物、

建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築材料等の製造に関係がある物件、設計図書その他建築物に関

する工事に関係がある物件若しくは建築物に関する調査に関係がある物件を検査し、若しくは試験し、

又は建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を製

造した者、工事監理者、工事施工者若しくは建築物に関する調査をした者に対し必要な事項について質

問することができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得な

ければならない。 

8  特定行政庁は、確認その他の建築基準法令の規定による処分並びに第 1 項及び第 3 項の規定による

報告に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関する台帳を整備し、かつ、当該台帳（当該処分

及び当該報告に関する書類で国土交通省令で定めるものを含む。）を保存しなければならない。 

9  前項の台帳の記載事項その他その整備に関し必要な事項及び当該台帳（同項の国土交通省令で定め

る書類を含む。）の保存期間その他その保存に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。 

 

【建築物調査員資格者証】 

第第 1122 条条のの 22 国土交通大臣は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、建築物調査員資格者証を交付

する。 

一 前条第 1項の調査及び同条第 2項の点検（第 3項第三号において「調査等」という。）に関する講

習で国土交通省令で定めるものの課程を修了した者 

二 前号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を有すると国土交通大臣が認定した者 

2  国土交通大臣は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、建築物調

査員資格者証の交付を行わないことができる。 

一 未成年者 

二 成年被後見人又は被保佐人 

三 建築基準法令の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくな

つた日から起算して 2年を経過しない者 

四 次項（第二号を除く。）の規定により建築物調査員資格者証の返納を命ぜられ、その日から起算し

て 1年を経過しない者 

3  国土交通大臣は、建築物調査員が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その建築物調査

員資格者証の返納を命ずることができる。 

一 この法律又はこれに基づく命令の規定に違反したとき。 

二 前項第二号又は第四号のいずれかに該当するに至つたとき。 

三 調査等に関して不誠実な行為をしたとき。 

150



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

 

 

四 偽りその他不正の手段により建築物調査員資格者証の交付を受けたとき。 

4  建築物調査員資格者証の交付の手続その他建築物調査員資格者証に関し必要な事項は、国土交通省

令で定める。 

 

【建築設備等検査員資格者証】 

第第 1122 条条のの 33 建築設備等検査員資格者証の種類は、国土交通省令で定める。〔規則第 6条の 5 第 2 項〕 

2  建築設備等検査員が第 12条第 3項の検査及び同条第 4項の点検（次項第一号において「検査等」と

いう。）を行うことができる建築設備等の種類は、前項の建築設備等検査員資格者証の種類に応じて国

土交通省令で定める。〔規則第 6条の 6〕 

3  国土交通大臣は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、建築設備等検査員資格者証を交付する。 

一 検査等に関する講習で建築設備等検査員資格者証の種類ごとに国土交通省令で定めるものの課程

を修了した者〔規則第 6条の 12〕〔規則第 6条の 14〕〔規則第 6条の 16〕 

二 前号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を有すると国土交通大臣が認定した者〔H28 告示

483 号〕 

4  前条第 2 項から第 4 項までの規定は、建築設備等検査員資格者証について準用する。この場合にお

いて、同条第 2項中「前項」とあるのは「次条第 3項」と、同条第 3項第三号中「調査等」とあるのは

「次条第 2項に規定する検査等」と読み替えるものとする。 

 

【報告、検査等】 

第第 1155 条条のの 22 国土交通大臣は、第 1 条の目的を達成するため特に必要があると認めるときは、建築物若

しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を製造した者、

工事監理者、工事施工者、建築物に関する調査をした者若しくは第 68条の 10第 1項の型式適合認定、

第 68条の 25第 1 項の構造方法等の認定若しくは第 68条の 26 の特殊構造方法等認定（以下この項に

おいて「型式適合認定等」という。）を受けた者に対し、建築物の敷地、構造、建築設備若しくは用途、

建築材料等の受取若しくは引渡しの状況、建築物に関する工事の計画若しくは施工の状況若しくは建

築物に関する調査の状況に関する報告若しくは帳簿、書類その他の物件の提出を求め、又はその職員

に、建築物、建築物の敷地、建築材料等を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫その他の事業場、

建築工事場、建築物に関する調査をした者の営業所、事務所その他の事業場若しくは型式適合認定等

を受けた者の事務所その他の事業場に立ち入り、建築物、建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築

材料等の製造に関係がある物件、設計図書その他建築物に関する工事に関係がある物件、建築物に関

する調査に関係がある物件若しくは型式適合認定等に関係がある物件を検査させ、若しくは試験させ、

若しくは建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料

等を製造した者、工事監理者、工事施工者、建築物に関する調査をした者若しくは型式適合認定等を

受けた者に対し必要な事項について質問させることができる。ただし、住居に立ち入る場合において

は、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

2～3 【略】 

 

【昇降機】 

第第 3344 条条 建築物に設ける昇降機は、安全な構造で、かつ、その昇降路の周壁及び開口部は、防火上支障

がない構造でなければならない。 
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2  高さ 31ｍをこえる建築物（政令で定めるものを除く。）には、非常用の昇降機を設けなければならな

い。 

 

【この章の規定を実施し、又は補足するため必要な技術的基準】  

第第 3366 条条 居室の採光面積、天井及び床の高さ、床の防湿方法、階段の構造、便所、防火壁、防火床、防

火区画、消火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管設備の設置及び構造並びに浄化槽、煙突及

び昇降機の構造に関して、この章の規定を実施し、又は補足するために安全上、防火上及び衛生上必

要な技術的基準は、政令で定める。 

 

【建築設備への準用】 

第第 8877 条条のの 44 政令で指定する昇降機その他の建築設備を第 6条第 1 項第一号から第三号までに掲げる建

築物に設ける場合においては、同項（第 87 条第 1項において準用する場合を含む。）の規定による確

認又は第 18 条第 2 項（第 87 条第 1 項において準用する場合を含む。）の規定による通知を要する場

合を除き、第 6 条（第 3 項、第 5 項及び第 6 項を除く。）、第 6条の 2（第 3 項を除く。）、第 6条の 4

（第 1項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、第 7条から第 7条の 4まで、第 7条の 5（第

6条の 4第 1項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、第 7条の 6、第 18 条（第 4項から第

13 項まで及び第 25項を除く。）及び第 89条から第 90条の 3までの規定を準用する。この場合におい

て、第 6 条第 4 項中「同項第一号から第三号までに係るものにあつてはその受理した日から 35 日以

内に、同項第 4 号に係るものにあつてはその受理した日から 7 日以内に」とあるのは、「その受理し

た日から 7日以内に」と読み替えるものとする。 

 

【工作物への準用】 

第第 8888 条条 煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他これらに類する工作物で政令で指定するもの及び昇降機、

ウォーターシュート、飛行塔その他これらに類する工作物で政令で指定するもの（以下この項において

「昇降機等」という。）については、第 3条、第 6条（第 3項、第 5項及び第 6項を除くものとし、第

1項及び第 4項は、昇降機等については第 1項第一号又は第二号の建築物に係る部分、その他のものに

ついては同項第三号の建築物に係る部分に限る。）、第 6条の 2（第 3項を除く。）、第 6条の 4（第 1項

第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、第 7条から第 7条の 4まで、第 7条の 5（第 6条の 4

第 1 項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、第 8 条から第 11 条まで、第 12 条第 5 項（第

三号を除く。）及び第 6項から第 9項まで、第 13 条、第 15 条の 2、第 18 条（第 4項から第 13 項まで

及び第 24 項を除く。）、第 20 条、第 28 条の 2（同条各号に掲げる基準のうち政令で定めるものに係る

部分に限る。）、第 32条、第 33条、第 34 条第 1項、第 36条（避雷設備及び昇降機に係る部分に限る。）、

第 37 条、第 38 条、第 40 条、第 3 章の 2（第 68 条の 20 第 2 項については、同項に規定する建築物以

外の認証型式部材等に係る部分に限る。）、第 86条の 7第 1項（第 28条の 2（同条第一号及び第二号に

掲げる基準に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、第 86 条の 7 第 2 項（第 20 条に係る部分に限

る。）、第 86条の 7第 3項（第 32条、第 34条第 1項、第 36 条（昇降機に係る部分に限る。）及び第 37

条に係る部分に限る。）、前条、次条並びに第 90条の規定を、昇降機等については、第 7条の 6、第 12

条第 1項から第 4項まで、第 12 条の 2、第 12 条の 3及び第 18条第 24 項の規定を準用する。この場合

において、第 20 条第 1項中「次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める基準」

とあるのは、「政令で定める技術的基準」と読み替えるものとする。 
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2～4【略】 

 

【罰則】 

第第 9999 条条 次の各号のいずれかに該当する者は、1年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

一【略】 

二 第 6条第 8項（第 87条の 4又は第 88 条第 1項若しくは第 2項において準用する場合を含む。）又

は第 7条の 3第 6項（第 87 条の 4又は第 88条第 1項において準用する場合を含む。）の規定に違反

した場合における当該建築物、工作物又は建築設備の工事施工者 

三・四【略】 

五 第 12 条第 5項（第一号に係る部分に限る。）又は第 15 条の 2第 1項（これらの規定を第 88条第 1

項から第 3項までにおいて準用する場合を含む。）の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした

者 

六 第 12 条第 6項又は第 15条の 2第 1項（これらの規定を第 88 条第 1項から第 3項までにおいて準

用する場合を含む。）の規定による物件の提出をせず、又は虚偽の物件の提出をした者 

七 第 12 条第 7項又は第 15条の 2第 1項（これらの規定を第 88 条第 1項から第 3項までにおいて準

用する場合を含む。）の規定による検査若しくは試験を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対

して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者 

八～十六【略】 

2 【略】 

 

第第 110011 条条 次の各号のいずれかに該当する者は、100 万円以下の罰金に処する。 

一 第 5 条の 6 第 1 項から第 3 項まで又は第 5 項の規定に違反した場合における当該建築物の工事施

工者 

二 第 12 条第 1 項若しくは第 3 項（これらの規定を第 88 条第 1 項又は第 3 項において準用する場合

を含む。）又は第 5 項（第二号に係る部分に限り、第 88 条第 1 項から第 3 項までにおいて準用する

場合を含む。）の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三～十八【略】 

2 【略】 

 

第第 110055 条条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務

に関して、次の各号に掲げる規定の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法

人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。  

一 【略】 

二 第 98 条（前号に係る部分を除く。）、第 99 条第 1項第一号から第七号まで、第八号及び第九号（特

殊建築物等に係る部分を除く。）、第 12 号（第 77条の 25 第 1 項に係る部分に限る。）、第十三号、第

十四号並びに第十五号及び第十六号（特殊建築物等に係る部分を除く。）並びに第 2項（特殊建築物

等に係る部分を除く。）、第 101 条並びに第 103 条 各本条の罰金刑 
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⒉⒉  建建築築基基準準法法施施行行令令（（抄抄））  

 

第 5節 定期報告を要する建築物等 

第第 1166 条条 法第 12 条第 1 項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める建築物

は、次に掲げるもの（避難階以外の階を法別表第 1（い）欄（一）項から（四）項までに掲げる用途に

供しないことその他の理由により通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ないも

のとして国土交通大臣が定めるものを除く。）とする。 

一 地階又は 3階以上の階を法別表第 1（い）欄（一）項に掲げる用途に供する建築物及び当該用途に

供する部分（客席の部分に限る。）の床面積の合計が 100 ㎡以上の建築物 

二 劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築物で、主階が 1階にないもの 

三 法別表第 1（い）欄（二）項又は（四）項に掲げる用途に供する建築物 

四 3階以上の階を法別表第 1（い）欄（三）項に掲げる用途に供する建築物及び当該用途に供する部

分の床面積の合計が 2,000 ㎡以上の建築物 

2 法第 12条第 1項の政令で定める建築物は、第 14 条の 2に規定する建築物とする。 

3 法第 12条第 3項の政令で定める特定建築設備等は、次に掲げるものとする。 

一 第 129 条の 3 第 1 項各号に掲げる昇降機（使用頻度が低く劣化が生じにくいことその他の理由に

より人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ないものとして国土交通大臣が定め

るものを除く。）〔平 28 告示 240 号〕 

二 防火設備のうち、法第 6 条第 1 項第一号に掲げる建築物で第 1 項各号に掲げるものに設けるもの

（常時閉鎖をした状態にあることその他の理由により通常の火災時において避難上著しい支障が生

ずるおそれの少ないものとして国土交通大臣が定めるものを除く。）〔平 28 告示 240 号〕 

 

第 2節 昇降機 

【適用の範囲】 

第第 112299 条条のの 33  この節の規定は、建築物に設ける次に掲げる昇降機に適用する。 

一 人又は人及び物を運搬する昇降機（次号に掲げるものを除く。）並びに物を運搬するための昇降機

（労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）第 1条第九号に規定する簡易リフトを除く。第

三号において同じ。）でかごの水平投影面積が 1 ㎡を超え、又は天井の高さが 1.2ｍを超えるもの

（以下「エレベーター」という。） 

二 エスカレーター 

三 物を運搬するための昇降機で、かごの水平投影面積が 1㎡以下で、かつ、天井の高さが 1.2ｍ以下

のもの（以下「小荷物専用昇降機」という。） 

2  前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる昇降機については、それぞれ当該各号に掲げる規定は、

適用しない。 

一 特殊な構造又は使用形態のエレベーターで国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの 第129

条の 6、第 129 条の 7、第 129 条の 8第 2項第二号、第 129 条の 9、第 129 条の 10第 3項及び第 4

項並びに第 129 条の 13の 3 の規定〔平 12 告示 1413 号〕 

二 特殊な構造又は使用形態のエスカレーターで国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの 第

129 条の 12 第 1 項の規定 〔平 12 告示 1413 号〕 
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三 特殊な構造又は使用形態の小荷物専用昇降機で国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの 第

129 条の 13 の規定〔未制定〕 

 

【エレベーターの構造上主要な部分】 

第第 112299 条条のの 44 エレベーターのかご及びかごを支え、又は吊
つ

る構造上主要な部分（以下この条において

「主要な支持部分」という。）の構造は、次の各号のいずれかに適合するものとしなければならない。 

一 設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の構造が、次に掲げる基準に適合するものとして、

通常の使用状態における摩損及び疲労破壊を考慮して国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの

であること。 〔未制定〕 

イ かごの昇降によつて摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのある部分以外の部分は、通常の昇降時

の衝撃及び安全装置が作動した場合の衝撃により損傷を生じないこと。 

ロ かごの昇降によつて摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのある部分については、通常の使用状態

において、通常の昇降時の衝撃及び安全装置が作動した場合の衝撃によりかごの落下をもたらす

ような損傷が生じないこと。 

二 かごを主索で吊
つ

るエレベーター、油圧エレベーターその他国土交通大臣が定めるエレベーターに

あつては、設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の構造が、通常の使用状態における摩損及

び疲労破壊を考慮したエレベーター強度検証法により、前号イ及びロに掲げる基準に適合するもの

であることについて確かめられたものであること。 〔平 12 告示 1414 号〕 

三 設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の構造が、それぞれ第一号イ及びロに掲げる基準に

適合することについて、通常の使用状態における摩損又は疲労破壊を考慮して行う国土交通大臣の

認定を受けたものであること。 

2  前項の「エレベーター強度検証法」とは、次に定めるところにより、エレベーターの設置時及び使

用時のかご及び主要な支持部分の強度を検証する方法をいう。 

  一 次条に規定する荷重によつて主要な支持部分並びにかごの床版及び枠（以下この条において「主

要な支持部分等」という。）に生ずる力を計算すること。 

二 前号の主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安全装置の作動時の各応力度を次の表に掲げる

式によつて計算すること。 

荷重について想定する状態 式 

常時 Ｇ１＋α１（Ｇ２＋Ｐ） 

安全装置の作動時 Ｇ１＋α２（Ｇ２＋Ｐ） 

この表において、Ｇ１、Ｇ２及びＰはそれぞれ次の力を、α１及びα２はそれぞれ

次の数値を表すものとする。 

Ｇ１ 次条第 1 項に規定する固定荷重のうち昇降する部分以外の部分に係るものによ

つて生ずる力 

Ｇ２ 次条第 1 項に規定する固定荷重のうち昇降する部分に係るものによつて生ずる

力 

Ｐ 次条第 2項に規定する積載荷重によつて生ずる力 

α１ 通常の昇降時に昇降する部分に生ずる加速度を考慮して国土交通大臣が定める

数値〔平 12 告示 1414 号〕 

α２ 安全装置が作動した場合に昇降する部分に生ずる加速度を考慮して国土交通大

臣が定める数値〔平 12 告示 1414 号〕 
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三 前号の規定によつて計算した常時及び安全装置の作動時の各応力度が、それぞれ主要な支持部分

等の材料の破壊強度を安全率（エレベーターの設置時及び使用時の別に応じて、主要な支持部分等

の材料の摩損又は疲労破壊による強度の低下を考慮して国土交通大臣が定めた数値をいう。）で除

して求めた許容応力度を超えないことを確かめること。 〔平 12 告示 1414 号〕 

四 次項第二号に基づき設けられる独立してかごを支え、又は吊
つ

ることができる部分について、その

一がないものとして第一号及び第二号に定めるところにより計算した各応力度が、当該部分の材料

の破壊強度を限界安全率（エレベーターの設置時及び使用時の別に応じて、当該部分にかごの落下

をもたらすような損傷が生じないように材料の摩損又は疲労破壊による強度の低下を考慮して国土

交通大臣が定めた数値をいう。）で除して求めた限界の許容応力度を超えないことを確かめるこ

と。〔平 12 告示 1414 号〕 

3  前 2 項に定めるもののほか、エレベーターのかご及び主要な支持部分の構造は、次に掲げる基準に

適合するものとしなければならない。 

一 エレベーターのかご及び主要な支持部分のうち、腐食又は腐朽のおそれのあるものにあつては、

腐食若しくは腐朽しにくい材料を用いるか、又は有効なさび止め若しくは防腐のための措置を講じ

たものであること。 

二 主要な支持部分のうち、摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのあるものにあつては、2 以上の部分

で構成され、かつ、それぞれが独立してかごを支え、又は吊
つ

ることができるものであること。 

三 滑節構造とした接合部にあつては、地震その他の震動によつて外れるおそれがないものとして国土

交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔平 20 告示 1494 号〕・〔平 21 告示 541 号〕・〔平 21 告示

621 号〕 

四 滑車を使用してかごを吊
つ

るエレベーターにあつては、地震その他の震動によつて索が滑車から外れ

るおそれがないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔平 20 告示 1498

号〕 

五 釣合おもりを用いるエレベーターにあつては、地震その他の震動によつて釣合おもりが脱落する

おそれがないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔平 25 告示 1048

号〕 

六 国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算により地震その他の震動に対して構造耐力上安全で

あることが確かめられたものであること。〔平 25 告示 1407 号〕 

七 屋外に設けるエレベーターで昇降路の壁の全部又は一部を有しないものにあつては、国土交通大

臣が定める基準に従つた構造計算により風圧に対して構造耐力上安全であることが確かめられたも

のであること。〔平 12 告示 1414 号〕 

 

【エレベーターの荷重】 

第第 112299 条条のの 55 エレベーターの各部の固定荷重は、当該エレベーターの実況に応じて計算しなければな

らない。 

2  エレベーターのかごの積載荷重は、当該エレベーターの実況に応じて定めなければならない。ただ

し、かごの種類に応じて、次の表に定める数値（用途が特殊なエレベーターで国土交通大臣が定める

ものにあつては、当該用途に応じて国土交通大臣が定める数値）を下回つてはならない〔平 12 告示

1415 号〕 
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かごの種類 積載荷重（単位 Ｎ） 

乗用エレベーター（人荷

共用エレベーターを含

み、寝台用エレベーター

を除く。以下この節にお

いて同じ。）のかご 

床面積が 1.5 ㎡以下

のもの 

床面積 1㎡につき 3,600 として計算し

た数値 

床面積が 1.5 ㎡を超

え 3㎡以下のもの 

床面積の 1.5 ㎡を超える面積に対して

1㎡につき 4,900 として計算した数値

に 5,400 を加えた数値 

床面積が 3㎡を超え

るもの 

床面積の 3㎡を超える面積に対して 1

㎡につき 5,900 として計算した数値に

13,000 を加えた数値 

乗用エレベーター以外のエレベーターのかご 床面積 1㎡につき 2,500（自動車運搬

用エレベーターにあつては、1,500）

として計算した数値 

 

【エレベーターのかごの構造】  

第第 112299 条条のの 66 エレベーターのかごは、次に定める構造としなければならない。  

一 各部は、かご内の人又は物による衝撃に対して安全なものとして国土交通大臣が定めた構造方法

を用いるものとすること。 〔平 20 告示 1455 号〕 

二 構造上軽微な部分を除き、難燃材料で造り、又は覆うこと。ただし、地階又は 3階以上の階に居

室を有さない建築物に設けるエレベーターのかごその他防火上支障のないものとして国土交通大臣

が定めるエレベーターのかごにあつては、この限りでない。〔平 12 告示 1416 号〕 

三 かご内の人又は物が釣合おもり、昇降路の壁その他のかご外の物に触れるおそれのないものとし

て国土交通大臣が定める基準に適合する壁又は囲い及び出入口の戸を設けること。〔平 20 告示 1455

号〕 

四 非常の場合においてかご内の人を安全にかご外に救出することができる開口部をかごの天井部に

設けること。 

五 用途及び積載量（kgで表した重量とする。以下同じ。）並びに乗用エレベーター及び寝台用エレ

ベーターにあつては最大定員（積載荷重を前条第 2項の表に定める数値とし、重力加速度を 9.8ｍ

毎秒毎秒と、一人当たりの体重を 65kg として計算した定員をいう。第 129 条の 13 の 3 第 3 項第九

号において同じ。）を明示した標識をかご内の見やすい場所に掲示すること。 

 

【エレベーターの昇降路の構造】  

第第 112299 条条のの 77 エレベーターの昇降路は、次に定める構造としなければならない。  

一  昇降路外の人又は物が籠又は釣合おもりに触れるおそれのないものとして国土交通大臣が定める

基準に適合する壁又は囲い及び出入口（非常口を含む。以下この節において同じ。）の戸を設ける

こと。〔平 20 告示 1454 号〕 

二 構造上軽微な部分を除き、昇降路の壁又は囲い及び出入口の戸は、難燃材料で造り、又は覆うこ

と。ただし、地階又は 3階以上の階に居室を有さない建築物に設けるエレベーターの昇降路その他

防火上支障のないものとして国土交通大臣が定めるエレベーターの昇降路にあつては、この限りで

ない。〔平 12 告示 1416 号〕  

三 昇降路の出入口の戸には、籠がその戸の位置に停止していない場合において昇降路外の人又は物
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の昇降路内への落下を防止することができるものとして国土交通大臣が定める基準に適合する施錠

装置を設けること。〔平 20 告示 1447 号〕 

四 出入口の床先と籠の床先との水平距離は、4cm 以下とし、乗用エレベーター及び寝台用エレベー

ターにあつては、籠の床先と昇降路壁との水平距離は、12.5cm 以下とすること。 

五 昇降路内には、次のいずれかに該当するものを除き、突出物を設けないこと。 

イ レールブラケット又は横架材であつて、次に掲げる基準に適合するもの 

(1) 地震時において主索その他の索が触れた場合においても、籠の昇降、籠の出入口の戸の開閉

その他のエレベーターの機能に支障が生じないよう金網、鉄板その他これらに類するものが設

置されていること。 

(2) (1)に掲げるもののほか、国土交通大臣の定める措置が講じられていること。〔平 20 告示 1495 号〕  

ロ 第 129 条の 2の 4第 1項第三号ただし書の配管設備で同条の規定に適合するもの 

ハ イ又はロに掲げるもののほか、係合装置その他のエレベーターの構造上昇降路内に設けることが

やむを得ないものであつて、地震時においても主索、電線その他のものの機能に支障が生じないよ

うに必要な措置が講じられたもの 

 

【エレベーターの駆動装置及び制御器】  

第第 112299 条条のの 88 エレベーターの駆動装置及び制御器は、地震その他の震動によつて転倒し又は移動する

おそれがないものとして国土交通大臣が定める方法により設置しなければならない。〔平 21 告示 703

号〕 

2  エレベーターの制御器の構造は、次に掲げる基準に適合するものとして、国土交通大臣が定めた構

造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。〔平 12 告示 1429 号〕 

一 荷重の変動によりかごの停止位置が著しく移動しないこととするものであること。  

二 かご及び昇降路のすべての出入口の戸が閉じた後、かごを昇降させるものであること。 

三 エレベーターの保守点検を安全に行うために必要な制御ができるものであること。 

 

【エレベーターの機械室】  

第第 112299 条条のの 99  エレベーターの機械室は、次に定める構造としなければならない。  

一 床面積は、昇降路の水平投影面積の 2倍以上とすること。ただし、機械の配置及び管理に支障が

ない場合においては、この限りでない。  

二 床面から天井又ははりの下端までの垂直距離は、かごの定格速度（積載荷重を作用させて上昇す

る場合の毎分の最高速度をいう。以下この節において同じ。）に応じて、次の表に定める数値以上

とすること。 

定格速度 垂直距離（単位 ｍ） 

60ｍ以下の場合 2.0 

60ｍをこえ、150ｍ以下の場合 2.2 

150ｍをこえ、210ｍ以下の場合 2.5 

210ｍをこえる場合 2.8 

三 換気上有効な開口部又は換気設備を設けること。  

四 出入口の幅及び高さは、それぞれ、70cm 以上及び 1.8ｍ以上とし、施錠装置を有する鋼製の戸を

設けること。  
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五 機械室に通ずる階段のけあげ及び踏面は、それぞれ、23cm 以下及び 15cm 以上とし、かつ、当該

階段の両側に側壁又はこれに代わるものがない場合においては、手すりを設けること。 

 

【エレベーターの安全装置】 

第第 112299 条条のの 1100 エレベーターには、制動装置を設けなければならない。 

2  前項のエレベーターの制動装置の構造は、次に掲げる基準に適合するものとして、国土交通大臣が

定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。〔平 12 告示

1423 号〕 

一 かごが昇降路の頂部又は底部に衝突するおそれがある場合に、自動的かつ段階的に作動し、これ

により、かごに生ずる垂直方向の加速度が 9.8ｍ毎秒毎秒を、水向の加速度が 5.0ｍ毎秒毎秒を超

えることなく安全にかごを制止させることができるものであること。 

二 保守点検をかごの上に人が乗り行うエレベーターにあつては、点検を行う者が昇降路の頂部とか

ごの間に挟まれることのないよう自動的にかごを制止させることができるものであること。  

3  エレベーターには、前項に定める制動装置のほか、次に掲げる安全装置を設けなければならない。 

一 次に掲げる場合に自動的にかごを制止する装置 

イ 駆動装置又は制御器に故障が生じ、かごの停止位置が著しく移動した場合 

ロ 駆動装置又は制御器に故障が生じ、かご及び昇降路のすべての出入口の戸が閉じる前にかごが

昇降した場合 

二 地震その他の衝撃により生じた国土交通大臣が定める加速度を検知し、自動的に、かごを昇降路

の出入口の戸の位置に停止させ、かつ、当該かごの出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又

はかご内の人がこれらの戸を開くことができることとする装置 〔平 20 告示 1536 号〕 

三 停電等の非常の場合においてかご内からかご外に連絡することができる装置  

四 乗用エレベーター又は寝台用エレベーターにあつては、次に掲げる安全装置 

イ 積載荷重に 1.1 を乗じて得た数値を超えた荷重が作用した場合において警報を発し、かつ、出

入口の戸の閉鎖を自動的に制止する装置 

ロ 停電の場合においても、床面で 1㏓以上の照度を確保することができる照明装置 

4  前項第一号及び第二号に掲げる装置の構造は、それぞれ、その機能を確保することができるものと

して、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなけれ

ばならない。〔平 20 告示 1536 号〕 

 

【適用の除外】 

第第 112299 条条のの 1111 第 129 条の 7第四号、第 129 条の 8第 2項第二号又は前条第 3項第一号から第三号まで

の規定は、乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターのうち、それぞれ昇降路、

制御器又は安全装置について安全上支障がないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるも

のについては、適用しない。〔平 25 告示 1050 号〕・〔平 25 告示 1051 号〕・〔平 25 告示 1052 号〕 

 

【エスカレーターの構造】 

第第 112299 条条のの 1122 エスカレーターは、次に定める構造としなければならない。 

一 国土交通大臣が定めるところにより、通常の使用状態において人又は物が挟まれ、又は障害物に
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衝突することがないようにすること。 〔平 12 告示 1417 号〕 

二 勾配は、30 度以下とすること。 

三 踏段（人を乗せて昇降する部分をいう。以下同じ。）の両側に手すりを設け、手すりの上端部が

踏段と同一方向に同一速度で連動するようにすること。 

四 踏段の幅は、1.1ｍ以下とし、踏段の端から当該踏段の端の側にある手すりの上端部の中心まで

の水平距離は、25cm 以下とすること。 

五 踏段の定格速度は、50ｍ以下の範囲内において、エスカレーターの勾配に応じ国土交通大臣が定

める毎分の速度以下とすること。〔平 20 告示 1417 号〕 

六 地震その他の震動によつて脱落するおそれがないものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を

用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとすること。 

〔平 25 告示 1046 号〕 

2  建築物に設けるエスカレーターについては、第 129 条の 4（第 3項第五号から第七号までを除く。）

及び第 129 条の 5第 1 項の規定を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第 129 条の 4 の見出し、同条第 1

項各号列記以外の部分、第 2項及

び第 3項並びに第 129 条の 5 の見

出し及び同条第 1項 

エレベーター エスカレーター 

第 129 条の 4 かご 踏段 

第 129 条の 4 第 1 項第二号 主索で吊
つ

るエレベー

ター、油圧エレベー

ターその他国土交通

大臣が定めるエレベ

ーター 

くさりで吊
つ

るエスカレ

ーターその他国土交通

大臣が定めるエスカレ

ーター 

第 129 条の 4 第 1 項第二号及び第

2項 

エレベーター強度検

証法 

エスカレーター強度検

証法 

第 129 条の 4 第 2 項第一号 次条 次条第 1 項及び第 129

条の 12 第 3 項 

第 129 条の 4 第 2 項第二号 次条第 2項に規定す

る積載荷重 

第 129 条の 12 第 3 項

に規定する積載荷重 

3  エスカレーターの踏段の積載荷重は、次の式によつて計算した数値以上としなければならない。 

Ｐ＝2,600Ａ 

この式において、Ｐ及びＡは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｐ エスカレーターの積載荷重（単位 Ｎ） 

Ａ エスカレーターの踏段面の水平投影面積（単位 ㎡）  

4  エスカレーターには、制動装置及び昇降口において踏段の昇降を停止させることができる装置を設

けなければならない。  

5  前項の制動装置の構造は、動力が切れた場合、駆動装置に故障が生じた場合、人又は物が挟まれた

場合その他の人が危害を受け又は物が損傷するおそれがある場合に自動的に作動し、踏段に生ずる進

行方向の加速度が 1.25ｍ毎秒毎秒を超えることなく安全に踏段を制止させることができるものとし

て、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければ

ならない。 〔平 12 告示 1424 号〕 

〔平 25 告示 1418 号〕

号〕 
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【小荷物専用昇降機の構造】 

第第 112299 条条のの 1133 小荷物専用昇降機は、次に定める構造としなければならない。  

一  昇降路には昇降路外の人又は物がかご又は釣合おもりに触れるおそれのないものとして国土交通

大臣が定める基準に適合する壁又は囲い及び出し入れ口の戸を設けること。 〔平 20 告示 1446 号〕 

二  昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の戸は、難燃材料で造り、又は覆うこと。ただし、地階又は

三階以上の階に居室を有さない建築物に設ける小荷物専用昇降機の昇降路その他防火上支障のない

ものとして国土交通大臣が定める小荷物専用昇降機の昇降路にあつては、この限りでない。〔平 12 告

示 1416 号〕  

三  昇降路のすべての出し入れ口の戸が閉じた後、かごを昇降させるものであること。  

四 昇降路の出し入れ口の戸には、かごがその戸の位置に停止していない場合においては、かぎを用

いなければ外から開くことができない装置を設けること。ただし、当該出し入れ口の下端が当該出

し入れ口が設けられる室の床面より高い場合においては、この限りでない。 

 

【非常用の昇降機の設置を要しない建築物】 

第第 112299 条条のの 1133 のの 22 法第 34 条第 2項 の規定により政令で定める建築物は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

一  高さ 31ｍを超える部分を階段室、昇降機その他の建築設備の機械室、装飾塔、物見塔、屋窓その

他これらに類する用途に供する建築物 

二  高さ 31ｍを超える部分の各階の床面積の合計が 500 ㎡以下の建築物  

三  高さ 31ｍを超える部分の階数が四以下の主要構造部を耐火構造とした建築物で、当該部分が床面

積の合計 100 ㎡以内ごとに耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備でその構造が第 112 条第 19

項第一号イ、ロ及びニに掲げる要件を満たすものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いる

もの又は国土交通大臣の認定を受けたもの（廊下に面する窓で開口面積が 1㎡以内のものに設けら

れる法第 2条第九号の二 ロに規定する防火設備を含む。）で区画されているもの 〔昭 48 告示 2563

号〕(添付略) 

四 高さ 31ｍを超える部分を機械製作工場、不燃性の物品を保管する倉庫その他これらに類する用途

に供する建築物で主要構造部が不燃材料で造られたものその他これと同等以上に火災の発生のおそ

れの少ない構造のもの  

 

【非常用の昇降機の設置及び構造】 

第第 112299 条条のの 1133 のの 33  法第 34 条第 2項の規定による非常用の昇降機は、エレベーターとし、その設置及

び構造は、第 129 条の 4から第 129 条の 10までの規定によるほか、この条に定めるところによらな

ければならない。 

2   前項の非常用の昇降機であるエレベーター（以下「非常用エレベーター」という。）の数は、高さ

31ｍを超える部分の床面積が最大の階における床面積に応じて、次の表に定める数以上とし、2以上

の非常用エレベーターを設置する場合には、避難上及び消火上有効な間隔を保つて配置しなければな

らない。 

高さ 31ｍを超える部分の床面積が最

大の階の床面積 
非常用エレベーターの数 

（一） 1,500 ㎡以下の場合 1 
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（二） 1,500 ㎡を超える場合 3,000 ㎡以内を増すごとに（一）の数に 1を加えた数 

3  乗降ロビーは、次に定める構造としなければならない。  

一一  各階（屋内と連絡する乗降ロビーを設けることが構造上著しく困難である階で次のイからホまで

のいずれかに該当するもの及び避難階を除く。）において屋内と連絡すること。 

イ 当該階及びその直上階（当該階が、地階である場合にあつては当該階及びその直下階、最上階

又は地階の最下階である場合にあつては当該階）が次の(1)又は(2)のいずれかに該当し、かつ、

当該階の直下階（当該階が地階である場合にあつては、その直上階）において乗降ロビーが設け

られている階 

(1) 階段室、昇降機その他の建築設備の機械室その他これらに類する用途に供する階 

(2) その主要構造部が不燃材料で造られた建築物その他これと同等以上に火災の発生のおそれの

少ない構造の建築物の階で、機械製作工場、不燃性の物品を保管する倉庫その他これらに類

する用途に供するもの 

ロ  当該階以上の階の床面積の合計が 500 ㎡以下の階 

ハ 避難階の直上階又は直下階 

ニ その主要構造部が不燃材料で造られた建築物の地階（他の非常用エレベーターの乗降ロビーが

設けられているものに限る。）で居室を有しないもの 

ホ 当該階の床面積に応じ、次の表に定める数の他の非常用エレベーターの乗降ロビーが屋内と連

絡している階 

当該階の床面積 当該階で乗降ロビーが屋内と連絡している他の非常

用エレベーターの数 

(一) 1,500 ㎡以下の場合 1 

(二) 1,500 ㎡を超える場合 3,000 ㎡以内を増すごとに（一）の数に 1を加えた数 

二 バルコニーを設けること。 

三 出入口（特別避難階段の階段室に通ずる出入口及び昇降路の出入口を除く。）には、第 123 条第 1

項第六号に規定する構造の特定防火設備を設けること。 

四 窓若しくは排煙設備又は出入口を除き、耐火構造の床及び壁で囲むこと。 

五 天井及び壁の室内に面する部分は、仕上げを不燃材料でし、かつ、その下地を不燃材料で造るこ

と。 

六 予備電源を有する照明設備を設けること。 

七 床面積は、非常用エレベーター1基について 10 ㎡以上とすること。 

八 屋内消火栓、連結送水管の放水口、非常コンセント設備等の消火設備を設置できるものとするこ

と。 

九 乗降ロビーには、見やすい方法で、積載量及び最大定員のほか、非常用エレベーターである旨、

避難階における避難経路その他避難上必要な事項を明示した標識を掲示し、かつ、非常の用に供し

ている場合においてその旨を明示することができる表示灯その他これに類するものを設けること。 

4  非常用エレベーターの昇降路は、非常用エレベーター2基以内ごとに、乗降ロビーに通ずる出入口

及び機械室に通ずる主索、電線その他のものの周囲を除き、耐火構造の床及び壁で囲まなければなら

ない。 

5  避難階においては、非常用エレベーターの昇降路の出入口（第 3項に規定する構造の乗降ロビーを

設けた場合には、その出入口）から屋外への出口（道又は道に通ずる幅員 4ｍ以上の通路、空地その
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他これらに類するものに接している部分に限る。）の一に至る歩行距離は、30ｍ以下としなければな

らない。 

6  非常用エレベーターの籠及びその出入口の寸法並びに籠の積載量は、国土交通大臣の指定する日本

産業規格に定める数値以上としなければならない。〔昭 46 告示 112 号〕 

7  非常用エレベーターには、籠を呼び戻す装置（各階の乗降ロビー及び非常用エレベーターの籠内に

設けられた通常の制御装置の機能を停止させ、籠を避難階又はその直上階若しくは直下階に呼び戻す

装置をいう。）を設け、かつ、当該装置の作動は、避難階又はその直上階若しくは直下階の乗降ロビ

ー及び中央管理室において行うことができるものとしなければならない。 

8  非常用エレベーターには、籠内と中央管理室とを連絡する電話装置を設けなければならない。 

9  非常用エレベーターには、第 129 条の 8第 2項第二号及び第 129 条の 10 第 3 項第二号に掲げる装

置の機能を停止させ、籠の戸を開いたまま籠を昇降させることができる装置を設けなければならな

い。 

10 非常用エレベーターには、予備電源を設けなければならない。 

11 非常用エレベーターの籠の定格速度は、60ｍ以上としなければならない。 

12 第 2 項から前項までの規定によるほか、非常用エレベーターの構造は、その機能を確保するために

必要があるものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものとしなければならない。 〔平 12 告

示 1428 号〕 

13 第 3 項第二号の規定は、非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビーの構造が、通常の火災時に生

ずる煙が乗降ロビーを通じて昇降路に流入することを有効に防止できるものとして、国土交通大臣が

定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものである場合においては、適用しな

い。〔平 28 告示 697 号〕 

 

【工作物の指定】  

第第 113388 条条 煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他これらに類する工作物で法第 88 条第 1項の規定によ

り政令で指定するものは、次に掲げるもの（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関するものその

他他の法令の規定により法及びこれに基づく命令の規定による規制と同等の規制を受けるものとして

国土交通大臣が指定するものを除く。）とする。 

一～五【略】 

2  昇降機、ウオーターシユート、飛行塔その他これらに類する工作物で法第 88 条第 1項の規定によ

り政令で指定するものは、次の各号に掲げるものとする。 

一 乗用エレベーター又はエスカレーターで観光のためのもの（一般交通の用に供するものを除

く。） 

二 ウオーターシユート、コースターその他これらに類する高架の遊戯施設 

三 メリーゴーラウンド、観覧車、オクトパス、飛行塔その他これらに類する回転運動をする遊戯施

設で原動機を使用するもの 

3 【略】 

 

【維持保全に関する準則の作成等を要する昇降機等】 

第第 113388 条条のの 33 法第 88条第 1項において準用する法第 8条第 2項第一号の政令で定める昇降機等、法第
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88 条第 1項において準用する法第 12 条第 1項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとし

て政令で定める昇降機等及び法第 88 条第 1項において準用する法第 12 条第 3項の政令で定める昇降

機等は、第 138 条第 2項各号に掲げるものとする。 

 

【乗用エレベーター又はエスカレーター】  

第第 114433 条条 第 138 条第 2項第一号に掲げる乗用エレベーター又はエスカレーターに関する法第 88条第 1

項において読み替えて準用する法第 20条第 1項の政令で定める技術的基準は、次項から第 4項まで

において準用する規定（第 7章の 8の規定を除く。）に適合する構造方法を用いることとする。  

2  前項に規定する乗用エレベーター又はエスカレーターについては、第 129 条の 3から第 129 条の 10

まで、第 129 条の 12、第 7章の 8並びに第 139 条第 1項第三号及び第四号の規定を準用する。 

3  第 1 項に規定する乗用エレベーター又はエスカレーターのうち前項において準用する第 139 条第 1

項第三号又は第四号ロの規定により国土交通大臣の認定を受けた構造方法を用いるものについては、

前項に規定するもののほか、耐久性等関係規定（第 36条、第 36条の 2、第 39条第 4項、第 41 条、

第 49条並びに第 80条において準用する第 72 条及び第 74 条から第 76条までの規定を除く。）を準用

する。 

4   第 1 項に規定する乗用エレベーター又はエスカレーターのうち前項に規定するもの以外のものにつ

いては、第 2項に規定するもののほか、第 36 条の 3、第 37 条、第 38 条、第 39 条第１項及び第 2

項、第 3章第 5節、第 6節及び第 6節の 2並びに第 80条の 2の規定を準用する。 

 

【遊戯施設】 

第第 114444 条条 第 138 条第 2項第二号又は第三号に掲げる遊戯施設（以下この条において単に「遊戯施設」

という。）に関する法第 88 条第 1項において読み替えて準用する法第 20条第 1項の政令で定める技

術的基準は、次のとおりとする。 

一 籠、車両その他人を乗せる部分（以下この条において「客席部分」という。）を支え、又は吊
つ

る

構造上主要な部分（以下この条において「主要な支持部分」という。）のうち摩損又は疲労破壊が

生ずるおそれのある部分以外の部分の構造は、次に掲げる基準に適合するものとすること。 

イ 構造耐力上安全なものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔平 12 告

示 1419 号〕 

ロ 高さが 60ｍを超える遊戯施設にあつては、その用いる構造方法が、荷重及び外力によつて主要

な支持部分に連続的に生ずる力及び変形を把握することその他の国土交通大臣が定める基準に従

つた構造計算によつて安全性が確かめられたものとして国土交通大臣の認定を受けたものである

こと。〔平 12 告示 1419 号〕 

ハ 高さが 60ｍ以下の遊戯施設にあつては、その用いる構造方法が、次の(1)又は(2)のいずれかに

適合するものであること。 

(1) 国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算によつて確かめられる安全性を有すること。

〔平 12 告示 1419 号〕 

(2) ロの国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算によつて安全性が確かめられたものとし

て国土交通大臣の認定を受けたものであること。 

二 軌条又は索条を用いるものにあつては、客席部分が当該軌条又は索条から脱落するおそれのない
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構造とすること。 

三 遊戯施設の客席部分の構造は、次に掲げる基準に適合するものとすること。 

イ 走行又は回転時の衝撃及び非常止め装置の作動時の衝撃が加えられた場合に、客席にいる人を

落下させないものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定

を受けたものであること。〔平 29 告示 247 号〕 

ロ 客席部分は、堅固で、かつ、客席にいる人が他の構造部分に触れることにより危害を受けるお

それのないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔令 2告示 252 号〕 

ハ 客席部分には、定員を明示した標識を見やすい場所に掲示すること。 

四 動力が切れた場合、駆動装置に故障が生じた場合その他客席にいる人が危害を受けるおそれのあ

る事故が発生し、又は発生するおそれのある場合に自動的に作動する非常止め装置を設けること。 

五 前号の非常止め装置の構造は、自動的に作動し、かつ、当該客席部分以外の遊戯施設の部分に衝

突することなく制止できるものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通

大臣の認定を受けたものとすること。〔平 12 告示 1427 号〕 

六 前各号に定めるもののほか、客席にいる人その他当該遊戯施設の周囲の人の安全を確保すること

ができるものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。〔平 12 告示 1419 号〕 

七 次項において読み替えて準用する第 129 条の 4（第 1項第一号イを除く。）及び第 129 条の 5第 1

項の規定に適合する構造方法を用いること。 

2  遊戯施設については第 7章の 8の規定を、その主要な支持部分のうち摩損又は疲労破壊が生ずるお

それのある部分については第 129 条の 4（第 1項第一号イを除く。）及び第 129 条の 5第 1項の規定を

準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第 129 条の 4 の見出し、同条第 1項

（第二号を除く。）、第 2項第三号及

び第四号並びに第 3項（第七号を除

く。）並びに第 129 条の 5の見出し及

び同条第 1項 

エレベーター 遊戯施設 

第 129 条の 4 第 1 項 かご及びかごを支え、又

は吊
つ

る構造上主要な部分

（ 

客席部分を支え、又は吊
つ

る構造上主要な部分（摩

損又は疲労破壊を生ずる

おそれのある部分に限

る。 

第 129 条の 4 

 

かご及び主要な支持部分 主要な支持部分 

第 129 条の 4 第 1 項第一号ロ、第 2

項第四号並びに第 3項第二号及び第

四号 

かご 客席部分 

第 129 条の 4 第 1 項第一号ロ 

 

昇降に 走行又は回転に 

第 129 条の 4 第 1 項第一号ロ及び第

2項第二号 

通常の昇降時 通常の走行又は回転時 

第 129 条の 4 第 1 項第二号 かごを主索で吊
つ

るエレベ

ーター、油圧エレベータ

ーその他国土交通大臣が

客席部分を主索で吊
つ

る遊

戯施設その他国土交通大

臣が定める遊戯施設 
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定めるエレベーター 〔平 12 告示 1419 号〕 

前号イ及びロ 前号ロ 

第 129 条の 4 第 1 項第二号及び第 2項 エレベーター強度検証法 遊戯施設強度検証法 

第 129 条の 4 第 1 項第三号 第一号イ及びロ 第一号ロ 

第 129 条の 4 第 2 項 、エレベーター 、遊戯施設 

第 129 条の 4 第 2 項第一号 次条に規定する荷重 次条第 1項に規定する固

定荷重及び国土交通大臣

が定める積載荷重 

〔平 12 告示 1419 号〕 

主要な支持部分並びにか

ごの床版及び枠（以下こ

の条において「主要な支

持部分等」という。） 

主要な支持部分 

第 129 条の 4 第 2 項第二号及び第三

号 

主要な支持部分等 主要な支持部分 

第 129 条の 4 第 2 項第二号 昇降する 走行し、又は回転する 

次条第 2項に規定する 国土交通大臣が定める 

〔平 12 告示 1419 号〕 

第 129 条の 4 第 3 項第二号 主要な支持部分のうち、

摩損又は疲労破壊を生ず

るおそれのあるものにあ

つては、2以上 

2 以上 

第 129 条の 4 第 3 項第七号 エレベーターで昇降路の

壁の全部又は一部を有し

ないもの 

遊戯施設 

 

【確認等を要する建築設備】 

第第 114466 条条 法第 87条の 4（法第 88条第 1項及び第 2項において準用する場合を含む。）の規定により政

令で指定する建築設備は、次に掲げるものとする。 

一 エレベーター及びエスカレーター（使用頻度が低く劣化が生じにくいことその他の理由により人

が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ないものとして国土交通大臣が定めるもの

を除く。）〔令 6告示 1148 号〕 

二 小荷物専用昇降機（昇降路の出し入れ口の下端が当該出し入れ口が設けられる室の床面より高い

ことその他の理由により人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ないものとして

国土交通大臣が定めるものを除く。）〔平 28 告示 239 号〕 

三【略】 

2 【略】 
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ⅢⅢ．．建建築築基基準準法法施施行行規規則則（（抄抄））  

 

【建築設備等の定期報告】 

第第 66 条条  法第 12条第 3項の規定による報告の時期は、建築設備又は防火設備（以下「建築設備等」とい

う。）の種類、用途、構造等に応じて、おおむね 6月から 1年まで（ただし、国土交通大臣が定める検

査の項目については、1年から 3年まで）の間隔をおいて特定行政庁が定める時期（次のいずれかに該

当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。 

一 法第 12 条第 3項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める特定建築設

備等について、設置者が法第 7条第 5項（法第 87条の 4において準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）又は法第 7 条の 2 第 5 項（法第 87 条の 4 において準用する場合を含む。以下この

項において同じ。）の規定による検査済証の交付を受けた場合 

二 法第 12 条第 3項の規定により特定行政庁が指定する特定建築設備等について、設置者が法第 7条

第 5 項又は法第 7 条の 2 第 5 項の規定による検査済証（当該指定があつた日以後の設置に係るもの

に限る。）の交付を受けた場合 

2  法第 12 条第 3項の規定による検査は、建築設備等の状況について安全上、防火上又は衛生上支障が

ないことを確認するために十分なものとして行うものとし、当該検査の項目、事項、方法及び結果の判

定基準は国土交通大臣の定めるところによるものとする。 

 〔平 20 告示 283 号(昇降機)〕（平 20 告示 285 号(建築設備）・平 28 告示 723 号(防火設備)：（添付省略)） 

3  法第 12 条第 3項の規定による報告は、昇降機にあつては別記第三十六号の四様式による報告書及び

別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書に、建築設備（昇降機を除く。）にあつては別記第

三十六号の六様式による報告書及び別記第三十六号の七様式による定期検査報告概要書に、防火設備

にあつては別記第三十六号の八様式による報告書及び別記第三十六号の九様式による定期検査報告概

要書に、それぞれ国土交通大臣が定める検査結果表を添えてするものとする。ただし、特定行政庁が規

則により別記第三十六号の四様式、別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の六様式、別記第三十六

号の七様式、別記第三十六号の八様式、別記第三十六号の九様式又は国土交通大臣が定める検査結果表

その他の事項を記載する報告書の様式又は検査結果表を定めた場合にあつては、当該様式による報告

書又は当該検査結果表によるものとする。 

4  法第 12 条第３項の規定による報告は、前項の報告書及び調査結果表に、特定行政庁が建築設備等の

状況を把握するために必要と認めて規則で定める書類を添えて行わなければならない。 

 

【国の機関の長等による建築設備等の点検】 

第第 66 条条のの 22  法第 12条第 4項の点検（次項において単に「点検」という。）は、建築設備等の状況につい

て安全上、防火上又は衛生上支障がないことを確認するために十分なものとして 1年（ただし、国土交

通大臣が定める点検の項目については 3年）以内ごとに行うものとし、当該点検の項目、事項、方法及

び結果の判定基準は国土交通大臣の定めるところによるものとする。〔平 20 告示 283 号(昇降機)〕（平 20 告

示 285 号(建築設備）・平 28 告示 723 号(防火設備)：（添付省略)） 

2  法第 18 条第 18 項（法第 87 条の 4 において準用する場合を含む。）の規定による検査済証の交付を

受けた日以後最初の点検については、前項の規定にかかわらず、当該検査済証の交付を受けた日から起

算して 2年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目については 6年）以内に行うものとする。 
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【工作物の定期報告】 

第第 66 条条のの 22 のの 22 法第 88 条第 1 項及び第 3 項において準用する法第 12 条第 1 項及び第 3 項の規定によ

る報告の時期は、法第 64 条に規定する工作物（高さ 4 メートルを超えるものに限る。以下「看板等」

という。）又は法第 88 条第 1項に規定する昇降機等（以下単に「昇降機等」という。）（次項及び次条第

1項においてこれらを総称して単に「工作物」という。）の種類、用途、構造等に応じて、おおむね 6月

から 1年まで（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、1年から 3年まで）の間隔をお

いて特定行政庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）と

する。 

一 法第88条第1項において準用する法第12条第1項及び第3項の政令で定める昇降機等について、

築造主が法第 7 条第 5 項又は法第 7 条の 2 第 5 項の規定による検査済証（新築又は改築（一部の改

築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合 

二 法第 88 条第 1 項及び第 3 項において準用する法第 12 条第 1 項及び第 3 項の規定により特定行政

庁が指定する工作物について、築造主が法第 7 条第 5 項又は法第 7 条の 2 第 5 項の規定による検査

済証（当該指定があつた日以後の新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を

受けた場合 

2  法第 88 条第 1 項及び第 3項において準用する法第 12 条第 1項及び第 3項の規定による調査及び検

査は、工作物の状況について安全上、防火上又は衛生上支障がないことを確認するために十分なものと

して行うものとし、当該調査及び検査の項目、事項、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の定める

ところによるものとする。〔平 20 告示 284 号(遊戯施設)〕 

3  法第 88 条第 1 項及び第 3 項において準用する法第 12 条第 1 項及び第 3 項の規定による報告は、看

板等にあつては別記第三十六号の六様式による報告書及び別記第三十六号の七様式による定期検査報

告概要書に、観光用エレベーター等にあつては別記第三十六号の四様式による報告書及び別記第三十

六号の五様式による定期検査報告概要書に、令第 138 条第 2項第二号又は第三号に掲げる遊戯施設（以

下単に「遊戯施設」という。）にあつては別記第三十六号の十様式による報告書及び別記第三十六号の

十一様式による定期検査報告概要書に、それぞれ国土交通大臣が定める検査結果表を添えてするもの

とする。ただし、特定行政庁が規則により別記第三十六号の四様式、別記第三十六号の五様式、別記第

三十六号の六様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号の十様式、別記第三十六号の十一様式又

は国土交通大臣が定める検査結果表その他の事項を記載する報告書の様式又は検査結果表を定めた場

合にあつては、当該様式による報告書又は当該検査結果表によるものとする。 

4  法第 88 条第 1 項及び第 3項において準用する法第 12 条第 1項及び第 3項の規定による報告は、前

項の報告書及び調査結果表に、特定行政庁が工作物の状況を把握するために必要と認めて規則で定め

る書類を添えて行わなければならない。 

 

【国の機関の長等による工作物の点検】 

第第 66 条条のの 22 のの 33  法第 88 条第 1項及び第 3項において準用する法第 12 条第 2項及び第 4項の点検（次項

において単に「点検」という。）は、工作物の状況について安全上、防火上又は衛生上支障がないこと

を確認するために十分なものとして 1年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目については 3年）

以内ごとに行うものとし、当該点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の定めると
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ころによるものとする。〔平 20 告示 284 号(遊戯施設)〕 

2  法第 88条第 1項及び第 3項において準用する法第 18条第 18項の規定による検査済証の交付を受け

た日以後最初の点検については、前項の規定にかかわらず、当該検査済証の交付を受けた日から起算し

て 2年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目については 6年）以内に行うものとする。 

 

【台帳の記載事項等】 

第第 66 条条のの 33 法第 12 条第 8項（法第 88 条第 1項から第 3項までにおいて準用する場合を含む。以下この

条において同じ。）に規定する台帳は、次の各号に掲げる台帳の種類ごとに、それぞれ当該各号に定め

る事項を記載しなければならない。 

一 【略】 

二 建築設備に係る台帳 次のイ及びロに掲げる事項 

イ 別記第八号様式による申請書の第二面、別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書（観

光用エレベーター等に係るものを除く。）、別記第三十六号の七様式による定期検査報告概要書（看

板等に係るものを除く。）及び処分等概要書並びに別記第四十二号の七様式による通知書の第二面

に記載すべき事項 

ロ【略】 

三 【略】 

四 工作物に係る台帳 次のイからニまでに掲げる事項 

イ 法第 88 条第 1項に規定する工作物にあつては、別記第十号様式（観光用エレベーター等にあつ

ては、別記第八号様式（昇降機用））による申請書の第二面及び別記第四十二号の九様式（観光用

エレベーター等にあつては、別記第四十二号の七様式（昇降機用））による通知書の第二面に記載

すべき事項 

ロ 【略】 

ハ 別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書（観光用エレベーター等に係るものに限

る。）、別記第三十六号の七様式による定期検査報告概要書（看板等に係るものに限る。）及び別記

第三十六号の十一様式による定期検査報告概要書並びに処分等概要書に記載すべき事項 

ニ（略） 

2  法第 12 条第 8項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。 

一～六【略】 

七 第 5条第 3項に規定する書類 

八 第 6条第 3項に規定する書類 

九 第 6条の 2の 2第 3項に規定する書類 

十【略】 

3  【略】 

4  法第 12 条第 8項に規定する台帳（第 2項に規定する書類を除き、前項の規定による記録が行われた

同項のファイル又は磁気ディスク等を含む。）は、当該建築物又は工作物が滅失し、又は除却されるま

で、保存しなければならない。 

5  第 2 項に規定する書類（第 3 項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスク等を

含む。）は、次の各号の書類の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間保存しなければならない。 
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一 第 2 項第一号から第六号まで、第十号及び第十一号の図書及び書類 当該建築物、建築設備又は

工作物に係る確認済証（計画の変更に係るものを除く。）の交付の日から起算して 15年間 

二 第 2項第七号から第九号までの書類 特定行政庁が定める期間 

6 【略】 

 

【都道府県知事による台帳の記載等】  

第第 66 条条のの 44 都道府県知事は、構造計算適合性判定に関する台帳を整備し、かつ、当該台帳（第 3条の 7

の申請書及び第 8条の 2第 7 項において準用する第 3条の 7（第 3 条の 10 において準用する場合を除

く。）の通知書（以下この条において「申請書等」という。）を含む。）を保存しなければならない。 

2   前項に規定する台帳は、次の各号に定める事項を記載しなければならない。 

一一  別記第十八号の二様式による申請書の第二面及び第三面並びに別記第四十二号の十二の二様式に

よる通知書の第二面及び第三面に記載すべき事項 

二二  申請書等の受付年月日 

三三  構造計算適合性判定の結果 

四  構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号及びこれを交付した年月日その他都道府県知

事が必要と認める事項 

3    申請書等又は前項に規定する事項が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記録

され、必要に応じ都道府県において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、

当該記録をもつて申請書等の保存又は第 1項に規定する台帳への記載に代えることができる。 

4   第 1 項に規定する台帳（申請書等を除き、前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁

気ディスク等を含む。）は、当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、保存しなければならない。 

5 申請書等（第 3項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスク等を含む。）は、法第

6条の 3 第 4 項 又は法第 18 条第 7 項の規定による通知書の交付の日から起算して 15 年間保存しなけ

ればならない。 

 

【建築物調査員資格者証等の種類】 

第第 66 条条のの 55 法第 12 条第 1 項（法第 88 条第 1 項において準用する場合を含む。次条において同じ。）に

規定する建築物調査員資格者証の種類は、特定建築物調査員資格者証及び昇降機等検査員資格者証と

する。 

2  法第 12 条第 3項（法第 88条第 1項において準用する場合を含む。次条において同じ。）に規定する

建築設備等検査員資格者証の種類は、建築設備検査員資格者証、防火設備検査員資格者証及び昇降機等

検査員資格者証とする。 

 

【建築物などの種類等】 

第第 66 条条のの 66  建築物調査員が法第 12 条第 1項の調査及び同条第 2項（法第 88 条第 1項において準用する

場合を含む。）の点検（以下「調査等」という。）を行うことができる建築物及び昇降機等並びに建築設

備等検査員が法第12条第3項の検査及び同条第4項（法第88条第1項において準用する場合を含む。）

の点検（以下「検査等」という。）を行うことができる建築設備等及び昇降機等の種類は、次の表の（い）

欄に掲げる建築物調査員資格者証及び建築設備等検査員資格者証（以下この条において建築物調査員
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資格者証等」という。）の種類に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる建築物、建築設備等及び昇降

機等の種類とし、法第 12 条の 2 第 1 項第二号及び法第 12 条の 3 第 3 項第一号（これらの規定を法第

88 条第 1項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める講習は、同表の（い）欄に掲げる

建築物調査員資格者証等の種類に応じ、それぞれ同表（は）欄に掲げる講習とする。 

 

 （い） （ろ） （は） 

建築物調査員資格者証等

の種類 

建築物、建築設備等及び昇

降機等の種類 

講習 

(一) 特定建築物調査員資格者

証 

特定建築物 特定建築物調査員(特定建築物調査員資格

者証の交付を受けている者をいう。以下同

じ。）として必要な知識及び技能を修得させ

るための講習であつて、次条、第 6条の 8 及

び第6条の 10において準用する第3条の 14

（第 1 項を除く。）から第 3条の 16（第 1 項

を除く。）までの規定により国土交通大臣の

登録を受けたもの（以下「登録特定建築物調

査員講習」という。） 

(二) 

 

建築設備検査員資格者証 建築設備（昇降機を除く。

以下この表において同

じ。）及び防火設備（建築設

備についての法第 12 条第

3項の検査及び同条第 4項

の点検（以下この表におい

て「検査等」という。）と併

せて検査等を一体的に行

うことが合理的であるも

のとして国土交通大臣が

定めたものに限る。） 

建築設備検査員資格者証の交付を受けてい

る者（以下「建築設備検査員」という。）と

して必要な知識及び技能を修得させるため

の講習であつて、第 6条の 11 並びに第 6条

の 12 において準用する第 3条の 14（第 1 項

を除く。）から第 3条の 16（第 1 項を除く。）

まで及び第 6 条の 8 の規定により国土交通

大臣の登録を受けたもの（以下「登録建築設

備検査員講習」という。） 

(三) 防火設備検査員資格者証 防火設備（（二）項の（ろ）

欄に規定する国土交通大

臣が定めたものを除く。） 

防火設備検査員資格者証の交付を受けてい

る者（以下「防火設備検査員」という。）とし

て必要な知識及び技能を修得させるための

講習であつて、第 6 条の 13 条並びに第 6 条

の 14 において準用する第 3 条の 14（第 1 項

を除く。）から第 3条の 16（第 1 項を除く。）

まで及び第6条の 8の規定により国土交通大

臣の登録を受けたもの（以下「登録防火設備

検査員講習」という。） 

(四) 昇降機等検査員資格者証 昇降機（観光用エレベータ

ー等を含む。）及び遊戯施

設 

昇降機等検査員資格者証の交付を受けてい

る者（以下「昇降機等検査員」という。）と

して必要な知識及び技能を修得させるため

の講習であつて、第 6条の 15 並びに第 6条

の 16 において準用する第 3条の 14（第 1 項

を除く。）から第 3条の 16（第 1 項を除く。）

まで及び第 6条の 8 の規定により国土交通 

177



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

大臣の登録を受けたもの（以下「登録昇降機

等検査員講習」という。） 

 

【準用】 

第第 66 条条のの 1122 第 3 条の 14 から第 3条の 28まで（第 3条の 14 第 1 項、第 3条の 16 第 1 項及び第 3条の

18 を除く。）、第 6条の 8及び第 6 条の 9 の規定は、第 6条の 6の表の(二)項の(は)欄の登録及びその

更新、登録建築設備検査員講習、登録建築設備検査員講習事務並びに登録建築設備検査員講習実施機関

（登録建築設備検査員講習事務を行う者をいう。）について準用する。この場合において、第 3条の 14

第 3 項第三号中「第 3 条の 16 第 1 項第二号イからハまで」とあるのは「第 6 条の 12 において読み替

えて準用する第 6条の 8第二号イからホまで」と、第 3条の 17 第 2 項中「前 3 条」とあるのは「第 6

条の 11 並びに第 6 条の 12 において読み替えて準用する第 3 条の 14（第 1 項を除く。）から第 3 条の

16（第 1項を除く。）まで及び第 6条の 8」と、第 3条の 20 第八号及び第 3条の 26第 1項第五号中「修

了証明書」とあるのは「第 6 条の 12 において読み替えて準用する第 6 条の 9 第 12 号に規定する修了

証明書」と、第 3条の 23中「第 3条の 16 第 1 項各号」とあるのは「第 6条の 12において読み替えて

準用する第 6条の 8各号」と、第 3条の 24 中「第 3 条の 18」とあるのは「第 6条の 12 において読み

替えて準用する第 6 条の 9」と、第 6 条の 8 中「前条」とあるのは「第 6 条の 11」と、同条第一号中

「次条第四号の表」とあり、第 6 条の 9 第四号中「次の表」とあり、同条第五号中「前号の表」とあ

り、及び同条第九号中「第四号の表」とあるのは「第 6条の 12の表」と、第 6条の 8第二号ロ及び第

6条の 9第七号中「特定建築物調査員」とあるのは「建築設備検査員」と、同条第十二号中「別記第三

十七号の二様式」とあるのは「別記第三十七号の三様式」と読み替えるものとする。 

科  目 時  間 

建築設備定期検査制度総論 1 時間 

建築学概論 2 時間 

建築設備に関する建築基準法令 3 時間 30 分 

建築設備に関する維持保全 1 時間 30 分 

建築設備の耐震規制、設計指針 1 時間 30 分 

換気、空気調和設備 4 時間 30 分 

排煙設備 2 時間 

電気設備 2 時間 30 分 

給排水衛生設備 2 時間 30 分 

建築設備定期検査業務基準 2 時間 30 分 

 

【準用】 

第第 66 条条のの 1166 第 3 条の 14 から第 3条の 28まで（第 3条の 14 第 1 項、第 3条の 16 第 1 項及び第 3条の

18 を除く。）、第 6条の 8及び第 6 条の 9 の規定は、第 6条の 6の表の(四)項の(は)欄の登録及びその

更新、登録昇降機等検査員講習、登録昇降機等検査員講習事務並びに登録昇降機等検査員講習実施機関

（登録昇降機等検査員講習事務を行う者をいう。）について準用する。この場合において、第 3条の 14

第 3 項第三号中「第 3 条の 16 第 1 項第二号イからハまで」とあるのは「第 6 条の 16 において読み替

えて準用する第 6条の 8第二号イからホまで」と、第 3条の 17 第 2 項中「前三条」とあるのは「第 6

条の 15 並びに第 6 条の 16 において読み替えて準用する第 3 条の 14（第 1 項を除く。）から第 3 条の

16（第 1項を除く。）まで及び第 6条の 8」と、第 3条の 20 第八号及び第 3条の 26第 1項第五号中「修
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了証明書」とあるのは「第 6条の 16 において読み替えて準用する第 6条の 9第十二号に規定する修了

証明書」と、第 3条の 23中「第 3条の 16 第 1 項各号」とあるのは「第 6条の 16において読み替えて

準用する第 6条の 8各号」と、第 3条の 24 中「第 3 条の 18」とあるのは「第 6条の 16 において読み

替えて準用する第 6 条の 9」と、第 6 条の 8 中「前条」とあるのは「第 6 条の 15」と、同条第一号中

「次条第四号の表」とあり、第 6 条の 9 第四号中「次の表」とあり、同条第五号中「前号の表」とあ

り、及び同条第九号中「第四号の表」とあるのは「第 6条の 16の表」と、第 6条の 8第二号ロ及び第

6条の 9第七号中「特定建築物調査員」とあるのは「昇降機等検査員」と、同条第十二号中「別記第三

十七号の二様式」とあるのは「別記第三十七号の五様式」と読み替えるものとする。 

科  目 時  間 

昇降機・遊戯施設定期検査制度総論 1 時間 

建築学概論 2 時間 

昇降機・遊戯施設に関する電気工学 2 時間 

昇降機・遊戯施設に関する機械工学 2 時間 

昇降機・遊戯施設に関する建築基準法令 5 時間 

昇降機・遊戯施設に関する維持保全 1 時間 

昇降機概論 3 時間 

遊戯施設概論 30 分 

昇降機・遊戯施設の検査標準 4 時間 

 

【特定建築物調査員資格者証の交付の申請】 

第第 66 条条のの 1177 法第 12 条の 2 第 1 項の規定によつて特定建築物調査員資格者証の交付を受けようとする

者は、別記第三十七号の六様式による交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

2  前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 住民票の写しその他の氏名及び生年月日を証明する書類 

二 登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成 11 年法律第 152 号）第 10 条第 1 項に規定する

登記事項証明書をいう。以下同じ。） 

三 第 6条の 9第十二号に規定する修了証明書又は法第 12条の 2第 1項第二号の規定による認定を受

けた者であることを証する書類 

3  第 1 項の特定建築物調査員資格者証の交付の申請は、修了証明書の交付を受けた日又は法第 12条の

2第 1項第二号の規定による認定を受けた日から 3月以内に行わなければならない。 

 

【特定建築物調査員資格者証の条件】 

第第 66 条条のの 1188 国土交通大臣は、建築物の調査等の適正な実施を確保するため必要な限度において、特定

建築物調査員資格者証に、当該資格者証の交付を受ける者の建築物の調査等に関する知識又は経験に

応じ、その者が調査等を行うことができる建築物の範囲を限定し、その他建築物の調査等について必要

な条件を付し、及びこれを変更することができる。 

 

【特定建築物調査員資格者証の交付】 

第第 66 条条のの 1199 国土交通大臣は、第 6条の 17 の規定による申請があつた場合においては、別記第三十七号

の七様式による特定建築物調査員資格者証を交付する。 
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【特定建築物調査員資格者証の再交付】 

第第 66 条条のの 2200 特定建築物調査員は、氏名に変更を生じた場合又は特定建築物調査員資格者証を汚損し、

若しくは失つた場合においては、遅滞なく、別記第三十七号の八様式による特定建築物調査員資格者証

再交付申請書に、汚損した場合にあつてはその特定建築物調査員資格者証を添え、これを国土交通大臣

に提出しなければならない。 

2  国土交通大臣は、前項の規定による申請があつた場合においては、申請者に特定建築物調査員資格

者証を再交付する。 

3  特定建築物調査員は、第 1 項の規定によつて特定建築物調査員資格者証の再交付を申請した後、失

つた特定建築物調査員資格者証を発見した場合においては、発見した日から 10日以内に、これを国土

交通大臣に返納しなければならない。 

 

【特定建築物調査員資格者証の返納の命令等】 

第第 66 条条のの 2211 法第 12 条の 2第 3項の規定による特定建築物調査員資格者証の返納の命令は、別記第三十

七号の九様式による返納命令書を交付して行うものとする。 

2  前項の規定による返納命令書の交付を受けた者は、その交付の日から 10 日以内に、特定建築物調査

員資格者証を国土交通大臣に返納しなければならない。 

3  特定建築物調査員が死亡し、又は失踪の宣告を受けたときは、戸籍法（昭和 22 年法律第 224 号）に

よる死亡又は失踪宣告の届出義務者は、遅滞なくその特定建築物調査員資格者証を国土交通大臣に返

納しなければならない。 

 

【建築設備検査員資格者証の交付の申請】 

第第 66 条条のの 2222 法第 12 条の 3 第 3 項の規定によつて建築設備検査員資格者証の交付を受けようとする者

は、別記第三十七号の十様式による交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

 

【昇降機等検査員資格者証の交付の申請】 

第第 66 条条のの 2266 法第 12 条の 3第 3項（法第 88 条第 1項において準用する場合を含む。）及び法第 88 条第

1 項において準用する法第 12 条の 2 第 1 項の規定によつて昇降機等検査員資格者証の交付を受けよう

とする者は、別記第三十七号の十八様式による交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

 

【準用】 

第第 66 条条のの 2277 第 6 条の 17 第 2項及び第 3項並びに第 6条の 18から第 6条の 21までの規定は、昇降機等

検査員資格者証について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（上欄）          （中欄）             （下欄） 

第 6 条の 17 第 2 項 前項 第 6 条の 26 

第 6 条の 17 第 2 項第三号 第 6 条の 9 第十二号 第 6 条の 16 において読み替えて準用する

第 6条の 9 第十二号 

第 6 条の 17 第 2 項第三号及

び第 3項 

法第 12 条の 2 第 1 項第二号 法第 12 条の 3 第 3 項第二号（法第 88 条第

1 項において準用する場合を含む。）及び法

第 88 条第 1 項において準用する法第 12 条
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の 2 第 1 項第二号 

第 6 条の 17 第 3 項 第 1 項 第 6 条の 26 

第 6 条の 18 建築物の 昇降機等の 

調査等 調査等及び検査等 

第 6 条の 19 第 6 条の 17 第 6 条の 26 並びに第 6 条の 27 において読

み替えて準用する第 6 条の 18 第 2 項及び

第 3項 

別記第三十七号の七様式 別記第三十七号の十九様式 

第 6 条の 20 第 1 項 別記第三十七号の八様式 別記第三十七号の二十様式 

第 6 条の 21 第 1 項 法第 12 条の 2 第 3 項 法第 12 条の 3 第 4 項において読み替えて

準用する法第 12 条の 2 第 3 項（法第 88 条

第 1 項において準用する場合を含む。）及び

法第 88 条第 1 項において準用する法第 12

条の 2 第 3 項 

別記第三十七号の九様式 別記第三十七号の二十一様式 
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第三十六号の四様式（第六条、第六条の二の二関係）（Ａ４） 

定期検査報告書 

（昇降機） 

（第一面） 

 建築基準法第１２条第３項（同法第８８条第１項において準用する場合を含む。）の規定により、定期検査

の結果を報告します。この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

 特定行政庁               様 

                                     年  月  日 
                             報告者氏名          

                             検査者氏名          

【１．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 

【２．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 

【３．報告対象建築物等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 

【４．報告対象昇降機】 

  【イ．検査対象昇降機の台数】（   台） 

  【ロ．指摘の内容】  要是正の指摘あり   台（うち既存不適格   台） 

             要重点点検の指摘あり   台  指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）   □無 

  【ホ．その他特記事項】 

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

  年  月  日   

第         号 

係員氏名 
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 （第二面） 
 昇降機の状況等 

【１．昇降機に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第     号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関（     ） 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第     号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関（     ） 

【２．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施（    年  月  日報告） □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 

【３．検査者】 

 （代表となる検査者） 

  【イ．資格】  （    ）建築士      （       ）登録第        号 

          昇降機等検査員                   第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          （    ）建築士事務所   （     ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 （その他の検査者） 

  【イ．資格】  （    ）建築士      （       ）登録第        号 

          昇降機等検査員                   第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          （    ）建築士事務所   （     ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

【４．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 

【５．昇降機の概要】  （番号         ） 

  【イ．種類】□建築設備 □工作物 

  【ロ．種別】□エレベーター（□斜行） □エスカレーター □小荷物専用 

  【ハ．駆動方式】□ロープ式 □油圧式 □その他（            ） 

  【ニ．用途等】□乗用（□人荷共用 □非常用） □寝台用 □自動車運搬用 □荷物用 

  【ホ．機械室の有無】□有  □無 

  【ヘ．仕様】（電動機の定格容量）（ 定 格 速 度 ）（積載量）（ 定員 ）（踏段の幅）（勾
こう

配） 

                （              kW）（      ｍ／min）（    ㎏）（    人）（      ｍ）（  度） 

  【ト．停止階】        階（停止階床数     ） 

  【チ．製造者名】 

【６．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】□要是正の指摘あり（□既存不適格） 

           □要重点点検の指摘あり   □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定） 

             □無 

【７．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】   □有   □無 

  【ロ．不具合記録】 □有   □無 

  【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定（    年  月に改善予定） □予定なし 

【８．備考】 
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 （第三面） 
 昇降機に係る不具合の状況 

 

不具合を把 

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定) 

年月 

改善措置の概要等 

 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

（注意） 

１．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入し添えてくだ

さい。 

２．第一面関係 

 ① 検査者が２人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② １欄及び２欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及び代表者氏名を、

「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ ４欄の「イ」は、報告する昇降機の台数を記入してください。 

 ④ ４欄の「ロ」の「要是正の指摘あり」は、第二面の６欄の「イ」において「要是正の指摘あり」のチェ

ックボックスに「レ」マークを入れた昇降機の合計台数を記入してください。「要重点点検の指摘あり」

は、第二面の６欄の「イ」において「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークがなく、

かつ「要重点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた昇降機の台数を記入してく

ださい。 

 ⑤ ４欄の「ハ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してください。 

 ⑥ ４欄の「ニ」は、第二面の６欄の「ハ」において改善予定があるとしているときは「有」のチェックボ

ックスに「レ」マークを入れ、第二面の６欄の「ハ」で記入された改善予定年月のうち最も早いものを

併せて記入してください。 

 ⑦ ４欄の「ホ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してください。 

３．第二面関係 

 ① この書類は、昇降機ごとに作成してください。ただし、複数の昇降機について同時に報告する場合には、

この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この書類を別途提出する必要はありません。 

 ② １欄の「イ」及び「ロ」は、直前の確認（建築基準法第87条の４及び同法第88条第１項の規定により準

用して適用される同法第６条第１項に規定する確認。以下この様式において同じ。）について、「ハ」及

び「ニ」は、直前の完了検査について、それぞれ記入してください。 

 ③ １欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指定確認検査機関」

の場合には、併せてその名称を記入してください。 
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 ④ ２欄の「イ」は、検査を複数の日にまたがって行ったときは、その最終日の年月日を記入し、「ロ」は、

直前の報告について記入してください。 

 ⑤ ２欄は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

 ⑥ ２欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無について記入してください。 

 ⑦ ３欄は、代表となる検査者並びに当該昇降機の検査を行ったすべての検査者について記入してください。

当該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、その他の検査者欄は削除して構いません。 

 ⑧ ３欄の「イ」は、検査者の有する資格について記入してください。検査者が昇降機等検査員である場合

は、昇降機等検査員資格者証の交付番号を「昇降機等検査員」の番号欄に記入してください。 

 ⑨ ３欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記入し、勤務先が建築

士事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 

 ⑩ ３欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記入し、

検査者が法人に勤務していないときはその者の住所について記入してください。 

 ⑪ ４欄は、昇降機の維持保全を行う者が３欄の「ニ」の勤務先（検査者に勤務先がないときは、検査者）

と異なるときに記入することとし、当該維持保全を行う者が個人のときは、「イ」は氏名を、「ハ」は住

所を記入してください。 

 ⑫ ５欄の「番号」は、報告する昇降機を特定できる番号、記号等を記入してください。 

 ⑬ ５欄の「イ」は、建築設備である昇降機の場合には「建築設備」のチェックボックスに、工作物である

昇降機の場合には「工作物」のチェックボックスに、それぞれ「レ」マークを入れてください。 

 ⑭ ５欄の「ロ」は、「エレベーター」、「エスカレーター」又は「小荷物専用昇降機」のうち該当するチ

ェックボックスに「レ」マークを入れ、エレベーターであって階段の部分、傾斜路の部分その他これらに

類する部分に沿って昇降するものは、併せて「斜行」のチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。 

 ⑮ ５欄の「ハ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「ロープ式」、「油圧式」又は「その他」のう

ち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」のチェックボックスに「レ」マークを入

れたときは、併せてその具体的な駆動方式を記入してください。 

 ⑯ ５欄の「ニ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「乗用」、「寝台用」、「自動車運搬用」又は

「荷物用」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて、「乗用」の場合に、「人荷

共用」又は「非常用」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。「荷物用」と

は、エレベーターのうち、乗用、寝台用又は自動車運搬用以外のものをいいます。 

 ⑰ ５欄の「ホ」は、エレベーターについてのみ、「ヘ」の「電動機の定格容量」は、駆動装置が電動機で

ある場合のみ、「定員」は乗用エレベーターについてのみ、「踏段の幅」はエスカレーターについてのみ、

「勾
こう

配」はエスカレーター及び階段の部分、傾斜路の部分その他これらに類する部分に沿って昇降するエ

レベーターについてのみそれぞれ記入してください。 

 ⑱ ６欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れ、当該指摘された箇所の全てに建築基準法第３条第２項の規定の適用を受

けているものであることが確認されたときは併せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを

入れ、検査結果において、重点的に点検することが必要と認められるときは「要重点点検の指摘あり」の

チェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑲ ６欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マー

クを入れたとき（「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。）は、「ロ」に指摘

の概要を記入してください。 

 ⑳ ６欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マー
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クを入れ（「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。）、当該指摘に係る項目に

ついて改善予定があるときは「ハ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定

年月を記入してください。改善予定がないときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入

れてください。 

 ㉑ 前回検査時以降に把握した機器の故障、異常動作、損傷、腐食その他の劣化に起因する戸開走行、異常

音・振動等（以下、「不具合」という。）について第三面の「不具合の概要」欄に記入したときは、７欄

の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該不具合について記録が有るときは「ロ」

の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、記録が無いときは「ロ」の「無」のチェックボック

スに「レ」マークを入れてください。また、第三面に記入された不具合のうち当該不具合を受け既に改善

を実施しているものがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない場合には「ハ」の「実施済」のチェ

ックボックスに「レ」マークを入れ、第三面に記入された不具合のうち改善を行う予定があるものがある

場合には「改善予定」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面の「改善（予定）年月」欄に記

入された改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入し、これら以外の場合には「予定なし」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ㉒ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、８欄又は別紙に記載して添えてください。 

４．第三面関係 

 ① 第三面は、前回検査時以降に把握した昇降機に係る不具合のうち第二面の６欄において指摘されるもの

以外のものについて、把握できる範囲において記入してください。前回検査時以降不具合を把握していな

い場合は、第三面を省略することができます。 

 ② 「不具合を把握した年月」欄は、当該不具合を把握した年月を記入してください。 

 ③ 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を可能な限り特定した上で、当該不具合の具体的内容を記入

してください。 

 ④ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるものを記入してください。

ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記入してください。 

 ⑤ 「改善（予定）年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行う予定がある場合

には改善予定年月を（ ）書きで記入し、改善を行う予定がない場合には「－」マークを記入してくださ

い。 

 ⑥ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定がある場合に、具体的措

置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、その理由を記入してください。 
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第三十六号の五様式（第六条、第六条二の二、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４） 

定期検査報告概要書 

（昇降機） 

（第一面） 

検査等の概要 

【１．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

【２．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

【３．報告対象建築物等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 

【４．報告対象昇降機】 

  【イ．検査対象昇降機の台数】（     台） 

  【ロ．指摘の内容】  要是正の指摘あり   台（うち既存不適格   台） 

             要重点点検の指摘あり   台  指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）  □無 

  【ホ．その他特記事項】 
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（第二面） 

昇降機の状況等 

【１．昇降機に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（    ） 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（    ） 

【２．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施（    年  月  日報告） □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 

【３．検査者】 

 （代表となる検査者） 

  【イ．資格】   （    ）建築士       （      ）登録第        号 

           昇降機等検査員                   第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （    ）建築士事務所   （      ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 （その他の検査者） 

  【イ．資格】   （    ）建築士       （      ）登録第        号 

           昇降機等検査員                   第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （    ）建築士事務所   （      ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

【４．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 

【５．昇降機の概要】   （番号      ） 

  【イ．種類】□建築設備 □工作物 

  【ロ．種別】□エレベーター（□斜行） □エスカレーター □小荷物専用 

  【ハ．駆動方式】□ロープ式 □油圧式 □その他（          ） 

  【ニ．用途等】□乗用（□人荷共用 □非常用） □寝台用 □自動車運搬用 □荷物用 

  【ホ．機械室の有無】 □有 □無 
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  【ヘ．仕様】（電動機の定格容量）（ 定 格 速 度 ）（ 積載量 ）（ 定員 ）（踏段の幅）（ 勾
こう

配 ） 

                （              kW）（      ｍ／min）（     ㎏ ）（    人）（      ｍ）（    度） 

    【ト．停止階】            階（停止階床数    ） 

  【チ．製造者名】 

【６．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】□要是正の指摘あり（□既存不適格） 

           □要重点点検の指摘あり  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）   □無 

  【ニ．その他特記事項】 

【７．不具合の状況】 

  【イ．不具合】   □有    □無 

  【ロ．不具合記録】 □有    □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】 □実施済  □改善予定（    年  月に改善予定） 

            □予定なし（理由：                       ） 

【８．備考】 

 

（注意） 

 この様式には、第三十六号の四様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。第一面は、同一建築物

内に設置されている複数の昇降機について、あわせて一枚として作成することができます。第二面は、同様式第

二面において指摘があつた昇降機についてのみ作成し、第一面に添えてください。 
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第三十六号の十様式（第六条の二の二関係）（Ａ４） 

定期検査報告書 

（遊戯施設） 

（第一面） 

 建築基準法第88条第１項において準用する同法第12条第３項の規定により、定期検査の結果を報告します。 

この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

 特定行政庁       様 

                                        年  月  日 

                                報告者氏名          

                                検査者氏名          

【１．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 

【２．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 

【３．報告対象遊園地等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

【４．報告対象遊戯施設】 

  【イ．検査対象遊戯施設の台数】（   台） 

  【ロ．指摘の内容】 要是正の指摘あり   台（うち既存不適格   台） 

            要重点点検の指摘あり   台 指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）   □無 

  【ホ．その他特記事項】 

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

    年  月  日   

第         号 

係員氏名 
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（第二面） 

遊戯施設の状況等 

【１．遊戯施設に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（     ） 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（     ） 

【２．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施（    年  月  日報告） □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 

【３．検査者】 

 （代表となる検査者） 

  【イ．資格】   （     ）建築士     （      ）登録第         号 

           昇降機等検査員                  第         号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （     ）建築士事務所  （    ）知事登録第         号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 （その他の検査者） 

  【イ．資格】   （     ）建築士     （      ）登録第         号 

           昇降機等検査員                  第         号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （     ）建築士事務所  （    ）知事登録第         号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

【４．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 

【５．遊戯施設の概要】    （番号       ） 

  【イ．種別】 □高架の遊戯施設（令第138条第２項第二号） 

         □回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの（令第138条第２項第三号） 

  【ロ．固有名称】 

  【ハ．一般名称】 

  【ニ．仕様】（総定員） （乗  物  数） （乗物当たり定員） 

        （  人） （  ×  編成） （      人） 

        （定常走行速度又は定常円周速度）（最高部高さ）（走路全長）（回転直径） 

        （     ㎞／ｈ又はｍ／min ）（    ｍ）（   ｍ）（   ｍ） 

        （勾
こう

配又は傾斜角度） 

        （       度） 

  【ホ．ウォータースライド仕様】（滑走路数）（高低差）（滑走路全長）（滑走路平均勾
こう

配） 

                 （   本）（  ｍ）（    ｍ）（      度） 

                 （揚水装置台数）（吐 出 量） 

                 （     台）（  ㎥／ｓ） 

  【ヘ．製造者名】 

【６．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり（□既存不適格） 

             □要重点点検の指摘あり□  指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 
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  【ハ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）  □無 

【７．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】   □有    □無 

  【ロ．不具合記録】 □有    □無 

  【ハ．改善の状況】 □実施済  □改善予定（    年  月に改善予定）  □予定なし 

【８．備考】 
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（第三面） 

遊戯施設に係る不具合の状況 

 

不具合を把 

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定) 

年月 

改善措置の概要等 

 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

（注意） 

１．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入し添えてくださ

い。 

２．第一面関係 

 ① 検査者が２人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② １欄及び２欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及び代表者氏名を、「ニ」

はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ ４欄の「イ」は、報告する遊戯施設の台数を記入してください。 

 ④ ４欄の「ロ」の「要是正の指摘あり」は、第二面の６欄の「イ」において「要是正の指摘あり」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れた遊戯施設の台数を記入してください。「要重点点検の指摘あり」は、第

二面の６欄の「イ」において「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークがなく、かつ「要重

点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた遊戯施設の台数を記入してください。 

 ⑤ ４欄の「ハ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してください。 

 ⑥ ４欄の「ニ」は、第二面の６欄の「ハ」において改善予定があるとしているときは「有」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れ、第二面の６欄の「ハ」で記入された改善予定年月のうち最も早いものを併せて

記入してください。 

 ⑦ ４欄の「ホ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してください。 

３．第二面関係 

 ① この書類は、遊戯施設ごとに作成してください。ただし、複数の遊戯施設について同時に報告する場合に

は、この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この書類を別途提出する必要はありません。 

 ② １欄の「イ」及び「ロ」は、直前の確認（建築基準法第87条の４及び同法第88条第１項の規定により準用

して適用される同法第６条第１項に規定する確認。以下この様式において同じ。）について、「ハ」及び「ニ」

は、直前の完了検査について、それぞれ記入してください。 

 ③ １欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指定確認検査機関」の

場合には、併せてその名称を記入してください。 

 ④ ２欄の「イ」は、検査を複数の日にまたがって行ったときは、その最終日の年月日を記入し、「ロ」は、
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直前の報告について記入してください。 

 ⑤ ２欄は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボックスに「レ」マークを入れてくだ

さい。 

 ⑥ ２欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無について記入してください。 

 ⑦ ３欄は、代表となる検査者並びに当該遊戯施設の検査を行ったすべての検査者について記入してください。

当該遊戯施設の検査を行った検査者が１人の場合は、その他の検査者欄は削除して構いません。 

 ⑧ ３欄の「イ」は、検査者の有する資格等について記入してください。検査者が昇降機等検査員である場合

は、昇降機等検査員資格者証の交付番号を「昇降機等検査員」の番号欄に記入してください。 

 ⑨ ３欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記入し、勤務先が建築士

事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 

 ⑩ ３欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記入し、

検査者が法人に勤務していないときはその者の住所について記入してください。 

 ⑪ ４欄は、遊戯施設の維持保全を行う者が３欄の「ニ」の勤務先（検査者に勤務先がないときは、検査者）

と異なるときに記入することとし、当該維持保全を行う者が個人のときは、「イ」は氏名を、「ハ」は住所

を記入してください。 

 ⑫ ５欄の「番号」は、報告する遊戯施設を特定できる番号、記号等を記入してください。 

 ⑬ ５欄の「ハ」は、建築基準法施行令第138条第２項第二号及び同項第三号に掲げる名称の例により記入して

ください。 

 ⑭ ５欄の「ニ」の「定常走行速度又は定常円周速度」は、当該遊戯施設が走行をするものである場合には定

常走行速度を㎞／ｈで、回転をするものである場合には定常円周速度をｍ／minで記入してください。 

 ⑮ ５欄の「ホ」の「高低差」、「滑走路全長」、「滑走路平均勾
こう

配」は、滑走路が複数ある場合は滑走路ご

とに、「吐出量」は、揚水装置が複数ある場合は揚水装置ごとに記入してください。 

 ⑯ ６欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指摘あり」のチェックボ

ックスに「レ」マークを入れ、当該指摘された箇所の全てに建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けて

いるものであることが確認されたときは併せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、

検査結果において、重点的に点検することが必要と認められるときは「要重点点検の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑰ ６欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マーク

を入れたとき（「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。）は、「ロ」に指摘の概

要を記入してください。 

 ⑱ ６欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マーク

を入れたとき（「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。）は、当該指摘に係る項

目について改善予定があるときは「ロ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予

定年月を記入してください。改善予定がないときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入

れてください。 

 ⑲ 前回検査時以降に把握した機器の故障、異常動作、損傷、腐食その他の劣化に起因する衝突、異常音・振

動等（以下、「不具合」という。）について第三面の「不具合の概要」欄に記入したときは、７欄の「イ」

の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該不具合について記録が有るときは「ロ」の「有」

のチェックボックスに「レ」マークを入れ、記録が無いときは「ロ」の「無」のチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。また、第三面に記入された不具合のうち当該不具合を受け既に改善を実施してい

るものがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない場合には「ハ」の「実施済」のチェックボックスに

「レ」マークを入れ、第三面に記入された不具合のうち改善を行う予定があるものがある場合には「改善予

定」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面の「改善（予定）年月」欄に記入された改善予定年

月のうち最も早いものを併せて記入し、これら以外の場合には「予定なし」のチェックボックスに「レ」マ
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ークを入れてください。 

 ⑳ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、８欄又は別紙に記載して添えてください。 

４．第三面関係 

 ① 第三面は、前回検査時以降に把握した遊戯施設に係る不具合のうち第二面の６欄において指摘されるもの

以外のものについて、把握できる範囲において記入してください。前回検査時以降不具合を把握していない

場合は、第三面を省略することができます。 

 ② 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を特定した上で、当該不具合の具体的内容を記入してください。 

 ③ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるものを記入してください。

ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記入してください。 

 ④ 「改善（予定）年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行う予定がある場合に

は改善予定年月を記入し、改善を行う予定がない場合には「－」を記入してください。 

 ⑤ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定がある場合に、具体的措置

の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、その理由を記入してください。 
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第三十六号の十一様式（第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４） 

定期検査報告概要書 

（遊戯施設） 

（第一面） 

【１．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

【２．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

【３．報告対象遊園地等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

【４．報告対象遊戯施設】 

  【イ．検査対象遊戯施設の台数】（      台） 

  【ロ．指摘の内容】 要是正の指摘あり   台（うち既存不適格   台） 

            要重点点検の指摘あり   台  指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）    □無 

  【ホ．その他特記事項】 
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（第二面） 

遊戯施設の状況等 

【１．遊戯施設に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（     ） 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関（     ） 

【２．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施（    年  月  日報告） □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 

【３．検査者】 

 （代表となる検査者） 

  【イ．資格】   （   ）建築士       （      ）登録第        号 

           昇降機等検査員                  第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （    ）建築士事務所  （     ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 （その他の検査者） 

  【イ．資格】   （   ）建築士       （      ）登録第        号 

           昇降機等検査員                  第        号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

           （    ）建築士事務所  （     ）知事登録第        号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

【４．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 

【５．遊戯施設の概要】   （番号     ） 

  【イ．種別】 □高架の遊戯施設（令第138条第２項第二号） 

         □回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの（令第138条第２項第三号） 

  【ロ．固有名称】 

  【ハ．一般名称】 

  【ニ．仕様】（総定員）（乗  物  数）（乗物当たり定員） 

        （  人）（  ×  編成）（      人） 

        （定常走行速度又は定常円周速度）（最高部高さ）（走路全長）（回転直径） 

        （      ㎞／ｈ又はｍ／min）（    ｍ）（   ｍ）（   ｍ） 

        （勾
こう

配又は傾斜角度） 

        （       度） 

  【ホ．ウォータースライド仕様】（滑走路数）（高低差）（滑走路全長）（滑走路平均勾
こう

配） 

                 （   本）（  ｍ）（    ｍ）（      度） 

                 （揚水装置台数）（吐 出 量） 

                 （     台）（  ㎥／ｓ） 

  【ヘ．製造者名】 

【６．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり（□既存不適格） 

             □要重点点検の指摘あり  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 
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  【ハ．改善予定の有無】□有（    年  月に改善予定）  □無 

  【ニ．その他特記事項】 

【７．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】    □有    □無 

  【ロ．不具合記録】  □有    □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】  □実施済  □改善予定（    年  月に改善予定） 

             □予定なし（理由：                       ） 

【８．備考】 

 

 

 

 

（注意） 

 この様式には、第三十六号の十様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。第一面は、同一遊園

地等内に設置されている複数の遊戯施設について、あわせて一枚として作成することができます。第二面は、

同様式第二面において指摘があつた遊戯施設についてのみ作成し、第一面に添えてください。 
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昇昇降降機機等等にに関関すするる国国土土交交通通省省告告示示 
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⒋⒋  昇昇降降機機等等にに関関すするる国国土土交交通通省省告告示示  

  

⑴⑴  収収録録のの告告示示一一覧覧（（掲掲載載順順））  

  

№ 告示の件名 掲載頁等 

① 建築基準法第 12 条の 2第 1項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力

を有する者等を定める件 

平成 28 年 3月 9 日国土交通省告示第 483 号 

204 

 

(定期報告関係) 

② 定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少

ない建築物等を定める件 

平成 28 年 1月 21 日 国土交通省告示第 240 号 

204 

 

(定期報告関係) 

③ 昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法

並びに結果の判定基準並びに検査結果表を定める件 

平成 20 年 3月 10 日国土交通省告示第 283 号 

205 

 

(定期報告関係) 

④ 遊戯施設の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方

法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件 

平成 20 年 3月 10 日国土交通省告示第 284 号 

299 

 

(定期報告関係) 

⑤ 特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める

件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1413 号 

336 

 

(定期報告関係) 

⑥ エレベーター強度検証法の対象となるエレベーター、エレベーター強度検証法及

び屋外に設けるエレベーターに関する構造計算の基準を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1414 号 

342 

⑦ 滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法

を定める件 

平成 20 年 12 月 19 日国土交通省告示第 1494 号 

345 

 

(エレベーター) 

⑧ 滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法

を定める件 

 平成 21 年 5 月 14 日国土交通省告示第 541 号 

345 

 

(エスカレーター) 

⑨ 滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法

を定める件 

 平成 21 年 6 月 8 日国土交通省告示第 621 号 

345 

 

(遊戯施設) 

⑩ 滑車を使用してかごを吊
つ

るエレベーターが地震その他の震動によって索が滑車か

ら外れるおそれがない構造方法を定める件 

平成 20 年 12 月 22 日国土交通省告示第 1498 号 

346 

 

(エレベーター) 

⑪ 滑車を使用して客席部分を吊
つ

る遊戯施設が地震その他の震動によって索が滑車か

ら外れるおそれがない構造方法を定める件 

 平成 21 年 6 月 8 日国土交通省告示第 622 号 

347 

 

(遊戯施設) 

⑫ 地震その他の震動によってエレベーターの釣合おもりが脱落するおそれがない構

造方法を定める件 

平成 25 年 9月 28 日国土交通省告示第 1048 号 

347 

⑬ エレベーターの地震その他の震動に対する構造耐力上の安全性を確かめるための

構造計算の基準を定める件 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1047 号 

348 

⑭ 用途が特殊なエレベーター及び当該エレベーターの籠の積載荷重を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1415 号 

349 
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⑮ かご内の人又は物による衝撃に対して安全なかごの各部の構造方法及びかご内の

人又は物がかご外の物に触れるおそれのないかごの壁又は囲い及び出入口の戸の

基準を定める件 

平成 20 年 12 月 10 日国土交通省告示第 1455 号 

350 

⑯ 防火上支障のないエレベーターのかご及び昇降路並びに小荷物専用昇降機の昇降

路を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1416 号 

351 

⑰ 昇降路外の人又は物がかご又は釣合おもりに触れるおそれのない壁又は囲い及び

出入口の戸の基準を定める件 

平成 20 年 12 月 10 日国土交通省告示第 1454 号 

352 

⑱ 昇降路外の人又は物が昇降路内に落下するおそれのない昇降路の出入口の戸の施

錠装置の基準を定める件 

平成 20 年 12 月 9 日国土交通省告示第 1447 号 

353 

⑲ 建築基準法施行令第 129 条の 7第五号イ(2)の国土交通大臣が定める措置を定める

件 

平成 20 年 12 月 19 日国土交通省告示第 1495 号 

353 

⑳ エレベーターの駆動装置及び制御器が地震その他の震動によって転倒し又は移動

するおそれがない方法を定める件 

平成 21 年 7月 6 日国土交通省告示第 703 号 

354 

㉑ エレベーターの制御器の構造方法を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1429 号 

355 

㉒ エレベーターの制動装置の構造方法を定める件 

 平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第 1423 号 

356 

㉓ 地震その他の衝撃により生じた国土交通大臣が定める加速度並びに当該加速度を

検知し、自動的に、かごを昇降路の出入口の戸の位置に停止させ、かつ、当該かご

の出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸を開

くことができること とする装置の構造方法を定める件 

平成 20 年 12 月 26 日国土交通省告示第 1536 号 

359 

㉔ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの昇降路について

安全上支障がない構造方法を定める件 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1050 号 

360 

㉕ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの制御器について

安全上支障がない構造方法を定める件 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1051 号 

360 

㉖ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの安全装置につい

て安全上支障がない構造方法を定める件 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1052 号 

360 

㉗ 通常の使用状態において人又は物が挟まれ、又は障害物に衝突することがないよ

うにしたエスカレーターの構造及びエスカレーターの勾配に応じた踏段の定格速

度を定める件 

平成 12 年 5月 30 日建設省告示第 1417 号 

361 

㉘ 地震その他の震動によってエスカレーターが脱落するおそれがない構造方法を定

める件 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1046 号 

362 

㉙ エスカレーター強度検証法の対象となるエスカレーター及びエスカレーターの強

度検証法を定める件 

平成 12 年 5月 30 日建設省告示第 1418 号 

366 
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㉚ エスカレーターの制動装置の構造方法を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1424 号 

367 

㉛ 小荷物専用昇降機の昇降路外の人又は物がかご又は釣合おもりに触れるおそれの

ない壁又は囲い及び出し入れ口の戸の基準を定める件 

平成 20 年 12 月 9 日国土交通省告示第 1446 号 

367 

㉜ 非常用エレベーターのかご及びその出入口の寸法並びにかごの積載荷重の数値を

定める日本工業規格を指定する件 

昭和 46 年 1月 29 日建設省告示第 112 号 

368 

㉝ 非常用エレベーターの機能を確保するために必要な構造方法を定める件 

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1428 号 

369 

㉞ 非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビーの構造方法を定める件 

平成 28 年 4月 22 日国土交通省告示第 697 号 

369 

【
参
考
】 

特別避難階段の階段室又は乗降ロビーの構造方法を定める件（平成 28 年 4月 22 日

国土交通省告示第 696 号）を非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビーの構造

方法を定める件に読読みみ替替ええ 

369 

㉟ 確認等を要しない人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない

小荷物専用昇降機を定める件 

平成 28 年 1月 21 日国土交通省告示第 239 号 

372 

㊱ 遊戯施設の構造耐力上安全な構造方法及び構造計算、遊戯施設強度検証法の対象

となる遊戯施設強度検証法並びに遊戯施設の周囲の人の安全を確保することがで

きる構造方法を定める件  

 平成 12 年 5 月 31 日 建設省告示第 1419 号 

372 

 

 

(遊戯施設) 

㊲ 走行又は回転時の衝撃及び非常止め装置の作動時の衝撃が加えられた場合に客席

にいる人を落下させない遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件 

平成 29 年 3月 29 日国土交通省告示第 247 号 

377 

(遊戯施設) 

㊳ 遊戯施設の非常止め装置の構造方法を定める件 

 平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第 1427 号 

381 

(遊戯施設) 

㊴ 客席にいる人が他の構造部分に触れることにより危害を受けるおそれのない遊戯

施設の客席部分の構造方法を定める件 

令和 2 年 3 月 6 日国土交通省告示 252 号 

381 

 

(遊戯施設) 

㊵ 確認等を要しない人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない

エレベーターを定める件 

令和 6 年 9 月 9 日国土交通省告示第 1148 号 

383 
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⑵⑵  昇昇降降機機のの定定期期検検査査にに係係るる告告示示  

  
①①  建建築築基基準準法法第第 1122 条条のの 22 第第 11 項項第第一一号号にに掲掲げげるる者者とと同同等等以以上上のの専専門門的的知知識識及及びび能能力力をを有有すするる者者等等をを定定めめるる件件  

  

平成 28 年 3月 9 日国土交通省告示第 483 号 

 

建築基準法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 54 号）附則第 2条第 1 項の規定に基づき、建築基準法（昭

和 25 年法律第 201 号）第 12 条の 2 第 1 項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を有する者及び同法

第 12 条の 3第 3 項第一号（同法第 88 条第 1 項において準用する場合を含む。）に掲げる者と同等以上の専門的知識

及び能力を有する者を次のように定める。 

第 1 建築基準法（以下「法」という。）第 12 条の 2 第 1項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を

有する者は、次のとおりとする。 

一 建築基準適合判定資格者 

二 建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成 28 年国土交通省令第 10 号）による改正前の建築基準法

施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「旧施行規則」という。）第 4 条の 20 第 1 項第二号の登録を受け

た講習を修了した者 

第 2 法第 12 条第 2 項の点検について法第 12 条の 2第 1 項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を

有する者は、国、都道府県又は建築主事を置く市町村（以下「国等」という。）の建築物の維持保全に関して 2

年以上の実務の経験を有する者とする。 

第 3 法第 12 条の 3 第 3 項第一号（法第 88 条第 1 項において準用する場合を含む。）に掲げる者と同等以上の専門

的知識及び能力を有する者は、次のとおりとする。 

一 建築基準適合判定資格者 

二 旧施行規則第 4条の 20 第 2 項第二号又は同条第 3項第二号の登録を受けた講習を修了した者 

三 一般財団法人日本建築防災協会が行う防火設備検査員に関する講習の課程を修了した者（平成 28 年 2月 9

日までに実施された修了考査に合格した者に限る。） 

第 4 法第 12 条第 4 項の点検について法第 12 条の 3第 3 項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び能力を

有する者は、国等の建築物の昇降機、昇降機以外の建築設備又は防火設備の維持保全に関して 2年以上の実務

の経験を有する者とする。 

 

附 則（平成 28 年 3 月 9 日国土交通省告示第 483 号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  

②②  定定期期報報告告をを要要ししなないい通通常常のの火火災災時時ににおおいいてて避避難難上上著著ししいい支支障障がが生生ずずるるおおそそれれのの少少なないい建建築築物物等等をを定定めめるる件件  

  

平成 28 年 1 月 21 日 国土交通省告示第 240 号 

改正：平成 30 年 2月 21 日国土交通省告示第 199 号 

令和元年 6 月 21 日 国土交通省告示第 200 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 16 条第 1 項の規定に基づき、定期報告を要しない通常の火災時

において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物を第 1に、同条第 3 項第一号の規定に基づき、定期報告

を要しない人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない昇降機を第 2に、及び同項第二号の規定

に基づき、定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない防火設備を第 3に

定める。 

 

第 1 【略】 

第 2 令第 16 条第 3 項第一号に規定する人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない昇降機は、

次に掲げるものとする。 

一 籠が住戸内のみを昇降するもの 

二 労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）第 12 条第 1 項第六号に規定するエレベーター 

三 小荷物専用昇降機で、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出し入れ口が設けられる室の床面よりも 50cm
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以上高いもの 

第 3 【略】 

 

附 則（平成 28 年 1 月 21 日 国土交通省告示第 240 号） 

この告示は、平成 28 年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 30 年 2 月 21 日国土交通省告示第 199 号） 

この告示は、平成 30 年 4月 1日から施行する。 

附 則（令和元年 6月 21 日 国土交通省告示第 200 号） 

この告示は、令和元年 6 月 25 日から施行する。  

  

③③  昇昇降降機機のの定定期期検検査査報報告告ににおおけけるる検検査査及及びび定定期期点点検検ににおおけけるる点点検検のの項項目目、、事事項項、、方方法法並並びびにに結結果果のの判判定定基基準準並並びび

にに検検査査結結果果表表をを定定めめるる件件  

  

平成 20 年 3月 10 日国土交通省告示第 283 号 

改正：平成 20 年 3月 31 日国土交通省告示第 415 号 

平成 21 年 9月 28 日国土交通省告示第 1024 号 

平成 24 年 12 月 12 日国土交通省告示第 1449 号 

平成 27 年 1月 29 日国土交通省告示第 187 号 

平成 28 年 4月 25 日国土交通省告示第 708 号 

平成 28 年 11 月 1 日国土交通省告示第 1179 号 

平成 30 年 9月 12 日国土交通省告示第 1098 号 

令和元年 6月 21 日国土交通省告示第 200 号 

令和 2 年 4 月 1 日国土交通省告示第 508 号 

令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 57 号 

令和 6 年 6 月 28 日国土交通省告示第 974 号 

 

建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「施行規則」という。）第 6条第 2項及び第 3項、第 6

条の 2 第 1 項、第 6 条の 2 の 2 第 2 項及び第 3項並びに第 6条の 2 の 3 第 1 項の規定に基づき、第 6条第 3 項に規

定する昇降機及び第 6条の 2の 2 第 3 項に規定する観光用エレベーター等（以下単に「昇降機」という。）につい

て建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 12 条第 3 項（法第 88 条第 1 項において準用する

場合を含む。）に規定する検査及び法第 12 条第 4 項（法第 88 条第 1 項において準用する場合を含む。以下同じ。）

に規定する点検（以下「定期検査等」という。）の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を次の

ように定める。 

第 1 定期検査等は、施行規則第 6条第 2 項、第 6 条の 2第 1 項、第 6 条の 2 の 2 第 2項及び第 6条の 2 の 3 第 1

項の規定に基づき、次の各号に掲げる別表第 1から第 6までの（い）欄に掲げる項目に応じ、同表（ろ）欄に

掲げる事項（ただし、法第 12 条第 4 項に規定する点検においては損傷、腐食、その他の劣化状況に係るものに

限る。）について、同表（は）欄に掲げる方法により実施し、その結果が同表（に）欄に掲げる基準に該当して

いるかどうかを判定することとし、併せて、前回の定期検査等以降に不具合が生じている場合にあっては、当

該不具合に係る同表（い）欄に掲げる項目に応じ、不具合の改善の状況等について、適切な方法により実施

し、改善措置が講じられていないかどうかを判定することとする。ただし、特定行政庁が規則により定期検査

等の項目、事項、方法又は結果の判定基準について定める場合(定期検査等の項目若しくは事項について削除し

又は定期検査等の方法若しくは結果の判定基準について、より緩やかな条件を定める場合を除く。)にあって

は、当該規則の定めるところによるものとする。 

一 かごを主索又は鎖で吊
つ

るエレベーター（次号から第四号に掲げるものを除く。） 別表第 1 

二 油圧エレベーター（次号及び第四号に掲げるものを除く。） 別表第 2 

三 車いすに座ったまま使用するエレベーターで、かごの定格速度が 15ｍ以下で、かつ、その床面積が 2.25 ㎡

以下のものであって、昇降行程が４ｍ以下のもの又は階段及び傾斜路に沿って昇降するもの 別表第 3 

四 階段及び傾斜路に沿って一人の者がいすに座った状態で昇降するエレベーターで、定格速度が 9ｍ以下のも

の 別表第 4 

五 エスカレーター 別表第 5 
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六 小荷物専用昇降機 別表第 6 

2 前項の規定にかかわらず、法第 68 条の 25 第 1 項又は法第 68 条の 26 第 1 項に規定する認定を受けた構造方法

を用いた昇降機に係る定期検査等については、当該認定に係る申請の際に提出された施行規則第 10 条の 5の 21

第 1 項第三号に規定する図書若しくは同条第 3項に規定する評価書又は施行規則第 10 条の 5 の 23 第 1 項第三号

に規定する図書に検査の方法が記載されている場合にあっては、当該方法によるものとする。 

第 2 昇降機の検査結果表は、施行規則第 6条第 3 項及び第 6条の 2 の 2 第 3 項の規定に基づき、次の各号に掲げ

る昇降機の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一 第１第１項第一号に規定する昇降機 別記第 1号 

二 第１第１項第二号に規定する昇降機 別記第 2号 

三 第１第１項第三号に規定する昇降機 別記第 3号 

四 第１第１項第四号に規定する昇降機 別記第 4号 

五 第１第１項第五号に規定する昇降機 別記第 5号 

  六 第１第１項第六号に規定する昇降機 別記第 6号 

 

附 則（平 20 国告第 283 号） 

 この告示は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平 20 国告第 415 号） 

 この告示は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平 21 国告第 1024 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 21 年 9月 28 日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の規定にかかわらず、法第 12 条第 3 項に基づく検査及び報告並びに同条第 4項に基づく

点検については、平成 22 年 3月 27 日までの間は、なお従前の例によることができる。 

附 則（平成 24 年国土交通省告示第 1449 号） 

この告示は、平成 25 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 28 年国土交通省告示第 708 号） 

この告示は、平成 28 年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 28 年国土交通省告示第 1179 号） 

この告示は、平成 29 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 30 年 9月 12 日国土交通省告示第 1098 号） 

この告示は、建築基準法の一部を改正する法律附則第 1条第 2 号に掲げる規定の施行日（平成 30 年 9月 25 日）か

ら施行する。 

附 則（令和元年 6 月 21 日国土交通省告示第 200 号） 

この告示は、令和元年 6 月 25 日から施行する。 

附 則（令和 2年 4 月 1 日国土交通省告示第 508 号） 

この告示は、建築基準法施行令の一部を改正する政令の施行の日（令和 2年 4 月 1 日）から施行する。 

  附 則（令和 6年 1 月 31 日国土交通省告示第 57 号） 

この告示は、令和 6年 4 月 1日から施行する。 

附 則（令和 6年 6 月 28 日国土交通省告示第 974 号） 

この告示は、令和 7年 7 月 1日から施行する。 
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別表第１ かごを主索又は鎖で吊るエレベーター（次号から第四号に掲げるものを除く。）
つ

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 機械室への通路 機械室の戸の設置及 設置の状況を目視又はこれ 建築基準法施行令（昭和25年政令第
及び出入口の戸 び施錠の状況 に類する方法（以下「目視 338号。以下「令」という。）第129

機 等」という。）により確認 条の９第四号の規定に適合しないこ
械 し、施錠の状況を戸を解錠 と又は解錠若しくは施錠ができない
室 及び施錠して確認する。 こと。（

機 手すりの位置及び取 目視等及び触診により確認 令第129条の９第五号の規定に適合
械 付けの状況 する。 しないこと又は取付けが確実でない
室 こと。
を
有 機械室への通路の状 機械室までの通路におい 通行経路の寸法が高さ1.8ｍ未満又
し 況 て、高さ又は幅員が最小と は幅0.7ｍ未満であること。
な なる箇所及び障害物がある
い 箇所を目視等により確認し
エ 又は測定する。
レ
ベ 階段の状況 最も大きいけあげ及び最も 令第129条の９第五号の規定に適合
｜ 小さい踏面を測定する。 しないこと。
タ
｜ ㈡ 機械室内の状況 昇降機以外の設備等 目視等により確認する。 定期検査又は定期点検に支障が生じ
に 並びに照明装置 の状況 ていること。
あ 及び換気設備等
っ 壁面及び天井からの 目視等により確認する。 漏水が機器に達していること又は窓
て 漏水並びに窓の破損 が破損していること。
は の状況、

共 機械室の床及び機器 目視等により確認する。 機器の作動に影響を与えるおそれの
通 の汚損の状況 ある汚損があること。）

照明装置の状況 照明の点灯の状況を確認す 照明装置が正常に作動しないこと。
る。

開口部又は換気設備 設置及び作動の状況を確認 令第129条の９第三号の規定に適合
の設置及び換気の状 し、起動設定温度があるも しないこと又は起動設定温度が不適
況 のにあっては、その設定を 切に設定されていること。

確認する。

㈢ 機械室の床の貫 貫通部の状況 機械室又はかご上において 主索、調速機ロープ等が機械室の床
通部 目視等により確認する。 の貫通部分と接触していること。

㈣ 救出装置 手巻きハンドル等又 目視等により確認する。 平成12年建設省告示第1413号（以下
は充電池回路等の設 「特殊告示」という。）第１第一号
置の状況 ロ又は第三号トの規定に適合しない

こと。

制動装置等の開放の 制動装置等の作動の状況を 制動装置等を操作できず、かごが移
状況 確認する。 動しないこと。

㈤ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開
断器 閉することを確認する。

㈥ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
器、継 況を確認する。
電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
制御用 器の主接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ
基板 るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈥ 制御器 接 触 ブレーキ用接触器の 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
器、継 接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ

機 電器及 るか確認する。 と。
械 び運転
室 制御用 ロ 変形があること。（

基板
機
械 ㈦ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
室 ズ 定されたものと異なること。
を
有 ㈧ 絶縁 電動発電機、電動機、 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
し 制御器等の回路の絶 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300
な 縁の状況（一次側と Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
い 二次側が電気的に分 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
エ 離され、二次側の一 以上の絶縁抵抗がないこと。
レ 方が接地され、他方
ベ にヒューズが設けら
｜ れており、電圧が直
タ 流60Ｖ又は交流25Ｖ
｜ 以下である回路を除
に く｡)
あ
っ ㈨ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
て いこと。
は、

㈩ 階床選択機 表示灯の点灯の状況 目視等により確認する。 表示灯が点灯すべき時に点灯しない
共 こと。
通）

呼びの応答の状況 昇降機を運転し、呼びの応 呼びの応答がないこと又は呼びを保
答を確認する。 持若しくは消去しないこと。

巻上機 減速歯 潤滑油の油量の状況 オイルゲージ等を目視等に 油量が適量でないこと。
車 より確認する。

潤滑油の劣化の状況 色及び不純物を目視等によ 著しい変色又は摩耗粉があること。
り確認する。

歯の状況（ウォーム 異常音及び異常な振動がな イ 歯厚が設置時の７/８未満であ
・ホイール式のもの いか確認し、異常音又は異 ること又は運行に支障が生ずるお
に限る。） 常な振動が認められる場合 それがある歯の欠損があること。

にあっては、歯の段差及び
欠損について目視等により ロ 異常音又は異常な振動があるこ
確認し又は測定する。 と。

綱車又 綱車と主索のかかり 主索及び溝の摩耗の状況を 溝と主索のすき間若しくは綱車外周
は巻胴 の状況（巻胴式のも 目視等により確認し又は溝 からの主索の出張りが十分でなく運

のを除く。） と主索のすき間若しくは綱 行に支障が生ずるおそれがあるこ
車外周からの主索の出張り と、無積載のかごを低速で上昇させ
を測定し、主索と綱車が滑 て最上階付近において停止させたと
らないことを確認する。 きに主索と綱車に著しい滑りが生じ

ていること若しくはＵ溝を除く溝で
主索が底当たりしていること又は複
数ある溝間に著しい摩耗差があること。

回転の状況 振動を触診及び聴診により 回転時に異常音又は異常な振動があ
確認する。 ること。

欠損及びき裂の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

軸受 発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

十
二
十
二

十
三
十
三

十
一
十
一
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 巻上機 ブレー 油の付着の状況 目視等により確認する。 ドラム又はディスクのパッドのしゅ
キ う動面に制動力又は保持力に影響を

機 与えるおそれがある油の付着がある
械 こと。
室（

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと又は可動部
機 する。 の給油が不十分であること
械
室 制動力の状況 かごの無積載上昇時（巻胴 ブレーキが作動しないこと又はかご
を 式にあってはかごの無積載 が停止しないこと。
有 下降時）のブレーキの制動
し を確認する。
な
い 保持力の状況 次に掲げる方法のいずれか 平成12年建設省告示第1429号（以下
エ による。 「制御器告示」という。）第１第一
レ イ ブレーキをかけた状態 号の規定に適合しないこと。
ベ において、トルクレンチ
｜ により確認する。
タ ロ ブレーキをかけた状態
｜ において、電動機にトル
に クをかけ確認する。
あ ハ かごに荷重を加え、か
っ ごの位置を確認する。
て
は パッドの厚さの状況 パッドの厚さを測定し、前 イ 運行に支障が生じている又は次、

回の定期検査時又は定期点 回の定期検査時若しくは定期点検
共 検時からのパッドの摩耗量 時までにパッドが運行に支障が生
通 を確認する。 ずる厚さとなるおそれがあるた）

め、是正が必要な状態にあること。

ロ パッドの厚さが運行に支障が生
ずるおそれがない最小の厚さの
1.2倍(電気制動式のものにあって
は、1.1倍)以下であって、重点的
な点検が必要な状態にあること。

パッドとドラム及び 目視等及び聴診により確認 走行中にパッドとドラム又はディス
ディスクとの接触の する。 クが接触していること。
状況（同心軸上にて
回転するパッドによ
り制動するものを除
く。）

ブレーキ制動時のプ かごを保持している状態に イ プランジャーが他の機器等と干
ランジャーの状況 おいて目視等により確認 渉していること又はプランジャー

し、ストロークを測定する。 のストロークが要是正となる基準
値から外れていること。

ロ プランジャーのストロークが要
重点点検となる基準値から外れて
いること。

ブレーキコイルの発 触診により確認する。 ブレーキコイルに異常な発熱がある
熱の状況 こと。

構成機器の作動の状 作動の状況を確認する。 作動時に異常音若しくは異常な振動があ
況 ること又は作動が円滑でないこと｡

摩耗粉の状況（電気 ブレーキ周囲の摩耗粉を目 パッド等の摩耗粉があること。
制動式のものに限 視等により確認する。
る。）

作動時の状況（電気 ブレーキ制動時の状態を目 電気制動により停止速度に達する前
制動式のものに限 視等及び聴診により確認す にパッドとドラムがしゅう動してい
る。） る。 ること。

十
四
十
四

209



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 そらせ車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

機 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
械 又は緩み確認マークの位置
室 等の点検（以下「テストハ（

ンマーによる打検等」とい
機 う。）により確認する。
械
室 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
を
有 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
し
な 発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。
い
エ 振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
レ る。
ベ
｜ 整流子の状況 無負荷運転し、目視等によ 著しい火花があること。
タ り火花を確認する。
｜
に ブラシの摩耗の状況 目視等により残存長さを確 ピグテールの金具から５㎜以内であ
あ 認し又は測定する。 ること。
っ
て 電動発電機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
は、

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。
共
通 振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。）

る。

整流子の状況 無負荷運転し、目視等によ 著しい火花があること。
り火花を確認する。

ブラシの摩耗の状況 目視等により残存長さを確 ピグテールの金具から５㎜以内であ
認し又は測定する。 ること。

駆動装置等の耐 転倒及び移動を防止 駆動装置及び制御器の取付 巻上機等の駆動装置又は制御器をは
震対策 するための措置の状 けの状況を目視等又は触診 り等へ堅固に取り付けていないこ

況 により確認する。 と。

ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
況 し又は測定する。 に適合しないこと。

速度 かごの上昇時及び下 無負荷運転時のかごの速度 定格速度の125％を超えていること。
降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計又は電

子式速度表示装置（以下単
に「瞬間式回転速度計」と
いう。）により測定する。

二 ㈠ かご側調速機 滑車の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

共 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
通 する。

支点部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこ
する。 と。

ロ 給油が不十分であること。

過速スイッチの作動 作動の状況を確認する。 過速スイッチを作動したときに安全
の状況 回路が遮断されないこと又は安全回

路の遮断を保持できないこと。

過速スイッチの作動 瞬間式回転速度計により作 平成12年建設省告示第1423号（以下
速度の状況 動速度を測定する。 「制動装置告示」という。）第２第

二号の規定に適合しないこと。

十
五
十
五

十
六
十
六

十
七
十
七

十
八
十
八

十
九
十
九
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈠ かご側調速機 キャッチの作動速度 瞬間式回転速度計により作 制動装置告示第２第四号の規定に適
の状況 動速度を測定する。 合しないこと。

共
通 キャッチと過速スイ 目視等により作動の順位を キャッチの作動速度が過速スイッチ

ッチとの整合性の状 確認する。 の作動速度を下回ること。
況

キャッチの作動の状 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと又は調速
況 機用ロープが滑ること。

㈡ 釣合おもり側調 滑車の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
速機

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

支点部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこ
する。 と。

ロ 給油が不十分であること。

かご側調速機との整 瞬間式回転速度計により釣 釣合おもり側のキャッチの作動速度
合性の状況 合おもり側のキャッチの作 がかご側のキャッチの作動速度以下

動速度を測定し、かご側の であること又は釣合おもり側のキャ
キャッチの作動速度と比較 ッチの作動速度がかご側のキャッチ
する。 の作動速度の1.1倍を超えているこ

と。

キャッチの作動の状 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと又は調速
況 機用ロープが滑ること。

㈢ 主索又は鎖 主索の径の状況 乗降する頻度の最も高い階 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
(以下{基準階}という。)か 綱車にかからない部分の直径と比
ら加速終了位置又は減速開 較して90％未満であること。
始位置から基準階の間にか
ごがある場合に主索が綱車 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
にかかる箇所、綱車による 綱車にかからない部分の直径と比
曲げ回数が多い箇所等にお 較して92％未満であること。
ける最も摩耗の進んだ部分
の直径及び綱車にかからな
い部分の直径を測定する。

主索の素線切れの状 基準階から加速終了位置又 イ 次に掲げる基準（以下「素線切
況 は減速開始位置から基準階 れ要是正判定基準」という。）の

の間にかごがある場合に主 いずれかに該当すること。
索が綱車にかかる箇所、綱 ⑴ 素線切れが平均的に分布する
車による曲げ回数が多い箇 場合は、１よりピッチ内の素線
所、傷のある箇所等を目視 切れ総数が６より鋼索にあって
等により確認し、最も摩損 は24本、８より鋼索にあっては
の進んだ部分については重 32本を超えていること又は１構
点的に目視等により確認す 成より１ピッチ内の素線切れが
る。 ４本を超えていること。

⑵ 素線切れが特定の部分に集中
している場合は､1よりピッチ内
の素線切れ総数が６より鋼索に
あっては12本､８より鋼索にあ
っては16本を超えていること又
は１構成より１ピッチ内の素線
切れが９本を超えていること｡

⑶ 素線切れが生じた部分の断面
積の摩損がない部分の断面積に
対する割合が70％以下である場
合は､1構成より1ピッチ内の素
線切れが2本を超えていること。

⑷ 谷部で素線切れが生じている
こと。
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈢ 主索又は鎖 主索の素線切れの状 基準階から加速終了位置又 ロ 次に掲げる基準（以下「素線切
況 は減速開始位置から基準階 れ要重点点検判定基準」という。）

共 の間にかごがある場合に主 のいずれかに該当すること。
通 索が綱車にかかる箇所、綱 ⑴ 素線切れが平均的に分布する

車による曲げ回数が多い箇 場合は、１よりピッチ内の素線
所、傷のある箇所等を目視 切れ総数が６より鋼索にあって
等により確認し、最も摩損 は18本、８より鋼索にあっては
の進んだ部分については重 24本を超えていること又は１構
点的に目視等により確認す 成より１ピッチ内の素線切れが
る。 ３本を超えていること。

⑵ 素線切れが特定の部分に集中
している場合は､１よりピッチ
内の素線切れ総数が６より鋼索
にあっては９本､８より鋼索に
あっては12本を超えていること
又は1構成より1ピッチ内の素線
切れが７本を超えていること。

⑶ 素線切れが生じた部分の断面
積の摩損がない部分の断面積に
対する割合が70％以下であるこ
と。

主索の錆及び錆びた 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 次に掲げる基準（以下「錆及び
摩耗粉の状況 の固着の状況を目視等によ 錆びた摩耗粉要是正判定基準」と

り確認し、錆びた摩耗粉に いう。）のいずれかに該当するこ
より谷部が赤錆色に見える と。
箇所がある場合にあって ⑴ 錆びた摩耗粉が多量に付着
は、錆びた摩耗粉により谷 し、素線の状況が確認できない
部が赤錆色に見える部分の こと。
直径及び綱車にかからない ⑵ 表面に点状の腐食が多数生じ
部分の直径を測定するとと ていること。
もに、当該箇所を重点的に ⑶ 錆びた摩耗粉により谷部が赤
目視等により確認する。 錆色に見える部分の直径が綱車

にかからない部分の直径と比較
して94％未満であること。

⑷ 錆びた摩耗粉により谷部が赤
錆色に見える部分の１構成より
１ピッチ内の素線切れが２本を
超えていること。

ロ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆
色に見える箇所があること（以下
「錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
判定基準」という。）

主索の損傷及び変形 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
の状況 る。

鎖の給油及び外観の 全長を目視等により確認す イ 著しい損傷、変形、ねじれ、腐
状況 る。 食等があること。

ロ 給油が不十分であること。

鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車
は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して
の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
鎖が鎖車にかかる箇所等に
おける最も摩耗の進んだ部
分の鎖の長さ及び鎖車にか
からない部分の長さを測定
する。
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈣ 主索又は鎖の張 張りの状況 次に掲げる方法のいずれか 著しい不均等があること。
り による。

共 イ 各主索又は鎖の端末部
通 のスプリングの高さを目

視等により確認する。
ロ かご上において主索又

は鎖を揺らし、その振幅
を確認する。

ハ かご上において触診に
より主索又は鎖の張りが
均等であることを確認す
る。

㈤ 主索又は鎖及び 昇降路の横架材並び 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に
調速機ロープの にかご及び釣合おも する。 緩みがあり、割ピンにあってはピン
取付部 りにおける止め金具 に欠損、曲げ不足等があり、その他

の取付けの状況 の方法にあっては取付けが確実でな
いこと。

主索又は鎖及び調速 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
機ロープの端部にお する。
ける止め金具の取付
けの状況

止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
付部の損傷の状況 ること。

㈥ 主索又は鎖の緩 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
み検出装置 する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

㈦ 主索又は鎖の巻 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
過ぎ検出装置 する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

作動の位置 作動したときのかごと緩衝 かごが緩衝器等に接する前に作動し
器等とのすき間及びロープ ないこと又はロープの巻き溝がなく
の巻き溝の状況を確認す なる前に作動しないこと。
る。

㈧ はかり装置（乗 警報並びにかご及び 検出装置を作動させ確認す 令第129条の10第３項第四号イの規
用エレベーター 乗り場の戸の状況 る。 定に適合しないこと。
又は寝台用エレ
ベーターであっ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
て、特殊告示第 する。
１第六号に掲げ
るもの（籠の床
面積が1.1㎡以
下のものに限
る。以下同じ。）
以外のものに限
る。）

㈨ 戸開走行保護装 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 令第129条の10第３項第一号の規定
置 する。 に適合しないこと。

㈩ 地震時等管制運 加速度を検知する部 目視等及び触診により確認 平成20年国土交通省告示第1536号第
転装置（特殊告 分の取付けの状況 する。 ２第一号又は第二号の規定に適合し
示第１第四号に ないこと。
掲げるエレベー
ターを除く。）
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈩ 地震時等管制運 作動の状況 作動の状況を確認する。 平成20年国土交通省告示第1536号第
転装置（特殊告 ２第三号(かごの定格速度が240ｍ以

共 示第１第四号に 上の乗用エレベーター及び寝台用エ
通 掲げるエレベー レベーターにあっては、特殊告示第

ターを除く。） １第五号）の規定に適合しないこと。

予備電源の作動の状 予備電源回路に切り替え、 作動が確実でないこと。
況 作動の状況を確認する。

降下防止装置 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号チの規定に適合
する。 しないこと又は機械的にかごの降下

を停止することができないこと。

換気設備等（機 開口部又は換気設備 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号ニの規定に適合
械室を有しない の設置及び換気の状 し、起動設定温度があるも しないこと又は起動設定温度が不適
エレベーターに 況 のにあってはその設定を確 切に設定されていること。
限る。） 認する。

制御盤扉（かご 設置又は開放スイッ 開放スイッチがあるものに 開放スイッチがあるものにあっては
及び釣合おもり チの作動の状況 あってはその作動の状況を 制御盤扉を引き出したときに開放ス
と干渉しないも 確認し、開放スイッチがな イッチが作動しないこと、開放スイ
のを除く。） いものにあってはねじ等に ッチがないものにあっては容易に制

より固定されている等容易 御盤扉が開く又は開くおそれがある
に制御盤扉が開かない措置 こと。
が講じられているかを確認
する。

三 ㈠ かごの壁又は囲 かごの構造及び設置 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
い、天井及び床 の状況 障が生じていること、ガラスの欠損

か 若しくはひび割れがあること又は使
ご 用できない部材があること。
室

可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の６第二号の規定に適合
しないこと。

㈡ かごの戸及び敷 戸及び敷居の構造及 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
居 び設置の状況 障が生じていること、ガラスの欠損

若しくはひび割れがあること又は使
用できない部材があること。

戸相互及び戸と出入 目視等により確認し又は測 平成20年国土交通省告示第1455号第
口枠とのすき間の状 定する。 ２第三号又は第四号の規定に適合し
況（特殊告示第１第 ないこと。
七号に掲げるエレベ
ーターを除く。）

敷居とドアシューの 目視等により確認する。 敷居又はドアシューに著しい摩耗が
摩耗の状況 あること。

ドアシューのかかり 目視等により確認し又は測 引き戸にあっては無負荷時において
の状況 定する。 敷居溝とドアシューのかかりが６㎜

未満であること、上げ戸、下げ戸又
は上下戸にあってはこれらを片側に
寄せたときにおいて容易にドアシュ
ーが外れること。

戸の可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の６第二号の規定に適合
しないこと。

戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

戸の反転作動の状況 目視等及び触診により確認 反転作動をしないこと。
（動力により自閉す する。
るものに限る。）

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈡ かごの戸及び敷 連結ロープの状況 目視等及び触診により確認 変形、摩耗、錆、腐食、素線切れ等
居 する。 により運行に支障が生じているこ

か と。
ご
室 ㈢ かごの戸のスイ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。

ッチ する。

スイッチの作動の状 次に掲げる方法のいずれか 制御器告示第１第二号若しくは第三
況 による。 号の規定に適合しないこと又は作動

イ 途中階においてかごを の位置が両引き戸若しくは上下戸に
停止させ、かごの戸を開 あっては75㎜、片引き戸、上げ戸若
いた後、徐々に戸を閉め、 しくは下げ戸にあっては50㎜を超え
作動の位置を目視等によ ていること。
り確認し又は測定する。

ロ かごの戸が開いた状態
において動かないことを
確認した後、スイッチの
作動の位置を目視等によ
り確認し又は測定する。

㈣ 床合わせ補正装 床合わせ補正装置の 着床面からかごをおおむね 制御器告示第１第一号の規定に適合
置及び着床装置 状況 50㎜の位置及び75㎜を超え しないこと。

200㎜の間に移動させ、戸
を開いた状態で運転し、作
動の状況を確認する。

着床装置の状況 作動の状況を確認する。 乗り場の床を基準として着床位置が
上下75㎜を超えること。

㈤ 車止め、光電装 光電装置の状況 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第七号ハの規定に適合
置等（自動車運 しないこと。
搬用エレベータ
ーに限る。） 車止めの設置の状況 目視等及び触診により確認 イ 車止めがない又はその機能が確

する。 実でないこと。

ロ 車止めが変形又は摩損している
こと。

㈥ かご操作盤及び かご操作盤及び押し 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
表示器 ボタン等の取付けの する。

状況

押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
の状況 操作が円滑に行えないこと。自動車

運搬用エレベーターで、かごの壁又
は囲い、天井及び出入口の戸の全部
又は一部を有しないものにあって
は、特殊告示第１第七号イの規定に
適合しないこと。

操作箱の施錠の状況 触診により確認する。 施錠できないこと。

表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
あること。

破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破
する。 損していること。

㈦ 操縦機 操作後の自動復帰の 作動の状況を確認する。 イ 制動装置告示第２第一号の規定
状況 に適合しないこと。

ロ 動きが円滑でないこと。

作動の状況 作動の状況を確認する。 昇降機が正常に作動しないこと。
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈧ 外部への連絡装 設置及び作動の状況 通電時及び電源遮断時にお イ 令第129条の10第３項第三号の
置（令第129条 いて外部との連絡ができる 規定に適合しないこと又は連絡装

か の11の規定の適 か確認する。 置が作動しない若しくは容易に操
ご 用のあるエレベ 作できないこと。
室 ーターを除く。）

ロ 通話装置の音量又は警報ベル等
の鳴動音が小さいこと。

㈨ かご内の停止ス 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制御器告示第１第四号の規定に適合
イッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が運

転できること。

㈩ 用途、積載量及 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 令第129条の６第五号の規定に適合
び最大定員の標 する。 しないこと又は表示に誤りがあるこ
識 と。

かごの照明装置 設置、作動及び照度 目視等により確認し又は照 平成20年国土交通省告示第1455号第
の状況 度計により測定する。 １第八号の規定に適合しないこと。

停電灯装置（乗 設置、作動及び照度 設置の状況を目視等により 令第129条の10第３項第四号の規定
用エレベーター の状況 確認するとともに、照明電 に適合しないこと又は操作注意銘板
及び寝台用エレ 源を遮断し、作動の状況を が容易に認識できないこと。
ベーターに限 おおむね１分間確認し、操
る。） 作注意銘板が容易に認識で

きることを確認する。

かごの床先（令 かごの床先と昇降路 目視等により確認し又はか 令第129条の７第四号の規定に適合
第129条の11の 壁及び出入口の床先 ごの床先と昇降路壁及び出 しないこと。
規定の適用のあ とのすき間の状況 入口の床先との水平距離を
るエレベーター 測定する。
及び特殊告示第
１第七号に掲げ フェッシァプレート 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
るものを除く。） の取付けの状況 する。

四 ㈠ かご上の停止ス 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制御器告示第１第四号の規定に適合
イッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が運

か 転できること。
ご
上 ㈡ 頂部安全距離確 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第１の規定に適合しな

保スイッチ する。 いこと又は作動時に昇降機が上昇運
転できること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認する。 取付けが堅固でないこと。

㈢ 上部ファイナル 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第２第五号の規定に適
リミットスイッ する。 合しないこと又は作動時にファイナ
チ及びリミット ルリミットスイッチにあっては昇降
（強制停止）ス 機が運転できること、リミットスイ
イッチ ッチにあっては昇降機が上昇運転で

きること。

ファイナルリミット スイッチの作動の位置及び ばね緩衝器又は緩衝材を使用してい
スイッチの作動の位 作動したときのかご又は釣 る場合にあっては釣合おもりが緩衝
置 合おもりと緩衝器とのすき 器又は緩衝材に接するまでに、油入

間を確認する。 緩衝器を使用している場合にあって
はストロークの１/２を超えるまで
に、巻胴式の場合にあってはかごが
上部緩衝器又は上部緩衝材に接する
までに作動しないこと。

リミットスイッチの スイッチの作動の位置がド ドアゾーン内で作動しないこと。
作動の位置 アゾーン内であることを確

認する。

取付けの状況 目視等及び触診により確認する。 取付けが堅固でないこと。

十
一
十
一

十
二
十
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈣ 上部緩衝器又は 設置及び取付けの状 目視等及び触診により確認 制動装置告示第１の規定に適合しな
上部緩衝材 況 する。 いこと又は取付けが堅固でないこ

か と。
ご
上 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

㈤ 頂部綱車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈥ 調速機ロープ 径の状況 基準階から加速終了位置又 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
は減速開始位置から基準階 綱車にかからない部分の直径と比
の間にかごがある場合にロ 較して90％未満であること。
ープが綱車にかかる箇所、
綱車による曲げ回数が多い ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
箇所等における最も摩耗の 綱車にかからない部分の直径と比
進んだ部分の直径及び綱車 較して92％未満であること。
にかからない部分の直径を
測定する。

素線切れの状況 基準階から加速終了位置又 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
は減速開始位置から基準階 れかに該当すること。
の間にかごがある場合にロ
ープが綱車にかかる箇所、 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
綱車による曲げ回数が多い いずれかに該当すること。
箇所、傷のある箇所等を目
視等により確認し、最も摩
損の進んだ部分については
重点的に目視等により確認
する。

錆及び錆びた摩耗粉 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

損傷及び変形の状況 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
る。

㈦ かごの非常救出 構造及び設置の状況 ふたの構造及びスイッチの 令第129条の６第一号又は第四号（か
口（特殊告示第 作動の状況を確認する。 ごの天井部に救出用の開口部を設け
１第七号に掲げ ないエレベーターにあっては、特殊
るエレベーター 告示第１第一号）の規定に適合しな
を除く。） いこと。

㈧ かごのガイドシ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ュー及びガイド 等により確認する。
ローラーその他
これに類するも 摩耗の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
の（以下「ガイ り確認する。 運行に支障が生じていること。
ドシュー等」と
いう。）
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈨ かご吊り車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

か 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ご 等により確認する。
上

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈩ ガイドレール及 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
びレールブラケ 等により確認する。
ット

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

施錠装置 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

ロック機構の状況 作動の状況を確認する。 令第129条の７第三号の規定に適合
しないこと。

スイッチの作動の状 作動の状況を確認する。 令第129条の８第２項の規定に適合
況 しないこと。

スイッチの作動の位 スイッチの作動の位置を確 昇降機の検査標準（JIS A4302）に
置 認する。 おける乗り場の戸のロック及びスイ

ッチに係る規定に適合しないこと。

劣化の状況 目視等により確認する。 イ 著しい損傷又は腐食があるこ
と。

ロ ロック機構に変形があること。

昇降路における 昇降路の構造及び設 目視等により確認する。 き裂若しくは漏水により運行に支障
壁又は囲い 置の状況 が生じていること、ガラスの欠損若

しくはひび割れがあること又は使用
できない部材があること。

可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第二号の規定に適合
しないこと。

乗り場の戸及び 戸及び敷居の構造及 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
敷居 び設置の状況 障が生じていること、ガラスの欠損

若しくはひび割れがあること又は使
用できない部材があること。

戸相互及び戸と出入 目視等により確認し又は測 平成20年国土交通省告示第1454号第
口枠とのすき間の状 定する。 七号又は第八号の規定に適合しない
況 こと。

敷居とドアシューの 目視等により確認する。 敷居又はドアシューに著しい摩耗が
摩耗の状況 あること。

ドアシューのかかり 目視等により確認し又は測 引き戸にあっては敷居溝とドアシュ
の状況 定する。 ーのかかりが６㎜未満であること、

上げ戸、下げ戸又は上下戸にあって
はこれらを片側に寄せたときにおい
て容易にドアシューが外れること。

戸の可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第二号の規定に適合
しないこと。

戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

戸の自閉の状況 目視等及び触診により確認 ドアクローザーの作動領域で自閉し
する。 ないこと。
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 乗り場の戸及び 連結ロープ及びドア 目視等及び触診により確認 変形、摩耗、錆、腐食、素線切れ等
敷居 クローザーロープの する。 により運行に支障が生じているこ

か 状況 と。
ご
上 昇降路内の耐震 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定

対策 況 し又は測定する。 に適合しないこと。

ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定
かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。

移動ケーブル及 移動ケーブルの損傷 目視等により確認する。 損傷があること。
び取付部 の状況

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブルの端部又は引止め部の
する。 取付けが確実でなく、運行に支障が

生ずるおそれがあること。

釣合おもりの各 枠の状況 目視等及び触診により確認 枠の組立てが堅固でないこと又は変
部 する。 形があること。

ガイドシュー等の取 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
付けの状況 等により確認する。

ガイドシュー等の摩 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
耗の状況 り確認する。 運行に支障が生じていること。

釣合おもり片の脱落 目視等及び触診により確認 釣合おもり片の脱落防止措置が確実
防止措置の状況 する。 でないこと。

釣合おもり非常 機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
止め装置

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 次に掲げる方法のいずれか 非常止め装置が作動しないこと。
による。
イ 無積載の状態において

非常止め作動時にブレー
キを開放してもかごが動
かないことを確認する。

ロ 非常止め作動時に綱車
が空転することを確認し
又は空転検知を示す発光
ダイオード、信号等によ
り確認する。

ハ 非常止め作動時にかご
を持ち上げ、主索の緩み
を確認する。

ニ スラック式のものにあ
っては、主索を緩めた後
に釣合おもりが動かず、
主索が緩んだままである
ことを確認する。

作動時及び復帰時の 目視等、聴診及び触診によ イ 非常止め作動時に機械装置、調
構成機器の状況 り確認する。 速機、ロープ若しくはスラックロ

ープに損傷があること又は正常に
復帰しないこと。

ロ 可動部の動きが円滑でないこと
又は変形があること。
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 釣合おもりの吊 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
り車

か 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ご 等により確認する。
上

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

かごの戸の開閉 開閉の状況 目視等及び聴診により確認 戸の開閉時の異常音又は異常な振動
機構 する。 により、戸の開閉に支障が生じてい

ること。

摩耗の状況 目視等により確認する。 開閉機構が摩耗していることによ
り、戸の開閉に支障が生じているこ
と。

構成部材の取付けの 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
状況 する。

停電時等の手動開放 かごの戸と乗り場の戸のロ 停電時等にかごの戸が手動により開
の状況 ック機構の係合が外れた位 放できないこと。

置に停止させ、手動により
かごの戸が開くことを確認
する。

かごの枠 かごの枠材相互の取 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
付けの状況 等により確認する。

五 ㈠ 押しボタン等及 押しボタン等の取付 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
び表示器 けの状況 する。

乗
り 押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
場 の状況 操作が円滑に行えないこと。

表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
あること。

破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破
する。 損していること。

㈡ 非常解錠装置 設置及び作動の状況 最上階及び最下階にあって イ 平成20年国土交通省告示第1447
は専用の鍵により乗り場か 号第三号の規定に適合しないこと
ら解錠でき、途中階にあっ 又は解錠できないこと。
てはかご上から装置を操作
し、解錠できることを確認 ロ 可動部の動きが円滑でないこと
する。 又は変形があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈢ 乗り場の戸の遮 気密材の状況 目視等により確認する。 劣化、破損等があること。
煙構造

気密材の取付けの状 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
況 する。

停電時の戸閉機能の 戸開状態において主電源以 戸が閉じないこと。
状況 外による作動の状況を確認

する。

火災時の戸閉機能の 制御器に火災信号を入力 戸が閉じないこと。
状況 し、作動の状況を確認する。

戸閉時間の状況（戸 戸の閉鎖時間を確認する。 昭和48年建設省告示第2563号第１第
の面積が３㎡以内の 一号イの規定に適合しないこと。
ものに限る。）
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第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈣ 昇降路の壁又は 構造及び設置の状況 目視等により確認する。 特殊告示第１第二号の規定に適合し
囲いの一部を有 ないこと。

乗 しない部分の構
り 造
場

㈤ 制御盤扉（三方 構造及び設置の状況 目視等及び触診により確認 制御盤扉がないこと、破損している
枠の一部に収納 する。 こと又は施錠若しくは解錠ができな
されたものに限 いこと。
る。）

六 ㈠ 保守用停止スイ 作動の状況 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第三号チの規定に適合
ッチ しないこと、作動時にかごが動く又

ピ は自己保持しないこと。
ッ
ト ㈡ 底部安全距離確 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号チの規定に適合

保スイッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が下
降運転できること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈢ 下部ファイナル 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第２第五号の規定に適
リミットスイッ する。 合しないこと又は作動時にファイナ
チ及びリミット ルリミットスイッチにあっては昇降
（強制停止）ス 機が運転できること、リミットスイ
イッチ ッチにあっては昇降機が下降運転で

きること。

ファイナルリミット スイッチの作動の位置及び ばね緩衝器又は緩衝材を使用してい
スイッチの作動の位 作動したときのかごと緩衝 る場合及び巻胴式の場合にあって
置 器とのすき間を確認する。 は、かごが緩衝器又は緩衝材に接す

るまでに、油入緩衝器を使用してい
る場合にあっては、ストロークの
1/2を超えるまでに作動しないこと。

リミットスイッチの スイッチの作動の位置を確 ドアゾーン内で作動しないこと。
作動の位置 認する。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈣ 緩衝器及び緩衝 設置及び取付けの状 目視等及び触診により確認 制動装置告示第２第六号の規定に適
材 況 する。 合しないこと又は取付けが堅固でな

いこと。

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

作動の状況（油入式 圧縮した後、復帰すること 復帰しないこと。
のものに限る。） を確認する。

油量の状況（油入式 目視等によりオイルゲージ イ 油量が適量でないこと。
のものに限る。） 等を確認する。

ロ ドレン部から油漏れがあること。

㈤ 張り車 張り車の作動の状況 目視等及び聴診により確認 かごの走行中の異常音、異常な振動
する。 等があり運行に支障が生じているこ

と。

張り車の取付け及び 目視等及び触診により確認 張り車の取付けが確実でないこと又
ピット床等とのすき する。 はピット床若しくはピット機器に干
間の状況 渉していること。

タイダウンスイッチ 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
の作動の状況
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈤ 張り車 タイダウンの取付け 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
の状況 する。

ピ
ッ ㈥ ピット床 汚損及び防水の状況 目視等により確認する。 汚損又は防水不良があり運行に支障
ト が生じていること。

冠水の状況 目視等により確認する。 機器に影響を及ぼす冠水があるこ
と。

ピット内機器の状況 目視等及び触診により確認 著しい損傷又は腐食があること。
する。

㈦ かご非常止め装 機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
置

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 次に掲げる方法のいずれか 非常止め装置が作動しないこと。
による。
イ 釣合おもりよりかごが

重い状態において非常止
め作動時にブレーキを開
放してもかごが動かない
ことを確認する。

ロ 非常止め作動時に綱車
が空転することを確認し
又は空転検知を示す発光
ダイオード、信号等によ
り確認する。

ハ 非常止め作動時に釣合
おもりを持ち上げ、主索
又は鎖が緩んだことを確
認する。

ニ スラック式のものにあ
っては、主索又は鎖を緩
めた後にかごが動かず、
主索又は鎖が緩んだまま
であることを確認する。

非常止め作動時のか かごの床若しくはかごの枠 非常止め装置が作動した状態におい
ごの水平度 を目視等により確認し又は てかごの床の水平度が１/30を超え

かごの床の傾きを精密水準 ていること。
器により測定する。

作動時及び復帰時の 目視等、聴診及び触診によ イ 非常止め作動時に機械装置、調
構成機器の状況 り確認する。 速機、ロープ若しくはスラックロ

ープに損傷があること又は正常に
復帰しないこと。

ロ 可動部の動きが円滑でないこと
又は変形があること。

非常止めロープの状 目視等により確認する。 巻き取り、ロープ抜け出し、形崩れ、
況 より戻り、錆等があり非常止め装置

の作動に支障が生じていること。

㈧ かご下綱車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈨ 釣合ロープ又は 摩耗の状況 目視等により確認する。 著しい摩耗、変形、伸び又は錆があ
釣合鎖の取付部 ること。

ピ
ッ 釣合ロープの張りの 次に揚げる方法のいずれか 著しい不均等があること。
ト 状況 による。

イ 釣合ロープを揺らし、
その振幅を確認する。

ロ 触診により釣合ロープ
の張りが均等であること
を確認する。

釣合鎖とピット床の 目視等により確認する。 釣合鎖がピット床に接触しているこ
すき間の状況 と。

かご及び釣合おもり 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に
における止め金具の する。 緩みがあり、割ピンにあってはピン
取付けの状況 に欠損、曲げ不足等があり、その他

の方法にあっては取付けが確実でな
いこと。

釣合ロープ又は釣合 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
鎖の端部における止 する。
め金具の取付けの状
況

止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
付部の損傷の状況 ること。

㈩ 釣合おもり底部 すき間の状況 すき間を測定する。 イ 最小値が昇降機の検査標準（JIS
すき間 A4302）における「かご，釣合お

もりと緩衝器の距離」の規定値を
満たしていないこと又は最大値が
当該検査標準における「定格速度
と頂部すき間」の頂部すき間の規
定値を確保できないこと。

ロ 次回の定期検査時又は定期点検
時までにイの基準に該当するおそ
れがあること。

移動ケーブル及 移動ケーブルの軌跡 かごの昇降時の移動ケーブ 移動ケーブルが他の機器若しくは突
び取付部 の状況 ルの振れを目視等により確 出物と接触し、損傷を受けるおそれ

認する。 がある又は損傷があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブルの端部又は引止め部の
する。 取付けが確実ではなく、運行に支障

が生ずるおそれがあること。

移動ケーブルとピッ かごを最下階に停止させ、 移動ケーブルがピット床と接触して
ト床のすき間の状況 移動ケーブルとピット床と いること又はかごの停止位置と最下

のすき間を確認し又はかご 階床面までの距離の１/２より移動
の停止位置と最下階床面ま ケーブルとピット床面までの距離が
での距離及び移動ケーブル 長くないこと。
とピット床面までの距離を
確認する。

ピット内の耐震 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
対策 況 し又は測定する。 に適合しないこと。

ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定
かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。

十
一
十
一

十
二
十
二
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 駆動装置の主索 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
保護カバー（機 する。

ピ 械室を有しない
ッ エレベーターに
ト 限る。）

かごの枠 かごの枠材相互の取 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
付けの状況 等により確認する。

七 ㈠ かご呼び戻し装 作動の状況 乗り場及び中央管理室のか 令第129条の13の３第７項の規定に
置 ご呼び戻し装置を操作し、 適合しないこと。

非 かご及び乗り場の呼びが取
常 り消され、かご内に設けら
用 れた非常停止スイッチの機
エ 能が停止することを確認す
レ る。
ベ
｜ 取付け及び操作の状 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと又は操作が
タ 況 する。 円滑に行えないこと。
｜

㈡ 一次消防運転 作動の状況 作動の状況を確認する。 一次消防運転をしないこと又は乗り
場の呼びに応答すること。

取付け及び操作の状 目視等及び触診により確認 スイッチの取付けが堅固でないこと
況 する。 又は操作が円滑に行えないこと。

最下階床面以下のス スイッチ等に防滴処理がさ 信号が入力されても作動しないこ
イッチの切り離し又 れていない場合は一次消防 と。ただし、防滴処理がされている
は防滴処理の状況 運転モード時の信号入力が 場合は、防滴処理が適切に施されて

制御器で正しく処理されて いないこと。
いるか確認し、スイッチ等
に防滴処理がされている場
合はその外観を目視等によ
り確認する。

㈢ 二次消防運転 作動の状況 作動の状況を確認する。 令第129条の13の３第９項の規定に
適合しないこと、通常時の戸閉時間
と同程度の間ブザーが鳴動しないこ
と、通常時の戸閉時間内で起動する
こと又はかごの戸若しくは乗り場の
戸を開いた状態で運転をしないこ
と。

取付け及び操作の状 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと又は操作が
況 する。 円滑に行えないこと。

最下階床面以下のス スイッチ等に防滴処理がさ 信号が入力されても作動しないこ
イッチの切り離し又 れていない場合は二次消防 と。ただし、防滴処理がされている
は防滴処理の状況 運転モード時の信号入力が 場合は、防滴処理が適切に施されて

制御器で正しく処理されて いないこと。
いるか確認し、スイッチ等
に防滴処理がされている場
合はその外観を目視等によ
り確認する。

速度の状況 瞬間式回転速度計により測 令第129条の13の３第11項の規定に
定する。 適合しないこと。

㈣ 予備電源切替え 作動の状況 予備電源回路に切り替え、 作動が確実でないこと。
回路 作動の状況を確認する。

十
三
十
三

十
四
十
四
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【別表第１ ロープ式エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

七 ㈤ その他 中央管理室とかごの 通話状態が良好か確認す 令第129条の13の３第８項の規定に
連絡装置の設置及び る。 適合しないこと又は通話が確実でな

非 作動の状況 いこと。
常
用 かご及び昇降路の可 目視等により確認する。 令第129条の13の３第４項の規定に
エ 燃物の状況 適合しないこと、特殊告示第１第三
レ 号ロの規定に適合しないこと又は平
ベ 成12年建設省告示第1428号第１若し
｜ くは第２の規定に適合しないこと。
タ
｜ ピット内の水に浮く 目視等により確認する。 ピット内の水に浮く物があること。

物の状況

防滴処理の状況 目視等により確認する。 機器の防滴処理が適切に施されてい
ないこと。
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別表第２ 油圧エレベーター（次号及び第四号に掲げるものを除く。）

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 機械室への通路 機械室の戸の設置及 設置の状況を目視等により 令第129条の９第四号の規定に適合
及び出入口の戸 び施錠の状況 確認し、施錠の状況を戸を しないこと又は解錠若しくは施錠が

機 解錠及び施錠して確認す できないこと。
械 る。
室（

手すりの位置及び取 目視等及び触診により確認 令第129条の９第五号の規定に適合
機 付けの状況 する。 しないこと又は取付けが確実でない
械 こと。
室
を 機械室への通路の状 機械室までの通路におい 通行経路の寸法が高さ1.8ｍ未満又
有 況 て、高さ又は幅員が最小と は幅0.7ｍ未満であること。
し なる箇所及び障害物がある
な 箇所を目視等により確認し
い 又は測定する。
エ
レ 階段の状況 最も大きいけあげ及び最も 令第129条の９第五号の規定に適合
ベ 小さい踏面を測定する。 しないこと。
｜
タ 機械室の戸の自閉機 戸の自閉の状況を確認す 自閉できないこと。
｜ 能の状況 る。
に
あ ㈡ 機械室内の状況 昇降機以外の設備等 目視等により確認する。 定期検査又は定期点検に支障が生じ
っ 並びに照明装置 の状況 ていること。
て 及び換気設備等
は 壁面及び天井からの 目視等により確認する。 漏水が機器に達していること又は窓、

漏水並びに窓の破損 が破損していること。
共 の状況
通）

機械室の床及び機器 目視等により確認する。 機器の作動に影響を与えるおそれの
の汚損の状況 ある汚損があること。

照明装置の状況 照明の点灯の状況を確認す 照明装置が正常に作動しないこと。
る。

開口部又は換気設備 設置及び作動の状況を確認 令第129条の９第三号の規定に適合
の設置及び換気の状 し、起動設定温度があるも しないこと又は起動設定温度が不適
況 のにあっては、その設定を 切に設定されていること。

確認する。

㈢ 救出装置 手巻きハンドル等又 目視等により確認する。 特殊告示第１第一号ロ又は第三号ト
は充電池回路等の設 の規定に適合しないこと。
置の状況

下降弁等の開放の状 下降弁等の作動の状況を確 下降弁等を操作できず、かごが移動
況 認する。 しないこと。

㈣ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開
断器 閉することを確認する。

㈤ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
器、継 況を確認する。
電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
制御用 器の主接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ
基板 るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

㈥ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
ズ 定されるものと異なること。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 制御器 絶縁 電動機、制御器等の 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
回路の絶縁の状況 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300

機 ㈦ （一次側と二次側が Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
械 電気的に分離され、 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
室 二次側の一方が接地 以上の絶縁抵抗がないこと。（

され、他方にヒュー
機 ズが設けられてお
械 り、電圧が直流60Ｖ
室 又は交流25Ｖ以下で
を ある回路を除く。）
有
し ㈧ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
な いこと。
い
エ ㈨ 空転防止装置 設置及び作動の状況 ストップバルブを閉じ、か 制動装置告示第４第二号又は第５第
レ ごを上昇させ、作動の状況 二号の規定に適合しないこと。
ベ を確認する。
｜
タ ㈩ 階床選択機 表示灯の点灯の状況 目視等により確認する。 表示灯が点灯すべき時に点灯しない
｜ こと。
に
あ 呼びの応答の状況 昇降機を運転し、呼びの応 呼びの応答がないこと又は呼びを保
っ 答を確認する。 持若しくは消去しないこと。
て
は 油圧パ 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。、

ワーユ 及びポ
共 ニット ンプ 発熱の状況（油浸式 触診により確認する。 異常な発熱があること。
通 のものを除く。））

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

電動機とポンプの連 目視等、聴診又は触診によ 欠損、き裂又は滑りの異常があるこ
結部の状況（油浸式 り確認する。 と。
のものを除く。）

ポンプのパッキン部 目視等により確認する。 著しい油漏れがあること。
の状況（油浸式のも
のを除く。）

圧力計 設置の状況 目視等により確認する。 制御器告示第２第二号の規定に適合
しないこと。

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。

損傷の状況 目視等により確認する。 圧力表示に影響があるような損傷が
あること。

安全弁 設置及び作動の状況 ストップバルブを閉じ、か 制動装置告示第４第二号又は第５第
ごを上昇させること又はプ 二号の規定に適合しないこと。
ランジャーストッパーの作
動の位置でかごを上昇させ
ることにより安全弁作動時
の圧力計の指示値を確認す
る。

逆止弁 設置及び作動の状況 かごが下降中に動力用電源 制動装置告示第４第二号又は第５第
を遮断して作動の状況を確 二号の規定に適合しないこと、かご
認する。 が停止しないこと又は作動が緩慢で

あること。

流量制 作動の状況 加速時、減速時及び走行時 かごの加速時若しくは減速時に異常
御弁 のかごの振動を確認する。 な衝撃があること、加速若しくは減

速が緩慢であること又は走行中に異
常な振動があること。

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三

十
四
十
四

十
五
十
五
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 油圧パ 油タン 油漏れの状況 目視等により確認する。 油タンク、圧力配管、圧力計、ふた、
ワーユ ク及び エアーブリーザー、油面計等に著し

機 ニット 圧力配 い油漏れがあること。
室
を 作動油の状況 目視等又は触診により確認 運行に支障が生ずるおそれがある異
有 する。 物の混入があること。
し
な 作動油の油量の状況 かごを最上階若しくは最下 油面計の下限値未満であること又は
い 階に停止させ、油面計を確 作動油の油面の高さが吸込口より低
エ 認し又はかごを最上階に停 いこと。
レ 止させ、作動油の油面の高
ベ さを目視等により確認す
｜ る。
タ
｜ 作動油 設置及び作動の状況 起動設定温度の操作又は起 制動装置告示第４第二号若しくは第
に 温度抑 動信号の入力を行い確認す ５第二号の規定に適合しないこと又
あ 制装置 る。 は作動しないこと。
っ
て 起動設定温度の状況 目視等により確認する。 設定値が低温にあっては摂氏５度未
は 満、高温にあっては摂氏60度を超え、

ないよう設定されていないこと。
共
通 ストップバルブ 作動の状況 ストップバルブを閉じ、か かごが動くこと又は作動油量が変動）

ごを上昇させ、かごの位置 すること。
又は作動油量を目視等によ
り確認する。

油漏れの状況 目視等により確認する。 油漏れがあること。

高圧ゴムホース 変形の状況 ストップバルブが閉じてい 異常な変形があること。
る状態又はプランジャース
トッパーが作動した状態に
おいてかごを上昇させ、目
視等により確認する。

油漏れ及び損傷の状 目視等により確認する。 イ 油漏れ､き裂等の損傷があること
況

ロ 油のにじみがあること。

曲げの状況 目視等により確認し又は測 ゴムホースの曲げが液圧用鋼線補強
定する。 ゴムホースアセンブリの規格（JIS

B8360）の最小曲げ半径又は液圧用
繊維補強ゴムホースアセンブリの規
格（JIS B8364）の最小曲げ半径未
満であること。

可動部との接触の状況 目視等により確認する。 可動部と接触していること。

駆動装置等の耐 転倒及び移動を防止 駆動装置及び制御器の取付 巻上機等の駆動装置又は制御器をは
震対策 するための措置の状 けの状況を目視等又は触診 り等へ堅固に取り付けていないこ

況 により確認する。 と。

二 ㈠ 圧力配管 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと又は可動部
する。 と接触していること。

共
通 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

油漏れの状況 目視等により確認する。 油漏れがあること。

浸水の状況 目視等により確認する。 圧力配管又はブラケットが水に浸か
ること。

㈡ 調速機（間接式 滑車の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
のエレベーター
に限る。）

十
五
十
五

十
七
十
七

十
八
十
八

十
九
十
九

二
十
二
十
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈡ 調速機（間接式 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
のエレベーター する。

共 に限る。）
通 支点部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこと。

する。
ロ 給油が不十分であること。

過速スイッチの作動 作動の状況を確認する。 過速スイッチを作動したときに安全
の状況 回路が遮断されないこと又は安全回

路の遮断を保持できないこと。

過速スイッチの作動 瞬間式回転速度計により作 制動装置告示第５第二号の規定に適
速度の状況 動速度を測定する。 合しないこと。

キャッチの作動速度 瞬間式回転速度計により作 制動装置告示第５第二号の規定に適
の状況 動速度を測定する。 合しないこと。

キャッチと過速スイ 目視等により作動の順位を キャッチの作動速度が過速スイッチ
ッチとの整合性の状 確認する。 の作動速度を下回ること。
況

キャッチの作動の状 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと又は調速
況 機用ロープが滑ること。

㈢ 主索又は鎖（間 主索の径の状況 基準階から加速終了位置又 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
接式のエレベー は減速開始位置から基準階 綱車にかからない部分の直径と比
ターに限る。） の間にかごがある場合に主 較して90％未満であること。

索が綱車にかかる箇所、綱
車による曲げ回数が多い箇 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
所等における最も摩耗の進 綱車にかからない部分の直径と比
んだ部分の直径及び綱車に 較して92％未満であること。
かからない部分の直径を測
定する。

主索の素線切れの状 基準階から加速終了位置又 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
況 は減速開始位置から基準階 れかに該当すること。

の間にかごがある場合に主
索が綱車にかかる箇所、綱 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
車による曲げ回数が多い箇 いずれかに該当すること。
所、傷のある箇所等を目視
等により確認し、最も摩損
の進んだ部分については重
点的に目視等により確認す
る。

主索の錆及び錆びた 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
摩耗粉の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

主索の損傷及び変形 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
の状況 る。

主索又は鎖の伸びの かごを最上階に移動させて かごが最上階の着床位置より低い状
状況 プランジャーリミットスイ 態でプランジャーリミットスイッチ

ッチの作動の状況を確認す が作動すること。
る。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈢ 主索又は鎖（間 鎖の給油及び外観の 全長を目視等により確認す イ 著しい損傷、変形、ねじれ、腐
接式のエレベー 状況 る。 食等があること。

共 ターに限る。）
通 ロ 給油が不十分であること。

鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車
は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して
の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
鎖が鎖車にかかる箇所等に
おける最も摩耗の進んだ部
分の鎖の長さ及び鎖車にか
からない部分の長さを測定
する。

㈣ 主索又は鎖の張 張りの状況 次に掲げる方法のいずれか 著しい不均等があること。
り（間接式のエ による。
レベーターに限 イ 各主索又は鎖の端末部
る。） のスプリングの高さを目

視等により確認する。
ロ かご上において主索又

は鎖を揺らし、その振幅
を確認する。

ハ かご上において触診に
より主索又は鎖の張りが
均等であることを確認す
る。

㈤ 主索又は鎖及び かご及びシリンダー 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に
調速機ロープの における止め金具の する。 緩みがあり、割ピンにあってはピン
取付部（間接式 取付けの状況 に欠損、曲げ不足等があり、その他
のエレベーター の方法にあっては取付けが確実でな
に限る。） いこと。

主索又は鎖及び調速 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
機ロープの端部にお する。
ける止め金具の取付
けの状況

止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
付部の損傷の状況 ること。

㈥ 主索又は鎖の緩 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
み検出装置（間 する。
接式のエレベー
ターに限る。） 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

㈦ はかり装置（乗 警報並びにかご及び 検出装置を作動させ確認す 令第129条の10第３項第四号イの規
用エレベーター 乗り場の戸の状況 る。 定に適合しないこと。
又は寝台用エレ
ベーターであっ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
て、特殊告示第 する。
１第六号に掲げ
るもの以外のも
のに限る。）

㈧ プランジャー 取付けの状況 目視等及び触診により確認 構成部材の取付けが堅固でないこ
する。 と。

劣化の状況 かご上又はピットにおいて 著しい損傷又は腐食があること。
目視等又は触診により確認
し、シリンダーパッキンか
らの著しい油漏れがある場
合にあっては、全長を詳細
に確認する。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈨ プランジャース 設置及び作動の状況 リミットスイッチを無効と 制動装置告示第４第二号又は第５第
トッパー した上でかごを上昇させ、 二号の規定に適合しないこと又はか

共 作動の状況を確認する。 ごが停止しないこと。
通

㈩ シリンダー 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

パッキン及びエア抜 目視等により確認する。 著しい油漏れがあること。
き部からの油漏れの
状況

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。

防火区画貫通部 油圧配管、電線及び 防火区画貫通部の措置の状 令第112条第20項又は令第129条の２
作動油戻し配管の防 況を目視等により確認す の４第１項第七号の規定に適合しな
火区画貫通部の状況 る。 いこと。

速度 かごの上昇時及び下 無負荷運転時のかごの速度 定格速度の125％を超えていること。
降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計により

測定する。

戸開走行保護装 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 令第129条の10第３項第一号の規定
置 する。 に適合しないこと。

地震時等管制運 加速度を検知する部 目視等及び触診により確認 平成20年国土交通省告示第1536号第
転装置（特殊告 分の取付けの状況 する。 ２第一号又は第二号の規定に適合し
示第１第四号及 ないこと。
び第八号に掲げ
るエレベーター 作動の状況 作動の状況を確認する。 平成20年国土交通省告示第1536号第
を除く。） ２第三号の規定に適合しないこと。

予備電源の作動の状 予備電源回路に切り替え、 作動が確実でないこと。
況 作動の状況を確認する。

降下防止装置 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号チの規定に適合
する。 しないこと又は機械的にかごの降下

を停止することができないこと。

換気設備等（機 開口部又は換気設備 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号ニの規定に適合
械室を有しない の設置及び換気の状 し、起動設定温度があるも しないこと又は起動設定温度が不適
エレベーターに 況 のにあってはその設定を確 切に設定されていること。
限る。） 認する。

制御盤扉（かご 設置又は開放スイッ 開放スイッチがあるものに 開放スイッチがあるものにあっては
と干渉しないも チの作動の状況 あってはその作動の状況を 制御盤扉を引き出したときに開放ス
のを除く。） 確認し、開放スイッチがな イッチが作動しないこと、開放スイ

いものにあってはねじ等に ッチがないものにあっては容易に制
より固定されている等容易 御盤扉が開く又は開くおそれがある
に制御盤扉が開かない措置 こと。
が講じられているかを確認
する。

三 ㈠ かごの壁又は囲 かごの構造及び設置 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
い、天井及び床 の状況 障が生じていること、ガラスの欠損

か 若しくはひび割れがあること又は使
ご 用できない部材があること。
室

可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の６第二号の規定に適合
しないこと。

㈡ かごの戸及び敷 戸及び敷居の構造及 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
居 び設置の状況 障が生じていること、ガラスの欠損

若しくはひび割れがあること又は使
用できない部材があること。

十
一
十
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十
二
十
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈡ かごの戸及び敷 戸相互及び戸と出入 目視等により確認し又は測 平成20年国土交通省告示第1455号第
居 口枠とのすき間の状 定する。 ２第三号又は第四号の規定に適合し

か 況（特殊告示第１第 ないこと。
ご 七号及び第八号に掲
室 げるエレベーターを

除く。）

敷居とドアシューの 目視等により確認する。 敷居又はドアシューに著しい摩耗が
摩耗の状況 あること。

ドアシューのかかり 目視等により確認し又は測 引き戸にあっては無負荷時において
の状況 定する。 敷居溝とドアシューのかかりが６㎜

未満であること、上げ戸、下げ戸又
は上下戸にあってはこれらを片側に
寄せたときにおいて容易にドアシュ
ーが外れること。

戸の可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の６第二号の規定に適合
しないこと。

戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

戸の反転作動の状況 目視等及び触診により確認 反転作動をしないこと。
（動力により自閉す する。
るものに限る。）

連結ロープの状況 目視等及び触診により確認 変形、摩耗、錆、腐食、素線切れ等
する。 により運行に支障が生じているこ

と。

㈢ かごの戸のスイ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
ッチ する。

スイッチの作動の状 次に掲げる方法のいずれか 制御器告示第２第三号の規定に適合
況 による。 しないこと又は作動の位置が両引き

イ 途中階においてかごを 戸若しくは上下戸にあっては75㎜、
停止させ、かごの戸を開 片引き戸、上げ戸若しくは下げ戸に
いた後、徐々に戸を閉め、 あっては50㎜を超えていること。
作動の位置を目視等によ
り確認し又は測定する。

ロ かごの戸が開いた状態
において動かないことを
確認した後、スイッチの
作動の位置を目視等によ
り確認し又は測定する。

㈣ 戸開き状態にお 作動の状況 予圧時にかごが動かないこ かごが動くこと。
いて作動する予 とを確認する。
圧装置

㈤ 床合わせ補正装 床合わせ補正装置の 着床面からかごをおおむね 制御器告示第２第一号の規定に適合
置及び着床装置 状況 50㎜の位置及び75㎜を超え しないこと。

200㎜の間に移動させ、戸
を開いた状態で運転し、作
動の状況を確認する。

着床装置の状況 作動の状況を確認する。 乗り場の床を基準として着床位置が
上下75㎜を超えること。

㈥ ドアゾーン行き 作動の状況 かごを着床面からおおむね かごが動くこと。
過ぎ制限装置 300㎜の位置に停止させて

かごの戸を開き作動を確認
する。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈦ 車止め、光電装 光電装置の状況 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第七号ハの規定に適合
置等（自動車運 しないこと。

か 搬用エレベータ
ご ーに限る。） 車止めの設置の状況 目視等及び触診により確認 イ 車止めがない又はその機能が確
室 する。 実でないこと。

ロ 車止めが変形又は摩損している
こと。

㈧ かご操作盤及び かご操作盤及び押し 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
表示器 ボタン等の取付けの する。

状況

押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
の状況 操作が円滑に行えないこと。自動車

運搬用エレベーターで、かごの壁又
は囲い、天井及び出入口の戸の全部
又は一部を有しないものにあって
は、特殊告示第１第七号イの規定に
適合しないこと。

操作箱の施錠の状況 触診により確認する。 施錠できないこと。

表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
あること。

破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破
する。 損していること。

㈨ 外部への連絡装 設置及び作動の状況 通電時及び電源遮断時に外 イ 令第129条の10第３項第三号の
置（令第129条 部との連絡ができるか確認 規定に適合しないこと、連絡装置
の11の規定の適 する。ヘリコプターの発着 が作動しない若しくは容易に操作
用のあるエレベ の用に供される屋上に突出 できないこと又はヘリポート用エ
ーターを除く。） して停止するエレベーター レベーターにあっては特殊告示第

で、屋上部分の昇降路の囲 １第八号ロの規定に適合しないこ
いの全部又は一部を有しな と。
いもの（以下「ヘリポート
用エレベーター」という。） ロ 通話装置の音量又は警報ベル等
にあっては、屋上と他の出 の鳴動音が小さいこと。
入口との連絡ができるかを
併せて確認する。

㈩ かご内の停止ス 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制御器告示第２第三号の規定に適合
イッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が運

転できること。

用途、積載量及 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 令第129条の６第五号の規定に適合
び最大定員の標 する。 しないこと又は表示に誤りがあるこ
識 と。

かごの照明装置 設置及び照度の状況 目視等により確認し又は照 平成20年国土交通省告示第1455号第
度計により測定する。 １第八号の規定に適合しないこと。

停電灯装置（乗 設置、作動及び照度 設置の状況を目視等により 令第129条の10第３項第四号の規定
用エレベーター の状況 確認するとともに、照明電 に適合しないこと又は操作注意銘板
及び寝台用エレ 源を遮断し、作動の状況を が容易に認識できないこと。
ベーターに限 おおむね１分間確認し、操
る。） 作注意銘板が容易に認識で

きることを確認する。

かごの床先（令 かごの床先と昇降路 目視等により確認し又はか 令第129条の７第四号の規定に適合
第129条の11の 壁及び出入口の床先 ごの床先と昇降路壁及び出 しないこと。
規定の適用のあ とのすき間の状況 入口の床先との水平距離を
るエレベーター 測定する。
及び特殊告示第
１第七号に掲げ フェッシァプレート 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
るものを除く。） の取付けの状況 する。

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三

十
四
十
四
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈠ かご上の停止ス 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制御器告示第２第三号の規定に適合
イッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が運

か 転できること。
ご
上 ㈡ 頂部安全距離確 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第４第二号又は第５第

保スイッチ する。 二号の規定に適合しないこと又は作
動時に昇降機が上昇運転できるこ
と。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈢ 上部リミット 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 昇降機が上昇運転できること。
（強制停止）ス する。
イッチ（間接式
のエレベーター 作動の位置 スイッチの作動の位置がド ドアゾーン内で作動しないこと。
に限る。） アゾーン内であることを確

認する。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈣ プランジャーリ 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第５第二号の規定に適
ミットスイッチ する。 合しないこと又は作動時に昇降機が
（間接式のエレ 上昇運転できること。
ベーターに限
る。） 作動の位置 スイッチによりかごを停止 スイッチより先にプランジャースト

させ、その停止位置を確認 ッパーが作動すること。
する。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈤ プランジャース すき間の状況 プランジャーストッパーに 昇降機の検査標準（JIS A4302）の
トッパーで停止 よりかごを停止させ、かご 「かご最上部の機器との頂部すき間」
したときのかご の頂部すき間を測定する。 の規定値を満たしていないこと。
の頂部すき間
（間接式のエレ
ベーターに限
る。）

㈥ 頂部綱車（間接 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
式のエレベータ
ーに限る。） 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。

等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈦ プランジャー頂 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
部綱車又は鎖車
（間接式のエレ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ベーターに限 等により確認する。
る。）

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

鎖車と鎖のかみ合い 目視等及び聴診により確認 かみ合いに異常があること。
の状況 する。

㈧ プランジャーの 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ガイドシュー等 等により確認する。

摩耗の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
り確認する。 運行に支障をきたしていること。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈨ 調速機ロープ 径の状況 基準階から加速終了位置又 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
は減速開始位置から基準階 綱車にかからない部分の直径と比

か の間にかごがある場合にロ 較して90％未満であること。
ご ープが綱車にかかる箇所、
上 綱車による曲げ回数が多い ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が

箇所等における最も摩耗の 綱車にかからない部分の直径と比
進んだ部分の直径及び綱車 較して92％未満であること。
にかからない部分の直径を
測定する。

素線切れの状況 基準階から加速終了位置又 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
は減速開始位置から基準階 れかに該当すること。
の間にかごがある場合にロ
ープが綱車にかかる箇所、 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
綱車による曲げ回数が多い いずれかに該当すること。
箇所、傷のある箇所等を目
視等により確認し、最も摩
損の進んだ部分については
重点的に目視等により確認
する。

錆及び錆びた摩耗粉 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

損傷及び変形の状況 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
る。

㈩ かごの非常救出 構造及び設置の状況 ふたの構造及びスイッチの 令第129条の６第一号又は第四号（か
口（特殊告示第 作動の状況を確認する。 ごの天井部に救出用の開口部を設け
１第七号に掲げ ないエレベーターにあっては、特殊
るエレベーター 告示第１第一号）の規定に適合しな
を除く。） いこと。

かごのガイドシ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ュー等 等により確認する。

摩耗の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
り確認する。 運行に支障が生じていること。

ガイドレール及 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
びレールブラケ 等により確認する。
ット

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

施錠装置（特殊 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
告示第１第八号 する。
に掲げるエレベ
ーターの屋上の ロック機構の状況 作動の状況を確認する。 令第129条の７第三号の規定に適合
昇降路の開口部 しないこと。
の戸を除く。）

スイッチの作動の状 作動の状況を確認する。 令第129条の８第２項の規定に適合
況 しないこと。

スイッチの作動の位 スイッチの作動の位置を確 昇降機の検査標準（JIS A4302）に
置 認する。 おける乗り場の戸のロック及びスイ

ッチに係る規定に適合しないこと。

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 施錠装置（特殊 劣化の状況 目視等により確認する。 イ 著しい損傷又は腐食があるこ
告示第１第八号 と。

か に掲げるエレベ
ご ーターの屋上の ロ ロック機構に変形があること。
上 昇降路の開口部

の戸を除く。）

昇降路における 昇降路の構造及び設 目視等により確認する。 き裂若しくは漏水により運行に支障
壁又は囲い 置の状況 が生じていること、ガラスの欠損若

しくはひび割れがあること又は使用
できない部材があること。

可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第二号の規定に適合
しないこと。

乗り場の戸及び 戸及び敷居の構造及 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
敷居（特殊告示 び設置の状況 障が生じていること、ガラスの欠損
第１第八号に掲 若しくはひび割れがあること又は使
げるエレベータ 用できない部材があること。
ーの屋上の昇降
路の開口部の戸 戸相互及び戸と出入 目視等により確認し又は測 平成20年国土交通省告示第1454号第
を除く。） 口枠とのすき間の状 定する。 七号又は第八号の規定に適合しない

況 こと。

敷居とドアシューの 目視等により確認する。 敷居又はドアシューに著しい摩耗が
摩耗の状況 あること。

ドアシューのかかり 目視等により確認し又は測 引き戸にあっては敷居溝とドアシュ
の状況 定する。 ーのかかりが６㎜未満であること、

上げ戸、下げ戸又は上下戸にあって
はこれらを片側に寄せたときにおい
て容易にドアシューが外れること。

戸の可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第二号の規定に適合
しないこと。

戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

戸の自閉の状況 目視等及び触診により確認 ドアクローザーの作動領域で自閉し
する。 ないこと。

連結ロープ及びドア 目視等及び触診により確認 変形、摩耗、錆、腐食、素線切れ等
クローザーロープの する。 により運行に支障が生じているこ
状況 と。

昇降路内の耐震 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
対策 況 し又は測定する。 に適合しないこと。

ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定
かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。

移動ケーブル及 移動ケーブルの損傷 目視等により確認する。 損傷があること。
び取付部 の状況

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブルの端部又は引止め部の
する。 取付けが確実でなく、運行に支障が

生ずるおそれがあること。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 かごの戸の開閉 開閉の状況 目視等及び聴診により確認 戸の開閉時の異常音又は異常な振動
機構 する。 により、戸の開閉に支障が生じてい

か ること。
ご
上 摩耗の状況 目視等により確認する。 開閉機構が摩耗していることによ

り、戸の開閉に支障が生じているこ
と。

構成部材の取付けの 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
状況 する。

停電時等の手動開放 かごの戸と乗り場の戸のロ 停電時等にかごの戸が手動により開
の状況 ック機構の係合が外れた位 放できないこと。

置に停止させ、手動により
かごの戸が開くことを確認
する。

かごの枠 かごの枠材相互の取 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
付けの状況 等により確認する。

五 ㈠ 押しボタン等及 押しボタン等の取付 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
び表示器 けの状況 する。

乗
り 押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。ヘ 押しボタン等が機能しない若しくは
場 の状況 リポート用エレベーターに 操作が円滑に行えないこと又はヘリ

あっては、鍵を用いなけれ ポート用エレベーターにあっては、
ば操作できないことを併せ 特殊告示第１第八号ホの規定に適合
て確認する。 しないこと。

表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
あること。

破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破
する。 損していること。

㈡ 非常解錠装置 設置及び作動の状況 最上階及び最下階にあって イ 平成20年国土交通省告示第1447
は専用の鍵により乗り場か 号第三号の規定に適合しないこと
ら解錠でき、途中階にあっ 又は解錠できないこと。
てはかご上から装置を操作
し、解錠できることを確認 ロ 可動部の動きが円滑でないこと
する。 又は変形があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈢ 乗り場の戸の遮 気密材の状況 目視等により確認する。 劣化、破損等があること。
煙構造

気密材の取付けの状 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
況 する。

停電時の戸閉機能の 戸開状態において主電源以 戸が閉じないこと。
状況 外による作動の状況を確認

する。

火災時の戸閉機能の 制御器に火災信号を入力 戸が閉じないこと。
状況 し、作動の状況を確認する。

戸閉時間の状況（戸 戸の閉鎖時間を確認する。 昭和48年建設省告示第2563号第１第
の面積が３㎡以内の 一号イの規定に適合しないこと。
ものに限る。）

㈣ 昇降路の壁又は 構造及び設置の状況 目視等により確認する。 特殊告示第１第二号の規定に適合し
囲いの一部を有 ないこと。
しない部分の構
造

十
八
十
八

十
九
十
九
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈤ 屋上の昇降路の 可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第二号の規定に適合
開口部の戸（ヘ しないこと。

乗 リポート用エレ
り ベーターに限
場 る。）

㈥ 屋上の柵及び警 柵の設置及び警報装 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第八号ロの規定に適合
報装置（ヘリポ 置の作動の状況 する。 しないこと。
ート用エレベー
ターに限る。）

㈦ 制御盤扉（三方 構造及び設置の状況 目視等及び触診により確認 制御盤扉がないこと、破損している
枠の一部に収納 する。 こと又は施錠若しくは解錠ができな
されたものに限 いこと。
る。）

六 ㈠ 保守用停止スイ 作動の状況 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第三号チの規定に適合
ッチ しないこと、作動時にかごが動く又

ピ は自己保持しないこと。
ッ
ト ㈡ 底部安全距離確 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 特殊告示第１第三号チの規定に適合

保スイッチ する。 しないこと又は作動時に昇降機が下
降運転できること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈢ 下部ファイナル 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 制動装置告示第５第二号の規定に適
リミットスイッ する。 合しないこと又は作動時にファイナ
チ及びリミット ルリミットスイッチにあっては昇降
（強制停止）ス 機が運転できること、リミットスイ
イッチ（間接式 ッチにあっては昇降機が下降運転で
のエレベーター きること。
に限る。）

ファイナルリミット スイッチの作動の位置及び ばね緩衝器又は緩衝材を使用してい
スイッチの作動の位 作動したときのかごと緩衝 る場合にあってはかごが緩衝器又は
置 器とのすき間を確認する。 緩衝材に接するまでに、油入緩衝器

を使用している場合にあってはスト
ロークの１/２を超えるまでに作動
しないこと。

リミットスイッチの スイッチの作動の位置を確 ドアゾーン内で作動しないこと。
作動の位置 認する。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈣ 緩衝器及び緩衝 設置及び取付けの状 目視等及び触診により確認 制動装置告示第４第二号又は第５第
材 況 する。 二号の規定に適合しないこと又は取

付けが堅固でないこと。

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

作動の状況（油入式 圧縮した後、復帰すること 復帰しないこと。
のものに限る。） を確認する。

油量の状況（油入式 目視等によりオイルゲージ イ 油量が適量でないこと。
のものに限る。） 等を確認する。

ロ ドレン部から油漏れがあるこ
と。

㈤ 張り車（間接式 作動の状況 目視等及び聴診により確認 かごの走行中の異常音、異常な振動
のエレベーター する。 等により運行に支障が生じているこ
に限る。） と。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈤ 張り車（間接式 取付け及びピット床 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと又はピット
のエレベーター 等とのすき間の状況 する。 床若しくはピット機器に干渉してい

ピ に限る。） ること。
ッ
ト ㈥ ピット床 汚損及び防水の状況 目視等により確認する。 汚損又は防水不良があり運行に支障

が生じていること。

冠水の状況 目視等により確認する。 機器に影響を及ぼす冠水があるこ
と。

ピット内機器の状況 目視等及び触診により確認 著しい損傷又は腐食があること。
する。

㈦ かご非常止め装 機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
置（間接式のエ
レベーターに限 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
る。） する。

作動の状況 主索又は鎖が緩んだことを 非常止め装置が作動しないこと。
目視等又は緩み検出装置の
作動により確認する。

非常止め作動時のか かごの床若しくはかごの枠 非常止め装置が作動した状態におい
ごの水平度 を目視等により確認し又は てかごの床の水平度が１/30を超え

かごの床の傾きを精密水準 ていること。
器により測定する。

作動時及び復帰時の 目視等、聴診及び触診によ イ 非常止め作動時に機械装置、調
構成部材の状況 り確認する。 速機、ロープ若しくはスラックロ

ープに損傷があること又は正常に
復帰しないこと。

ロ 可動部の動きが円滑でないこと
又は変形があること。

㈧ かご下綱車（間 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
接式のエレベー
ターに限る。） 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。

等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈨ シリンダー下の 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
綱車（間接式の
エレベーターに 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
限る。） 等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈩ 移動ケーブル及 移動ケーブルの軌跡 かごの昇降時の移動ケーブ 移動ケーブルが他の機器若しくは突
び取付部 の状況 ルの振れを目視等により確 出物と接触し、損傷を受けるおそれ

認する。 があること又は損傷があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブルの端部又は引止め部の
する。 取付けが確実ではなく、運行に支障

が生ずるおそれがあること。

移動ケーブルとピッ かごを最下階に停止させ、 移動ケーブルがピット床と接触して
ト床のすき間の状況 移動ケーブルとピット床と いること又はかごの停止位置と最下

のすき間を確認し又はかご 階床面までの距離の１/２より移動
の停止位置と最下階床面ま ケーブルとピット床面までの距離が
での距離及び移動ケーブル 長くないこと。
とピット床面までの距離を
確認する。
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【別表第２ 油圧エレベーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ピット内の耐震 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
対策 況（間接式のエレベ し又は測定する。 に適合しないこと。

ピ ーターに限る。）
ッ
ト ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定

かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。

かごの枠 かごの枠材相互の取 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
付けの状況 等により確認する。

十
一
十
一

十
二
十
二
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別表第３ 車いすに座ったまま使用するエレベーターで、かごの定格速度が15ｍ以下で、かつ、その床面積が2.25㎡以
下のものであって、昇降行程が４ｍ以下のもの又は階段及び傾斜路に沿って昇降するもの（段差解消機）

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

駆 発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。
動
装 振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
置 る。（

油 ㈡ 減速機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
圧
式 振動の状況 聴診及び触診により確認す 異常な振動があること。
以 る。
外）

潤滑油の油量の状況 オイルゲージ等を目視等に 油量が適量でないこと。
より確認する。

潤滑油の劣化の状況 色及び不純物を目視等によ 著しい変色又は摩耗粉があること。
り確認する。

油漏れの状況 目視等により確認する。 オイルシールから著しい油漏れがあ
ること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

非常止め装置のキャ 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと。
ッチの作動の状況
（間接駆動があるも
のに限る。）

㈢ ブレーキ 油の付着の状況 目視等により確認する。 ドラム又はディスクのパッドのしゅ
う動面に制動力又は保持力に影響を
与えるおそれのある油の付着がある
こと。

パッドとドラム及び 目視等及び聴診により確認 走行中にパッドとドラム又はディス
ディスクとの接触の する。 クが接触していること。
状況（同心軸上にて
回転するパッドによ
り制動するものを除
く。）

ブレーキコイルの発 触診により確認する。 ブレーキコイルに異常な発熱がある
熱の状況 こと。

制動力の状況 次に掲げる方法のいずれか イの検査方法により検査した場合に
により確認する。 あっては制動距離が100㎜を超えて
イ かごに積載荷重の1.25 いること、ロの検査方法により検査

倍の荷重を加え、定格速 した場合にあっては制動距離が次の
度で下降中に動力を遮断 式によって算出されるＬを超えてい
し、制動距離を確認する。 ること。

ロ かごが無負荷の状態に 100Ｇ
おいて定格速度で下降中 Ｌ＝
に動力を遮断し、制動距 Ｇ＋1.25Ｐ

離を確認する。 この式において、Ｌ、Ｇ及び
Ｐは、それぞれ次の数値を表
すものとする。
Ｌ 制動距離の基準値（単位

㎜）
Ｇ かご等の昇降する部分の

固定荷重（単位 ㎏）
Ｐ 定格積載量（単位 ㎏）
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈣ 駆動方 ロープ 主索の径の状況 基準階から加速終了位置又 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
式（該 式・巻 は減速開始位置から基準階 綱車にかからない部分の直径と比

駆 当する 胴式 の間にかごがある場合に主 較して90％未満であること。
動 ものを 索が綱車にかかる箇所、綱
装 選択す 車による曲げ回数が多い箇 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
置 る。） 所等における最も摩耗の進 綱車にかからない部分の直径と比（

んだ部分の直径及び綱車に 較して92％未満であること。
油 かからない部分の直径を測
圧 定する。
式
以 主索の素線切れの状 基準階から加速終了位置又 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
外 況 は減速開始位置から基準階 れかに該当すること。）

の間にかごがある場合に主
索が綱車にかかる箇所、綱 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
車による曲げ回数が多い箇 いずれかに該当すること。
所、傷のある箇所等を目視
等により確認し、最も摩損
の進んだ部分については重
点的に目視等により確認す
る。

主索の錆及び錆びた 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
摩耗粉の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

主索の損傷及び変形 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
の状況 る。

主索の張りの状況 触診により主索の張りが均 著しい不均等があること。
等であることを確認する。

主索と昇降路の横架 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に
材並びにかご及び釣 する。 緩みがあり、割ピンにあってはピン
合おもりにおける止 に欠損、曲げ不足等があり、その他
め金具の取付けの状 の方法にあっては取付けが確実でな
況 いこと。

主索の端部における 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
止め金具の取付けの する。
状況

止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
付部の損傷の状況 ること。

ロープ式におけるス 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
プロケット型綱車の
歯の欠損及びき裂の
状況

巻胴式における主索 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
の緩み検出装置の作
動の状況

綱車又は巻胴の欠損 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
及びき裂の状況
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈣ 駆動方 ラック 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
式（該 ピニオ

駆 当する ン式 振動の状況 聴診及び触診により確認す 異常な振動があること。
動 ものを る。
装 選択す
置 る。） 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。（

する。
油
圧 歯の欠損及びき裂の 目視等により確認する。 歯に欠損又はき裂があること。
式 状況
以
外 チェー 滑車の作動の状況 作動の状況を確認する。 動力の伝達に支障が生ずるおそれが）

ンスプ あること。
ロケッ
ト式 鎖の張りの状況 触診により鎖の張りが均等 著しい不均等があること。

であることを確認する。

鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車
は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して
の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
鎖が鎖車にかかる箇所等に
おける最も摩耗の進んだ部
分の鎖の長さ及び鎖車にか
からない部分の長さを測定
する。

チェー 滑節構造部材の作動 作動の状況を確認する。 動力の伝達に支障が生ずるおそれが
ンラッ の状況 あること。
クピニ
オン式 鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車

は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して
の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
鎖が鎖車にかかる箇所等に
おける最も摩耗の進んだ部
分の鎖の長さ及び鎖車にか
からない部分の長さを測定
する。

二 ㈠ 空転防止装置 設置及び作動の状況 ストップバルブが設置され 制動装置告示第６第三号の規定に適
ているものにあってはスト 合しないこと。

駆 ップバルブを閉じ、かごを
動 上昇させ、作動の状況を確
装 認し、ストップバルブが設
置 置されていないものにあっ（

ては機械的にロックする位
油 置において作動の状況を確
圧 認する。
式）

㈡ 油圧パ 油圧パ パワーユニットの状 目視等により確認する。 転倒防止又は移動防止ストッパーの
ワーユ ワーユ 況 取付けが確実でないこと。
ニット ニット

の取付 油圧配管の状況 目視等により確認する。 圧力配管の固定、振動又は衝撃緩和
けの状 措置が確実でないこと。
況

油圧配管貫通部の状 目視等により確認する。 圧力配管の壁、床等の貫通部への措
況 置が適切に行われていないこと。

㈢ 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
及びポ
ンプ 発熱の状況（油浸式 触診により確認する。 異常な発熱があること。

のものを除く。）

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈢ 油圧パ 電動機 電動機とポンプの連 目視等、聴診又は触診によ 欠損、き裂又は滑りの異常があるこ
ワーユ 及びポ 結部の状況（油浸式 り確認する。 と。

駆 ニット ンプ のものを除く。）
動
装 ポンプのパッキン部 目視等により確認する。 著しい油漏れがあること。
置 の状況（油浸式のも（

のを除く。）
油
圧 ㈣ 圧力計 設置の状況 目視等により確認する。 制御器告示第２第二号の規定に適合
式 しないこと。）

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。

損傷の状況 目視等により確認する。 圧力表示に影響があるような損傷が
あること。

㈤ 安全弁 設置及び作動の状況 ストップバルブを閉じ、か 制動装置告示第６第三号の規定に適
ごを上昇させること又はプ 合しないこと又は安全弁作動圧力の
ランジャーストッパーの作 銘板値があるときはその値を超えて
動の位置でかごを上昇させ いること。
ることにより安全弁作動時
の圧力計の指示値を確認す
る。

㈥ 逆止弁 設置及び作動の状況 かごが下降中に動力用電源 制動装置告示第６第三号の規定に適
を遮断して作動の状況を確 合しないこと、かごが停止しないこ
認する。 と又は作動が緩慢であること。

㈦ 流量制 作動の状況 加速時、減速時及び走行時 かごの加速時若しくは減速時に異常
御弁 のかごの振動を確認する。 な衝撃があること、加速若しくは減

速が緩慢であること又は走行中に異
常な振動があること。

㈧ 油タン 油漏れの状況 目視等により確認する。 油タンク、圧力配管、圧力計、ふた、
ク及び エアーブリーザー、油面計等に著し
圧力配 い油漏れがあること。
管

作動油の状況 目視等又は触診により確認 運行に支障が生ずるおそれがある異
する。 物の混入があること。

作動油の油量の状況 かごを最上階若しくは最下 油面計の下限値未満であること又は
階に停止させ、油面計を確 作動油の油面の高さが吸込口より低
認し又はかごを最上階に停 いこと。
止させ、作動油の油面の高
さを目視等により確認す
る。

㈨ 作動油 設置及び作動の状況 起動設定温度の操作又は起 制動装置告示第６第三号の規定に適
温度抑 動信号の入力を行い確認す 合しないこと又は作動しないこと。
制装置 る。

起動設定温度の状況 目視等により確認する。 設定値が低温にあっては摂氏５度未
満、高温にあっては摂氏60度を超え
ないよう設定されていないこと。

㈩ ストップバルブ 作動の状況 ストップバルブを閉じ、か かごが動くこと又は作動油量が変動
ごを上昇させ、かごの位置 すること。
又は作動油量を目視等によ
り確認する。

油漏れの状況 目視等により確認する。 油漏れがあること。
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 高圧ゴムホース 変形の状況 ストップバルブが閉じてい 異常な変形があること。
る状態又はプランジャース

駆 トッパーが作動した状態に
動 おいてかごを上昇させ、目
装 視等により確認する。
置（

油漏れ及び損傷の状 目視等により確認する。 イ 油漏れ、き裂等の損傷があるこ
油 況 と。
圧
式 ロ 油のにじみがあること。）

曲げの状況 目視等により確認し又は測 ゴムホースの曲げが液圧用鋼線補強
定する。 ゴムホースアセンブリの規格（JIS

B8360）の最小曲げ半径又は液圧用
繊維補強ゴムホースアセンブリの規
格（JIS B8364）の最小曲げ半径未
満であること。

可動部との接触の状 目視等により確認する。 可動部と接触していること。
況

圧力配管 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと又は可動部
する。 と接触していること。

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

油漏れの状況 目視等により確認する。 油漏れがあること。

浸水の状況 目視等により確認する。 圧力配管又はブラケットが水に浸か
ること。

パンタグラフ式 かごの保持の状況 上部乗り場において、かご かごの床の水平度が１/30を超えて
（下枠及びアー の前後又は左右に概ね65㎏ いること。
ム） の偏荷重をかけ、かごの床

の傾きを目視等により確認
し又はかごの床の傾きを精
密水準器により測定する。

下枠及びアーム部の テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
状況 等により確認する。

プランジャー 取付けの状況 目視等及び触診により確認 構成部材の取付けが堅固でないこ
する。 と。

劣化の状況 かご上又はピットにおいて 著しい損傷又は腐食があること。
目視等又は触診により確認
し、シリンダーパッキンか
らの著しい油漏れがある場
合にあっては、全長を詳細
に確認する。

プランジャース 設置及び作動の状況 リミットスイッチを無効と 制動装置告示第６第三号の規定に適
トッパー した上でかごを上昇させ、 合しないこと又はかごが停止しない

作動の状況を確認する。 こと。

シリンダー 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

パッキン及びエア抜 目視等により確認する。 著しい油漏れがあること。
き部からの油漏れの
状況

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 主索又は鎖（間 主索の径の状況 基準階から加速終了位置又 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
接式のエレベー は減速開始位置から基準階 綱車にかからない部分の直径と比

駆 ターに限る。） の間にかごがある場合に主 較して90％未満であること。
動 索が綱車にかかる箇所、綱
装 車による曲げ回数が多い箇 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
置 所等における最も摩耗の進 綱車にかからない部分の直径と比（

んだ部分の直径及び綱車に 較して92％未満であること。
油 かからない部分の直径を測
圧 定する。
式）

主索の素線切れの状 基準階から加速終了位置又 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
況 は減速開始位置から基準階 れかに該当すること。

の間にかごがある場合に主
索が綱車にかかる箇所、綱 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
車による曲げ回数が多い箇 いずれかに該当すること。
所、傷のある箇所等を目視
等により確認し、最も摩損の
進んだ部分については重点
的に目視等により確認する。

主索の錆及び錆びた 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
摩耗粉の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

主索の損傷及び変形 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
の状況 る。

鎖の給油及び外観の 全長を目視等により確認す イ 著しい損傷、変形、ねじれ、腐
状況 る。 食等があること。

ロ 給油が不十分であること。

鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の直径が鎖車
は減速開始位置から基準階 にかからない部分の直径と比較して
の間にかごがある場合に、鎖 その伸びが1.5％以上であること。
が鎖車にかかる箇所等にお
ける最も摩耗の進んだ部分
の鎖の長さ及び鎖車にかか
らない部分の長さを測定す
る。

主索又は鎖の伸 主索又は鎖の伸びの かごを最上階の着床位置に かごが最上階の着床位置より低い状
び 状況 移動させてプランジャーリ 態でプランジャーリミットスイッチ

ミットスイッチの作動の状 が作動すること。
況を確認する。

主索又は鎖の張 張りの状況 触診により主索の張りが均 著しい不均等があること。
り（間接式のエ 等であることを確認する。
レベーターに限
る。）

主索又は鎖の取 昇降路の横架材並び 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に緩み
付部（間接式の にかご及び釣合おも する。 があり、割ピンにあってはピンに欠損、
エレベーターに りにおける止め金具 曲げ不足等があり、その他の方法にあ
限る。） の取付けの状況 っては取付けが確実でないこと。

十
七
十
七

十
八
十
八

十
九
十
九

二
十
二
十

246



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 主索又は鎖の取 主索又は鎖の端部に 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
付部（間接式の おける止め金具の取 する。

駆 エレベーターに 付けの状況
動 限る。）
装 止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
置 付部の損傷の状況 ること。（

油 主索又は鎖の緩 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
圧 み検出装置（間 する。
式 接式のエレベー）

ターに限る。） 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

三 ㈠ 救出装置 手巻きハンドル等又 目視等により確認する。 手巻きハンドル等又は充電池回路等
は充電池回路等の設 が設置されていないこと。

共 置の状況
通

制動装置等の開放の 制動装置等の作動の状況を 制動装置等を操作できず、かごが移
状況（油圧式のエレ 確認する。 動しないこと。
ベーター以外のもの
に限る。）

下降弁等の開放の状 下降弁等の作動の状況を確 下降弁等を操作できず、かごが移動
況（油圧式のエレベ 認する。 しないこと。
ーターに限る。）

専用救出用具の設置 目視等により確認する。 渡し板等の専用救出用具が装備され
の状況 ていないこと。

㈡ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開
断器 閉することを確認する。

㈢ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
器、継 況を確認する。
電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認する。 イ 著しい摩耗があること。
制御用 器の主接点の状況
基板 ロ 変形があること。

㈣ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
ズ 定されたものと異なること。

㈤ 絶縁 電動機、制御器等の 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
回路の絶縁の状況 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300
（一次側と二次側が Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
電気的に分離され、 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
二次側の一方が接地 以上の絶縁抵抗がないこと。
され、他方にヒューズ
が設けられており、電
圧が直流60Ｖ又は、
交流25Ｖ以下である
回路を除く。）

㈥ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
いこと。

㈦ 耐震対策 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
況 し又は測定する。 に適合しないこと。

ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定
かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。

二
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈦ 耐震対策 転倒及び移動を防止 駆動装置及び制御器の取付 令第129条の８第１項の規定に適合
するための措置の状 けの状況を目視等又は触診 しないこと。

共 況 により確認する。
通

㈧ 速度 かごの上昇時及び下 無負荷運転時のかごの速度 定格速度の125％を超えていること。
降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計により

測定する。

四 ㈠ かごの壁又は囲 かごの構造及び設置 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
い、天井及び床 の状況 障が生じていること。

か
ご ㈡ かごの戸又は可 戸又は可動式の手す 目視等により確認する。 特殊告示第１第九号イ⑵の規定に適
室 動式の手すり りの構造及び設置の 合しないこと又は変形､摩耗､腐食等に

状況 より運行に支障が生じていること。

戸又は可動式の手す 目視等及び触診により確認 戸又は可動式の手すりの開閉が円滑
りの開閉の状況 する。 でないこと。

㈢ かごの戸又は可 スイッチの設置及び 乗降位置において戸又は可 特殊告示第１第九号ハの規定に適合
動式の手すりの 作動の状況 動式の手すりを徐々に閉 しないこと又は戸若しくは可動式の
スイッチ（かご じ、作動の状況を確認する。 手すりが閉じていない状態において
の戸又は可動式 かごが昇降すること。
の手すりのスイ
ッチが必要なも 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
のに限る。） する。

㈣ かご操作盤及び かご操作盤及び押し 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
表示器 ボタン等の取付けの する。

状況

押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
の状況 操作が円滑に行えないこと。

表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
あること。

破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破
する。 損していること。

㈤ リモートコント 押しボタン等の取付 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
ロールスイッチ けの状況 する。

押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
の状況 かご操作ボタン等の停止機能が優先

されないこと。

㈥ 外部への連絡装 作動の状況 作動の状況を確認する。 イ 通話装置、警報ベル等の連絡装
置 置が作動しないこと又は容易に操

作できないこと。

ロ 通話装置の音量又は警報ベル等
の鳴動音が小さいこと。

㈦ 非常停止スイッ 作動の状況 作動の状況を確認する。 制動装置告示第６第七号の規定に適
チ 合しないこと又は作動しないこと。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈧ 用途、積載量及 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 特殊告示第１第九号イの規定に適合
び最大定員の標 する。 しないこと又は表示に誤りがあること。
識

㈨ 車止め 取付けの状況 目視等及び触診により確認 車止めの機能が適切でないこと。
する。
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈩ かごの床先と出 かごの床先と出入口 目視等により確認し又はか 特殊告示第１第九号ロの規定に適合
入口の床先との の床先とのすき間の ごの床先と昇降路壁及び出 しないこと。

か 水平距離 状況 入口の床先との水平距離を
ご 測定する。
室

渡し板の劣化の状況 目視等により確認し及び作 著しい損傷若しくは腐食があること
及び作動の状況 動の状況を確認する。 又は渡し板若しくはその跳ね上げ機

構が作動しないこと。

かご非常止め装 作動の状況 非常止め装置を作動させ、 かごが動くこと。
置（かご非常止 ブレーキを開放し、かごが
め装置が必要な 動かないことを確認する。
ものに限る。）

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認する｡ 取付けが堅固でないこと。

非常止め作動時のか かごの床の傾きを精密水準 非常止め装置が作動した状態におい
ごの水平度 器により測定する。 てかごの床の水平度が１/30を超え

ていること。

かごのガイドシ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ュー等 等により確認する。

摩耗の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
り確認する。 運行に支障が生じていること。

かごの折りたた 作動の状況（手動で 作動の状況を確認する。 かごが昇降中に、かごの折りたたみ
み機構 かごを開閉するもの 機構が開いてもかごが停止しないこ

に限る。） と又はかごの折りたたみ機構を折り
たたんでもかごが停止しないこと。

作動の状況（動力を 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第九号ニの規定に適合
使用してかごを開閉 しないこと。
するものに限る。）

かごの着脱機構 ロックの状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
（かごが着脱す
るものに限る。） インターロックの状 作動の状況を確認する。 機械的ロックがかかる前に、電気ス

況 イッチが入ること。

機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

運転キー（運転 作動の状況 作動の状況を確認する。 特殊告示第１第九号ニの規定に適合
キーが必要なも しないこと又は作動しないこと。
のに限る。）

五 ㈠ 乗り場の操作盤 押しボタン等の取付 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
けの状況 する。

乗
り 押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
場 の状況 操作が円滑に行えないこと。
及
び 表示器の状況 目視等により確認する。 表示しないこと又は表示が不鮮明で
昇 あること。
降
路 破損の状況 目視等及び触診により確認 表示部又は押しボタン等が著しく破

する。 損していること。

㈡ 乗り場の戸又は スイッチの作動の状 乗降位置において、徐々に 特殊告示第１第九号ハの規定に適合
可動式の手すり 況 戸又は可動式の手すりを閉 しないこと又は戸若しくは可動式の
のスイッチ（乗 じ、作動の状況を確認する。 手すりが閉じていない状態において
り場の戸又は可 かごが昇降すること。
動式の手すりの
スイッチが必要 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
なものに限る。） する。

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三

十
四
十
四

十
五
十
五
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈢ ドアロック 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

乗
り インターロックの状 作動の状況を確認する。 機械的ロックがかかる前に、電気ス
場 況 イッチが入ること。
及
び ドアロックの解錠の かごを乗り場停止位置以外 解錠すること。
昇 状況（電気式解錠タ で停止させ、解錠の状況を
降 イプのものに限る。） 確認する。
路

ドアロックの解錠の かごを乗り場停止位置から 解錠すること。
状況（機械式解錠タ 50㎜から100㎜までの位置
イプのものに限る。） に停止させ、解錠の状況を

確認する。

㈣ 非常停止スイッ 作動の状況 作動の状況を確認する。 制動装置告示第６第七号の規定に適
チ 合しないこと又は作動しないこと。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈤ 乗り場の戸又は 戸又は可動式の手す 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
可動式の手すり りの構造及び設置の 障が生じていること。

状況

戸又は可動式の手す 目視等及び触診により確認 戸又は可動式の手すりの開閉が円滑
りの開閉の状況 する。 でないこと。

㈥ ファイナルリミ 設置の状況 設置の状況を確認する。 制動装置告示第６第五号の規定に適
ットスイッチ及 合しないこと。
びリミット（強
制停止）スイッ 作動の状況 作動の状況を確認する。 ファイナルリミットスイッチにあっ
チ ては緩衝器若しくは緩衝材に当たる

前に作動しないこと又はファイナル
リミットスイッチの代替スイッチ
(障害物検出装置等を含む｡)が床面
等に当たっても作動しないこと､リ
ミットスイッチにあっては着床位置
の75㎜以内において作動しないこと
又はリミットスイッチが作動してい
る状態において昇降機が運転できる
こと(上部リミットスイッチ作動時に
おける昇降機の下降運転の場合又は
下部リミットスイッチ作動時における
昇降機の上昇運転の場合を除く｡)。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈦ 移動ケーブル及 移動ケーブルの軌跡 目視等により確認する。 移動ケーブルが他の機器若しくは突
びトロリー の状況 出物と接触し、損傷を受けるおそれ

があること又は損傷があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブル及びトロリーの端部及
する。 び引止め部の取付けが確実でなく､

運行に支障が生ずるおそれがあるこ
と｡

㈧ 昇降路側壁等の 囲いの構造及び設置 目視等により確認する。 き裂又は漏水により運行に支障が生
囲い の状況 じていること。

㈨ ガイドレール及 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
びレールブラケ 等により確認する。
ット

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
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【別表第３ 段差解消機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈩ ガイドレール、 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
駆動装置等のカ する。

乗 バー
り
場 障害物検出装置 作動の状況 作動の状況を確認する。 接触式にあっては障害物に接触して
及 も作動しないこと、非接触式にあっ
び ては障害物を感知しても作動しない
昇 こと。
降
路 障害物除去後の作動 作動の状況を確認する。 操作ボタンを押し直さなくとも作動

の状況 すること。

折りたたみレー ジョイント部の状況 かごを昇降して確認する。 ジョイント部のすき間、段差又は芯
ル ずれにより、走行中に著しいかごの

振動があること。

進入防止用安全スイ レールを折りたたんだ状態 進入防止用安全スイッチが作動しな
ッチの作動の状況 でかごを昇降し、進入防止 いこと。

用安全スイッチの作動の状
況を確認する。

進入防止用ストッパ 目視等及び触診により確認 進入防止用ストッパーの取付けが堅
ーの状況（機械式の する。 固でないこと。
ものに限る。）

十
一
十
一

十
二
十
二
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別表第４ 階段及び傾斜路に沿って１人の者がいすに座った状態で昇降するエレベーターで、定格速度が９ｍ以下のも
の（いす式階段昇降機）

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開

駆 断器 閉することを確認する。
動
装 ㈡ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
置 器、継 況を確認する。

電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認する。 イ 著しい摩耗があること。
制御用 器の主接点の状況
基板 ロ 変形があること。

㈢ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
ズ 定されたものと異なること。

㈣ 絶縁 電動機、制御器等の 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
回路の絶縁の状況 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300
（一次側と二次側が Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
電気的に分離され、 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
二次側の一方が接地 以上の絶縁抵抗がないこと。
され、他方にヒュー
ズが設けられてお
り、電圧が直流60Ｖ
又は交流25Ｖ以下で
ある回路を除く。）

㈤ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
いこと。

㈥ 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

㈦ 減速機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

振動の状況 聴診及び触診により確認す 異常な振動があること。
る。

潤滑油の油量の状況 オイルゲージ等を目視等に 油量が適量でないこと。
より確認する。

潤滑油の劣化の状況 色及び不純物を目視等によ 著しい変色又は摩耗粉があること。
り確認する。

油漏れの状況 目視等により確認する。 オイルシールから著しい油漏れがあ
ること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

非常止め装置のキャ 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと。
ッチの作動の状況
（間接駆動があるも
のに限る。）

㈧ ブレーキ 油の付着の状況 目視等により確認する。 ドラム又はディスクのパッドのしゅ
う動面に制動力又は保持力に影響を
与えるおそれのある油の付着がある
こと。
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【別表第４ いす式階段昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈧ ブレーキ パッドとドラム及び 目視等及び聴診により確認 走行中にパッドとドラム又はディス
ディスクとの接触の する。 クが接触していること。

駆 状況（同心軸上にて
動 回転するパッドによ
装 り制動するものを除
置 く。）

ブレーキコイルの発 触診により確認する。 ブレーキコイルに異常な発熱がある
熱の状況 こと。

制動力の状況 次に掲げる方法のいずれか イの検査方法により検査した場合に
により確認する。 あっては制動距離が100㎜を超えて
イ いすに積載荷重の1.25 いること、ロの検査方法により検査

倍の荷重を加え、定格速 した場合にあっては、制動距離が次
度で下降中に動力を遮断 の式によって算出されるＬを超えて
し、制動距離を確認する。 いること。

ロ いすが無負荷の状態に 100Ｇ
おいて定格速度で下降中 Ｌ＝
に動力を遮断し、制動距 Ｇ＋1.25Ｐ

離を確認する。 この式において、Ｌ、Ｇ及び
Ｐは、それぞれ次の数値を表
すものとする。
Ｌ 制動距離の基準値（単位

㎜）
Ｇ かご等の昇降する部分の

固定荷重（単位 ㎏）
Ｐ 定格積載量（単位 ㎏）

㈨ 駆動方 摩擦式 駆動ローラーの状況 かごを昇降して確認する。 ローラーの摩耗又は損傷により昇降
式（該 （駆動 できないこと。
当する ローラ
ものを ー）
選択す
る。） ラック 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

ピニオ
ン式 振動の状況 聴診及び触診により確認す 異常な振動があること。

る。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

歯の欠損及びき裂の 目視等により確認する。 歯に欠損又はき裂があること。
状況

チェー 滑車の作動の状況 作動の状況を確認する。 動力の伝達に支障が生ずるおそれが
ンスプ あること。
ロケッ
ト式 鎖の張りの状況 触診により鎖の張りが均等 著しい不均等があること。

であることを確認する。

鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車
は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して
の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
鎖が鎖車にかかる箇所等に
おける最も摩耗の進んだ部
分の鎖の長さ及び鎖車にか
からない部分の長さを測定
する。

チェー 滑節構造部材の作動 作動の状況を確認する。 動力の伝達に支障が生ずるおそれが
ンラッ の状況 あること。
クピニ
オン式
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【別表第４ いす式階段昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈨ 駆動方 チェー 鎖の摩耗の状況 基準階から加速終了位置又 最も摩耗の進んだ部分の長さが鎖車
式（該 ンラッ は減速開始位置から基準階 にかからない部分の長さと比較して

駆 当する クピニ の間にかごがある場合に、 その伸びが1.5％以上であること。
動 ものを オン式 鎖が鎖車にかかる箇所等に
装 選択す おける最も摩耗の進んだ部
置 る。） 分の鎖の長さ及び鎖車にか

からない部分の長さを測定
する。

㈩ 鎖の緩み検出装 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
置

駆動装置等のカ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
バー する。

かご非常止め装 作動の状況 非常止め装置を作動させ、 かごが動くこと。
置（かご非常止 ブレーキを開放し、かごが
め装置が必要な 動かないことを確認する。
ものに限る。）

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

非常止め作動時のか かごの床の傾きを精密水準 非常止め装置が作動した状態におい
ごの水平度 器により測定する。 てかごの床の水平度が１/30を超え

ていること。

かごのガイドシ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ュー等 等により確認する。

摩耗の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
り確認する。 運行に支障が生じていること。

ファイナルリミ 設置の状況 設置の状況を確認する。 制動装置告示第７第四号の規定に適
ットスイッチ及 合しないこと。
びリミット（強
制停止）スイッ 作動の状況 作動の状況を確認する。 ファイナルリミットスイッチにあっ
チ ては緩衝器若しくは緩衝材に当たる

前に作動しないこと又はファイナル
リミットスイッチの代替スイッチ
（障害物検出装置等を含む。）が床
面等に当たっても作動しないこと、
リミットスイッチにあっては着床位
置の75㎜以内において作動しないこ
と又はリミットスイッチが作動して
いる状態において昇降機が運転でき
ること（上部リミットスイッチ作動
時における昇降機の下降運転の場合
又は下部リミットスイッチ作動時に
おける昇降機の上昇運転の場合を除
く。）。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

充電池 作動電圧の状況 電圧を電圧計等により測定 定格電圧が得られないこと。
する。

外観の状況 目視等により確認する。 電解液漏れがあること。

端子部の状況 触診により確認する。 端子部に緩みがあること。

給電部の絶縁処置の 目視等により確認する。 通常の使用状態において給電部に容
状況 易に触れられること。

十
一
十
一

十
二
十
二

十
三
十
三

十
四
十
四

十
五
十
五
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【別表第４ いす式階段昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 駆動装置等の耐 転倒及び移動を防止 駆動装置及び制御器の取付 令第129条の８第１項の規定に適合
震対策 するための措置の状 けの状況を目視等又は触診 しないこと。

駆 況 により確認する。
動
装 速度 かごの上昇時及び下 無負荷運転時のかごの速度 定格速度の125％を超えていること。
置 降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計により

測定する。

二 ㈠ いす部 いす部の構造及び設 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
置の状況 障が生じていること。

い
す ㈡ いす操作盤のボ 押しボタン又は操作 作動の状況を確認する。 押しボタン又は操作レバーから手を
関 タン等及び操作 レバーの作動の状況 離しても停止しないこと。
係 レバー

㈢ いすの回転装置 回転装置の作動の状 作動の状況を確認する。 回転装置のロックがかからないこ
況 と。

インターロックの状 作動の状況を確認する。 機械的ロックがかかる前に、電気ス
況 イッチが入ること。

㈣ 用途、積載量及 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 令第129条の６第五号の規定に適合
び最大定員の標 する。 しないこと又は表示に誤りがあるこ
識 と。

㈤ 障害物検出装置 作動の状況 作動の状況を確認する。 接触式にあっては障害物に接触して
も作動しないこと、非接触式にあっ
ては障害物を感知しても作動しない
こと。

障害物除去後の作動 作動の状況を確認する。 操作ボタンを押し直さなくとも作動
の状況 すること。

㈥ 運転キー 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

㈦ 安全ベルト 安全ベルトの状況 目視等により確認する。 変形若しくは破損により切断するお
それがあること又は切断していること。

装着の状況 装着することにより確認す バックルを装着できないこと又は装
る。 着した状態を保持できないこと。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 装置の取付ビス又はボルトに緩みが
する。 あること。

㈧ いすの折りたた 作動の状況 作動の状況を確認する。 いすの折りたたみ機構が折りたたま
み機構 れた状態又は開いた状態を保持しな

いこと。

損傷の状況 目視等により確認する。 構成部材の損傷、摩耗等によりいす
が水平な状態を保持できないこと。

三 ㈠ 乗り場の押しボ 押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等から手を離しても停止
タン等 の状況 しないこと。

乗
り ㈡ リモートコント 押しボタン等の取付 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
場 ロールスイッチ けの状況 する。
及
び 押しボタン等の作動 作動の状況を確認する。 押しボタン等が機能しないこと又は
階 の状況 かご操作ボタン等の停止機能が優先
段 されないこと。

㈢ ガイドレール及 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
びレールブラケ 等により確認する。
ット

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

十
六
十
六

十
七
十
七
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【別表第４ いす式階段昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈣ 折りたたみレー ジョイント部の状況 かごを昇降して確認する。 ジョイント部のすき間、段差又は芯
ル ずれにより、走行中に著しいかごの

乗 振動があること。
り
場 進入防止用安全スイ レールを折りたたんだ状態 進入防止用安全スイッチが作動しな
及 ッチの作動の状況 でかごを昇降し、進入防止 いこと。
び 用安全スイッチの作動の状
階 況を確認する。
段

進入防止用ストッパ 目視等及び触診により確認 進入防止用ストッパーの取付けが堅
ーの状況（機械式の する。 固でないこと。
ものに限る。）

㈤ 移動ケーブル及 移動ケーブルの軌跡 目視等により確認する。 移動ケーブルが他の機器若しくは突
びトロリー の状況 出物と接触し、損傷を受けるおそれ

があること又は損傷があること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブル及びトロリーの端部及
する。 び引止め部の取付けが確実でなく、

運行に支障が生ずるおそれがあるこ
と。

㈥ 充電装置 充電の状況 充電されることを確認す 充電されないこと。
る。

端子部の状況 触診により確認する。 端子部に緩みがあること。

接触子の状況 目視等により確認する。 接触子に変形、摩耗、錆又は腐食が
あること。

㈦ 耐震対策 ロープガード等の状 目視等及び触診により確認 令第129条の４第３項第四号の規定
況 し又は測定する。 に適合しないこと。

ガイドレールとのか 目視等により確認し又は測 令第129条の４第３項第三号の規定
かりの状況 定する。 に適合しないこと。

突出物の状況 目視等により確認する。 令第129条の７第五号の規定に適合
しないこと又は保護措置に係る部品
等に変形、損傷等があること。
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別表第５ エスカレーター

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 機械室内の状況 昇降機以外の設備等 目視等により確認する。 機械室内に昇降機と関係のない設備
の状況 等があること又は定期検査若しくは

機 定期点検に支障が生じていること。
械
室 汚損の状況 目視等により確認する。 機器の作動に影響を及ぼすおそれの

ある汚損があること。

㈡ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開
断器 閉することを確認する。

㈢ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
器、継 況を確認する。
電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
制御用 器の主接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ
基板 るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

ブレーキ用接触器の 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ

るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

㈣ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
ズ 定されたものと異なること。

㈤ 絶縁 電動機、制御器等の 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
回路の絶縁の状況 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300
（一次側と二次側が Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
電気的に分離され、 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
二次側の一方が接地 以上の絶縁抵抗がないこと。
され、他方にヒュー
ズが設けられてお
り、電圧が直流60Ｖ
又は交流25Ｖ以下で
ある回路を除く。）

㈥ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
いこと。

㈦ 電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

整流子の状況 無負荷運転し、目視等によ 著しい火花があること。
り火花を確認する。

ブラシの摩耗の状況 目視等により残存長さを確 ピグテールの金具から５㎜以内であ
認し又は測定する。 ること。

㈧ ブレーキ 油の付着の状況 目視等により確認する。 ドラム又はディスクのパッドのしゅ
う動面に制動力又は保持力に影響を
与えるおそれのある油の付着がある
こと。
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【別表第５ エスカレーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈧ ブレーキ パッドの厚さの状況 パッドの厚さを測定し、前 イ 次回の定期検査時又は定期点検
回の定期検査時又は定期点 時までにパッドが運行に支障が生

機 検時からのパッドの摩耗量 ずる厚さとなるおそれがあるた
械 を確認する。 め、是正が必要な状態にあること。
室

ロ パッドの厚さが運行に支障が生
ずるおそれがない最小の厚さの
1.2倍（電気制動式のものにあっ

ては、1.1倍）以下であって、重
点的に点検が必要な状態にあるこ
と。

パッドとドラム及び 目視等及び聴診により確認 走行中にパッドとドラム又はディス
ディスクとの接触の する。 クが接触していること。
状況（同心軸上にて
回転するパッドによ
り制動するものを除
く。）

ブレーキ制動時のプ 踏段を保持している状態に イ プランジャーが他の機器等と干
ランジャーの状況 おいて目視等により確認 渉していること又はプランジャー

し、ストロークを測定する。 のストロークが要是正となる基準
値から外れていること。

ロ プランジャーのストロークが要
重点点検となる基準値から外れて
いること。

ブレーキコイルの発 触診により確認する。 ブレーキコイルに異常な発熱がある
熱の状況 こと。

構成機器の作動の状 作動の状況を確認する。 作動時に異常音若しくは異常な振動
況 があること又は作動が円滑でないこ

と。

停止距離の状況 踏段の無積載上昇時に非常 平成12年建設省告示第1424号第三号
停止ボタンを押し、停止距 の規定に適合しないこと。
離を測定する。

㈨ 減速機 潤滑油の油量の状況 オイルゲージ等を目視等に 油量が適量でないこと。
より確認する。

潤滑油の劣化の状況 色及び不純物を目視等によ 著しい変色又は摩耗粉があること。
り確認する。

油漏れの状況 目視等により確認する。 オイルシールから著しい油漏れがあ
ること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認する｡ 異常な振動があること。

㈩ 駆動鎖（駆動鎖 駆動鎖の張りの状況 鎖を揺らし、その振幅を測 振幅が基準値から外れていること。
を設けたものに 定する。
限る。）

スプロケットと駆動 目視等及び聴診により確認 スプロケットと駆動鎖とのかみ合い
鎖とのかみ合いの状 する。 に異常があること。
況

駆動鎖の伸びの状況 駆動鎖の伸びを測定する。 イ 駆動鎖の伸びが要是正となる基
準値を超えていること。

ロ 駆動鎖の伸びが要重点点検とな
る基準値を超えていること。
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【別表第５ エスカレーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈩ 駆動鎖（駆動鎖 駆動スプロケットと 駆動スプロケットと従動ス イ 駆動スプロケットと従動スプロ
を設けたものに 従動スプロケットの プロケットの芯ずれを測定 ケットの芯ずれが要是正となる基

機 限る。） 芯ずれ し、又はスプロケットの歯 準値を超えていること又はスプロ
械 面を目視等により確認す ケットの歯面に傷若しくは欠損が
室 る。 あること。

ロ 駆動スプロケットと従動スプロ
ケットの芯ずれが要重点点検とな
る基準値を超えていること。

給油の状況 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。

踏段反転装置 反転歯車と踏段鎖と 目視等及び聴診により確認 反転歯車と踏段鎖とのかみ合いに異
のかみ合いの状況 する。 常があること。
（ベルトのものを除
く。）

反転装置の作動の状 目視等及び聴診により確認 踏段の反転が円滑でないこと。
況 する。

踏段鎖の張りの状況 目視等により確認する。 従動輪に著しい揺れがあること。
（ベルトのものを除
く。）

二 ㈠ ランディングプ 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
レート

昇
降 ㈡ くし板 欠損の状況 目視等により確認する。 くし歯が欠損していること。
口

㈢ くし板及び踏段 かみ合いの状況 目視等により確認する。 くし板と踏段とのかみ合いに異常が
のかみ合い あること。

㈣ インレットガー 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
ド する。

㈤ 昇降起動スイッ 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
チ

㈥ 警報及び運転休 作動の状況 作動の状況を確認する。 警報音が鳴動しないこと又は運転休
止スイッチ 止ができないこと。

㈦ 速度 踏段の上昇時及び下 無負荷運転時の踏段の速度 定格速度の110％を超えていること。
降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計により

測定する。

三 ㈠ ハンドレール駆 スプロケットと駆動 目視等及び聴診により確認 スプロケットと駆動鎖とのかみ合い
動装置 鎖とのかみあいの状 する。 に異常があること。

中 況
間
部 駆動鎖の給油の状況 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。

ハンドレール駆動装 目視等又は触診により確認 著しい摩耗があること。
置摺動部の摩耗の状 する。
況（挟圧式のものに
限る。）

ハンドレールの駆動 踏段の下降中に上部乗り場 イ ハンドレールが150Ｎ未満の力
力の状況 においてハンドレールを手 により停止すること。

で水平に引っ張ることによ
り確認し又はばね秤等を使 ロ 駆動輪、ローラー若しくはベル
用しハンドレールが停止す トにき裂、摩耗等があること又は
る力を測定するとともに、 異常音があること。
駆動装置の劣化の状況を目
視等及び聴診により確認す
る。

十
一
十
一
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【別表第５ エスカレーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈠ ハンドレール駆 ハンドレールと踏段 踏段の上昇及び下降中に踏 令第129条の12第１項第三号（速度
動装置 の同期の状況 段上でハンドレールをつか が途中で変化するエスカレーターに

中 み、踏段とハンドレールの あっては、特殊告示第２第三号ト）
間 同期を確認する。 の規定に適合しないこと。
部

㈡ ハンドレール 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

㈢ 内側板 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

㈣ 踏段 踏面とライザー面の 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
劣化の状況

ローラーゴムの劣化 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
の状況

㈤ 踏段レール又は 劣化及び振動の状況 目視等により確認し、踏段 著しい損傷若しくは腐食があること
ローラー 上での振動の有無を確認す 又は踏段上で異常な振動があるこ

る。 と。ただし、ローラーにあっては剥
離、損傷、ローラー締結部の緩み等
によりベルトの運行に支障が生ずる
おそれがあること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈥ 踏段鎖、ベルト 踏段鎖の給油の状況 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。
すき間

ベルトの劣化の状況 目視等により確認する。 剥離、摩耗、亀裂又はたるみがある
こと。

踏段相互のすき間 上水平部において最も大き イ 平成12年建設省告示第1417号第
い踏段相互のすき間を測定 １第二号（速度が途中で変化する
する。 エスカレーターにあっては、特殊

告示第２第三号ハ）の規定に適合
しないこと。

ロ 平成12年建設省告示第1417号第
１第二号（速度が途中で変化する
エスカレーターにあっては、特殊
告示第２第三号ハ）に定める基準

の0.95倍を超えていること。

㈦ スカートガード 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

踏段とスカートガー 全長にわたり目視等により 平成12年建設省告示第1417号第１第
ドのすき間 確認し又は測定する。 一号（速度が途中で変化するエスカ

レーターにあっては、特殊告示第２
第三号ロ）の規定に適合しないこと。

四 ㈠ インレットスイ 設置及び作動の状況 設置及び作動の状況を確認 平成12年建設省告示第1424号第二号
ッチ する。 ホの規定に適合しないこと又は作動

安 しないこと。
全
装 ㈡ 非常停止ボタン 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
置

㈢ スカートガード 設置及び作動の状況 設置の状況を目視等により 平成12年建設省告示第1424号第二号
スイッチ 確認し及びスイッチを作動 ニの規定に適合しないこと又は作動

させ、昇降機が停止するこ しないこと。
と又はスイッチを作動させ
た状態で昇降機が起動しな
いことを確認する。

㈣ 踏段鎖安全スイ 設置及び作動の状況 設置の状況を目視等により 平成12年建設省告示第1424号第二号
ッチ又はベルト 確認し及びスイッチを作動 イの規定に適合しないこと又は作動
安全スイッチ させ、昇降機が停止するこ しないこと。

と又はスイッチを作動させ
た状態で昇降機が起動しな
いことを確認する。
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【別表第５ エスカレーター】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈣ 踏段鎖安全スイ 可動部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこ
ッチ又はベルト する。 と。

安 安全スイッチ
全 ロ 給油すべき箇所の給油が不十分
装 であること。
置

㈤ 踏段浮上り検出 作動の状況 スイッチを作動させ、昇降 昇降機が停止することを確認する場
装置 機が停止すること又はスイ 合にあっては昇降機が停止しないこ

ッチを作動させた状態で昇 と、昇降機が起動しないことを確認
降機が起動しないことを確 する場合にあっては昇降機が起動す
認する。 ること。

可動部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこ
する。 と。

ロ 給油すべき箇所の給油が不十分
であること。

㈥ 駆動鎖切断時停 作動の状況 スイッチを作動させ、昇降 昇降機が停止することを確認する場
止装置 機が停止すること又はスイ 合にあっては昇降機が停止しないこ

ッチを作動させた状態で昇 と、昇降機が起動しないことを確認
降機が起動しないことを確 する場合にあっては昇降機が起動す
認する。 ること。

可動部の状況 目視等及び触診により確認 イ 可動部の動きが円滑でないこ
する。 と。

ロ 給油すべき箇所の給油が不十分
であること。

設定の状況 駆動鎖切断を検出したとき 設定されていないこと。
に停止機構が作動する設定
がなされていることを確認
する。

㈦ ハンドレール停 作動の状況 ハンドレール停止を検出す 平成12年建設省告示第1424号第二号
止検出装置 る信号を入力し、作動の状 ヘの規定に適合しないこと又は作動

況を確認する。 しないこと。

五 ㈠ 交差部固定保護 取付けの状況 目視等及び触診により確認 平成12年建設省告示第1417号第１第
板 し又は設置寸法を測定す 三号の規定に適合しないこと又は取

安 る。 付けが堅固でないこと。
全
対 破損の状況 目視等により確認する。 破損していること。
策

㈡ 転落防止柵、進 ハンドレールと転落 ハンドレールの外縁又は先 ハンドレールの外縁と転落防止柵と
入防止用仕切板 防止柵とのすき間 端から周囲500㎜以内の範 のすき間が160㎜未満であること又
及び誘導柵 囲を目視等により確認し又 は200㎜を超えていること。

は測定する。

ハンドレールと誘導 ハンドレールの外縁又は先 ハンドレールの外縁と誘導柵とのす
柵とのすき間 端から周囲500㎜以内の範 き間が160㎜未満であること。

囲を目視等により確認し又
は測定する。

外側板と進入防止用 ハンドレールの外縁又は先 外側板と進入防止用仕切板とのすき
仕切板とのすき間 端から周囲500㎜以内の範 間が110㎜を超えていること。

囲を目視等により確認し又
は測定する。

ハンドレールから仕 ハンドレールの外縁又は先 ハンドレールの下面から仕切板まで
切板までの距離 端から周囲500㎜以内の範 の距離が25㎜未満であること。

囲を目視等により確認し又
は測定する。

261



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第５ エスカレーター】
(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈡ 転落防止柵、進 取付けの状況 ハンドレールの外縁又は先 取付けが堅固でないこと。
入防止用仕切板 端から周囲500㎜以内の範

安 及び誘導柵 囲を目視等及び触診により
全 確認する。
対
策 破損の状況 ハンドレールの外縁又は先 破損していること。

端から周囲500㎜以内の範
囲を目視等により確認す
る。

㈢ 落下物防止網 破損の状況 ハンドレールの外縁又は先 破損していること。
端から周囲500㎜以内の範
囲を目視等により確認す
る。

㈣ 踏段上直部の障 障害物の状況 目視等により確認し又は測 踏段から鉛直距離2,100㎜以内に障
害物 定する。 害物があること。

㈤ 交差部可動警告 取付けの状況 目視等及び触診により確認 平成12年建設省告示第1417号第建1
板 し又は設置寸法を測定す 第四号の規定に適合しないこと又は

る。 取付けが堅固でないこと。

破損の状況 目視等により確認する。 破損していること。

㈥ 踏段面注意標識 標識の状況 目視等により確認する。 標識が鮮明でないこと。

㈦ 登り防止用仕切 設置の状況 目視等により確認し又は測 ハンドレールの下面から仕切板まで
板 定する。 の距離が25㎜未満であること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

破損の状況 目視等により確認する。 破損していること。

㈧ 防火区画を形成 設置及び連動停止の 設置の状況を目視等により 平成12年建設省告示第1424号第二号
するシャッター 作動の状況 確認し並びにシャッター及 ハの規定に適合しないこと又は作動
又は戸との連動 び戸の閉鎖を検出する信号 しないこと。
停止装置（連動 を入力し、作動の状況を確
停止装置が必要 認する。
なものに限る。）

六 ㈠ 車いす搬送用踏 車いすを搬送する運 目視等により確認する。 踏面が同一水平でないこと又は車止
段（車いす搬送 転の状況 めに異常があること。

そ 用踏段が必要な
の ものに限る。）
他
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別表第６ 小荷物専用昇降機

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 機械室への経路 機械室への経路の状 目視等により確認する。 機械室への経路が確保されていない
及び点検口の戸 況 こと。

機
械 点検口の戸の設置及 設置の状況を目視等により 戸がないこと、戸が破損しているこ
室 び施錠の状況 確認し、施錠の状況を戸を と又は解錠若しくは施錠ができない

解錠及び施錠して確認す こと。
る。

㈡ 制御器 開閉器 作動の状況 手動により遮断操作及び投 電気的に開閉しないこと。
及び遮 入操作を行い、電気的に開
断器 閉することを確認する。

㈢ 接 触 作動の状況 昇降機を運転し、作動の状 昇降機が正常に作動しないこと。
器、継 況を確認する。
電器及
び運転 電動機主回路用接触 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
制御用 器の主接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ
基板 るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

ブレーキ用接触器の 目視等により確認し、交換 イ 著しい摩耗があること又は交換
接点の状況 基準に従って交換されてい 基準に従って交換されていないこ

るか確認する。 と。

ロ 変形があること。

㈣ ヒュー 設置の状況 目視等により確認する。 ヒューズの溶断電流が制御器等で指
ズ 定されたものと異なること。

㈤ 絶縁 電動機、制御器等の 絶縁抵抗計等により測定す 回路の電圧が300Ｖを超えるものに
回路の絶縁の状況 る。 あっては0.4ＭΩ、150Ｖを超え300
（一次側と二次側が Ｖ以下のものにあっては0.2ＭΩ、
電気的に分離され、 150Ｖ以下のものにあっては0.1ＭΩ
二次側の一方が接地 以上の絶縁抵抗がないこと。
され、他方にヒュー
ズが設けられてお
り、電圧が直流60Ｖ
又は交流25Ｖ以下で
ある回路を除く。）

㈥ 接地 接地の状況 触診により確認する。 接地線が接地端子に緊結されていな
いこと。

㈦ 巻上機 減速歯 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
車

振動の状況 聴診及び触診により確認す 異常な振動があること。
る。

潤滑油の油量の状況 オイルゲージ等を目視等に 油量が適量でないこと。
より確認する。

潤滑油の劣化の状況 色及び不純物を目視等によ 著しい変色又は摩耗粉があること。
り確認する。

263



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈦ 巻上機 減速歯 油漏れの状況 目視等により確認する。 オイルシールから著しい油漏れがあ
車 ること。

機
械 発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。
室

㈧ 綱車又 綱車と主索のかかり 主索及び溝の摩耗の状況を 溝と主索のすき間若しくは綱車外周
は巻胴 の状況（巻胴式のも 目視等により確認し又は溝 からの主索の出張りが十分でなく運

のを除く。） と主索のすき間若しくは綱 行に支障が生ずるおそれがあるこ
車外周からの主索の出張り と、無積載のかごを低速で上昇させ
を測定し、主索と綱車が滑 て最上階付近において停止させたと
らないことを確認する。 きに主索と綱車に著しい滑りが生じ

ていること若しくはＵ溝を除く溝で
主索が底当たりしていること又は複
数ある溝間に著しい摩耗差があるこ
と。

回転の状況 振動を触診及び聴診により 回転時に異常音又は異常な振動があ
確認する。 ること。

欠損及びき裂の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

㈨ 軸受 発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

㈩ ブレー 油の付着の状況 目視等により確認する。 ドラム又はディスクのパッドのしゅ
キ う動面に制動力又は保持力に影響を

与えるおそれのある油の付着がある
こと。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと又は可動部
する。 の給油が不十分であること。

パッドの厚さの状況 パッドの厚さを測定し、前 イ 次回の定期検査時又は定期点検
回の定期検査時又は定期点 時までにパッドが運行に支障が生
検時からのパッドの摩耗量 ずる厚さとなるおそれがあるた
を確認する。 め、是正が必要な状態にあること。

ロ パッドの厚さが運行に支障が生
ずるおそれがない最小の厚さの1.
2倍（電気制動式のものにあって
は､1.1倍）以下であって、重点的
な点検が必要な状態にあること。

パッドとドラム及び 目視等及び聴診により確認 走行中にパッドとドラム又はディス
ディスクとの接触の する。 クが接触していること。
状況（同心軸上にて
回転するパッドによ
り制動するものを除
く。）

ブレーキ制動時のプ かごを保持している状態に プランジャーが他の機器等と干渉し
ランジャーの状況 おいて目視等又は触診によ ていること又はプランジャーの余裕

り確認する。 ストロークがないこと。

ブレーキコイルの発 触診により確認する。 ブレーキコイルに異常な発熱がある
熱の状況 こと。

構成機器の作動の状 作動の状況を確認する。 作動時に異常音若しくは異常な振動
況 があること又は作動が円滑でないこ

と。
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【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈩ 巻上機 ブレー 作動時の状況(電気 ブレーキ制動時の状態を目 電気制動により停止速度に達する前
キ 制動式のものに限 視等及び聴診により確認す にパッドとドラムがしゅう動してい

機 る。） る。 ること。
械
室 制動力の状況 かごの無積載上昇時（巻胴 ブレーキが作動しないこと又はかご

式にあってはかごの無積載 が停止しないこと。
下降時）にブレーキの制動
を確認する。

そらせ車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

電動機 音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

発熱の状況 触診により確認する。 異常な発熱があること。

振動の状況 触診及び聴診により確認す 異常な振動があること。
る。

主索の緩み検出 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
装置 する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

主索の巻過ぎ検 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
出装置 する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 作動しないこと。

作動の位置 作動したときのかごと緩衝器 かごが緩衝器等に接する前に作動し
等とのすき間及びロープの ないこと又はロープの巻き溝がなく
巻き溝の状況を確認する。 なる前に作動しないこと。

速度 かごの上昇時及び下 無負荷運転時のかごの速度 定格速度の125％を超えていること。
降時の速度の状況 を瞬間式回転速度計により

測定する。

二 ㈠ かごの壁又は囲 かごの構造及び設置 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支
い、天井及び床 の状況 障が生じていること。

か
ご 可燃物の状況 目視等により確認する。 難燃材料を使用していないこと。
室

㈡ 積載量の標識 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 設置されていないこと又は表示に誤
する。 りがあること。

㈢ 搭乗禁止の標識 設置の状況 目視等により確認する。 設置されていないこと。

㈣ かごの戸 戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

三 ㈠ 主索 径の状況 出し入れする頻度の最も高 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
い階から加速終了位置又は 綱車にかからない部分の直径と比

最 減速開始位置から当該階の 較して90％未満であること。
上 間にかごがある場合に主索
階 が綱車にかかる箇所、綱車 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径が
出 による曲げ回数が多い箇所 綱車にかからない部分の直径と比
し 等における最も摩耗の進ん 較して92％未満であること。
入 だ部分の直径及び綱車にか
れ からない部分の直径を測定
口 する。

十
二
十
二

十
三
十
三

十
四
十
四

十
一
十
一

十
五
十
五
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【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈠ 主索 素線切れの状況 出し入れする頻度の最も高 イ 素線切れ要是正判定基準のいず
い階から加速終了位置又は れかに該当すること。

最 減速開始位置から当該階の
上 間にかごがある場合に主索 ロ 素線切れ要重点点検判定基準の
階 が綱車にかかる箇所、綱車 いずれかに該当すること。
出 による曲げ回数が多い箇
し 所、傷のある箇所等を目視
入 等により確認し、最も摩損
れ の進んだ部分については重
口 点的に目視等により確認す

る。

錆及び錆びた摩耗粉 全長の錆及び錆びた摩耗粉 イ 錆及び錆びた摩耗粉要是正判定
の状況 の固着の状況を目視等によ 基準のいずれかに該当すること。

り確認し、錆びた摩耗粉に
より谷部が赤錆色に見える ロ 錆及び錆びた摩耗粉要重点点検
箇所がある場合にあって 判定基準に該当すること。
は、錆びた摩耗粉により谷
部が赤錆色に見える部分の
直径及び綱車にかからない
部分の直径を測定するとと
もに、当該箇所を重点的に
目視等により確認する。

損傷及び変形の状況 全長を目視等により確認す 著しい損傷又は変形があること。
る。

㈡ 主索の張り 張りの状況 触診により主索の張りが均 著しい不均等があること。
等であることを確認する。

㈢ 主索の取付部 昇降路の横架材並び 目視等及び触診により確認 ダブルナットにあってはナット間に
にかご及び釣合おも する。 緩みがあり、割ピンにあってはピン
りにおける止め金具 に欠損、曲げ不足等があり、その他
の取付けの状況 の方法にあっては取付けが確実でな

いこと。

主索の端部における 目視等及び触診により確認 取付けが確実でないこと。
止め金具の取付けの する。
状況

止め金具及びその取 目視等により確認する。 止め金具又はその取付部に損傷があ
付部の損傷の状況 ること。

㈣ 上部リミット 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動時にかごが上昇すること。
（強制停止）ス
イッチ 作動の位置 作動の位置を確認する。 かごが最上階を行き過ぎても停止せ

ず、昇降路の頂部に衝突すること又
は衝突するおそれがあること。

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

㈤ かごのガイドシ 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
ュー等 等により確認する。

摩損の状況 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
り確認する。 運行に支障をきたしていること。

㈥ かご吊り車 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。

取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。
等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。
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【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈠ 昇降路における 昇降路の構造及び設 目視等により確認する。 き裂若しくは漏水により運行に支障
壁又は囲い 置の状況 が生じていること、ガラスの欠損若

各 しくはひび割れがあること又は使用
階 できない部材があること。
出
し 可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の13第二号の規定に適合
入 しないこと。
れ
口 ㈡ 出し入れ口の戸 戸及び出し入れ口枠 目視等により確認する。 変形、摩耗、腐食等により運行に支

及び出し入れ口 の構造及び設置の状 障が生じていること、ガラスの欠損
枠 況 若しくはひび割れがあること又は使

用できない部材があること。

戸相互及び戸と出し 目視等により確認し又は測 平成20年国土交通省告示第1446号第
入れ口枠とのすき間 定する。 七号の規定に適合しないこと。
の状況

敷居とドアシューの 目視等により確認する。 敷居又はドアシューに著しい摩耗が
摩耗の状況 あること。

ドアシューのかかり 目視等により確認し又は測 引き戸にあっては敷居溝とドアシュ
の状況 定する。 ーのかかりが６㎜未満であること、

上げ戸、下げ戸又は上下戸にあって
はこれらを片側に寄せたときにおい
て、容易にドアシューが外れること。

戸の可燃物の状況 目視等により確認する。 令第129条の13第二号の規定に適合
しないこと。

戸の開閉の状況 目視等及び触診により確認 戸の開閉が円滑でないこと。
する。

連結ロープ及びドア 目視等及び触診により確認 変形、摩耗、錆、腐食、素線切れ等
クローザーロープの する。 により、運行に支障が生じているこ
状況 と。

㈢ 操作ボタン及び 作動の状況 作動の状況を確認する。 操作ボタン又は信号装置が機能しな
信号装置 いこと又は操作が円滑に行えないこ

と。

㈣ 走行停止ボタン 設置及び作動の状況 かごの走行中にボタン等を 設置されていないこと又は作動せず
又はスイッチ 押して確認する。 かごが停止しないこと。

㈤ ドアスイッチ 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 令第129条の13第三号の規定に適合
しないこと又は全閉位置から30㎜を
超えるすき間があり、戸が開いた状
態においてかごが走行すること。

㈥ ドアロック 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 令第129条の13第四号の規定に適合
しないこと。

劣化の状況 目視等により確認する。 イ 著しい損傷又は腐食があるこ
と。

ロ 変形があること。

㈦ 戸開放防止警報 作動の状況 作動の状況を確認する。 戸を開放した後、３分以上経過して
装置 も作動しないこと。
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【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈧ 二方向同時開放 作動の状況 作動の状況を確認する。 二方向の戸が同時開放されたときに
警告装置 作動しないこと。

各
階 ㈨ 積載量の標識 設置及び表示の状況 設置及び表示の状況を確認 設置されていないこと又は表示に誤
出 する。 りがあること。
し
入 ㈩ 搭乗禁止の標識 設置の状況 目視等により確認する。 設置されていないこと。
れ
口 ガイドレール及 取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。

びレールブラケ 等により確認する。
ット

劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

五 ㈠ 下部リミット 作動の状況 作動の状況を確認する。 作動時にかごが下降すること。
（強制停止）ス

最 イッチ 作動の位置 作動の位置を確認する。 かごが最下階を行き過ぎても停止せ
下 ず、ピット床に衝突すること又は衝
階 突するおそれがあること。
出
し 取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
入 する。
れ
口 ㈡ ピット床 汚損及び防水の状況 目視等により確認する。 汚損又は防水不良があり運行に支障

が生じていること。

冠水の状況 目視等により確認する。 機器に影響を及ぼす冠水があること。

ピット内機器の状況 目視等及び触診により確認 著しい損傷又は腐食があること。
する。

㈢ 釣合おもり底部 すき間の状況 ピット床又は緩衝器と釣合 かごが最上階に停止させたときにす
すき間 おもり底部のすき間を目視 き間がないこと。

等により確認する。

㈣ 釣合おもりの各 取付けの状況 目視等及び触診により確認 おもり片の落下等のおそれがあるこ
部 する。 と又は取付けが確実でなく運行に支

障が生じていること。

ガイドシュー等の摩 目視等、聴診及び触診によ しゅう動部又は回転部の摩耗により
耗の状況 り確認する。 運行に支障が生じていること。

㈤ 釣合おもりの吊 外観の状況 目視等により確認する。 欠損又はき裂があること。
つ

り車
取付けの状況 テストハンマーによる打検 ナットに緩みがあること。

等により確認する。

音の状況 聴診により確認する。 異常音があること。

㈥ 移動ケーブル及 移動ケーブルの損傷 目視等により確認する。 損傷していること。
び取付部 の状況

取付けの状況 目視等及び触診により確認 移動ケーブルの端部及び引止め部の
する。 取付けが確実でなく、運行に支障が

生ずるおそれがあること。

㈦ かご非常止め装 機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
置

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 非常止め装置が作動しないこと。

復帰時の状況 目視等により確認する。 非常止め装置とガイドレールが接触
していること。

十
一
十
一
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【別表第６ 小荷物専用昇降機】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

㈧ 釣合おもり非常 機構部の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。
止め装置

取付けの状況 目視等及び触診により確認 取付けが堅固でないこと。
する。

作動の状況 作動の状況を確認する。 非常止め装置が作動しないこと。

復帰時の状況 目視等により確認する。 非常止め装置とガイドレールが接触
していること。
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【 ロープ式エレベーター 】

別記第一号（Ａ４）
検査結果表

（第１第１項第１号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格
番号

1 機械室（機械室を有しないエレベーターにあっては、共通）

(1) 機械室への通路及び出入口の戸

(2) 機械室内の状況並びに照明装置及び換気設備等

(3) 機械室の床の貫通部

(4) 救出装置

(5) 開閉器及び遮断器

電動機主回路用接触器の主接点
主接点を目視等により確認 適 ・ 否 ・ 確認不可
フェールセーフ設計

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準

（ ） 最終交換日
ロ．やむを得ない事情により、

検査者が設定する交換基準 年 月 日
接触器、継電 （ ）

(6) 制御器 器及び運転制
御用基板 ブレーキ用接触器の接点

接点を目視等により確認 適 ・ 否 ・ 確認不可
フェールセーフ設計

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準

（ ） 最終交換日
ロ．やむを得ない事情により、

検査者が設定する交換基準 年 月 日
（ ）

(7) ヒューズ

絶縁 電動発電機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ
電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ

(8) 制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(9) 接地

(10) 階床選択機

(11) 減速歯車

綱車と主索のかかり
イ．製造者が指定する要是正となる基準値

（ ㎜）
(12) 綱車又は巻胴 ロ. やむを得ない事情により、検査者が設定する

㎜

要是正となる基準値（ ㎜）
ハ．綱車と主索の滑り等により判定 適 ・ 否

複数の溝間の摩耗差の状況 適 ・ 否

(13) 軸受

しゅう動面への油の付着の状況 適 ・ 否巻上機
保持力
イ．ブレーキをかけた状態において、トルク

レンチにより確認 適 ・ 否
ロ．ブレーキをかけた状態において、電動機

にトルクをかけ確認
ハ．かごに荷重を加え、かごの位置を確認

(14) ブレーキ
パッドの厚さ
イ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値（ ㎜) 右 ㎜
要是正となる基準値 （ ㎜）

ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定する 左 ㎜
要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値 （ ㎜）

プランジャーストローク
イ．構造上対象外
ロ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値（ ㎜) ㎜
要是正となる基準値 （ ㎜)

ハ．やむを得ない事情により、検査者が設定する
要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値 （ ㎜）
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【 ロープ式エレベーター 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格
番号

(15) そらせ車

(16) 電動機

(17) 電動発電機

(18) 駆動装置等の耐震対策

上昇 m/min
(19) 速度 定格速度（ m/min）

下降 m/min

2 共通

かご側調速 過速スイッチの作動速度 （定格速度の ％） m/min
(1)

機 キャッチの作動速度 （定格速度の ％） m/min

釣合おもり
(2) キャッチの作動速度（かご側キャッチの作動速度の ％） m/min

側調速機

径の状況
最も摩耗した主索の番号（ ）
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％

素線切れ １よりピッチ内の
主索 最も摩損した主索の番号 （ ） 素線切れ数 本

該当する素線切れ判定基準（ ） １構成より１ピッ
素線切れが生じた部分の断面積の割合 チ内の最大の素線

70％超・70％以下 切れ数 本

(3) 主索又は鎖 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分 ％
（ あり ・ なし ）

谷部が赤錆色に見える主索の番号（ ） １構成より１ピッ
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） チ内の最大の素線
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ） 切れ数 本

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ） 要是正の主索の番号（ ）

摩耗 最も摩耗した鎖の番号（ ）
伸び ％鎖 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）

鎖本数 （ 本）
要重点点検の鎖の番号（ ） 要是正の鎖の番号（ ）

(4) 主索又は鎖の張り

(5) 主索又は鎖及び調速機ロープの取付部

(6) 主索又は鎖の緩み検出装置

(7) 主索又は鎖の巻過ぎ検出装置

(8) はかり装置

(9) 戸開走行保護装置

(10) 地震時等管制運転装置

(11) 降下防止装置

(12) 換気設備等

(13) 制御盤扉

3 かご室

(1) かごの壁又は囲い、天井及び床

(2) かごの戸及び敷居

(3) かごの戸のスイッチ

(4) 床合わせ補正装置及び着床装置

(5) 車止め、光電装置等

(6) かご操作盤及び表示器

(7) 操縦機

(8) 外部への連絡装置

(9) かご内の停止スイッチ

(10) 用途、積載量及び最大定員の標識

(11) かごの照明装置

(12) 停電灯装置

(13) かごの床先

4 かご上

(1) かご上の停止スイッチ

(2) 頂部安全距離確保スイッチ

(3) 上部ファイナルリミットスイッチ及びリミット（強制停止）スイッチ

(4) 上部緩衝器又は上部緩衝材

(5) 頂部綱車
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【 ロープ式エレベーター 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格
番号

径の状況
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％

素線切れ
(6) 調速機ロープ 該当する素線切れ判定基準 （ ）

素線切れが生じた部分の断面積の割合 70％超 ・ 70％以下

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分
（ あり ・ なし ）

直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ）

(7) かごの非常救出口

(8) かごのガイドシュー等

(9) かご吊り車
つ

(10) ガイドレール及びレールブラケット

(11) 施錠装置

(12) 昇降路における壁又は囲い

(13) 乗り場の戸及び敷居

(14) 昇降路内の耐震対策

(15) 移動ケーブル及び取付部

(16) 釣合おもりの各部

形式 早ぎき式・次第ぎき式・スラックロープ式

作動の状況
イ．無積載の状態において非常止め作動時にブレーキを開放して確認

(17) 釣合おもり非常止め装置 ロ．非常止め作動時に綱車が空転することを確認又は空転検知を示す発
光ダイオード、信号等により確認

ハ．非常止め作動時にかごを持ち上げ、主索の緩みを確認
ニ．スラック式にあっては、主索又は鎖を緩めた後に釣合おもりが動か

ず、主索又は鎖が緩んだままであることを確認

(18) 釣合おもりの吊り車

(19) かごの戸の開閉機構

(20) かごの枠

5 乗り場

(1) 押しボタン等及び表示器

(2) 非常解錠装置

(3) 乗り場の戸の遮煙構造

(4) 昇降路の壁又は囲いの一部を有しない部分の構造

(5) 制御盤扉

6 ピット

(1) 保守用停止スイッチ

(2) 底部安全距離確保スイッチ

(3) 下部ファイナルリミットスイッチ及びリミット（強制停止）スイッチ

(4) 緩衝器及び緩衝材 形式 ばね式 ・ 油入式 ・ 緩衝材

劣化の状況 適 ・ 否

作動の状況（油入式のものに限る。） 適 ・ 否

油量の状況（油入式のものに限る。） 適 ・ 否

(5) 張り車

(6) ピット床

形式 早ぎき式・次第ぎき式・スラックロープ式

作動の状況
イ．釣合おもりよりかごが重い状態において非常止め作動時にブレーキ

(7) かご非常止め装置 を開放して確認
ロ．非常止め作動時に綱車が空転することを確認又は空転検知を示す発

光ダイオード、信号等により確認
ハ．非常止め作動時に釣合おもりを持ち上げ、主索の緩みを確認
ニ．スラック式にあっては、主索を緩めた後にかごが動かず、主索が緩

んだままであることを確認

(8) かご下綱車

(9) 釣合ロープ又は釣合鎖の取付部

緩衝器形式 ばね式・油入式・緩衝材
(10) 釣合おもり底部すき間 制御方式 交流1(2)段制御・その他 ㎜

前回の定期検査時（ ㎜）

(11) 移動ケーブル及び取付部

(12) ピット内の耐震対策

(13) 駆動装置の主索保護カバー

(14) かごの枠

7 非常用エレベーター

(1) かご呼び戻し装置

(2) 一次消防運転
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【 ロープ式エレベーター 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格
番号

(3) 二次消防運転 二次消防運転時の速度 m/min

(4) 予備電源切替え回路

(5) その他

8 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予
番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等

定)年月

（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号

の４様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該昇降機の検査を行った検

査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象のエレベーターに適用されないことが明らかなものについては、その

「検査結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第１(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第１(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分か

れている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第１(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合

において、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する

場合に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ １(6)「接触器、継電器及び運転制御用基板」の「電動機主回路用接触器の主接点」及び「ブレーキ用接触器の接

点」には、接点を目視等により確認し、別表第１（に）欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当す

る場合は「否」を○で選択してください。部品を分解しなければ目視等で確認することができない場合等でやむを

得ず目視等により確認できない場合は「確認不可」を○で選択してください。また、フェールセーフ設計とは、接

点に溶着等の不具合が生じた場合でも、運行指令と接点からの信号又はブレーキの作動状態等との不整合を検知す

るなどし、自動的にかごを制止させる設計をいい、これに該当する場合は「該当する」を、該当しない場合は「該

当しない」を○で選択してください。さらに、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する交換基準を記

入し、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。ただし、製造

者の倒産等により製造者が指定する交換基準を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する交

換基準により判定した場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄にその交換基準を記入し、右欄に最終交換日及び

その他の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。なお、フェールセーフ設計である場合は、

必ずしも交換基準を定める必要はありませんが、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はそ

の事項を記入してください。

⑫ １(8)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してく

ださい。
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⑬ １(12)「綱車又は巻胴」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要是正となる基準値を記入

し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が指定する基準値を知

り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、「ロ.」を○で選択し

た上で、左欄に要是正となる基準値を記入してください。また、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。

綱車と主索の滑り等により判定した場合は、「ハ.」を○で選択した上で、別表第１（に）欄に掲げる判定基準に該

当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。加えて、複数の溝間の摩耗差の状況に

より判定し、別表第１（に）欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択

してください。

⑭ １(14)「ブレーキ」の「しゅう動面への油の付着の状況」には、別表第１(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場

合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

⑮ １(14)「ブレーキ」の「保持力」には、該当する検査方法を選択し、「イ.」から「ハ.」のうち該当するものを○

で選択した上で、別表第１（に）欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で

選択してください。

⑯ １(14)「ブレーキ」の「パッドの厚さ」には、「イ．」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要重点点検

及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等によ

り製造者が指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定し

た場合は、「ロ．」を○で選択した上で、左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定し

た寸法を記入してください。

⑰ １(14)「ブレーキ」の「プランジャーストローク」には、「イ．」又は「ロ．」のうち該当するものを○で選択して

ください。「ロ．」を○で選択した場合は左欄に製造者が指定する要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右

欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が指定する基準値を知り得な

い場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、「ハ．」を○で選択した上で、

左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。

⑱ １(19)「速度」には、定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速度を記入してく

ださい。

⑲ ２(1)「かご側調速機」及び２(2)「釣合おもり側調速機」には、右欄には検査の測定値を記入し、左欄には、かご

側調速機にあっては、作動速度の測定値の定格速度に対する割合、釣合おもり側調速機にあっては、作動速度の測

定値のかご側キャッチ作動速度に対する割合を記入してください。

⑳ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「径の状況」には、最も摩耗した主索の番号を記入するとともに、最も摩耗が

進んだ部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、右欄に最も摩

耗が進んだ部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記入してください。

㉑ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「素線切れ」には、最も摩損した主索の番号を記入するとともに、該当する素

線切れ判定基準及び素線切れが生じた部分の断面積の割合を記入し、該当するものを○で選択してください。「１よ

りピッチ内の素線切れ数」には、最も素線切れが多い１ピッチ内の素線切れ数を記入してください。「１構成より１

ピッチ内の最大の素線切れ数」には、１ピッチ内で最も素線切れが多い１構成よりの素線切れ数を記入してください。

なお、「素線切れ判定基準」には、以下の表１に従って素線切れ判定基準の記号を記入してください。

表１ 素線切れ判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること。
a 素線切れの判定記号
１ 素線切れが平均的に分布する場合
２ 素線切れが特定の部分に集中している場合
３ 素線切れが生じた部分の断面積の摩損がない部分の断面積に対する割合が７０％以下である場合
４ 谷部で素線切れが生じている場合
b 判定結果の記号
イ 要是正判定の場合
ロ 要重点点検判定の場合
ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞
素線切れが平均的に分布する場合で、判定が要是正であった場合

該当する素線切れ判定基準（１－イ）
指摘事項がない場合

該当する素線切れ判定基準（ ハ ）

㉒ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分」には、錆びた摩耗粉により
谷部が赤錆色に見える部分がない場合は「なし」を、ある場合は「あり」を○で選択してください。「あり」を○で選
択した場合は、その主索の番号及び該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準を記入するとともに、錆びた摩耗粉に
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より谷部が赤錆色に見える部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、

右欄に錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合及び谷部が

赤錆色に見える主索の１構成より１ピッチ内の最大の素線切れ数を記入してください。なお、「錆及び錆びた摩耗粉

判定基準」には、以下の表２に従って錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号を記入してください。

表２ 錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること
a 錆及び錆びた摩耗粉の判定記号
１ 錆びた摩耗粉が多量に付着している場合
２ 点状の腐食が多数生じている場合
３ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の錆が無い部分の直径に対する割合が

94%未満である場合
４ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分がある場合

b 判定結果の記号
イ 要是正判定の場合
ロ 要重点点検判定の場合
ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞
錆びた摩耗粉が多量に付着している場合で、判定が要是正であった場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（１－イ）
指摘事項がない場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ハ ）

㉓ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「主索本数」には、主索の本数を記入してください。また、「要重点点検の主

索」及び「要是正の主索」には、それぞれ該当するすべての主索番号を記入してください。

㉔ ２(3)「主索又は鎖」の「鎖」の「伸び」には最も摩耗した鎖の番号を記入するとともに、「測定長さ」には、そ

の鎖の最も摩耗した部分の長さを、「基準長さ」には、鎖車にかからない部分で摩耗していない鎖の長さを記入して

ください。また、右欄に現在の長さの基準長さに対する伸び率を記入してください。

㉕ ２(3)「主索又は鎖」の「鎖」の「鎖本数」には、鎖の本数を記入してください。また、「要重点点検の鎖」及び

「要是正の鎖」は、それぞれ該当するすべての鎖番号を記入してください。

㉖ ４(6)「調速機ロープ」には、素線切れ数を記入することを除き、⑳から㉒までに準じて記入してください。

㉗ ４(17)「釣合おもり非常止め装置」及び６（７）「かご非常止め装置」の「形式」には、該当するものを○で選択
してください。また、「作動の状況」には、該当する確認方法を選択し、「イ．」から「ニ．」のうち該当するものを○
で選択してください。

㉘ ６(4)「緩衝器及び緩衝材」の「形式」には、該当するものを○で選択してください。また、「劣化の状況」、「作

動の状況」及び「油量の状況」には、別表第１(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場

合は「否」を○で選択してください。

㉙ ６(10)「釣合おもり底部すき間」には、該当する緩衝器形式及び制御方式を○で選択した上で、前回の定期検査時

の値を（ ㎜）に記入してください。なお、初回の定期検査の場合又は前回の定期検査時の値が確認できない場合

は、（ ㎜）内に「－」を記入してください。

㉚ ７(3)「二次消防運転」には、二次消防運転時の速度の測定結果を右欄に記入してください。

㉛ ８「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する

図書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

㉜ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場

合は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入

し、改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してくださ

い。

㉝ ２(3)「主索又は鎖」において最も摩耗した主索又は鎖として掲げたもの、最も摩損した主索として掲げたもの及

び錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える主索として掲げたものに関する写真並びにブレーキパッドの状況に関

する写真をそれぞれ別添１様式に従い添付してください。ただし、同一の写真を添付することとなる場合は、一枚

添付すれば足ります。また、主索又は鎖及びブレーキパッドを除く要是正又は要重点点検とされた検査事項（既存

不適格の場合を除く。）における要是正又は要重点点検とされた部分の写真を別添２様式に従い添付してください。
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別記第二号（Ａ４） 【 油圧エレベーター 】

検査結果表
（第１第１項第２号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

1 機械室（機械室を有しないエレベーターにあっては、共通）

(1) 機械室への通路及び出入口の戸

(2) 機械室内の状況並びに照明装置及び換気設備等

(3) 救出装置

(4) 開閉器及び遮断器

電動機主回路用接触器の主接点
主接点を目視等により確認 適 ・ 否 ・ 確認不可
フェールセーフ設計

(5) 制御器 接触器、継電 （該当する・該当しない）
器及び運転制 交換基準
御用基板 イ．製造者が指定する交換基準

（ ） 最終交換日
ロ．やむを得ない事情により、

検査者が設定する交換基準 年 月 日
（ ）

(6) ヒューズ

絶縁 電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ
制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ

(7)
制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(8) 接地

(9) 空転防止装置

(10) 階床選択機

(11) 電動機及びポンプ

(12) 圧力計

常用圧力銘板値（ ＭPa） 常用圧力の
(13) 安全弁

油圧パワー 作動圧力測定値（ ＭPa） ％
ユニット

(14) 逆止弁

(15) 流量制御弁

(16) 油タンク及び圧力配管

(17) 作動油温度抑制装置

(18) ストップバルブ

(19) 高圧ゴムホース

(20) 駆動装置等の耐震対策

2 共通

(1) 圧力配管

過速スイッチの作動速度（定格速度の ％） m/min
(2) 調速機

キャッチ作動速度 （定格速度の ％） m/min

径の状況
最も摩耗した主索の番号（ ）
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％

素線切れ １よりピッチ内の

最も摩損した主索の番号（ ） 素線切れ数 本

該当する素線切れ判定基準（ ） １構成より１ピッ
素線切れが生じた部分の断面積の割合 チ内の最大の素線

(3) 主索又は鎖 主索 70％超・70％以下 切れ数 本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分 ％
（ あり ・ なし ）

谷部が赤錆色に見える主索の番号（ ） １構成より１ピッ
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） チ内の最大の素線
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ） 切れ数 本

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ） 要是正の主索の番号（ ）

摩耗 最も摩耗した鎖の番号（ ）
伸び ％鎖 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）

鎖本数 （ 本）
要重点点検の鎖の番号（ ） 要是正の鎖の番号（ ）

(4) 主索又は鎖の張り

(5) 主索又は鎖及び調速機ロープの取付部

(6) 主索又は鎖の緩み検出装置

(7) はかり装置

(8) プランジャー

(9) プランジャーストッパー
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【 油圧エレベーター 】

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

(10) シリンダー

(11) 防火区画貫通部

速度
定格速度（上昇）（ m/min） 上昇 m/min

(12)
定格速度（下降）（ m/min） 下降 m/min

(13) 戸開走行保護装置

(14) 地震時等管制運転装置

(15) 降下防止装置

(16) 換気設備等

(17) 制御盤扉

3 かご室

(1) かごの壁又は囲い、天井及び床

(2) かごの戸及び敷居

(3) かごの戸のスイッチ

(4) 戸開き状態において作動する予圧装置

床合わせ補正装置及び着床装置
(5)

（戸開き状態において作動する再床合わせ装置： 有 ・ 無 ）

(6) ドアゾーン行き過ぎ制限装置

(7) 車止め、光電装置等

(8) かご操作盤及び表示器

(9) 外部への連絡装置

(10) かご内の停止スイッチ

(11) 用途、積載量及び最大定員の標識

(12) かごの照明装置

(13) 停電灯装置

(14) かごの床先

4 かご上

(1) かご上の停止スイッチ

(2) 頂部安全距離確保スイッチ

(3) 上部リミット（強制停止）スイッチ

(4) プランジャーリミットスイッチ

(5) プランジャーストッパーで停止したときのかごの頂部すき間 ㎜

(6) 頂部綱車

(7) プランジャー頂部綱車及び鎖車

(8) プランジャーのガイドシュー等

径の状況
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％

素線切れ

該当する素線切れ判定基準（ ）

(9) 調速機ロープ 素線切れが生じた部分の断面積の割合 70％超・70％以下

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分
（ あり ・ なし ）

直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） ％
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ）

(10) かごの非常救出口

(11) かごのガイドシュー等

(12) ガイドレール及びレールブラケット

(13) 施錠装置

(14) 昇降路における壁又は囲い

(15) 乗り場の戸及び敷居

(16) 昇降路内の耐震対策

(17) 移動ケーブル及び取付部

(18) かごの戸の開閉機構

(19) かごの枠

5 乗り場

(1) 押しボタン等及び表示器

(2) 非常解錠装置

(3) 乗り場の戸の遮煙構造

(4) 昇降路の壁又は囲いの一部を有しない部分の構造

(5) 屋上の昇降路の開口部の戸

(6) 屋上の柵及び警報装置

(7) 制御盤扉

6 ピット

(1) 保守用停止スイッチ

(2) 底部安全距離確保スイッチ

(3) 下部ファイナルリミットスイッチ及びリミット（強制停止）スイッチ
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【 油圧エレベーター 】

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

(4) 緩衝器及び緩衝材 形式 ばね式 ・ 油入式 ・ 緩衝材

劣化の状況 適 ・ 否

作動の状況（油入式のものに限る。） 適 ・ 否

油量の状況（油入式のものに限る。） 適 ・ 否

(5) 張り車

(6) ピット床

かご非常止め装置
(7)

形式 早ぎき式・次第ぎき式・スラックロープ式

(8) かご下綱車

(9) シリンダー下の綱車

(10) 移動ケーブル及び取付部

(11) ピット内の耐震対策

(12) かごの枠

7 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等
定)年月

（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号

の４様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該昇降機の検査を行った検

査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象のエレベーターに明らかに適用されないものについては、その「検査

結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第２(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第２(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分か

れている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第２(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合

において、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する場

合に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ １(5)「接触器、継電器及び運転制御用基板」の「電動機主回路用接触器の主接点」には、接点を目視等により確

認し、別表第２(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してくださ

い。部品を分解しなければ目視等で確認することができない場合等でやむを得ず目視等により確認できない場合は「確

認不可」を○で選択してください。また、フェールセーフ設計とは、接点に溶着等の不具合が生じた場合でも、運行

指令と接点からの信号等との不整合を検知するなどし、自動的にかごを制止させる設計をいい、これに該当する場合

は「該当する」を、該当しない場合は「該当しない」を○で選択してください。さらに、「イ.」を○で選択した上

で、左欄に製造者が指定する交換基準を記入し、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその

事項を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が指定する交換基準を知り得ない場合などやむを得

ない事情により、検査者が設定する交換基準により判定した場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄にその交換

基準を記入し、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。なお、

フェールセーフ設計である場合は、必ずしも交換基準を定める必要はありませんが、右欄に最終交換日及びその他の
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必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。

⑫ １(7)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してく

ださい。

⑬ １(13)「安全弁」には、常用圧力の銘板値及び安全弁の作動圧力の測定値を記入してください。右欄に作動圧力（測

定値）の常用圧力（銘板値）に対する比率を記入してください。

⑭ ２(2)「調速機」には、右欄には過速スイッチ及びキャッチの作動速度の測定値を記入し、左欄には過速スイッチ

及びキャッチの作動速度の測定値の定格速度に対する比率を記入してください。

⑮ ２（3）「主索又は鎖」の「主索」の「径の状況」には、最も摩耗した主索の番号を記入するとともに、最も摩耗

が進んだ部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、右欄に最も摩

耗が進んだ部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記入してください。

⑯ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「素線切れ」には、最も摩損した主索の番号を記入するとともに、該当する素

線切れ判定基準及び素線切れが生じた部分の断面積の割合を記入し、該当するものを○で選択してください。「１

よりピッチ内の素線切れ数」には、最も素線切れが多い１ピッチ内の素線切れ数を記入してください。「１構成より

１ピッチ内の最大の素線切れ数」には、１ピッチ内で最も素線切れが多い１構成よりの素線切れ数を記入してくださ

い。なお、「素線切れ判定基準」には、以下の表１に従って素線切れ判定基準の記号を記入してください。

表１ 素線切れ判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること。

a 素線切れの判定記号

１ 素線切れが平均的に分布する場合

２ 素線切れが特定の部分に集中している場合

３ 素線切れが生じた部分の断面積の摩損がない部分の断面積に対する割合が７０％以下である場合

４ 谷部で素線切れが生じている場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合

ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

素線切れが平均的に分布する場合で、判定が要是正であった場合

該当する素線切れ判定基準（ １－イ ）

指摘事項がない場合

該当する素線切れ判定基準（ ハ ）

⑰ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分」には、錆びた摩耗粉により

谷部が赤錆色に見える部分がない場合は「なし」を、ある場合は「あり」を○で選択してください。「あり」を○で

選択した場合は、その主索の番号及び該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準を記入するとともに、錆びた摩耗粉によ

り谷部が赤錆色に見える部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、

右欄に錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合及び谷部が赤

錆色に見える主索の１構成より1ピッチ内の最大の素線切れ数を記入してください。なお、「錆及び錆びた摩耗粉判

定基準」には、以下の表２に従って錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号を記入してください。

表２ 錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること

a 錆及び錆びた摩耗粉の判定記号

１ 錆びた摩耗粉が多量に付着している場合

２ 点状の腐食が多数生じている場合

３ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の錆が無い部分の直径に対する割合が

94%未満である場合

４ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分がある場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合
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ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

錆びた摩耗粉が多量に付着している場合で、判定が要是正であった場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（１－イ）

指摘事項がない場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ハ ）

⑱ ２(3)「主索又は鎖」の「主索」の「主索本数」には、主索の本数を記入してください。また、「要重点点検の主

索」及び「要是正の主索」は、それぞれ該当するすべての主索番号を記入してください。

⑲ ２(3)「主索又は鎖」の「鎖」の「伸び」には最も摩耗した鎖の番号を記入するとともに、「測定長さ」は、その

鎖の最も摩耗が進んだ部分の長さを、「基準長さ」は、鎖車にかからない部分で摩耗していない鎖の長さを記入して

ください。また、右欄に現在の長さの基準長さに対する伸び率を記入してください。

⑳ ２(3)「主索又は鎖」の「鎖」の「鎖本数」には、鎖の本数を記入してください。また、「要重点点検の鎖」及び

「要是正の鎖」は、それぞれ該当するすべての鎖番号を記入してください。

㉑ ２(12)「速度」には、上昇及び下降の定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速

度を記入してください。

㉒ ４（9）「調速機ロープ」には、素線切れ数を記入することを除き、⑮から⑰までに準じて記入してください。

㉓ ６（4）「緩衝器及び緩衝材」の「形式」には、該当するものを○で選択してください。また、「劣化の状況」、「作

動の状況」及び「油量の状況」には、別表第２(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合

は「否」を○で選択してください。

㉔ ４(5)「プランジャーストッパーで停止したときのかごの頂部すき間」には、プランジャーストッパーによりかご

を停止させたときのかごの頂部すき間の測定値、又はかご床面と最上階床面との距離を測定し計算により算出したか

ごの頂部すき間の値を記入してください。

㉕ ６(7)「かご非常止め装置」の「形式」には、該当するものを○で選択してください。

㉖ ７「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する図

書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

㉗ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場合

は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入し、

改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してください。

㉘ ２(3)「主索又は鎖」において最も摩耗した主索又は鎖として掲げたもの、最も摩損した主索として掲げたもの及

び錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える主索として掲げたものに関する写真をそれぞれ別添１様式に従い添付し

てください。ただし、同一の写真を添付することとなる場合は、一枚添付すれば足ります。また、主索又は鎖を除く

要是正又は要重点点検とされた検査事項（既存不適格の場合を除く。）における要是正又は要重点点検とされた部分

の写真を別添２様式に従い添付してください。
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別記第三号（Ａ４） 【 段差解消機 】

検査結果表
（第１第１項第３号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

1 駆動装置（油圧式以外）

(1) 電動機

(2) 減速機

制動力
イ．かごに積載荷重の1.25倍の荷重を加え、定格速度

で下降中に動力を遮断し、制動距離を確認
積載荷重の1.25倍の荷重（ ㎏）

(3) ブレーキ
定格速度（ m/min）

㎜

ロ．かごが無負荷の状態において定格速度で下降中に
動力を遮断し、制動距離を確認
制動距離の基準値（ ㎜）

径の状況
最も摩耗した主索の番号（ ）
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜）

％

素線切れ １よりピッチ内の

最も摩損した主索の番号 （ ） 素線切れ数 本

ロープ 該当する素線切れ判定基準（ ） １構成より１ピッ

式・巻 主索
素線切れが生じた部分の断面積の割合 チ内の最大の素線

70％超・70％以下 切れ数 本
(4) 胴式

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分 ％
（ あり ・ なし ）

谷部が赤錆色に見える主索の番号（ ） １構成より１ピッ
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） チ内の最大の素線
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ） 切れ数 本

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ） 要是正の主索の番号（ ）

ラックピニオン式

チェーンスプ 鎖の摩耗
ロケット式 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）

％

チェーンラッ 鎖の摩耗
クピニオン式 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）

％

2 駆動装置（油圧式）

(1) 空転防止装置

(2) 油圧パワーユニットの取付けの状況

(3) 電動機及びポンプ

(4) 圧力計

銘板値 （安全弁の作動圧力 ＭPa） 常用圧力の
(5) 安全弁 （常用圧力 ＭPa）

測定値 （安全弁の作動圧力 ＭPa） ％

(6) 逆止弁

(7) 流量制御弁

(8) 油タンク及び圧力配管

(9) 作動油温度抑制装置

(10) ストップバルブ

(11) 高圧ゴムホース

(12) 圧力配管

(13) パンタグラフ式（下枠及びアーム）

(14) プランジャー

(15) プランジャーストッパー

(16) シリンダー

径の状況
最も摩耗した主索の番号（ ）

直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜）
％

素線切れ １よりピッチ内の

最も摩損した主索の番号 （ ） 素線切れ数 本

主索
該当する素線切れ判定基準（ ） １構成より１ピッ

(17) 素線切れが生じた部分の断面積の割合 チ内の最大の素線
70％超・70％以下 切れ数 本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分 ％
（ あり・なし ）

谷部が赤錆色に見える主索の番号（ ） １構成より１ピッ
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） チ内の最大の素線
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ） 切れ数 本

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ） 要是正の主索の番号（ ）

駆

動

方

式

油
圧
パ
ワ
ー
ユ
ニ
ッ
ト

主

索

又

は

鎖
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【 段差解消機 】

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

摩耗 最も摩耗した鎖の番号（ ）
(17) 鎖 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）

伸び ％

鎖本数（ 本）
要重点点検の鎖の番号（ ） 要是正の鎖の番号（ ）

(18) 主索又は鎖の伸び

(19) 主索又は鎖の張り

(20) 主索又は鎖の取付部

(21) 主索又は鎖の緩み検出装置

3 共通

(1) 救出装置

(2) 開閉器及び遮断器

(3) 接触器、継電器及び運転制御用基板

(4) ヒューズ

制御器 絶縁 電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ
制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ

(5)
制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(6) 接地

(7) 耐震対策

上昇 m/min
(8) 速度 定格速度（ m/min）

下降 m/min

4 かご室

(1) かごの壁又は囲い、天井及び床

(2) かごの戸又は可動式の手すり

(3) かごの戸又は可動式の手すりのスイッチ

(4) かご操作盤及び表示器

(5) リモートコントロールスイッチ

(6) 外部への連絡装置

(7) 非常停止スイッチ

(8) 用途、積載量及び最大定員の標識

(9) 車止め

(10) かごの床先と出入口の床先との水平距離

かご非常止め装置
(11)

形式：速度検出式・緩み検出式

(12) かごのガイドシュー等

(13) かごの折りたたみ機構

(14) かごの着脱機構

(15) 運転キー

5 乗り場及び昇降路

(1) 乗り場の操作盤

(2) 乗り場の戸又は可動式の手すりのスイッチ

(3) ドアロック

(4) 非常停止スイッチ

(5) 乗り場の戸又は可動式の手すり

(6) ファイナルリミットスイッチ及びリミット（強制停止）スイッチ

(7) 移動ケーブル及びトロリー

(8) 昇降路側壁等の囲い

(9) ガイドレール及びレールブラケット

(10) ガイドレール、駆動装置等のカバー

(11) 障害物検出装置

(12) 折りたたみレール

6 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予
番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等

定)年月

（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号
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の４様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該昇降機の検査を行った検

査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象の段差解消機に適用されないことが明らかなものについては、その

「検査結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第３(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第３(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれ

ている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第３(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合に

おいて、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する場合

に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ １「駆動装置（油圧式以外）」には、駆動装置が油圧式の場合は抹消してください。

⑫ １(3)「ブレーキ」の「制動力」には、かごに積載荷重の1.25倍の荷重を加え、定格速度で下降中に動力を遮断し、

制動距離を確認する方法による場合は「イ.」を○印で選択し、積載荷重の1.25倍の荷重の値及び定格速度を記入し

てください。かごが無負荷の状態において定格速度で下降中に動力を遮断し、制動距離を確認する方法による場合は

「ロ.」を○印で選択し、無負荷時の定格速度の状態における制動距離の基準値を記入してください。右欄には検査

で測定した制動距離を記入してください。

⑬ １(4)「駆動方式」の該当しない項目を抹消してください。

⑭ １(4)「駆動方式」の「ロープ式・巻胴式」及び２(17)「主索又は鎖」の「主索」の「径の状況」には、最も摩耗

した主索の番号を記入するとともに、最も摩耗が進んだ部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の

直径を記入してください。また、右欄に最も摩耗が進んだ部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記

入してください。

⑮ １(4)「駆動方式」の「ロープ式・巻胴式」及び２(17)「主索又は鎖」の「主索」の「素線切れ」には、最も摩損

した主索の番号を記入するとともに、該当する素線切れ判定基準及び素線切れが生じた部分の断面積の割合を記入し、

該当するものを○で選択してください。「１よりピッチ内の素線切れ数」には、最も素線切れが多い１ピッチ内の素

線切れ数を記入してください。「１構成より１ピッチ内の最大の素線切れ数」には、１ピッチ内で最も素線切れが多

い１構成よりの素線切れ数を記入してください。なお、「素線切れ判定基準」には、以下の表１に従って素線切れ判

定基準の記号を記入してください。

表１ 素線切れ判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること。

a 素線切れの判定記号

１ 素線切れが平均的に分布する場合

２ 素線切れが特定の部分に集中している場合

３ 素線切れが生じた部分の断面積の摩損がない部分の断面積に対する割合が７０％以下である場合

４ 谷部で素線切れが生じている場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合

ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

素線切れが平均的に分布する場合で、判定が要是正であった場合

該当する素線切れ判定基準（ １－イ ）

指摘事項がない場合

該当する素線切れ判定基準（ ハ ）

⑯ １(4)「駆動方式」の「ロープ式・巻胴式」及び２(17)の「主索又は鎖」の「主索」の「錆びた摩耗粉により谷部

が赤錆色に見える部分」には、錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分がない場合は「なし」を、ある場合は

「あり」を○で選択してください。「あり」を○で選択した場合は、その主索の番号及び該当する錆及び錆びた摩耗

粉判定基準を記入するとともに、錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径と綱車にかからない部分で摩

耗していない部分の直径を記入してください。また、右欄に錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の
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摩耗していない部分の直径に対する割合及び谷部が赤錆色に見える主索の１構成より1ピッチ内の最大の素線切れ数

を記入してください。なお、「錆及び錆びた摩耗粉判定基準」には、以下の表２に従って錆及び錆びた摩耗粉判定基

準の記号を記入してください。

表２ 錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること

a 錆及び錆びた摩耗粉の判定記号

１ 錆びた摩耗粉が多量に付着している場合

２ 点状の腐食が多数生じている場合

３ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の錆が無い部分の直径に対する割合が

94%未満である場合

４ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分がある場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合

ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

錆びた摩耗粉が多量に付着している場合で、判定が要是正であった場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（１－イ）

指摘事項がない場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ハ ）

⑰ １(4)「駆動方式」の「ロープ式・巻胴式」及び２(17)「主索又は鎖」の「主索」の「主索本数」には、主索の本

数を記入してください。また、「要重点点検の主索」及び「要是正の主索」には、それぞれ該当するすべての主索番

号を記入してください。

⑱ １(4)「駆動方式」の「チェーンスプロケット式」及び「チェーンラックピニオン式」の「鎖の摩耗」の「測定長

さ」には、その鎖の最も摩耗の進んだ部分の長さを、「基準長さ」は、鎖車にかからない部分で摩耗していない鎖の

長さを記入してください。また、右欄に現在の長さの基準長さに対する伸び率を記入してください。

⑲ ２「駆動装置（油圧式）」には駆動装置が油圧式以外の場合は抹消してください。

⑳ ２(5)「安全弁」の「銘板値」には、安全弁の作動圧力の銘板値を記入することとし、安全弁の作動圧力の銘板値

がない場合は、常用圧力の銘板値を記入してください。「測定値」には、安全弁の作動圧力の測定値を記入してくだ

さい。右欄には、左欄に常用圧力の銘板値が記入した場合のみ安全弁の作動圧力の測定値の常用圧力の銘板値に対す

る比率を記入してください。

㉑ ２(17)「主索又は鎖」の「鎖」のうち「伸び」には、最も摩耗した鎖の番号を記入するとともに、「測定長さ」は、

その鎖の最も摩耗が進んだ部分の長さを、「基準長さ」は、鎖車にかからない部分で摩耗していない鎖の長さを記入

してください。また、右欄に現在の長さの基準長さに対する伸び率を記入してください。

㉒ ２(17)「主索又は鎖」の「鎖」の「鎖本数」には、鎖の本数を記入してください。また、「要重点点検の鎖」及び

「要是正の鎖」には、それぞれ該当するすべての鎖番号を記入してください。

㉓ ３(5)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してく

ださい。

㉔ ３(8)「速度」には、定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速度を記入してく

ださい。

㉕ ４(11)「かご非常止め装置」の「形式」には、該当するものを○で選択してください。

㉖ ６「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する図

書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

㉗ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場合

は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入し、

改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してください。

㉘ １(4)「駆動方式」及び２(17)「主索又は鎖」において最も摩耗した主索又は鎖として掲げたもの、最も摩損した

主索として掲げたもの及び錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える主索として掲げたものに関する写真並びにブレ

ーキパッドの状況に関する写真をそれぞれ別添１様式に従い添付してください。ただし、同一の写真を添付すること

となる場合は、１枚添付すれば足ります。また、主索又は鎖及びブレーキパッドを除く要是正又は要重点点検とされ

た検査事項（既存不適格の場合を除く。）における要是正又は要重点点検とされた部分の写真を別添２様式に従い添

付してください。
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別記第四号（Ａ４） 【 いす式階段昇降機 】

検査結果表
（第１第１項第４号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

1 駆動装置

(1) 開閉器及び遮断器

(2) 接触器、継電器及び運転制御用基板

(3) ヒューズ

制御器 絶縁 電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ

制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ
(4)

制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ

制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(5) 接地

(6) 電動機

(7) 減速機

制動力

イ．いすに積載荷重の1.25倍の荷重を加え、定格速度で

下降中に動力を遮断し、制動距離を確認

積載荷重の1.25倍の荷重（ ㎏）
(8) ブレーキ

定格速度（ m/min）
㎜

ロ．かごが無負荷の状態において定格速度で下降中に動

力を遮断し、制動距離を確認

制動距離の基準値（ ㎜）

摩擦式（駆動ローラー）

ラックピニオン式

チェーンスプ 鎖の摩耗
(9) 駆動方式

ロケット式 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）
％

チェーンラッ 鎖の摩耗

クピニオン式 測定長さ（ ㎜） 基準長さ（ ㎜）
％

(10) 鎖の緩み検出装置

(11) 駆動装置等のカバー

かご非常止め装置
(12)

形式：速度検出式・緩み検出式

(13) かごのガイドシュー等

(14) ファイナルリミットスイッチ及びリミット（強制停止）スイッチ

(15) 充電池

(16) 駆動装置等の耐震対策

上昇 m/min
(17) 速度 定格速度（ m/min）

下降 m/min

2 いす関係

(1) いす部

(2) いす操作盤のボタン等及び操作レバー

(3) いすの回転装置

(4) 用途、積載量及び最大定員の標識

(5) 障害物検出装置

(6) 運転キー

(7) 安全ベルト

(8) いす折りたたみ機構

3 乗り場及び階段

(1) 乗り場の押しボタン等

(2) リモートコントロールスイッチ

(3) ガイドレール及びレールブラケット

(4) 折りたたみレール

(5) 移動ケーブル及びトロリー

(6) 充電装置

(7) 耐震対策

第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等
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【 いす式階段昇降機 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

4 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予
番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等

定)年月

（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号

の４様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該昇降機の検査を行った検

査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象のいす式階段昇降機に適用されないことが明らかなものについては、

その「検査結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第４(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第４(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分か

れている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第４(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合

において、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する

場合に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ １(4)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してく

ださい。

⑫ １(8)「ブレーキ」の「制動力」には、いすに積載荷重の1.25倍の荷重を加え、定格速度で下降中に動力を遮断し、

制動距離を確認する方法による場合は「イ.」を○で選択し、積載荷重の1.25倍の荷重の値及び定格速度を記入して

ください。かごが無負荷の状態において定格速度で下降中に動力を遮断し、制動距離を確認する方法による場合は

「ロ.」を○で選択し、無負荷時の定格速度の状態における制動距離の基準値を記入してください。右欄には検査で

測定した制動距離を記入してください。

⑬ １(9)「駆動方式」欄には、該当しない項目を取消線で抹消した上で、「チェーンスプロケット式」及び「チェー

ンラックピニオン式」の「鎖の伸び」のうち「測定長さ」には、その鎖の摩耗した部分の長さを、「基準長さ」には、

鎖車にかからない部分で摩耗していない鎖の長さを記入してください。また、右欄に現在の長さの基準長さに対す

る伸び率を記入してください。

⑭ １(12)「かご非常止め装置」の「形式」には、該当するものを○で選択してください。
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⑮ １(17)「速度」には、定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速度を記入してく

ださい。

⑯ ４「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する

図書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

⑰ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場

合は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入

し、改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してくださ

い。

⑱ ブレーキパッドの状況に関する写真を別添１様式、ブレーキパッドを除く要是正又は要重点点検とされた検査事項

（既存不適格の場合を除く。）における要是正又は要重点点検とされた部分の写真を別添２様式に従い添付してくだ

さい。
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別記第五号（Ａ４） 【 エスカレーター 】

検査結果表
（第１第１項第５号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

1 機械室

(1) 機械室内の状況

(2) 開閉器及び遮断器

電動機主回路用接触器の主接点
主接点を目視等により確認
フェールセーフ設計 適 ・ 否 ・ 確認不可

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準 最終交換日

（ ）
ロ．やむを得ない事情により、 年 月 日

検査者が設定する交換基準
接触器、継電 （ ）

(3) 制御器 器及び運転制
御用基板 ブレーキ用接触器の接点

接点を目視等により確認
フェールセーフ設計 適 ・ 否 ・ 確認不可

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準 最終交換日

（ ）
ロ．やむを得ない事情により、 年 月 日

検査者が設定する交換基準
（ ）

(4) ヒューズ

絶縁 電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ
制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ

(5)
制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(6) 接地

(7) 電動機

しゅう動面への油の付着の状況 適 ・ 否

パッドの厚さ
イ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値（ ㎜) ㎜

要是正となる基準値 （ ㎜）
ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定する

要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値 （ ㎜）

(8) ブレーキ
プランジャーストローク
イ．構造上対象外
ロ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値（ ㎜) ㎜
要是正となる基準値 （ ㎜)

ハ．やむを得ない事情により、検査者が設定する
要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値 （ ㎜）

非常停止時の踏段停止距離測定
（Ｖ２/9≦踏段停止距離≦600㎜）

㎜

(9) 減速機

駆動鎖の張りの状況
イ．製造者が指定する

要是正となる基準値 ( mm・％) ㎜・％

ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定する
要是正となる基準値 ( mm・％)

スプロケットと駆動鎖のかみ合いの状況 適 ・ 否

駆動鎖の伸び
(10) 駆動鎖 イ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値 ( mm・％)
要是正となる基準値 ( mm・％) ㎜・％

ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定する
要重点点検となる基準値 ( mm・％)
要是正となる基準値 ( mm・％)
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【 エスカレーター 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

駆動スプロケットと従動スプロケットの芯ずれ
イ．構造上対象外
ロ．製造者が指定する

要重点点検となる基準値（ ㎜・％)

(10) 駆動鎖 要是正となる基準値 （ ㎜・％) ㎜・％
ハ．やむを得ない事情により、検査者が設定する

要重点点検となる基準値（ ㎜・％）
要是正となる基準値 （ ㎜・％）

ニ．歯面を目視等により確認 適 ・ 否

給油の状況 適 ・ 否

(11) 踏段反転装置

2 乗降口

(1) ランディングプレート

(2) くし板

(3) くし板及び踏段のかみ合い

(4) インレットガード

(5) 昇降起動スイッチ

(6) 警報及び運転休止スイッチ

上昇 m/min
(7) 速度 定格速度（ m/min）

下降 m/min

3 中間部

(1) ハンドレール駆動装置

(2) ハンドレール

(3) 内側板

(4) 踏段

(5) 踏段レール又はローラー

踏段鎖の給油の状況 適 ・ 否

(6) 踏段鎖、ベルト又は踏段相互 ベルトの劣化の状況 適 ・ 否
のすき間

踏段相互のすき間 ㎜

(7) スカートガード

4 安全装置

(1) インレットスイッチ

(2) 非常停止ボタン

(3) スカートガードスイッチ

(4) 踏段鎖安全スイッチ又はベルト安全スイッチ

(5) 踏段浮上り検出装置

作動の状況 適 ・ 否

(6) 駆動鎖切断時停止装置 可動部の状況 適 ・ 否

設定の状況 適 ・ 否

(7) ハンドレール停止検出装置

5 安全対策

(1) 交差部固定保護板

(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板及び誘導柵

(3) 落下物防止網

(4) 踏段上直部の障害物

(5) 交差部可動警告板

(6) 踏段面注意標識

(7) 登り防止用仕切板

(8) 防火区画を形成するシャッター又は戸との連動停止装置

6 その他

(1) 車いす搬送用踏段

7 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予
番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等

定)年月
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（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号

の４様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該エスカレーターの検査を

行った検査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象の昇降機に適用されないことが明らかなものについては、その「検査

結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第５(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第５(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分か

れている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第５(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合

において、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する

場合に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ 1(3)「接触器、継電器及び運転制御用基板」の「電動機主回路用接触器の主接点」及び「ブレーキ用接触器の接点」

には、接点を目視等により確認し、別表第５(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合

は「否」を○で選択してください。部品を分解しなければ目視等で確認することができない場合等でやむを得ず目

視等により確認できない場合は「確認不可」を○で選択してください。また、フェールセーフ設計とは、接点に溶

着等の不具合が生じた場合でも、運行指令と接点からの信号又はブレーキの作動状態等との不整合を検知するなど

し、自動的に踏段を制止させる設計をいい、これに該当する場合は「該当する」を、該当しない場合は「該当しな

い」を○で選択してください。さらに、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する交換基準を記入し、

右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。ただし、製造者の倒

産等により製造者が指定する交換基準を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する交換基準

により判定した場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄にその交換基準を記入し、右欄に最終交換日及びその他

の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。なお、フェールセーフ設計である場合は、必ずし

も交換基準を定める必要はありませんが、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項

を記入してください。

⑫ 1(5)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してくだ

さい。

⑬ 1(8)「ブレーキ」の「しゅう動面への油の付着の状況」には、別表第５(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合

は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

⑭ 1(8)「ブレーキ」の「パッドの厚さ」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要重点点検及び

要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造

者が指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、

「ロ.」を○で選択した上で、左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記

入してください。

⑮ 1(8)「ブレーキ」の「プランジャーストローク」には、「イ.」又は「ロ.」のうち該当するものを○で選択してく

ださい。「ロ.」を○で選択した場合は左欄に製造者が指定する要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に

検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が指定する基準値を知り得ない場合

などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、「ハ.」を○で選択した上で、左欄に

要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。

⑯ 1(8)「ブレーキ」の「非常停止時の踏段停止距離測定」には、右欄に測定した停止距離を記入してください。

⑰ 1(10）「駆動鎖」の「駆動鎖の張りの状況」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要是正と

なる基準値を記入し、右欄に検査で測定した値と単位を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が

指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、

「ロ.」を○で選択した上で、左欄に要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した値と単位を記入してくだ

さい。
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⑱ 1(10）「駆動鎖」の「スプロケットと駆動鎖のかみ合いの状況」には、別表第５(に)欄に掲げる判定基準に該当し

ない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

⑲ 1(10）「駆動鎖」の「駆動鎖の伸び」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要重点点検及び

要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した値と単位を記入してください。ただし、製造者の倒産等により

製造者が指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場

合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した値と

単位を記入してください。

⑳ 1(10）「駆動鎖」の「駆動スプロケットと従動スプロケットの芯ずれ」には、駆動スプロケットと従動スプロケッ

トの芯が常に一定となる案内構造を用いており、駆動鎖交換時又は張力調整時に芯ずれ調整が不要の場合は「イ.」

を○で選択してください。「イ.」に該当しない場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要重点

点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した値と単位を記入してください。ただし、製造者の倒産

等により製造者が指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判

定した場合は、「ハ.」を○で選択した上で、左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定

した値と単位を記入してください。歯面を目視等により確認した場合は、「ニ.」を○で選択した上で、別表第５(に)

欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合には「否」を○で選択してください。

㉑ 2(7)「速度」には定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速度を記入してくださ

い。

㉒ 3(6)「踏段鎖、ベルト又は踏段相互のすき間」の「踏段鎖の給油の状況」及び「ベルトの劣化の状況」には別表第

５(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。また、「踏

段相互のすき間」には、右欄に検査で測定した踏段相互のすき間を記入してください。

㉓ 4(6）「駆動鎖切断時停止装置」の「作動の状況」、「可動部の状況」及び「設定の状況」には、別表第５(に)欄に掲

げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

㉔ 7「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する

図書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

㉕ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場

合は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入

し、改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してくださ

い。

㉖ ブレーキパッドの状況に関する写真を別添１様式、ブレーキパッドを除く要是正又は要重点点検とされた検査事項

（既存不適格の場合を除く。）における要是正又は要重点点検とされた部分の写真を別添２様式に従い添付してくだ

さい。
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別記第六号（Ａ４） 【 小荷物専用昇降機 】

検査結果表
（第１第１項第６号に規定する昇降機）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

昇降機番号

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

1 機械室

(1) 機械室への経路及び点検口の戸

(2) 開閉器及び遮断器

電動機主回路用接触器の主接点
主接点を目視等により確認 適 ・ 否 ・ 確認不可
フェールセーフ設計

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準

（ ） 最終交換日
ロ．やむを得ない事情により、

検査者が設定する交換基準 年 月 日
接触器、継電 （ ）

(3) 制御器 器及び運転制
御用基板 ブレーキ用接触器の接点

接点を目視等により確認 適 ・ 否 ・ 確認不可
フェールセーフ設計

（該当する・該当しない）
交換基準
イ．製造者が指定する交換基準

（ ） 最終交換日
ロ．やむを得ない事情により、

検査者が設定する交換基準 年 月 日
（ ）

(4) ヒューズ

絶縁 電動機の回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ
制御器等の回路の300Ｖを超える回路 ＭΩ

(5)
制御器等の回路の150Ｖを超え300Ｖ以下の回路 ＭΩ
制御器等の回路の150Ｖ以下の回路 ＭΩ

(6) 接地

(7) 減速歯車

綱車と主索のかかり
イ．製造者が指定する要是正となる基準値

(8)
綱車又は巻胴

（ ㎜） ㎜
ロ. やむを得ない事情により、検査者が設定する

要是正となる基準値（ ㎜）

ハ．綱車と主索の滑り等により判定 適 ・ 否

複数の溝間の摩耗差の状況 適 ・ 否

(9) 軸受

巻上機 しゅう動面への油の付着の状況 適 ・ 否
(10)

パッドの厚さ 右 ㎜

イ．製造者が指定する
ブレーキ 要重点点検となる基準値（ ㎜） 左 ㎜

要是正となる基準値（ ㎜）
ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定する

要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値（ ㎜）

制動力 適 ・ 否

(11) そらせ車

(12) 電動機

(13) 主索の緩み検出装置

(14) 主索の巻過ぎ検出装置

(15) 上昇 m/min
速度 定格速度（ m/min）

下降 m/min

2 かご室

(1) かごの壁又は囲い、天井及び床

(2) 積載量の標識

(3) 搭乗禁止の標識

(4) かごの戸

第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等
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【 小荷物専用昇降機 】

検査結果 担当

番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者
要是正 既 存

なし 点 検 不適格 番号

3 最上階出し入れ口

径の状況
最も摩耗した主索の番号（ ）
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜）

％

主索 素線切れ １よりピッチ内の
(1) 最も摩損した主索の番号（ ） 素線切れ数 本

該当する素線切れ判定基準（ ） １構成より１ピッ
素線切れが生じた部分の断面積の割合 チ内の最大の素線

70％超・70％以下 切れ数 本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分 ％
（ あり ・ なし ）

谷部が赤錆色に見える主索の番号（ ） １構成より１ピッ
直径（ ㎜） 未摩耗直径（ ㎜） チ内の最大の素線
該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ） 切れ数 本

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ）、要是正の主索の番号（ ）

(2) 主索の張り

(3) 主索の取付部

(4) 上部リミット（強制停止）スイッチ

(5) かごのガイドシュー等

(6) かご吊り車
つ

4 各階出し入れ口

(1) 昇降路における壁又は囲い

(2) 出し入れ口の戸及び出し入れ口枠

(3) 操作ボタン及び信号装置

(4) 走行停止ボタン又はスイッチ

(5) ドアスイッチ

(6) ドアロック

(7) 戸開放防止警報装置

(8) 二方向同時開放警告装置

(9) 積載量の標識

(10) 搭乗禁止の標識

(11) ガイドレール及びレールブラケット

5 最下階出し入れ口

(1) 下部リミット（強制停止）スイッチ

(2) ピット床

(3) 釣合おもり底部すき間

(4) 釣合おもりの各部

(5) 釣合おもりの吊り車
つ

(6) 移動ケーブル及び取付部

(7) かご非常止め装置

(8) 釣合おもり非常止め装置

6 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予
番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等

定)年月

（注意）

① この書類は、昇降機ごとに作成してください。その際に、「昇降機番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36号

の４様式第二面５欄の番号を記入してください。
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② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の４様式第二面３欄に記入した検査者につい

て記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該昇降機の検査を行った検

査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。

④ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象の小荷物専用昇降機に適用されないことが明らかなものについては、

その「検査結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑤ 「検査結果」欄は、別表第６(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑥ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表第６(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいず

れかが(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分か

れている場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑥に該当せず、別表第６(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合

において、(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する

場合に○印を記入してください。

⑧ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑥及び⑦のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑨ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けている

ものであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑩ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当

該昇降機の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑪ 1(4)「接触器、継電器及び運転制御用基板」の「電動機主回路用接触器の主接点」及び「ブレーキ用接触器の接点」

には、接点を目視等により確認し、別表第６(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合

は「否」を○で選択してください。部品を分解しなければ目視等で確認することができない場合等でやむを得ず目

視等により確認できない場合は「確認不可」を○で選択してください。また、フェールセーフ設計とは、接点に溶

着等の不具合が生じた場合でも、運行指令と接点からの信号又はブレーキの作動状態等との不整合を検知するなど

し、自動的にかごを制止させる設計をいい、これに該当する場合は「該当する」を、該当しない場合は「該当しな

い」を○で選択してください。さらに、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する交換基準を記入し、

右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。ただし、製造者の倒

産等により製造者が指定する交換基準を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する交換基準

により判定した場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄にその交換基準を記入し、右欄に最終交換日及びその他

の必要と考える事項がある場合はその事項を記入してください。なお、フェールセーフ設計である場合は、必ずし

も交換基準を定める必要はありませんが、右欄に最終交換日及びその他の必要と考える事項がある場合はその事項

を記入してください。

⑫ 1(6)「絶縁」には、該当する回路及び電圧区分を○で選択した上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してくだ

さい。

⑬ 1(9)「綱車又は巻胴」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要是正となる基準値を記入し、

右欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等により製造者が指定する基準値を知り得

ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定した場合は、「ロ.」を○で選択した上

で、左欄に要是正となる基準値を記入してください。また、右欄に検査で測定した寸法を記入し、綱車と主索の滑

り等により判定した場合は、「ハ.」を○で選択した上で、別表第６(に)欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」

を、該当する場合は「否」を○で選択してください。加えて、複数の溝間の摩耗差の状況により判定し、別表第６(に)

欄に掲げる判定基準に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

⑭ １(11)「ブレーキ」の「しゅう動面への油の付着の状況」及び「制動力」には、別表第６(に)欄に掲げる判定基準

に該当しない場合は「適」を、該当する場合は「否」を○で選択してください。

⑮ １（11）「ブレーキ」の「パッドの厚さ」には、「イ.」を○で選択した上で、左欄に製造者が指定する要重点点検

及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定した寸法を記入してください。ただし、製造者の倒産等によ

り製造者が指定する基準値を知り得ない場合などやむを得ない事情により、検査者が設定する基準値により判定し

た場合は、「ロ.」を○で選択した上で、左欄に要重点点検及び要是正となる基準値を記入し、右欄に検査で測定し

た寸法を記入してください。

⑯ １(16)「速度」には、定格速度を記入するとともに、右欄に検査で測定した上昇時及び下降時の速度を記入してく

ださい。
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⑰ 3(1)「主索」の「径の状況」には、最も摩耗した主索の番号を記入するとともに、最も摩耗が進んだ部分の直径と

綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、右欄に最も摩耗が進んだ部分の直

径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記入してください。

⑱ 3(1)「主索」の「素線切れ」には、最も摩損した主索の番号を記入するとともに、該当する素線切れ判定基準及び

素線切れが生じた部分の断面積の割合を記入し、該当するものを○で選択してください。「１よりピッチ内の素線切

れ数」には、最も素線切れが多い１ピッチ内の素線切れ数を記入してください。「１構成より１ピッチ内の最大の素

線切れ数」には、１ピッチ内で最も素線切れが多い１構成よりの素線切れ数を記入してください。なお、「素線切れ

判定基準」には、以下の表１に従って素線切れ判定基準の記号を記入してください。

表１ 素線切れ判定基準の記号
以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること。

a 素線切れの判定記号

１ 素線切れが平均的に分布する場合

２ 素線切れが特定の部分に集中している場合

３ 素線切れが生じた部分の断面積の摩損がない部分の断面積に対する割合が７０％以下である場合

４ 谷部で素線切れが生じている場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合

ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

素線切れが平均的に分布する場合で、判定が要是正であった場合

該当する素線切れ判定基準（ １－イ ）

指摘事項がない場合
該当する素線切れ判定基準（ ハ ）

⑲ 3(1)「主索」の「錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分」には、錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見え

る部分がない場合は「なし」を、ある場合は「あり」を○で選択してください。「あり」を○で選択した場合は、そ

の主索の番号及び該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準を記入するとともに、錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に

見える部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、右欄に錆びた

摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合及び谷部が赤錆色に見え

る主索の１構成より１ピッチ内の最大の素線切れ数を記入してください。なお、「錆及び錆びた摩耗粉判定基準」に

は、以下の表２に従って錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号を記入してください。

表２ 錆及び錆びた摩耗粉判定基準の記号

以下のaとbの記号を組み合わせて記入すること
a 錆及び錆びた摩耗粉の判定記号

１ 錆びた摩耗粉が多量に付着している場合

２ 点状の腐食が多数生じている場合

３ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の錆が無い部分の直径に対する割合が

94%未満である場合

４ 錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分がある場合

b 判定結果の記号

イ 要是正判定の場合

ロ 要重点点検判定の場合

ハ 指摘なしの場合

＜記入例＞

錆びた摩耗粉が多量に付着している場合で、判定が要是正であった場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（１－イ）

指摘事項がない場合

該当する錆及び錆びた摩耗粉判定基準（ ハ ）
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⑳ 3(1)「主索」の「主索本数」には、主索の本数を記入してください。また、「要重点点検の主索」欄及び「要是正

の主索」欄は、それぞれ該当するすべての主索番号を記入してください。

㉑ ６「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書の規定により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１

第２項により検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する

図書に記載されている検査項目を追加し、⑥から⑩に準じて検査結果等を記入してください。

㉒ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特

記すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄

に指摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場

合は「改善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入

し、改善予定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してくださ

い。

㉓ 3(1)「主索」において最も摩耗した主索として掲げたもの、最も摩損した主索として掲げたもの及び錆びた摩耗粉

により谷部が赤錆色に見える主索として掲げたものに関する写真並びにブレーキパッドの状況に関する写真をそれ

ぞれ別添１様式に従い添付してください。ただし、同一の写真を添付することとなる場合は、一枚添付すれば足り

ます。また、主索及びブレーキパッドを除く要是正又は要重点点検とされた検査事項（既存不適格の場合を除く。）

における要是正又は要重点点検とされた部分の写真を別添２様式に従い添付してください。
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別添１様式 主索、鎖及びブレーキパッドの写真（Ａ４）

主索又は鎖 検査結果

最も摩耗若しくは摩損した主索若しくは鎖又は錆びた摩耗粉により谷部
□要是正 □要重点点検 □指摘なし

が赤錆色に見える主索の番号（ ）

特記事項

写真貼付

ブレーキパッド 検査結果

ブレーキパッドの取付位置 □右 □左 □要是正 □要重点点検 □指摘なし

特記事項

写真貼付

（注意）

① この書類は、主索、鎖及びブレーキパッドについて作成してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「検査結果」欄は、検査の結果、要是正の指摘があった場合は「要是正」のチェックボックスに「レ」マークを入

れ、要重点点検の指摘があった場合は「要重点点検」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、それ以外の場合

は「指摘なし」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

④ ブレーキパッドにおいて、同一昇降機内に複数あるものについては、最も摩損したものの写真を貼付することとし、

パッドの取付位置について、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、ブレーキの構造

上又は設置状況によりブレーキパッドの撮影が不可能な場合は、写真貼付を省略しても構いません。

⑤ 写真は、主索及びブレーキパッドの摩損状況が確認できるように撮影したものを添付してください。

第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等
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別添２様式 関係写真（Ａ４）

番号 検査項目・検査事項 検査結果
部位

□要是正 □要重点点検 □その他

特記事項

写真貼付

番号 検査項目・検査事項 検査結果
部位

□要是正 □要重点点検 □その他

特記事項

写真貼付

（注意）

① この書類は、主索、鎖及びブレーキパッドを除く、検査の結果「要是正」かつ「既存不適格」ではない項目又は「要

重点点検」の項目について作成してください。また、「既存不適格」及び「指摘なし」の項目についても、特記すべ

き事項があれば、必要に応じて作成してください。「要是正」及び「要重点点検」の項目がない場合は、この書類は

省略しても構いません。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「部位」欄の「番号」、「検査項目・検査事項」は、それぞれ別記様式の番号、検査項目、検査事項に対応したも

のを記入してください。

④ 「検査結果」欄は、検査の結果、要是正の指摘があった場合は「要是正」のチェックボックスに「レ」マークを入

れ、要重点点検の指摘があった場合は「要重点点検」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、それ以外の場合

で特記すべき事項がある場合は「その他」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

⑤ 写真は、当該部位の外観の状況が確認できるように撮影したものを貼付してください。
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第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

 
⑶⑶  遊遊戯戯施施設設のの定定期期検検査査にに係係るる告告示示  

 
④④  遊遊戯戯施施設設のの定定期期検検査査報報告告ににおおけけるる検検査査及及びび定定期期点点検検ににおおけけるる点点検検のの項項目目、、事事項項、、方方法法及及びび結結果果のの判判定定基基準準並並びび

にに検検査査結結果果表表をを定定めめるる件件  

 

平成 20 年 3月 10 日国土交通省告示第 284 号 

改正：平成 20 年 3月 31 日国土交通省告示第 416 号 

平成 21 年 9月 28 日国土交通省告示第 1025 号 

平成 23 年 4月 27 日国土交通省告示第 431 号 

平成 24 年 12 月 12 日国土交通省告示第 1450 号 

平成 27 年 1月 29 日国土交通省告示第 187 号 

平成 28 年 4月 25 日国土交通省告示第 708 号 

平成 29 年 2月 13 日国土交通省告示第 98 号 

平成 29 年 3月 27 日国土交通省告示第 247 号 

令和 6 年 6 月 28 日国土交通省告示 974 号 

 

 

建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「施行規則」という。）第 6条の 2の 2 第 2 項及び第 3項

並びに第 6条の 2 の 3 第 1 項の規定に基づき、第 6条の 2の 2 第 3 項に規定する遊戯施設（以下単に「遊戯施設」と

いう。）について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 88 条第 1項において準用する法第

12 条第 1 項に規定する調査及び法第 88 条第 1 項において準用する法第 12 条第 3 項に規定する検査並びに法第 88 条

第 1 項において準用する法第 12 条第 2 項及び第 4項に規定する点検（以下「定期検査等」という。）の項目、事項、

方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を次のように定める。 

第 1 定期検査等は、施行規則第 6条の 2 の 2 第 2 項及び第 6条の 2 の 3 第 1 項の規定に基づき、遊戯施設につい

て、別表(い)欄に掲げる項目に応じ、同表(ろ)欄に掲げる事項（ただし、法第 88 条第 1項において準用する法第

12 条第 2 項及び第 4項に規定する点検においては損傷、腐食、その他の劣化状況に係るものに限る。）ごとに定め

る同表(は)欄に掲げる方法により実施し、その結果が同表(に)欄に掲げる基準に該当しているかどうかを判定す

ることとする。ただし、特定行政庁が規則により定期検査等の項目、事項、方法又は結果の判定基準について定

める場合（定期検査等の項目若しくは事項について削除し又は定期検査等の方法若しくは結果の判定基準につい

て、より緩やかな条件を定める場合を除く。）にあっては、当該規則の定めるところによるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、法第 68 条の 25 第 1 項又は法第 68 条の 26 第 1 項に規定する認定を受けた構造方法

を用いた遊戯施設に係る定期検査等については、当該認定に係る申請の際に提出された施行規則第 10 条の 5の 21

第 1 項第三号に規定する図書若しくは同条第 3項に規定する評価書又は施行規則第 10 条の 5 の 23 第 1 項第三号

に規定する図書に検査の方法が記載されている場合にあっては、当該方法によるものとする。 

第 2 遊戯施設の検査結果表は、施行規則第 6条の 2 の 2第 3 項の規定に基づき、別記に示すとおりとする。 

 

  附 則 

この告示は、平成 20 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 20 年国土交通省告示第 416 号） 

この告示は、平成 20 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 20 年国土交通省告示第 1025 号） 

この告示は、平成 21 年 9月 28 日から施行する。 

附 則（平成 23 年国土交通省告示第 431 号）抄 

1 この告示は、平成 23 年 5月 1 日から施行する。 

附 則（平成 24 年国土交通省告示第 1450 号） 

この告示は、平成 25 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 27 年国土交通省告示第 187 号） 

この告示は、平成 27 年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 28 年国土交通省告示第 708 号） 

この告示は、平成 28 年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 29 年国土交通省告示第 98 号） 

この告示は、平成 29 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 29 年国土交通省告示第 247 号） 

この告示は、平成 30 年 4月 1日から施行する。 
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附 則令和 6年 6 月 28 日国土交通省告示 974 号 

この告示は、令和 7年 7 月 1日から施行する。 
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別表 遊戯施設

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈠ 地盤 遊戯施設付近の地 目視等又はこれに類する イ 遊戯施設の周辺地盤に陥没が
盤の陥没、土砂流 方法（以下「目視等等」 あること。

構 出及び地割れ等の という。）により確認する。
造 状況 ロ 遊戯施設の周辺地盤に土砂流
部 出、地割れ等があること。
分

㈡ 基礎 基礎コンクリート き裂の幅が最も大きい箇 イ おおむね幅 0.5 ㎜を超えるき裂
のき裂の状況 所を測定する。 などにより、コンクリート面に

著しいひび割れ、欠損等がある
こと。

ロ おおむね幅 0.3 ㎜を超えるき裂
などにより、コンクリート面に
ひび割れ、欠損等が進行するお
それがあること。

基礎の不同沈下及 目視等により確認する。 不同沈下又は移動があること。
び移動の状況

㈢ 道床 道床付近の地盤の 目視等により確認する。 イ 道床の周辺地盤に陥没がある
陥没、土砂流出及 こと又は道床に不同沈下、傾斜、
び地割れ等並びに 移動等があること。
道床の不同沈下、
傾斜及び移動等の ロ 道床の周辺地盤に土砂流出、
状況 地割れ等があること。

㈣ 基礎と構造物 アンカーボルト及 目視等により確認する。 き裂、破損又は変形があること。
を定着させる びベースプレート
部分 のき裂、破損及び

変形の状況

ベースプレートの 目視等により確認し、腐 イ 腐食により部材の残存厚みが
錆及び腐食の状況 食が認められた場合にあ 設置時の厚みの 90 ％未満である

っては、腐食を除去して こと。
部材厚さが最も薄い箇所
を測定する。 ロ 著しい錆又は腐食があること。

アンカーボルト及 目視等により確認する。 イ 腐食があること。
びナットの錆及び
腐食の状況 ロ 著しい錆があること。

アンカーボルト及 テストハンマーによる打 ボルト又はナットに緩みがあるこ
びナットの緩みの 検又は目視等による緩み と。
状況 確認マークの位置の確認

その他ナットの緩みを確
認できる方法により確認
する。

ナットの緩み止め 目視等により確認する。 ナットの緩み止めが施されてない
の状況 こと。

根巻きコンクリー き裂の幅が最も大きい箇 イ おおむね幅 0.5 ㎜を超えるき裂
トのき裂及び剥離 所を目視等により確認し、 などにより、コンクリート面に
の状況 測定する。 著しいひび割れ、欠損等がある

こと。

ロ おおむね幅 0.3 ㎜を超えるき裂
などにより、コンクリート面に
ひび割れ、欠損等が進行するお
それがあること。
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〔別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

一 ㈤ 構造物 構造部材及び補助部 テストハンマーによる打検 構造部材又は補助部材の取付けが堅
材の取付けの状況 又は目視等による緩み確認 固でないこと。

構 マークの位置の確認その他
造 ナットの緩みを確認できる
部 方法により確認する。
分

構造部材の腐食の 目視等により確認し、腐 イ 腐食により部材の残存厚みが
状況 食が認められた場合にあ 設置時の厚みの 90 ％未満である

っては、腐食を除去して こと。
部材厚さが最も薄い箇所
を測定する。 ロ 著しい錆又は腐食があること。

補助部材の腐食の 目視等により確認し、腐 イ 腐食により部材の残存厚みが
状況 食が認められた場合にあ 設置時の厚みの 90 ％未満である

っては、腐食を除去して こと。
部材厚さが最も薄い箇所
を測定する。 ロ 著しい錆又は腐食があること。

構造部材の変形、 目視等により確認する。 構造部材に変形、偏位、き裂又は
偏位、き裂及び破 破損があること。
損の状況

構造部材の接合部 き裂を目視等により確認 接合部に緩みがあること又は溶接
分の緩み及びき裂 するとともに、テストハ 部にき裂があること。
の状況 ンマーによる打検又は目

視等による緩み確認マー
クの位置の確認その他ナ
ットの緩みを確認できる
方法により確認する。

設置時の荷重を超 設計図書との照合等によ 設計図書と異なる構造物又は装飾
える荷重の有無 り確認する。 物等が設置されていること。

㈥ 舞台及び床 舞台の構造部材及 目視等により確認する。 構造耐力上又は運転上支障をきた
び床の破損、腐食 すおそれがある破損、腐食又は変
及び変形の状況 形があること。

舞台及び床の接合 テストハンマーによる打 接合部に緩みがあること。
部の緩みの状況 検又は目視等による緩み

確認マークの位置の確認
その他ナットの緩みを確
認できる方法により確認
する。

安全柵及び手すり 目視等及び触診により確 安全柵又は手すりに破損があるこ
の破損の状況 認する。 と。

回転舞台と接する 回転舞台と接する床面と 回転舞台と床が接触すること又は
床との隙間及び段 の隙間及び段差を測定す 隙間若しくは段差が是正が必要な
差の状況 る。 状態として製造者が定める基準値

（製造者が指定していない場合に
あっては、すき間にあっては 30㎜、
段差にあっては± 10 ㎜）を超えて
いること。

㈦ 屋根及び天井 屋根の構造部材及 目視等により確認する。 構造耐力上又は運転上支障をきた
び天井の破損、腐 すおそれがある破損、腐食又は変
食及び変形の状況 形があること。

屋根及び天井の接 テストハンマーによる打 接合部に緩みがあること。
合部の緩みの状況 検又は目視等による緩み

確認マークの位置の確認
その他ナットの緩みを確
認できる方法により確認
する。

二 ㈠ 軌条、軌道、 軌条､軌道及び水路の 目視等により確認する。 き裂又は変形があること。
水路及び滑走 き裂及び変形の状

軌 路 況
道
部 軌条､軌道及び水路の 目視等により確認し、腐 イ 腐食により部材の残存厚みが
分 錆及び腐食の状況 食が認められた場合にあ 設置時の厚みの 90 ％未満である

っては、腐食を除去して こと。
部材の厚さが最も薄い箇
所を測定する。 ロ 著しい錆又は腐食があること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈠ 軌条、軌道、 軌条、軌道及び水 部材の厚さが最も薄い箇 イ 摩耗量が製造者が定める基準
水路及び滑走 路の摩耗の状況 所を測定する。 値（基準値がない場合にあって

軌 路 は 遊 戯 施 設 の 検 査 標 準 （ JIS
道 A1701）表 1 に規定する値）を超
部 えていること。
分

ロ 摩耗量が製造者が定める基準
値（基準値がない場合にあって
は 遊 戯 施 設 の 検 査 標 準 （ JIS
A1701）表 1に規定する値）の 90
％を超えていること。

軌条、軌道及び水 き裂を目視等により確認 接合部に緩みがあること又は溶接
路の接合部の緩み するとともに、ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰに 部にき裂があること。
及びき裂の状況 よる打検又は目視等によ

る緩み確認マークの位置
の確認その他ナットの緩
みを確認できる方法によ
り確認する。

軌条、軌道及び水 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
路の接合部の緩衝 破損又は劣化があること。
用ゴム材の破損及
び劣化の状況

軌条の軌間寸法及 軌条の軌間寸法及びカン 製造者が定める軌間寸法又はカン
びカント（高架を トを目視等により確認し、 トの許容値（製造者が指定してい
走行する子供汽車 異常が認められた場合に ない場合にあっては、軌間寸法は 0
その他これに類す は測定する。 ㎜から＋ 15 ㎜、カントは 0 度から
るものに限る。）の ＋ 3度）から外れていること。
状況

ソフトマット製滑 目視等及び触診により確 イ 滑走路表面にき裂又は剥離が
走路その他これに 認する。 あること。
類する滑走路の劣
化及び損傷の状況 ロ 滑走路表面に変色又はざらつ

きがあること。

繊維強化プラスチ 目視等及び触診により確 イ クモの巣状のき裂若しくは微
ック製滑走路の劣 認する。 細なき裂が集中していること又
化及び損傷の状況 は繊維が露出していること。

ロ クモの巣状のき裂又は微細な
き裂があること。

金属製滑走路の劣 目視等及び触診により確 イ 残存厚みが設置時の厚みの 90
化及び損傷の状況 認するとともに、必要に ％未満であること又は滑走路表

応じて残存厚みを測定す 面の塗膜にき裂若しくは剥離が
る。 あること。

ロ 滑走路表面の塗膜厚が摩耗に
より著しく薄くなっていること。

コンクリート製滑 目視等及び触診により確 イ コンクリートに幅 0.5 ㎜程度を
走路の劣化及び損 認するとともに、必要に 超えるき裂があること又は滑走
傷の状況 応じてき裂を測定する。 路表面の塗膜にき裂若しくは剥

離があること。

ロ 滑走路表面の塗膜厚が摩耗に
より著しく薄くなっていること。

滑走路の接合部の 漏水を目視等により確認 滑走路の接合部に緩みがあること
取付け及び漏水の するとともに、テストハ 又は接合部より著しい漏水がある
状況 ンマーによる打検又は目 こと。

視等による緩み確認マー
クの位置の確認その他ナ
ットの緩みを確認できる
方法により確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

二 ㈠ 軌条、軌道、 滑走路張出し部分、 き裂等を目視等により確 滑走路張出し部分又は滑走路飛出
水路及び滑走 飛出防止壁の取付 認するとともに、テスト 防止壁にき裂、破損若しくは変形

軌 路 けの状況並びにき ハンマーによる打検又は があること又は接合部に緩みがあ
道 裂、破損及び変形 目視等による緩み確認マ ること。
部 の状況 ークの位置の確認その他
分 ナットの緩みを確認でき

る方法により確認する。

水路及びその接合 目視等により確認する。 水路のき裂、水路の接合部のパッ
部の漏水の状況 キンの破損等により著しい漏水が

あること。

㈡ 支持部材 支持部材のき裂及 目視等により確認する。 き裂又は変形があること。
び変形の状況

支持部材の腐食の 目視等により確認し、腐 イ 腐食により部材の残存厚みが
状況 食が認められた場合にあ 設置時の厚みの 90 ％未満である

っては、腐食を除去して こと。
部材厚さが最も薄い箇所
を測定する。 ロ 著しい錆又は腐食があること。

支持部材の取付部 テストハンマーによる打 支持部材の取付部に緩みがあるこ
の緩みの状況 検又は目視等による緩み と。

確認マークの位置の確認
その他ナットの緩みを確
認できる方法により確認
する。

軌条、軌道、水路 テストハンマーによる打 支持部材若しくは支柱との接合部
及び滑走路と支持 検又は目視等による緩み に緩みがあること又は溶接部にき
部材及び支柱との 確認マークの位置の確認 裂があること。
取付けの状況 その他ナットの緩みを確

認できる方法により確認
する。

三 ㈠ 電動機及び制 電動機の取付けの テストハンマーによる打 取付部に緩みがあること。
動機 状況 検又は目視等による緩み

駆 確認マークの位置の確認
動 その他ナットの緩みを確
装 認できる方法により確認
置 する。
及
び 電動機の作動の状 目視等、触診及び聴診に 異常音、異常な発熱又は異常な振
伝 況 より確認する。 動があること。
動
装 制動片の残存厚み 製造者が指定する方法に イ 摩耗が是正が必要な状態とし
置 の状況 より確認する。ただし、 て製造者が定める基準を超えて

製造者が検査方法を指定 いること。ただし、製造者が検
していない場合にあって 査方法を指定していない場合に
は、制動片の残存厚みを あっては、パッド以外の部分が
測定し、前回の定期検査 ドラム又はディスクに接触して
又は定期点検時からの制 いること。
動片の摩耗量を確認する。

ロ 摩耗が重点的な点検が必要な
状態として製造者が定める基準
を超えていること（製造者がパ
ッドの厚みについて是正が必要
な状態の基準を定めており、か
つ重点的な点検が必要な状態の
基準を定めていない場合におい
ては、電気制動タイプのものに
あっては是正が必要な状態とし
て製造者が定める基準値の 1.1 倍
以下、ブレーキ制動タイプのも
のにあっては是正が必要な状態
として製造者が定める基準値の
1.2倍以下であること）。ただし、
製造者が検査方法を指定してい
ない場合は、パッド以外の部分
がドラム又はディスクに接触す
るまでの残存厚みが前回の定期
検査時からの摩耗量の 1.2 倍以下
であること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈡ 軸継手 軸継手の取付けの 目視等及び聴診により確 取付部に心ずれ若しくは偏心があ
状況 認するとともに、作動の ること又は運転時に異常音若しく

駆 状況を確認する。 は異常な振動があること。
置
及 軸継手の結合の状 目視等及び聴診により確 結合が円滑でないこと。
び 況 認するとともに、作動の
伝 状況を確認する。
動
装 油及び粉体の量及 目視等及び触診により確 継手の媒体となる油又は粉体に過
置 び劣化の状況 認する。 不足、異物の混入又は著しい変色

があること。

ローラーチェーン、 運転状態において目視等 運転上支障をきたすおそれがある
ゴム等の継手媒体 により確認し、異常が認 摩耗、変形又は劣化があること。
の摩耗、変形及び められた場合にあっては
劣化の状況 分解して確認する。

クラッチの作動の 運転状態において目視等 クラッチによる動力の伝達又は遮
状況 により確認し、滑り等が 断が確実でないこと。

ある場合にあっては摩擦
板の摩耗、表面の傷及び
破損の状況を目視等によ
り確認する。

㈢ 減速機 減速機の取付けの 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

開放型減速機の歯 片当たり及び偏摩耗を目 歯車の歯面に片当たり又は偏摩耗
車の歯面の摩耗の 視、触診及び聴診により があること又は歯の摩耗が遊戯施
状況 確認するとともに、歯の 設の検査標準（JIS A1701）5.3.3b)

厚さを測定する。 に規定する値を超えていること。

減速機の軸受部の 運転状態において目視等、 異常音、異常な発熱又は異常な振
給油の状況及び軸 触診及び聴診により確認 動があること又は回転が円滑でな
受の破損の状況 する。 いこと。

密閉型減速機の潤 油量を油面計等により確 油量が適量でないこと又は著しい
滑油の量及び劣化 認するとともに、油を少 変色若しくは摩耗粉があること。
の状況 量抜き取り、目視等及び

触診により確認する。

減速機の作動の状 運転状態において目視等、 異常音、異常な発熱又は異常な振
況 触診及び聴診により確認 動があること。

する。

㈣ 伝動装置 伝動装置の取付け 取付部及び給油の状況を 取付けが堅固でないこと又は給油
及び給油の状況 目視等により確認すると が適切でないこと。

ともに、テストハンマー
による打検又は目視等に
よる緩み確認マークの位
置の確認その他ナットの
緩みを確認できる方法に
より確認する。

ローラーチェーン 目視等及び運転状態にお ローラーチェーンに著しい伸びが
及びＶベルトの設 いて聴診により確認する。 あること、Ｖベルトがプーリ溝に
置及び摩耗の状況 底当たりすること又はスリップ、

異常音若しくは異常な振動がある
こと。

305



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈤ 軸及び軸受装 軸受装置の取付部 損傷等を目視等により確 取付けが堅固でないこと又は取付
置 の取付け並びに劣 認するとともに、テスト 部に著しい錆、腐食若しくは損傷

駆 化及び損傷の状況 ハンマーによる打検又は があること。
置 目視等による緩み確認マ
及 ークの位置の確認その他
び ナットの緩みを確認でき
伝 る方法により確認する。
動
装 軸受装置の給油の 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。
置 状況

軸及び軸受装置の 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
劣化及び損傷の状 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること、著し
況 する。 い劣化があること又は損傷がある

こと。

㈥ 駆動用歯車装 駆動用歯車装置の 軸及び歯車を目視等及び 取付けが堅固でないこと又は歯車
置 設置の状況 触診により確認するとと 装置に心ずれ若しくは過度な余裕

もに、テストハンマーに があること。
よる打検又は目視等によ
る緩み確認マークの位置
の確認その他ナットの緩
みを確認できる方法によ
り確認する。

駆動用歯車装置の 目視等により確認する。 著しい錆又は腐食があること。
劣化及び損傷の状
況

歯車の歯面の摩耗 片当たり及び偏摩耗を目 歯車の歯面に片当たり若しくは偏
の状況 視等、触診及び聴診によ 摩耗があること又は歯の摩耗が遊

り確認するとともに、歯 戯施設の検査標準（ JIS A1701）
の厚さを測定する。 5.3.6b)に規定する値を超えている

こと。

歯車の給油の状況 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること又は給
する。 油が適切でないこと。

歯車の劣化及び損 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
傷の状況 き裂又は部分的な欠損があること。

㈦ 駆動車輪装置 車輪の取付け及び 運転状態において心ずれを 回転時に異常音、異常な発熱、異
給油の状況 目視等により確認するとと 常な振動若しくはすべりがあるこ

もに、軸受部の給油状況を と又は給油が適切でないこと。
聴診により確認する。

軸受の劣化及び損 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
傷の状況 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること。

する。

車輪（溝付きタイ 車輪（溝付きタイヤを除 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
ヤを除く。）の摩耗 く。）の径を測定する。 て製造者が定める基準値（製造
の状況 者が指定していない場合にあっ

ては、鋼製車輪及び溝無しソリ
ッドタイヤにおいては設置時の
直径の 2.5 ％又は 6 ㎜のうちいず
れか小さい値、ウレタン等によ
りライニングされた車輪におい
ては設置時の厚みの 25 ％又は 5
㎜のうちいずれか小さい値）を
超えていること。

ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
て製造者が定める基準値（製造
者が指定していない場合にあっ
ては、鋼製車輪及び溝無しソリ
ッドタイヤにおいては設置時の
直径の 2.5 ％又は 6 ㎜のうちいず
れか小さい値、ウレタン等によ
りライニングされた車輪におい
ては設置時の厚みの 25 ％又は 5
㎜のうちいずれか小さい値）の 90
％を超えていること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

三 ㈦ 駆動車輪装置 車輪表面の劣化及 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
び損傷の状況 傷、剥離又は偏摩耗があること。

駆
動 溝付きタイヤの溝 目視等により確認し、又 溝深さが製造者が定める基準に適
装 深さの状況 は溝深さを測定する。 合していないこと。ただし、製造
置 者が基準を定めていない場合にあ
及 っては、溝深さが設定時の25％未
び 満であること。
伝
動 空気入りタイヤの 運転状態で目視等及び聴 スリップ等の運転上支障をきたす
装 空気圧の状況 診により確認するととも おそれがあること又は空気圧が適
置 に、空気圧を測定する。 正な状態として製造者が定める基

準値の 90％未満であること。

車輪の取付金具及 目視等により確認する。 き裂又は破損があること。
び取付ボルトの劣
化及び損傷の状況

車軸の劣化及び損 目視等により確認する。 き裂又は著しい摩耗があること。
傷の状況

四 ㈠ チ ェ 巻 上 巻上用チェーンの 目視等により確認する。 チェーンのリンク板若しくは軸に
ー ン 用 チ 劣化及び損傷並び き裂若しくは著しい錆若しくは腐

巻 コ ン ェ ー に給油の状況 食があること又は給油が適切でな
上 ベ ア ン いこと。
装 巻 上
置 装置 巻上用チェーンの 目視等により確認し、異 イ 摩耗が是正が必要な状態とし

軸、リンク孔及び 常が認められた場合にあ て製造者が定める基準値（製造
リンク板の摩耗の っては、2 リンク以上抜き 者が指定していない場合にあっ
状況 取り、摩耗量を測定する。 ては、設置時の直径の 10 ％）を

また、目視等により異常 超えていること。
が確認されない場合にあ
っては、1 年以内に行った ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
測定の結果により確認す て製造者が定める基準値（製造
る。 者が指定していない場合にあっ

ては、設置時の直径の 10％）の 90
％を超えていること。

巻上用チェーンの 4 リンク以上の長さを測定 イ 伸び率が是正が必要な状態と
伸びの状況 する。 して製造者が定める基準値（製

造者が指定していない場合にあ
っては、設置時の長さの 1.5 ％）
を超えていること。

ロ 伸び率が是正が必要な状態と
して製造者が定める基準値（製
造者が指定していない場合にあ
っては、設置時の長さの 1.5 ％）
の 90％を超えていること。

ス プ スプロケットの歯 歯の幅を測定する。 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
ロ ケ の摩耗の状況 て製造者が定める基準値（製造
ット 者が指定していない場合にあっ

ては、設置時の幅の 15 ％）を超
えていること。

ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
て製造者が定める基準値（製造
者が指定していない場合にあっ
ては、設置時の幅の 15 ％）の 90
％を超えていること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈠ チ ェ 軸 及 スプロケット軸受 損傷等を目視等により確 取付けが堅固でないこと又は取付
ー ン び 軸 装置の取付部の取 認するとともに、テスト 部に著しい錆若しくは腐食若しく

巻 コ ン 受 装 付け並びに劣化及 ハンマーによる打検又は は異常な振動があること。
上 ベ ア 置 び損傷の状況 目視等による緩み確認マ
装 巻 上 ークの位置の確認その他
置 装置 ナットの緩みを確認でき

る方法により確認する。

スプロケット軸受 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。
装置の給油の状況

スプロケット軸及 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
びスプロケット軸 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること、著し
受装置の劣化及び する。 い劣化があること又は損傷がある
損傷の状況 こと。

チ ェ チェーンガイドの 目視等により確認する。 チェーンガイドの取付けに緩みが
ー ン 取付け及び変形の あること又は変形があること。
ガ イ 状況
ド

しゅう動材の取付 目視等により確認する。 しゅう動材の取付けに緩みがある
け並びに摩耗及び こと、著しい摩耗があること又は
変形の状況 変形があること。

㈡ ベ ル 巻 上 巻上用ベルトの滑 滑りの有無を目視等及び 運転状態において、駆動用プーリ
ト コ 用 ベ りの状況 聴診により確認する。 ー又は乗物との間に滑りがあるこ
ン ベ ルト と。
ア 巻
上 装 巻上用ベルトの劣 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
置 化及び損傷の状況 破損、摩耗又は劣化があること。

巻上用ベルト接合 目視等により確認する。 き裂又は剥離があること。
部の劣化及び損傷
の状況

駆 動 駆動用プーリのき 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
用 プ 裂、腐食及びライ き裂若しくは腐食があること又は
ー リ ニングの摩耗の状 ライニングに摩耗があること。
及 び 況
ロ ー
ラー 駆動用プーリの取 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと又は取付

付けの状況 認するとともに、テスト 部に心ずれ、偏心若しくはベルト
ハンマーによる打検又は の緩みがあること。
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

ローラーの回転の 運転状態において目視等 ローラーの回転が円滑でないこと。
状況 により確認する。

軸 及 軸受装置の取付部 損傷等を目視等により確 取付けが堅固でないこと又は取付
び 軸 の取付け並びに劣 認するとともに、テスト 部に著しい錆若しくは腐食若しく
受 装 化及び損傷の状況 ハンマーによる打検又は は損傷があること。
置 目視等による緩み確認マ

ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

軸受装置の給油の 目視等により確認する。 給油が適切でないこと。
状況

スプロケット軸及 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
びスプロケット軸 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること、著し
受装置の劣化及び する。 い劣化があること又は損傷がある
損傷の状況 こと。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈢ ワ イ 主索 径の状況 乗降位置から加速終了位 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径
ヤ ロ 置又は減速開始位置から が綱車にかからない部分の直径

巻 ー プ 乗降位置の間に客席部分 と比較して 90％未満であること。
上 巻 上 がある場合に車による曲
装 装 げ回数が多い箇所等にお ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径
装 ける最も摩耗の進んだ部 が綱車にかからない部分の直径
置 分の直径及び綱車にかか と比較して 92％未満であること。

らない部分の直径を測定
する。

素線切れの状況 乗降位置から加速終了位 イ 次に掲げる基準（以下「遊戯
置又は減速開始位置から 施設素線切れ要是正判定基準」
乗降位置の間に客席部分 という。）のいずれかに該当する
がある場合に主索が綱車 こと。
にかかる箇所、綱車による ⑴ 素線切れが平均的に分布する
曲げ回数が多い箇所、傷 場合は、1 よりピッチ内の素線
のある箇所等を目視等に 切れ総数が 6 より鋼索にあっ
より確認し、最も摩損の ては 18 本、8 より鋼索にあっ
進んだ部分については重 ては 24 本を超えていること又
点的に目視等により確認 は 1 構成より 1 ピッチ内の素
する。 線切れが 3 本を超えているこ

と。
⑵ 素線切れが特定の部分に集
中している場合は、1 よりピッ
チ内の素線切れ総数が 6 より
鋼索にあっては 10 本、8 より
鋼索にあっては 12 本を超えて
いること又は 1 構成より 1 ピ
ッチ内の素線切れが 7 本を超
えていること。

⑶ 素線切れが生じた部分の断
面積の摩損がない部分の断面
積に対する割合が 80 ％以下で
ある場合は､ 1 構成より 1 ピッ
チ内の素線切れが 2 本を超え
ていること。

⑷ 谷部で素線切れが生じてい
ること。

ロ 次に掲げる基準（以下「遊戯
施設素線切れ要重点点検判定基
準」という。）のいずれかに該当
すること。
⑴ 素線切れが平均的に分布す
る場合は、1 よりピッチ内の素
線切れ総数が 6 より鋼索にあ
っては 12 本、8 より鋼索にあ
っては 16 本を超えていること
又は 1 構成より 1 ピッチ内の
素線切れが 2 本を超えている
こと。

⑵ 素線切れが特定の部分に集
中している場合は、1 よりピッ
チ内の素線切れ総数が 6 より
鋼索にあっては 9 本、8 より鋼
索にあっては 10 本を超えてい
ること又は 1 構成より 1 ピッ
チ内の素線切れが 6 本を超え
ていること。

⑶ 素線切れが生じた部分の断
面積の摩損がない部分の断面
積に対する割合が 80 ％以下で
あること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈢ ワ イ 主索 錆び及び錆びた摩 全長の錆及び錆びた摩耗 イ 次に掲げる基準（以下「遊戯
ヤ ロ 耗粉の状況 粉の固着の状況を目視等 施設錆及び錆びた摩耗粉要是正

巻 ー プ により確認し、錆びた摩 判定基準」という。）のいずれか
上 巻 上 耗粉により谷部が赤錆色 に該当すること。
装 装置 に見える箇所がある場合 ⑴ 錆びた摩耗粉が多量に付着
置 にあっては、錆びた摩耗 し、素線の状況が確認できな

粉により谷部が赤錆色に いこと。
見える部分の直径及び綱 ⑵ 表面に点状の腐食が多数生
車にかからない部分の直 じていること。
径を測定するとともに、 ⑶ 錆びた摩耗粉により谷部が
当該箇所を重点的に目視 赤錆色に見える部分の直径が
等により確認する。 綱車にかからない部分の直径

と比較して 94 ％未満であるこ
と。

⑷ 錆びた摩耗粉により谷部が
赤錆色に見える部分の１構成
より１ピッチ内の素線切れが２
本を超えていること。

ロ 錆びた摩耗粉により谷部が赤
錆色に見える箇所があること（以
下「遊戯施設錆及び錆びた摩耗
粉要重点点検判定基準」という。）

損傷及び変形の状 全長を目視等により確認 著しい損傷又は変形があること。
況 する。

主 索 張りの状況 次に掲げる方法のいずれ 著しい不均等があること。
の 張 かによる。
り イ 各主索端末部のスプ

リングの高さを目視等
により確認する。

ロ 主索を揺らし、その
振幅を確認する。

ハ 触診により主索の張
りが均等であることを
確認する。

主 索 止め金具の取付け 目視等又は触診により確 ダブルナットにあってはナット間
及 び の状況 認する。 に緩みがあること、割ピンにあっ
取 付 てはピンに欠損、曲げ不足等があ
部（止 ること又はその他の方法にあって
め 金 は取付けが確実でないこと。
具 が
あ る 主索の端部におけ 目視等及び触診により確 取付けが確実でないこと。
も の る止め金具の取付 認する。
に 限 けの状況
る。）

止め金具及びその 目視等により確認する。 止め金具及びその取付部に損傷が
取付部の損傷の状 あること。
況

綱車 綱車の配列の状況 目視等により確認する。 ワイヤロープが外れないよう綱車
が配列されていないこと。

綱車の劣化及び損 綱車のき裂及び摩耗を目 耳部に欠損、き裂又は溝部に著し
傷の状況 視等により確認するとと い摩耗があること又はワイヤロー

もに運転時に滑りの有無 プとの間で滑りがあること。
を確認する。

綱車の軸受の劣化 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
及び損傷並びに給 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること又は給
油の状況 する。 油が適切でないこと。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

四 ㈢ ワ イ 綱車 綱車の取付けの状 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
ヤ ロ 況 認するとともに、テスト

巻 ー プ ハンマーによる打検又は
上 巻 上 目視等による緩み確認マ
装 装置 ークの位置の確認その他
置 ナットの緩みを確認でき

る方法により確認する。

巻 上 巻上機の取付けの 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
機 状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

駆動ドラムの劣化 目視等により確認する。 駆動ドラムに腐食若しくはき裂が
及び損傷の状況 あること又はロープ溝に著しい摩

耗があること若しくは摩耗が不均
一であること。

ロ ー ロープガードの状 目視等及び触診により確 次のいずれかに該当すること。
プ ガ 況 認するとともに、滑車の (1) 滑車の索に面する部分の端部
ード 索に面する部分の端部と のうち、最も外側にあるものと

の距離を測定する。 の最短距離が索の直径の3/4以
下でないこと。

(2) 滑車の索に面する部分の端部
のうち、(1)に掲げるもの以外
のものとの最短距離が索の直径
の 17/20以下でないこと。

㈣ 緊張装置 緊張装置の劣化及 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれのある
び損傷の状況 腐食、変形、偏位、き裂又は破損

があること。

緊張装置の取付け 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
の状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

緊張装置の機能の 目視等及び触診で確認す 作動が円滑でないこと又は張力の
状況 る。 調整ができないこと。

㈤ 釣合おもり 釣合おもりの枠の 目視等及び触診により確 枠の組立てが堅固でないこと又は
状況 認する。 変形があること。

釣合おもりのガイ テストハンマーによる打 ナットに緩みがあること。
ドシュー及びガイ 検等により確認する。
ドローラーその他
これに類するもの
（以下「ガイドシ
ュー等｝という。）
の取付けの状況

釣合おもりのガイ 目視等、聴診及び触診に しゅう動部又は回転部の摩耗によ
ドシュー等の摩耗 より確認する。 り運行に支障が生じていること。
の状況

釣合おもり片の脱 目視等及び触診により確 釣合おもり片の脱落防止装置が確
落防止装置の状況 認する。 実でないこと。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈠ 非常止め装置 非常止め装置の作 作動の状況を確認する。 非常止め装置の作動が確実でない
動の状況 こと。

安
全 非常止め装置の劣 目視等により確認する。 著しい錆又は腐食があること。
装 化及び損傷の状況
置

非常止め装置の取 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
付けの状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

過速スイッチの作 作動の状況を確認する。 過速スイッチを作動したときに安
動の状況 全回路が遮断されないこと又は安

全回路の遮断を保持できないこと。

キャッチと過速ス 目視等により作動の順位 キャッチの作動速度が過速スイッ
イッチの整合性の を確認する。 チの作動速度を下回ること。
状況

キャッチの作動の 作動の状況を確認する。 キャッチが作動しないこと又は調
状況 速機ロープが滑ること。

㈡ 緩衝装置 緩衝装置の取付け 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
の状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

緩衝装置の作動の 作動させて機能を確認す 減速度が急激であること。
状況（油入式を除 る。作動させることが困
く。） 難な場合は、低速で圧縮

してストロークを確認す
る。

緩衝装置の作動の 全圧縮した後、復帰する 90秒以内に復帰しないこと。
状況（油入式に限 までの時間を確認する。
る。）

油量（油入式に限 目視等により確認する。 油量が適切でないこと。
る。）

緩衝装置の腐食の 目視等により確認する。 緩衝器本体又は取付部に著しい腐
状況 食があること。

㈢ 乗物逆行防止 乗物逆行防止装置 損傷等を目視等により確 逆行防止装置の乗物側の取付けが
装置 の乗物側の取付並 認するとともに、テスト 堅固でないこと又は著しい錆、腐

びに劣化及び損傷 ハンマーによる打検又は 食若しくは損傷があること。
の状況 目視等による緩み確認マ

ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

乗物逆行防止装置 損傷等を目視等により確 逆行防止装置の固定側の取付けが
の固定側の取付並 認するとともに、テスト 堅固でないこと又は著しい摩耗、
びに劣化及び損傷 ハンマーによる打検又は 腐食若しくは損傷があること。
の状況 目視等による緩み確認マ

ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

乗物逆行防止装置 乗物を巻上げ部の途中で 作動が確実でないこと。
の作動の状況 停止させ、作動の状況を

確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈣ 乗物急激降下 乗物急激降下防止 損傷等を目視等により確 急激降下防止装置の取付けが堅固
防止装置 装置の取付け並び 認するとともに、テスト でないこと又は損傷若しくは著し

安 に劣化及び損傷の ハンマーによる打検又は い腐食があること。
全 状況 目視等による緩み確認マ
装 ークの位置の確認その他
置 ナットの緩みを確認でき

る方法により確認する。

乗物急激降下防止 絞り弁を全閉から除々に 作動が確実でないこと。
装置の作動の状況 開放し作動の状況を確認

する。

㈤ 制動装置 制動装置の取付け 取付部を目視等により確 制動装置の固定側の取付けが堅固
の状況 認するとともに、テスト でないこと。

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

制動装置本体、ブ 目視等により確認する。 著しい錆、腐食又は変形があるこ
レーキライニング と。
及び乗物の制動板
の劣化及び損傷の
状況

制動装置の機能の 作動の状況を確認する。 制動作用が確実でなく、制動力の
状況 調整が不十分であること。

ブレーキライニン 制動板の残存厚みを測定 イ 残存厚みが是正が必要な状態
グ及び乗物の制動 する。 として製造者が定める基準値（製
板の残存厚みの状 造者が指定していない場合にあ
況 っては、ブレーキライニングは

設置時の厚みの 50 ％、制動板は
設置時の厚みの 75 ％）以下であ
ること又は取付ビス、リベット
等の頭が車両を傷つけているこ
と。

ロ 残存厚みが是正が必要な状態
として製造者が定める基準値（製
造者が指定していない場合にあ
っては、ブレーキライニングは
設置時の厚みの 50 ％、制動板は
設置時の厚みの 75 ％）の 1.2 倍
以下であること。

ブレーキライニン 表面の傷を目視等により ブレーキライニングの取付けが確
グの取付けの状況 確認するとともに、テス 実でないこと又は表面に著しい傷
及び表面の傷の状 トハンマーによる打検又 があること。
況 は目視等による緩み確認

マークの位置の確認その
他ナットの緩みを確認で
きる方法により確認する。

制動装置の作動の 手動操作で開閉し、作動 作動が円滑でないこと。
状況 の状況を確認する。

制動用ばねの取付 目視等により確認すると 制動用ばねを固定するボルト及び
の状況及び緩み止 ともに、テストハンマー ナットの締付けが堅固でないこと
めの状況 による打検又は目視等に 又は緩み止めが施されてないこと。

よる緩み確認マークの位
置の確認その他ナットの
緩みを確認できる方法に
より確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

五 ㈤ 制動装置 制動装置のセンサ 目視等及び触診により確 センサーの取付けが堅固でないこ
ーの取付けの状況 認する。 と。

安
全 制動装置のセンサ 手動で制動装置を解放さ センサーの作動が確実でないこと。
装 ーの作動の状況 せ作動の状況を確認する。
置

リンク装置の取付 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと、変形、
けの状況及び給油 認するとともに、テスト 破損若しくは著しい摩耗、錆若し
の状況 ハンマーによる打検又は くは腐食があること又は給油が適

目視等による緩み確認マ 切でないこと。
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

空圧シリンダーそ 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は著し
の他のアクチュエ い錆若しくは腐食があること。
ーターの取付けの
状況

㈥ 追突防止装置 追突防止装置の作 先行する乗物が停止して 追突防止装置の作動が確実でない
動の状況 いる状態において作動の こと。

状況を確認する。

追突防止装置のセ 目視等及び触診により確 取付けが堅固でないこと。
ンサーの取付けの 認する。
状況

追突防止装置のセ 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。
ンサーの作動の状
況

㈦ 水位検出装置 水位検出装置の作 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。
動の状況

水位検出装置の取 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は破損
付け並びに劣化及 若しくは腐食があること。
び損傷の状況

六 ㈠ 乗物 外 装 乗物の外装及び床 目視等により確認する。 き裂、破損、著しい錆若しくは腐
及 び の劣化及び損傷の 食又は浸水があること。

乗 床 状況
物
関 構 造 乗物の構造部材及 目視等により確認する。 き裂、破損、変形、緩み又は著し
係 部材 び接合部の劣化及 い錆若しくは腐食があること。

び損傷の状況

座席、 乗物の座席、手す 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は破損
手 す り、握り棒、安全 があること。
り等 棒等の取付け並び

に劣化及び損傷の
状況

扉 、 乗物の扉、窓、掛 目視等により確認する。 破損があること。
窓 及 金等の劣化及び損
び 掛 傷の状況
金

身 体 身体保持装置の作 目視等及び触診により確 作動又はロックが確実でないこと。
保 持 動の状況 認する。
装置

身体保持装置の取 損傷等を目視等により確 取付けが堅固でないこと又はき裂、
付け並びに劣化及 認するとともに、テスト 破損、変形若しくは著しい錆があ
び損傷の状況 ハンマーによる打検又は ること。

目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈡ 客席部取付装 客席部取付装置の 損傷を目視等により確認 取付けが堅固でないこと又は破損
置 取付台の劣化及び するとともに、テストハ があること。

乗 損傷の状況 ンマーによる打検又は目
物 視等による緩み確認マー
関 クの位置の確認その他ナ
係 ットの緩みを確認できる

方法により確認する。

客席部取付装置の 目視等、触診及び聴診に 回転時に異常音、異常な発熱若し
回転軸部の給油の より確認する。 くは異常な振動があること又は給
状況 油が適切でないこと。

客席部分を吊る丸 テストハンマーによる打 取付部に緩みがあること。
鋼、リンクチェー 検又は目視等による緩み
ン等の取付けの状 確認マークの位置の確認
況 その他ナットの緩みを確

認できる方法により確認
する。

客席部分を吊る丸 最も摩耗の進んだ部分の イ 最も摩耗の進んだ部分の直径
鋼、リンクチェー 直径及び摩耗していない が摩耗していない部分の直径と
ン等の径の状況 部分の直径を測定する。 比較して 90％未満であること。

ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径
が摩耗していない部分の直径と
比較して 92％未満であること。

客席部分を吊る丸 目視等により確認する。 き裂、破損、変形又は著しい錆若
鋼、リンクチェー しくは腐食があること。
ン等の劣化の状況

客席部分を吊るワ 乗降位置から加速終了位 イ 最も摩耗の進んだ部分の直径
イヤロープの径の 置又は減速開始位置から が綱車にかからない部分の直径
状況 乗降位置の間に客席部分 と比較して 90％未満であること。

がある場合にワイヤロー
プが綱車にかかる箇所、 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径
綱車による曲げ回数が多 が綱車にかからない部分の直径
い箇所等における最も摩 と比較して 92％未満であること。
耗の進んだ部分の直径及
び綱車にかからない部分
の直径を測定する。

客席部分を吊るワ 乗降位置から加速終了位 イ 遊戯施設素線切れ要是正判定
イヤロープの素線 置又は減速開始位置から 基準のいずれかに該当すること。
切れの状況 乗降位置の間に客席部分

がある場合にワイヤロー ロ 遊戯施設素線切れ要重点点検
プが綱車にかかる箇所、 判定基準のいずれかに該当する
綱車による曲げ回数が多 こと。
い箇所、傷のある箇所等
を目視等により確認し、
最も摩損の進んだ部分に
ついては重点的に目視等
により確認する。

客席部分を吊るワ 全長の錆及び錆びた摩耗 イ 遊戯施設錆及び錆びた摩耗粉
イヤロープの錆及 粉の固着の状況を目視等 要是正判定基準のいずれかに該
び錆びた摩耗粉の により確認し、錆びた摩 当すること。
状況 耗粉により谷部が赤錆色

に見える箇所がある場合 ロ 遊戯施設錆及び錆びた摩耗粉
にあっては、錆びた摩耗 要重点点検判定基準に該当する
粉により谷部が赤錆色に こと。
見える部分の直径及び綱
車にかからない部分の直
径を測定するとともに、
当該箇所を重点的に目視
等により確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈡ 客席部取付装 客席部分を吊るワ 全長を目視等により確認 著しい損傷又は変形があること。
置 イヤロープの損傷 する。

乗 及び変形の状況
物
関 客席部分を吊るワ 次に掲げる方法のいずれ 著しい不均等があること。
係 イヤロープの張り かによる。

の状況 イ 各ワイヤロープ端末
部のスプリングの高さ
を目視等により確認す
る。

ロ ワイヤロープを揺ら
し、その振幅を確認す
る。

ハ 触診によりワイヤロ
ープの張りが均等であ
ることを確認する。

客席部分を吊るワ 目視等により確認する。 止め金具及びその取付部に損傷が
イヤロープ端部の あること。
止め金具及びその
取付部の損傷の状
況

綱車の配列の状況 目視等により確認する。 ワイヤロープが外れないよう綱車
が配列されていないこと。

綱車の劣化及び損 綱車のき裂及び摩耗を目 欠損、き裂又は溝部に著しい摩耗
傷の状況 視により確認するととも があること又はワイヤロープとの

に運転時に滑りの有無を 間で滑りがあること。
確認する。

綱車の軸受の劣化 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱若し
及び損傷並びに給 触診及び聴診により確認 くは異常な振動があること又は給
油の状況 する。 油が適切でないこと。

綱車の取付けの状 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

㈢ 走 行 台 車 走行台車枠の劣化 目視等により確認し、異 著しい錆若しくは腐食、き裂、破
台車 枠 及び損傷の状況 常が認められた場合にあ 損又は著しい摩耗があること。

っては、探傷試験（超音
波探傷、磁粉探傷又は浸
透液探傷のいずれか適し
た方法による。以下同じ。）
により確認する。また、
目視等により異常が認め
られない場合にあっては、
分解検査等において実施
した探傷試験の結果（人
力で走行するものは 5 年
以内、それ以外で定常走
行速度が毎時 40 ㎞以下の
ものは 3 年以内、それら
以外のものは 1 年以内に
行ったもの）により確認
する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈢ 走 行 台 車 走行台車先端軸の 台車先端軸に振動を加え、 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
台車 先 端 摩耗の状況 台車先端軸が振動する状 て製造者が定める基準値（製造

乗 軸 況を確認し、異常が認め 者が指定していない場合のうち、
物 られた場合にあっては、 ころがり軸受で軸が回転する場
関 台車先端軸と軸受け間の 合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
係 隙間を測定する。また、 ろがり軸受で軸が回転しない場

異常が認められない場合 合にあっては隙間が軸の直径の1
にあっては、分解検査等 /200 又は0.2㎜のうちいずれか小
において実施した測定結 さい値、すべり軸受の場合にあ
果（人力で走行するもの っては隙間が軸の直径の１/200）
は 5 年以内、それ以外で を超えていること。
定常走行速度が毎時 40 ㎞
以下のものは 3 年以内、 ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
それら以外のものは 1 年 て製造者が定める基準値（製造
以内に行ったもの）によ 者が指定していない場合のうち、
り確認する。 ころがり軸受で軸が回転する場

合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
ろがり軸受で軸が回転しない場
合にあっては隙間が軸の直径の1
/200又は0.2㎜うちいずれか小さ
い値、すべり軸受の場合にあっ
ては隙間が軸の直径の１/200）の
90％を超えていること。

走行台車先端軸の 目視等により確認し、異 き裂又は損傷があること。
き裂の状況 常が認められた場合にあ

っては、探傷試験により
確認する。また、目視等
により異常が認められな
い場合にあっては、分解
検査等において実施した
探傷試験の結果（人力で
走行するものは 5年以内、
それ以外で定常走行速度
が毎時 40 ㎞以下のものは
3 年以内、それら以外のも
のは 1 年以内に行ったも
の）により確認する。

台 車 走行台車中心軸の 台車中心軸に振動を加え、 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
中 心 摩耗の状況 台車中心軸が振動する状 て製造者が定める基準値（製造
軸 況を確認し、異常が認め 者が指定していない場合のうち、

られた場合にあっては、 ころがり軸受で軸が回転する場
台車中心軸と軸受け間の 合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
隙間を測定する。また、 ろがり軸受で軸が回転しない場
異常が認められない場合 合にあっては隙間が軸の直径の1
にあっては、分解検査等 /200又は0.2㎜うちいずれか小さ
において実施した測定結 い値、すべり軸受の場合にあっ
果（人力で走行するもの ては隙間が軸の直径の１/200）を
は 5 年以内、それ以外で 超えていること。
定常走行速度が毎時 40 ㎞
以下のものは 3 年以内、 ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
それら以外のものは 1 年 て製造者が定める基準値（製造
以内に行ったもの）によ 者が指定していない場合のうち、
り確認する。 ころがり軸受で軸が回転する場

合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
ろがり軸受で軸が回転しない場
合にあっては隙間が軸の直径の1
/200又は0.2㎜うちいずれか小さ
い値、すべり軸受の場合にあっ
ては、隙間が軸の直径の１/200）
の 90％を超えていること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈢ 走 行 台 車 走行台車中心軸の 目視等により確認し、異 き裂又は損傷があること。
台車 中 心 き裂の状況 常が認められた場合にあ

乗 軸 っては、探傷試験により
物 確認する。また、目視等
関 により異常が認められな
係 い場合にあっては、分解

検査等において実施した
探傷試験の結果（人力で
走行するものは 5年以内、
それ以外で定常走行速度
が毎時 40 ㎞以下のものは
3 年以内、それら以外のも
のは 1 年以内に行ったも
の）により確認する。

㈣ 車 輪 車輪 車輪の回転及び軸 目視等、触診及び聴診に 回転時に異常音、異常な発熱若し
装置 受の給油の状況 より確認する。 くは異常な振動があること又は給

油が適切でないこと。

車輪（溝付きタイ 目視等により確認すると イ 摩耗が是正が必要な状態とし
ヤを除く。）の摩耗 ともに、車輪（溝付きタ て製造者が定める基準値（製造
並びに劣化及び損 イヤを除く。）の径を測定 者が指定していない場合にあっ
傷の状況 する。 ては、鋼製車輪及び溝無しソリ

ッドタイヤにおいては設置時の
直径の 2.5 ％又は 6 ㎜のうちいず
れか小さい値、ウレタン等によ
りライニングされた車輪におい
ては設置時の厚みの 25 ％又は 5
㎜のうちいずれか小さい値）を
超えていること。

ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
て製造者が定める基準値（製造
者が指定していない場合にあっ
ては、鋼製車輪及び溝無しソリ
ッドタイヤにおいては設置時の
直径の 2.5 ％又は 6 ㎜のうちいず
れか小さい値、ウレタン等によ
りライニングされた車輪におい
ては設置時の厚みの 25 ％又は 5
㎜のうちいずれか小さい値）の 90
％を超えていること。

溝付きタイヤの溝 目視等により確認し、又 溝深さが製造者が定める基準に適
深さの状況 は溝深さを測定する。 合していないこと。ただし、製造

者が基準を定めていない場合にあ
っては、溝深さが設置時の25％未
満であること。

空気入りタイヤの 運転状態で目視等及び聴 スリップ等の運転上支障をきたす
空気圧の状況 診により確認するととも おそれがあること又は空気圧が適

に、空気圧を測定する。 正な状態として製造者が定める基
準値の90％未満であること。

車輪の取付けの状 取付部を目視等により確 取付ピン、ボルト、ナット等の締
況 認するとともに、テスト 付けが適正でないこと又は緩み止

ハンマーによる打検又は めが必要なものについて緩み止め
目視等による緩み確認マ が施されてないこと。
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈣ 車 輪 車 輪 車輪軸の摩耗の状 車輪軸に振動を加え、車 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
装置 軸（主 況 輪軸が振動する状況を確 て製造者が定める基準値（製造

乗 輪軸、 認し、異常が認められた 者が指定していない場合のうち、
物 側 輪 場合にあっては、車輪軸 ころがり軸受で軸が回転する場
関 軸 及 と軸受け間の隙間を測定 合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
係 び 受 する。また、異常が認め ろがり軸受で軸が回転しない場

輪軸） られない場合にあっては、 合にあっては、隙間が軸の直径
分解検査等において実施 の1/200又は0.2㎜のうちいずれ
した測定結果（人力で走 か小さい値、すべり軸受の場合
行するものは 5 年以内、 にあっては、隙間が軸の直径の
それ以外で定常走行速度 １/200）を超えていること。
が毎時 40 ㎞以下のものは
3 年以内、それら以外のも ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
のは 1 年以内に行ったも て製造者が定める基準値（製造
の）により確認する。 者が指定していない場合のうち、

ころがり軸受で軸が回転する場
合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
ろがり軸受で軸が回転しない場
合にあっては、隙間が軸の直径
の1/200又は0.2㎜のうちいずれ
か小さい値、すべり軸受けの場
合にあっては、隙間が軸の直径
の１/200）の 90 ％を超えている
こと。

車輪軸のき裂の状 目視等により確認し、異 き裂又は損傷があること。
況 常が認められた場合にあ

っては、探傷試験により
確認する。また、目視等
により異常が確認されな
い場合にあっては、分解
検査等において実施した
探傷試験の結果（人力で
走行するものは 5年以内、
それ以外で定常走行速度
が毎時 40 ㎞以下のものは
3 年以内、それら以外のも
のは 1 年以内に行ったも
の）により確認する。

車 輪 車輪取付枠の取付 目視等により確認すると 取付ピン、ボルト、ナット等の締
取 付 の状況 ともに、テストハンマー 付けが適正でないこと又は緩み止
枠 による打検又は目視等に めが必要なものについて緩み止め

よる緩み確認マークの位 が施されてないこと。
置の確認その他ナットの
緩みを確認できる方法に
より確認する。

車輪取付枠の劣化 目視等により確認し、異 著しい錆若しくは腐食、き裂、破
及び損傷の状況 常が認められた場合にあ 損又は著しい摩耗があること。

っては、探傷試験により
確認する。また、目視等
により異常が確認されな
い場合にあっては、分解
検査等において実施した
探傷試験の結果（人力で
走行するものは 5年以内、
それ以外で定常走行速度
が毎時 40 ㎞以下のものは
3 年以内、それら以外のも
のは 1 年以内に行ったも
の）により確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

六 ㈤ 乗物引上げ金 引上げ金具の取付 テストハンマーによる打 取付けが堅固でないこと。
具 けの状況 検又は目視等による緩み

乗 確認マークの位置の確認
物 その他ナットの緩みを確
関 認できる方法により確認
係 する。

引上げ金具の作動 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。
の状況

㈥ 車両連結器 車両連結器の劣化 目視等により確認する。 腐食又は破損があること。
及び損傷の状況

連結軸の摩耗の状 連結軸に振動を加え、連 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
況 結軸が振動する状況を確 て製造者が定める基準値（製造

認し、異常が認められた 者が指定していない場合のうち、
場合にあっては、連結軸 ころがり軸受で軸が回転する場
と軸受け間の隙間を測定 合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
する。また、異常が認め ろがり軸受で軸が回転しない場
られない場合にあっては、 合にあっては、隙間が軸の直径
分解検査等において実施 の1/200又は0.2㎜のうちいずれ
した測定結果（人力で走 か小さい値、すべり軸受けの場
行するものは５年以内、 合にあっては、隙間が軸の直径
それ以外で定常走行速度 の１/200）を超えていること。
が毎時 40 ㎞以下のものは
３年以内、それら以外の ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
ものは１年以内に行った て製造者が定める基準値（製造
もの）により確認する。 者が指定していない場合のうち、

ころがり軸受で軸が回転する場
合にあっては隙間が 0.03 ㎜、こ
ろがり軸受で軸が回転しない場
合にあっては、隙間が軸の直径
の1/200又は0.2㎜のうちいずれ
か小さい値、すべり軸受の場合
にあっては隙間が軸の直径の１
/200）の 90％を超えていること。

車両連結器の取付 取付部を目視等により確 取付ピン、ボルト、ナット等の締
の状況 認するとともに、テスト 付けが適正でないこと又は緩み止

ハンマーによる打検又は めが必要なものについて緩み止め
目視等による緩み確認マ が施されてないこと。
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

七 ㈠ ガイドシュー 取付けの状況 テストハンマーによる打 ナットに緩みがあること。
等（ガイドロ 検又は目視等による緩み

ガ ーラーを除く。） 確認マークの位置の確認
イ その他ナットの緩みを確
ド 認できる方法により確認
シ する。
ュー

摩耗の状況 目視等、聴診及び触診に しゅう動部の摩耗により運転上支
及 より確認する。 障をきたすおそれがあること。
び
ガ ㈡ ガイドローラ ガイドローラーの 運転状態において心ずれ 回転時に異常音、異常な発熱若し
イ ー 取付け及び給油の を目視等により確認する くは異常な振動があること又は給
ド 状況 とともに、軸受部の給油 油が適切でないこと。
ロ 状況を聴診により確認すー

る。
ラ
そ 軸受の劣化及び損 運転状態において目視等、 回転時に異常音、異常な発熱又は
の 傷の状況 触診及び聴診により確認 異常な振動があること。
他 する。
こ
れ ガイドローラー（溝 車輪（溝付きタイヤを除 イ 摩耗が是正が必要な状態とし
に 付きタイヤを除く。） く。）の径を測定する。 て製造者が定める基準値（製造
類 の摩耗の状況 者が指定していない場合にあっ
す ては、鋼製車輪及び溝無しソリ
る ッドタイヤにおいては設置時の
も 直径の 2.5 ％又は６㎜のうちいず
の れか小さい値、ウレタン等によ

りライニングされた車輪におい
ては設置時の厚みの 25 ％又は５
㎜のうちいずれか小さい値）を
超えていること。

320



第4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

七 ㈡ ガイドローラ ガイドローラーの 車輪の径を測定する。 ロ 摩耗が是正が必要な状態とし
ー 摩耗の状況 て製造者が定める基準値（製造

ガ 者が指定していない場合にあっ
イ ては、鋼製車輪及び溝無しソリ
ド ッドタイヤにおいては設置時の
シ 直径の 2.5 ％又は６㎜のうちいず
ュ れか小さい値、ウレタン等によー

りライニングされた車輪におい
及 ては設置時の厚みの 25 ％又は５
び ㎜のうちいずれか小さい値）の 90
ガ ％を超えていること。
イ
ド ガイドローラーの 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれがある
ロ 表面の劣化及び損 傷、剥離又は偏摩耗があること。ー

傷の状況
ラー

溝付きタイヤの溝 目視等により確認し、又 溝深さが製造者が定める基準に適
そ 深さの状況 は溝深さを測定する。 合していないこと。ただし、製造
の 者が基準を定めていない場合にあ
他 っては、溝深さが設置時の25％未
こ 満であること。
れ
に 空気入りタイヤの 運転状態で目視等及び聴 スリップ等の運転上支障をきたす
類 空気圧の状況 診により確認するととも おそれがあること又は空気圧が適
す に、空気圧を測定する。 正な状態として製造者が定める基
る 準値の90％未満であること。
も
の ガイドローラーの 目視等により確認する。 き裂又は破損があること。

( 取付金具及び取付
以 ボルトの劣化及び
下 損傷の状況

｢

ガ 車軸の劣化及び損 目視等により確認する。 き裂又は著しい摩耗があること。
イ 傷の状況
ド
シ ㈢ ガイドレール 取付けの状況 テストハンマーによる打 ナットに緩みがあること。
ュ 及びレールブ 検又は目視等による緩みー

ラケット 確認マークの位置の確認
等 その他ナットの緩みを確

｣ 認できる方法により確認
と する。
い
う 劣化の状況 目視等により確認する。 著しい損傷又は腐食があること。

。

）

㈣ ガイドシュー ガイドシュー等と 目視等により確認すると 次のいずれかに該当すること。
等とガイドレ ガイドレールの接 ともに、ガイドシュー等 (1) ガイドシュー等とガイドレー
ールの接合部 合部の状況 とガイドレールのかかり ルが嵌合しないものであるこ

代長さを測定する。 と。
(2) ガイドレールは、その設置

面に対して垂直方向にガイドシ
ュー等と接する部分が、地震力
によって生じると想定されるガ
イドレールのたわみよりも10㎜
以上長いものでないこと。

(3)（1）及び(2)に掲げるもののほ
か、地震その他の震動により
外れるおそれのないよう必要
な措置が講じられていないこ
と。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

七 ㈤ ガイドロープ 径の状況 ガイドシュー等がガイド イ 最も摩耗の進んだ部分の直径
ロープを移動する範囲内 が移動する範囲以外の部分の直

ガ で最も摩耗が進んだ部分 径と比較して 90 ％未満であるこ
イ の直径及びガイドシュー と。
ド 等が移動する範囲以外の
シ 部分の直径を測定する。 ロ 最も摩耗の進んだ部分の直径
ュ が移動する範囲以外の部分の直ー

径と比較して 92 ％未満であるこ
等 と。

素線切れの状況 ガイドシュー等がガイド イ 遊戯施設素線切れ要是正判定
ロープを移動する範囲内 基準のいずれかに該当すること。
で傷のある箇所等を目視
等により確認し、最も摩 ロ 遊戯施設素線切れ要重点点検
損の進んだ部分について 判定基準のいずれかに該当する
は重点的に目視等により こと。
確認する。

錆及び錆びた摩耗 全長の錆及び錆びた摩耗 イ 遊戯施設錆及び錆びた摩耗粉
粉の状況 粉の固着の状況を目視等 要是正判定基準のいずれかに該

により確認し、錆びた摩 当すること。
耗粉により谷部が赤錆色
に見える箇所がある場合 ロ 遊戯施設錆及び錆びた摩耗粉
にあっては、錆びた摩耗 要重点点検判定基準に該当する
粉により谷部が赤錆色に こと。
見える部分の直径及び綱
車にかからない部分の直
径を測定するとともに、
当該箇所を重点的に目視
等により確認する。

損傷及び変形の状 全長を目視等により確認 著しい損傷又は変形があること。
況 する。

張りの状況 次に掲げる方法のいずれ 著しい不均等があること。
かによる。
イ ガイドロープ端末部

のスプリングの高さを
目視等により確認する。

ロ ガイドロープを揺ら
し、その振幅を確認す
る。ハ 触診によりガ
イドロープの張りが均
等であることを確認す
る。

止め金具の取付け 目視等及び触診より確認 ダブルナットにあってはナット間
の状況 する。 に緩みがあること、割ピンにあっ

てはピンに欠損、曲げ不足等があ
ること又はその他の方法にあって
は取付けが確実でないこと。

ガイドロープの端 目視等及び触診により確 取付けが確実でないこと。
部における止め金 認する。
具の取付けの状況

止め金具及びその 目視等により確認する。 止め金具及びその取付部に損傷が
取付部の損傷の状 あること。
況
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

八 ㈠ 油 圧 装 油圧パ 油圧パワーユニッ 目視等、触診及び聴診に 取付けが堅固でないこと、油漏れ
置 ワーユ トの取付け及び作 より確認する。 があること又は異常音があること。

油 ニット 動の状況
置、

安 全 安全弁の作動の状 安全弁の設定値を目視等 常用圧力の1.25倍を超える設定値
空 弁 況 で確認するとともに、作 であること又は安全弁が正常に作
圧 動の状況を確認する。 動しないこと。
装
置 圧 力 圧力計の取付けの 設計図書との照合等によ 圧力計が設計図書のとおりに取り
及 計 状況 り確認する。 付けられていないこと。
び
揚 圧力計の破損及び 目視等により確認する。 破損していること若しくは指示が
水 作動の状況 読み取れないこと又は作動が確実
装 でないこと。
置

制 御 制御弁の取付けの 目視等及び触診により確 制御弁の取付けが堅固でないこと
弁 状況 認する。 又は作動が確実でないこと。

制御弁の作動の状 油漏れを目視等により確 油漏れがあること又は作動が確実
況 認するとともに、作動の でないこと。

状況を確認する。

油 タ 作動油の劣化及び 油量を油面計で確認すると 運転上支障をきたすおそれのある
ンク 油量の状況 ともに、油の状況を目視等及 油の汚れ、劣化又は油量不足があ

び触診により確認する。 ること。

油圧タンクの劣化 目視等により確認する。 著しい腐食があること。
及び損傷の状況

油 温 油温 油温を制御する装置の設定 油温が摂氏5度から60度の範囲を超え
等 値を目視等で確認するととも る設定値であること又は油温を制御す

に、作動の状況を確認する。 る装置が正常に作動しないこと。

冷却水の配管系統 目視等により確認する。 冷却水の配管が飲料水系統に直結
の設置の状況 していること。

㈡ 空 圧 コ ン コンプレッサーの取 目視等、触診及び聴診に 取付けが堅固でないこと又は異常
装置 プ レ 付け及び作動の状況 より確認する。 音若しくは異常な振動があること。

ー
コンプレッサーの 目視等により確認する。 運転上支障をきたすおそれのある
潤滑油の量及び劣 汚れ、劣化又は油量不足があるこ
化の状況 と。

安 全 安全弁の機能の状 安全弁の設定値を目視等 常用圧力の1.25倍を超える設定値
弁 況 で確認するとともに、作 であること又は安全弁が正常に作

動の状況を確認する。 動しないこと。

圧 力 圧力計の取付けの 設計図書との照合等によ 圧力計が設計図書のとおりに取り
計 状況 り確認する。 付けられていないこと。

圧力計の破損及び 目視等により確認する。 破損していること若しくは指示が読み
作動の状況 取れないこと又は作動が確実でないこ

と。

制 御 制御弁の取付けの 目視等及び触診により確 制御弁の取付けが堅固でないこと
弁 状況 認する。 又は作動が確実でないこと。

制御弁の作動の状 空気漏れを目視等により 空気漏れがあること又は作動が確
況 確認するとともに、作動 実でないこと。

の状況を確認する。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

八 ㈡ 空 圧 エ ア エアタンクの劣化 目視等により確認する。 著しい腐食があること。
装置 タ ン 及び損傷の状況

油 ク
圧
装 ㈢ 揚 水 装 揚 水 揚水ポンプの取付 触診及び聴診により確認 取付けが堅固でないこと又は異常
置 置 ポ ン け及び作動の状況 する。 音若しくは異常な振動があること。

、

プ
空 揚水ポンプの軸受 触診及び聴診により確認 異常な発熱があること。
圧 部の給油の状況 する。
装
置 グランドパッキン 目視等により確認する。 摩耗により著しい漏水があること。
及 の摩耗の状況
び
揚 電 動 揚水ポンプ電動機 電流値を測定する。 運転時の電流が定格電流値を超え
水 機 の電流 ていること。
装
置 弁類 弁類の取付け及び 目視等により確認すると 取付けが堅固でないこと又は破損

破損の状況 ともに、作動の状況を確 していないこと。
認する。

集 毛 集毛器の損傷の状 目視等により確認する。 集毛器若しくは集毛かごに腐食若しく
器 況 は変形があること又は集毛器若しくは

集毛かごが破損していること。

圧 力 圧力計の取付けの 設計図書との照合等によ 圧力計が設計図書のとおりに取り
計 状況 り確認する。 付けられていないこと。

圧力計の破損及び 目視等により確認する。 破損していること若しくは指示が
作動の状況 読み取れないこと又は作動が確実

でないこと。

㈣ アクチュエー アクチュエーター 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は運転
ター の取付けの状況 継続に支障をきたしていること。

アクチュエーター 目視等により確認する。 ロッド表面に運転上支障をきたす
の劣化及び損傷の おそれのあるあばた状の錆又は傷
状況 があること。

アクチュエーター 目視等により確認する。 作動が円滑でないこと又は異常音、
の作動の状況 異常な振動、著しい油漏れ若しく

は空気漏れがあること。

㈤ 離脱防止装置 プランジャーの離 目視等により確認する。 プランジャーの離脱防止装置の作
脱防止装置の状況 動が確実でないこと。

㈥ 配管及び耐震 配管の固定の状況 目視等により確認する。 固定が不十分で、運転上支障をき
対策 たしていること。

配管の油、空気、 目視等、触診及び聴診に 継手の接続部より著しい油、空気、
水等の漏れの状況 より確認する。 水等の漏れがあること。

㈥ 配管及び耐震 配管の劣化及び損 目視等により確認する。 著しい錆又は腐食があること。
対策 傷の状況

配管の耐震措置の 目視等及び触診により確 地震その他の震動又は衝撃を緩和
状況 認する。 するための措置が講じられていな

いこと。

㈦ 油圧ゴムホー 油圧ゴムホースの 目視等により確認する。 異常な変形若しくは油漏れがある
ス 劣化及び損傷の状 こと又は表層部に著しい傷若しく

況 は摩損があること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

九 ㈠ 受電盤、制御 受電盤の設置位置 目視等により確認する。 受電盤主開閉器が安全かつ容易に
盤及び操作盤 の状況 操作できないこと。

電
気 盤の取付け並びに 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は腐食
設 劣化及び損傷の状 があること。
備 況

盤内環境の状況 目視等により確認する。 盤内に著しいほこりの堆積等があ
ること又は過度の湿気の滞留があ
ること。

盤内の各機器の取 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は緩み
付けの状況 があること。

盤内の各機器の作 作動の状況を確認する。 開閉器、接触器、継電器、抵抗器、
動の状況 スイッチ等の作動が確実でないこ

と。

回路の絶縁の状況 絶縁抵抗値を測定する。 絶縁抵抗値が遊戯施設の検査標準
（JIS A1701）表 6に規定する値に
適合していないこと。

盤の接地の状況 接地抵抗値を測定する。 接地抵抗値が遊戯施設の検査標準
（JIS A1701）表７に規定する値に
適合していないこと。

㈡ 電圧計、電流 盤内の計器及び表 目視等により確認する。 電圧計、電流計又は表示灯の指示、
計及び表示灯 示灯の作動の状況 作動又は点灯が確実でないこと。

盤内の計器及び表 目視等により確認する。 電圧計、電流計又は表示灯が破損
示灯の破損の状況 していること。

㈢ 配電線及び配 電線の劣化及び損 目視等により確認する。 傷又は接続部の緩みにより短絡の
管 傷の状況 おそれがあること。

接地線の接地抵抗 接地抵抗値を測定する。 接地抵抗値が遊戯施設の検査標準
（JIS A1701）表７に規定する値に
適合していないこと。

㈣ 避雷設備 避雷設備の総合接 総合接地抵抗値を測定す 総合接地抵抗値が10オームを超え
地抵抗 る。 ていること。

突針、支持金物、 目視等により確認する。 突針、支持金物、引下げ導線等の
引下げ導線等の取 取付けが堅固でないこと。
付けの状況

㈤ 照明電飾 照明器具の取付け 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は灯管
及び破損の状況 球が破損していること。

変圧器の取付けの 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと。
状況

照明電飾回路の絶 絶縁抵抗値を測定する。 絶縁抵抗値が遊戯施設の検査標準
縁抵抗 （JIS A1701）表 6に規定する値に

適合していないこと。

照明電飾器具の取 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと。
付けの状況

㈥ 給電線及び集 給電線の取付けの 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は断線
電装置 状況 していること。

集電装置の取付け 目視等により確認すると 取付けが堅固でないこと、破損し
及び接触の状況 ともに、集電装置側の電 ていること又は接触不良があるこ

圧を測定する。 と。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

九 ㈥ 給電線及び集 給電線及び集電子 給電線及び集電子の摩耗 摩耗が是正が必要な状態として製
電装置 の摩耗の状況 を測定する。 造者が定める基準値（製造者が指

電 定していない場合にあっては、給
気 電線においては設置時の 30 ％、集
設 電子においては設置時の厚みの 50
備 ％）を超えていること又は取付ビ

スが給電線を傷つけていること。

給電線及び集電装 目視等により確認する。 破損していること。
置の破損の状況

㈦ リミットスイ リミットスイッチ 目視等及び触診により確 取付けが堅固でないこと。
ッチ及びセン 及びセンサーの取 認する。
サー 付けの状況

リミットスイッチ 目視等により確認する。 著しい錆若しくは腐食又は破損が
及びセンサーの錆 あること。
及び腐食並びに破
損の状況

リミットスイッチ 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。
及びセンサーの作
動の状況

㈧ 非常停止ボタ 非常停止ボタンの 作動の状況を確認する。 作動が確実でないこと。
ン 作動の状況

非常停止ボタンの 目視等により確認する。 速やかに作動させることができる
設置位置の状況 位置に設置されていないこと。

十 ㈠ 乗降場及びス 乗降場の劣化及び 目視等により確認する。 構造部材に運行上支障をきたすお
タート台 損傷の状況 それのある腐食があること又は破

そ 損していること。
の
他 点検用はしご、踊 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと、運行上
の 場の取付け並びに 認するとともに、テスト 支障をきたすおそれのある腐食が
設 劣化及び損傷の状 ハンマーによる打検又は あること又は破損していること。
備 況 目視等による緩み確認マ

ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

スタート台及び階 目視等により確認する。 構造部材に運行上支障をきたすお
段の構造部材の劣 それのある腐食があること又は破
化及び損傷の状況 損していること。

スタート台及び階 目視等により確認する。 腐食があること又は破損している
段の床の劣化及び こと。
損傷の状況

㈡ 着 水 着 水 着水部の寸法及び 着水部の寸法及び水深を 客席部分からの出口の直前 1.5 ｍ以
部 部 及 水深（平成29年国土 測定する。 上の部分を直線とし、かつ、当該

び 水 交通省告示第247号第2 出口に深さを 85 ㎝、当該出口の先
深 第二号に掲げる側壁 端からの長さを 6 ｍ（安全上支障

を設けていないも ない場合においては、3 ｍ）以上と
のに限る。） したプールを設けていないこと。

着水部の劣化及び 目視等により確認する。 き裂があること若しくは破損して
損傷の状況 いること又は滑走者の安全上支障

をきたす床若しくは側壁表面の傷
又は塗装の剥離があること。
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

十 ㈡ 着 水 着 水 着水部の漏水の状 24 時間漏水試験により確 漏水により水深が規定の 95 ％以上
部 部 及 況 認する。 確保できないこと。

そ び 水
の 深 二重吸い込み防止 目視等及び触診により確 二重吸い込み防止柵が設置されて
他 柵の取付けの状況 認する。 いないこと、緩み、変形若しくは
の 腐食があること又は破損している
設 こと。
備

㈢ 点検用歩廊 点検用歩廊の取付 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと、運行上
け並びに劣化及び 認するとともに、テスト 支障をきたすおそれのある腐食若
損傷の状況 ハンマーによる打検又は しくは変形があること又は破損し

目視等による緩み確認マ ていること。
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

㈣ 安全柵 安全柵の構造及び 目視等及び採寸により確 構造及び寸法が平成 12 年建設省告
寸法の状況 認する。 示第 1419 号第７第四号の規定に適

合しないこと。

安全柵の取付け及 目視等及び触診により取 取付けが堅固でないこと、運行上
び劣化及び損傷の 付部を確認するとともに、 支障をきたすおそれのある腐食若
状況 テストハンマーによる打 しくは変形があること又は破損し

検又は目視等による緩み ていること。
確認マークの位置の確認
その他ナットの緩みを確
認できる方法により確認
する。

㈤ 運転室 運転室の劣化及び 目視等により確認する。 錆若しくは腐食があること、部分
損傷並びに窓及び 的に破損していること又は窓若し
扉の施錠の状況 くは扉の施錠が確実でないこと。

運転室の設置の状 目視等により確認する。 運転室から人の乗降が監視できな
況 いこと。

カーブミラー、モ 目視等により確認すると 破損していること又は作動が正常
ニターテレビ等の ともに、作動の状況を確 でないこと。
破損及び作動の状 認する。
況

㈥ 機械室 機械室の劣化及び 目視等により確認する。 錆若しくは腐食があること、部分
損傷並びに窓及び 的に破損していること又は窓若し
扉の機能の状況 くは扉の施錠が確実でないこと。

㈦ 放送設備及び 警報ベル、ブザー 作動の状況を確認する。 警報ベル又はブザーが鳴動しない
信号装置 等の作動の状況 こと。

放送設備の作動の 作動の状況を確認する。 放送できないこと。
状況

㈧ 定員及び使用 定員の表示の状況 目視等により確認する。 客席部分の見やすい位置に定員を
制限等の表示 明示した標識が掲示されていない

こと。

使用制限の表示の 目視等により確認する。 客席部分又は乗り場に施設の使用
状況 の制限に関する事項が掲示されて

いないこと。

運転室の運行管理 目視等により確認する。 運行管理者、運転者、定期検査報
者、運転者、定期 告済証その他必要な事項が掲示さ
検査報告済証等の れていないこと。
表示の状況
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【別表 遊戯施設】

(い)検査項目 (ろ)検査事項 (は)検査方法 (に)判定基準

十 ㈨ 風速計 発信器の取付け及 目視等により確認する。 取付けが堅固でないこと又は回転
び作動の状況 が円滑でないこと若しくは感知し

そ ないこと。
の
他 風速計の機能の状 作動の状況を確認する。 警報設定値が製造者等が定める基
の 況 準値と異なること。ただし、製造
設 者等が指定していない場合にあっ
備 ては、警報設定値が毎秒 15 ｍを超

えていること。

㈩ 非常救出装置 予備動力装置の作 作動の状況を確認する。 作動しないこと。
動の状況

手動装置の作動の 作動の状況を確認する 作動が確実でないこと。
状況

バッテリーの機能 目視等により確認する。 電解液の量又は充電量が適切でな
の状況 いこと。

移動式の救出用具 目視等により確認する。 破損しており使用できないこと又
の設置及び破損の は保管されていないこと。
状況

装飾物 装飾物の取付けの 取付部を目視等により確 取付けが堅固でないこと。
状況 認するとともに、テスト

ハンマーによる打検又は
目視等による緩み確認マ
ークの位置の確認その他
ナットの緩みを確認でき
る方法により確認する。

装飾物の取付部の 目視等により確認する。 取付部に腐食があること又は破
劣化及び損傷の状 損していること。
況

十
一
十
一
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別記（Ａ４） 【 遊戯施設 】
検査結果表
（遊戯施設）

氏 名 検査者番号

当該検査に関与 代表となる検査者

した検査者
その他の検査者

遊戯施設番号

検査結果 担当
番号 検 査 項 目 指摘 要重点 検査者

要是正 既 存
なし 点 検 不適格 番号

1 構造部分

(1) 地盤

(2) 基礎

(3) 道床

(4) 基礎と構造物を定着させる部分 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％

構造部材 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％
(5) 構造物

補助部材 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％

(6) 舞台及び床

(7) 屋根及び天井

2 軌道部分

腐食部分 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％

軌条、軌 摩耗部分（形鋼軌条
道、水路 ・鋼管軌条・鋼板軌

(1)
及び滑走 道・鋼板水路・金属

設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％

路 製滑走路）

滑走路（ソフトマット・繊維強化プラスチック・金属・コンクリート）

(2) 支持部材 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜） ％

3 駆動装置及び伝動装置

制動片の残存厚み
イ．製造者が検査方法を指定しているもので、
製造者設計基準値と比較して判定するもの
要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値（ ㎜）

ロ．製造者が検査方法を指定しているもので、
右 ㎜

(1) 電動機及び制動機
イに該当しないもの
要重点点検となる基準（ ）

左 ㎜

要是正となる基準（ ）
ハ．製造者が検査方法を指定していないもの
前回の定期検査時 右（ ㎜）

左（ ㎜）

(2) 軸継手

(3) 減速機 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜）

(4) 伝動装置

(5) 軸及び軸受装置

(6) 駆動用歯車装置 設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜）

鋼製・ライニン・溝 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜） ％
駆動車輪

(7) 無しソリッドタイヤ
装置 設置時溝深さ（ ㎜） 現在溝深さ（ ㎜） ％

・溝付きタイヤ・空

気入りタイヤ 基準空気圧（ kPa） 現在空気圧（ kPa） ％

4 巻上装置

軸直径測定
設置時直径（ ㎜） 現在直径（ ㎜）

％

リンク孔直径測定
チェーン 設置時直径（ ㎜） 現在直径（ ㎜）

％

(1)
巻上用チェーン

コンベア リンク板厚さ測定
設置時厚さ（ ㎜） 現在厚さ（ ㎜）

％
巻上装置

リンク板幅測定
設置時幅（ ㎜） 現在幅 （ ㎜）

％

伸び率測定（ リンク）
設置時長さ（ ㎜） 現在長さ（ ㎜）

％

スプロケット 設置時幅（ ㎜） 現在幅（ ㎜） ％

(2) ベルトコンベア巻上装置

径 最も摩耗した主索の番号（ ）
％未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜）

１よりピッチ内
素線切れ の素線切れ数

ワイヤロ 最も摩損した主索の番号（ ） 本
ープ巻上

該当する遊戯施設素線切れ判定基準(3)

装置

主索
（ ） １構成より１ピ

素線切れが生じた部分の断面積の割合 ッチ内の最大の

80％超・80％以下 素線切れ数
本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える
部分の径

主索の番号（ ）
未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜） ％

主索本数（ 本）
要重点点検の主索の番号（ ）
要是正の主索の番号（ ）
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【 遊戯施設 】

(4) 緊張装置

(5) 釣合いおもり

5 安全装置

(1) 非常止め装置

(2) 緩衝装置

(3) 乗物逆行防止装置

(4) 乗物急激降下防止装置

ブレーキライニングの残存厚み
イ.製造者が指定しているもの
要重点点検となる基準値（ ㎜） ブレーキライニ

(5) 制動装置 ブレーキ 要是正となる基準値 （ ㎜） ング
ロ.製造者が指定していないもの 右 ㎜
設置時厚さ 左 ㎜
（右 ㎜）（左 ㎜）

制動板の残存厚さ 制動板
イ.製造者が指定しているもの ㎜
要重点点検となる基準値（ ㎜）
要是正となる基準値 （ ㎜）

ロ.製造者が指定していないもの
設置時厚さ （ ㎜）

(6) 追突防止装置

(7) 水位検出装置

6 乗物関係

(1) 乗物

径 最も摩耗した丸鋼、リンクチェーン等の
番号（ ）

丸鋼、リンクチェー 未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜） ％

ン等 丸鋼、リンクチェーン等本数（ 本）
要重点点検の丸鋼、リンクチェーン等の番号（ ）
要是正の丸鋼、リンクチェーン等の番号（ ）

径 最も摩耗したワイヤロープの番号（ ）

客席部取
未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜）

％

(2)
付装置

素線切れ １よりピッチ内
最も摩損したワイヤロープの番号（ ） の素線切れ数
該当する遊戯施設素線切れ判定基準 本

ワイヤロープ （ ）
素線切れが生じた部分の断面積の割合 １構成より１ピ

80％超・80％以下 ッチ内の最大の
素線切れ数

本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える
部分の径

ワイヤロープの番号（ ）
未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜） ％

ワイヤロープ本数（ 本）
要重点点検のワイヤロープの番号（ ）
要是正のワイヤロープの番号（ ）

探傷試験
種類 超音波・磁粉・浸透液
実施年月日 年 月 日

(3) 走行台車
台車先端軸 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

台車中心軸 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

鋼製・ライニング・ 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜） ％

溝無しソリッドタイ
設置時溝深さ（ ㎜） 現在溝深さ（ ㎜） ％

ヤ・溝付きタイヤ・

(4) 車輪装置 空気入りタイヤ 基準空気圧（ kPa） 現在空気圧（ kPa） ％

探傷試験
種類 超音波・磁粉・浸透液
実施年月日 年 月 日

主車輪軸 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

側車輪軸 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

受車輪軸 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

(5) 乗物引上げ金具

(6) 車両連結器 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

7 ガイドシュー等

(1) ガイドシュー等（ガイドローラーを除く。）

鋼製・ライニング・ 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜） ％

ガイドロ 溝無しソリッドタイ
(2) 設置時溝深さ（ ㎜） 現在溝深さ（ ㎜） ％

ーラー ヤ・溝付きタイヤ・

空気入りタイヤ 基準空気圧（ kPa） 現在空気圧（ kPa） ％

(3) ガイドレール及びレールブラケット

(4) ガイドシュー等とガイドレールの接合部
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径 最も摩耗したガイドロープの番号（ ）
未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜）

％

１よりピッチ内
素線切れ の素線切れ数
最も摩損したガイドロープの番号（ ） 本
該当する遊戯施設素線切れ判定基準

(5) ガイドロープ
（ ） １構成より１ピ

素線切れが生じた部分の断面積の割合 ッチ内の最大の

80％超・80％以下 素線切れ数
本

錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える
部分の径

ガイドロープの番号（ ）
未摩耗直径（ ㎜） 直径（ ㎜） ％

ガイドロープ本数（ 本）
要重点点検のガイドロープの番号（ ）
要是正のガイドロープの番号（ ）

8 油圧装置、空圧装置及び揚水装置

(1) 油圧装置

(2) 空圧装置

(3) 揚水装置

(4) アクチュエーター

(5) 離脱防止装置

(6) 配管及び耐震対策

(7) 油圧ゴムホース

9 電気設備

電動機主回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） ＭΩ

制御回路（150Ｖ以下・150Ｖ超） ＭΩ
受電盤、 絶縁

信号回路（150Ｖ以下・150Ｖ超） ＭΩ
(1) 制御盤及

照明回路（150Ｖ以下・150Ｖ超） ＭΩ
び操作盤

動力回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） Ω
接地

照明回路（300Ｖ以下・300Ｖ超） Ω

(2) 電圧計、電流計及び表示灯

(3)
配電線及

接地 基準抵抗値 Ω Ωび配管

(4) 避雷設備 接地 基準抵抗値 10Ω Ω

(5) 照明電飾

給電線 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）
(6) 給電線及び集電装置

集電子 基準値（ ㎜） 現在値（ ㎜）

(7) リミットスイッチ及びセンサー

(8) 非常停止ボタン

10 その他の設備

(1) 乗降場及びスタート台

(2) 着水部

(3) 点検用歩廊

(4) 安全柵

(5) 運転室

(6) 機械室

(7) 放送設備及び信号装置

(8) 定員及び使用制限等の表示

(9) 風速計

(10) 非常救出装置

(11) 装飾物

(12) 耐震対策

11 上記以外の検査項目

特記事項

改善(予番号 検査項目 検査事項 指摘の具体的内容等 改善策の具体的内容等
定)年月

（注意）

① この書類は、遊戯施設ごとに作成してください。その際に、「遊戯施設番号」欄には、建築基準法施行規則別記第36

号の10様式第二面５欄の番号を記入してください。

② 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

③ 「当該検査に関与した検査者」欄は、建築基準法施行規則別記第36号の10様式様式第二面３欄に記入した検査者につ

いて記入し、「検査者番号」欄に検査者を特定できる番号、記号等を記入してください。当該遊戯施設の検査を行った

検査者が１人の場合は、その他の検査者欄は記入不要です。
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④ ウォータースライドの場合は、１構造部分、２軌道関係、５安全装置の(7)水位検出装置、８油圧装置・空圧装置・

揚水装置、９電気設備、10その他の設備を抜粋して作成して構いません

⑤ 検査項目のうち、その点検事項が点検の対象の遊戯施設に適用されないことが明らかなものについては、その項目の

「検査結果」欄及び「担当検査者番号」欄に「―」を記入してください。

⑥ 「検査結果」欄は、別表(い)欄に掲げる各検査項目ごとに記入してください。

⑦ 「検査結果」欄のうち「要是正」欄は、別表(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項のいずれかが

(に)欄に掲げる判定基準に該当する場合に○印を記入してください（ただし、(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている

場合において、(に)欄「ロ」に掲げる判定基準のみに該当する場合を除く。）。

⑧ 「検査結果」欄のうち「要重点点検」欄は、⑦に該当せず、別表(に)欄が「イ」、「ロ」に分かれている場合において、

(い)欄に掲げる検査項目について(ろ)欄に掲げる検査事項が(に)欄「ロ」に掲げる判定基準に該当する場合に○印を

記入してください。

⑨ 「検査結果」欄のうち「指摘なし」欄は、⑦及び⑧のいずれにも該当しない場合に○印を記入してください。

⑩ 「既存不適格」欄は、「要是正」欄に○印を記入した場合で、建築基準法第３条第２項の規定の適用を受けているも

のであることが確認されたときは、○印を記入してください。

⑪ 「担当検査者番号」欄は、「検査に関与した検査者」欄で記入した番号、記号等を記入してください。ただし、当該

遊戯施設の検査を行った検査者が１人の場合は、記入不要です。

⑫ １(4)「基礎と構造物を定着させる部分」の「設置時厚さ」には設計図書等により確認した新設時の厚さを記入して

ください。「現在厚さ」には検査で測定した厚さを記入してください。また、右欄に現在厚さの設置時厚さに対する割

合を記入してください。

⑬ １(5)「構造物」の「設置時厚さ」には、設計図書等により確認した新設時の厚さを記入してください。「現在厚さ」

には検査で測定した厚さを記入してください。また、右欄に現在厚さの設置時厚さに対する割合を記入してください。

⑭ ２(1)「軌条、軌道、水路及び滑走路」の「摩耗部分」及び「滑走路」は、該当するレールの型式を○で選択し、「設

置時厚さ」には、設計図書等により確認した新設時の厚さを記入してください。「現在厚さ」には、検査で測定した厚

さを記入してください。また、右欄に現在厚さの設置時厚さに対する割合を記入してください。なお、「腐食部分」の

「現在厚さ」には、腐食部分を除去した後に測定した結果を記入してください。

⑮ ２(2)「支持部材」の「設置時厚さ」には、設計図書等により確認した新設時の厚さを記入してください。「現在厚さ」

には、検査で測定した厚さを記入してください。また、右欄に現在厚さの設置時厚さに対する割合を記入してくださ

い。

⑯ 3(1)「電動機及び制動機」の「制動片の残存厚み」には、製造者が検査方法を指定しているもので、製造者設計基準

値と比較して判定するものにあっては、「イ．」を〇で選択した上で、要重点点検（基準が定められていない場合は、（

㎜）内に「―」を記入。）及び要是正となる残存厚み基準値を記入し、製造者が検査方法を指定しているもので、「イ．」

に該当しないものにあっては、「ロ．」を〇で選択した上で、要重点点検（重点点検の基準が定められていない場合を

除く。）及び要是正となる基準を記入し、製造者が検査方法を指定していないものにあっては、「ハ．」を〇で選択して、

前回定期検査時で測定した厚みを記入してください。また、右欄には、今回の定期検査で測定した厚みを記入して下

さい。なお、初回の定期検査の場合又は前回の定期検査時の値が確認できない場合は、（ ㎜）内に「―」を記入し

ください。

⑰ ３(3)「減速機」及び３(6)「駆動用歯車装置」の「設置時厚さ」には、設計図書等により確認した新設時の厚さを、

「現在厚さ」には、検査で測定した厚さを記入してください。

⑱ 3(7)「駆動車輪装置」、6(4)「車輪装置」の「車輪」及び7(2)「ガイドローラには、鋼製、ライニング、溝無しソリ

ッドタイヤ、溝付きタイヤ、空気入りタイヤのうち該当する車輪を〇で選択してください。鋼製又はライニングされ

た車輪にあっては、「基準値」に、製造者設計基準値がある場合はその値を記入してください。製造者設計基準値がな

い場合は、鋼製車輪及び溝無しソリッドタイヤの場合は設置時直径の2.5％又は6㎜のうちいずれか小さい値を記入し

てください。ライニングされた車輪の場合はライニング厚さの25％又は5㎜のうちいずれか小さい値を記入してくださ

い。「現在値」には、検査で測定した摩耗量を記入してください。右欄に現在値の基準値に対する割合を記入してくだ

さい。溝付きタイヤにあっては、「設置時溝深さ」には、新品時の溝深さを記入してください。「現在溝深さ」には、

検査で測定した溝深さを記入してください。右欄に現在溝深さの設置時溝深さに対する割合を記入してください。な

お、車輪又はタイヤが複数ある場合は、最も摩耗の進行している車輪について記入してください。空気入りタイヤに

あっては、「基準空気圧」に、製造者設計基準値を記入してください。「現在空気圧」には、検査で測定した空気圧を

記入してください。右欄に現在空気圧の基準空気圧に対する割合を記入してください。

⑲ ４(1)「チェーンコンベア巻上装置」の「巻上用チェーン」の「軸直径測定」及び「リンク孔直径測定」の「設置時

直径」には、設計図書等により確認した新設時の直径を記入してください。「現在直径」には、検査で測定した直径を

記入してください。また、右欄に現在直径の設置時直径に対する割合を記入してください。
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⑳ 4(1) 「チェーンコンベア巻上装置」の「巻上用チェーン」の「リンク板厚さ測定」及び「リンク板幅測定」の「設

置時厚さ」及び「設置時幅」には、設計図書等により確認した新設時の厚さ及び幅を記入してください。「「現在厚さ」

及び「現在幅」には、検査で測定した厚さ及び幅を記入してください。また、右欄に現在厚さの設置時厚さに対する

割合及び現在幅の設置時幅に対する割合を記入してください。

㉑ ４(1)「チェーンコンベア巻上装置」の「巻上用チェーン」の「伸び率測定」には、測定したリンクの数を記入して

ください。「設置時長さ」には、設計図書等により確認した新設時の長さ、「現在長さ」には、検査で測定した長さを

記入してください。また、右欄に現在長さの設置時長さに対する割合を記入してください。なお、最も伸びが進行し

ているリンクについて記入してください。

㉒ ４(1)「チェーンコンベア巻上装置」の「スプロケット」の「設置時幅」には、設計図書等により確認した新設時の

スプロケットの歯の幅を記入してください。「現在幅」には、検査で測定した幅を記入してください。また、右欄に現

在幅の設置時幅に対する割合を記入してください。

㉓ 4(3)「ワイヤロープ巻上装置」の「主索」、6(2)「客席部取付装置」の「ワイヤープ」及び7(5)「ガイドロープ」の

「径」には、最も摩耗した主索、ワイヤロープ及びガイドロープ（以下「主索等」という。）の番号を記入するととも

に、最も摩耗が進んだ部分の直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、

右欄に最も摩耗が進んだ部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記入してください。

㉔ 4(3)「ワイヤロープ巻上装置」の「主索」、6（2）「客席部取付装置」の「ワイヤロープ」及び7(5)「ガイドロープ」

の「素線切れ」には、最も摩損した主索等の番号を記入するとともに、該当する遊戯施設素線切れ判定基準を記入し、

素線切れが生じた部分の断面積の割合を○で選択してください。「１よりピッチ内の素線切れ数」には、最も素線切れ

が多い１ピッチ内の素線切れ数を記入してください。「１構成より１ピッチ内の最大の素線切れ数」には、１ピッチ内

で最も素線切れが多い１構成よりの素線切れ数を記入してください。

㉕ 4(3)「ワイヤロープ巻上装置」の「主索」、6（2）「客席部取付装置」の「ワイヤロープ」及び7(5)「ガイドロープ」

の「錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分」には、錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の主索の

番号を記入するとともに、直径と綱車にかからない部分で摩耗していない部分の直径を記入してください。また、右

欄に錆びた摩耗粉により谷部が赤錆色に見える部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する割合を記入してくだ

さい。

㉖ 4(3)「ワイヤロープ巻上装置」の「主索」、6（2）「客席部取付装置」の「ワイヤロープ」及び7(5)「ガイドロープ」

の「主索等本数」には、主索等の本数を記入してください。また、「要重点点検の主索等の番号」及び「要是正の主索

等の番号」には、それぞれ該当する全ての主索等の番号を記入してください。

㉗ 5(5) 「制動装置」の「ブレーキ」には、ブレーキライニング、制動板 （以下「ブレーキライニング等」という。）

について、製造者が指定しているものにあっては、「イ．」を〇で選択した上で、要重点点検及び要是正となる残存厚

みの基準値を記入し、製造者が指定していないものにあっては、「ロ．」を〇で選択した上で、新設時の設置時厚みを

記入してください。右欄に検査で測定したブレーキライニング等の残存厚みを記入してください。

㉘ 6(2)「客席部取付装置」の「丸鋼、リンクチェーン等」の「径」には、最も摩耗した丸鋼、リンクチェーン等の番号

を記入するとともに、丸鋼、リンクチェーン等の最も摩耗が進んだ部分の直径と摩耗していない部分の直径を記入し

てください。また、右欄に最も摩耗が進んだ部分の直径の摩耗していない部分の直径に対する比率を記入してくださ

い。

㉙ 6(2)「客席部取付装置」の「丸鋼、リンクチェーン等」の「丸鋼、リンクチェーン等本数」には、丸鋼、リンクチェ

ーン等の本数を、記入してください。また、「要重点点検の丸鋼、リンクチェーン等の番号」、「要是正の丸鋼、リンク

チェーン等の番号」には、それぞれ該当する全ての番号を記入してください。

㉚ 6(3)「走行台車」及び６(4)「車輪装置」の「探傷試験」の「種類」には、超音波、磁粉、浸透液のうち該当するも

のを○で選択し、「実施年月日」には、試験を実施した年月日を記入してください。なお、試験に日数を要した場合は、

最終日を記入してください。また、探傷試験結果の概要が分かる資料を添付してください。

㉛ 6(3)「走行台車」の「台車先端軸」及び「台車中心軸」、6（4）「車輪装置」の「主車輪軸」、「側車輪軸」及び「受輪

軸」並びに6（6）「車両連結器」の「基準値」には、製造者設計基準値がある場合にはその数値を、製造者設計基

準値がない場合は、ころがり軸受で軸が回転するときは0.03㎜、ころがり軸受で軸が回転しないときは軸の直径の

1/200又は0.2㎜のうちいずれか小さい値、すべり軸受のときは軸の直径の1/200の値を記入し、「現在値」には、軸と

軸受のすき間を測定した値を記入してください。なお、台車先端軸、台車中心軸、主車輪軸、側車輪軸及び受輪軸が

複数ある場合は、最も摩耗の進行しているものについて記入してください。

㉜ 9(1)「受電盤、制御盤及び操作盤」の「絶縁」及び「接地」には、各回路の電圧区分に該当するものを○で選択した

上で、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してください。

㉝ 9(3)「配電線及び配管」の「接地」の「基準抵抗値」には、基準抵抗値を記入してください。また、右欄に検査で測

定した抵抗値を記入してください。
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【 遊戯施設 】

㉞ 9(4)「避雷設備」の「接地」の「基準抵抗値」には、右欄に検査で測定した抵抗値を記入してください。

㉟ 9(6) 「給電線及び集電装置」の「基準値」には、製造者設計基準値がある場合はその値を記入してください。製造

者設計基準値がない場合は、給電線は設置時の30％の値を、集電器は設置時の厚みの50％の値を記入してください。

また、「現在値」には、検査で測定した摩耗量を記入してください。

㊱ 11「上記以外の検査項目」には、第１第１項ただし書により特定行政庁が検査項目を追加したとき又は第１第２項に

より検査の方法を記載した図書があるときに、特定行政庁が追加した検査項目又は第１第２項に規定する図書に記載

されている検査項目を追加し、⑦から⑪に準じて検査結果等を記入してください。

㊲ 「特記事項」欄は、検査の結果、要是正又は要重点点検の指摘があった場合のほか、指摘がない場合にあっても特記

すべき事項がある場合に、該当する検査項目の番号、検査項目及び検査事項を記入し、「指摘の具体的内容等」欄に指

摘又は特記すべき事項の具体的内容を記入するとともに、改善済みの場合及び改善策が明らかになっている場合は「改

善策の具体的内容等」欄にその内容を記入し、改善した場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を記入し、改善予

定年月が明らかになっている場合は「改善（予定）年月」欄に当該年月を（ ）書きで記入してください。

㊳ 要是正又は要重点点検とされた検査事項（既存不適格の場合を除く。）における別表(に)欄に掲げる判定基準に該当

する部分の写真を別添様式に従い添付してください。
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要是正 要重点点検 その他

特記事項

要是正 要重点点検 その他

特記事項

遊園地等の名称： 登録番号

①

②

③

④

⑤

別添様式　　関係写真　（Ａ４）

部位
番号 検査項目・検査事項 検査結果

写真貼付

写真貼付

部位
番号 検査項目・検査事項 検査結果

　「検査結果」欄は、検査の結果、要是正の指摘があった場合は「要是正」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、要重
点点検の指摘があった場合は「要重点点検」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、それ以外の場合で特記すべき事項が
ある場合は「その他」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

　写真は、当該部位の外観の状況が確認できるように撮影したものを添付してください。

（注意）

　この書類は、検査の結果「要是正」かつ「既存不適格」ではない項目又は「要重点点検」の項目について作成してくださ
い。また、「既存不適格」及び「指摘なし」の項目についても、特記すべき事項があれば、必要に応じて作成してください。
「要是正」及び「要重点点検」の項目がない場合は、この書類は省略しても構いません。

　記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項を記入して添えてください。

　「部位」欄の「番号」、「検査項目・検査事項」は、それぞれ別記様式の番号、検査項目、検査事項に対応したものを記入
してください。
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⑷⑷  昇昇降降機機等等のの構構造造等等にに係係るる告告示示  

 

⑤⑤  特特殊殊なな構構造造又又はは使使用用形形態態ののエエレレベベーータターー及及びびエエススカカレレーータターーのの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1413 号 

 改正：平成 14 年 5月 31 日国土交通省告示第 478 号 

平成 21 年 8月 4 日国土交通省告示第 859 号 

平成 22 年 12 月 22 日国土交通省告示第 1524 号 

平成 24 年 6月 7 日国土交通省告示第 678 号 

平成 25 年 10 月 29 日国土交通省告示第 1053 号 

平成 27 年 12 月 28 日国土交通省告示第 1274 号 

平成 28 年 4月 25 日国土交通省告示第 707 号 

平成 29 年 6月 2 日国土交通省告示第 601 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 3第 2 項第一号及び第二号の規定に基づき、特殊

な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 3 第 2 項第一号に掲げる規定を適用しない特殊な構

造又は使用形態のエレベーターは、次の各号に掲げるエレベーターの種類に応じ、それぞれ当該各号に定

める構造方法を用いるものとする。ただし、第七号から第十号までに掲げるエレベーターにあっては第一

号から第六号までの規定、非常用エレベーターにあっては第一号、第二号及び第四号から第十号までの規

定は、それぞれ適用しない。 

一 籠の天井部に救出用の開口部を設けないエレベーター 令第 129 条の 6 第二号、第三号及び第五号、

第 129 条の 7、第 129 条の 8第 2 項第二号、第 129 条の 9並びに第 129 条の 10 第 3 項及び第 4 項の規定

によるほか、次に定める構造とすること。ただし、第二号に適合するものにあっては令第 129 条の 7 第

一号の規定、第三号に適合するものにあっては令第 129 条の 7 第一号及び第 129 条の 9の規定、第四号

又は第五号に適合するものにあっては令第 129 条の 10 第 3項第二号の規定、第六号に適合するもの（籠

の床面積が 1.1 ㎡以下のものに限る。第三号及び第四号において同じ。）にあっては令第 129 条の 10 第 3

項第四号イの規定は、それぞれ適用しない。 

イ 籠は、平成 20 年国土交通省告示第 1455 号第 1 に定める構造方法を用いるものとすること。この場

合において、同告示第 1 第一号中「令第 129 条の 6 第四号に規定する開口部」とあるのは「非常の場

合において籠内の人を安全に籠外に救出することができる籠の壁又は囲いに設ける開口部」と、第二

号中「、かご内」とあるのは「、鍵を用いなければ籠内」と読み替えるものとする。 

ロ 次のいずれかに適合するものとすること。 

(1) 常用の電源が絶たれた場合においても、制御器を操作することによって籠を昇降させることがで

きるものであること。 

(2) 手動で籠を昇降させることができるものであること。 

二 昇降路の壁又は囲いの一部を有しないエレベーター 令第 129 条の 6、第 129 条の 7 第二号から第五号

まで、第 129 条の 8 第 2 項第二号、第 129 条の 9 並びに第 129 条の 10 第 3 項及び第 4 項の規定によるほ

か、次に定める構造とすること。ただし、第一号に適合するものにあっては令第 129 条の 6 第一号及び

第四号の規定、第三号に適合するものにあっては令第 129 条の 9 の規定、第四号に適合するものにあっ

ては令第 129 条の 10 第 3 項第二号の規定は、それぞれ適用しない。 

イ 昇降路の壁又は囲いの一部を有しない部分の構造が次に掲げる基準に適合するものとすること。 

(1) 吹抜きに面した部分又は建築物の外に面する部分であること。 

(2) 建築物の床（その上部が吹抜きとなっている部分の床（以下「吹抜き部分の床」という。）を除

く。）から水平距離で 1.5ｍ以上離れた部分であること。 

(3) 吹抜き部分の床若しくは昇降路に面する地面（人が立ち入らない構造となっているからぼりの底

部の地面を除く。以下この号において同じ。）と昇降路が接している部分又は昇降路とこれに面す

る吹抜き部分の床先若しくは地面との水平距離が 1.5ｍ以下の部分にあっては、次の(i)又は(ii)の

いずれかに適合しているものであること。 

(i) 昇降路の周囲に柵、水面等を設け昇降路から水平距離で 1.5ｍ以下の部分に人が立ち入らない
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構造とし、かつ、昇降路に吹抜き部分の床又は地面から 1.8ｍ以上の高さの壁又は囲いを設け

ていること。 

(ii) 昇降路に吹抜き部分の床又は地面から 2.4ｍ以上の高さの壁を設けていること。 

ロ 昇降路は、平成 20 年国土交通省告示第 1454 号第二号から第十一号までに定める基準に適合する壁

又は囲い及び出入口の戸を設けたものとすること。 

三 機械室を有しないエレベーター 令第 129 条の 6、第 129 条の 7 第二号から第五号まで、第 129 条の 8

第 2 項第二号、第 129 条の 10 第 3 項及び第 4 項並びに第 129 条の 13 の 3 第 2 項、第 3 項及び第 5 項か

ら第 13 項までの規定によるほか、次に定める構造とすること。ただし、第一号に適合するものにあって

は令第 129 条の 6 第一号及び第四号の規定、第二号に適合するものにあっては令第 129 条の 7 第一号の

規定、第四号又は第五号に適合するものにあっては令第 129 条の 10 第 3 項第二号の規定、第六号に適合

するものにあっては令第 129 条の 10 第 3 項第四号イの規定、非常用エレベーター以外のエレベーターに

あっては令第 129 条の 13 の 3の規定は、それぞれ適用しない。 

イ 昇降路は、平成 20 年国土交通省告示第 1454 号（第六号に適合するものにあっては、同告示第六号

を除く。）に定める基準に適合する壁又は囲い及び出入口の戸を設けたものとすること。この場合にお

いて、同告示第一号中「機械室に通ずる主索、電線その他のものの周囲」とあるのは「換気上有効な

開口部」と読み替えるものとする。 

ロ 非常用エレベーターの昇降路は、非常用エレベーター二基以内ごとに、乗降ロビーに通ずる出入口

及び換気上有効な開口部を除き、耐火構造の床及び壁で囲まれたものとすること。 

ハ 非常用エレベーターにあっては、駆動装置及び制御器（以下この号において「駆動装置等」とい

う。）は、昇降路内（籠が停止する最下階の床面より上方に限る。）に設けること。この場合におい

て、当該駆動装置等を籠が停止する最上階の床面より下方に設ける場合にあっては、当該駆動装置等

は、日本産業規格 C0920（電気機械器具の外郭による保護等級（IP コード））－2003 に規定する IPX2

に適合するもの又はこれと同等以上の防水の措置を講じたものとすること。 

ニ 駆動装置等を設ける場所には、換気上有効な開口部、換気設備又は空気調和設備を設けること。た

だし、機器の発熱により駆動装置等を設けた場所の温度が摂氏７度以上上昇しないことが計算により

確かめられた場合においては、この限りでない。 

ホ 駆動装置等は、その設置する部分を除き、籠、釣合おもりその他の昇降する部分が触れるおそれの

ないように設けること。 

へ 駆動装置等から昇降路の壁又は囲いまでの水平距離は、保守点検に必要な範囲において 50cm 以上と

すること。 

ト 制御器を昇降路内に設けるものにあっては、非常の場合に昇降路外において、籠を制御することが

できる装置を設けること。この場合において、当該装置がワイヤロープを用いた構造のものにあって

は、非常の場合及び保守点検を行う場合を除き、ワイヤロープの変位が生じないようワイヤロープを

壁、床その他の建築物の部分に固定することその他の必要な措置を講ずること。 

チ 駆動装置等を昇降路の底部に設けるものにあっては、トに掲げる装置のほか、保守点検を安全に行

うことができるよう次に掲げる装置を設け、かつ、籠又は釣合おもりが緩衝器に衝突した場合におい

ても駆動装置等に触れるおそれのないものとすること。ただし、高さが 1m 以上の退避上有効な空間が

確保されたものにあっては、(3)に掲げる装置を設けないこととすることができる。 

(1) 昇降路外において、籠の降下を停止することができる装置 

(2) 昇降路内において、機械的に籠の降下を停止することができる装置 

(3) 非常の場合に昇降路内において、動力を切ることにより、籠の降下を停止することができる装置 

四 昇降行程が 7ｍ以下の乗用エレベーター及び寝台用エレベーター 令第 129 条の 6、第 129 条の 7、第

129 条の 8 第 2 項第二号、第 129 条の 9、第 129 条の 10 第 3項第一号、第三号及び第四号並びに同条第 4

項の規定によること。ただし、第一号に適合するものにあっては令第 129 条の 6 第一号及び第四号の規

定、第二号に適合するものにあっては令第 129 条の 7 第一号の規定、第三号に適合するものにあっては

令第 129 条の 7 第一号及び第 129 条の 9 の規定、第六号に適合するものにあっては令第 129 条の 10 第 3

項第四号イの規定は、それぞれ適用しない。 

五 かごの定格速度が 240ｍ以上の乗用エレベーター及び寝台用エレベーター 令第 129 条の 6、第 129 条

の 7、第 129 条の 8 第 2 項第二号、第 129 条の 9、第 129 条の 10 第 3 項第一号、第三号及び第四号並び

に同条第 4 項の規定によるほか、平成 20 年国土交通省告示第 1536 号に規定する地震時等管制運転装置
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を設けること。この場合において、次の表の上欄に掲げるかごの定格速度の区分に応じて、同告示第 2

第三号ロの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。ただし、第一号に適合するものにあっては令第 129 条の 6 第一号及び第四号の規定、第三号に適合

するものにあっては令第 129 条の 7 第一号及び第 129 条の 9 の規定は、それぞれ適用しない。 

240ｍ以上 280ｍ未満の場合 検知後 10 秒 検知後 15 秒 

かごを 10 秒以内 かごを 15 秒以内 

280ｍ以上、600ｍ未満の場合 検知後 10 秒  検知後 15 秒 

かごを 10 秒以内 かごを 15 秒以内 

42ｍ 50ｍ 

600ｍ以上の場合 検知後 10 秒 検知後 20 秒  

かごを 10 秒以内 かごを 20 秒以内 

42ｍ 50ｍ 

六 籠が住戸内のみを昇降するエレベーターで、籠の床面積が 1.3 ㎡以下のもの 令第 129 条の 6 第一

号、第二号、第四号及び第五号、第 129 条の 7 第二号から第五号まで、第 129 条の 8 第 2 項第二号、第

129 条の 9 並びに第 129 条の 10 第 3 項及び第 4 項の規定によるほか、次に定める構造とすること。ただ

し、第一号に適合するものにあっては令第 129 条の 6 第一号及び第四号の規定、第三号に適合するもの

にあっては令第 129 条の 9 の規定、第四号に適合するものにあっては令第 129 条の 10 第 3 項第二号の規

定、籠の床面積が 1.1 ㎡以下のものにあっては同項第四号イの規定は、それぞれ適用しない。 

イ 籠は、次に定める構造とすること。 

(1) 平成 20 年国土交通省告示第 1455 号第 2 第一号及び第三号から第八号までに定める基準に適合す

るものとすること。 

(2) 籠の出入口の戸は、開き戸、折りたたみ戸又は引き戸とすること。ただし、乗用エレベーター及

び寝台用エレベーター以外のエレベーターにあっては、上げ戸、下げ戸又は上下戸とすることが

できる。 

(3) 開き戸又は折りたたみ戸である籠の出入口の戸は、閉じたときに、次の(ⅰ)から(ⅲ)までに掲げ

るものを除き、隙間が生じないものであること。 

(ⅰ) 籠の出入口の戸と出入口枠の隙間で、8mm 以下のもの 

(ⅱ) 籠の出入口の戸と床の隙間で、8mm 以下のもの 

(ⅲ) 籠の出入口の戸の突合せ部分の隙間で、8mm 以下のもの 

(4) 開き戸又は折りたたみ戸である籠の出入口の戸は、籠の昇降中に、籠外に向かって開くことがで

きない構造とすること。 

(5) 自動的に開閉する構造の開き戸又は折りたたみ戸である籠の出入口の戸は、次に掲げる基準に適

合するものとすること。 

(ⅰ) 戸の質量（単位 kg）に戸の開閉時の速度（単位 ｍ毎秒）の二乗を乗じて得た値が 20 以下

となるものであること。 

(ⅱ) 戸は、150Ｎ以下の力により開閉するものであること。 

ロ 昇降路は、次に定める構造とすること。ただし、第三号に適合するものにあっては、(1)の規定は適

用しない。 

(1) 平成 20 年国土交通省告示第 1454 号第一号から第五号まで及び第七号から第十一号までに定める

基準に適合するものとすること。 

(2) 昇降路の出入口の戸は、開き戸、折りたたみ戸又は引き戸とすること。ただし、乗用エレベータ

ー及び寝台用エレベーター以外のエレベーターにあっては、上げ戸、下げ戸又は上下戸とすること

ができる。 

(3) 開き戸又は折りたたみ戸である昇降路の出入口の戸は、閉じたときに、次の(ⅰ)から(ⅲ)までに

掲げるものを除き、隙間が生じないものであること。 

(ⅰ) 昇降路の出入口の戸と出入口枠の隙間で、6mm 以下のもの 

(ⅱ) 昇降路の出入口の戸と床の隙間で、6mm 以下のもの 

(ⅲ) 昇降路の出入口の戸の突合せ部分の隙間で、6mm 以下のもの 

(4) 自動的に開閉する構造の開き戸又は折りたたみ戸である昇降路の出入口の戸は、次に掲げる基

準に適合するものとすること。 
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(ⅰ) 戸の質量（単位 kg）に戸の開閉時の速度（単位 ｍ毎秒）の二乗を乗じて得た値が 20 以下

となるものであること。 

(ⅱ) 戸は、150Ｎ以下の力により開閉するものであること。 

ハ 籠外に向かって開く開き戸若しくは折りたたみ戸である籠の出入口の戸又は昇降路外に向かって開

く開き戸若しくは折りたたみ戸である昇降路の出入口の戸を設ける場合には、地震時の転倒等により

当該戸の開閉に支障を生じさせるおそれのある物を置かない旨を明示した標識を当該戸の近くの見や

すい場所に掲示すること。 

七 自動車運搬用エレベーターで、かごの壁又は囲い、天井及び出入口の戸の全部又は一部を有しないも

の 令第 129 条の 6 第二号及び第五号、第 129 条の 7 第一号から第三号まで及び第五号、第 129 条の 8

第 2 項第二号、第 129 条の 9、第 129 条の 10 第 3 項第一号から第三号まで並びに同条第 4 項の規定によ

るほか、次に定める構造とすること。 

イ かごは、次に定める構造とすること。 

(1) 出入口の部分を除き、高さ 1.4ｍ以上の壁又は囲いを設けること。 

(2) 車止めを設けること。 

(3) かご内に操作盤（動力を切る装置を除く。）を設ける場合にあっては、当該操作盤は自動車の運転

席から自動車の外に出ることなく操作ができる場所に設けること。 

(4) 平成 20 年国土交通省告示第 1455 号第 1 第七号及び第八号に定める構造方法を用いるものであっ

て、同告示第 2 第二号及び第五号から第七号までに定める基準に適合するものとすること。 

ロ 昇降路は、かご内の人又は物が挟まれ、又は障害物に衝突しないものとすること。 

ハ 自動車がかご内の通常の停止位置以外の場所にある場合にかごを昇降させることができない装置を

設けること。 

八 ヘリコプターの発着の用に供される屋上に突出して停止するエレベーターで、屋上部分の昇降路の囲

いの全部又は一部を有しないもの 令第 129 条の 6 第二号、第四号及び第五号、第 129 条の 7 第一号

（屋上部分の昇降路に係るものを除く。）、第二号、第 四号及び第五号、第 129 条の 9、第 129 条の 10 第

3 項第一号、第三号及び第四号並びに同条第 4 項の規定によるほか、次に定める構造とすること。 

イ かごは、次に定める構造とすること。 

(1) かご内の人又は物が釣合おもり、昇降路の壁その他のかご外の物に容易に触れることができない

構造とした丈夫な壁又は囲い及び出入口の戸を設けること。 

(2) 平成 20 年国土交通省告示第 1455 号第 1 第六号から第九号までに定める構造方法を用いるもので

あって、同告示第 2 第二号及び第五号から第八号までに定める基準に適合するものとすること。 

ロ 屋上部分の昇降路は、次に定める構造とすること。 

(1) 屋上部分の昇降路は、周囲を柵で囲まれたものとすること。 

(2) 屋上と他の出入口及びかご内とを連絡することができる装置を設けること。  

(3) かごが屋上に突出して昇降する場合において、警報を発する装置を設けること。 

ハ 昇降路の出入口の戸（屋上の昇降路の開口部の戸を除く。）には、平成 20 年国土交通省告示第 1447

号に定める基準に適合する施錠装置を設けること。この場合において、同告示第一号中「出入口の

戸」とあるのは「出入口の戸（屋上の昇降路の開口部の戸を除く。以下同じ。）」と読み替えるものと

する。 

ニ 制御器は、平成 12 年建設省告示第 1429 号第 1 第二号から第四号までに定める基準に適合するもの

とすること。この場合において、同告示第 1 第二号中「戸」とあるのは「戸（屋上の昇降路の開口部

の戸を除く。以下同じ。）」と、同第三号中「建築基準法施行令第 129 条の 7 第三号」とあるのは「平

成 12 年国土交通省告示第 1413 号第八号ハ」と読み替えるものとする。 

ホ 鍵を用いなければかごの昇降ができない装置を設けること。 

ヘ 屋上と最上階との間を昇降するものとすること。 

九 車いすに座ったまま使用するエレベーターで、かごの定格速度が 15ｍ以下で、かつ、その床面積が

2.25 ㎡以下のものであって、昇降行程が 4ｍ以下のもの又は階段及び傾斜路に沿って昇降するもの 令

第 129 条の 7 第五号の規定によるほか、次に定める構造とすること。 

イ かごは、次に定める構造とすること。 

(1) 次に掲げるエレベーターの種類に応じ、それぞれ次に定めるものとすること。 

(i) かごの昇降の操作をかご内の人が行うことができない 1 人乗りのエレベーター出入口の部分を

339



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

除き、高さ 65cm 以上の丈夫な壁又は囲いを設けていること。ただし、昇降路の側壁その他のも

のに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分で、かごの床から 7cm（出入口の幅が 80cm 以

下の場合にあっては、6cm）以上の立ち上がりを設け、かつ、高さ 65cm 以 上の丈夫な手すりを

設けた部分にあっては、この限りでない。 

(ⅱ) (i)以外のエレベーター 出入口の部分を除き、高さ 1ｍ以上の丈夫な壁又は囲いを設けてい

ること。ただし、昇降路の側壁その他のものに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分

で、かごの床から高さ 15cm 以上の立ち上がりを設け、かつ、高さ 1ｍ以上の丈夫な手すりを設け

た部分にあっては、この限りでない。 

(2) 出入口には、戸又は可動式の手すりを設けること。 

(3) 用途、積載量（kg で表した重量とする。）及び最大定員（積載荷重を平成 12 年建設省告示第 1415

号第五号に定める数値とし、重力加速度を 9.8ｍ毎秒毎秒とし、1 人当たりの体重を 65kg、車いす

の重さを 110kg として計 算した定員をいう。）並びに 1 人乗りのエレベーターにあっては車いすに

座ったまま使用する 1 人乗りのものであることを明示した標識をかご内の見やすい場所に掲示する

こと。 

ロ 昇降路は、次に定める構造とすること。 

(1) 高さ 1.8ｍ以上の丈夫な壁又は囲い及び出入口の戸又は可動式の手すりを設けること。ただし、

かごの底と当該壁若しくは囲い又は床との間に人又は物が挟まれるおそれがある場合において、か

ごの下にスカートガードその他これに類するものを設けるか、又は強く挟まれた場合にかごの昇降

を停止する装置を設けた場合にあっては、この限りでない。 

(2) 出入口の床先とかごの床先との水平距離は、4cm 以下とすること。 

(3) 釣合おもりを設ける場合にあっては、人又は物が釣合おもりに触れないよう壁又は囲いを設ける

こと。 

(4) かご内の人又は物が挟まれ、又は障害物に衝突しないものとすること。 

ハ 制御器は、かご及び昇降路の全ての戸又は可動式の手すりが閉じていなければかごを昇降させるこ

とができないものとすること。 

ニ 次に掲げる安全装置を設けること。 

(1) かごが折りたたみ式のもので動力を使用してかごを開閉するものにあっては、次に掲げる装置 

(i) 鍵を用いなければかごの開閉ができない装置 

(ⅱ) 開閉中のかごに人又は物が挟まれた場合にかごの開閉を制止する装置 

(ⅲ) かごの上に人がいる場合又は物がある場合にかごを折りたたむことができない装置 

(2) かごが着脱式のものにあっては、かごとレールが確実に取りつけられていなければかごを昇降さ

せることができない装置 

(3) 住戸内のみを昇降するもの以外のものにあっては、積載荷重を著しく超えた場合において警報を

発し、かつ、かごを昇降させることができない装置又は鍵を用いなければ、かごの昇降ができない

装置 

十 階段及び傾斜路に沿って 1 人の者がいすに座った状態で昇降するエレベーターで、定格速度が 9ｍ以下

のもの 令第 129 条の 6 第五号及び第 129 条の 7 第五号の規定によるほか、次に定める構造とするこ

と。 

イ 昇降はボタン等の操作によって行い、ボタン等を操作し続けている間だけ昇降する構造とするこ

と。 

ロ 人又は物がかごと階段又は床との間に強く挟まれた場合にかごの昇降を停止する装置を設けるこ

と。 

ハ 転落を防止するためのベルトを、背もたれ、ひじ置き、座席及び足を載せる台を有するいすに設け

ること。 

第 2 令第 129 条の 3 第 2 項第二号に掲げる規定を適用しない特殊な構造又は使用形態のエスカレーターは、

次の各号に掲げるエスカレーターの種類に応じ、それぞれ当該各号に定める構造方法を用いるものとす

る。 

一 勾
こ う

配が 30 度を 超えるエスカレーター 令第 129 条の 12 第 1 項第一号、第三号、第四号及び第六号の

規定 によるほか、次に定める構造であること。 

イ 勾
こう

配は、35 度以下としていること。 

340



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

ロ 踏段の定格速度は、30ｍ以下としていること。 

ハ 揚程は、6ｍ以下としていること。 

ニ 踏段の奥行きは、35cm 以上としていること。 

ホ 昇降口においては、2 段以上の踏段のそれぞれの踏段と踏段の段差（踏段の勾
こう

配を 15 度以下とした

すりつけ部分を除く。以下同じ。）を 4 ㎜以下としていること。 

ヘ 平成 12 年建設省告示第 1417 号第 1 ただし書に規定する車いす使用者用エスカレーターでないこ

と。 

二 踏段の幅が 1.1ｍを超えるエスカレーター 令第 129 条の 12 第 1 項第一号 、第三号、第五号及び第六

号の規定によるほか、次に定める構造であること。 

イ 勾
こう

配は、4 度以下としていること。 

ロ 踏段と踏段の段差は、4㎜以下としていること。 

ハ 踏段の幅は、1.6ｍ以下とし、踏段の端から当該踏段の端の側にある手すりの上端部の中心までの水

平距離は、25cm 以下としていること。 

三 速度が途中で変化するエスカレーター 令第 129 条の 12 第 1 項第六号の規定によるほか、次に定める

構造であること。 

イ 毎分の速度が 50ｍ以上となる部分にあっては、手すりの上端部の外側から壁その他の障害物（毎分

の速度が 50ｍ以上となる部分において連続している壁で踏段の上の人が挟まれるおそれのないものを

除く。）までの距離は、50cm 以上としていること。 

ロ 踏段側部とスカートガードのすき間は、5 ㎜以下としていること。 

ハ 踏段と踏段のすき間は、5 ㎜以下としていること。 

ニ 踏段と踏段の段差は、4㎜以下としていること。 

ホ 勾
こう

配は、踏段の速度が変化する部分にあっては 4 度以下とし、それ以外の部分にあっては 8 度以下

としていること。 

ヘ 踏段の幅は、1.6ｍ以下とし、踏段の端から当該踏段の端の側にある手すりの上端部の中心までの水

平距離は、25cm 以下としていること。 

ト 踏段の両側に手すりを設け、その手すりが次の（1）又は（2）のいずれかの基準に適合するもので

あること。 

(1) 手すりの上端部が、通常の場合において当該手すりの上端部をつかむ人が乗る踏段と同一方向に

同一速度で連動するようにしたものとしていること。 

(2) 複数の速度が異なる手すりを、これらの間に固定部分を設ける等により挟まれにくい構造として

組み合せたもので、次の手すりを持ち替えるまでの間隔が 2 秒以上（おおむね手すりと同一の高さ

とした手すりの間の固定部分の長さを 15cm 以下としたものを除く。）で、かつ、それぞれの手すり

の始点から終点に至るまでの手すりと踏段との進む距離の差が 40cm 以下であること。 

チ 踏段の毎分の速度は、昇降口において、50ｍ以下としていること。 

リ 踏段の速度の変化により踏段の上の人に加わる加速度は、速度が変わる部分の踏段の勾
こう

配が 3 度以

下の部分にあっては 0.5ｍ毎秒毎秒以下、3 度を超え 4 度以下の部分にあっては 0.3ｍ毎秒毎秒以下と

していること。 

 

附 則 

この告示は、平成 12 年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 21 年国土交通省告示第 859 号） 

この告示は、平成 21 年 9月 28 日から施行する。 

附 則（平成 24 年国土交通省告示第 678 号） 

この告示は、平成 24 年 8月 1日から施行する。 

附 則（平成 25 年国土交通省告示第 1053 号） 

この告示は、平成 26 年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 27 年国土交通省告示第第 1274 号） 

この告示は、公布の日から施行する。（平成 27 年 12 月 28 日） 

附 則（平成 28 年国土交通省告示第第 707 号） 

この告示は、平成 28 年 6月 1日から施行する。 
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附 則（平成 29 年国土交通省告示第第 601 号） 

この告示は、公布の日から施行する。（平成 29 年 6 月 2 日） 

ただし、第１第九号イ及びハの改正規定は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 

 
⑥⑥  エエレレベベーータターー強強度度検検証証法法のの対対象象ととななるるエエレレベベーータターー、、エエレレベベーータターー強強度度検検証証法法及及びび屋屋外外にに設設けけるるエエレレベベ

ーータターーにに関関すするる構構造造計計算算のの基基準準をを定定めめるる件件  

平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1414 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 号条の 4 第 1 項第二号、第 2 項及び第 3 項第七号の規

定に基づき、エレベーター強度検証法の対象となるエレベーター、エレベーター強度検証法及び屋外に設ける

エレベーターに関する構造計算の基準を次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 4 第 1 項第二号のエレベーター強度検証法の対象

となるエレベーターは、かごを鎖でつるエレベーターとする。 

第 2 かごを主索でつるエレベーターに係る強度検証法については、次の各号に定めるところによる。 

一 令第 129 条の 4 第 2 項第二号に規定するα１及びα２（以下単にそれぞれ「α１」及び「α２」という。）

の数値は、次に掲げる数値とすること。 

イ α１は、次に掲げる場合に応じ、それぞれ(1)又は(2)に掲げる数値とする。 

(1) (2）以外の場合 2.0 

(2) エレベーターが次に掲げるものである場合 1.6 

(ⅰ) かごの定格速度が 45ｍ以下であること。 

(ⅱ) かごの積載荷重が 3,100Ｎ以下であること。 

(ⅲ) 昇降行程が 13ｍ以下であること。 

ロ α２は、レールにあっては次に掲げる場合に応じて、それぞれ(1)又は(2)に掲げる数値とし、レール

以外の部分にあっては 2.0 とする。 

(1) 非常止め装置が次第ぎき非常止め装置の場合 3.0 

(2) 非常止め装置が早ぎき非常止め装置の場合 6.0 

二 かごを主索でつるエレベーターのかごの床版及び枠、支持ばり並びにレールに係る令第 129 条の 4 第

2 項第三号に基づき規定する安全率（以下単に「安全率」という。）は、次の表に定める数値とする。た

だし、レールの安全率については、強度試験に基づき許容応力度を定めた場合においては、材料の破壊

強度をその許容応力度で除した数値とすることができる。 

イ かごの床版及び枠 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

3.0 2.0 

ロ 支持ばり   

  種  類 常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

(一) 
鉄骨造又は鉄骨鉄筋コン

クリート造の鋼材の部分 
3.0 2.0 

(二) 

鉄筋コンクリート造又は

鉄骨鉄筋コンクリート造

のコンクリートの部分 

7.0 1.5 

ハ レール 

種  類 常時の安全率（レールに

かごの固定荷重又は積載

荷重が常時作用する構造

のものに限る。） 

安全装置作動時の安全率 

(一) (二)項以外のもので鋼

製とし、鋼製の支持金

物で昇降路に取りつけ

られたもの 

3.0 2.0 
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(二) 令第 3 章第 8 節第 3 款

の規定に基づき短期に

生ずる力に対する許容

応力度が定められた鋼

材その他の金属を用い

たもの 

材料の破壊強度を令第 3

章第 8 節第 3 款の規定に

基づき定められた短期に

生ずる力に対する許容応

力度で除した数値に 1.5

を乗じた数値 

材料の破壊強度を令第 3

章第 8 節第 3 款の規定に

基づき定められた短期に

生ずる力に対する許容応

力度で除した数値 

 

三 かごを主索でつるエレベーターのイに掲げるエレベーターの主索及びその端部に係る安全率は、ロに

定める数値とし、第 129 条の 4 第 2 項第四号に規定する限界安全率（以下単に「限界安全率」という。）

はハに定める数値とする。 

イ 主索及びその端部並びに綱車又は巻胴の直径が次に掲げるものであること。 

(1) 主索をワイヤロープとし、直径は、10 ㎜以上であること。ただし、次の(ⅰ)又は(ⅱ)のいずれ

かのエレベーターに用いるものにあっては、直径は、8 ㎜以上とすることができる。 

(ⅰ) かごの定格速度が 30ｍ以下、かごの積載荷重が 2,000Ｎ以下で、かつ、昇降行程が 10ｍ以下

であるもの 

(ⅱ) かごの定格速度が 15ｍ以下で、かつ、かごの積載荷重が 2,400Ｎ以下であるもの 

(2) 端部（クランプ止めとした巻胴式エレベーターの巻胴側の端部を除く。）は、次に掲げるエレベ

ーターにあっては、それぞれ(ⅰ)又は(ⅱ)に掲げるものであること。 

(ⅰ) (ⅱ)以外のエレベーター 鋼製ソケットにバビット詰又は鋼製の楔式ソケット 

(ⅱ) (1)(ⅰ)又は(ⅱ)に掲げるエレベーター 鋼製ソケットにバビット詰、鋼製の楔式ソケット、

据え込み式止め金具、鉄製クリップ止め又はケミカル固定のロープソケット 

(3) 綱車又は巻胴の直径は、主索の直径の 40 倍以上であること。ただし、次に掲げるものにあって

は、それぞれ(ⅰ)から(ⅳ)までに掲げる倍率以上とすることができる。 

(ⅰ) 綱車で、主索に接する部分の長さがその周の長さの 4 分の 1 以下であるもの 36倍 

(ⅱ) 第 1 号イ(2)の基準に適合するエレベーターの綱車又は巻胴 36 倍 

(ⅲ) (1)(ⅰ)又は(ⅱ)に掲げるエレベーターの綱車又は巻胴 30 倍 

(ⅳ) (1)(ⅱ)に掲げるエレベーターの綱車又は巻胴で、主索に接する部分の長さがその周の長さの

4 分の 1 以下であるもの 20倍 

ロ 主索及びその端部に係る安全率は、次の表に定める数値とする。 

(1) 主索  

エレベーターの種類 

 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

(一) (二)項以外のエレベーター 5.0 4.0 3.2 2.5 

(二) 巻胴式エレベーターその他

の主索に対し摩擦力による

動力の伝達がないエレベー

ター（以下「巻胴式エレベ

ーター等」という。） 

5.0 4.0 2.5 2.5 

(2) 主索の端部 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

4.0 3.0 2.0 2.0 

ハ エレベーターの主索及びその端部に係る限界安全率は、次の表に定める数値とする。 

(1) 主索 

エレベーターの種類 設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

(一) (二)項以外のエレベーター 3.2 2.5 

(二) 巻胴式エレベーター等 2.5 2.5 

 

(2) 主索の端部 

設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

2.0 2.0 
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第 3 油圧エレベーターに係る強度検証法については、次の各号に定めるところによる。 

一 α１は、プランジャー（有効細長比を安全上支障がない場合を除き、250 以下としたものに限り、これ

のシリンダーからの離脱を防止する装置を含む。以下同じ。）、シリンダーその他のかごを支える部分、

これらに直接支えられるかご並びに圧力配管及び油圧ゴムホースにあっては 1.3、その他の部分にあっ

ては第 2 第一号イに掲げる数値とし、α２は、第 2 第一号ロに掲げる数値とする。 

二 かごを鎖でつるエレベーターの鎖以外の部分に係る安全率は、第 2 第二号及び第三号に定めるほか、

次の表に定める数値とし、限界安全率は、第 2 第三号に定める数値とする。 

イ プランジャー、シリンダーその他のかごを支える部分及び圧力配管 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

3.0（脆性金属にあっては、5.0 とする。) 2.0（脆性金属にあっては、3.3 とする。) 

 

ロ 油圧ゴムホース 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

6.0 4.0 

三 かごを鎖でつるエレベーターのイに掲げる鎖に係る安全率は、ロに定める数値とし、限界安全率は、

ハに定める数値とする。 

イ 鎖及びその端部は、次に掲げるものであること。 

(1) ローラーチェーンであること。 

(2) 端部は、１本ごとに鋼製留金具により緊結すること。 

ロ 鎖及びその端部に係る安全率は、次の表に定める数値とする。 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

5.0 4.0 2.5 2.5 

ハ 鎖及びその端部に係る限界安全率は、次の表に定める数値とする。 

設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

2.5 2.5 

第 4 かごを鎖でつるエレベーターに係る強度検証法については、次の各号に定めるところによる。 

一 α１及びα２は、それぞれ第２第一号に定める数値とする。 

二 安全率は、第 2 第二号及び第 3 第三号に定める数値とする。 

三 限界安全率は、第３第三号に定める数値とする。 

第 5 令第 129 条の 4 第 3 項第七号に規定する屋外に設けるエレベーターの風圧に対する構造耐力上の安全性

を確かめるための構造計算の基準は、次のとおりとする。 

一 屋外に設けるエレベーターで昇降路の壁の全部又は一部を有しないものにあっては、固定荷重、積載

荷重及び風圧力によって、主要な支持部分（令第 129 条の 4 第 1 項に規定する主要な支持部分をいう。

以下同じ。）に生ずる力を計算すること。 

二 主要な支持部分の断面に生ずる短期の応力度を次の式によって計算すること。 

G1＋α1（G2＋P）＋W 

この式において、W は、令第 87 条に規定する風圧力によって生ずる力を、G1、α1、G2及びＰは、令第

129 条の 4 第 2 項の表に規定するものとする。 

三 前号の規定によって計算した各応力度が、令第 3 章第 8 節第 3 款の規定による短期に生ずる力に対す

る各許容応力度を超えないことを確かめること。この場合において、主要な支持部分に規格が定められ

た鋼材等を用いる場合にあっては、当該材料の引張強さを第 1 から第 4 までに規定する安全装置作動時

の安全率で除して求めた数値を基準強度とすることができる。 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 25 年国土交通省告示第 1054 号） 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 
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⑦⑦  滑滑節節構構造造ととししたた接接合合部部がが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて外外れれるるおおそそれれががなないい構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 20年 12 月 19 日国土交通省告示第 1494 号 

  

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 4第 3 項第三号の規定に基づき、滑節構造とした

接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法を次のように定める。 

滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法は、次に定めるものとする。 

一 接合部は、かご及び釣合おもり（釣合おもりを設けないエレベーターにあっては、かご）に設けるガイ

ドシュー、ガイドローラーその他これに類するもの（以下「ガイドシュー等」という。）と昇降路（昇降路

を設けないエレベーターにあっては、壁又は床）に設けるガイドレールが接合し、かつ、ガイドシュー等

が可動するものとすること。 

二 かごを主索で吊
つ

るエレベーター及び油圧エレベーターにあっては、接合部は、次のイ又はロのいずれか

に適合するものとすること。 

イ ガイドシュー等とガイドレールが嵌
かん

合するものであること。 

ロ ガイドレールは、その設置面に対して垂直方向にガイドシュー等と接する部分が、地震力によって生

じると想定されるガイドレールのたわみよりも 10mm 以上長いものであること。 

三 かごを主索で吊
つ

るエレベーター及び油圧エレベーター以外のエレベーターにあっては、接合部は、地震

その他の震動による衝撃により外れるおそれがないよう必要な措置を講じたものであること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 
 
⑧⑧  滑滑節節構構造造ととししたた接接合合部部がが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて外外れれるるおおそそれれががなないい構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 21年 5月 14 日国土交通省告示第 541 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 12第 2 項において準用する同令第 129 条の 4 第 3 項第

三号の規定に基づき、滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法を次のよ

うに定める。 

 

滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法は、次に定めるものとする。 

一 踏段をくさりその他これに類するもので吊
つ

るエスカレーターにあっては、次に掲げるものとすること。 

イ 接合部は、ローラーとトラス又ははりに設ける踏段レールが接合し、かつ、ローラーが可動するもので

あること。 

ロ 地震その他の震動によりローラーが踏段レールから脱落するおそれのない構造であること。 

二 踏段をベルトでつくり、当該ベルトを吊
つ

るエスカレーターにあっては、次に掲げるものとすること。 

イ 接合部は、ベルトをローラーで支持し、かつ、ベルトが可動するものであること。 

ロ 地震その他の震動によりベルトがローラーから脱落するおそれのないよう必要な措置を講じたもので

あること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 
 
⑨⑨  滑滑節節構構造造ととししたた接接合合部部がが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて外外れれるるおおそそれれががなないい構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

 平成 21 年 6 月 8 日国土交通省告示第 621 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 144 条第 2 項において準用する同令第 129 条の 4 第 3 項第三号

の規定に基づき、滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法を次のように
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定める。 

滑節構造とした接合部が地震その他の震動によって外れるおそれがない構造方法は、次に定めるものとする。 

一 接合部は、次に掲げるもののいずれかとすること。 

イ 客席部分及び釣合いおもり（釣合いおもりを設けない遊戯施設にあっては、客席部分）に設けるガイド

シュー、ガイドローラーその他これに類するもの（以下「ガイドシュー等」という。）と、主要な支持部分

（建築基準法施行令第 144 条第 1 項第一号に規定する主要な支持部分をいう。以下この号において同じ。）

に設けるガイドレールが接合し、かつ、ガイドシュー等が可動するもの 

ロ ガイドロープがガイドシュー等を貫通し、かつ、ガイドシュー等が鉛直方向に可動するもの  

ハ 客席部分と主要な支持部分又は主要な支持部分を相互に地震その他の震動により外れるおそれのない

よう必要な措置を講じたピンにより接合し、かつ、客席部分又は主要な支持部分が可動するもの 

二 前号イに掲げる接合部は、次のイからハまでのいずれかに適合するものとすること。 

イ ガイドシュー等とガイドレールが帳合するものであること。 

ロ ガイドレールは、その設置面に対して垂直方向にガイドシュー等と接する部分が、地震力によって生じ

ると想定されるガイドレールのたわみよりも 10 ㎜以上長いものであること。 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、地震その他の震動により外れるおそれのないよう必要な措置を講じたも

のであること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

 
⑩⑩  滑滑車車をを使使用用ししててかかごごをを吊吊

つ

るるエエレレベベーータターーがが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて索索がが滑滑車車かからら外外れれるるおおそそれれががなないい構構

造造方方法法をを定定めめるる件件  

平成 20年 12 月 22 日国土交通省告示第 1498 号  

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 4第 3 項第四号の規定に基づき、滑車を使用して

かごを吊
つ

るエレベーターが地震その他の震動によって索が滑車から外れるおそれがない構造方法を次のように

定める。 

 

滑車を使用してかごを吊
つ

るエレベーターが地震その他の震動によって索が滑車から外れるおそれがない構造

方法は、次に定めるものとする。 

一 滑車は、索を滑車の溝にかけることにより円滑に回転するものとすること。 

二 滑車の溝は、索の形状に応じたものとし、滑車の索に面する部分の端部から溝の深さ（滑車の溝がそ

の最深部に索が接しない形状である場合にあっては、当該溝に索が接した状態における索から溝の最深

部までの最短距離を除いたもの。以下同じ。）は、3mm 以上で、かつ、索の直径（平形の索にあっては、

その短幅。以下同じ。）の 3 分の 1 以上とすること。 

三 索が滑車から外れないよう鉄製又は鋼製の枠その他これに類するもの（以下「ロープガード」とい

う。）を設けること。 

四 ロープガードは、次に掲げる基準に適合するものとすること。 

イ 滑車の索に面する部分の端部のうち、最も外側にあるものとの最短距離が索の直径の 3 分の 4 以下

であること。 

ロ 滑車の索に面する部分の端部のうち、イに掲げるもの以外のものとの最短距離が索の直径の 20 分の

17 以下であること。 

五 滑車の索に面する部分の端部のうち、最も外側にあるものからの溝の深さが索の直径以上である巻胴

式エレベーターにあっては、前二号の規定は適用しない。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 
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⑪⑪  滑滑車車をを使使用用ししてて客客席席部部分分をを吊吊
つ

るる遊遊戯戯施施設設がが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて索索がが滑滑車車かからら外外れれるるおおそそれれががなないい構構

造造方方法法をを定定めめるる件件  

平成 21年 6月 8 日国土交通省告示第 622 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25年政令第 338号)第 144条第 2項において準用する同令第 129条の 4第 3項第四号

の規定に基づき、滑車を使用して客席部分を吊
つ

る遊戯施設が地震その他の震動によって索が滑車から外れるお

それがない構造方法を次のように定める。 

 

滑車を使用して客席部分を吊
つ

る遊戯施設が地震その他の震動によって索が滑車から外れるおそれがない構造

方法は、次に定めるものとする。 

一 滑車は、索を滑車の溝にかけることにより円滑に回転するものとすること。  

二 滑車の溝は、索の形状に応じたものとし、滑車の索に面する部分の端部からの溝の深さ（滑車の溝がそ

の最深部に索が接しない形状である場合にあっては、当該溝に索が接した状態における索から溝の最深部

までの最短距離を除いたもの。以下同じ。）は、3 ㎜以上で、かつ、索の直径の 3 分の 1以上とすること。 

三 索が滑車から外れないよう鉄製又は鋼製の枠その他これに類するもの（以下「ロープガード」という。）

を設けること。 

四 ロープガードは、次に掲げる基準に適合するものとすること。  

イ 滑車の索に面する部分の端部のうち、最も外側にあるものとの最短距離が索の直径の 4 分の 3 以下で

あること。 

ロ 滑車の索に面する部分の端部のうち、イに掲げるもの以外のものとの最短距離が索の直径の 20 分の

17 以下であること。 

五 滑車の索に面する部分の端部のうち、最も外側にあるものからの溝の深さが索の直径以上である巻胴式

の駆動装置による遊戯施設にあっては、前二号の規定は適用しない。 

六 主要な支持部分（建築基準法施行令第 144 条第 1 項第一号に規定する主要な支持部分をいう。）に走行又

は回転時の衝撃及び非常止め装置の作動時の衝撃が加えられた場合に索が滑車から外れるおそれのないよ

う、客席部分の走行速度、円周速度及び傾斜角度を保つことができるものとすること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

 
⑫⑫  地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっっててエエレレベベーータターーのの釣釣合合おおももりりがが脱脱落落すするるおおそそれれががなないい構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 25年 9月 28 日国土交通省告示第 1048 号  

  

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）第 129 条の 4第 3 項第五号の規定に基づ

き、地震その他の震動によってエレベーターの釣合おもりが脱落するおそれがない構造方法は、次に定めるも

のとする。ただし、実験により釣合おもりが第二号に規定する地震力によって脱落しないことが確かめられた

場合においては、この限りでない。 

一 釣合おもりは、釣合おもりの枠（たて枠、上下の枠その他の釣合おもり片の脱落を防止する部材をい

い、これらの接合部を含む。以下同じ。）及び釣合おもり片により構成されること。 

二 次に定めるところにより構造計算を行うこと。 

イ 固定荷重及びロに規定する地震力によって、釣合おもりの枠に生ずる力を計算すること。 

ロ 釣合おもりの枠の断面に生ずる短期の応力度を次の式によって計算すること。 

 

Ｇ＋Ｋ 

この式において、Ｇは釣合おもりの固定荷重に 1.3（特別な調査又は研究の結果に基づき、地震

時に釣合おもりに生ずる加速度を考慮した数値を定めた場合は、その数値）を乗じたものによっ

て生ずる力を、Ｋは地震力によって生ずる力を表すものとする。 

この場合において、地震力は、特別な調査又は研究の結果に基づき定める場合のほか、水平方

向及び鉛直方向について次の式によって計算した数値とするものとする。 
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P＝kw 

この式において、及びは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

P 地震力（単位 Ｎ） 

K 令第 88 条第 1 項に規定するＺの数値に、次に掲げる設計用水平標準震度又は設計用鉛

直標準震度の数値以上の数値を乗じて得た数値とする。 

設計用水平標準震度 0.6 

設計用鉛直標準震度 0.3 

W 釣合おもりの固定荷重（単位 Ｎ） 

ハ 釣合おもりの枠の部分ごとにロの規定によって計算した各短期の応力度が、令第 3章第 8 節第 3 款

の規定による短期に生ずる力に対する各許容応力度を超えないことを確かめること。この場合におい

て、釣合おもりの枠に規格が定められた鋼材等を用いる場合にあっては、当該材料の引張強さを 2.0

で除して求めた数値を基準強度とすることができる。 

三 釣合おもりのたて枠は、釣合おもり片及び釣合おもりの上下の枠を全て貫通するボルトによるボルト

接合その他のたわみ（前号に規定する地震力によって釣合おもりのたて枠に生ずると想定されるたわみ

をいう。以下同じ。）によって釣合おもり片が脱落するおそれがない措置を講ずる場合を除き、釣合おも

り片と接する部分のたわみの方向の長さが、たわみよりも 10 ㎜以上長いものとすること。この場合にお

いて、特別な調査又は研究の結果に基づき接合部の剛性及び耐力に関する性能を確かめた場合を除き、

たて枠及び上下の枠の接合部をピンによる接合とみなして構造計算を行うこと。 

 

附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

 
⑬⑬  エエレレベベーータターーのの地地震震そそのの他他のの震震動動にに対対すするる構構造造耐耐力力上上のの安安全全性性をを確確かかめめるるたためめのの構構造造計計算算のの基基準準をを定定めめるる

件件  

  

平成 25年 10 月 29 日国土交通省告示第 1047 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）第 129 条の 4第 3 項第六号に規定するエ

レベーターの地震その他の震動に対する構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準は、次のとおり

とする。 

 

一 令第 129 条の 5 第 1 項に規定する固定荷重及び同条第 2 項に規定する積載荷重並びに次号に規定する

地震力によって、主要な支持部分（令第 129 条の 4 第 1 項に規定する主要な支持部分をいう。以下同

じ。）に生ずる力を計算すること。 

二 前号の主要な支持部分の断面に生ずる短期の応力度を次の式によって計算すること。 

Ｇ＋Ｐ＋Ｋ 

この式において、Ｇ及びＰは、それぞれ令第 129 条の 5 第 1 項に規定する固定荷重及び同条第

2 項に規定する積載荷重によって生ずる力を、Ｋは、次の力を表すものとする。この場合におい

て、固定荷重及び積載荷重のうち昇降する部分の荷重にあっては、当該荷重に 1.3 を乗じたもの

とすること。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき、地震時に昇降する部分に生ずる加速

度を考慮した数値を定める場合にあっては、この限りでない。 

Ｋ 地震力によって生ずる力 

この場合において、地震力は、特別な調査又は研究の結果に基づき定める場合のほか、水

平方向及び鉛直方向について次の式によって計算した数値とするものとする。 

P＝kw 

この式において、及びは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

P 地震力（単位 Ｎ） 

K 令第 88 条第 1 項に規定するＺの数値に、次の表の階又は屋上の欄の区分に応じて、

それぞれ同表の設計用水平標準震度又は設計用鉛直標準震度の欄に掲げる数値以上の

数値を乗じて得た数値とする。  
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階又は屋上 設計用水平標準震度 設計用鉛直標準震度 

地階及び一階 0.4 0.2 

その他の階及び屋上 0.6 0.3 

W エレベーターの固定荷重と積載荷重との和（積載荷重にあっては、地震その他の震

動によって人又は物からかごに作用する力の影響に基づいた数値を算出した場合は、

その数値）（単位 Ｎ） 

三 第一号の主要な支持部分ごとに前号の規定によって計算した各短期の応力度が、令第 3 章第 8 節第 3

款の規定による短期に生ずる力に対する各許容応力度を超えないことを確かめること。この場合におい

て、主要な支持部分に規格が定められた鋼材等を用いる場合にあっては、当該材料の引張強さを平成 12

年建設省告示第 1414 号に規定する安全装置作動時の安全率で除して求めた数値を基準強度とすることが

できる。 

 

附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

 
⑭⑭  用用途途がが特特殊殊ななエエレレベベーータターー及及びび当当該該エエレレベベーータターーのの籠籠のの積積載載荷荷重重をを定定めめるる件件  

  

 平成 12 年 5 月 31 日 建設省告示第 1415 号 

改正：平成 14年 5月 31 日国土交通省告示第 479 号 

平成 21年 8月 4 日国土交通省告示第 859 号 

平成 27年 12 月 28 日国土交通省告示第 1274 号 

令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 56 号 

 

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 5第 2項に規定する用途が特殊なエレベーターは、次

の各号に掲げるエレベーターとし、同項に規定する当該用途に応じた籠の積載荷重（単位 Ｎ）は、当該各号

に定める数値とする。 

一 次に掲げる基準に適合するトランクを設けたエレベーター エレベーターの籠の面積をトランクの面

積を除いた面積として、令第 129 条の 5 第 2 項の表に基づき算定した数値 

イ 床面から天井までの高さが 1.2ｍ以下であること。 

ロ 籠の他の部分とトランクの床面の段差が 10 ㎝以下であること。 

ハ 施錠装置を有する扉を設けること。 

ニ 籠の奥行き（トランク部分の奥行きを含む。以下同じ。）が 2.2ｍ以下であり、かつ、トランク部分

の奥行きが籠の奥行きの 2 分の 1 以下であること。 

二 フォークリフトその他の籠に荷物を積み込む機械（以下「フォークリフト等」という。）が籠への荷

物の積込み時に籠に荷重をかける乗用及び寝台用エレベーター以外のエレベーター 次に掲げる数値の

うち大きいもの  

イ 実況に応じ算定した昇降させる人又は物の荷重に、フォークリフト等の荷重（荷物の積み込み時

にかごにかかる荷重に限る。）を加えたものを 1.5 で除した数値 

ロ 令第 129 条の 5 第 2 項の表に基づき算定した数値 

三 昇降行程が 10ｍ以下で、かつ、籠の床面積が 1.3 ㎡以下のエレベーター 床面積 1㎡につき 1,800 と

して計算した数値で、かつ、1,300 以上の数値  

四 昇降行程が 20ｍ以下で、かつ、籠の床面積が 1.3 ㎡以下の住宅、下宿又は寄宿舎に設けるエレベータ

ー 床面積１㎡につき 2,500として計算した数値で、かつ、1,300 以上の数値  

五 平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第六号に掲げるエレベーター 床面積 1 ㎡につき 1,800 として計

算した数値で、かつ、1,300以上の数値（計算した数値が 1,980 を超える場合にあっては、1,980） 

六 平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号に掲げるエレベーター 次に定める床面積及び種類に応じ

た次に定める数値 

イ 籠の床面積が 1 ㎡以下で住戸内に設置されるもの 床面積 1 ㎡につき 1,800 として計算した数値

で、かつ、1,300 以上の数値 

ロ 籠の床面積が 2 ㎡以下のもの（イに掲げるものを除く。） 1,800 
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ハ 籠の床面積が 2 ㎡を超え 2.25 ㎡以下のもの 2,400 

七 平成 12 年建設省告示第 1413 号第１第十号に掲げるエレベーター 900 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 27 年国土交通省告示第 1274 号） 

この告示は、公布の日から施行する。（平成 27 年 12月 28日） 

附 則（令和 6 年国土交通省告示第 56 号） 

この告示は、公布の日から施行する。（令和 6 年 1月 31 日） 

 
⑮⑮  かかごご内内のの人人又又はは物物にによよるる衝衝撃撃にに対対ししてて安安全全ななかかごごのの各各部部のの構構造造方方法法及及びびかかごご内内のの人人又又はは物物ががかかごご外外のの物物

にに触触れれるるおおそそれれののなないいかかごごのの壁壁又又はは囲囲いい及及びび出出入入口口のの戸戸のの基基準準をを定定めめるる件件  

  

平成 20年 12 月 10 日国土交通省告示第 1455 号 

改正：平成 21年 3月 10 日国土交通省告示第 252 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 6第 1 項第一号及び第三号の規定に基づき、かご

内の人又は物による衝撃に対して安全なかごの各部の構造方法及びかご内の人又は物がかご外の物に触れるお

それのないかごの壁又は囲い及び出入口の戸の基準を次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 6 第 1 項第一号に規定するかご内の人又は物による

衝撃に対して安全なかごの各部の構造方法は、次に定めるものとする。 

一 かごは、次のイからハまでに掲げる部分を除き、壁又は囲い、床及び天井で囲むこと。 

イ かごの出入口 

ロ 令第 129 条の 6 第四号に規定する開口部 

ハ かごの壁又は囲い（床面からの高さ 180cm 以上又は 30cm 以下の部分に限る｡）及び天井に設ける換

気上有効な開口部 

二 前号のロに掲げる開口部には、かご内から開くことができない構造の戸を設けること。 

三 第一号のハに掲げる開口部には、ガラリその他これに類するものを設けること。 

四 かごの壁又は囲い及び出入口の戸は、任意の 5 ㎠の面にこれと直角な方向の 300Ｎの力 がかご内から

作用した場合において、次のイからロに適合するものとすること。 

イ 15 ㎜を超える変形が生じないものであること。 

ロ 塑性変形が生じないものであること。 

五 かごの壁又は囲い､床､天井及び出入口の戸の全部又は一部(構造上軽微な部分を除く｡）に使用するガ

ラスは、次のイからロに適合するものとすること。 

イ 合わせガラス（日本産業規格Ｒ3205 に適合するものに限る。）又はこれと同等以上の飛散防止性能を

有するものであること。ただし、かごの出入口の戸（床面からの高さが 1.1ｍを超える部分に限る。）

に使用するガラスにあっては、厚さ 6 ㎜以上で幅 20 ㎝以下の網入ガラス（日本産業規格 R3204 に適合

する網入板ガラスに限る。）とすることができる。 

ロ かごの壁又は囲い（床面からの高さが 1.1ｍを超える部分に限る。）に使用するガラスにあっては、

手すり（ガラスが用いられる部分以外の部分に堅固に取り付けられるものに限る｡）を床面から 0.8ｍ

以上、1.1ｍ以下の高さの位置に設けること。その他安全上必要な措置が講じられたものであること。 

六 かごの壁又は囲いは、その脚部を床板に、頂部を天井板に緊結すること。 

七 かごの出入口の戸は、かご内の人又は物による衝撃により容易に外れないものとすること。 

八 かごの床面で 50 ㏓（乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベ－ターにあっては 25

㏓）以上の照度を確保することができる照明装置を設けること。 

九 乗用エレベーター及び寝台用エレベーターにあっては、かごの天井の高さは 2ｍ以上とすること。 

第 2 令第 129 条の 6 第１項第三号に規定するかご内の人又は物がかご外の物に触れるおそれのないかごの壁

又は囲い及び出入口の戸に基準は、次のとおりとする。 

一 かごの出入口の戸は、空隙のないものであること。 
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二 かごの出入口の戸は、引き戸とすること。ただし､乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエ

レベーターにあっては､上げ戸、下げ戸又は上下戸とすることができる。 

三 引き戸であるかごの出入口の戸は、閉じたときに、次のイからニまでに掲げるものを除き、すき間が

生じないものであること。 

イ かごの出入口の戸と出入口枠のすき間で、8 ㎜以下のもの 

ロ かごの出入口の戸と敷居のすき間で、8 ㎜以下のもの 

ハ かごの出入口の戸の突合せ部分のすき間で、8 ㎜以下のもの 

ニ ２枚以上の戸が重なり合って開閉する構造のかごの出入口の戸にあっては、重なり合う戸のすき間

で、8 ㎜以下のもの 

四 上げ戸、下げ戸又は上下戸であるかごの出入口の戸は、閉じたときに、次のイからニまでに掲げるも

のを除き、すき間が生じないものであること。 

イ かごの出入口の戸と出入口枠のすき間で、9.5 ㎜以下のもの 

ロ 上げ戸にあっては、かごの出入口の戸と敷居のすき間で、9.5 ㎜以下のもの 

ハ 上下戸にあっては、かごの出入口の戸の突合せ部分のすき間で、9.5 ㎜以下のもの 

ニ ２枚以上の戸が重なり合って開閉する構造のかごの出入口の戸にあっては、重なり合う戸のすき間

で、9.5 ㎜以下のもの 

五 かごの出入口の戸は、安全かつ円滑に開閉するものであること。 

六 かごの出入口の戸は、かご昇降中に、かご内の人又は物による衝撃により容易に開かないものである

こと。 

七 自動的に閉鎖する構造のかごの出入口の戸は、反転作動（人又は物が戸に挟まれ、又は挟まれるおそ

れがある場合において、戸の閉鎖を自動的に停止し、当該戸を開くことをいう。）ができるものであるこ

と。 

八 自動的に閉鎖する構造の引き戸であるかごの出入口の戸は、150N 以下の力により閉じるものであるこ

と。ただし、出入口の 3 分の 1 が閉じられるまでの間は、この限りでない。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。ただし、第１第五号及び九号並びに第 2 第二号の規定は、

平成 22年 9月 28 日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 

 
⑯⑯  防防火火上上支支障障ののなないいエエレレベベーータターーののかかごご及及びび昇昇降降路路並並びびにに小小荷荷物物専専用用昇昇降降機機のの昇昇降降路路をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 31 日建設省告示第 1416 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 6第二号、第 129 条の 7 第二号及び第 129 条の 13

第二号の規定に基づき、防火上支障のないエレベーターのかご及び昇降路並び に小荷物専用昇降機の昇降路

を次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 6 第二号に規定する防火上支障のないエレベーター

のかごは、次の各号のいずれかに該当するエレベーターのかごとする。 

一 主要構造部を準耐火構造以外の構造とした建築物に設けるもの 

二 住宅に設ける昇降機で昇降路のすべての出入口が一の住戸内のみにあるもの 

三 昇降路のすべての出入口が一の階のみにあるもの 

四 昇降路のすべての出入口が一の吹抜き（当該部分と壁又は戸で区画されていない部分を含む｡）のみ

にあるもの 

第 2 令第 129 条の 7 第二号に規定する防火上支障のないエレベーターの昇降路は、第 1 各号（第二号を除

く｡）のいずれかに該当するエレベーターの昇降路及び階数が 3 以下で延べ面積が 200 ㎡以内の一戸建ての

住宅又は長屋若しくは共同住宅の住戸に設けるエレベーターの昇降路とする。 

第 3 令第 129 条の 13 第二号に規定する防火上支障のない小荷物専用昇降機の昇降路は、第 1 各号（第二号を

除く｡）のいずれかに該当する小荷物専用昇降機の昇降路及び階数が 3 以下で延べ面積が 200 ㎡以内の一戸
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建ての住宅又は長屋若しくは共同住宅の住戸に設ける小荷物専用昇降機の昇降路とする。 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

 
⑰⑰  昇昇降降路路外外のの人人又又はは物物ががかかごご又又はは釣釣合合おおももりりにに触触れれるるおおそそれれののなないい壁壁又又はは囲囲いい及及びび出出入入口口のの戸戸のの基基準準をを定定めめ

るる件件  

平成 20年 12 月 10 日国土交通省告示第 1454 号 

改正：平成 21年 3月 10 日国土交通省告示第 251 号 

平成 24年 6月 7 日国土交通省告示第 681 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

 建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338 号）第 129 条の 7 第一号の規定に基づき、昇降路外の人又は物がか

ご又は釣合おもりに触れるおそれのない壁又は囲い及び出入口の戸の基準を次のように定める。 

 建築基準法施行令第 129 条の 7 第一号に規定する昇降路外の人又は物がかご又は釣合おもりに触れるおそれの

ない壁又は囲い及び出入口の戸の基準は、次のとおりとする。 

一 昇降路は、次のイからニまでに掲げる部分を除き、壁又は囲いで囲むものであること。 

イ 昇降路の出入口（非常口を含む。次号から第五号まで及び第十号において同じ。） 

ロ 機械室に通ずる主索、電線その他のものの周囲 

ハ 昇降路の頂部及び底部 

ニ 保守点検に必要な開口部（かぎを用いなければ昇降路外から開くことができない施錠装置を設けた戸

を設けるものに限る。）であって、次の(1)又は(2)のいずれかに該当するもの 

(1) 出入口の床面から開口部の下端までの高さが 1.8ｍ以上であるもの 

(2) 自動的に閉鎖する戸（当該戸を自動的に施錠する機能を有する施錠装置を設けたものに限る。）を

設けるもの 

二 昇降路の壁又は囲い及び出入口の戸は、任意の 5 ㎠の面にこれと直角な方向の 300Nの力が昇降路外から

作用した場合において、次のイ及びロに適合するものであること。 

イ 15mm を超える変形が生じないものであること。 

ロ 塑性変形が生じないものであること。 

三 昇降路の壁又は囲い及び出入口の戸の全部又は一部（構造上軽微な部分を除く。）に使用するガラスは、

合わせガラス（日本産業規格 R3205 に適合するものに限る。）又はこれと同等以上の飛散防止性能を有する

ものであること。ただし、昇降路の出入口の戸（床面からの高さが 1.1ｍを超える部分に限る。）に使用す

るガラスにあっては、厚さ 6mm 以上で幅 20cm 以下の網入ガラス（日本産業規格 R3204 に適合する網入板ガ

ラスに限る。）又はこれと同等以上の遮炎性能を有するものとすることができる。 

四 昇降路の出入口の戸は、昇降路外の人又は物による衝撃により容易に外れないものであること。 

五 昇降路の出入口の戸は、空隙のないものであること。 

六 昇降路の出入口の戸は、引き戸とすること。ただし、乗用エレベーター及び寝台エレベーター以外のエ

レベーターにあっては、上げ戸、下げ戸又は上下戸とすることができる。 

七 引き戸である昇降路の出入口の戸は、閉じたときに、次のイからニまでに掲げるものを除き、すき間が

生じないものであること。 

イ 昇降路の出入口の戸と出入口枠のすき間で、6mm 以下のもの 

ロ 昇降路の出入口の戸と敷居のすき間で、6mm 以下のもの 

ハ 昇降路の出入口の戸の突合せ部分のすき間で、6mm 以下のもの 

ニ 2 枚以上の戸が重なり合って開閉する構造の昇降路の出入口の戸にあっては、重なり合う戸のすき間

で、6mm 以下のもの 

八 上げ戸、下げ戸又は上下戸である昇降路の出入口の戸は、閉じたときに、次のイからニまでに掲げるも

のを除き、すき間が生じないものであること。 

イ 昇降路の出入口の戸と出入口枠のすき間で、9.5mm 以下のもの 

ロ 上げ戸にあっては、昇降路の出入口の戸と敷居のすき間で、9.5mm 以下のもの 

ハ 上下戸にあっては、昇降路の出入口の戸の突合せ部分のすき間で、9.5mm 以下のもの 
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ニ 2 枚以上の戸が重なり合って開閉する構造の昇降路の出入口の戸にあっては、重なり合う戸のすき間

で、9.5mm 以下のもの 

九 昇降路の非常口の戸は、開き戸又は引き戸とすること。ただし、開き戸にあっては、昇降路内に向かっ

て開くことができない構造とすること。 

十 昇降路の出入口の戸は、安全かつ円滑に開閉するものであること。 

十一 自動的に閉鎖する構造の引き戸である昇降路の出入口の戸は、150N 以下の力により閉じるものである

こと。ただし、出入口の 3 分の 1 が閉じられるまでの間は、この限りでない。 

 

 附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。ただし、第三号及び第六号の規定は、平成 22年 9月 28 日 

から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 

 
⑱⑱  昇昇降降路路外外のの人人又又はは物物がが昇昇降降路路内内にに落落下下すするるおおそそれれののなないい昇昇降降路路のの出出入入口口のの戸戸のの施施錠錠装装置置のの基基準準をを定定めめるる件件  

  

平成 20年 12 月 9 日国土交通省告示第 1447 号 

改正：平成 24年 6月 7 日国土交通省告示第 680 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 7第三号の規定に基づき、昇降路外の人又は物が

昇降路内に落下するおそれのない昇降路の出入口の戸の施錠装置の基準を次のように定める。 

建築基準法施行令第 129 条の 7 第三号に規定する昇降路外の人又は物が昇降路内に落下するおそれのない昇

降路の出入口の戸の施錠装置の基準は、次のとおりとする。 

一 施錠装置は、昇降路の出入口の戸の昇降路内に面する部分に堅固に取り付けられたものであること。 

二 施錠装置は、昇降路の出入口の戸が閉じた場合に、当該戸を自動的かつ機械的に施錠するものである

こと。 

三 施錠装置は、かごが昇降路の出入口の戸の位置に停止していない場合においては、かぎを用いずに当

該戸を開こうとした場合においても施錠された状態を保持する力が減少しないものであること。 

四 施錠装置は、施錠された昇降路の出入口の戸に昇降路外の人又は物による衝撃が作用した場合におい

て、当該戸が容易に開かないよう、施錠された状態を保持することができるものであること。 

五 施錠装置は、腐食若しくは腐朽しにくい材料を用いたもの、又は有効なさび止め若しくは防腐のため

の措置が講じられたものであること。 

六 施錠装置の係合部分は、7mm 以上であること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

附 則(平成 24 年国土交通省告示第 680 号) 

この告示は、平成 24年 8月 1日から施行する。 
 
⑲⑲  建建築築基基準準法法施施行行令令第第 112299条条のの 77 第第五五号号イイ((22))のの国国土土交交通通大大臣臣がが定定めめるる措措置置をを定定めめるる件件  

  

平成 20年 12 月 19 日国土交通省告示第 1495 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 7第五号イ(2)の規定に基づき、国土交通大臣が定

める措置を次のように定める。 

建築基準法施行令第 129 条の 7 第五号イ(2)に規定する国土交通大臣が定める措置は、次に掲げるものとす

る。 

一 かごと接合するガイドレールを取り付けるために昇降路内に設けるレールブラケットで、地震時にその

回りに昇降路内の主索その他の索が掛かった場合において、エレベーターの機能に支障が生じるおそれの

あるものにあっては、索が回り込まないように当該レールブラケットの端部間 に鉄線、鋼線又は鋼索を
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設けること。 

二 釣合おもりと接合するガイドレールを取り付けるために昇降路内に設けるレールブラケットにあって

は、索が回り込まないようにその端部間に鉄線、鋼線又は鋼索を設けること。 

三 昇降路内に設ける横架材で、地震時にその回りに地震時に昇降路内の主索その他の索が掛かった場合に

おいて、エレベーターの機能に支障が生じるおそれのあるものにあっては、索が回り込まないように当該

横架材の端部を昇降路の立柱に緊結すること。 

 

 附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 
 
⑳⑳  エエレレベベーータターーのの駆駆動動装装置置及及びび制制御御器器がが地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっってて転転倒倒しし又又はは移移動動すするるおおそそれれががなないい方方法法をを

定定めめるる件件  

  

平成 21年 7月 6 日国土交通省告示第 703 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 8第 1 項の規定に基づき、エレベーターの駆動装置及

び制御器が地震その他の震動によって転倒し又は移動するおそれがない方法を次のように定める。 

建築基準法施行令(以下「令」という。)第 129 条の 8 第 1 項に規定するエレベーターの駆動装置及び制御器

(以下「駆動装置等」という。)が地震その他の震動によって転倒し又は移動するおそれがない方法は、次に定め

るものとする。 

一 駆動装置等は、機械室の部分(機械室以外の部分に設置することが構造上やむを得ないものにあっては

昇降路等の部分。以下同じ。)又は駆動装置等を支持する台(以下「支持台」という。)にボルトで緊結する

こと。ただし、防振ゴムを用いる場合にあっては、ボルト又はボルト及び形鋼、鋼板その他これらに類す

るもの(以下「形鋼等」という。)で固定すること。 

二 支持台は、機械室の部分にボルトで緊結されたものであること。ただし、防振ゴムを用いる場合にあっ

ては、ボルト又はボルト及び形鋼等で固定されたものであること。 

三 駆動装置等及び支持台を設置する機械室の部分並びに支持台は、地震その他の震動に対して安全上の支

障となる変形又はひび割れその他の損傷が生じないものであること。 

四 支持台及び形鋼等は、次のイ又はロのいずれかに適合する材料を用いたものであること。 

イ 日本産業規格 G3101 に規定する SS330、SS400、SS490若しくは SS540 に適合する鋼材又はこれと同等

以上の強度を有するものであること。 

ロ 日本産業規格 G5501 に規定する FC250、FC300 若しくは FC350 に適合する鋳鉄又はこれと同等以上の

強度を有するものであること。 

五 ボルトは、次のイ及びロに適合するものであること。 

イ 座金の使用、ナットの二重使用その他これらと同等以上の効力を有する戻り止めの措置を講じたもの

であること。 

ロ ボルトの軸断面に生ずる長期の引張り及びせん断の応力度並びに短期の引張り及びせん断の応力度が

次の表に掲げる式に適合することが確かめられたものであること。 

  

力の種類  式  

長期に生ずる力  (R1／Ra1)２＋(S1／Sa1)２≦１  

短期に生ずる力 (R2／Ra2)２＋(S2／Sa2)２≦１ 

この表において、R1、Ra1、S1、Sa1、R2、Ra2、S2及び Sa2は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

R1  ボルトの軸断面に生ずる長期の引張りの応力度（単位 1mm２につきＮ） 

Ra1 令第 90 条に規定するボルトの長期に生ずる力に対する引張りの許容応力度（単位 1mm２

につきＮ） 

S1  ボルトの軸断面に生ずる長期のせん断の応力度（単位 1mm２につきＮ） 

Sa1 令第九十条に規定するボルトの長期に生ずる力に対するせん断の許容応力度（単位 1mm２

につきＮ） 
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R2 ボルトの軸断面に生ずる短期の引張りの応力度（単位 1mm２につきＮ） 

Ra2 令第 90 条に規定するボルトの短期に生ずる力に対する引張りの許容応力度（単位 1mm２に

つきＮ） 

S2 ボルトの軸断面に生ずる短期のせん断の応力度（単位 1mm２につきＮ） 

Sa2 令第 90 条に規定するボルトの短期に生ずる力に対するせん断の許容応力度（単位 1mm２に

つきＮ）  

  

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 

 
㉑㉑  エエレレベベーータターーのの制制御御器器のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 31 日建設省告示第 1429 号 

改正：平成 20年 12 月 15 日国土交通省告示第 1469 号 

令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 56 号    

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 8第 2 項の規定に基づき、エレベーターの制御器の

構造方法を次のように定める。 

第 1 籠を主索で吊
つ

るエレベーター又は籠を鎖で吊
つ

るエレベーター（油圧エレベーターを除く。）の制御器の構

造方法は、次に定めるものとする。 

一 籠を主索で吊
つ

るエレベーターにあっては、籠に積載荷重の 1.25 倍（平成 12 年建設省告示第 1415 号第

二号に規定するフォークリフト等が籠の停止時にのみ乗り込む乗用及び寝台用エレベーター以外のエレベ

ーターにあっては、1.5 倍、同告示第三号に掲げるエレベーターのうち籠の床面積が 1.1 ㎡を超えるもの

にあっては、1.75 倍）の荷重が加わった場合においてもかごの位置が著しく変動しないものとするこ

と。ただし、籠の停止位置が着床面を基準として 75mm 以上下降するおそれがある場合において、これを

調整するための床合せ補正装置（着床面を基準として 75mm以内の位置において補正することができるも

のに限る。以下同じ。）を設けた場合にあっては、この限りでない。 

二 籠又は昇降路の出入口の戸の開閉に応じて駆動装置の動力を調節する装置（次号において「調節装置」

という。）を設けること。 

三 調節装置の構造は、次のイ及びロに掲げる基準に適合するものとすること。 

イ 籠又は昇降路の出入口の戸が開く場合に、自動的に作動し、籠を昇降させないものであること。 

ロ 建築基準法施行令第 129条の 7 第三号に規定する施錠装置が施錠された後に自動的に作動 し、籠を昇

降させるものであること。 

四 籠内及び籠の上で駆動装置の動力を切ることができる装置を設けること。ただし、次に掲げるエレベー

ターにあっては、籠の上で駆動装置の動力を切ることができる装置を設けないものとすることができる。 

イ 昇降行程が 10ｍ以下であるエレベーター 

ロ 籠に天井がないエレベーター 

 第 2 油圧エレベーターの制御器の構造方法は、次に定めるものとする。 

一 籠の停止時における自然降下を調整するための床合せ補正装置を設けること。  

二 圧力配管には、有効な圧力計を設けること。 

三 第一第二号から第四号までに定める構造とすること。 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則（平成 20年 12 月 15 日国土交通省告示第 1469 号） 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

附 則（令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 56 号） 

この告示は、公布の日から施行する。（令和 6 年 1月 31 日） 
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㉒㉒  エエレレベベーータターーのの制制動動装装置置のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 31 日建設省告示第 1423 号 

改正：平成 14年 5月 31 日国土交通省告示第 480 号  

平成 21年 8月 4 日国土交通省告示第 859 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 10 第 2 項の規定に基づき、エレベーターの制動装

置の構造方法を次のように定める。 

 

エレベーターの制動装置の構造方法は、次に定めるものとする。 

第 1 かごを主索でつり、その主索を綱車又は巻胴で動かすエレベーターの制動装置の構造方法は、次の各号に

掲げるエレベーターの区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

一 かごが停止する最上階にこれが停止したときのかごの枠の上端から昇降路の頂部にある床又ははりの下

端までの垂直距離（以下「頂部すき間」という。）が次に掲げる基準のいずれかに該当し、かつ、かごが停

止する最下階の床面から昇降路の底部の床面までの垂直距離（以下「ピットの深さ」という)が、イに掲げ

る基準に該当するエレベーター（第二号に掲げる基準に該当するエレベーターを除く。） 第 2 に定める構

造方法 

イ 頂部すき間及びピットの深さが、かごの定格速度に応じて、次の表に定める数値以上であること。た

だし、ピットの深さを第 2 第六号に定める緩衝器を設置することができる数値以上とする場合にあって

は、当該数値以上とすることができる。 

かごの定格速度 頂部すき間（単位 ｍ） ピットの深さ（単位 ｍ） 

 45ｍ以下の場合  1.2 1.2 

 45ｍを超え、 60ｍ以下の場合 1.4 1.5 

 60ｍを超え、 90ｍ以下の場合 1.6 1.8 

 90ｍを超え、120ｍ以下の場合 1.8 2.1 

120ｍを超え、150ｍ以下の場合 2.0 2.4 

150ｍを超え、180ｍ以下の場合 2.3 2.7 

180ｍを超え、210ｍ以下の場合 2.7 3.2 

210ｍを超え、240ｍ以下の場合 3.3 3.8 

240ｍを超える場合 4.0 4.0 

ロ イにかかわらず、主索のかごをつる側の反対側につり合おもりをつる構造のエレベーターの頂部すき

間の基準にあって(1)又は(2)に掲げる場合に応じ、それぞれ（1）又は（2）の式によって計算した数値

以上と、巻胴式エレベーターの頂部すき間の基準にあってはかごが停止する最上階を超えて上昇した場

合においてもかごが昇降路の頂部に衝突しない数値以上とすることができる。 

(1) 緩衝器を(2)以外のものとした場合及び緩衝器を設けずに緩衝材を設けた場合  

Ｈ＝Ｓ＋Ｒ＋Ｖ２／720＋Ｃ 

(2) 緩衝器を第 2 第六号ロに定めるものとした場合  

Ｈ＝Ｓ＋Ｒ＋Ｖ２／1,068＋Ｃ  

 (1)及び(2)の式において、Ｈ、Ｓ、Ｒ、Ｖ及びＣの値は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｈ 頂部すき間（単位 ㎝） 

Ｓ つり合おもり側の緩衝器のストローク又は緩衝材の厚さ（単位 ㎝） 

Ｒ かごが最上階に停止した場合におけるつり合おもりとつり合おもり側の緩衝器又は緩衝材

のすき間の垂直距離（単位 ㎝） 

Ｖ かごの定格速度（単位 ｍ/min） 

Ｃ かご上で運転をする場合で頂部安全距離 1.2ｍ以上を確保し、かつ、頂部安全距離以上のか

ごの上昇を自動的に停止するリミットスイッチを設けた場合又はかご上で運転をしない場合

においては 2.5、それ以外の場合においては 60（単位 ㎝）  

二 次に掲げる基準に該当するエレベーター 第 3 に定める構造方法 
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イ 昇降行程が 5ｍ以下であること。 

ロ かごの定格速度が 15ｍ以下であること。 

ハ かごの床面積が 1.5 ㎡以下であること。 

ニ 頂部すき間及びピット深さが前号に掲げる基準に該当すること。 

第 2 第 1 第一号に定めるエレベーターの制動装置の構造方法は、次に掲げる安全装置を設けた構造とするこ

ととする。 

一 かごを昇降路の出入口に自動的に停止させる装置又は操縦機の操作をする者が操作をやめた場合におい

て操縦機がかごを停止させる状態に自動的に復する装置 

二 かごの速度が異常に増大した場合において毎分の速度が定格速度に相当する速度の 1.3 倍（かごの定格

速度が 45ｍ以下のエレベーターにあっては、63ｍ）を超えないうちに動力を自動的に切る装置 

三 動力が切れたときに惰性による原動機の回転を自動的に制止する装置 

四 次のイ又はロに定める装置 

イ かごの降下する速度が第二号に掲げる装置が作動すべき速度を超えた場合（かごの定格速度が 45ｍ以

下のエレベーターにあっては、かごの降下する速度が同号に掲げる装置が作動すべき速度に達し、又は

これを超えた場合）において毎分の速度が定格速度に相当する速度の 1.4 倍（かごの定格速度が 45ｍ以

下のエレベーターにあっては、68ｍ）を超えないうちにかごの降下を自動的に制止する装置（かごの定

格速度が 45ｍを超えるエレベーター又は斜行式エレベーターにあっては次第ぎき非常止め装置、その他

のエレベーターにあっては早ぎき非常止め装置又は次第ぎき非常止め装置に限る。ロにおいて同じ。） 

ロ 積載荷重が 3,100Ｎ以下、かごの定格速度が 45ｍ以下で、かつ、昇降行程が 13ｍ以下のエレベーター

にあっては、主索が切れた場合においてかごの降下を自動的に制止する装置  

五 かご又はつり合おもりが昇降路の底部に衝突しそうになった場合においてこれに衝突しないうちにかご

の昇降を自動的に制御し、及び制止する装置 

六 次のイ又はロ（かごの定格速度が 60ｍを超える場合にあっては、ロ）に掲げる装置。ただし、かごの定

格速度が 30ｍ以下で、かごの降下する毎分の速度が定格速度に相当する速度の 1.4 倍を超えないうちにか

ごの降下を自動的に制止する装置を設けたエレベーターにあっては、適当な緩衝材又は緩衝器とすること

ができる。 

イ ストロークがかごの定格速度に応じて次の表に定める数値以上であるばね緩衝器 

かごの定格速度 ストローク（単位 ㎝） 

30ｍ以下の場合 3.8 

30ｍを超え、45ｍ以下の場合 6.6 

45ｍを超え、60ｍ以下の場合 10.0 

ロ ストロークが次の式によって計算した数値以上である油入緩衝器 

Ｌ＝Ｖ２／534 

この式において、Ｌ及びＶは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｌ ストローク（単位 ㎝） 

Ｖ かごの定格速度（単位 ｍ/min） 

七 巻胴式エレベーターにあっては、主索が緩んだ場合において動力を自動的に切る装置 

第 3 第 1 第二号に定めるエレベーターの制動装置の構造方法は、次のいずれかに掲げる構造とすることとす

る。 

一 主索が切れた場合においてかごの降下を自動的に制止する安全装置を設けること。 

二 第 2 第一号、第三号、第五号及び第七号に掲げる安全装置を設けること。 

第 4 かごを主索又は鎖を用いることなく油圧により直接動かすエレベーター（以下「直接式油圧エレベータ

ー」という。）の制動装置の構造方法は、次の各号（かごの定格速度が 30ｍ以下の直接式油圧エレベーター

その他安全上支障がない直接式油圧エレベーターにあっては、第二号ハを除く）に定めるものとする。 

一 昇降路の頂部すき間を、プランジャーの余裕ストロークによるかごの走行距離に 2.5 ㎝を加えた数値以

上とすること。 

二 次に掲げる安全装置を設けること。 

イ かごの上昇時に油圧が異常に増大した場合において、作動圧力（ポンプからの吐出圧力をいう。以下

同じ。）が常用圧力（積載荷重を作用させて定格速度で上昇中の作動圧力をいう）の 1.5倍を超えないよ

うにする装置 
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ロ 動力が切れた場合に油圧ジャッキ内の油の逆流によるかごの降下を自動的に制止する装置  

ハ 油温を摂氏 5 度以上摂氏 60 度以下に保つための装置 

ニ プランジャーのシリンダーからの離脱を防止するための装置 

ホ 電動機の空転を防止するための装置 

へ かご上運転をする場合において、頂部安全距離 1.2ｍ以上を確保し、頂部安全距離以上のかごの上昇を

自動的に制御するための装置 

ト 第 2 第六号に掲げる装置 

第 5 かごを主索又は鎖でつり、その主索又は鎖を油圧で動かすエレベーターの制動装置の構造方法は、次に定

めるものとする。 

一 昇降路の構造を次に定めるものとすること 

イ 頂部すき間が、次の式によって計算した数値以上であること。 

Ｈ＝Ｓ＋Ｖ２／706＋2.5 

この式において、Ｈ、Ｓ及びＶは、それぞれ次の数値を表わすものとする。 

Ｈ：頂部すき間（単位 ㎝） 

Ｓ：プランジャーの余裕ストロークによるかごの走行距離（単位 ㎝） 

Ｖ：かごの定格速度（単位 ｍ/min） 

ロ ピット深さが第 1 第一号（同号イの表中の「かごの定格速度」にあっては「かごの下降定格速度（積載

荷重を作用させて下降する場合の毎分の最高速度をいう。）」と読み替える。）に規定するピット深さで

あること。 

二 第 2 第五号及び第 4 第二号に掲げる安全装置及び次に掲げる安全装置を設けたものとすること。 

イ 第 2第四号イ又はかごの定格速度が 45ｍ以下のエレベーターにあっては主索が切れた場合においてか

ごの降下を自動的に静止する装置 

ロ 主索又は鎖が緩んだ場合において動力を自動的に切る装置 

ハ 主索又は鎖が伸びた場合において、プランジャーの行過ぎを防止する装置。ただし、プランジャーの

余裕ストロークにより安全上支障ないものにあっては、この限りでない。 

第 6 段差解消機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号に定めるエレベーターをいう。）の制動装置の構

造方法は、次に掲げる装置を設けた構造とすることとする。 

一 動力が切れた場合にかごの降下を自動的に制止する装置 

二 主索又は鎖が切れた場合に自動的に停止する構造の場合を除き、かごの降下を自動的に制止する装置 

三 かごを油圧により動かす段差解消機にあっては、第 4第二号イからへまでに掲げる装置 

四 かごを主索又は鎖でつり、その主索又は鎖を油圧で動かすエレベーターにあっては、第 5 第二号ロ及び

ハに掲げる装置 

五 かご又はつり合おもりが昇降路の底部に衝突しそうになった場合においてこれに衝突しないうちにかご

の昇降を自動的に制御し、及び制止する装置  

六 かごが昇降路の底部に衝突した場合においても、かご内の人が安全であるように衝撃を緩和する緩衝器

又は緩衝材 

七 乗降口及びかご内においてかごの昇降を停止させる装置 

第 7 いす式階段昇降機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号に定めるエレベーターをいう。）の制動装

置の構造方法は、次に掲げる装置を設けた構造とすることとする。 

一 操縦機の操作をする者が操作をやめた場合において操縦機がかごを停止させる状態に自動的に復する装

置 

二 主索又は鎖が緩んだ場合において動力を自動的に切る装置 

三 動力が切れたときに惰性による原動機の回転を自動的に制止する装置 

四 かご又はつり合おもりが昇降路の底部に衝突しそうになった場合においてこれに衝突しないうちにかご

の昇降を自動的に制御し、及び制止する装置 

五 主索又は鎖が切れた場合においてかごの降下を自動的に制止する装置 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則（平 21 国土交通省告示第 859 号） 
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この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 

 
㉓㉓  地地震震そそのの他他のの衝衝撃撃にによよりり生生じじたた国国土土交交通通大大臣臣がが定定めめるる加加速速度度並並びびにに当当該該加加速速度度をを検検知知しし、、自自動動的的にに、、かかごご

をを昇昇降降路路のの出出入入口口のの戸戸のの位位置置にに停停止止ささせせ、、かかつつ、、当当該該かかごごのの出出入入口口のの戸戸及及びび昇昇降降路路のの出出入入口口のの戸戸をを開開きき、、又又

ははかかごご内内のの人人ががここれれららのの戸戸をを開開くくここととががででききるるここととととすするる装装置置のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 20年 12 月 26 日国土交通省告示第 1536 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 10 第 3 項第二号及び同条第四項の規定に基づき、

地震その他の衝撃により生じた国土交通大臣が定める加速度並びに同加速度を検知し、自動的に、かごを昇降

路の出入口の戸の位置に停止させ、かつ、当該かごの出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかごの

内の人がこれらの戸を開くことができることとする装置の構造方法を次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令第 129 条の 10 第 3 項第二号に規定する地震その他の衝撃により生じた加 速度（以下

単に「加速度」という。）は、建築物の基礎に鉛直方向又は水平方向に生ずる 0.1ｍ毎秒毎秒以上 3.0ｍ毎

秒毎秒以下の加速度に相当するものとする。 

第 2 加速度を検知し、自動的に、かごを昇降路の出入口の戸の位置に停止させ、かつ、当該かごの 出入口の

戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸を開くことができることとする装置（以

下「地震時等管制運転装置」という。）の構造方法は、次に定めるものとする。 

一 地震時等管制運転装置は、建築物に加速度を検知することができるよう適切な方法で設置すること。 

二 加速度を検知する部分は、機械室又は昇降路内（かごが停止する最下階の床面から昇降路の底部の床面

までの部分に限る。）に固定すること。ただし、昇降路に震動が頻繁に生じることにより加速度を検知す

る上で支障がある場合にあっては、この限りでない。 

三 地震時等管制運転装置は、次のイからハまでに適合するものとすること。 

イ かごが昇降路の出入口の戸の位置に停止している場合にあっては、加速度の検知後直ちに、自動的

に、かごの出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸を開くことがで

きるものであること。 

ロ かごが昇降している場合にあっては、加速度の検知後十秒（出入口のない昇降路の部分（その部分の

昇降行程が、かごを 10 秒以内に安全に停止させることができる距離よりも長く、かつ、42ｍ以下であ

るものに限る。）を昇降する場合にあっては、加速度の検知後 30 秒）以内に、自動的に、最も短い昇

降距離で、かごを昇降路の出入口の戸の位置に安全に停止させ、かつ、当該かごの出入口の戸及び昇

降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸を開くことができるものであること。ただし、

かごを昇降路の出入口の戸の位置に安全に停止させる前に、建築物の基礎に 0.8ｍ毎秒毎秒以上の加

速度に相当するものが生じた場合その他建築物の構造耐力上主要な部分の変形又は震動によってエレ

ベーターの通常の昇降に支障があるおそれがある場合にあっては、当該支障が起こるおそれがなくな

った後 90 秒以内に、自動的に、最も短い昇降距離で、かごを昇降路の出入口の戸の位置に安全に停止

させ、かつ、当該かごの出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸を 

開くことができるものであること。 

ハ 加速度の検知後直ちに、その旨をかご内の見やすい場所に表示することができるものであること。 

四 地震時等管制運転装置には、予備電源を設けること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21年 9月 28 日から施行する。 
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㉕㉕  乗乗用用エエレレベベーータターー及及びび寝寝台台用用エエレレベベーータターー以以外外ののエエレレベベーータターーのの制制御御器器ににつついいてて安安全全上上支支障障ががなないい構構造造

方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 25年 10 月 29 日国土交通省告示第 1051 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 11の規定に基づき、同令第 129条の 8 第 2 項第二

号の規定を適用しないことにつき制御器について安全上支障がない乗用エレベーター及び寝台用エレベーター

以外のエレベーターの構造方法は、次の各号に掲げるものとする。 

一 物を運搬する昇降機で、かご内から人が操作できない位置に操作盤（かごの昇降の操作を行う装置並び

にかご及び昇降路の出入口の戸を閉じる装置に限る。以下同じ。）を設置するものであること。 

二 かごが停止していない階においては、かごを操作できないものであること。 

三 かごの戸及びかごが停止している階の昇降路の戸が閉じていなければ昇降の操作ができないものである

こと。 

四 かご内に人が出入りすることのできないものであることを明示した標識をかご内の見やすい場所、昇降

路の出入口の戸の近くの見やすい場所及び操作盤の近くの見やすい場所に掲示すること。 

 

附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 
 
㉖㉖  乗乗用用エエレレベベーータターー及及びび寝寝台台用用エエレレベベーータターー以以外外ののエエレレベベーータターーのの安安全全装装置置ににつついいてて安安全全上上支支障障ががなないい構構

造造方方法法をを定定めめるる件件  

平成 25年 10 月 29 日国土交通省告示第 1052 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 11の規定に基づき、乗用エレベーター及び寝台用

エレベーター以外のエレベーターの安全装置について安全上支障のない構造方法を次のように定める。 

㉔㉔  乗乗用用エエレレベベーータターー及及びび寝寝台台用用エエレレベベーータターー以以外外ののエエレレベベーータターーのの昇昇降降路路ににつついいてて安安全全上上支支障障ががなないい構構造造

方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 25年 10 月 29 日国土交通省告示第 1050 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 11の規定に基づき、乗用エレベーター及び寝台用

エレベーター以外のエレベーターの昇降路について安全上支障のない構造方法を次のように定める。 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 11の規定に基づき、同令第百 129 条の 7 第四号の

規定を適用しないことにつき昇降路について安全上支障がない乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外

のエレベーターの構造方法は、次の各号のいずれかに該当するものであること。 

一 昇降路又はかごの出入口の戸が下げ戸又は上下戸である場合であって、戸が開いた状態において、下げ

戸の上端が出入口の床先又はかごの床先と同じ高さになる場合にあっては、出入口の床先とかごの床先

との水平距離から当該下げ戸の上端の部分の厚さ及び当該下げ戸と出入口枠のすき間（二枚以上の下げ

戸が重なり合って開閉する構造の昇降路又はかごの出入口の戸である場合であって、戸が開いた状態に

おいて、すべての下げ戸の上端が出入口の床先又はかごの床先と同じ高さになる場合にあっては、当該

重なり合う下げ戸のすき間を含む。）を除いた長さが 4cm 以下であること。 

二 人又は物による衝撃により、安全上の支障となる損傷が生じない平板状の鋼板その他これに類するもの

を出入口の床先とかごの床先の間に設けるものであること。 

 

附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 
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第 1 令第 129 条の 10 第 3 項第一号の規定を適用しないことにつき安全装置について安全上支障がない乗用

エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの構造方法は、次の各号に掲げるものとする。 

一 物を運搬する昇降機で、かご内から人が操作できない位置に操作盤（かごの昇降の操作を行う装置並

びにかご及び昇降路の出入口の戸を閉じる装置に限る。以下同じ。）を設置するものであること。 

二 かご内に人が出入りすることのできないものであることを明示した標識をかご内の見やすい場所、昇

降路の出入口の戸の近くの見やすい場所及び操作盤の近くの見やすい場所に掲示すること。 

第 2 令第 129 条の 10 第 3 項第二号及び第三号の規定を適用しないことにつき安全装置について安全上支障

がない乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの構造方法は、次の各号に掲げるも

のとする。 

一 物を運搬する昇降機で、かご内から人が操作できない位置に操作盤を設置するものであること。 

二 かご内に人が乗り昇降できないものであることを明示した標識をかご内の見やすい場所、昇降路の出

入口の戸の近くの見やすい場所及び操作盤の近くの見やすい場所に掲示すること。 

 

附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

 
㉗㉗  通通常常のの使使用用状状態態ににおおいいてて人人又又はは物物がが挟挟ままれれ、、又又はは障障害害物物にに衝衝突突すするるここととががなないいよよううににししたたエエススカカレレーータタ

ーーのの構構造造及及びびエエススカカレレーータターーのの勾勾配配にに応応じじたた踏踏段段のの定定格格速速度度をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 30 日建設省告示第 1417 号 

改正：令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 57 号   

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 12第 1 項第一号及び第五号の規定に基づき、通常の

使用状態において人又は物が挟まれ、又は障害物に衝突することがないようにしたエスカレーターの構造及び

エスカレーターの勾
こう

配に応じた踏段の定格速度を次のように定める。  

第 1 建築基準法施行令(以下「令」という。)第 129 条の 12 第 1 項第一号に規定する人又は物が挟まれ、又

は障害物に衝突することがないようにしたエスカレーターの構造は、次のとおりとする。ただし、車いす

に座ったまま車いす使用者を昇降させる場合に 2 枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降を行うエスカ

レーターで、当該運転時において、踏段の定格速度を 30ｍ以下とし、かつ、2 枚以上の踏段を同一の面と

した部分の先端に車止めを設けたものにあっては、第一号及び第二号の規定は適用しない。 

一 踏段側部とスカートガードのすき間は、5mm 以下とすること。 

二 踏段と踏段のすき間は、5mm 以下とすること。 

三 エスカレーターの手すりの上端部（以下「ハンドレール」という。）の外側とこれに近接して交差する

建築物の天井、はりその他これに類する部分又は他のエスカレーターの下面(以下「交差部」という。)

の水平距離が 50cm 以下の部分にあっては、交差部固定保護板を次のように設けること。 

イ 交差部の下面に設けること。 

ロ 端は厚さ 6mm 以上の角がないものとし、ハンドレールの上面から鉛直に 20cm 以下の高さまで届く長

さの構造とすること。 

ハ 交差部のエスカレーターに面した側と段差が生じないこと。 

四 交差部可動警告板を設ける場合にあっては、前号イ及びハの規定によるほか、次のとおりとするこ

と。 

イ 端は厚さ 3 ㎜以上の角がないものとし、ハンドレールを乗り越えない構造とすること。 

ロ 前縁は直径 50mm 以上の円筒形とすること。 

五 転落防止柵を設ける場合にあっては、ハンドレールの外側と転落防止柵とのすき間は、160 ㎜以上

で、かつ、200mm 以下とすること。ただし、周囲の状況により安全上支障がない場合にあっては、この

限りでない。 

六 誘導柵を設ける場合にあっては、ハンドレールの外側と誘導柵のすき間は、160mm以上とすること。 

七 進入防止用仕切板を設ける場合にあっては、外側板と進入防止用仕切板とのすき間は、110mm 以下と

し、ハンドレールの下面と進入防止用仕切板とのすき間は、25 ㎜以上とすること。 

八 登り防止用仕切板を設ける場合にあっては、ハンドレールの下面と登り防止用仕切板とのすき間は、
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25mm 以上とすること。 

九 踏段から鉛直距離 2100 ㎜以内に障害物を設けないこと。 

第 2 令第 129 条の 12 第 1 項第五号に規定するエスカレーターの勾配に応じた踏段の定格速度は、次の各号

に掲げる勾配の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める速度とする。 

一 勾配が 8 度以下のもの 50ｍ 

二 勾配が 8 度を超え 30 度(踏段が水平でないものにあっては 15 度)以下のもの 45ｍ 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

 附 則 

この告示は、令和 6 年 4 月 1日から施行する。 

 
㉘㉘  地地震震そそのの他他のの震震動動にによよっっててエエススカカレレーータターーがが脱脱落落すするるおおそそれれががなないい構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 25年 10 月 29 日国土交通省告示第 1046 号 

改正：平成 28年 8月 3 日国土交通省告示第 917 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）第 129 条の 12 第 1 項第六号に規定する

地震その他の震動によってエスカレーターが脱落するおそれがない構造方法は、エスカレーターが床又は地盤

に自立する構造である場合その他地震その他の震動によって脱落するおそれがないことが明らかである場合を

除き、次のいずれかに定めるものとする。 

第 1 次に定める構造方法とすること。 

一 一の建築物に設けるものとすること。 

二 エスカレーターのトラス又ははり（以下「トラス等」という。）を支持する構造は、トラス等の一端を

支持部材を用いて建築物のはりその他の堅固な部分（以下「建築物のはり等」という。）に固定し、その

他端の支持部材を建築物のはり等の上にトラス等がしゅう動する状態（以下「一端固定状態」という。)

で設置したもの又はトラス等の両端の支持部材を建築物のはり等の上にトラス等がしゅう動する状態(以

下「両端非固定状態」という。)で設置したものであること。 

三 トラス等がしゅう動する状態で設置する部分(以下「非固定部分」という。)において、エスカレーター

の水平投影の長辺方向(以下単に「長辺方向」という。)について、トラス等の一端の支持部材を設置した

建築物のはり等とその他端の支持部材を設置した建築物のはり等との相互間の距離(以下単に「建築物の

はり等の相互間の距離」という。)が地震その他の震動によって長くなる場合にトラス等の支持部材がし

ゅう動可能な水平距離(以下この号において「かかり代長さ」という。)が、次のイ又はロに掲げる場合に

応じてそれぞれ次の表に掲げる式に適合するものであること。 

イ 一端固定状態の場合 

 隙間及び層間変位について想定する状態 かかり代長さ 

(一)     ΣγＨ－Ｃ≦0 の場合 Ｂ≧ΣγＨ＋20 

(二) 0<ΣγＨ－Ｃ≦20 の場合 Ｂ≧ΣγＨ＋20 

(三) 20<ΣγＨ－Ｃの場合 Ｂ≧2ΣγＨ－Ｃ 

一 この表において、Ｃ、γ、Ｈ及びＢは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｃ 非固定部分における建築物のはり等の相互間の距離が地震その他の震動によって

長辺方向に短くなる場合にトラス等の支持部材がしゅう動可能な水平距離(以下「隙

間」という。)（単位 mm） 

γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変形角 

Ｈ エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 mm） 

Ｂ かかり代長さ（単 位 mm） 

二 (二)項及び(三)の適用は、長辺方向の設計用層間変形角における層間変位によっ

て、エスカレーターが建築物のはり等と衝突することによりトラス等に安全上支障

となる変形が生じないことをトラス等強度検証法（第三に規定するトラス等強度検
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証法をいう。）によって確かめた場合に限る。 

ロ 両端非固定状態の場合 

 隙間及び層間変位について想定する状態 かかり代長さ 

(一) ΣγＨ－Ｃ－Ｄ≦0 の場合 Ｂ≧ΣγＨ＋Ｄ＋20 

(二) 0<ΣγＨ－Ｃ－Ｄ≦20 の場合 Ｂ≧2ΣγＨ＋Ｄ＋20 

(三) 20<ΣγＨ－Ｃ－Ｄの場合 Ｂ≧2ΣγＨ－Ｃ 

一 この表において、Ｃ、Ｄ、γ、Ｈ及びＢは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｃ 計算しようとする一端の隙間（単位 mm） 

Ｄ 他端の隙間（単位 mm） 

γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変形角 

Ｈ エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 mm） 

Ｂ かかり代長さ（単位 mm） 

二 (二)項及び(三)の適用は、長辺方向の設計用層間変形角における層間変位によっ

て、エスカレーターが建築物のはり等と衝突することによりトラス等に安全上支障と

なる変形が生じないことをトラス等強度安全検証法によって確かめた場合に限る。 

四 非固定部分は、エスカレーターの水平投影の短辺方向の設計用層間変形角における層間変位によって、

エスカレーターが建築物のはり等に衝突しないようにすること。 

五 前二号、第 2 第四号及び第 3 の設計用層間変形角は次のいずれかによるものとする。 

イ 令第 82 条の 2 の規定によって算出した長辺方向の層間変位の各階の高さに対する割合の 5 倍(その

数値が 100 分の 1 に満たない場合にあっては、100 分の 1)以上とすること。 

ロ 地震力の大部分を筋かいで負担する鉄骨造の建築物であって、平成 19 年国土交通省告示第 593 号第

1 号イ又はロで規定する建築物に該当するものに設けられたエスカレーターにあっては、100 分の 1 以

上とすること。 

ハ 鉄筋コンクリート造の建築物であって、平成 19 年国土交通省告示第 593 号第 2 号イで規定する建築

物に該当するものに設けられたエスカレーターにあっては、100 分の 1 以上とすること。 

ニ 特別な調査又は研究の結果に基づき地震時における長辺方向の設計用層間変形角を算出することが

できる場合においては、当該算出した値(その数値が 100 分の 1 に満たない場合にあっては、100 分の

1)以上とすること。 

ホ 24 分の 1 以上とすること。 

六 トラス等の一端を支持部材を用いて建築物のはり等に固定する部分(以下「固定部分」という。)は、次

の式の地震力による水平荷重が加わった場合又は第三号イの表の(二)項及び(三)の場合に、安全上支障と

なる変形を生じないものであこと。 

 Ｓ＝Ｚｋh(Ｇ＋Ｐ)+µ(1+ＺＫv)·Ｒ 

この式において、Ｓ、Ｚ、Ｋh、Ｇ、Ｐ、µ、Ｋv 及びＲは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｓ 地震力により固定部分にかかる水平荷重（単位 Ｎ） 

Ｚ 令第 88 条第 1 項に規定する Z の数値 

Ｋh 次の表の固定部分を設ける場所における設計用水平標準震度の欄に掲げる数値（特別な査又は研

究の結果に基づき定めた場合は、その数値） 

Ｇ エスカレーターの固定荷重（単位 Ｎ） 

Ｐ 令第 129 条の 12第 3 項に規定するエスカレーターの積載荷重（エスカレーターの積載荷重は地震

その他の震動によって人又は物から踏段に作用する力の影響に基づいた数値を算出した場合は、そ

の数値）（単位 Ｎ） 

µ 非固定部分の支持部材と建築物のはり等との摩擦係数 

Ｋv 次の表の非固定部分を設ける場所における設計用鉛直標準震度の欄に掲げる数値（特別な調査又

は研究の結果に基づき定めた場合は、その数値） 

Ｒ エスカレーターの固定荷重及び積載荷重により、非固定部分の建築物のはり等に作用する鉛直荷重

（単位 Ｎ） 

固定部分又は非固定

部分を設ける場所 

固定部分を設ける場所におけ

る設計用水平標準震度 

非固定部分を設ける場所にお

ける設計用鉛直標準震度 

地階及び 1 階 0.4 0.2 
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中間階 0.6 0.3 

上層階及び屋上 1.0 0.5 

この表において、上層階とは、地階を除く階数が 2 以上 6以下の建築物にあっては最上

階、地階を除く階数が 7 以上 9 以下の建築物にあっては最上階及びその直下階、地階を

除く階数が 10 以上 12 以下の建築物にあっては最上階及び最上階から数えた階数が 3 以

内の階、地階を除く階数が 13以上の建築物にあっては最上階及び最上階から数えた階数

が 4 以内の階をいい、中間階とは、地階、1 階及び上層階を除く階をいうものとする。 

2 2 以上の部分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建

築物の当該建築物の部分は、前項第一号の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第 2 次に定める構造方法とすること。 

一 第 1 第 1 項第一号、第二号、第四号及び第六号並びに第二項の規定に適合すること。 

二 第 1 第 1 項第三号に適合すること。この場合において、同号に掲げる表のかかり代長さの欄に掲げる設

計用層間変形角は、100 分の 1 以上とすること。 

三 非固定部分の支持部材が建築物のはり等から外れた場合に、エスカレーターが落下しないよう支持する

措置（以下「脱落防止措置」という。）を講ずること。 

四 脱落防止措置に用いる支持部材（以下単に「脱落防止措置の支持部材」という。）は、次に定めるもの

とすること。 

イ 釣合い良く配置すること。 

ロ エスカレーターの固定荷重及び積載荷重を支持する強度を有することが確かめられたものとするこ

と。 

ハ 長辺方向の設計用層間変形角における層間変位が生じた場合に支持できるものとすること。この場

合において、トラス等が長辺方向にしゅう動する状態でトラス等の支持部材を脱落防止措置の支持部

材の上に設置するときは、建築物のはり等の相互間の距離が地震その他の震動によって長くなる場合

にトラス等の支持部材がしゅう動可能な水平距離（以下「脱落防止措置のかかり代長さ」という。）

が、次の場合に応じてそれぞれ次の表に掲げる式に適合するものであること。 

(1) 一端固定状態の場合 

 隙間及び層間変位について想定する状態 脱落防止措置のかかり代長さ 

(一) ΣγＨ－Ｃ≦0 の場合 Ｂ≧ΣγkＨk+20 

(二) 0<ΣγＨ－Ｃ≦20 の場合 Ｂ≧ΣγkＨk+20 

(三) 20<ΣγＨ－Ｃの場合 Ｂ≧ΣγkＨk+ΣγＨ－Ｃ 

一 この表において、Ｃ、γ、Ｈ、Ｂ、γk及びＨkは、それぞれ次の数値を表すものと

する。 

Ｃ エスカレーターの端部の隙間（単位 mm） 

γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変 

Ｈ 形角エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 mm） 

Ｂ 脱落防止措置のかかり代長さ（単位 mm） 

γk  脱落防止措置が設けられた部分から固定部分までの間の各階の長辺方向の設計

用層間変形角 

Hk 脱落防止措置が設けられた部分から固定部分までの間の各階の揚程（単位 mm) 

二 (二)及び(三)項の適用は、長辺方向の設計用層間変形角における層間変位によっ

て、エスカレーターが建築物のはり等と衝突することによりトラス等に安全上支

障となる変形が生じないことをトラス等強度安全検証法によって確かめた場合に

限る。 

(2) 両端非固定状態の場合    

隙間及び層間変位について想定する状

態 

脱落防止措置のかかり代長さ 

(一) 

 

ΣγＨ－Ｃ－Ｄ≦0 の場合 

 

上端側 Ｂ≧Σγk1Ｈk1＋Ｃ＋20 

下端側 Ｂ≧Σγk2Ｈk2＋Ｄ＋20 

(二) 0<ΣγＨ－Ｃ－Ｄ≦20 の場合 上端側 Ｂ≧Σγk1Ｈk1＋Ｃ＋20 
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 下端側 Ｂ≧Σγk2Ｈk2＋Ｄ＋20 

(三) 20<ΣγＨ－Ｃ－Ｄの場合 

 

上端側 Ｂ≧Σγk1Ｈk1＋ΣγＨ－Ｄ 

下端側 Ｂ≧Σγk2Ｈk2＋ΣγＨ－Ｃ 

一 この表において、Ｃ、Ｄ、γ、Ｈ、Ｂ、γk1、Ｈk1、γk2及びＨk2は、それぞれ次の

数値を表すものとする。 

Ｃ エスカレーターの上端の隙間（単位 ㎜） 

Ｄ エスカレーターの下端の隙間（単位 ㎜） 

γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変形角 

Ｈ エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 ㎜） 

Ｂ 脱落防止措置のかかり代長さ（単位 ㎜） 

γk1 脱落防止措置が設けられた部分からエスカレーターの上端までの間の各階の長

辺方向の設計用層間変形角 

Ｈk1 脱落防止措置が設けられた部分からエスカレーターの上端までの間の各階の揚

程（単位 ㎜） 

γk2 脱落防止措置が設けられた部分からエスカレーターの下端までの間の各階の長

辺方向の設計用層間変形角 

Ｈk2 脱落防止措置が設けられた部分からエスカレーターの下端までの間の各階の揚

程（単位 ㎜） 

二 (二)項及び(三)項の適用は、長辺方向の設計用層間変形角における層間変位によっ

て、エスカレーターが建築物のはり等と衝突することによりトラス等に安全上支障と

なる変形が生じないことをトラス等強度検証法によって確かめた場合に限る。 

第 3 トラス等強度検証法は、衝突後のトラス等（次の各号に掲げる構造の種別の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める基準に適合するものに限る。以下この号において同じ。）の残存応力度を次の表に掲げる式に

よって計算し、当該残存応力度がトラス等の常時の応力度（令第 129 条の 10第 2 項において読み替えて準

用する令第 129 条の 4 第 2 項第二号の規定によって計算した数値をいう。）を超えることを確かめることと

する。 

一 トラス トラスに用いる鋼材は、日本産業規格Ｇ3101に規定するＳＳ400 に適合する鋼材又はこれと同

等以上の強度を有するもの（上弦材及び下弦材に用いる鋼材にあっては、山形鋼で、かつ、有効細長比が

100 以下であるものに限る。）とすること。 

二 はり はりに用いる鋼材は、日本産業規格Ｇ3101 に規定するＳＳ400 に適合する鋼材又はこれと同等以

上の強度を有するもの（構造上主要な部分に用いる鋼材にあっては、Ｈ型鋼で、かつ、有効細長比が 100 以

下であるものに限る。）とすること。 
構造の種別 残存強度（単位 1 ㎟につきＮ） 

トラス 420-（ΣγＨ－Ｃ） Fd 

1980         

はり 420-（ΣγＨ－Ｃ） Fd 

1320 

この表において、Ｃ、γ、Ｈ及び Fd は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｃ エスカレーターの端部の隙間の合計（単位 mm） 

γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変形角 

Ｈ エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 mm） 

 Fd 材料の破壊強度（単位 1 ㎟につきΝ） 

2  前項のトラス等強度検証法を行うに当たっては、衝突により建築物のはり等に次の表に掲げる式によって

計算した反力が作用する場合において、当該はり等にエスカレーターが脱落するおそれがある変形及び損傷

が生じないことを確かめることとする。 
 隙間及び層間変位について想定する状態 反力（単位 ＫＮ） 

(一)  0<ΣγＨ－Ｃ≦20 の場合 25（ΣγＨ－Ｃ） 

(二) 20<ΣγＨ－Ｃの場合 500 

 この表において、Ｃ、γ及びＨは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｃ エスカレーターの端部の隙間の合計（単位 ㎜） 
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γ エスカレーターの上端と下端の間の各階の長辺方向の設計用層間変形角 

Ｈ エスカレーターの上端と下端の間の各階の揚程（単位 ㎜） 

 
附 則 

この告示は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 28 年国土交通省告示第 917 号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 
 
㉙㉙  エエススカカレレーータターー強強度度検検証証法法のの対対象象ととななるるエエススカカレレーータターー及及びびエエススカカレレーータターーのの強強度度検検証証法法をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 30 日 建設省告示第 1418 号   

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 12条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 1 項第

二号及び第 2 項の規定に基づき、エスカレーター強度検証法の対象となるエスカレーター及びエスカレーター

強度検証法について次のように定める。 

第 1 建築基準法施行令(以下「令」という。)第 129 条の 12 第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 1 項第二

号のエスカレーター強度検証法の対象となるエスカレーターは、踏段を鎖に類するものでつるエスカレータ

ー及び踏段をベルトでつくり、当該ベルトをつるエスカレーターとする。 

第 2 エスカレーター強度検証法については、次の各号に定めるところによる。 

一 令第 129 条の 12第 2 項において準用する第 129 条の 4第 2 項第二号に規定する α1の数値は、1.0 と、

同号に規定する α2の数値は、1.5 とする。 

二 エスカレーターの踏段の床板及び枠並びにトラス又ははりに係る令第 129 条の 12 条第 2 項において準

用する第 129 条の 4 第 2 項第三号に規定する安全率（以下単に「安全率」という。）は、次の表に定める

数値とする。 

イ 踏段の床板及び枠 

 常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

鋼製その他の金属製の踏段 3.0 2.0 

ロ トラス又ははり 

 常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

鉄骨造の鋼材の部分 3.0 2.0 

三 エスカレーターの鎖その他これに類するもの及びその端部又はベルトに係る安全率は、次の表に定める

数値とする。 

 常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

踏段をつる鎖その他これに類するもの

及びその端部 

7.0 4.0 2.5 2.5 

ベルト 7.0 4.0 4.0 2.5 

四 エスカレーターの鎖その他これに類するもの及びその端部又はベルト（踏段が他の摩損又は疲労破壊を

生ずるおそれのないもので支えられていないものに限る。）について令第 129 条の 12 条第 2 項において準

用する第 129 条の 4 第 2 項第四号に規定する限界安全率は、次の表に定める数値とする。 

 設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

踏段をつる鎖その他これに類するもの

及びその端部 

2.5 2.5 

ベルト 4.0 2.5 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 
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㉚㉚  エエススカカレレーータターーのの制制動動装装置置のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 31 日建設省告示第 1424 号 

改正：令和 6 年 1 月 31 日国土交通省告示第 57 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 12第 5 項の規定に基づき、エスカレーターの制動装

置の構造方法を次のように定める。 

エスカレーターの制動装置の構造方法は、次に定めるものとする。 

一 建築基準法施行令第 129条の 12第 1 項第三号から第五号までの基準に適合するエスカレーターの制動

装置であること。 

二 次のイからへまで（勾配が 15 度以下で、かつ、踏段と踏段の段差（踏段の勾配を 15度以下としたすり

つけ部分を除く。以下同じ。)が 4mm 以下のエスカレーターにあっては、ニを除く。)に掲げる状態を検

知する装置を設けること。 

イ 踏段くさりが異常に伸びた状態 

ロ 動力が切断された状態 

ハ 昇降口において床の開口部を覆う戸を設けた場合においては、その戸が閉じようとしている状態 

ニ 昇降口に近い位置において人又は物が踏段側面とスカートガードとの間に強く挟まれた状態 

ホ 人又は物がハンドレールの入込口に入り込んだ状態 

へ ハンドレールが停止した状態 

三 前号イからヘまでに掲げる状態が検知された場合において、上昇している踏段の何も乗せない状態での

停止距離を次の式によって計算した数値以上で、かつ、勾配が 15 度を超えるエスカレーター又は踏段と踏

段の段差が 4mm を超えるエスカレーターにあっては、0.6ｍ以下とすること。 

S＝V2／9,000 

この式において、S 及び V は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

S   踏段の停止距離(単位 ｍ) 

 V   定格速度(単位 毎分ｍ) 

 

附 則   

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和 6 年 4 月 1日から施行する。 

 
㉛㉛  小小荷荷物物専専用用昇昇降降機機のの昇昇降降路路外外のの人人又又はは物物ががかかごご又又はは釣釣合合おおももりりにに触触れれるるおおそそれれののなないい壁壁又又はは囲囲いい及及びび出出しし

入入れれ口口のの戸戸のの基基準準をを定定めめるる件件  

平成 20年 12 月 9 日国土交通省告示第 1446 号 

改正：平成 21年 3月 10 日国土交通省告示第 250 号 

平成 24年 6月 7 日国土交通省告示第 679 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 13 第一号の規定に基づき、小荷物専用昇降機の昇

降路外の人又は物がかご又は釣合おもりに触れるおそれのない壁又は囲い及び出し入れ口の戸の基準を次のよ

うに定める。 

建築基準法施行令第 129条の 13第一号に規定する小荷物専用昇降機の昇降路外の人又は物がかご又は釣合お

もりに触れるおそれのない壁又は囲い及び出し入れ口の戸の基準は、次のとおりとする。 

一 昇降路は、次のイからニまでに掲げる部分を除き、壁又は囲いで囲むものであること。 

イ 昇降路の出し入れ口 

ロ 機械室に通ずる主索、電線その他のものの周囲 

ハ 昇降路の頂部及び底部 

ニ 保守点検に必要な開口部（かぎを用いなければ昇降路外から開くことができない施錠装置を設けた戸
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を設けるものに限る。）であって、次の(1)又は(2)のいずれかに該当するもの 

(1) 出し入れ口の床面から開口部の下端までの高さが 1.8m以上であるもの 

(2) 自動的に閉鎖する戸（当該戸を自動的に施錠する機能を有する施錠装置を設けたものに限る。）を

設けるもの 

二 昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の戸は、任意の 5cm2 の面にこれと直角な方向の 300N の力が昇降路

外から作用した場合において、次のイ及びロに適合するものであること。 

イ 15mm を超える変形が生じないものであること。 

ロ 塑性変形が生じないものであること。 

三 昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の戸の全部又は一部（構造上軽微な部分を除く。）に使用するガラス

は、合わせガラス（日本産業規格 R3205 に適合するものに限る。）又はこれと同等以上の飛散防止性能を有

するものであること。 

四 昇降路の出し入れ口の戸は、昇降路外の人又は物による衝撃により容易に外れないものであること。 

五 昇降路の出し入れ口の戸は、空隙のないものであること。 

六 昇降路の出し入れ口の戸は、上げ戸又は上下戸とすること。 

七 上げ戸又は上下戸である昇降路の出し入れ口の戸は、閉じたときに、次のイからニまでに掲げるものを

除き、すき間が生じないものであること。 

イ 昇降路の出し入れ口の戸と出し入れ口枠のすき間で、6mm 以下のもの 

ロ 上げ戸にあっては、昇降路の出し入れ口の戸と敷居のすき間で、2mm（戸の敷居に面する部分に難燃性

ゴムを使用するものにあっては、4mm）以下のもの 

ハ 上下戸にあっては、昇降路の出し入れ口の戸の突合せ部分のすき間で、2mm（戸の突合せ部分に難燃性

ゴムを使用するものにあっては、4mm）以下のもの 

ニ 2 枚の戸が重なり合って開閉する構造の上げ戸である昇降路の出し入れ口の戸にあっては、重なり合

う戸のすき間で、6mm 以下のもの 

八 昇降路の出し入れ口の戸は、安全かつ円滑に開閉するものであること。 

 

附 則 

この告示は、平成 21 年 9 月 28 日から施行する。ただし、第三号及び第六号の規定は、平成 22 年 9 月 28 日

から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。  

 
㉜㉜  非非常常用用エエレレベベーータターーののかかごご及及びびそそのの出出入入口口のの寸寸法法並並びびににかかごごのの積積載載荷荷重重のの数数値値をを定定めめるる日日本本産産業業規規格格をを指指

定定すするる件件  

昭和 46年 1月 29 日建設省告示第 112 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 129 条の 13 の 3 第 6 項の規定に基づき、非常用エレベーター

のかご及びその出入口の寸法並びにかごの積載荷重の数値を定める日本産業規格を次のように指定する。 

日本産業規格Ａ4301（エレベーターのかご及び昇降路の寸法）（昭和 45 年改正）のうち E-17-CO に関する部

分 

 

附 則  

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 
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㉝㉝  非非常常用用エエレレベベーータターーのの機機能能をを確確保保すするるたためめにに必必要要なな構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 12年 5月 31 日建設省告示第 1428 号 

 

建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338)第 129 条の 13 の 3 第 12 項に基づき、非常用エレベーターの機能を

確保するために必要な構造方法を次のように定める。 

第 1 非常用エレベーターのかご(構造上軽微な部分を除く。)は、不燃材料で造り、又は覆うこと。 

第 2 非常用エレベーターの昇降路の出入口の戸(構造上軽微な部分を除く。)は、不燃材料で造り、又は覆うこ

と。 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

 
㉞㉞  非非常常用用エエレレベベーータターーのの昇昇降降路路又又はは乗乗降降ロロビビーーのの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

 

平成 28年 4月 22 日国土交通省告示第 697 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 129 条の 13の 3 第 13 項の規定に基づき、非常用エレベー

ターの昇降路又は乗降ロビーの構造方法を次のように定める。 

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 129 条の 13 の 3 第 13 項に規定する非常用エレベーターの乗降

ロビーの構造方法は、平成 28年国土交通省告示第 696 号各号に定めるものとする。この場合において、同告

示（第一号ハを除く。）中「乗降ロビー」とあるのは「乗降ロビー」と、同告示第一号ハ中「乗降ロビーを令

第 129 条の 13の 3第 3 項に規定する非常用エレベーターの乗降ロビーの用に供する場合」とあるのは「乗降

ロビーを令第 123 条第 3 項に規定する特別避難階段の乗降ロビーの用に供する場合」と、同告示第五号ロ中

「と連絡する室のうち階段室以外の室」とあるのは「と連絡する室」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この告示は、平成 28年 6月 1日から施行する。 

 

【参考】 

特特別別避避難難階階段段のの階階段段室室又又はは乗乗降降ロロビビーーのの構構造造方方法法をを定定めめるる件件（平成 28 年 4 月 22 日国土交通省告示第 696 号）

をを非非常常用用エエレレベベーータターーのの昇昇降降路路又又はは乗乗降降ロロビビーーのの構構造造方方法法をを定定めめるる件件にに読読みみ替替ええ  

 

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 123 条第 3 項第 2 号に規定する特別避難階段の乗降ロビーの構造方法

は、次の各号に定めるものとする。 

一 通常の火災時に生ずる煙を乗降ロビーから有効に排出できるものとして、外気に向かって開くことのできる窓（常時

開放されている部分を含む。以下同じ。）（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。 

イ 排煙時に煙に接する部分は、不燃材料で造ること。 

ロ 乗降ロビーの天井（天井のない場合においては、屋根。以下同じ。）又は壁の上部（床面からの高さが天井の高

さの 2 分の 1 以上の部分をいう。）に設けること。 

ハ 開口面積は、2 ㎡（乗降ロビーを令第 123 条 3 項に規定する特別避難階段の附室の用に供する場合（以下「兼

用する場合」という。）にあっては、3 ㎡）以上とすること。 

ニ 常時閉鎖されている部分の開放は、手動開放装置により行なうものとすること。 

ホ ニの手動開放装置のうち手で操作する部分は、乗降ロビー内の壁面の床面から 0.8ｍ以上 1.5ｍ以下の高さの

位置に設け、かつ、見やすい方法でその使用方法を示す標識を設けること。 

二 通常の火災時に生ずる煙を乗降ロビーから有効に排出できるものとして、最上部を直接外気に開放する排煙風道

による排煙設備（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。 

イ 排煙設備の排煙口、排煙風道、給気口、給気風道その他排煙時に煙に接する排煙設備の部分は、不燃材料で

造ること。 

ロ 排煙口は、開口面積を 4 ㎡（兼用する場合にあっては、6 ㎡）以上とし、前号ロの例により設け、かつ、排煙風道
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に直結すること。 

ハ 排煙口には、前号ホの例により手動開放装置を設けること。 

ニ 排煙口は、ハの手動開放装置、煙感知器と連動する自動開放装置又は遠隔操作方式による開放装置により開

放された場合を除き、閉鎖状態を保持し、かつ、開放時に排煙に伴い生ずる気流により閉鎖されるおそれのない

構造の戸その他これに類するものを有すること。 

ホ 排煙風道は、内部の断面積を 6 ㎡（兼用する場合にあっては、9 ㎡）以上とし、鉛直に設けること。 

ヘ 給気口は、開口面積を 1 ㎡（兼用する場合にあっては、1.5 ㎡）以上とし、乗降ロビーの床又は壁の下部（床面か

らの高さが天井の高さの二分の一未満の部分をいう。）に設け、かつ、内部の断面積が 2㎡（兼用する場合にあっ

ては、3 ㎡）以上で直接外気に通ずる給気風道に直結すること。 

ト 電源を必要とする排煙設備には、予備電源を設けること。 

チ 電源、電気配線及び電線については、昭和 45 年建設省告示第 1829 号の規定に適合するものであること。 

三 通常の火災時に生ずる煙を乗降ロビーから有効に排出できるものとして、排煙機による排煙設備（次に掲げる基準

に適合するものに限る。）を設けたものであること。 

イ 排煙口は、第一号ロの例により設け、かつ、排煙風道に直結すること。 

ロ 排煙機は、一秒間につき 4 ㎥（兼用する場合にあっては、6 ㎥）以上の空気を排出する能力を有し、かつ、排煙

口の一の開放に伴い、自動的に作動するものとすること。 

ハ 前号イ、ハ、ニ及びヘからチまでに掲げる基準に適合すること。 

四 通常の火災時に生ずる煙を乗降ロビーから有効に排出できるものとして、令第 126 条の 3 第 2 項に規定する送風

機を設けた排煙設備その他の特殊な構造の排煙設備（平成 12 年建設省告示第 1437 号第一号又は第二号に掲

げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。 

五 通常の火災時に生ずる煙が乗降ロビーに流入することを有効に防止することができるものとして、加圧防排煙設備

（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。 

イ 乗降ロビーに設ける給気口その他の排煙設備の部分にあつては、次に掲げる基準に適合する構造であること。 

（1） 給気口その他の排煙設備の煙に接する部分は、不燃材料で造ること。 

（2） 給気口は、次に掲げる基準に適合する構造であること。 

（ⅰ） 第一号ホの例により手動開放装置を設けること。 

（ⅱ） 給気風道に直結すること。 

（ⅲ） 開放時に給気に伴い生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造の戸その他これに類するものを有

するものであること。 

（3） 給気風道は、煙を屋内に取り込まない構造であること。 

（4） （2）の給気口には、送風機が設けられていること。 

（5） 送風機の構造は、給気口の開放に伴い、自動的に作動するものであること。 

ロ 乗降ロビーは、次の（1）から（5）までに該当する空気逃し口を設けている隣接室（乗降ロビーと連絡する室。以

下同じ。）又は当該空気逃し口を設けている一般室（隣接室と連絡する室のうち乗降ロビー以外の室をいう。以下

同じ。）と連絡する隣接室と連絡しているものであること。 

（1） イ（2）の給気口の開放に伴つて開放されるものであること。 

（2） 次の（ⅰ）又は（ⅱ）のいずれかに該当するものであること。 

（ⅰ） 直接外気に接するものであること。 

（ⅱ） 厚さが 0.15cm 以上の鉄板及び厚さが 2.5cm 以上の金属以外の不燃材料で造られており、かつ、常時

開放されている排煙風道と直結するものであること。 

（3） 次の（ⅰ）及び（ⅱ）に該当する構造の戸その他これに類するものを設けること。 

（ⅰ） （1）の規定により開放された場合を除き、閉鎖状態を保持すること。ただし、当該空気逃し口に直結する

排煙風道が、他の排煙口その他これに類するものに直結する風道と接続しない場合は、この限りでない。 

（ⅱ） 開放時に生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造であること。 

（4） 不燃材料で造られていること。 

（5） 開口面積（㎡で表した面積とする。ハ（2）（ⅰ）（ロ）において同じ。）が、次の式で定める必要開口面積以上で

あること。ただし、必要開口面積の値が零以下となる場合は、この限りでない。 

Ap ＝ (VH -Ve)／7 

この式において Ap、V、H 及び Ve は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ap 必要開口面積（単位 ㎡） 
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V 乗降ロビーと隣接室を連絡する開口部（以下「遮煙開口部」という。）を通過する排出風速（単位 ｍ毎秒） 

H 遮煙開口部の開口高さ（単位 m） 

Ve 当該隣接室又は一般室において当該空気逃し口からの水平距離が 30ｍ以下となるように設けられた排

煙口のうち、令第 126 条の 3 第 1 項第七号の規定に適合する排煙風道で、かつ、開放されているものに

直結する排煙口（不燃材料で造られ、かつ、乗降ロビーの給気口の開放に伴い自動的に開放されるもの

に限る。）の排煙機（当該排煙口の開放に伴い自動的に作動するものに限る。）による排出能力（単位 ㎥

毎秒） 

ハ 遮煙開口部にあっては、次の(1)及び(2)に定める基準に適合する構造であること。 

（1） 遮煙開口部における排出風速（ｍ毎秒で表した数値とする。）が、当該遮煙開口部の開口幅を 40 ㎝としたと

きに、次の（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる場合に応じ、それぞれ（ⅰ）から（ⅲ）までの式によって計算した必要排

出風速以上であること。 

（ⅰ） 隣接室が、一時間準耐火基準に適合する準耐火構造の壁（小屋裏又は天井裏に達したもので、かつ、

給水管、配電管その他の管が当該壁を貫通する場合においては、当該管と当該壁との隙間をモルタルそ

の他の不燃材料で埋めたものに限る。）又は特定防火設備（当該特定防火設備を設ける開口部の幅の総

和を当該壁の長さの 4 分の 1 以下とする場合に限る。）で区画され、かつ、令第 128 条の 7 第 2項に規定

する火災の発生のおそれの少ない室（以下単に「火災の発生のおそれの少ない室」という。）である場合 

V＝2.7√𝐻𝐻 

（ⅱ） 隣接室が、平成 12 年建設省告示第 1400 第十六号に規定する不燃材料の壁（小屋裏又は天井裏に達

したもので、かつ、給水管、配電管その他の管が当該壁を貫通する場合においては、当該管と当該壁との

隙間をモルタルその他の不燃材料で埋めたものに限る。）又は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以

下「法」という。）第 2 条第九号の二ロに規定する防火設備で区画され、かつ、火災の発生のおそれの少な

い室である場合 

V＝3.3√𝐻𝐻 

（ⅲ） （ⅰ）又は（ⅱ）に掲げる場合以外の場合 

V＝3.8√𝐻𝐻 

（ⅰ）から（ⅲ）までの式において、V 及び H は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

V 必要排出風速（単位 1 秒間につきｍ） 

H 遮煙開口部の開口高さ（単位 ｍ） 

（2） 次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。 

（ⅰ） 次の及びに適合するものであること。 

（イ） 遮煙開口部に設けられている戸の部分のうち、天井から 80㎝を超える距離にある部分にガラリその

他の圧力調整装置が設けられていること。ただし、遮煙開口部に近接する部分（当該遮煙開口部が設

けられている壁の部分のうち、天井から 80 ㎝を超える距離にある部分に限る。）に（ロ）に規定する必

要開口面積以上の開口面積を有する圧力調整ダンパーその他これに類するものが設けられている場

合においては、この限りでない。 

（ロ） （イ）の圧力調整装置の開口部の開口面積が、次の式で定める必要開口面積以上であること。 

Admp ＝0.04VH 

この式において、Admp、V 及び Hは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Admp 必要開口面積（単位 ㎡） 

V 遮煙開口部を通過する排出風速（単位 1 秒間につきｍ） 

H 遮煙開口部の開口高さ（単位 ｍ） 

（ⅱ） 遮煙開口部に設けられた戸が、（4）イの送風機を作動させた状態で、100Ｎ以下の力で開放することが

できるものであること。 

ニ 第二号ト及びチに掲げる基準に適合すること。 

ホ 法第 34 条第 2 項に規定する建築物に設ける加圧防排煙設備の制御及び作動状態の監視は、中央管理室に

おいて行うことができるものとすること。 

 

附  則 

この告示は、平成 28 年 6 月 1日から施行する。 

附則（令和 6 年国土交通省告示第 221 号） 
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この告示は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正

する法律（令和 4 年法律第 69 号）附則第 1 条第 4 号に掲げる規定の施行の日（令和 6年 4月 1 日）から施行する。 

 
㉟㉟ 確確認認等等をを要要ししなないい人人がが危危害害をを受受けけるるおおそそれれののああるる事事故故がが発発生生すするるおおそそれれのの少少なないい小小荷荷物物専専用用昇昇降降機機をを定定めめ

るる件件  

平成 28年 1月 21 日国土交通省告示第 239 号 

  

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 146 条第 1項第二号の規定に基づき、確認等を要しない人が

危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない小荷物専用昇降機を次のように定める。 

 

建築基準法施行令第 146 条第 1 項第二号に規定する人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの

少ない小荷物専用昇降機は、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出し入れ口が設けられる室の床面よりも

50cm 以上高いものとする。 

 

附 則 

この告示は、平成 28年 6月 1日から施行する。 

 
㊱㊱  遊遊戯戯施施設設のの構構造造耐耐力力上上安安全全なな構構造造方方法法及及びび構構造造計計算算、、遊遊戯戯施施設設強強度度検検証証法法のの対対象象ととななるる遊遊戯戯施施設設強強度度検検証証

法法並並びびにに遊遊戯戯施施設設のの周周囲囲のの人人のの安安全全をを確確保保すするるここととががででききるる構構造造方方法法をを定定めめるる件件    

  

 平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第 1419 号 

改正：平成 12年 12 月 26 日国土交通省告示第 2465 号 

平成 19年 5月 18 日国土交通省告示第 618 号 

平成 23年 4月 27 日国土交通省告示第 431 号 

平成 27年 1月 29 日国土交通省告示第 161 号 

令和元年 6 月 25 日国土交通省告示第 203 号 

 

 建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338 号）第 144 条だ 1 項第一号イからハまで、同条第 2 項において準用

する第 129 条の 4 第 1 項第二号及び第 2 項並びに第 144 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、遊戯施設の構造耐力

上安全な構造方法及び構造計算、遊戯施設強度検証法の対象となる遊戯施設、遊戯施設強度検証法並びに遊戯

施設の周囲の人の安全を確保することができる構造方法を次のように定める。  

第 1 建築基準法施行令（以下「令」という。）第 144 条第 1 項第一号イに規定する構造耐力上安全な構造方法

は、組積造、補強コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造以外の構造で、令第 36 条の 3，令第 37

条、令第 38 条第 1 項、第 5 項及び第 6 項並びに第 39 条第 1 項の規定によるほか、次に掲げる基準に適合し

たものとする。 

一 主要な支持部分のうち木造の部分にあっては、令第 41に規定する基準 

二 主要な支持部分のうち鉄骨造の部分にあっては、令第 70 条に規定する基準 

三 主要な支持部分のうち鉄筋コンクリート造の部分にあっては、令第 72 条、令第 74 条から令第 76 条まで

及び令第 79 条に規定する基準 

四 主要な支持部分のうち鉄骨鉄筋コンクリート造の部分にあっては、令第 79 条の 3 並びに令第 79 条の 4

において準用する令第 72 条、令第 74 条から令第 76 条まで及び令第 79 条に規定する基準  

五 主要な支持部分のうち令第 80 条の 2 の規定に基づき建設大臣が安全上必要な技術的基準を定めたもの

にあっては、その技術的基準（国土交通大臣が耐久性等関係規定として指定するものに限る。） 

六 主要な支持部分のうち繊維強化プラスチックその他これに類する材料は、軌道（軌道を支える部分を除

く。）で摩損又は疲労破壊が生じにくい部分に限り用いるものとし、厚さがおおむね５㎜以上のものを用い

ること。 

第 2 令第 144 条第 1 項第一号ロに規定する構造耐力上安全な構造方法は第 1 に規定する遊戯施設以外の遊戯

施設にあっては、組積造、補強コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造以外の構造で、令第 36 条の

3、令第 37 条から第 39 条までの規定によるほか、次に掲げる基準に適合したものとする。 

一 主要な支持部分のうち木造の部分にあっては、令第 40 条から令第 42 条まで、令第 44 条、令第 44 条、
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令第 46 条第 1 項及び第 2 項並びに令第 47 条に規定する基準 

二 主要な支持部分のうち鉄骨造の部分にあっては、令第 3 章 5 節に規定する基準 

三 主要な支持部分のうち鉄筋コンクリート造の部分にあっては、令第 3 章 6 節に規定する基準 

四 主要な支持部分のうち鉄骨鉄筋コンクリート造の部分にあっては、令第 3 章 6 節の 2 に規定する基準 

五 主要な支持部分のうち令第 80条の 2の規定に基づき国土交通大臣が安全上必要な技術基準を定めたもの

にあっては、その技術基準 

六 主要な支持部分のうち繊維強化プラスチックその他これに類する材料は、軌道（軌道を支える部分を除

く。）で摩損又は疲労破壊が生じにくい部分に限り用いるものとし、厚さがおおむね 5 ㎜以上のものを用

いること。 

第 3 令第 144 条第 1 項第一号ロの国土交通大臣が定める基準は、平成 12 年建設省告示第 1416 号（第二号ハ、

第三号ロ及び第八号を除く。）に掲げる基準によることとする。この場合において、当該各号中「建築物」と

あるのは、「工作物」と読み替えるものとする。 

第 4 令第 144 条第 1 項第一号ハ（1）の国土交通大臣が定める基準は、次のとおりとする。 

一 次項に規定する荷重及び外力によって遊戯施設の主要な支持部分に生ずる力を計算すること。 

二 前号の主要な支持部分の断面に生ずる長期及び短期の各応力度を次の表に掲げる式によって計算するこ

と。 

 

力の種類 荷重及び外

力について

想定する状

態 

一般の場合 令第 86 条第 2 項ただし書

の規定によって特定行政

庁が指定する多雪区域に

おける場合 

備  考 

長期に生

ずる力  

常時  Ｇ＋Ｐ＋Ｗ  Ｇ＋Ｐ＋Ｗ  高さが 15ｍ以下の遊戯施設

にあっては、Ｗを省略する

ことができる。  

積雪時  Ｇ＋Ｐ＋Ｗ＋0.7Ｓ  高さが 15ｍ以下の遊戯施設

にあっては、Ｗを省略し、

積雪時に運行をしない遊戯

施設にあっては、Ｐを省略

することができる。  

短期に生

ずる力  

積雪時  Ｇ＋Ｐ＋Ｓ  Ｇ＋Ｐ＋Ｓ  積雪時に運行をしない遊戯

施設にあっては、Ｐを省略

することができる。  

暴風時  Ｇ＋Ｐ＋Ｗ  Ｇ＋Ｐ＋Ｗ  遊戯施設の転倒、柱の引抜

き等を検討する場合におい

ては、Ｐについては、遊戯

施設の実況に応じて積載荷

重を減らした数値によるも

のとし、暴風時に利用をし

ない遊戯施設にあっては、

暴風時におけるＰを省略す

ることができる。  

Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｗ  

地震時  Ｇ＋Ｐ＋Ｋ  Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｋ     

 この表において、Ｇ、Ｐ、Ｓ、Ｗ及びＫは、それぞれ次の力（軸方向力、曲げモーメント、せん断

力等をいう。）を表すものとする。  

    Ｇ 次項第一号に規定する固定荷重によって生ずる力  

    Ｐ 次項第二号に規定する積載荷重によって生ずる力  

    Ｓ 次項第三号に規定する積雪荷重によって生ずる力  

    Ｗ 次項第四号に規定する風圧力によって生ずる力  

    Ｋ 次項第五号に規定する地震力によって生ずる力  

 三 第一号の主要な支持部分ごとに、前号の規定によって計算した長期及び短期の各応力度が、それぞれ第 3
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項の規定による長期に生ずる力又は短期に生ずる力に対する各許容応力度を超えないことを確かめること。  

2  遊戯施設の構造計算をする場合においては、次に掲げる荷重及び外力を採用しなければならない。  

一 遊戯施設の固定荷重は、当該遊戯施設の実況に応じて定めたものにしなければならない。この場合にお

いて、可動部の荷重にあっては当該遊戯施設の走行又は回転により生ずる衝撃による荷重を割り増して定

めなければならない。ただし、別表第１の遊戯施設の種類に応じて定常走行速度（積載荷重を作用させて

運転する場合の最高走行速度をいう。以下同じ。）及び勾配がそれぞれの欄に掲げる数値以下の遊戯施設及

び別表第２の遊戯施設の種類に応じて定常円周速度（積載荷重を作用させて運転する場合の最高円周速度

をいう。以下同じ。）及び傾斜角度がそれぞれの欄に掲げる数値以下の遊戯施設（以下「別表に掲げる遊戯

施設」という。）にあっては、当該遊戯施設の実況に応じて定めた固定荷重に、それぞれの割増係数の欄に

掲げる係数を乗じたものとすることができる。 

二 遊戯施設の客席部分の積載荷重は、客席部分の種類に応じて、次に定める数値以上で当該遊戯施設の実

況に応じて定めたものに、当該遊戯施設の走行又は回転により生ずる衝撃による荷重を割り増して定めな

ければならない。ただし、別表に掲げる遊戯施設にあっては、当該遊戯施設の実況に応じて定めた積載荷

重に、それぞれの割増係数の欄に掲げる係数を乗じたものとすることができる。 

イ 座席を有する客席部分にあっては、１座席につき 640Ｎとして計算した数値（小児専用のものにあっ

ては、使用条件により当該荷重を 1/2 まで低減した数値）  

ロ イ以外の客席部分にあっては、床面積１㎡につき 3,600Ｎとして計算した数値 

三 積雪荷重は、令第 86 条に基づき算定した数値を用いなければならない。 

四 風圧力は、令第 87 条に基づき算定した数値を用いなければならない。ただし、長期に生じる力を算定す

る場合にあっては、同条第 2項のＶ０の値を 15 とすることができる。 

五 地震力は、令第 88 条第 1項、第 2 項及び第 4 項に基づき算定した数値を用いなければならない。 

3  遊戯施設の次の表の上〔左〕欄に掲げる部分に使用する材料の許容応力度は、当該材料の破壊強度をそれ

ぞれ同表の中欄及び下〔右〕欄に掲げる数値で除した数値に、これ以外の部分に使用する材料の許容応力度

は、令第 3 章第 8 節第 3 款に定める許容応力度によらなければならない。ただし、国土交通大臣がその材料

の種類に応じて指定したものにあっては、国土交通大臣が指定した数値によることができる。  
長期に生ずる力に対する許容

応力度の算定に用いる数値 

短期に生ずる力に対する許容

応力度の算定に用いる数値 

客席部分 6.0 2.0 

動荷重を直接支

持する柱または

はり 

木材の部分 4.0 2.0 

鋼材の部分 4.0 2.0 

コンクリートの部分 7.0 2.0 

繊維強化プラスチック

その他これに類するも

のの部分 

5.0 3.0 

プランジャー、シリンダーその他の可動

部分、機械部分及び圧力配管 
4.0（脆性金属にあっては、10） 2.0（脆性金属にあっては、3.3） 

油圧ゴムホース 6.0 4.0 

第 5 令第 144 条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 1 項第二号の遊戯施設強度検証法の対象となる遊戯

施設は、客席部分を鎖で吊る遊戯施設及び客席部分を支える主要な支持部分を主索又は鎖で吊る遊戯施設

とする。  

第 6 遊戯施設強度検証法については、次の各号に定めるところによる。 

一 令第 144 条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 2 項第二号に規定する α １の数値は、別表に掲げる

遊戯施設について、その種類に応じて、それぞれ割増係数の欄に掲げる数値に 2 を乗じた数値とする。 

二 令第 144 条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 2 項第二号に規定する α ２の数値は非常止め装置が

設けられたもので、かつ、その非常止め装置の作動による衝撃が主索又は鎖にかかる力を増す方向に働くも

のにあっては固定荷重と積載荷重による力にその衝撃を加えた数値を固定荷重と積載荷重の和で除した値

とし、その他のものにあっては 1.0 とする。 

三 イに掲げる主索及びその端部についての令第 144 条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 2 項第三号
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に規定する常時及び安全装置作動時の設置時及び使用時の安全率（以下「安全率」という。）は、ロに定め

る数値とし、第 144 条第 2 項において準用する第 129 条の 4 第 2 項第四号に規定する設置時及び使用時の

限界安全率（以下「限界安全率」という。）は、ハに定める数値とする。 

イ 主索及びその端部並びに綱車又は巻胴の直径は、次に掲げるものであること。 

(1) 主索は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 37条第一号の規定に基づき指定された日本産業

規格に適合するもの又は同条第二号に基づき国土交通大臣の認定を受けたものとすること。 

(2) 主索の直径は、10 ㎜（巻胴式の駆動装置に用いる主索にあっては、8 ㎜）以上とすること。  

(3) 端部は、シンブルを使用したクリップ止め（3 箇所以上止める方法に限る。）その他これに類する方

法により緊結すること。 

(4) 綱車又は巻胴の直径は、主索の直径の 40 倍以上とすること。ただし、巻胴式の駆動装置に用いる

案内用の綱車にあっては、主索の直径の 20 倍以上とすることができる。 

ロ 主索及びその端部に係る安全率は、次の表に定める数値とする。 

(1) 主索  

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

5.0  4.0  2.5  2.0  

 

(2) 主索の端部  

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

4.0 3.0 2.0 2.0 

ハ 主索及びその端部に係る限界安全率は、次の表に定める数値とする。  

(1) 主索  

設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

2.5  2.0  

(2) 主索の端部  

設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

2.0  2.0  

四 イに掲げる鎖及びその端部に係る安全率は、ロに定める数値とし、限界安全率は、ハに定める数値とす

る。 

イ 鎖及びその端部は、次に掲げるものであること。  

(1) 鎖は、ローラーチェーンその他これに類するものであること。 

(2) 端部は、鋼製留金具により緊結すること。 

ロ 鎖及びその端部に係る安全率は、次の表に定める数値とする。 

常時の安全率 安全装置作動時の安全率 

設置時 使用時 設置時 使用時 

5.0  4.0  2.5  2.5  

ハ 鎖及びその端部に係る限界安全率は、次の表に定める数値とする。 

設置時の限界安全率 使用時の限界安全率 

2.5  2.5  

第 7 令第 144 条第 1 項第六号に規定する当該遊戯施設の周囲の人の安全を確保することができる構造方法は、

次のとおりとする。 

一 運転開始及び運転終了を知らせる装置を設けること。 

二 遊戯施設への人の乗降は、客席部分を停止させて行う構造とすること。ただし、乗降部分において客席

部分の乗降部分の床に対する毎分の速度が 20ｍ以下で安全上支障がない場合にあっては、この限りでな

い。 

三 非常止め装置が作動した場合に、客席にいる人を安全に救出することができる位置へ客席部分を移動す

るための手動運転装置又は客席にいる人を安全に救出することができる通路その他の施設を設けること。

ただし、構造上客席にいる人が安全に避難することができる遊戯施設にあっては、この限りでない。  

四 遊戯施設には、次に定めるところにより、安全柵を設けること。 
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イ 安全柵は、客席にいる人以外の人が遊戯施設の可動部分に触れるおそれのない位置及び地盤面からの

高さが 2ｍ以上のプラットホームを設ける場合にあっては、その外周に設け、かつ、その高さを 110 ㎝

以上とすること。 

ロ 安全柵は縦柵で人が容易にくぐり抜けることのできない構造のものその他の人が容易に乗り越え、か

つ、くぐり抜けることのできないものとすること。 

ハ 安全柵の出入口は戸その他これに類するものを設け、次号の運転室から十分見通しのよい位置に設け

るか、又は管理者以外の者が容易に開放することのできない構造とすること。 

五 遊戯施設の運転室は、運転を行うために十分見通しのよい位置に設け、かつ、人の乗降を監視できる構

造とすること。 

六 駆動装置は、次のように設けること。 

イ 油圧パワーユニット（ポンプ、流量制御弁、逆止弁、安全弁及び主モーターを主たる構成要素とする

ユニットをいう。）を遊戯施設ごとに設ける等一の駆動装置の異常が他の遊戯施設に及ばないように設

けること。 

ロ 油圧式の駆動装置の圧力配管に有効な圧力計を設けるほか、保守点検に必要な装置を設けること。 

ハ 駆動装置のうち地震その他の震動及び衝撃により異常な作動をするおそれのあるものにあっては、地

震その他の震動及び衝撃を緩和するための措置を講ずること。 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日から施行する。 

附 則(平成 12 年国土交通省告示 2465 号) 

この告示は、内閣法の一部を改正する法律(平成 11 年法律第 88 号)の施行の日(平成 13年 1 月 6 日)から施行

する。 

附 則(平成 19 年国土交通省告示 618 号) 

この告示は、平成 19年 6月 20 日から施行する。 

附 則(平成 23 年国土交通省告示 431 号) 

この告示は、平成 23年 5月 1日から施行する。 

附 則(平成 27 年国土交通省告示 181 号) 

この告示は、平成 27年 6月 1日から施行する。 

附 則（令和元年国土交通省告示第 203 号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年 7 月 1 日）から施行する。 

 

別表第 1  

遊戯施設の種類 定常走行速度 

(単位 毎時 km) 

勾配（（四)項以外にあ

っては最大勾配とし、

(四)項にあっては平均

勾配とする。以下同

じ。）(単位 度) 

割増係数 

(一) 勾配が 5 度未満の軌道

を走行するもの 40 － 

1.5（ゴムタイヤの使用等振

動を減少させる構造とした

場合は、1.2） 

(二) 軌条を走行するもので

(一)項以外のもの 100 50 

2.0（ゴムタイヤの使用等振

動を減少させる構造とした

場合は、1.5） 

(三) 軌条を有さない軌道を

走行するもので(一)項

以外のもの 

60 40 

2.0（ゴムタイヤの使用等振

動を減少させる構造とした

場合は 1.5、水路部分は 1.3） 

(四) 水を流した水路を人が

直接滑走するもの －  

曲線部分を有しないも

のにあっては 30、その

他のものにあっては 15  

1.3  
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(五) 客席部分をつり昇降さ

せるもの 
18  90  1.5  

別表第 2  

遊戯施設の種類 定常円周速度 

（単位 毎分ｍ） 

傾斜角度（単位 度） 割増係数 

(一) 客席部分が主索によりつ

るされ、かつ、垂直軸又

は傾斜した回転軸の周り

を一定の速度で回転する

もの 

600 15 1.3 

(二) 客席部分が垂直軸又は傾

斜した回転軸の周りを一

定の速度で回転するもの

（客席部分をゆるやかに

上下動させるものを含

む。） 

270 15 1.3（客席部分が上下動しな

いものにあっては 1.2） 

(三) 客席部分が、垂直軸又は

傾斜した回転軸の周りを

回転するもので(一)項又

は(二)項に掲げるもの以

外のもの 

500 15 1.5 

(四) 客席部分が固定された水

平軸の周りを一定の速度

で回転するもの 

40 － 1.3 

(五) 客席部分が可変軸の周り

を一定の速度で回転する

もの（客席部分をゆるや

かに上下動させるものを

含む。） 

680 90 1.5 

(六) 客席部分が可変軸の周り

を回転するもので(五)項

以外のもの 

550 30 2.0 

(七) 客席部分が垂直平面内の

うち当該円の中心点より

低い部分において回転運

動の一部を反復して行う

もの 

800 － 1.3 

 

 
㊲㊲  走走行行又又はは回回転転時時のの衝衝撃撃及及びび非非常常止止めめ装装置置のの作作動動時時のの衝衝撃撃がが加加ええらられれたた場場合合にに客客席席ににいいるる人人をを落落下下ささせせなないい

遊遊戯戯施施設設のの客客席席部部分分のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

平成 29年 3月 29 日国土交通省告示第 247 号 

改正 （い）令和 2 年 3 月 6日国土交通省告示第 252 号  

  

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 144 条第 1項第三号イの規定に基づき、遊戯施設の客席部

分の構造方法を定める件（平成 12 年建設省告示第 1426 号）の全部を改正する告示を次のように定める。 

 

第 1 平成 12 年建設省告示第 1419 号の別表第 1（以下「別表第 1」という。）の遊戯施設の種類の欄(一)項から

(三)項まで及び(五)項に掲げる遊戯施設並びに同告示の別表第 2（以下「別表第 2」という。）の遊戯施設の
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種類の欄(一)項から(三)項まで及び(五)項から(七)項までに掲げる遊戯施設の客席部分の構造方法は、別図

に定める加速度領域 1 から加速度領域 3 までの範囲内にある加速度（単位はメートル毎秒毎秒とし、継続時

間が 0.2 秒以上であるものに限る。以下同じ。）及び 12 未満の横方向の加速度が客席部分に生ずるものにつ

いて、次項から第７項までに定めるところによらなければならない。 

 

2 次の各号に掲げる客席部分に生ずる前後方向及び上下方向の加速度の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める身体保持装置（シートベルトその他の客席部分にいる人が客席部分から落下することを防止する装

置をいう。以下同じ。）を設けなければならない。 

一 別図に定める加速度領域 1 及び加速度領域 2 の範囲内にある加速度  次に定める基準に適合するも

のであること。 

イ 解除し、又は緩めるために、乗客、運転者又は運転補助者による意図的な操作を必要とする構造で

あること。 

ロ 運転者又は運転補助者による装着確認を容易に行うことができる構造であること。 

ハ 座席に背もたれを設け、かつ、装着している間に乗客が容易にくぐり抜けることができない構造で

あること。 

二 別図に定める加速度領域 3 の範囲内にある加速度  次に定める基準に適合するものであること。 

イ 前号に定める基準に適合するものであること。 

ロ 客席部分にいる人の体格に応じて位置を調整することができる構造であること。ただし、客席部分

にいる人が客席部分から落下するおそれがない構造である場合は、この限りでない。 

3  前項の身体保持装置は、次の各号に掲げる客席部分に生ずる横方向の加速度の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める基準に適合しなければならない。 

一 3 以上 5 未満の加速度  客席部分にいる人に対し個別に設けた構造であること。ただし、横方向の

加速度による横滑りを防止できるよう、座席に突起を設けることその他の措置を講じた場合は、この限

りでない。 

二 5 以上 12 未満の加速度  次に掲げる客席部分に生ずる前後方向及び上下方向の加速度の区分に応

じ、それぞれ次に定める基準に適合するものであること。 

イ 前項第一号に掲げる加速度  次に掲げる基準に適合するものであること。 

⑴ 前項第二号ロに掲げる基準に適合するものであること。 

⑵ 前号に定める基準に適合するものであること。 

⑶ 客席部分に生ずる横方向の加速度により客席部分にいる人が危害を受けるおそれがないよう、緩

衝材その他の上体を保護する部材を設けた構造であること。 

ロ 前項第二号に掲げる加速度  イ（⑴を除く。）に掲げる基準に適合するものであること。 

4  前 2 項に定めるもののほか、身体保持装置は、客席部分に別図に定める加速度領域 1 から加速度領域 3

までの範囲内にある加速度が生ずる場合であって、次の各号のいずれかに該当する場合にあっては、それ

ぞれ当該各号に定めるところによらなければならない。 

一 客席部分の床（床がない場合にあっては、座席面。第 7 項第一号において同じ。）の最高部の高さが

地盤面（客席部分の外側に十分な広さの床がある場合にあっては、当該床。以下同じ。）から 2ｍ以上

である場合（第７項第二号に該当する場合を除く。）第 2 項第二号ロに掲げる基準に適合するものであ

ること。 

二 客席部分が 45 度以上傾斜する場合（事故等で停止した場合に客席部分にいる人が客席部分から落下

することなく速やかに客席部分が水平に戻るもの又は客席部分を壁若しくは囲いで囲う等客席部分に

いる人が客席部分の外へ落下することを防止する措置を講じたものを除く。）第 2 項第一号イの規定は

適用せず、次のイからハまでに掲げる基準に適合するものであること。 

イ 第 2 項第二号ロに掲げる基準に適合するものであること。 

ロ 客席部分にいる人に対し個別に設けた構造であること。 

ハ 解除し、又は緩めるために、運転者又は運転補助者による意図的な操作を必要とする構造である

こと。 
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5  手すりその他の客席部分にいる人が自らの身体を支えることができる設備を設けなければならない。 

6  乗降口の扉を設ける場合は、次の各号に掲げる基準に適合しなければならない。 

一 施錠する装置を設けた構造であること。ただし、運転中に扉を開くことができない構造である場合

は、この限りでない。 

二 開閉するために、乗客、運転者又は運転補助者による意図的な操作を必要とする構造であること。 

三 動力を用いて開閉する扉にあっては、扉の開閉により身体の一部が挟まれることのないように必要

な措置を講ずるか、又はその閉まる力が 150N 以下となるようにすること。 

7  客席部分に別図に定める加速度領域 1 の範囲内にある加速度が生ずる場合（客席部分に生ずる横方向の

加速度が３未満である場合に限る。）であって、次の各号のいずれかに該当する場合（第 4 項第二号に該

当する場合を除く。）にあっては、それぞれ当該各号に定める規定は、適用しない。 

一 客席部分の床の最高部の高さが地盤面から 2ｍ未満である場合  第 2 項 

二 次に掲げる客席部分の区分に応じてそれぞれ次に定める構造の側壁その他これに類するもの（以下

「側壁等」という。）を客席部分に設け、かつ、乗降口に前項に定める構造の扉を設けた場合（客席部

分に床がない場合を除く。）  第 2 項及び第 5 項 

イ 客席部分にいる人が座席に座って利用するもので、客席部分の床の最高部の高さが地盤面から 5ｍ

未満である客席部分  床面からの高さが 55cm 以上で、かつ、座席面からの高さが 30cm以上の側

壁等 

ロ 客席部分にいる人が座席に座って利用するもので、客席部分の床の最高部の高さが地盤面から 5ｍ

以上である客席部分  床面からの高さが 80cm 以上で、かつ、座席面からの高さが 40cm以上の側

壁等 

ハ 客席部分にいる人が立って利用する客席部分  床面からの高さが 1.1ｍ以上の側壁等 

第 2 別表第 1 の遊戯施設の種類の欄(四)項に掲げる遊戯施設の客席部分の構造方法は、次に定めるところに

よらなければならない。 

一 勾配が、別表第 1 の勾配の欄(四)項に掲げる数値以下であること。 

二 高さを 50cm（水を流した水路（以下「滑走路」という。）を滑走する人に走行方向に直交する方向に

遠心力が作用する部分においては、さらに当該遠心力により滑走する人が外に飛び出さないために必要

な高さを加えるものとする。）以上とした側壁を設けること。ただし、次に掲げる部分においては、こ

の限りでない。 

イ 滑走路への乗入口 

ロ 滑走路からの出口（当該出口の直前 1.5ｍ以上の部分を直線とし、かつ、当該出口に深さを 85cm、

当該出口の先端からの長さを 6ｍ（安全上支障ない場合においては、3ｍ）以上としたプールを設け

た場合に限る。） 

ハ 滑走路の両側に落下防止用の張り出し部分が設けられている部分（曲線部分を有しないものに限

る。） 

第 3 別表第 2 の遊戯施設の種類の欄(四)項に掲げる遊戯施設の客席部分の構造方法は、次に定めるところに

よらなければならない。 

一 定常円周速度が、別表第 2 の定常円周速度の欄(四)項に掲げる数値以下であること。 

二 客席部分を壁、床、天井その他これらに類するもので囲い、かつ、乗降口に第１第６項に定める構造

の扉を設けること。ただし、地盤面から客席部分までの高さが 10ｍ以下のもので第一第 7 項第二号に該

当する構造としたものにあっては、この限りでない。 

第 4 客席部分には、遊戯施設の使用の制限に関する事項を掲示しなければならない。ただし、当該遊戯施設

の乗り場において当該事項を掲示した場合は、この限りでない。 

 

附 則 

1 この告示は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

2 遊戯施設の非常止め装置の構造方法を定める件（平成 12年建設省告示第 1427 号）の一部を次のように

改正する。 
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本則中「同告示の別表第 2」の下に「（以下「別表第 2」という。）」を加え、「遊戯施設を除く」を「遊

戯施設を除き、別表第 2(四)項に掲げる遊戯施設並びに平成 29 年国土交通省告示第 247号の別図に定める

加速度領域 1 から加速度領域 3 までの範囲内にある加速度（単位はｍ毎秒毎秒とし、継続時間が 0.2 秒以

上であるものに限る。以下同じ。）及び 12 未満の横方向の加速度が客席部分に生ずる遊戯施設（別表第

2(四)項に掲げる遊戯施設を除く。）に限る」に改める。 

3 遊戯施設の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基

準並びに検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 284 号）の一部を次のように改正する。 

別表十(二)の項(ろ)の欄中「平成 12 年建設省告示第 1426号第１第四号」を「平成 29 年国土交通省告

示第 247 号第 2 第二号」に改める。 

 

附 則（令和 2 年国土交通省告示第 252 号）抄 

2 遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件（平成 29 年国土交通省告示第 247 号）の一部を次のように改

正する。 

 

題名を次のように改める。 

走行又は回転時の衝撃及び非常止め装置の作動時の衝撃が加えられた場合に客席にいる人を落下させな

い遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件 

 

別別図図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

注１） とは、加速度領域１を示す。 とは、加速度領域２を示す。

とは、加速度領域３を示す。 とは、加速度領域３超を示す。

注２） 横軸における正の値は前方向の加速度、負の値は後方向の加速度を示す。

注３） 縦軸上における正の値は上方向の加速度、負の値は下方向の加速度を示す。

注４） ◎とは、停止時の状態を示す。

注５） 領域間の境界線上の場合は、そのうち最も大きい領域とする。
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㊳㊳  遊遊戯戯施施設設のの非非常常止止めめ装装置置のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件  

  

 平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第 1427 号 

改正：平成 29年 3月 27 日国土交通省告示第 247 号  

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 144 条第五号の規定に基づき、遊戯施設の非常止め装置の

構造方法を次のように定める。 

遊戯施設の非常止め装置の構造方法は、平成 12 年建設省告示第 1419 号の別表第 1（以下「別表第 1」とい

う。）の遊戯施設の種類の欄各項に掲げる区分に応じ、定常走行速度及び勾配がそれぞれ同表の定常走行速度

の欄及び勾配の欄各項に掲げる数値以下の遊戯施設及び同告示の別表第 2（以下「別表第 2」という。）の遊戯

施設の種類の欄各項に掲げる区分に応じ、定常円周速度及び傾斜角度がそれぞれ同表の定常円周速度の欄及び

傾斜角度の欄各項に掲げる数値以下の遊戯施設（別表第 1(四)項に掲げる遊戯施設その他動力の切断、駆動装

置の故障等により客席にいる人が危害を受けるおそれのある事故が発生し、又は発生するおそれのない遊戯施

設を除き、別表第 2(四)項に掲げる遊戯施設並びに平成 29 年国土交通省告示第 247 号の別図に定める加速度

領域 1 から加速度領域 3 までの範囲内にある加速度（単位はｍ毎秒毎秒とし、継続時間が 0.2 秒以上であるも

のに限る。以下同じ。）及び 12 未満の横方向の加速度が客席部分に生ずる遊戯施設（別表第 2(四)項に掲げる

遊戯施設を除く。）に限る。）について、次に定めるものとする。 

一 客席部分の走行速度、円周速度及び傾斜角度が、それぞれ通常の走行又は回転における速度又は角度を

超えた場合に客席部分を制止する装置を設けること。ただし、動力を切った場合において客席部分が加速

せず、かつ、安全に停止する構造のものにあっては、動力を切る装置とすることができる。 

二 動力が切れた場合又は駆動装置に故障が生じた場合に、加速するか、又は通常の走行又は回転の方向と

逆の方向に走行又は回転するおそれがあるものにあっては、加速又は逆の方向への走行又は回転を防止す

る装置を設けること。 

三 油圧式の駆動装置による遊戯施設にあっては、次に掲げる装置を設けること。 

イ 遊戯施設の運転中に油圧が異常に増大した場合に、自動的に作動し、かつ、作動圧力（ポンプからの

吐出圧力をいう。）を定格圧力（積載荷重と作用させて連続して使用できる最高圧力をいう。）の 1.25 倍

を超えないようにする装置 

ロ パワーシリンダーで客席部分を支持して昇降させる構造のものにあっては、圧力配管、油圧ゴムホ

ース、ポンプ等が破損した場合に客席部分の急激な降下を防止する装置 

ハ 油温を摂氏 5 度以上摂氏 60 度以下に保つための装置 

ニ プランジャー及びパワーシリンダーにあっては、ストロークの離脱を防止する装置  

四 1 の軌道上に 2 以上の客席部分（複数の客席部分が連結されて走行するものにあっては、これを 1 の客

席部分とみなす。）が同時に走行する遊戯施設にあっては、追突を防止する装置を設けること。 

 

附 則 

この告示は、平成 12年 6月 1日より施行する。 

附 則（平成 29 年国土交通省告示第 247 号） 

この告示は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

 
㊴㊴ 客客席席ににいいるる人人がが他他のの構構造造部部分分にに触触れれるるここととにによよりり危危害害をを受受けけるるおおそそれれののなないい遊遊戯戯施施設設のの客客席席部部分分のの構構造造

方方法法をを定定めめるる件件  

令和 2 年 3 月 6 日国土交通省告示第 252 号 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 144 条第 1項第三号ロの規定に基づき、客席にいる人が他

の構造部分に触れることにより危害を受けるおそれのない遊戯施設の客席部分の構造方法を次のように定め

る。 

第 1 建築基準法施行令第 144 条第 1 項第三号ロに規定する客席にいる人が他の構造部分に触れることによ
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り危害を受けるおそれのない遊戯施設の客席部分の構造方法は、別表に定める体格の人（遊戯施設を利用

する人の体格の上限を定め、かつ、別表に定める体格が当該上限を超える場合にあっては、当該上限の体

格の人）が、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定める範囲内において、他の構

造部分（第 2 に規定する客席にいる人が触れることにより危害を受けるおそれのない他の構造部分を除

く。）に触れることがないものとする。 

一 客席部分（座席に背もたれを設けたものに限る。以下この号から第三号までにおいて同じ。）に身体保

持装置（シートベルトその他の客席部分にいる人が客席部分から落下することを防止する装置をいう。

以下同じ。）のうち、座席の背もたれに上半身を固定し、客席にいる人が身体を前方向又は横方向に容易

に傾斜させることができないようにするもの（以下「ハーネス等」という。）を設ける場合 客席部分に

座った状態で身体を前方向又は横方向に傾斜させないで手足を伸ばした際に手足その他身体の一部が届

く範囲に 10cm を加えた範囲 

二 客席部分にハーネス等以外の身体保持装置及び座席面からの高さが 50cm 以上の側壁その他これに類

するもの（以下「側壁等」という。）を設ける場合 客席部分に座った状態で身体を横方向に傾斜させな

いで前方向に 0度から 70度まで傾斜させて手足を伸ばした際に手足その他身体の一部が届く範囲に 10cm

を加えた範囲 

三 客席部分にハーネス等以外の身体保持装置及び座席面からの高さが 50cm 未満の側壁等を設ける場合 

客席部分に座った状態で身体を前方向に 0 度から 70 度まで傾斜させ、かつ、横方向に 0 度から 45 度

まで傾斜させて手足を伸ばした際に手足その他身体の一部が届く範囲に 10cm を加えた範囲 

四 前各号に掲げる場合以外の場合 実況に応じた範囲 

第 2 客席にいる人が触れることにより危害を受けるおそれのない他の構造部分は、次の各号のいずれかに該

当し、かつ、客席部分との隙間に身体の一部が挟まれることを防止するための措置を講じたものとする。 

一 客席部分の走行速度が 5ｋｍ毎時以下である区間に存する他の構造部分 

二 客席部分の走行速度が 10ｋｍ毎時以下である区間に存する他の構造部分で、緩衝材を設けることその

他の客席にいる人が当該部分に触れることによる衝撃を緩和するための措置を講じたもの 

 

別表 

身長 

（単位 cm） 

肩峰高 

（単位 cm） 

座高 

（単位 cm） 

座位肩峰高 

（単位 cm） 

座位肘頭高

（単位 cm） 

上肢長 

（単位 cm） 

股下高 

（単位 cm） 

187.2 154.6 97.4 65.3 25.5 77.9 88.9 

 

附 則 

1 この告示は、建築基準法施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第 181 号）の施行の日（令和 2 年 4

月 1 日）から施行する。 

2 遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件（平成 29 年国土交通省告示第 247 号）の一部を次のように改

正する。 

題名を次のように改める。 

走行又は回転時の衝撃及び非常止め装置の作動時の衝撃が加えられた場合に客席にいる人を落下させ

ない遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件 
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㊵㊵  確確認認等等をを要要ししなないい人人がが危危害害をを受受けけるるおおそそれれののああるる事事故故がが発発生生すするるおおそそれれのの少少なないいエエレレベベーータターーをを定定めめるる

件件  

令和 6 年 9 月 9 日国土交通省告示第 1148 号 

 

 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 146 条第 1 項第一号の現定に基づき、確認等を要しない

人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ないエレベーターを次のように定める。 

建築基準法施行令第 146 条第 1 項第一号に規定する人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの

少ないエレベーターは、次に掲げるものとする。 

一 籠が住戸内のみを昇降するもの 

二 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 6 条第 1 項第二号に掲げる建築物（階数が 3 以上であるも

の、延べ面積が 500 ㎡ を超えるもの及び高さが 16m を超えるものを除く。）に設けるもの 

 

附 則 

この告示は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を

改正する法律（令和 4 年法律第 69 号）の施行の日（令和 7 年 4 月 1 日）から施行する。 
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⒌⒌  東東京京都都建建築築基基準準法法施施行行細細則則((抄抄))  

 

【特定建築設備等の定期報告の時期等】 

第第 1133 条条 法第 12 条第 3 項の規定により報告の対象となる特定建築設備等及び令第 138 条の 3

に規定する昇降機等(以下「報告対象特定建築設備等」という。)に関する報告における検査の

項目、事項、方法及び結果の判定基準は、知事が別に定めるところによるものとする。 

2 法第 12 条第 3 項の規定により報告の対象となる特定建築設備等(令第 16 条第 3 項第二号及

び前条第二号に定める防火設備を除く。)に係る規則第 6条第 1 項の規定により定める報告の

時期は、当該特定建築設備等に係る法第 7 条第 5 項又は第 7 条の 2 第 5 項の規定による検査

済証(以下この条において「検査済証」という。)の交付を受けた日の翌日から起算して 2年を

経過する日までに 1回とし、その後においては、前回の報告を行つた日の翌日から起算して 1

年を経過する日まで(前回の報告を行わなかつた場合は、前回の報告を行うべき時期の終期の

日の翌日から起算して 1年を経過する日まで)に 1 回とする。ただし、規則第 6条第 1 項の規

定に基づき、国土交通大臣が定める検査の項目については、検査済証の交付を受けた日の翌日

から起算して 3年を経過する日までに 1回とし、その後においては、前回の報告を行つた日の

翌日から起算して 3 年を経過する日まで(前回の報告を行わなかつた場合は、前回の報告を行

うべき時期の終期の日の翌日から起算して 3年を経過する日まで)に 1 回とする。 

3 (略) 

4 令第 138 条の 3 に規定する昇降機等に係る規則第 6条の 2 の 2 第 1 項の規定により定める報

告の時期については、第 2項の規定を準用する。この場合において、同項中「2 年」とあるの

は「1年」と、「1年」とあるのは「6月」と読み替えるものとする。 

5 報告対象特定建築設備等について、第 10 項に定める再使用をする場合における規則第 6 条

第 1 項及び第 6 条の 2 の 2 第 1 項の規定により定める報告の時期については、前 3 項の規定

を準用する。この場合において、第 2 項中「法第 7 条第 5 項又は第 7 条の 2 第 5 項の規定に

よる検査済証(以下この条において「検査済証」という。)の交付を受けた日」とあるのは「第

10 項の規定による届出を行つた日」と読み替えるものとする。 

6 規則第 6 条第 3 項に規定する報告書は、報告の日前 1月以内に検査し、作成したものでなけ

ればならない。 

7 規則第 6 条第 4 項の規定により定める書類は、知事が別に定める建築物概要書とする。 

8 報告対象特定建築設備等を廃止し、又は使用を休止(当該報告対象特定建築設備等について、

最後に法第 12条第 3項の規定による報告を行つた日の翌日から起算して 1年(令第 138 条の 3

に規定する昇降機等にあつては、6 月)を経過する日の翌日以降の日まで休止する場合に限

る。)したときは、遅滞なく、別記第二十一号様式の二による特定建築設備等廃止・使用休止

届を知事に届け出なければならない。ただし、建築物の全部を除却することに伴い、除却した

建築物に設置された報告対象特定建築設備等を廃し、かつ、別記第四号様式の三による建築物

除却届を知事に届け出た場合はこの限りではない。 

9 第 2 項から第 4項までの規定にかかわらず、前項の規定により休止した旨の届出をした報告
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対象特定建築設備等については、当該届出の日から当該報告対象特定建築設備等に係る次項

の規定による届出を行う日までの間は、法第 12 条第 3 項の規定による報告を要しない。 

10 第 8 項の規定による休止の届出をした報告対象特定建築設備等を再使用しようとするとき

は、使用する日の 3日前までに、別記第二十一号様式の二の二による特定建築設備等再使用届

に規則第 6 条第 3 項及び第 4 項又は第 6 条の 2 の 2 第 3 項及び第 4 項に定めるそれぞれ該当

する書類を添えて知事に届け出なければならない。 

 

【所有者等の変更】 

第 13 条の 2 規則第 5条第 3 項、第 6条第 3 項又は第 6条の 2の 2第 3 項の規定により報

告をした所有者(所有者と管理者とが異なる場合においては、管理者)は、所有者、管理者

又は報告をした建築物の名称を変更したときは、遅滞なく、別記第二十一号様式の二の三

による建築物等の所有者等変更届を知事に届け出なければならない。 

 

【定期報告の書類の保存期間】 

第 13 条の 3 規則第 6 条の 3 第 5 項第二号の規定による保存期間は、次の各号の区分に応

じ、当該各号に定める機関とする。この場合において、当該機関の起算の日は、当該書類

を受理した日の属する会計年度の翌会計年度の初めの日とする。 

一 規則第 5 条第 3 項に規定する書類 3 年間。ただし、第 10 条の規定による報告の時

期が毎年となる建築物については、1年間 

二 規則第 6 条第 3 項に規定する書類 1 年間。ただし、第 12 条第 1 号に規定する建築

設備については、3年間、令第 138 条第 2項第二号及び第三号に規定する遊戯施設につ

いては 5年間 

2  前項の規定にかかわらず、規則別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書並

びに別記第三十六号の五様式、第三十六号の七様式、第三十六号の九様式及び第三十六号

の十一様式による定期検査報告概要書の保存期間は、当該書類を受理した日から、当該建

築物が滅失し、又は除却されるまでとする。 

 

【事故に係る報告】 

第 14 条の 3 木造の建築物で高さが 13ｍ若しくは軒の高さが 9ｍを超えるもの又は木造以

外の建築物で 2以上の階数を有するものに係る建築、修繕、模様替又は除却のための工事

に起因する敷地内における死者が生じた事故又は敷地外における人が危害を受けた事故

が発生した場合は、当該工事の工事施工者は、法第 12 条第 5項の規定に基づき、直ちに、

別記第二十一号様式の五による事故報告書(速報)により、事故の状況を知事に報告しな

ければならない。 

2  【略】 

3  法第 6 条第 1 項第一号又は令第 16 条に掲げる建築物の所有者、管理者又は占有者は、

法第 12 条第 5項の規定に基づき、当該建築物又は建築設備に起因する死者又は重傷者(負
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傷の治療に要する期間が 30 日以上の負傷者をいう。)が生じた事故が発生した場合は、直

ちに別記第二十一号様式の五による事故報告書(速報)により、事故の状況を知事に報告

し、速やかに別記第二十一号様式の六による事故報告書(詳細)により、事故の詳細を知事

に報告しなければならない。 

4  前 3 項の規定は、法第 88条第 1項から第 3項までに規定する工作物に準用する。 

 

 

⒍⒍  東東京京都都告告示示  

  

東京都建築基準法施行細則による検査の項目等(抄) 

東京都告示第 444 号 

平成 20 年 3 月 31 日 

 

東京都建築基準法施行細則(昭和 25年東京都規則第 194 号。以下「細則」という。)第 13

条第 1項及び第 6項の規定に基づき、知事が別に定める検査の項目、事項、方法及び結果の

判定基準並びに建築物概要書を次のように定め、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

なお、平成 18 年東京都告示第 253 号(東京都建築基準法施行細則による定期検査成績表

等)は、平成 20年 3月 31 日限りで廃止する。 

 

第 1 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。)第 12 条第 3項(法第 88 条

第 1項において準用する場合を含む。)に規定する検査は、細則第 13条第 1項の規定に

基づき、次の各号に定めるところによるものとする。 

一 規則第 6 条第 3 項に規定する遊戯施設については、平成 20 年国土交通省告示第 284

号(以下この号において「告示」という。)に定めるところによるものとする。ただし、

告示別表六乗物関係の部(三)の款台車先端軸の項及び同部(四)の款車輪軸(主輪軸、側

輪軸及び受輪軸)の項中「1年」とあるのは、「6月」とする。 

二 (略) 

第 2 (略) 
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⒎⒎  建建築築設設備備のの定定期期検検査査報報告告にに関関すするる国国土土交交通通省省及及びび東東京京都都のの通通知知等等（（一一覧覧））  

№ 通知等の件名 通知等の年月日等 掲載頁 

(1) 建築基準法第 12 条第 1 項および第 2 項に規定する特殊建築

物の定期調査報告および昇降機その他の建築設備の定期検査

報告の推進について (抄) 

(平成 12 年 3 月 31 日建設省住指発第 192 号により廃止） 

昭和 46 年 12 月 28 日 

建設省住指発第 918

号 

396 

(2) 

 

定期報告制度の運用上の留意事項について 

（平成 15 年 7 月 9 日国交省住指発第 1184 号により廃止） 

平成 12 年 3 月 31 日 

建設省住指発第 192

号 

399 

(3) 建築基準法施行令第 149 条の規定の改正に係る都区の事務の

取扱等について 

平成 12 年 6 月 29 日 

12 都市建調第 148 号 

401 

(4) 定期報告制度の運用に係る留意事項について（技術的助言） 平成 15 年 7 月 9 日 

国住指 1184 号 

403 

(5) 東京都建築基準法施行細則の改正について（通知） 平成 15 年 10 月 30 日 

15 都市建企第 334 号 

408 

(6) 分譲共同住宅の定期調査・検査報告書の報告者等の記載方法

に関する周知方について（依頼） 

平成 18 年 2 月 24 日 

17 都市建企第 473 号 

411 

(7) 建築基準法施行規則の一部改正等の施行について（技術的助

言） 

平成 20 年 4 月 1 日 

国住指第 2号 

412 

(8) 建築物、遊戯施設等の安全確保対策について 平成 20 年 4 月 11 日 

国住指第 192 号 

417 

(9) 建築物等における不具合情報の取扱いについて 平成 20 年 11 月 20 日 

事務連絡 

421 

(10) 戸開走行保護装置等の設置の促進について 

 

平成 24 年 4 月 27 日 

国住指第 291 号 

422 

(11) 建築物等における不具合情報の取扱いについて 平成 24 年 8 月 31 日 

事務連絡 

424 

(12) 昇降機等定期検査報告に係る技術基準の見直しについて（技

術的助言） 

平成 25 年 3 月 26 日 

国住指第 4518 号 

427 

(13) エスカレーターの脱落防止等に係る技術基準の見直し等につ

いて(技術的助言) 

平成 26 年 3 月 31 日 

国住指第 4444 号 

431 

(14) 「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベータ

ー保守・点検業務標準契約書」の策定について 

平成 28 年 2 月 19 日 

国住指 3984 号 

436 

(15) 戸開走行保護装置の部品交換時の手続きについて 平成 28 年 4 月 21 日 

事務連絡 

437 

(16) 建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的

助言） 

平成 28 年 6 月１日 

国住指第 599 号 

439 

(17) 建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的

助言）（抄） 

平成 28 年 6 月 1 日 

国住指第 669 号 

441 

(18) エレベーターの安全確保の徹底について 平成 28 年 9 月 1 日 

国住指第 1934 号 

447 
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(19) 昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点

検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表

を定める件等の改正について（技術的助言） 

平成 28 年 11 月 1 日 

国住指第 2606 号 

 

450 

(20) プランジャーストロークを測定しなければならないエレベー

ターの判定について 

平成 28 年 11 月 1 日 

事務連絡 

453 

(21) 昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点

検におけるプランジャーストロークの測定について 

平成 29 年 1 月 30 日 

国住昇第 33 号 

456 

(22) 要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提供及び留意事項

について 

平成 29 年 3 月 24 日 

国住昇第 39 号 

463 

(23) 遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件等の改正について

（技術的助言） 

平成 29 年 3 月 29 日 

国住指第 4511 号 

464 

(24) 特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーター

の構造方法を定める件の一部改正について（技術的助言） 

平成 29 年 6 月 2 日 

国住指第 702 号 

469 

(25) 非常用エレベーターの駆動装置等の防水保護等級の確認に

ついて 

平成 29 年 6 月 2 日 

事務連絡 

471 

(26) エレベーターの外部連絡装置の取扱いについて 平成 29 年 9 月 7 日 

事務連絡 

474 

(27) 電動機主回路用接触器の主接点の再検査について 平成 29 年 11 月 30 日 

29 都市建企第 896 号 

475 

(28) 建築物・建築設備等に係る定期調査・検査の適切な実施に

ついて 

令和元年 12 月 26 日 

国住防第 7号 

478 

(29) 建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について

（技術的助言） 

令和 2年 4月 1日 

国住指第 4658 号 
480 

（30） 建築基準法施行規則の一部改正に伴う定期検査報告書の押

印省略に係る対応について（依頼） 

令和 2年 12 月 24 日 

2 都市建企第 1099 号 

485 

(31) 押印を求める手続の見直し等のための国土交通省関係省令

の一部を改正する省令等の施行について（技術的助言） 

令和 2年 12 月 28 日 

国住指第 3408 号 

486 

(32) エスカレーターの定期報告制度の運用に係る留意事項につ

いて 

令和 3年 4月 1日 

事務連絡 

488 

(33) 昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の情報提供について 令和 4年 5月 17 日 

国住事防第 9号 

490 

（34） 用途が特殊なエレベーター及び当該エレベーターのかごの

積載荷重を定める件及びエレベーターの制御器の構造方法

を定める件の一部を改正する告示等の施行について 

（ 技術的助言） 

令和 6年 1月 31 日 

国住指第 327 号 

 

492 

（35） 建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における

点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を

定める件等の一部を改正する告示について（周知） 

令和 6年 6月 28 日 

事務連絡 

496 

（36） 建築物調査員・建築設備等検査員の処分基準の制定につい

て（通知） 

令和 7年 1月 24 日 

国住参建第 3689 号 

497 

（37） 建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における

点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を

定める件等の一部を改正する告示の施行について 

令和 7年 1月 29 日 

国住指第 369 号 

 

504 
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（38） 
建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について

（技術的助言） 

令和７年 10 月 31 日

国住指第 322 号 

509 

(39) 
建築物及び昇降機・遊戯施設に係る人身事故等の情報提供

について 

令和 7年 10 月 31 日

国住事防第 10号 

514 
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⑴ 建築基準法第 12条第１項および第２項に規定する特殊建築物の定期調査報告および 

昇降機その他の建築設備の定期検査報告の推進について (抄) 

（平成 12年 3月 31日建設省住指発第 192 号により廃止） 

 

建設省住指発第 918 号 

昭和 46 年 12 月 28 日  

   

 建築主務部長 殿  

                                         建設省住宅局建築指導課長  

 

建築基準法第 12 条第１項および第２項に規定する特殊建築物の定期調査報告および 

昇降機その他の建築設備の定期検査報告の推進について 

   

標記について昭和 46 年 12月 28 日、建設省住発第 917 号により住宅局長から、貴知事（市長）あて通知した

とおり、今般その運営の要綱を別紙のとおり定めたので、通知する。  

ついては、貴職におかれては、今後この要綱に基づいて諸般の準備を進められたくお願いする。  

 

【別紙】 

定期報告制度運営要綱 

1.  建築基準法第12条第 1項および第 2項に規定する特殊建築物の定期調査報告および昇降機その他の建築設

備の定期検査報告の運営方法については、この要綱の定めるところにより早急に整備するものとする。  

2. 定期報告の対象となる特殊建築物および昇降機その他の建築設備の指定現況は、必ずしも十分でないので、

昭和 46 年７月１日付建設省住指発第 436 号（今般、その一部を改正した別添 1のとおり。）を参照のうえ、早

急に指定対象の拡大整備を行なうものとする。  

とくに、特殊建築物調査資格者講習、昇降機検査資格者講習および建築設備検査資格者講習も、別添２のとお

り、逐次実施され、昭和 47 年以降その実施能力も整備される見込であるので、建築基準行政における維持管

理の重要性にかんがみ、指定対象の拡大、実施体制の整備を急ぐものとする。  

3. 定期検査報告および定期検査報告制度の運営は、基本的に建設省、各都道府県および建築主事を置く市（以

下、これらの地方公共団体を「関係行政庁」と総称する。）ならびに(1)および(2)に掲げる公益法人の緊密な

連繋のうえに、行なうものとする。  

(1) 中央組織 建設省の指導のもとに次の業務を行なうものとする。  

イ．建設大臣指定講習の実施  

ロ．資格者業務登録の実施  

ハ．登録簿の配布  

ニ．業務基準、業務報酬基準等の制定・保全  

ホ．(2)の地方組織の指導・援助  

へ．その他  

ａ．特殊建築物調査資格者関係 ･･････ (社)日本科学防火協会  

近い将来、(財)日本建築安全協会(仮称)を設置し、これに業務を引継ぐものとする。  

ｂ．昇降機検査資格者関係 ･･････ (財)日本建築センター  

近い将来、(財)日本昇降機等検査協会(仮称)を設置し、これに業務を引継ぐものとする  

ｃ．建築設備検査資格者関係 ･･････ (財)日本建築センター  
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近い将来、(財)日本建築設備検査協会(仮称)を設置し、これに業務を引継ぐものとする  

(2) 地方組織 各都道府県の区域ごとに、(1)のａ～ｃ業務を総括する(財)都道府県建築安全協会(仮称)を

設立するものとし、当該都道府県内の関係行政庁の指導のもとに次の業務を行なうものとする。  

この場合、新たに設立することに代えて既存の公益法人を活用することを妨げない。  

イ．指定対象台帳の整備  

ロ．定期報告案内（所有者・管理者に対して）（又は、関係行政庁の委託を受けて定期報告提出指示）  

ハ．管内業務登録者の掌握・指導  

ニ．定期報告代行業務の受託  

ホ．その他、なお、当面、この法人の設立が行なえない都道府県の区域については、当該区域又はブロッ

クごとの関係行政庁等の協議会を設置し、これに関係の業務の一部又 は全部を代行させるものとする。  

とくに、昇降機の定期検査報告に関しては、経過措置を早急に講ずるものとする。  

注：以上の運営を図示すると、次のとおりである。 (図：省略)   

4. 定常化した段階における定期報告制度に関する建設省、関係行政庁、中央法人および地域法人のそれぞれ

の業務の流れおよびその分担を示すと、おおむね、次の(1)および(2)のとおりである。  

(1) 業務の流れと分担の概要  

  （注：◎印は主たるもの、○印は従的なものを、それぞれ示す。) 

組織区分 

業務等 
建設省 中央法人 関係行政庁 地域法人 

イ.建設大臣指定講習の実施 ○(援助) ◎ ○(援助)  

ロ.中央法人の指導・監督 ◎    

ハ.地域法人の指導・監督・援助  ○ ◎  

ニ.関係官庁・団体等の調整 ◎ ○ ◎ ○ 

ホ.関係方面へのＰＲ ○ ◎ ○ ◎ 

ヘ.指定対象への通知(指示)   ○ ◎ 

ト.資格者の業務登録その他の一元管理およ

び業務基準等の制定・保全 
 ◎  ○(援助) 

チ.業務基準等の運用指導  ○  ◎ 

リ.資格者の指導監督  ○  ◎ 

ヌ.定期報告業務の受託・実施    ◎ 

 

 (2) 各組織の具体的業務  

（注：(1)と重複して掲げてあるものがある。）  

イ．建設省  

ａ．中央法人の指導・監督(援助)  

ｂ．関係官公庁・団体等との連絡調整  

ｃ．その他定期報告制度の周知徹底のために必要な措置  

ロ．中央法人  

ａ．建設大臣指定講習の実施  

ｂ．資格者の業務登録の実施（業とする者のみを対象。聴講建築士等を含む。）  

ｃ．資格者業務登録名簿(写)の関係先配布・周知徹底措置  

ｄ．業務基準・業務報酬基準等の制定・保全  

ｅ．地域法人の指導・援助  

ｆ．その他定期報告制度の周知徹底のために必要な措置  
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ハ．関係行政庁  

ａ．地域法人の指導・監督・援助  

ｂ．指定対象の拡充・整備  

ｃ．指定対象台帳(写)の交付（対地域法人）  

ｄ．指定対象の所有者・管理者に対する定期報告提出指示(地域法人に代行させる方向を考慮する)  

ｅ．定期報告のないものに対する調査・検査の実施  

ｆ．必要に応じた行政処分および刑事処分手続  

ｇ．関係官庁・団体等との連絡調整  

ｈ．その他定期報告制度の周知徹底のために必要な措置  

ニ．地域法人  

ａ．指定対象台帳の整備（関係行政庁資料および新規資料）  

ｂ．指定対象の所有者・管理者に対する定期報告提出通知（又は関係行政庁の委託を受けて、指示）  

ｃ．管内資格者の掌握・指導  

ｄ．定期報告業務の受託  

e．関係方面への PR  

ｆ．その他定期報告制度の周知徹底のために必要な措置  

5. 当面、とくに緊急に、建設省、関係行政庁および現存の中央法人において、それぞれ、行なう必要のある事

項は、次の(1)～(3)のとおりである。  

(1) 建設省  

イ．中央法人の体制整備(新規設立)作業の推進  

ロ．各関係行政庁の指定対象の範囲および時期の調整  

ハ．定期報告制度運営要領の制定  

(2) 関係行政庁  

イ．地域法人の設立作業の推進  

ａ．団体の性格は、財団法人を原則とする。  

ｂ．建築行政ＯＢ等の当該地域のベテランを含め、関係業界団体代表および学識経験者を役員にあてる

ものとする。  

ｃ．専任の職員若干名を置くものとする。  

ｄ. 運営の財源は、直接受託収入、事業収入（資格証明用紙販布等）、関係行政庁事務委託料、中央法人

および関係行政庁の助成金等によるものとする。  

ロ．指定対象の範囲および報告時期の拡充、整備  

ハ．経過措置としての関係行政庁等の協議会の設立・運営  

(3) 中央法人  

イ．業務基準・業務報酬基準の制定  

ロ．資格者業務登録の実施  

ハ．同登録名簿（写）の作成・配布  

【以下省略】 
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⑵ 定期報告制度の運用上の留意事項について 

（平成 15年 7月 9日国交省住指発第 1184 号により廃止） 

   

建設省住指発第１９２ 号 

平成１２年 ３月３１日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

建設省住宅局建築指導課長  

 

定期報告制度の運用上の留意事項について 

 

定期報告制度は、建築基準法第１２条第１項及び第２項（現３項）に基づき、特定行政庁

において実施されているところであるが、運用上明確化を図るべき点があるとして、政府の

「規制緩和推進３ヶ年計画」（平成１０年３月３１日閣議決定、平成１１年３月３０日改定）

及び総務庁の「規制行政に関する調査結果に基づく勧告」（平成１２年３月２３日）におい

て改善等の指摘がなされたところである。 

ついては、これらの事項に関する建設省の見解を下記に示すので、これに留意の上、的確

な運用を図られたく、通知する。 

なお、昭和４６年１２月２８日付建設省建築指導課長通達（建設省住指発第９１８号）で

通知した定期報告制度運営要綱」及び同通達別添３定期報告制度実施体制の経過措置につ

いて」は、現行制度の初動期における準備として既に目的を達したことから、明確化のため、

この際廃止する。 

貴管内特定行政庁に対しても、この旨周知方お願いする。 

 

記 

 

１ 調査及び検査事項の重複の排除について 

同一の建築物が、建築基準法第１２条第１項の特殊建築物等定期調査と同条第２項の

建築設備定期検査の両方の対象に指定される場合にあっては、特定行政庁は、調査及び検

査の実施において両昔の間で重複が生じないよう、同法施行規則第５条第２項及び第６

条第２項に基づく「報告すべき事項」を定めるにあたり、十分配慮する必要があること。 

この場合、「換気設備、排煙設備又は非常用照明装置等の安全対策上必要な建築設備に

ついて、これらの設置が建築物の現状の使用状況における各室の用途、間仕切り、避難通

路等の状況からみて適切になされているかどうか」の確認を特殊建築物等定期調査にお

いて行い、「風量、照度等の測定又は非常時における作動等建築設備の機能が適切に維持

されているかどうかの確認」を建築設備定期検査において行うことを原則に仕分けるこ

とが適当であること。 
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２ エレベーターの検査における重複の排除の徹底について 

エレベーターの維持保全においては、建築基準法第１２条第２項に基づく定期検査と

労働安全衛生法第４１条第２項に基づく性能検査との重複を避けるため、昭和５４年１

１月８日付建設省建築指導課長通達（建設省住指発第３３２号）により、別添のとおり定

期検査対象の指定方針を通知したところであるが、今般、総務庁行政監察局の調査により、

実態上重複受検がみられる地域があるとの指摘がなされていること。 

このため、特定行政庁におかれては、管内所在の労働基準監督署とも必要に応じ協議の

上、重複の生じないよう改めて徹底されるようお願いする。 

 

３ 地域法人の行う定期報告代行業務の性格について 

地域法人（特定行政庁との契約に基づき定期報告制度に関連する業務を行う公益法人

等をいう。）が実施している定期報告代行業務については、特定行政庁の行うべき行政行

為としての報告の受理を代行するものではないこと。 
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⑶  建築基準法施行令第 149 条の規定の改正に係る都区の事務の取扱等について  

  

平成 12年 6月 29日 
12都市建調第 148号 

特別区建築主務部長 殿 
東京都都市計画局建築指導部長 
 

建築基準法施行令第 149条の規定の改正に係る都区の事務の取扱等について 
 
 建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号。以下、「令」という。）第 149条が改正され、
東京都と特別区の建築主事及び特定行政庁の権限に属する事務配分を新たに整備し、平成

12年 4月 1日から施行されております。このことについて、下記のとおり取り扱いますの
で、よろしくお取り計らい願います。 
 なお、昭和 50年 11月 4日首都建調第 311号通達は廃止します。 
 

記 
 
１ 東京都の建築主事又は特定行政庁の権限に属する事務 
（１） 法の規定により定められた事務 

   ア 延べ面積が 10,000平方メートルを超える建築物に係る事務 
   イ 法 51 条（卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に限る。）の規定により都

知事の許可を要する建築物に係る事務 
   ウ 建築基準法以外の法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により知事の許

可（区長の権限に属するのを除く）を要する建築物又は工作物に係る事務 
   エ 令第 138条第 1項各号及び同条第 3項第 2号ハからチまでに掲げる工作物で上

記アからウに掲げる建築物に附置又は附属するものに係る事務 
   オ 令第 146 条第 1 項第１号に掲げる建築設備で上記アからウに掲げる建築物に設

けるものに係る事務 
（２） 都区間の取り決めで定める事務 

   ア 敷地内に都所管の建築物がある場合の当該敷地内の建築物に係る事務 
   イ 都所管の建築物を含む法第 86条第１項、同条第 2項及、第 86条の 2第 1項及

び第 86条の 5第 2項の規定による一団地の総合的設計制度及び連担建築物設計
制度の認定区域内の建築物に係る事務  

   ウ 上記ア、イに掲げる建築物に附置又は附属する工作物及びア、イに掲げる建築

物に設ける建築設備に係る事務 
 
２ 特別区の建築主事又は特定行政庁の権限に属する事務 
  上記１以外の事務が特別区の権限に属する事務となります。 
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３ 仮設建築物 
仮設建築物についても、上記 1、2と同様の扱いとします。 
なお、従前は、政令第 146条第 1項第 1号に掲げる建築設備の有無による都扱い並び

に特定街区、住宅地高度利用地区計画又は再開発地区計画内の認定を要するものを都の建

築主事の権限に属する建築物とする扱いなど、一部変則的な取り扱いが定められていまし

たが、今回、これらの規定が整備されましたので注意願います。 
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⑷ 定期報告制度の運用に係る留意事項について 

   

国住指１１８４号  

平成１５年７月９日  

 

 都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

   

定期報告制度の運用に係る留意事項について（技術的助言） 

 

国土交通省では、「定期報告制度の適切な運用に関する検討調査委員会」（委員長:松本光

平明海大学教授）の検討結果を踏まえ、平成１５年３月１０日に、建築基準法施行規則等の

一部を改正する省令（平成１５年国土交通省令第１６号）を公布し、定期報告の内容として

最低限必要な事項等を示したところである。  

ついては、その運用に関し下記に留意事項をまとめたので参考とされるとともに、管内特

定行政庁に対しても、周知方お願いする。  

本通知の発出に伴い、「建築基準法第１２条の規定に基づく定期検査に係る昇降機の指定

方針（案）について」（昭和５４年１１月８日建設省住指発第２３２号）及び「定期報告制

度の運用上の留意事項について」（平成１２年３月３１日建設省住指発第１９２号）につい

ては、廃止する。なお、昭和４６年１２月２８日建設省住指発第９１８号で通知した「定期

報告制度運営要綱」及び同通達別添３「定期報告制度実施体制の経過措置について」は、「定

期報告制度の運用上の留意事項について」（平成１２年３月３１日建設省住指発第１９２号）

により、既に廃止されていることを申し添える。  

   

記 

 

１ 改正の概要  

改正後の建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「改正規則」という。）

では、定期報告の内容として最低限必要な事項等を別記第三十六号の二様式から別記第

三十六号の四様式まで（フレキシブルディスクによる場合は、それぞれ別記第八十四号の

二様式から別記第八十四号の四様式まで）に定め、それぞれ当該様式による報告書によっ

て報告を求めることとした。ただし、改正規則第５条第２項及び第６条第２項により、特

定行政庁は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく条例に関する事項その他

の必要な事項を記載する報告書の様式を別に定めることができることとし、その場合は

当該様式により報告を求めることとした。  

また、改正規則第５条第３項及び第６条第３項により、建築物の敷地、構造及び建築設

備等の状況を把握するためにそれぞれ報告書に添付させるべき書類についても、特定行

政庁が定めることとした。  
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改正規則の施行日は平成１５年９月１日であるが、平成１６年３月３１日までは、従前

の様式によっても報告することができる旨の経過措置をおくこととした。  

 

２ 改正省令に関する留意事項  

(1) 様式記入上の留意事項  

① 建築基準法令への適合について  

建築基準法令への適合について、建築物の所有者又は管理者に対して調査又は検

査を行う資格者から「法不適合の指摘」や「要注意の指摘」がなされた場合にその旨

を報告することとしたことから、報告の受理にあたっては、次の事項に留意されたい。  

ア) 法不適合の指摘  

調査又は検査を行う資格者に対し、建築基準法令め各規定に定める基準に不適

合であると判断される事項を見つけた場合は、「法不適合の指摘」を所有者又は管

理者に対して行わせることとする。また、現行の建築基準法令の各規定に定める

基準には不適合であるが、着工時の建築基準法令に適合すると判断される場合に

ついては、「既存不適格」を併せて指摘する。「既存不適格」であることの判断が

困難な場合は、「法不適合の指摘」を行った上で、既存不適格に係る判断が困難な

旨を添付書類等において示させることが考えられる。  

なお、既存不適格が指摘された箇所については、所有者又は管理者において、

建築物等の状況が現行の建築基準法令の基準に不適合である旨の認識がされる

よう、既存不適格制度の周知に努められたい。  

イ) 要注意の指摘  

調査又は検査を行う資格者に対し、法不適合となるかどうかの判断が困難な場

合や、現時点では法不適合となっていないが、放置することにより短期間に法不

適合となる疑いがあると判断される場合など、注意喚起を図る必要があるときに

は、「要注意の指摘」を所有者又は管理者に対し行わせるものとする。  

ウ) 国土交通大臣の認定の取扱い  

国土交通大臣の認定を受けている部分のある建築物においては、当該認定を受

けた部分について、認定時の条件が維持されていない又はその疑いがあると判断

される場 合に、それぞれ「法不適合の指摘」又は「要注意の指摘」を行わせるこ

ととなる。  

エ) 改善の予定  

指摘事項があったときは、その改善時期の目安を含め、改善の予定について報

告させるものとする。  

②  増築、改築及び用途変更等の状況について  

建築物及び建築設備等の状況について把握するため、各様式において、確認等に要

した図書等の関連図書の整備状況及び定期報告の状況を報告させることとする。  

なお、所有者又は管理者においては、維持保全を円滑に行うため、これらの関連図

書及び報告書の保存を図るとともに、所有者又は管理者が変更するときにはその継
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承に努めることが望ましいので、定期報告の機会における啓発に努められたい。  

③  その他各様式ごとの留意事項  

建築物に係る増築、改築、用途変更等により、防火上、構造上その他の問題が生じ

ることが多いことから、別記第三十六号の二様式の第二面中「増築、改築、用途変更

等の経過」欄により、増築、改築及び用途変更等の経緯について報告を求めることと

する。  

別記第三十六号の三様式について、複数の昇降機等についての報告が同時に行わ

れることが多いことに留意し、別紙を活用することとした。  

別記第三十六号の四様式の第二面中「換気設備の概要」欄等の各建築設備の概要の

欄は、当該建築物における建築設備の設置状況を示すものであり、検査時になんらか

の指摘をした建築設備を指すものではないため、検査による指摘の概要に記入され

た「法不適合の指摘」又は「要注意の指摘」が建築設備のどの部分についてなされた

ものであるかを把握するためには、添付書類等によって確認することが必要となる。  

(2) 添付書類に関する留意事項  

特殊建築物等の定期報告は、改正規則第５条第２項に規定する様式に、同条第３項

に基づき、特定行政庁が規則で定めるところにより、建築物の敷地、構造及び建築設

備の状況を把握するために必要な書類を添えて行わせることとする。特定行政庁は、

同項に基づく書類としては、例えば、特殊建築物等調査資格者等が実際に調査を行う

際に用いる調査票を添付するよう定めることなどが考えられる。  

なお、昇降機等、建築設備等についても同様に、改正規則第６条第３項に基づき、

特定行政庁が規則で定めるところにより、その状況を把握するために必要な書類を添

えて定期報告を行わせることとする。  

(3) フレキシブルディスクに関する留意事項、  

改正規則第１１条の３により、定期報告についても、その手続きをフレキシブルデ

ィスクによることができることとし、別記第八十四号の二様式から別記第八十四号の

四様 式までに、フレキシブルディスクによる報告書の様式を定めたところである。特

定行政庁は、フレキシブルディスクによる報告をすることができる区域について規則

で定める際には、必要に応じて、各様式ごとに除外する旨の規定をすることができる。  

 

３ 定期報告対象の考え方  

(1) 定期報告対象建築物の見直しについて  

定期報告対象建築物については、「建築基準法第１２条の規定に基づく定期報告対象建

築物の指定について」（昭和５９年４月２日建設省住指発第１２５号）等の技術的助言

により建築基準法別表第１の(ろ)欄から(に)欄までを参考に用途ごとの規模等を示し

ているところであるが、小規模雑居ビルにおける火災危険性を踏まえ、特にキャバレー、

カフェー、ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技場、公衆浴場、待合又は料理店等

の用途に用いられる建築物についての指定のあり方について積極的に見直すことを検

討されたい。  
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なお、定期報告対象建築物や定期報告対象建築設備等については、地域の建築物の維

持保全の状況を踏まえ、必要に応じて適宜見直しを行うことが必要である。  

(2) 定期報告における重複の排除の徹底について  

① 調査事項及び検査事項の重複の排除  

同一の建築物等が、建築基準法第１２条第１項の特殊建築物等定期調査と同条第

２項の建築設備定期検査の両方の対象に指定される場合にあっては、特定行政庁は、

両者の間で調査事項及び検査事項が重複しないよう、例えば「換気設備、排煙設備

又は非常用照明装置等の安全対策上必要な建築設備について、これらの設置が建築

物の現状の使用状況における各室の用途、間仕切り、避難通路等の状況から見て適

切になされているかどうか」の確認を特殊建築物等定期調査において行い、「風量、

照度等の測定又は非常時における作動等建築設備の機能が適切に維持されている

かどうかの確認」を建築設備定期検査において行うといった配慮をする必要がある。  

② 昇降機等の検査における重複の排除  

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第４１条第２項に基づく性能検査は、

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）別表第１第一号から第五号までに掲げる事

業の用に供 される建築物の作業場の部分において、専ら生産過程の一部として原

材料、製品等の運搬の用途に供されるもの又は専ら搬送過程の一部として貨物等の

運搬の用途に供されるもの（専ら生産又は搬送の作業に従事する者が運搬のため乗

り込むものを含む。）を対象としていることから、建築基準法第１２条第２項に基づ

く昇降機等に係る定期検査の対象の指定にあたっては、重複した指定を行わないな

ど、関係部局等と十分に調整することが必要である。  

(3) 独立行政法人等の取扱い  

独立行政法人等のうち、国等の機関とみなして建築基準法第１８条が適用される法

人であっても、当該法人の建築物等で国又は特定行政庁が所有又は管理していないも

のは、定期報告の対象となるので、留意されたい。  

 

４ 維持保全の推進  

(1) 他法令との関係について  

消防法（昭和２３年法律第１８６号）、労働安全衛生法、建築物における衛生的環境

の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）、エネルギーの使用の合理化に関する

法律（昭和５４年法律第４９号）、高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築

物の建築の促進に関する法律（平成６年法律第４４号）、建築物の耐震改修の促進に関

する法律（平成７年法律第１２３号）その他建築基準法令以外の法令に規定する事項

については、建築基準法第１２条第１項に基づく調査又は同条第２項に基づく検査の

対象とならない。  

なお、日頃より関係機関との連携体制の整備を図り、他の法令に規定する事項につ

いて報告を受けた場合にあっては、当該事項について関係機関への連絡を行うよう努

められたい。  
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(2) 特定行政庁における報告の位置付けについて  

特定行政庁は、報告において法不適合とされた事項については、早急にその状況の

把握を行い、必要な措置を講ずるべきである。また、要注意とされた事項については、

その内容に応じて必要な状況の把握、注意喚起等を行うよう努められたい。  

なお、状況の把握は、建築基準法第１２条第３項に基づく報告によって行うほか、

法不適合が指摘されている場合であって、立入権等の行使がその事実確認に必要であ

る場合には、同条第４項を適用することも考えられる。  

建築基準法令への不適合事項については、これまでも必要な措置が行われていたと

ころであるが、改正規則の施行に伴い、調査又は検査の過程で判明した事項への措置

を行う業務が新たに発生することから、定期報告の対象となる建築物の数や用途、必

要な報告がされていない建築物の数等の状況を考慮し、特定行政庁で行うべき業務の

内容に応じ、必要な体制の整備を図るよう努められたい。  

なお、地域法人（特定行政庁との契約に基づき定期報告制度に関連する業務を行う

公益法人等をいう。）が実施している定期報告代行業務については、特定行政庁の行う

べき行政行為としての報告の受理を代行するものではないことに留意されたい。  

(3) 所有者又は管理者への報告について  

建築物等の維持保全を円滑に行うため、特定行政庁に対する報告事項とならない事

項についても、所有者又は管理者が必要に応じ、安全上又は衛生上必要な事項につい

て調査又は検査を行うことが考えられる。こうした要求にこたえるため、調査又は検

査を行う資格者は、建築基準法令の施行状況や建築物等の維持保全に係る知識及び技

術の更新に努めることが望ましい旨、周知を図られたい。  
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⑸ 東京都建築基準法施行細則の改正について 

 

１５都市建企第３３４号 

平成１５年１０月３０目 

 

（財）東京都防災・建築まちづくリセンター 理事長 殿 

（財）日本建築設備・昇降機センター    理事長 殿 

東京都昇降機安全協議会         理事長 殿 

 

 

東京都都市計画局市街地建築部長 

 

 

東京都建築基準法施行細則の改正について（通知） 

 

日頃から東京都の建築行政にご協力いただき、感謝しております。 

このたび東京都では、建築基準法第 12 条第 1 項及び第 2 項に基づく定期報告制度に関して、

東京都建築基準法施行細則（以下「細則」という。）を別添のとおり改正し、平成 15 年 10 月 15

日に公布しましたのでお知らせします。 

細則改正にあたっての考え方は別紙のとおりです。 

また、東京都では本改正に対応する事務処理要領等の改正等を今後予定しています。 

なお、特定行政庁あて通知した細則改正に伴う運用方針等を参考までに添付します。 

今後とも、定期報告制度の円滑な運用にご協力方よろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

担当：市街地建築部建築企画課 

建防災係 
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別 紙 

 

平成１５年１０月３０日 

東京都都市計画局市街地建築部建築企画課 

 

定期報告制度に関する東京都建築基準法施行細則の改正について 

 

１ 改正の考え方 

(1) 報告対象建築物・建築設備・昇降機の指定の変更 

建築物の維持保全は所有者・管理者の責任であり、本来公権力が介入する必要はないが、

不特定多数の人が多数利用する建築物等の場合には、維持保全の不備による事故・災害の

発生や被害の拡大が、第三者に危害を及ぼす恐れがある。 

東京都においては、平成１３年９月に起こった歌舞伎町雑居ビル火災を契機に定期報告

制度の運用を強化するため、さらに、法の趣旨に基づき「自己責任」、「二重行政の排除」

の観点からも報告対象建築物等の見直しを行ったものである。 

(2) 定期報告に関する関係規定の整備 

建築基準法施行規則（以下「規則」という。）第５条及び第６条の改正に伴い、報告書の

様式を改正した。規則で定められた様式に都において必要な項目を追加するとともに、従

来告示で定めていた特殊建築物等の項目別評定書の内容を一部変更し細則上の様式とし

た。 

また、定期報告に係る各指定講習機関が作成した添付書類を参考に、これまで事務処理

要領を根拠として提出を求めていた各様式を告示で明確に位置づけ、これまで定めていた

様式と併せて告示を全面的に改正した。 

 

２ 改正の概要 

(1) 報告対象建築物・建築設備の指定の変更 

ア 特殊建築物等（第１０条関係） 

(ｱ) 共同住宅等（共同住宅等と他用途との複合用途を含む。）の指定対象規模を引上げ

るとともに、住戸内は報告対象としないこととした。 

(ｲ) 旅館、ホテル、病院、診療所又は児童福祉施設等の用途で平家建ての揚合の指定対

象規模を引上げた。 

(ｳ) キャバレー、飲食店等用途が地階にある揚合も報告を要することとした。 

イ 昇降機（第１２条関係） 

(ｱ) ホームエレベーター等個人住宅内に設置された昇降機については報告を要しない

こととした。 

(ｲ) 労働安全衛生法に基づく性能検査を受けている昇降機については、報告を要しな

いこととした。 

(ｳ) 小荷物専用昇降機のうちテーブルタイプについては、報告を要しないこととした。 

ウ 建築設備（第１２条関係） 
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(ｱ) 定期報告を要する建築物のうち共同住宅の住戸の部分が定期報告の対象から除か

れたことに伴い、共同住宅の住戸内の換気設備及び給排水設備は報告を要しないこ

ととした。 

(ｲ) 換気設備については対象範囲を限定し、任意設置のものは報告を要しないことと

した。 

(ｳ) 排煙設備については、自然排煙設備に関しては定期調査項目となったことから、

機械式の送風機又は排煙機を有するものに対象範囲を限定した。 

 

(2) 定期報告に関する関係規定の整備 

以下の様式について、規則第５条及び第６条の改正を受けて見直した。添付書類の各様

式については、今後の法令の改廃及び技術の進展等に対応しやすくするため、知事が別に

定めることとし、定期報告に係る各指定講習機関が作成した調査票及び検査表を参考に特

定行政庁として必要な項目を追加して告示で定めた。 

ア 定期調査報告書（第１１条関係） 

規則第 36 号の２様式（第５条関係）に都として必要な項目を追加するとともに、第

三面については、今後の統計処理に配慮し、従来告示で定めていた項目別評定書を参考

に表形式として定めた。 

事務処理要領を根拠として提出を求めていた添付書類の特殊建築物等調査書につい

ては、(財)日本建築防災協会が作成した定期調査票の調査項目等を細則の別記第４号様

式第三面及び第四面の調査項目順に並び替えたうえで東京都建築安全条例の項目を追

加し、告示様式として明確に位置づけた。 

イ 定期検査報告書（第１３条関係） 

(ｱ) 昇降機等の定期検査報告書については、規則第 36 号の３様式（第６条関係）に都

として必要な項目を追加し、従来の様式を全面的に改正した。 

また、(財)目本建築設備・昇降機センターが作成した様式を参考に、これまで事

務処理要領を根拠として提出を求めていた点検表を検査表とし、従来の検査成績書

を定期検査成績表とし、併せて告示に明確に位置づけた。 

なお、複数の昇降機について同時に報告する場合の様式は、事務処理要領で定め

ることとした。 

(ｲ) 建築設備の定期検査報告書については、規則第 36 号の４様式（第６条関係）に都

として必要な項目を追加し、従来の様式を全面的に改正した。 

また、(財)日本建築設備・昇降機センターが作成した様式を参考に、これまで事

務処理要領を根拠として提出を求めていた定期検査表を検査項目表とし、従来の項

目別評定書を定期検査項目別評定書とし、併せて告示に明確に位置づけた。 

ウ 休止・廃止する場合及び再使用する場合の規定の整備（第１３条第５項から第８項関

係） 

従来から定めていた休止・廃止の規定に加えて、再使用する場合の規定を整備し、検

査の有効期間内の休止届については提出する必要がないものとする一方、再使用する場

合には定期検査を義務付けることとした。 
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⑹ 分譲共同住宅の定期調査・検査報告書の報告者等の記載方法に関する周知方について 

 

１７都市建企第４７３号 

平成１８年 ２月２４日 

 

財団法人 東京都防災・建築まちづくりセンター 建築防災事業部長 様 

財団法人 日本建築設備・昇降機センター 常務理事 様 

有限責任中間法人 東京都昇降機安全協議会 常務理事 様 

 

東京都定期調査・検査報告行政連絡会会長 

（東京都都市整備局市街地建築部建築企画課長） 

 

分譲共同住宅の定期調査・検査報告書の報告者等の 

記載方法に関する周知方について(依頼) 

 

日頃から東京都内各特定行政庁の建築行政とりわけ定期報告に関しまして、ご協力いた

だき厚くお礼申し上げます。 

さて、ご承知のように平成 17 年 6 月 1 日から建築基準法第 12 条第 1 項及び第 3 項に基

づく定期報告の際、閲覧用の書類として定期調査・検査報告概要書の提出が義務付けられ、

閲覧の請求があった場合は、一般の閲覧の用に供することとなりました。 

一方、これまで定期調査・検査報告書の所有者、管理者及び報告者の記載方法について

は、本来の記載方法と異なり、必ずしも統一がとれていないものが見受けられます。 

そこで、建築基準法及び同法施行規則の改正を機に、今後は、各受付機関の窓口におい

て定期調査・検査報告書及び同概要書の報告者等を下記のように統一して記載のうえ提出

していただくよう、調査者・検査者等に対して周知方をよろしくお願いいたします。 

なお、このことについて、(社)高層住宅管理業協会あてに会員への周知方を別添(写)の

とおり依頼しておりますので参考までにお知らせいたします。 

 

記 
 
所有者  ○○ マンション区分所有者一同 

管理者  ○○ マンション管理組合 理事長 ○○ ○○ 

報告者  ○○ マンション管理組合 理事長 ○○ ○○ 

 

【連絡先】 

東京都都市整備局市街地建築部 

建築企画課建築防災係 
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⑺ 建築基準法施行規則の一部改正等の施行について 

 

国 住 指 第 ２ 号 

平成２０年４月１日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

建築基準法施行規則の一部改正等の施行について（技術的助言） 

 

建築基準法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年国土交通省令第７号。以下「改 

正省令」という。）及び関連する告示（平成２０年国土交通省告示第２８２号から第２８５ 

号まで。以下それぞれ「定期調査告示」、「昇降機定期検査告示」、「遊戯施設定期検査告示」 

及び「建築設備等定期検査告示」という。）の運用について、地方自治法第２４５条の４第 

１項の規定に基づく技術的助言として下記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び地域法人（特定行政庁との契約に基づき定期 

報告制度に関連する業務を行う公益法人等をいう。）に対しても、この旨を周知いただくよ 

うお願いする。 

 

記 

 

第１ 省令改正等の概要 

１ 定期調査及び定期検査の項目、事項、調査・検査の方法及び結果の判定基準の明確化

これまで建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）及びこれに基

づく命令の規定において具体的な方法等が明確にされていなかった法第１２条第１項

に規定する調査（以下単に「調査」という。）及び同条第３項に規定する検査（以下単

に「検査」という。）について、今回の省令改正等により、国土交通大臣が定める項目

及び事項ごとに国土交通大臣の定める方法により調査又は検査を行い、国土交通大臣

の定める基準により是正又は重点的な点検の必要性を判定することとした。 

なお、昇降機及び遊戯施設の一部の検査事項については、「要是正」及び「要重点点

検」の基準を、これら以外の項目等については「要是正」の基準を示した。 

 

２ 報告内容の充実 

報告の際に必要となる書類について、以下のように改めた。 

(1) 昇降機及び遊戯施設のそれぞれについて報告書及び報告概要書の様式を定めた。 

(2) 調査・検査の項目ごとの調査者・検査者及び代表となる調査者・検査者を明記す

ることとした。 

(3) 調査又は検査の結果指摘のあった項目に対する改善に関する事項、前回の検査以
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降に発生した不具合等に関する事項等を追加した。 

(4) 調査結果表又は検査結果表の添付を義務付けた。 

(5) 一部の調査項目及び検査事項（以下「調査項目等」という。）について、写真等の

関係資料の添付を義務付けた。 

 

第２ 留意事項 

１ 共通事項 

(1) 結果の報告に当たって添付すべき資料 

「要是正」又は「要重点点検」と判定された調査項目等について、是正を要する状

態又は重点的な点検を要する状態を撮影した写真の添付を義務付けることとした。

このため、報告の際にこれらの添付資料の提出がない場合は、追加の提出を求める

必要がある。 

(2) 報告を受けた特定行政庁の対応 

次の各号に掲げる報告を受けた場合に応じ当該各号に定める措置を講じる必要が

ある。 

ア 要是正の指摘がある報告を受けた場合法第１２条第５項の規定により是正状

況の報告徴収を行い、その内容に応じて法第９条の規定による是正命令又は法第

１０条の規定に基づく勧告若しくは命令等の是正措置（以下「命令等の是正措置」

という。）等 

イ 不具合の状況（特殊建築物調査については不具合等の状況）について記載のあ

る報告を受けた場合事故を未然に防ぐ観点から必要な範囲において所有者等へ

の原因究明、再発防止策検討の要請等 

(3) 経過措置 

施行日以前に調査又は検査を開始した者についてはなお従前の例によることと

した。「調査又は検査を開始した」とは、特殊建築物等調査については建築基準法施

行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「施行規則」という。）別記第３６号の

２の４様式第三面１欄イに記載された日、昇降機検査については施行規則別記第３

６号の３様式第二面２欄イに記載された日、遊戯施設検査については施行規則別記

第３６号の３の３様式第二面２欄イに記載された日、建築設備等検査については施

行規則別記第３６号の４様式第二面３欄イに記載された日から判断するものとす

る。ただし、当該調査又は検査が二日間以上実施され、かつ契約書等の書面をもっ

て調査又は検査の着手日が明確に確認できる場合は、当該書面により確認された日

とすることができるものとする。 

 

２ 特殊建築物等の調査 (略) 

 

３ 昇降機の検査 

(1) 検査及び報告 
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ア パッドの残存厚みの状況（当該状況の検査方法を製造者が指定している場合に

限る。）並びに巻上機綱車の溝の摩耗又は綱車と主索のトラクションの状況（昇降

機定期検査告示別表第一 一項（14）、別表第二 一項（10）、別表第四 四項（19）、

別表第六 二項（19）、別表第九 一項（8）及び別表第十 一項（11）並びに別

表第一 一項（12）、別表第二 一項（8）、別表第六 二項（8）及び別表第十 一

項（9）関係） 

パッドの残存厚みの状況（当該状況の検査方法を製造者が指定している場合に

限る。）並びに巻上機綱車の溝の摩耗又は綱車と主索のトラクションの状況につ

いては、製造者が指定する方法で検査することとされていることから、必要に応

じて当該検査方法に関する資料を求める必要がある。なお、例えばブレーキの構

造上パッドの残存厚みを測定することが可能であるにも関わらずブレーキを作

動させ目視で保持していることを確認するのみで良いとする等明らかに不適切

な方法を指定している場合は、昇降機の所有者等に対し、パッドの残存厚みを測

定するよう助言する必要がある。 

イ パッドの残存厚みの状況（当該状況の検査方法を製造者が指定していない場合

に限る。）及びつり合おもり底部のすき間の状況（昇降機定期検査告示別表第一 

一項（14）、別表第二 一項（10）、別表第四 四項（19）、別表第六 二項（19）、

別表第九 一項（8）及び別表第十 一項（11）並びに別表第一 六項（9）別表

第二 五項（10）、別表第四 六項（7）、別表第六 六項（9）及び別表第十 五

項（3）関係） 

パッドの残存厚みの状況（当該状況の検査方法を製造者が指定していない場合

に限る。）及びつり合おもり底部のすき間の状況については、「要重点点検」の判

定に際して前回の検査時の測定値が必要となる（パッドの残存厚みの状況につい

ては製造者が検査方法を指定していない場合に限る。）ことから、昇降機の所有者

等に対し、測定値が記載された検査結果表等の書類を適切に保管するよう周知徹

底する必要がある。なお、昇降機の設置後初回の検査においては、初期値（パッ

ドの残存厚みにあってはパッドの新品時の厚み、つり合おもり底部のすき間にあ

っては設置時のすき間）と比較することとし、初期値を得られない場合にあって

は「要重点点検」と判定することとする。また、前回検査時に測定していなかっ

た、前回検査の結果の書類を紛失した等の事情によりこれらの測定値を確認でき

ない場合は、「要重点点検」と判定し、維持保全の中で重点的に点検するよう指導

する必要がある。 

(2) 結果の報告に当たって添付すべき資料 

次の各号に掲げる検査事項に応じ当該各号に定める資料の添付を義務付けるこ

ととした。このため、報告の際にこれらの添付資料の提出がない場合は、追加の提

出を求める必要がある。 

ア パッドの残存厚み（昇降機定期検査告示別表第一 一項（14）、別表第二 一項

（10）、別表第四 四項（19）、別表第六 二項（19）、別表第九 一項（8）及び
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別表第十 一項（11）関係） 

パッドの状況を撮影した写真（パッドが複数ある場合は、最も摩損が進行した

もの）ただし、ブレーキの構造上又は設置状況により撮影が不可能な場合は、パ

ッドの状況を撮影した写真を添付しなくても差し支えないこととしたが、この場

合、必要に応じてブレーキの構造図、ブレーキの外観を撮影した写真等ブレーキ

の構造上又は設置状況により撮影が不可能であることが確認できる資料の添付

を求める必要がある。 

イ 主索（昇降機定期検査告示別表第一 二項（3）、別表第二 三項（4）、別表第

三 二項（3）、別表第四 二項（3）、別表第六 二項（16）、別表第七 一項（4）

及び別表第十 三項（1）関係） 

最も摩損が進行した主索の状況を撮影した写真 

(3) 国土交通大臣の認定の取扱 

昇降機及び遊戯施設については、構造方法等の認定申請の際に検査の方法を記載

した図書の添付を必要とし、検査においては、当該図書に記載された方法により検

査を行うこととした。これを受け、平成２０年４月１日以降に認定申請のあった昇

降機及び遊戯施設に係る認定書に、検査の方法が記載された図書を添付することと

した。国土交通大臣の認定を受けた部分のある昇降機にあっては、施行規則別記第

３６号の３様式第二面８．備考欄に、国土交通大臣の認定を受けた部分（構造上主

要な部分、制動装置等）及び認定番号の記載を求める等国土交通大臣の認定を受け

たものであることを明確にすることを求めるとともに、当該昇降機に係る認定書の

写しにより、構造方法等の認定申請の際に添付される図書に記載されている検査の

方法により検査されていることを確認する必要がある。なお、当該昇降機について

指定確認検査機関等が確認審査を行った場合等当該昇降機に係る認定書の写しを

特定行政庁が所有していない場合は、法第１２条第５項の規定により当該昇降機の

確認審査を行った指定確認検査機関等に認定を受けた構造方法等について報告を

求める必要がある。 

なお、構造方法等の認定申請の際に添付される検査の方法を記載した図書におい

ては、当該認定に係る部分について、昇降機定期検査告示に定められた検査の方法

の全部又は一部に代えて実施すべき検査の方法が記載されることとなるため、検査

結果表においては、「上記以外の検査項目」欄に、検査の方法を記載した図書に記載

されている検査の項目及び事項を追加するとともに、図書に記載されている検査の

方法に係る検査の項目及び事項と代替関係にある昇降機定期検査告示に定められ

た検査の項目及び事項を抹消することとなるが、図書に記載されている検査の方法

における検査の項目及び事項が、昇降機定期検査告示に定められた検査の項目及び

事項と同一である場合は、検査結果表の特記事項欄等において、項目及び事項ごと

の図書に記載されている検査の方法における検査の項目及び事項との対応関係を

明確にすれば足りるものとする。 
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４ 遊戯施設の検査 

(1) 結果の報告に当たって添付すべき資料 

走行台車枠及び車輪取付枠の劣化及び損傷の状況並びに走行台車先端軸、走行台

車中心軸及び車輪軸のき裂の状況（遊戯施設定期検査告示別表六項（3）及び（4）

関係）について、探傷試験の結果の概要が記載された資料の添付を義務付けること

とした。このため、報告の際にこれらの添付資料の提出がない場合は、追加の提出

を求める必要がある。 

(2) 国土交通大臣の認定の取扱 

昇降機及び遊戯施設については、構造方法等の認定申請の際に検査の方法を記載

した図書の添付を必要とし、検査においては、当該図書に記載された方法により検

査を行うこととした。これを受け、平成２０年４月１日以降に認定申請のあった昇

降機及び遊戯施設に係る認定書に、検査の方法が記載された図書を添付することと

した。 

国土交通大臣の認定を受けた部分のある遊戯施設にあっては、施行規則別記第 

３６号の３の３様式第二面８．備考欄に、国土交通大臣の認定を受けた部分（構

造上主要な部分、制動装置等）及び認定番号の記載を求める等国土交通大臣の認定

を受けたものであることを明確にすることを求めるとともに、当該遊戯施設に係る

認定書の写しにより、構造方法等の認定申請の際に添付される図書に記載されてい

る検査の方法により検査されていることを確認する必要がある。なお、当該遊戯施

設について指定確認検査機関等が確認審査を行った場合等当該遊戯施設に係る認

定書の写しを特定行政庁が所有していない場合は、法第１２条第５項の規定により

当該遊戯施設の確認審査を行った指定確認検査機関等に認定を受けた構造方法等

について報告を求める必要がある。 

なお、構造方法等の認定申請の際に添付される検査の方法を記載した図書におい

ては、当該認定に係る部分について、遊戯施設定期検査告示に定められた検査の方

法の全部又は一部に代えて実施すべき検査の方法が記載されることとなるため、検

査結果表においては、「上記以外の検査項目」欄に、検査の方法を記載した図書に記

載されている検査の項目及び事項を追加するとともに、図書に記載されている検査

の方法に係る検査の項目及び事項と代替関係にある遊戯施設定期検査告示に定め

られた検査の項目及び事項を抹消することとなるが、図書に記載されている検査の

方法における検査の項目及び事項が、遊戯施設定期検査告示に定められた検査の項

目及び事項と同一である場合は、検査結果表の特記事項欄等において、項目及び事

項ごとの図書に記載されている検査の方法における項目及び事項との対応関係を

明確にすれば足りるものとする。 

 

５ 建築設備等の検査 (略) 
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⑻ 建築物、遊戯施設等の安全確保対策について 

 

国 住 指第１９２号 

平成２０年４月１１日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

建築物、遊戯施設等の安全確保対策について 

 

建築物、遊戯施設等の安全確保については、かねてよりご尽力いただいているところであ

るが、昨年１０月１６日に、総務省から、遊戯施設の安全確保対策に関する緊急実態調査（以

下「緊急実態調査」という。）の結果に基づく勧告がなされたところである。 

ついては、貴職におかれても、建築物、遊戯施設の安全を確保するため、下記により必要

な措置を講じるようお願いする。 

なお、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨周知するようお願いする。 

 

記 

 

１．遊戯施設に係る確認審査等について 

遊戯施設に係る建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。)第１８

条の３第１項に規定する確認審査等について、総務省による緊急実態調査において、土地

に定着しているとの判断が困難であること等により、適切に実施されていない事例がみ

られたとされたところである。 

ついては、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号)第１３８条、第１４４条、

平成１２年建設省告示第１４１９号、別紙１の取扱い等に従い、構造等について適確に確

認審査等を行うとともに、築造主に対して確認審査等の申請を適切に行うよう徹底し、対

象とする遊戯施設の範囲等について疑義が生じた場合には当職に問い合わせるなど、引

き続き適確な確認審査等の実施に努めること。 

 

２．維持保全計画等の的確な作成等について 

建築物の維持保全計画の作成については、（昭和６０年建設省告示第６０６号）により

指針を示すとともに、遊戯施設の維持保全計画及び運行管理規程（以下、「維持保全計画

等」という。）の作成については、「遊戯施設の維持保全計画書及び遊戯施設の運行管理規

程の作成手引き」の周知による遊戯施設の安全対策の徹底について（依頼）」（平成１２年

１２月２６日付け建設省住指発第９３２号）により東日本遊園地協会理事長及び西日本

遊園地協会理事長あて通知し、「遊戯施設における事故対策について」（平成１９年５月６

日付け国住指第８６５号）により貴職に対し遊戯施設の維持保全計画書及び遊戯施設の

運行管理規程の作成手引き（以下「手引き」という。）を遊戯施設の所有者等に周知する
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よう通知したところである。 

しかし、総務省による緊急実態調査において、一部の遊戯施設の所有者等に手引きにつ

いての情報がなく維持保全計画等の策定に対する認識がなかった事例、専門的知識がな

く作成が困難である事例等がみられたとされたところである。 

ついては、維持保全計画等を作成していない建築物、遊戯施設等（以下、「遊戯施設等」

という。）の所有者等に対し、建築確認申請時や定期報告時といった機会を捉え、指針及

び手引きを参考に、遊戯施設については当該施設の製造者の協力を得ながら維持保全計

画等を作成し、適切な維持保全（遊戯施設については維持保全及び運行管理）に努めるよ

うあらためて指導すること。 

 

３．定期報告の的確な実施について 

(1) 定期報告の励行確保について 

法第１２条第３項の規定に基づく定期報告について、総務省による緊急実態調査に

おいて、一部の特定行政庁で定期報告対象となっている遊戯施設で定期報告を行わな

い所有者等に対し督促を行わない事例、督促の時期が不適切である事例等、定期報告

の励行の確保が不十分である事例がみられたとされたところである。 

ついては、定期報告対象となっている建築物、昇降機、遊戯施設等で定期報告がな

されていないものについて、当該遊戯施設等の所有者等に対して報告の督促を行うと

ともに、必要に応じて法第１２条第６項の規定に基づく立入検査を行うなど、定期報

告制度の重要性を所有者等に十分認識させ、定期報告の励行の確保を図ること。 

(2) 地域法人の行う定期報告代行業務について 

地域法人（特定行政庁との契約に基づき定期報告制度に関連する業務を行う公益法人

等をいう。）は、定期報告制度の円滑な運営のため、「建築基準法第１２条第１項及び

第２項に規定する特殊建築物の定期調査報告および昇降機その他の建築設備の定期

検査報告の推進について」（昭和４６年１２月２８日付け建設省住指発第９１８号）に

より住宅局長及び当職から設立等を要請したものであり、左通知が「定期報告制度の

運用上の留意事項について」（平成１２年３月３１日付け建設省住指発第１９２号）に

より廃止された後も、地域法人が定期報告制度の円滑な運営に果たす役割の重要性は

いささかも変わらないものであるが、地域法人が実施している定期報告代行業務につ

いては、「定期報告制度の運用に係る留意事項について（技術的助言）」（平成１５年７

月９日付け国住指第１１８４号）により、特定行政庁の行うべき行政行為としての報

告の受理を代行するものではない旨周知しているところである。 

しかし、総務省による緊急実態調査において、地域法人を経由しなければ特定行政

庁が定期報告を受け取らないと誤解されるおそれがある事例や、定期報告が地域法人

に提出されてから特定行政庁に到達するまでに１ヶ月以上を要している事例がみら

れたとされたところである。 

ついては、以下の①及び②を着実に実施するととともに、遊戯施設等の所有者等に

周知すること。 

① 法第１２条第３項の規定により、検査の結果の報告は特定行政庁に対して行うこ

ととされているところであり、地域法人を経由することを妨げるものではないが、
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地域法人を経由しなければ受理しないとの誤解を与えることがないよう十分留意

すること。 

また、行政手続法（平成５年法律第８８号）第３７条の規定により、建築物の所

有者等の報告義務は特定行政庁に到達したときに履行されたものとされることか

ら、地域法人を経由する場合であっても、「要是正」判定を含む報告については直ち

に特定行政庁に情報提供するとともに、形式上の要件に適合している報告について

は速やかに特定行政庁に送付するよう地域法人を指導すること。 

② 地域法人が行う業務には本来特定行政庁が行うべき業務が含まれることから、地

域法人が行う定期報告に係る業務の範囲、処理期間、個人情報や企業秘密等の情報

に係る取扱い等について、契約等により具体的に明らかにすること。 

 

４．事故情報等の収集等について 

遊戯施設等における事故の情報については、「建築物等に係る事故防止のための対応及

び連携体制の整備について（通知）」(平成１７年３月３１日付け国住防第３２７８号。以

下「事故防止対応通知」という。)により、 

① 法第１２条第１項又は第３項の規定に基づく定期報告に併せて事故に係る情報

を提供するよう所有者等に対して指導を行うこと、消防部局等関係行政機関との連

携体制を活用した情報収集等による事故情報の把握 

② 消防部局等関係行政機関との連携体制の整備と情報共有 

③ 事故情報を把握した場合の、所有者、管理者等に対する当面の再発防止対策の指

導並びに類似の施設・設備等がある建築物等の所有者、管理者に対する注意喚起及

び必要に応じた事故防止対策の指導 

④ 「建築物に関する被害、火災、事故に係る緊急連絡について」（平成８年１月２５

日付け建設省住防発第４号）による死者が発生した場合の国への報告と併せて、そ

れ以外の場合における、国に対する事故情報の提供等について依頼したところであ

るが、総務省による緊急実態調査において、事業者からの事故情報の報告の仕組み

が設けられていない事例、負傷者が生じている事故について報告されていない事例

がみられたとされたところである。 

ついては、以下の(1)から(4)までを参考に、管内の遊戯施設等における事故の発 

生及び拡大の防止を図ること。 

(1) 事故情報等の把握について 

事故防止対応通知により、利用者等からの通報、報道情報等の把握、法第１２条第 

１項又は第３項に基づく定期報告に併せた事故情報の提供の所有者等に対する指導、

消防部局等関係行政機関との連携体制を活用した情報収集をお願いしているところ

であるが、引き続き、事故情報収集・公表制度の策定、公報やインターネットによる

周知等により、広く情報の把握に努めること。 

なお、国土交通省においても、事故情報やヒヤリハットに関する情報提供窓口を設

置し、広く一般から情報を収集するとともに情報提供された事故情報や再発防止対策

等について積極的に情報提供することとしているので、これを参考に貴公共団体にお

いても情報提供窓口を設置するとともに、貴公共団体における取り組みとあわせ、広

419



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

 

 

報やインターネット等によりご周知いただくよう併せてお願いする。 

(2) 消防部局等関係行政機関との連携体制の整備について 

「遊戯施設の安全確保対策について」（平成１９年１０月１８日付け国住指第２６０

１号）による調査の結果、別紙２のとおり約６割の特定行政庁において連携体制が整

備されておらず、整備されていても事故の未然防止策の検討まで行っているのは約２

割にとどまるなど、連携体制の整備・活用がなされていない状況であることから、連

絡協議会の設置等により、関係行政機関との更なる緊密な情報共有・連絡体制の整備

を図ること。 

(3) 事故情報を把握した場合の対応について 

事故防止対応通知により、事故の発生した遊戯施設等について、 

① 法第１２条第５項の規定に基づき、事故情報の確認を行い、所有者、管理者等に

対して当面の再発防止対策を指導すること。 

② 類似の施設・設備がある遊戯施設等の所有者、管理者に対して注意喚起を行うと

ともに、必要に応じて事故防止対策を指導すること。 

等をお願いしているところであるが、これらに加え、収集した事故情報や再発防止対

策等の公表、遊戯施設等の製造者、保守点検実施者、関係団体への情報提供、再発防

止対策要請等により、事故の発生及び拡大の防止に努めること。 

なお、情報の取り扱いに当たっては、個人情報保護について十分配慮すること。 

(4) 国への事故情報の提供について 

これまでも、死者が発生した場合及びそれ以外の場合について、国に対し把握して

いる限りでの事故情報の提供を行うようお願いしているところであるが、これと併せ、

所有者、管理者等に対して指導した再発防止対策、類似の施設等の所有者、管理者に

対する注意喚起や事故防止対策、遊戯施設等の製造者、保守点検実施者、関係団体へ

の情報提供、再発防止対策依頼等を行った場合には、それらの内容についても情報の

提供をお願いする。 

(5) 不具合情報の取扱について 

建築基準法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年国土交通省令第７号）によ

り定期報告の報告内容が見直され、当該省令の施行後に着手した調査又は検査に係る

報告から、不具合等に係る情報が報告対象に追加されたところであるが、事故を未然

に防ぐ観点から、事業者への再発防止策の検討、技術的知見の情報共有の指導等を行

うこと。また、事故の予防上特に重要と認められる事案については、不具合の内容、

再発防止策、得られた技術的知見等について情報の提供をお願いする。 

 

５．その他 

平成 20 年 2 月 26 日に、社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会

において「昇降機、遊戯施設等の安全確保について」がとりまとめられた（国土交通省ウ

ェブページ http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/07/070226.html 参照、概要は別紙３）

ので、併せて参考とされたい。 
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⑼ 建築物等における不具合情報の取扱いについて 

 

事 務 連 絡 

平成 20 年 11 月 20 日 

 

各都道府県建築主管課 殿 

国土交通省住宅局建築指導課 

課長補佐 楠田 勝彦 

 

建築物等における不具合情報の取扱いについて 

 

建築基準法施行規則の一部を改正する省令（平成 20 年国土交通省令第 7号）による建築

基準法第 12 条に基づく定期報告の報告内容の見直しにより、昇降機等の不具合等に係る情

報が報告対象に追加されたところであり、その対応については、建築指導課長から、「建築

物、遊戯施設等の安全確保対策について」（平成 20年 4月 11 日付国住指第 192 号）４．（５）

において、設計ミス、材料欠陥のように他の昇降機等にも同種の不具合が発生し、重大な事

故に至るおそれがある等、事故の予防上重要と認められる事案についての情報の提供をお

願いしているところですが、今般、その昇降機に係る部分の運用の詳細について下記のとお

りとしますので、ご協力をお願いします。 

なお、この旨、貴都道府県内の特定行政庁に対してご周知頂くようお願いします。 

 

記 

 

１．国への不具合情報の提供について 

建築基準法第 12 条に基づく昇降機の定期報告において、特定行政庁に報告のあった不

具合情報のうち、設計ミス、材料欠陥のように他の昇降機等にも同種の不具合が発生し、

重大な事故に至るおそれがある等、事故の予防上重要と認められる事案について、定期検

査報告書等に基づき、別添様式に不具合の内容、改善措置等を記入の上、情報の提供をお

願いします。 

※国へ報告された不具合情報について、さらに詳細な調査をすることが必要なものにつ

いては、詳細な情報の提供をお願いする場合があります。 

 

２．不具合情報の報告方法について 

必要事項を記入頂いた別添様式を貴都道府県にて月毎にとりまとめの上、翌月末まで

に以下のアドレス宛てに送付して下さい。尚、送付時のメールのタイトルは“【○○県】不

具合情報”として下さい。 

不具合情報の報告先 

国土交通省住宅局建築指導課   kenchiku-jiko@mlit.go.jp 
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⑽ 戸開走行保護装置等の設置の促進について 

 
国 住 指 第 ２９１号 
平成２４年４月２７日 

 
都道府県建築主務部長 殿 
 

国土交通省住宅局建築指導課長 
 

戸開走行保護装置等の設置の促進について 
 

平素より建築行政にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 
さて、国土交通省におきましては、平成１８年６月のシティハイツ竹芝エレベーター事

故等を受け、エレベーターの安全に係る技術基準の見直しを行い、平成２１年９月２８日

以降に着工されたエレベーターについては、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８

号）第１２９条の１０第３項第１号に規定する安全装置（戸開走行保護装置）及び同項第

２号に規定する安全装置（Ｐ波感知型地震時管制運転装置）（以下「戸開走行保護装置等」

という。）の設置を義務付けています。一方、それ以外の既設エレベーターについては、設

置義務の対象ではありませんが、エレベーターの安全性確保のため戸開走行保護装置等の

積極的な設置を促進する必要があるところです。 
また、平成２３年８月に社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会に

おいて取りまとめられた「既設エレベーターの安全確保に向けて 報告書」においても、既
設エレベーターの安全性確保に向けて講じるべき措置として、戸開走行保護装置等の設置

に係る行政手続きの明確化、戸開走行保護装置等の設置に対する支援策の創設、所有者・

利用者の意識啓発のためのマーク表示制度の創設等について提言がなされたところです。 
このような背景を踏まえ、下記のとおり、戸開走行保護装置等の設置を促進するための

方策を講じることとしましたので通知します。 
貴職におかれましては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機

関に対しても、この旨周知いただきますようお願いします。 
なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関、一般財団法人日本

建築設備・昇降機センター、一般社団法人日本エレベーター協会その他関係団体に対して

も、この旨通知していることを申し添えます。 
 

記 
 
１．戸開走行保護装置等の設置に係る手続きについて 

既設エレベーターに戸開走行保護装置等を設置する際の建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号。以下「法」という。）上の手続きについては、エレベーター全体を撤去・新
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設する場合を除き建築確認・検査は不要ですが、法第１２条第３項の規定に基づく報告

等の際、戸開走行保護装置等が適切に設置されていることを特定行政庁の実務として確

認していただくことは重要であると考えられます。 
このため、所有者等が前回の報告日以降に戸開走行保護装置等を設置した場合は、設

置後初回の報告の際に、法第１２条第５項の規定に基づき戸開走行保護装置等の外観の

状況が確認できるように撮影した写真及び施工図等の提出を求めていただきますよう

お願いします。 
 

２．（略） 
 
３．マーク表示制度の創設について 

エレベーターに戸開走行保護装置等が設置されていることを当該エレベーターの利

用者等が容易に把握できるよう、戸開走行保護装置、Ｐ波感知型地震時管制運転装置に

ついて、それぞれ設置済みであることを示すマークをエレベーター内の見やすい場所に

表示する任意の制度を創設することとしました（別添３参照）。〔添付省略〕 
つきましては、このマーク表示制度を運用するに当たり、法第１２条第３項の規定に

基づく報告等がなされた場合においては、所有者等に対して受理印を押した上で報告書

の副本の返却等により報告があったことを確認できる書類の交付をしていただくよう

お願いします。 
また、不当表示の疑義が呈された場合等において商標権者（一般社団法人建築性能基

準推進協会を予定）から法第１２条第３項の規定に基づく報告等がなされているかどう

かの問合せ等があった場合においては、当該報告等により戸開走行保護装置等が設置さ

れていることを確認していただきますよう併せてお願いします。 
さらに、マーク表示制度の趣旨をご理解いただき、貴管内の公的建築物等の管理者に

対しても、既設エレベーターに戸開走行保護装置等が設置された場合は、積極的にマー

ク表示にご協力いただくよう周知をお願いします。 
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⑾ 建築物等における不具合情報の取扱いについて 

 

事 務 連 絡 

平成 24 年 8 月 31 日 

 

各都道府県建築主管課 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課昇降機等事故調査室 

 

建築物等における不具合情報の取扱いについて 

 

建築基準法施行規則の一部を改正する省令（平成 20 年国土交通省令第 7 号）により建

築基準法第 12 条に基づく定期報告（以下「定期報告」という。）において報告を受けた昇

降機等の不具合等に係る情報に係る対応については、「建築物、遊戯施設等の安全確保対策

について」(平成 20 年 4 月 11 日付国住指第 192 号)により、情報提供をお願いしている

ところです。そのうち、昇降機に係る部分の運用の詳細については、平成 20 年 11 月 20 日

付事務連絡「建築物等の不具合情報の取り扱いについて」（国土交通省住宅局建築指導課よ

り各都道府県建築主管課あて）にて、お知らせしたところです。 

今般、これまで情報提供いただいた不具合等に係る情報について精査をした結果を踏ま

え、昇降機に係る部分の情報提供の運用の詳細について、下記のとおりとしますので、ご協

力をお願いいたします。 

なお、この旨、貴都道府県内の特定行政庁に対して、ご周知頂くようお願いいたします。 

 

記 

 

１．国土交通省への不具合情報の提供について 

昇降機の定期報告において、特定行政庁に報告のあった不具合情報のうち、「事故の予

防上特に重要と認められる事案」として国土交通省に対し情報提供をいただく対象を、エ

レベーターの戸開走行、エスカレーターの逆走行など重大な事象につながるおそれがあ

る不具合として別紙のとおり明確化します。これらの不具合について定期検査報告書等

に基づき、別添様式に不具合の内容、改善措置等を記入の上、情報の提供をお願いします。 

ただし、これら以外の不具合であっても、特に重大な事象につながるおそれがあると考

えられるものについては、報告いただくようお願いいたします。 

※国土交通省へ報告された不具合情報について、さらに詳細な調査をすることが必要な

ものについては、詳細な情報の提供をお願いする場合があります。 

 

２．定期検査報告書に記載する不具合について 

定期検査報告書に記載する不具合については、以下の通りとするよう、あらかじめ関係
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事業者への周知、定期報告時の指導等により報告者に指導して下さい。 

① 昇降機検査資格者は、所有者等が、緊急通報により、保守会社等に依頼し、修理等し

た結果を含めたすべての不具合情報について、定期検査報告書の第三面に記載する。 

② 昇降機検査資格者は、発生した不具合事象だけでなく、原因、対応、結果について、

保守担当者に確認をし、記載する。 

③ 報告対象の不具合のうち、設計段階、製造段階に起因するものについては、より詳細

な内容を記載する。 

 

３．定期検査報告書受領後の特定行政庁の対応について 

定期検査報告書受領後、特定行政庁において、国土交通省への報告のほか次の点につい

てご留意下さい。 

① 平成 24 年 3 月 6 日付国住昇第 19 号により個別に国土交通省に対し情報提供の対象

となるものがなかったのか確認を行い、該当案件のうち情報提供がされていないもの

については、すみやかに国土交通省へ報告を行うこと。 

② 第三面「改善措置の概要等」の欄において改善措置の内容が不明、未定等となってお

り、改善がなされていないおそれがある不具合については、個別に指導を行うとともに、

必要に応じて、改善されるまでの期間の使用停止等を含めた措置を講ずること。 

 

４．不具合情報の報告方法について 

平成 24 年 10 月 1 日以降に受領した定期検査報告書から本事務連絡での運用をお願い

します。 

必要事項を記入頂いた別添様式を貴都道府県にて月毎にとりまとめの上、翌月末まで

に以下の送付先のアドレス宛てに送付してください。尚、送付時のメールのタイトルは

“【○○県】不具合情報”としてください。 

 

不具合情報の報告先 

国土交通省住宅局建築指導課 kenchiku-jiko@mlit.go.jp 

問い合わせ先 

国土交通省住宅局建築指導課昇降機等事故調査室 
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＜別紙＞ 

国土交通省への報告の対象となる不具合は下表のとおりとする。 

 

表１報告の対象となる不具合内容及び原因（エレベーター） 

不具合が発生した 

機器・装置 
報告の対象となる不具合内容及び原因 

ブレーキ 
○ブレーキ自身の不具合（機械部分、回路部分含む） 

○ブレーキに起因する全ての不具合 

制御装置 

 

○着床誤差が大きい（±１００ｍｍ以上） 

○制御不能 

・指定階に停止不能 

・指定階以外への走行 

・１回の着床でのリレベル動作の繰り返し 

・速度の異常 

・減速装置が正常に作動しない 

過荷重検出装置 設定値ずれ 

主索 
○ストランド切れ 

○着床停止時の主索と綱車間のスリップ 

乗場戸 

施錠装置の不良 

（かごがその階に停止していないのに、ドアが手で開いてしまう

状態） 

安全装置 
○非常止め装置の作動 

○ファイナルリミットスイッチの作動 

 

表 2 報告の対象となる不具合内容及び原因（エスカレーター） 

不具合が発生した 

機器・装置 
報告の対象となる不具合内容及び原因 

電動機 駆動トルク不足 

ブレーキ 

 

ブレーキセット値の不足 

（停止距離の状況が、基準を満たしていない） 

ハンドレール 踏段と著しい速度差が発生又は停止 

安全装置 踏段チェーン安全スイッチの作動 
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⒀ エスカレーターの脱落防止等に係る技術基準の見直し等について 

 

国住指第 4444 号 

平成 26 年 3 月 31 日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

エスカレーターの脱落防止等に係る技術基準の見直し等について（技術的助言） 
 

貴職におかれましては、建築行政の円滑かつ適切な運用にご尽力いただいておりますこ

とを感謝申し上げます。 
今般、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「令」という。）並びに建築

基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）及び建築基準法に基づく指定資格検定機関

等に関する省令（平成１１年建設省令第１３号）の一部改正並びにそれらに係る告示（別紙

参照）の制定及び一部改正について、平成２６年４月１日に施行されることとなりました。

このことについて、下記のとおり取り扱うこととしましたので通知します。 
貴職におかれましては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機

関に対しても、この旨周知いただきますようお願いします。 
なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関、一般財団法人日本建

築設備・昇降機センター、一般社団法人日本エレベーター協会その他関係団体に対しても、

この旨通知していることを申し添えます。 
 

記 
 
第一 昇降機等の地震対策について 
１ 地震その他の震動によってエスカレーターが脱落するおそれがない構造方法を定め

る件の制定について（令第１２９条の１２第１項第６号関係（別紙の①））エスカレー

ターが地震により脱落するおそれがない構造とすることとしたものである。 
平成２５年国土交通省告示第１０４６号第１第３号イ及びロ並びに第２第４号ハ

（１）及び（２）において、実験によりトラス等に安全上支障となる変形が生じないこ

とを確かめる場合は、設置する建築物及びエスカレーターと同じ条件の構造のものに

ついて、設計用層間変形角による層間変位を強制変位として与えて、トラス等に安全上

支障となる変形が生じないことを実験により確かめた結果を確認されたい。 
２ エレベーターの地震その他の震動に対する構造耐力上の安全性を確かめるための構

造計算の基準を定める件の制定について（令第１２９条の４第３項第６号関係（別紙の

②））エレベーターの主要な支持部分について、地震に対する安全性を検証するもので
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ある。 
本告示の構造計算において許容応力度を定める際に用いる基準強度又は引張強さに

ついては、次のとおり取り扱われたい。 
（１）規格が定められた鋼材等の引張強さについて 

規格が定められた鋼材等の引張強さは、次の１）から３）までのいずれかに該当

する国際規格、地域規格、国家規格、公的機関の規格又はそれに準ずる規格（以下

「国際規格等」という。）に適合する鋼材等の規格に規定された引張強さの下限値

とする。 
１）国際規格等の鋼材等の製造業務について、認証機関により日本工業規格Ｑ９０

０１又は国際規格９００１（以下「品質マネジメントシステム要求事項」という。）

の登録を受けた事業所において製造されるもので、当該製造業務が、当該国際規

格等に基づいて実施されること及び当該製造業務が品質マネジメントシステム

要求事項の登録の対象であることについて確認されたもの、かつ、エレベーター

製造者が、当該鋼材等の不適合品が出荷された場合に国土交通省に報告すること

となっていることが確認されたもの。 
２）国際規格等の鋼材等について、エレベーター製造者が鋼材等を受け入れるため

に、抽出検査として、鋼材等の製造者、規格毎に必要な検査を定期的（３年に１

回以上）に第三者機関により行ったもの。 
３）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第３７条第１

号又は第２号に該当するもの。 
（２）規格に規定された引張強さ以外の引張強さを用いる場合について 

（１）の１）から３）までのいずれかに該当する国際規格等に適合する鋼材であ

って、法第３７条第２号の大臣認定を取得した鋼材の認定書の別添図書に記載さ

れている品質基準に適合していることが、当該認定における測定方法及び検査方

法により確かめられた鋼材については、当該認定を取得した鋼材の国土交通大臣

が指定した基準強度を用いることができる。 
（３）加工等された鋼材等の引張強さについて 

（１）の１）から３）までのいずれかに該当する国際規格等に適合する鋼材等を

加工又は複合（以下「加工等」という。）をした場合については、加工等後の引張

強さについて、確認申請時に、第三者機関による試験結果又は技術的な文献によ

り妥当性が確認された場合は、加工等の後の引張強さを用いることができる。 
３ 地震その他の震動によってエレベーター及び遊戯施設の釣合おもりが脱落するおそ

れがない構造方法を定める件の制定について（令第１２９条の４第３項第５号及び令

第１４４条第２項関係（別紙の③、④）） 
エレベーター又は遊戯施設に釣合おもりを用いる場合について、釣合おもりが地震

により脱落しないことを検証することとしたものである。 
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第二 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターに対する適用除外に

ついて（令第１２９条の１１関係） 
１ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの昇降路について安

全上支障がない構造方法を定める件の制定について（別紙の⑤） 
出入口の床先とかごの床先との水平距離について、物を運搬するためのエレベータ

ーを対象として、安全上必要な距離を確保しなくても安全上支障がない構造方法につ

いて明確化したものである。 
２ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの制御器について安

全上支障がない構造方法を定める件の制定について（別紙の⑥） 
戸開走行防止装置を設置しなくても安全上支障がない構造方法について明確化した

ものである。 
物を運搬するためのエレベーターで、かご内に人が出入りしない使用形態のエレベ

ーターを対象として、必要な構造方法を定めている。 
かご内から人が操作できない位置に操作盤を設置することとしており、遠隔操作に

よりかご内から操作できる場合や操作盤を操作してからかごに乗ることができるもの

は、かご内から人が操作できない位置に操作盤を設置しているものには該当しないも

のとする。 
３ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの安全装置について

安全上支障がない構造方法を定める件の制定について（別紙の⑦） 
戸開走行保護装置、地震時管制運転装置又は非常連絡装置を設置しなくても安全上

支障がない構造方法についてそれぞれ明確化したものである。 
戸開走行保護装置の適用除外については、物を運搬するためのエレベーターで、かご

内に人が出入りしない使用形態のエレベーター対象として、必要な構造方法を定めて

いる。 
また、地震時管制運転装置又は非常連絡装置の適用除外については、物を運搬するた

めのエレベーターで、かご内に人が乗った状態で昇降しない使用形態のエレベーター

を対象として、必要な構造方法を定めている。 
いずれも操作盤については、上記２と同様に取り扱うものとする。 
 

第三 その他 
１ 規格が定められた鋼材等の強度の確認方法について（令第１２９条の４第３項第５

号、同項第６号及び令第１４４条第２項関係（別紙の②、③、④）） 
第一２の基準強度又は引張強さについては、それぞれ根拠となる資料について確認

申請時に確認し、当該国際規格等に適合した鋼材等が用いられていることについて、完

了検査時において規格品証明書（いわゆるミルシート）により確認されたい。 
なお、主要な支持部分等に使用する鋼材等が第一２（１）１）又は２）に該当するこ

とついては、構造詳細図に明示すべき「構造方法」又は令第１２９条の４第３項第６号
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の規定に適合することの確認に必要な図書に明示すべき「構造計算の結果及びその算

出方法」として、次の表に掲げる事項について確認されたい。 
第一２（１）１）の確認事項 

・鋼材等の製造者が主要な支持部分等に使用する鋼材等を国際規格等に基づき製

造していることが、品質マネジメントシステム要求事項の登録範囲に含まれて

いること 

・当該製造者の当該鋼材等の製造に関する社内規則等が、国際規格等に適合してい

ること 

・当該国際規格等の不適合品が鋼材等の製造者から出荷された際にエレベーター

製造者に報告されることが契約書等に記載されており、エレベーター製造者が

その旨国土交通大臣に報告することとなっていること 

第一２（１）２）の確認事項 

・エレベーター製造者が第三者評価機関において行った鋼材等の検査の検査方法

及び検査結果が、国際規格等に適合していること 

・当該検査の実施日が３年以内であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

434



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 
 

 

① 地震その他の震動によってエスカレーターが脱落するおそれがない構造方法を定める

件(平成 25年国土交通省告示第 1046 号)(制定) 

② エレベーターの地震その他の震動に対する構造耐力上の安全性を確かめるための構造

計算の基準を定める件(平成 25年国土交通省告示第 1047 号)(制定) 

③ 地震その他の震動によってエレベーターの釣合おもりが脱落するおそれがない構造方

法を定める件(平成 25 年国土交通省告示第 1048 号)(制定) 

④ 地震その他の震動によって遊戯施設の釣合おもりが脱落するおそれがない構造方法を

定める件(平成 25 年国土交通省告示第 1049 号)(制定) 

⑤ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの昇降路について安全

上支障がない構造方法を定める件(平成 25 年国土交通省告示第 1050 号)(制定) 

⑥ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの制御器について安全

上支障がない構造方法を定める件(平成 25 年国土交通省告示第 1051 号)(制定) 

⑦ 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの安全装置について安

全上支障がない構造方法を定める件(平成 25年国土交通省告示第 1052 号)(制定) 

⑧ 特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める件

(平成 12 年建設省告示第 1413 号)(一部改正) 

⑨ エレベーター強度検証法の対象となるエレベーター、エレベーター強度検証法及び屋

外に設けるエレベーターに関する構造計算の基準を定める件(平成 12 年建設省告示第

1414 号)(一部改正) 

 

別紙 
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⒁ 「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務標準契約書」の策定

について 

国住指第３９８４号 

平成２８年２月１９日 

 

都道府県建築主務部長殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務 

標準契約書」の策定について 

 

昇降機の安全性を維持するためには、建築物の所有者及び当該所有者からその管理を委託された者

（以下「所有者等」という。）、保守点検業者並びに製造業者が、それぞれの役割を認識した上で適切な

維持管理を行うことが必要です。 

この度、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８条第１項の規定に基づき、所有者等が、昇降

機を常時適法な状態に維持するための参考にするとともに、同条第２項の規定に基づいて国土交通大臣

が定めた指針（昭和６０年建設省告示第６０６号）に掲げる事項の具体的な方策を示すものとして、「昇

降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務標準契約書」を策定しました。 

このうち、「昇降機の適切な維持管理に関する指針」は、所有者等が、昇降機の適切な維持管理のため

になすべき事項、保守点検業者の選定にあたって留意すべき事項、保守点検契約に盛り込むべき事項等

を取りまとめたものです。特に、保守点検業者の選定にあたっては、価格のみによって選定するのでは

なく、昇降機に関する知識及び実務経験に裏打ちされた技術力を有する者を選定することが重要である

旨を記載しています。 

また、「エレベーター保守・点検業務標準契約書」は、エレベーターに関する専門的な知識を有してい

ない所有者等が、保守点検業者と保守・点検業務を契約する際の標準的な契約書及び仕様書として策定

しています。なお、本契約書の使用にあたっては、対象となるエレベーターの実情に応じ、所有者等と

保守点検業者の合意のもと、必要事項を修正することを想定しています。 

貴職におかれましては、「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務

標準契約書」を積極的に活用いただくとともに、貴管内の市区町村及び関係機関にも周知し、積極的に

活用するよう働きかけていただきますようお願いいたします。 

なお、一般財団法人日本建築設備・昇降機センター、一般社団法人日本エレベーター協会その他関係

団体に対しても、この旨通知していることを申し添えます。 

 

 

 

 

添付資料（略） 
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⒂ 戸開走行保護装置の部品交換時の手続きについて 

事 務 連 絡 

平成２８年４月２１日 

 

都道府県建築設備担当各位 

 

国土交通省住宅局建築指導課 

課長補佐（動力・設備担当） 

 

戸開走行保護装置の部品交換時の手続きについて 

 

平素より、建築行政の円滑かつ適切な運用にご尽力いただいておりますこと、感謝申し上

げます。 

既設エレベーターに戸開走行保護装置等を設置する際の建築基準法（昭和25年法律第201

号）上の手続きについては、「戸開走行保護装置等の設置の促進について」（平成 24 年 4 月

27 日付国住指第 291 号）により、エレベーター全体を撤去・新設する場合を除き建築確認・

検査は不要であること、設置後初回の定期検査報告等の際、戸開走行保護装置等が適切に設

置されていることを特定行政庁の実務として確認すること等を通知しているところです。 

今般、エレベーターの保守時等に戸開走行保護装置の部品を当初と異なる仕様のものに

交換した場合等の手続きについて一部疑義が生じていることから、日本建築行政会議等と

協議した結果、下記のとおりとしたのでご連絡いたします。 

なお、貴管内の特定行政庁に対しても、この旨ご周知いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 
１ 戸開走行保護装置は、建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338 号）第 129 条の 10 第 4

項の規定に基づき、装置全体として大臣認定を行っているため、例えば、戸開走行保護装

置に用いるブレーキスイッチ（ブレーキパッドの動作感知装置）の仕様が変更・追加され

る場合には、その他の装置等が同一であっても、当初とは異なる大臣認定番号が付与され

ることに留意すること。 

 

２ エレベーターの保守時等に戸開走行保護装置の部品を当初と異なる仕様のものに交換

した場合には、建築確認・検査は不要であり、交換後初回の定期検査報告等の際、交換前

と交換後の戸開走行保護装置の大臣認定番号及び部品の変更内容等を報告書に記載させ

ること。（具体的な記載方法については、別添の例示を参考にすること。） 

なお、戸開走行保護装置全体を交換した場合についても、エレベーター全体を撤去・新

設する場合を除き建築確認・検査は不要であり、交換後初回の定期検査報告等の際、同様

に報告させること。 
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第三十六号の三様式（第六条関係）（Ａ４） 

定期検査報告書 

（昇降機） 

（第一面） 

建築基準法第12条第３項の規定により、定期検査の結果を報告します。この報告書に記載の事

項は事実に相違ありません。 

特定行政庁              様 

平成  年  月  日 

報告者氏名        印 

検査者氏名        印 

 

（略） 

 

（第二面） 

昇降機の状況等 

【１．昇降機に係る確認済証交付年月日等】 

【イ．確認済証交付年月日】 昭和・平成  年  月  日 第    号 

【ロ．確認済証交付者】   □建築主事  □指定確認検査機関（    ） 

【ハ．検査済証交付年月日】 昭和・平成  年  月  日 第    号 

【ニ．検査済証交付者】   □建築主事  □指定確認検査機関（    ） 

 

【２．～７．（略）】 

 

【８．備考】 

（記載例） 

例１）平成□年×月◇日：ブレーキスイッチをA 形からB 形に交換したことにより、大臣認 

定番号の変更、大臣認定番号○○の UCMP から大臣認定番号△△ 

の UCMP に変更 

例２）平成□年×月◇日大臣認定番号○○の UCMP から大臣認定番号△△の UCMP に変更 

（変更点は別紙に記載） 

 

 第二面の備考欄に、ブレーキスイッチの変更等によりUCMP の大臣認定番号が変更とな 
った旨を記載する。変更点が複数にわたる場合には、別紙に記載し明確化すること。 

別添 
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⒃ 建築基準法の一部を改正する法律等の施行について 

 

国住指第 5 9 9 号 

平成 28 年６月１日 

 

各都道府県知事 殿 

国土交通省住宅局長 

 

建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言） 

 

建築基準法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 54号。以下「改正法」という。）が

平成 26 年６月４日に公布され、定期報告制度に係る部分については、平成 28 年６月１日

から施行されることとなった。 

また、建築基準法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成 28年政令第

６号）、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成 28 年国土交通省令第 10 号）及

び関連する告示についても、平成 28 年６月１日から施行されることとなった。 

さらに、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成 28年法律第 47 号。以下「地方分権一括法」という。）が、平成 28年

５月 20 日に公布され、同法第 13 条の規定による建築基準法（昭和 25年法律第 201 号。以

下「法」という。）の改正部分についても、平成28年６月１日から施行されることとなった。 

ついては、今回施行される改正法、地方分権一括法による改正後の法の運用について、下

記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び貴職指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨周知方お願いする。 

 

記 

 

 

第１ 改正法関係 

１ 定期報告の対象の見直しについて 

従来、定期報告の対象については、一定の建築物等の中から特定行政庁が指定すること

としていたが、今般、改正法により、特に安全性を確保する必要性が高い建築物等につい

ては、国が一律に定期報告を義務づけるとともに、それ以外の建築物等の中から特定行政

庁が地域の実情に応じて定期報告を要する建築物等を追加的に指定できることとした。 

このため、各特定行政庁においては、管内における建築物の状況等地域の実情を踏まえ、

多数の者が利用する建築物や防災拠点となる建築物など、定期的に安全性を確認すべき

ものについて、適切に指定を行うようお願いする。 
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２ 防火設備の定期検査の導入について 

従来、防火設備については、建築物の定期調査の一部として設置の有無、劣化状況等に

ついて、目視を主とした調査のみを行っていたが、今般、改正法により、防火設備に特化

した検査制度を設けることとした。 

制度の円滑な運用及び実効性の確保を図るため、定期報告の対象となる防火設備の把

握に努めるとともに、その所有者又は管理者に対し、制度の趣旨と報告の重要性について

理解を求め、適切な報告の実施を促すようにされたい。 

 

３ 資格者制度の導入について 

従来、国土交通大臣が定める資格を有する者（以下「旧資格者」という。）に定期調査・

検査を行わせることとしていたが、定期調査・検査に関して不誠実な行為をした者や不正

な手段によって資格を取得した者に対して必要な処分を行うことができるよう、今般、改

正法により、資格者制度を導入し、定期調査・検査については国土交通大臣により資格者

証の交付を受けた者等に行わせるとともに、資格者証を返納させることができることと

した。 

旧資格者であっても、資格者証の交付を受けていない場合は定期調査・検査を行うこと

はできないこと、一級建築士又は二級建築士については資格者証の交付を受けずとも定

期調査・検査を行うことができることに留意されたい。 

 

第２ 地方分権一括法関係 

従来、国や特定行政庁に対しては、所有する特定建築物等について、定期的に劣化状況等

の点検を義務づけていたが、今般、地方分権一括法による法の改正により、特定行政庁が安

全上、防火上及び衛生上支障がないと認める建築物等であり、かつ、第三者機関である建築

審査会の同意が得られたものに限って、定期点検の対象外とすることができることとした。 

本改正については、国等が所有する特定建築物等の中から、例外的に定期点検を行う必要

がないものを特定行政庁が指定することができることとしたものであるため、地域の実情

を踏まえ、真に安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められるものについて指定を行う

ようお願いする。 
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⒄ 建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言）（抄） 

 

国住指第６６９号 

平成２８年６月１日 

 

各都道府県建築行政主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言） 

 

建築基準法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 54 号。平成 28 年 6 月 1 日から施行される部分に

限る。以下「改正法」という。）、建築基準法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成 28

年政令第６号。以下「改正令」という。）、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成 28年国土交

通省令第 10 号）、関連する告示及び地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（平成 28 年法律第 47号）等の施行については、「建築基準法の一部を改正する法

律等の施行について（技術的助言）」により国土交通省住宅局長から都道府県知事あて通知されたところで

あるが、今回施行される改正法等による改正後の建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」とい

う。）、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）、建築基準法施行規則（昭和 25

年建設省令第 40 号。以下「規則」という。）等の運用に係る細目は下記のとおりであるので、通知する。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁並びに貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣又は地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨周知していることを

申し添える。 

 

記 

 

第１ 定期報告制度関係 

定期報告制度に係る改正の内容及び趣旨については以下のとおりであるが、運用方針については別

途通知する。 

１ 定期報告の対象について（法第 12条、令第 16 条、令第 138 条の３関係） 

 

① 建築物について（令第 16条第１項関係）（略） 

 

② 昇降機について（令第 16条第３項第１号関係） 

令第 16 条第３項第１号において、令第 129 の３第１項各号に掲げる昇降機を定期報告の対象と

した上で、定期報告を要しない昇降機の種類を定期報告告示第２各号に示してあることに留意され

たい。なお、当該各号の趣旨については以下を参考とされたい。 

(1) 「籠が住戸内のみを昇降するもの」とは、一つの住戸のみの利用に供される昇降機を指してお

り、これらの昇降機については、使用者と管理者が同一であり、多数の者が利用する共用の昇降

機に比べて利用頻度が低いと考えられることから、定期報告の対象外としたところである（第２
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第１号）。 

(2) 「労働安全衛生法施行令（昭和 47年政令第 318 号）第 12 条第１項第６号に規定するエレベー

ター」とは、労働安全衛生法（昭和 47 年政令第 57 号）第１条（９）に規定されているとおり、

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）別表第１第１号から第５号に掲げる事業の事業所に設置さ

れ、主として一般公衆の用に供されるものを除くエレベーターを指しており、これらのうち積載

荷重が１トン以上のものについては、労働安全衛生法第 41 条第２項に規定する性能検査を受け

る必要があることから、検査事項の重複を避けるため、定期報告の対象外としたところである（第

２第２号）。 

(3) 定期報告対象外とする「小荷物専用昇降機」とは、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出

し入れ口が設けられる室の床面よりも 50 センチメートル以上高いいわゆる「テーブルタイプ」の

小荷物専用昇降機を指しており、これらの昇降機については、通常の使用状況において、物理的

に人が乗り込みにくい構造であり、重大な事故が発生するおそれが少ないと考えられることから、

定期報告の対象外としたところである（第２第３号）。 

 

③ 建築設備（昇降機を除く。）について(略) 

 

④ 防火設備について（令第 16 条第３項第２号関係）(略) 

 

⑤ 準用工作物について（令第 138 条の３関係） 

令第 138 条の３において、令第 138 条第２項第１号に規定する観光のための昇降機及び令第 138

条第２項第２号又は３号に規定する遊戯施設については、全て定期報告の対象として指定すること

とした。 

 

２ 定期調査等の資格者について（法第 12条、法第 12条の２、法第 12 条の３関係） 

 

① 資格者証及び資格者講習の種類について 

改正法により資格者証の交付を受けた者（以下「新資格者」という。）等が定期調査・検査を行う

こととなる。新資格者は、法律上は「建築物調査員」及び「建築設備等検査員」として定義されて

いるが、従来の資格制度や、実際の業務内容の専門性に鑑み、規則第６条の６において、以下のと

おり分類することとした。 

 

資格者証の種別 調査・検査の対象 登録講習 

特定建築物調査員資格者証 ・特定建築物 登録特定建築物調査員講習 

建築設備検査員資格者証 ・建築設備 

・防火ダンパー 

登録建築設備検査員講習 

防火設備検査員資格者証 ・防火設備（防火ダンパーを除く。） 登録防火設備検査員講習 

昇降機等検査員資格者証 ・昇降機 

・遊戯施設 

登録昇降機等検査員講習 

 

 

なお、防火ダンパーについては、法令上は防火設備として位置付けられているものであるが、換

気設備等の風道に設置されるものであることから、建築設備の検査と一体的に行うことが合理的で
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あることに鑑み、建築設備検査員の業務として定めることとした（建築設備についての検査等と併

せて検査等を一体的に行うことが合理的である防火設備を定める件（平成 28 年国土交通省告示第

699 号））。 

また、上記の登録講習については、規則第６条の７から第６条の 16までの規定において、登録に

関する手続きや要件等について定めているところである。平成 28 年６月１日現在、それぞれの登

録講習を実施する機関については、以下のとおり登録されている。 

 

登録講習実施機関の種別 法人名 

登録特定建築物調査員講習実施機関 一般財団法人 日本建築防災協会 

登録建築設備検査員講習実施機関 一般財団法人 建築設備・昇降機センター 

登録防火設備検査員講習実施機関 一般財団法人 日本建築防災協会 

登録昇降機等検査員講習実施機関 一般財団法人 建築設備・昇降機センター 

 

② 資格者証の交付について 

資格者証については、登録講習の課程を修了した者と、これと同等以上の専門的知識及び能力を

有するものとして国土交通大臣の認定を受けた者が申請をすることができる。 

当該認定については、「建築基準法第十二条の二第一項第一号に掲げる者と同等以上の専門的知

識及び能力を有する者等を定める件（平成 28 年国土交通省告示第 483 号。以下「認定告示」とい

う。）」において既に示しているほか、随時、申請を受け付けることとなる。 

資格者証の交付の手続きは具体的には規則第６条の 17から第６条の 27までにおいて示している

ところであるが、国土交通大臣の認定を受けたうえで資格者証の交付を申請した場合には、その内

容に応じて、規則第６条の 18等の規定に基づき、資格者証に条件を付する場合がある。これは、国

等の建築物等の維持保全に関して２年以上の実務の経験を有する者に対して条件を付することを

念頭にしたものである。 

 

③ 資格者の移行について 

改正法による改正前の定期報告制度において、建築物調査・建築設備等検査を行ってきた資格者

（以下「旧資格者」という。）については、認定告示において、登録講習の課程を修了した者と同等

以上の専門的知識及び能力を有するものとして国土交通大臣が認定を行っているため、資格者証の

交付を受けることができる。 

このため、旧資格者からの申請に応じて、随時、国土交通省（平成 29年５月 31日までは本省が

行い、以降は地方整備局等が行うこととなる。）が以下の区分のとおりに資格者証の交付を行ってい

るところである。 

なお、防火設備検査員については、新たに設けられたものであるため、移行措置に対応する旧資

格者はない。 

旧資格者 新資格者 

特殊建築物等調査資格者 特定建築物調査員 

建築設備検査資格者 建築設備検査員 

昇降機検査資格者 昇降機等検査員 

 

また、建築基準適合判定資格者についても、認定告示において、登録講習の課程を修了した者と
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同等以上の専門的知識及び能力を有するものとして国土交通大臣が認定を行っているため、資格者

証の交付を受けることができる。 

なお、「建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（平成 28年６月１日付け国住指第 599

号）」に記載しているとおり、一級建築士及び二級建築士については、資格者証は不要であるため、

資格者証の申請に係る手続きは不要である。 

 

④ 国等の建築物等を調査・検査する資格者の位置付け 

国等の建築物等については、従来の制度において、２年以上の実務を有する者であれば対応可能

としてきたことを踏まえて、認定告示において、登録講習の課程を修了した者と同等以上の専門的

知識及び能力を有するものとして国土交通大臣が認定を行っているため、資格者証の交付を受ける

ことができる。ただし、当該者が点検することができる建築物等は、国等の建築物等（令第 16条第

１項及び第３項並びに令第 138 条の３で指定されている建築物等を除く。）に限られることに留意

されたい。 

 

⑤ 処分について 

国土交通大臣は、新資格者が法第 12 条の２第３項各号のいずれかに該当すると認めるときは、同

項（法第 12 条の３第４項において準用する場合を含む。）の規定により、資格者証の返納を命ずる

ことができることとした。処分は、地方整備局長等（施行の日から１年は、国土交通大臣も実施）

が行う予定であるが、資格者に関する情報提供等については各特定行政庁のご協力を頂く必要があ

るため、この処分の基準については別途通知する。 

 

３ 定期調査の点検項目等について (略) 

 

第２ 防火・避難に関する規制の合理化関係 

 

１ 耐火性能検証における加燃面以外の面の温度に係る評価方法の合理化（令第108条の3第1項関係）

(略) 

 

２ 防火上有害な損傷を許容する屋根に関する規定の見直し（令第 109 条の 6、令第 136 条の 2 の 2 関

係）(略) 

別紙：添付省略 

 

３ 防火上主要な間仕切壁に係る規制の合理化（令第 112 条第 2項、令第 114 条第 2項及び第 3項関係）

(略) 

 

４ 別の建築物とみなす規定の合理化（令第 117 条第 2項第 2号、令第 129 条の 2、令第 137 条の 14 第

２号関係）(略) 

 

５ 特別避難階段の付室、非常用エレベーターの乗降ロビーの排煙方法の見直し（令第 123 条第 3項第

2号、令第 129 条の 13の 3 第 13 項関係） 

特別避難階段の付室及び非常用エレベーターの乗降ロビーについては、それぞれ火災時における避
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難上又は消防活動上の拠点となることから、従来、告示で定める構造方法の外気に向かって開くこと

のできる窓（以下５において単に「窓」という。）又は排煙設備を設けることとされていたが、改正令

により、以下のとおり改めることとした。 

(1) 窓又は排煙設備の設置を義務づける仕様を定める方式から、「煙が付室を通じて階段室に流入す

ることを有効に防止する」又は「煙が乗降ロビーを通じて昇降路に流入することを有効に防止する」

という性能の実現を求める方式に改めた。これに伴い、所要の性能を実現する構造方法として、窓

又は排煙設備の仕様に加えて、国土交通大臣が認定する構造方法を用いることが可能となった。 

(2) (1)の見直しに応じて、付室又は乗降ロビーの構造方法だけでなく、階段室又は昇降路の構造方法

において、所要の性能を満たすための措置を行うことが可能となった。 

今般制定した「特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件（平成 28年国土交通省告示

第 696 号）」及び「非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビーの構造方法を定める件（平成 28年

国土交通省告示第 697 号）」において、特別避難階段の付室及び非常用エレベーターの乗降ロビー

の構造方法を定めたところであるが、これらの告示中の窓及び排煙設備の構造方法については、従

来の構造方法と同様であることに留意されたい。 

なお、本見直しに併せて令第５章の２の２に規定する避難安全検証において形式改正を行ってい

るが、「全館避難安全検証法に関する算出方法等を定める件の一部を改正する件（平成 28年国土交

通省告示第 705 号）」及び「階避難安全検証法に関する算出方法等を定める件の一部を改正する件

（平成 28年国土交通省告示第 704 号）」による改正後の「全館避難安全検証法に関する算出方法等

を定める件（平成 12年建設省告示第 1442 号）」第４第５項及び「階避難安全検証法に関する算出方

法等を定める件（平成 12年建設省告示第 1441 号）第８第４項に定めているとおり、当該検証を行

う場合において、特別避難階段の付室が適用除外にはならないことに留意されたい。これは、避難

安全性能について国土交通大臣の認定を受ける場合も同様である。 

 

６ 非常用進入口の設置に係る規制の合理化（令第 126 条の 6第 3号関係）(略) 

 

７ 避難安全検証を適用できる建築物の範囲の合理化について（令第 129 条、令第 129 条の２関係）(略) 

 

８ 全館避難安全検証の合理化について（令第 129 条の２関係）(略) 

 

９ ガス有害性試験不要材料について（施行規則別表第 2関係）(略) 

 

第３ 構造に関する規制の合理化関係 

 

１ だぼ継ぎ等の接合方法の追加について（令第 42 条第１項関係）（略) 

 

２ 床組等の変形防止方法の追加について（令第 46 条第３項関係）（略) 

 

３ 法第 20 条について既存不適格のまま増改築等を行うことができる特例の対象建築物への超高層建

築物の追加について（令第 137 条の 2、令第 137 条の 12 第１項関係） 

従来、超高層建築物については、令第 137 条の２及び令第 137 条の 12 第１項の対象から除外され

ていたため、増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下「増改築等」という。）を行う場合
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は、既存部分を含めた建築物全体を現行の法第 20 条の規定に適合させなければならないこととして

きたところである。 

今般、令第 137 条の２及び令第 137 条の 12 第１項の対象に超高層建築物を追加し、超高層建築物

であっても、一定の場合には、法第 20 条について既存不適格のまま増改築等を行うことができるこ

ととした。 

具体的な増築又は改築（以下３、４において「増改築」という。）の基準については、「建築物の倒

壊及び崩落、屋根ふき材、特定天井、外装材及び屋外に面する帳壁の脱落並びにエレベーターの籠の

落下及びエスカレーターの脱落のおそれがない建築物の構造方法に関する基準並びに建築物の基礎

の補強に関する基準を定める件（平成 17 年国土交通省告示第 566 号）」を改正し、エキスパンション

ジョイント等により既存の超高層建築物に分離増改築を行う場合は、超高層建築物以外と同様、既存

部分について、地震に対しては耐震診断基準（平成 18 年国土交通省告示第 185 号に定める基準をい

う。以下同じ。）、地震時を除いては令第 82 条第１号から第３号までに定めるところによる構造計算

等によって、構造耐力上安全であることを確かめることができることとした。 

なお、増改築等を行う場合における大臣認定の取扱いについては、認定範囲を超える増改築等を行

う場合に限り、法第 20条第１項第１号の大臣認定の再取得が必要となることに留意されたい。 

 

４ 既存不適格建築物の増改築時に係る規制の見直し（令第 137 条の２関係）(略) 

 

５ 法第 37 条の適用除外による既存ストックの活用について（法第 37 条関係）(略) 

 

６ 化粧ばり構造用合板の追加について（令第 46条第４項等関係）(略) 

 

７ 含水率の基準の緩和について（令第 46条第２項関係）(略) 

 

８ 特定天井に係る規制の合理化等について（令第 39条第３項関係）(略) 

 

第４ その他 

 

１ 建築設備を除いた型式適合認定制度（令第 10 条、令第 136 条の２の 11、規則第一条の３第５項関

係）(略) 

 

２ 確認等を要する小荷物専用昇降機について（令第 146 条関係） 

令第 16 条第３項の改正に伴い、法第 87条の２の適用の対象として、小荷物専用昇降機（テーブル

タイプを除く。）を新たに追加し、既存の建築物に後から当該小荷物専用昇降機のみを設置する場合に

おいて建築確認等を要することとした。ただし、建築物の新築や増築の計画に併せて小荷物専用昇降

機を設ける場合は、法第 87 条の２は適用されないため、これまで通り、テーブルタイプを含め、法第

６条等の規定に基づく確認が必要となることに留意されたい。 
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⒅ エレベーターの安全確保の徹底について 

国住指第１９３４号 

平成２８年９月１日 

 

各都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

エレベーターの安全確保の徹底について 

 

エレベーターの安全確保については、従来から各種事故事案を踏まえた技術基準の見直

しを行うとともに、適切な維持管理の徹底等についてお願いしてきたところです。 

この度、消費者安全調査委員会より、平成 18 年６月３日に東京都内で発生したエレベー

ター事故に係る消費者安全法第 24 条第３項の規定に基づく事故等原因調査報告書（以下「報

告書」という。）がとりまとめられ、消費者安全調査委員会委員長から国土交通大臣に対し

意見が提出されました。 

報告書では、事故原因について、ブレーキの保持力が失われた結果発生したものと推定し、

その対応策として、保守・点検が適切に実施されるための設計、適切な維持管理のための情

報、作業を行う人材の質の確保、所有者・管理者（以下「所有者等」という。）及び保守点

検業者の意識啓発、戸開走行保護装置等の設置、緊急時の体制確保等について指導を求めら

れています。 

これまでも、国土交通省においては、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）の改

正をはじめ、様々な対策を行ってきましたが、本意見を踏まえ、さらなる安全確保に向けた

取組みを推進するため、下記の点について確実に対応し、エレベーターの安全が確保される

よう、管内の特定行政庁及びその他市区町村に対してこの旨周知いただきますようお願い

します。 

 

記 

 

１．「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務標準契約

書」（以下、「維持管理指針等」という。）の積極的な活用について 

「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検業務標準契約

書」の策定について（平成 28 年２月 19日付国住指第 291 号）において通知していると

おり、維持管理指針等は、所有者等がエレベーターを常時適法な状態に維持するため、所

有者等、保守点検業者、製造業者のそれぞれの役割を定めたほか、保守点検業者の選定に

あたって留意すべき事項、保守点検契約に盛り込むべき事項、エレベーターに関する専門

的な知識を有していない所有者等が保守点検業者と保守・点検業務を契約する際の標準
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的な契約書及び仕様書等を策定したものであり、各市区町村においては、以下の点に留意

しつつ、積極的に活用すること。 

なお、維持管理指針等については、さらなる周知、普及のために、（一財）日本建築設

備・昇降機センターと協力し、実務上必要な情報を取りまとめる作業を行っているところ

である。 

（１）保守・点検契約について 

所有者等は、保守点検業者を選定する際に、価格のみではなく、知識及び実務経験

に裏打ちされた技術力を有することを要件として選定する必要があることが望ましいこ

と。また、保守契約を結ぶ際には、「エレベーター保守・点検業務標準契約書」を参考と

しつつ具体的な点検周期を定め、保守点検マニュアル等に定められた内容に沿って行う

こと。 

（２）適切な保守・点検について 

所有者等は、通常の保守・点検にあたっては、可能な限り実測データ、イラスト、

写真等をもって保守点検結果の報告を保守点検業者にさせること。また、不具合対応

後に作成される作業報告書等には、保守点検員が取得した不具合情報について、実測

データ、イラスト、写真等、不具合の状態が分かるように記載させるとともに、作業

の有無等の判断理由及び処置内容等についても正確かつ詳細に記録し、提出させるこ

と。なお、内容に不明な点がある場合には、保守点検業者に対し作業報告書等の内容

を丁寧に説明させること。 

（３）所有者等への働き掛けについて 

各都道府県又は市区町村は、所有者等に対して、維持管理指針等を活用しつつ、所

有者等がエレベーターを常時適法な状態に維持する責務を有することを機会を捉え

て説明するとともに、維持管理に関する助言を求められた際には、戸開走行保護装置

の設置等適切な提案又は助言すること。また、所有者等による作業報告書の保存や緊

急時対処訓練の実施等、維持管理に主体的に関わることについて啓発及び助言すること。 

 

２．既設エレベーターの戸開走行保護装置の設置促進について 

既設エレベーターの戸開走行保護装置の設置促進については、「戸開走行保護装置等の

設置の促進について」（平成 24年４月 27日付国住指第 291 号）において、既設エレベー

ターに戸開走行保護装置等を設置する必要性や、設置の促進策について通知していると

ころですが、改めて、以下の点に留意しつつ設置促進を行うよう、積極的な取り組みを行

うこと。 

（１）戸開走行保護装置の設置に係る手続きについて 

戸開走行保護装置を設置する際の建築基準法（昭和 25年法律第 201 号、以下「法」

という。）上の手続きについては、「戸開走行保護装置等の設置の促進について」（平成

24 年４月 27 日付国住指第 291 号）に記載のとおり、エレベーター全体を撤去・新設

する場合を除き建築確認・検査（計画通知の場合を含む）は不要であること。 
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（２）所有者等への意識啓発について 

設置促進のため、各特定行政庁は、戸開走行保護装置の未設置エレベーターの所有

者等に対し、保守・点検、定期検査・報告等あらゆる機会を捉え、設置の必要性につ

いて啓発を行うこと。 

（３）戸開走行保護装置のマーク表示制度の活用について 

戸開走行保護装置が設置されているエレベーターについては、設置済みであること

を当該エレベーターの利用者等が容易に把握できるよう、戸開走行保護装置設置済み

マークをエレベーター内の見やすい場所に表示するよう、各特定行政庁は、所有者等

に対し定期検査・報告の機会等を通じ働きかけること。 

（４）補助制度の活用について 

国土交通省においては、戸開走行保護装置の設置等エレベーターの防災対策改修に

ついては、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金による支援を行っていると

ころであり、地方公共団体による当該補助制度の状況を確認し活用すること。また、

戸開走行保護装置の設置を促進するには、地方公共団体における補助制度の整備・充

実が不可欠と考えられるため、未だ整備していない都道府県又は市区町村においては、

速やかに制度の整備を進めること。 

（５）戸開走行保護装置設置状況の調査、分析について 

各特定行政庁においては、法第 12条第３項に基づく定期検査・報告制度によって得

られた情報を基に、戸開走行保護装置の設置状況を把握、分析し、管内における戸開

走行保護装置設置促進を行うこと。また、本年度に定期検査・報告を受けた戸開走行

保護装置の設置状況については、次年度に特定行政庁から国土交通省へ報告を求める

予定であることを申し添える。 

 

３．緊急時の体制確保について 

各市区町村は、所有者等に対し、事故の通報受信時の確認項目、初動対応等を定めたマ

ニュアルの作成・整備並びに訓練等を実施するよう促し、必要に応じて支援すること。 
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⒆ 昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定

基準並びに検査結果表を定める件等の改正について 

国 住 指 第 2 6 0 6 号 

平成 28 年 11 月 1 日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、 

事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件等の改正について（技術的助言） 

 

昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果

表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 283 号。以下「第 283 号告示」という。）の一部を改正する件及び建築設備等

（昇降機を除く。）の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに

検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 285 号。以下「第 285 号告示」という。）の一部を改正する件は、い

ずれも平成 28 年 11 月１日に公布され、平成 29 年４月１日に施行することとした。 

ついては、これらの告示の運用について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技

術的助言として下記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対しても、この旨周知方お願い

する。 

なお、国土交通大臣指定及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨通知していることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 改正の概要 

第 283 号告示は、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「施行規則」という。）第６条第２項及び第

３項、第６条の２第１項、第６条の２の２第２項及び第３項並びに第６条の２の３第１項の規定に基づき、第６条第３

項に規定する昇降機及び第６条の２の２第３項に規定する観光用エレベーター等（以下単に「昇降機」という。）につい

て、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 12 条第３項（法第 88 条第１項において準用する場

合を含む。）に規定する検査及び法第 12 条第４項（法第 88 条第１項において準用する場合を含む。）に規定する点検の

規定に基づく項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定めている。また、第 285 号告示は、施行規則

第６条第１項から第３項まで並びに第６条の２第１項及び第２項の規定に基づき、第６条第３項に規定する建築設備（昇

降機を除く。）について、法第 12 条第３項に規定する検査及び同条第４項に規定する点検の規定に基づく項目、事項、

方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定めている。 

今般、昇降機の法第 12 条第３項に規定する検査及び同条第４項に規定する点検に係る調査（以下「定期検査等」とい

う。）等に関して、近年の事故等を踏まえ、基準の改正を行うこととした。 

 

１．第 283 号告示について 
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（１）接触器、継電器及び運転制御用基板について（別表第一一機械室(六)等） 

電動機主回路用接触器の主接点及びブレーキ用接触器の接点に溶着や接触不良等の不具合が生じた場合は、かご

を正しく制御することができず、戸開走行事故等の重大な事故に至るおそれがあるため、それぞれの接点の状況を

確認し、検査結果表に記入することとした。また、フェールセーフ設計の有無を確認し、フェールセーフ設計でな

い場合には製造者が指定する接触器の交換基準及び最終（前回）交換日を記入し、交換基準に従って交換されてい

るか確認することとした。 

なお、ここでいう「フェールセーフ設計」とは、それぞれの接点に溶着等の不具合が生じた場合でも、運行指令

と接点からの信号又はブレーキの作動状態等との不整合を検知するなどし、自動的にかごを制止させる設計をいう。 

（２）綱車について（別表第一一機械室(十二)等） 

複数ある溝間に著しい摩耗差が生じている場合は、摩耗差が綱車外周からの主索の出張りの差として現れる。こ

の場合、主索と溝の摩耗が促進され、主索の破断に至るおそれがあるため、各主索の出張りに段差が生じていない

ことを確認することとした。 

（３）プランジャーストロークについて（別表第一一機械室(十四)等） 

プランジャーストロークを測定しなければならないエレベーター及びエスカレーターについては、プランジャー

ストロークを直接又は製造者が指定する方法により測定し、検査結果表に記入することとした。 

（４）主索及び調速機ロープについて（別表第一二共通(三)、別表第一四かご上(六)等） 

主索及び調速機ロープについて、それぞれの径の状況、錆の状況の確認を徹底させるため、径の状況、錆びた摩

耗粉により谷部が赤錆色に見える部分等について検査結果表に記入することとした。 

（５）非常止め装置について（別表第一四かご上(十七)、別表第一六ピット(七)等） 

釣合おもり非常止め装置及びかご非常止め装置について、それぞれ作動の状況の確認を徹底させるため、検査結

果表に作動状況の確認方法を記入することとした。 

（６）緩衝器及び緩衝材について（別表第一六ピット(四)等） 

緩衝器及び緩衝材について、それぞれ作動の状況の確認を徹底させるため、検査結果表に緩衝器及び緩衝材の形

式及び劣化の状況を記入することとし、油入式緩衝器については、さらに、作動の状況及び油量の状況を記入する

こととした。 

（７）エスカレーター機械室の汚損状況について（別表第五一機械室(一)） 

エスカレーター機械室における火災の発生及びその他機器の作動に影響を及ぼす事態を避けるため、汚損の状況

を確認することとした。 

（８）エスカレーターの駆動鎖について（別表第五一機械室(十)） 

エスカレーターの駆動鎖について、駆動鎖の健全性確認を徹底させるため、駆動鎖の張りの状況、駆動鎖の伸び

の状況、駆動スプロケットと従動スプロケットの芯ずれの測定及び給油の状況等を確認し、検査結果表に記入する

こととした。 

（９）その他 

その他検査に必要な字句の修正を行った。 

 

 

 

２．第 285 号告示について 

本告示の制定以降、加圧防排煙設備が導入されたことを踏まえ、加圧防排煙設備の定期検査等の項目、事項、方法
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及び結果の判定基準の追加等を行うこととした。 

 

第２第 283 号告示に係る運用上の留意事項 

 

１．接触器、継電器及び運転制御用基板について（別表第一一機械室(六)等） 

電動機主回路用接触器の主接点及びブレーキ用接触器の接点の不具合に対して、フェールセーフ設計となっている

ことの確認は、製造者から提供される情報によること。 

また、交換基準の項目は、フェールセーフ設計であった場合でも、製造者から接触器の交換基準が示されている場

合には、検査結果表に交換基準及び最終（前回）交換日を記入し、交換基準に従って交換されているか確認すること。

交換基準が示されていない場合も、最終（前回）交換日を記入すること。 

なお、新設されてから一度も交換がなされていない場合には、最終（前回）交換日の欄に設置日又は使用開始日を

記入すること。 

 

２．綱車について（別表第一一機械室(十二)等） 

複数の溝間の摩耗差の状況について、製造者が綱車外周からの主索の出張りの差について要是正となる基準を示し

ている場合は、当該基準によること。 

 

３．プランジャーストロークについて（別表第一一機械室(十四)等） 

プランジャーストロークを測定しなければならないエレベーターとは、ブレーキシステムの構造的特性からブレー

キライニングの摩耗が進行した場合に、プランジャーの移動が拘束される又はブレーキスプリングのばね力により推

力が低下する可能性のある構造と判定されたブレーキを有するものをいう。 

なお、具体の判定情報は、別途示す判定フローに基づき、製造者等が示すものによること。小荷物専用昇降機にお

いて、具体の判定情報や検査方法を製造者等が示している場合は、その内容及び結果を特記事項に記入すること。 

 

４．ブレーキの摩耗粉の状況について（別表第一一機械室(十四)） 

ブレーキ周囲の摩耗粉については、パッド以外からの摩耗粉についても目視により確認すること。 

 

５．エスカレーターの駆動鎖について（別表第五一機械室(十)） 

駆動鎖の張りの状況及び駆動鎖の伸びの状況については、直接又は製造者が指定する方法により測定すること。 

また、駆動スプロケットと従動スプロケットの芯ずれについては、直接若しくは製造者が指定する方法により測定

する方法又は歯面を目視により確認する方法により行うこと。歯面を目視により確認する方法による場合にあっては、

原則として製造者が示す基準によること。 

なお、この項における、芯ずれ測定の構造上対象外とは、駆動スプロケットと従動スプロケットの芯が常に一定と

なる案内構造等により、駆動鎖の交換時又は張力調整時に芯ずれが生じないことから、芯ずれの調整が不要なものを

いう。 

452



第4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

453



 
 

 

  
 

  
 

  
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

第4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

454



 
 

 
(UCMP)  

 
 

 
 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 

( ) 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

455



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

 

(21) 昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検における 

プランジャーストロークの測定について 

国 住 昇 第 ３ ３ 号  

平成２９年１月３０日 

 

各都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課 

昇降機等事故調査室長 

 

昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における 

プランジャーストロークの測定について 

 

平素より、建築行政の推進にご協力いただき感謝申し上げます。 

平成 25 年 2 月 8 日に社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会から「石川県内エレベ

ーター戸開走行事故調査中間報告書」が公表され、事故機と類似の特性を持つブレーキ（以

下、「要改善ブレーキ」という。）を有するエレベーターについて、早急に改善措置を完了

するとともに当面の安全の確保を図るよう求められております。 

このため、「昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、

方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件等の改正について（技術的助言、平成

28 年 11 月 1 日付け国住指第 2606 号）」において、平成 29 年 4 月より、プランジャーストロ

ークを測定しなければならないエレベーターやプランジャーストロークを直接又は製造者が

指定する方法により測定することを既に通知しています。 

これら、要改善ブレーキを有するエレベーターについては、「昇降機の定期検査報告におけ

る検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表

を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 283 号。以下、「定期検査告示」という。）」の規

定のほか、安全性を確保する観点から、下記のとおり、定期検査で求める期間よりも短い期

間でプランジャーストロークの測定回数を増やす等当面の安全確保を図ることといたします。 

貴職におかれましては、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターがある場合には、

下記について報告を受け、必要に応じて指導していただきますようお願いいたします。また、

管内の特定行政庁にこの旨周知していただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提供 

本年１月末時点において、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについては、

製造者により設置建物リストを取りまとめることとしており、各都道府県単位で 3月中に

提供することとする。 

なお、要改善ブレーキがない場合には、その旨連絡することとする。 
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２ 要改善ブレーキを使用するエレベーター機種及びプランジャーストロークの検査方法等 

本年１月末時点において、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについては、

本年２月末日までに、別紙のとおり検査に係る技術情報を所有者に送付するとともにホー

ムページへの公表により開示し、昇降機等検査員等が確実に検査可能な状態を整えるよう、

製造者に対し要請している。なお、ホームページに開示された情報については、後日、各

都道府県に対し、ホームページ掲載箇所を連絡する。 

 

３ 要改善ブレーキにおけるプランジャーストロークの検査結果の特定行政庁への報告 

１により提供した要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターについては、別紙のと

おり、定期的に検査を行い、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 12 条第 3項に基づ

く定期報告の際に、特定行政庁に対しまとめて報告されるよう指導することとしているの

で、当該エレベーターについて点検内容を確認し、報告がない場合は点検を行うよう所有

者等を指導されたいこと。 

 

４ 要改善ブレーキにおけるプランジャーストロークの検査結果の国土交通省への報告 

１によって報告された要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターについては、３

のとおり特定行政庁に報告するほか、国土交通省に対しても別紙のとおり対象リストを更

新することを求めている。このため、各特定行政庁から国土交通省への報告は不要である。 

 

５ その他 

要改善ブレーキの改善措置がなされたと報告されたものであっても、十分な効果が発揮

できていない状況を、国土交通省として認めた場合には、追加で上記１～４の措置を求め

ることがあり、対象が追加されることがありうることに留意すること。 

 

 

【記２、３、４の記載の「別紙」の補足 

記２「別紙」は、別添１記２を示す。 

記３「別紙」は、別添 1記３を示す。 

記４「別紙」は、別添１記４(1)を示す。 
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国 住 昇 第 ３ ２ 号 

平成２９年１月３０日 

 

要改善ブレーキ改善措置未完了 各社 

代 表 取 締 役  殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課 

昇降機等事故調査室長 

 

エレベーターにおけるブレーキの安全性確保のための対応について 

 

平素より、建築行政の推進にご協力いただき感謝申し上げます。 

平成 25 年 2 月 8 日に社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会から「石川県内エレベー

ター戸開走行事故調査中間報告書」が公表され、平成25年 10月にブレーキに関する調査を

実施するとともに、平成28 年 9 月 20 日付国住昇第20 号において、要改善ブレーキについ

て、早急に改善措置を完了されたい旨を通知いたしました。 

これら、要改善ブレーキについて、改善措置未完了のものについて、戸開走行保護装置の

設置等早期に改善措置の実施を図ってください。 

なお、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについては、「昇降機の定期検査報

告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検

査結果表を定める件（平成20 年国土交通省告示第283号。以下、「定期検査告示」とい

う。）」の規定に基づき、平成29年 4月よりプランジャーストロークの詳細な検査を求めてお

りますが、こうした措置に加え、プランジャーストロークの測定回数を増やす等当面の安全

確保を図ってください。 

このため、貴職におかれましては、下記について、対応、報告していただきますようお願

いいたします。 

 

記 

 

１ 要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提出 

本年１月末時点において、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについて

は、貴職において、所有者又は管理者（以下、「所有者等」という。）に対し、当該エレベ

ーターが要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターであり、特別な検査が必要であ

る旨を説明してください。また、設置建物リストを様式１に取りまとめ、2月10日（金）

17時までに下記のあて先まで提出してください。 

なお、当該エレベーターの安全を確保する観点から、提出されたリストについては、所在

地の特定行政庁にも提供します。 

 

 

別添１ 
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２ 要改善ブレーキを使用するエレベーター機種及びプランジャーストロークの検査方法等

の公表 

本年１月末時点において、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについて

は、本年２月末日までに以下の事項について、所有者に送付するとともに、ホームページ

への公表により開示し、昇降機等検査員等が確実に検査可能な状態を整えてください。ま

た、所有者等への連絡及びホームページへの公表が完了した旨及び下記事項を網羅した情

報のホームページにおける公表ＵＲＬを下記あて先に報告してください。 

なお、ホームページに下記情報を公表する際の当該ページのタイトルは、「プランジャー

測定対象エレベーターの技術情報」としてください。 

（１）要改善ブレーキが使用されている旨を判別するための情報 

① 要改善ブレーキ使用エレベーターであることを判別のための型式、見分け方 

② 要改善ブレーキが改善済み又は未改善であることを見分ける方法 

（２）プランジャーストロークの測定方法 

（３）要改善ブレーキの改善措置の内容 

改善措置については、戸開走行保護装置の設置又は平成28年 9月 20日付国住昇第

20号に基づき報告された方法によること。 

（４）本件についての外部からの問合せ窓口、連絡先 

 

３ 要改善ブレーキにおけるプランジャーストロークの検査結果の特定行政庁への報告 

１によって報告された要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターについては、以下

のとおり定期的に検査を行い、建築基準法（昭和25年法律第201号）第12条第3項に基

づく定期報告の際に、特定行政庁に対しまとめて報告されるようにしてください。なお、

改善措置が完了したものにあっては、その旨も併せて報告してください。 

（１）プランジャーストロークの検査間隔 

３か月に1回以上行うこと。 

※この際、ブレーキスプリングのばね力が基準範囲内であることの確認を徹底すること 

（２）計測結果の報告 

様式２により報告すること。 

（３）特定行政庁への報告の時期 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第12条第3項に基づく定期報告に併せて、

特定行政庁に報告すること。 

（４）改善措置が終了した際の報告 

改善措置が終了したものは、その旨を様式２に記載すること。 

 

４ 要改善ブレーキにおけるプランジャーストロークの検査結果の国土交通省への報告 

１によって報告された要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターについては、３の

とおり特定行政庁に報告するほか、国土交通省に対しては、以下のとおり対象リストを見

直し、当該リストを定期的に報告してください。なお、改善措置が完了したものにあって

は、その旨も併せて報告してください。 
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（１）国土交通省への報告の内容及び時期 

様式１により、平成 29年 9月末日時点の状況を、同年 10 月末までに下記のあて

先まで報告すること。また、以降も要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターが

残っていた場合には、毎年9月末日時点の状況を、同年10月末までに報告するこ

と。 

（２）改善措置が終了した際の報告 

改善措置が終了したものは、その旨を様式１に記載すること。 

 

５ その他 

本対応について不明な点がある場合には、下記の国土交通省のあて先に確認してくだ

さい。 

なお、要改善ブレーキの改善措置がなされたと報告されたものであっても、十分な効果

が発揮できていない状況を認めた場合には、追加で上記１～４の措置を求めることがあり

ます。 
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(22) 要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提供及び留意事項について 

国 住 昇 第 ３ ９ 号 

平成２９年３月２４日 

各都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課 

昇降機等事故調査室長 

 

要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提供及び留意事項について 

 

平素より、建築行政の推進にご協力いただき感謝申し上げます。 

平成 29 年 1 月 30 日付国住昇第 33 号（以下、「第 33 号通知」という。）により、要改善ブレーキの構造を持つ昇降機

のプランジャーストロークの測定について、通知したところですが、リストの提供等の準備が整いました。 

貴職におかれましては、これらの要改善ブレーキについて、下記のとおり、必要に応じて指導していただきますよう

お願いいたします。また、管内の特定行政庁にこの旨周知していただきますようお願いいたします。 

 

記 

 
１ 要改善ブレーキの改善措置未完了リストの提供 

本年１月末時点において、要改善ブレーキの改善措置未完了のエレベーターについては、第 33 号通知に基づき、

物件リストを各都道府県単位で提供する。リスト中の昇降機の定期報告を管轄する、各特定行政庁にも貴職から提供

されたい。 

なお、物件リストについては、当室から担当者あて別途電子データにて送付する。 

 

２ 要改善ブレーキを使用するエレベーター機種及びプランジャーストロークの検査方法等 

物件リストに各社の要改善ブレーキに関する情報が掲載されたＵＲＬを記載しているので、必要に応じ参照された

い。 

 

３ 要改善ブレーキにおけるプランジャーストロークの検査結果の特定行政庁への報告 

要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターについては、第 33 号通知のとおり、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号）第 12 条第 3 項に基づく定期報告の際に、特定行政庁に対しまとめて報告されるよう指導している。 

各特定行政庁においては、物件リストに掲載された物件について、プランジャーの測定がなされているか確認し、

不足があれば所有者等を指導されたいこと。なお、国土交通省への報告は、第 33 号通知４のとおり不要であること。 

 

４ その他 

要改善ブレーキ改善措置未完了のエレベーターのうち、労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）第 12 条

第 1 項第 6 号に規定するエレベーターに該当するものは、特定行政庁ではなく、国土交通省に対し報告することとし

ているため、特段の対応は不要である。 
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(23) 遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件等の改正について（技術的助言） 

 

国住指第４５１１号 

平成２９年３月２９日 

 

都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件等の改正について 

（技術的助言） 

 

遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件（平成 12 年建設省告示第 1426 号。以下「第 1426 号告示」

という。）の全部を改正する件は、平成 29 年３月 29 日に公布され、平成 30 年４月１日から施行するこ

ととした。また、これに伴い、同改正告示の附則において、遊戯施設の非常止め装置の構造方法を定める

件（平成 12 年建設省告示第 1427 号。以下「第 1427 号告示」という。）の一部を改正することとした。 

ついては、 改正後の遊戯施設の客席部分の構造方法を定める件（平成 29 年国土交通省告示第 247 号。

以下「新告示」という。）及び第 1427 号告示の運用について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言として下記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣指定及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨通知しているこ

とを申し添える。 

 

記 

 

第１ 改正の概要 

遊戯施設の客席部分におけるシートベルト等の身体保持装置については、建築基準法施行令（昭和

25 年政令第 338 号。以下「令」という。）第 144 条第１項第３号イの規定に基づき、第 1426 号告示

において、平成 12 年建設省告示第 1419 号(以下「第 1419 号告示」という。）別表第１及び別表第２

に規定する遊戯施設の種類、定常走行速度及び勾配等の区分に応じて例示仕様を定めていたが、近年

の多様な遊戯施設の開発等により、通常の走行時にも非常に大きな加速度が生ずるものによる事故

が発生している。 

こうした状況を鑑み、加速度に応じた適切な身体保持装置の基準が求められているところであり、

今般、遊戯施設の身体保持装置に係る基準の見直しを図ることとした。 

また、遊戯施設の非常止め装置については、令第 144 条第１項第５号の規定に基づき、第 1427号

告示において設置条件等を定めているが、今般の身体保持装置に係る基準の見直しに伴い、非常止め

装置も含め一体として安全確保の検証を行う必要があることから、大臣認定が必要となる対象範囲

について、整合を図ることとした。 
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１．第 1426 号告示の改正の概要 

（１） 加速度に応じた客席部分の構造方法の規定について（第１第１項関係） 

第 1419 号告示別表の区分に係わらず、客席部分に生ずる各方向の加速度に応じて、下記のとお

り身体保持装置に必要とされる性能を規定することした。ここでいう加速度とは、継続時間が 0.2

秒以上であるものをいう。 

なお、第 1419 号告示別表第１（四）項及び別表第２（四）項に規定する遊戯施設については、

通常、側壁等により落下防止対策を行うものであることから、従来と同等の規定とした。 

① 前後（Ｘ軸）方向及び上下（Ｚ軸）方向の加速度による規定 

客席部分に生ずる前後（Ｘ軸）方向及び上下（Ｚ軸）方向の加速度が、新告示の別図で定め

る加速度領域一から加速度領域三までの範囲内である場合、その加速度領域に応じて、身体保

持装置に必要とされる性能を規定した。なお、別図注５）のとおり、加速度が領域間の境界線

上にある場合は、そのうち最も大きい領域の規定を適用する。 

また、加速度領域三を超える場合は、建築基準法（昭和 25年法律第 201 号。以下「法」とい

う。）に基づく性能評価及び大臣認定を受ける必要がある。 

② 横（Ｙ軸）方向の加速度による規定 

客席部分に生ずる横（Ｙ軸）方向の加速度の最大値が、３（単位 m/s2。以下同じ。)以上 12

未満の範囲内である場合、上記①により必要とされる身体保持装置の性能に加え、その加速度

の大きさに応じた横滑り防止対策の規定を付加した。 

加速度の最大値が 12 以上となる場合は、法に基づく性能評価及び大臣認定を受ける必要が

ある。 

 

（２） 前後（Ｘ軸）方向及び上下（Ｚ軸）方向の加速度における客席部分の構造方法について（第１

第２項及び第７項関係） 

加速度領域一又は加速度領域二に該当する場合、乗客の身体を保持するものとして、シートベ

ルト又は安全バー等の身体保持装置の設置を求めることとした。当該装置については解除等を行

うために意図的な操作が必要であることや装着している間に乗客が容易にくぐり抜けることが

できない構造等を求めており、意図的な動作がなければ乗客が客席部分から立ち上がることがで

きないことを求めるものである。なお、加速度領域一に該当し、かつ、客席部分に側壁等の設置

により落下防止対策を行った場合は、身体保持装置の設置を不要とした。 

加速度領域三に該当する場合には、加速度領域一又は加速度領域二に該当する場合の性能に加

えて、 身体保持装置の固定位置が複数箇所設けられ、乗客の体格に合わせ、固定位置を調整でき

る機能（以下「固定位置調整機能」という。）を求めることとした。 

 

（３）横（Ｙ軸）方向の加速度における客席部分の構造方法について（第１第３項関係） 

横（Ｙ軸）方向の加速度が３以上 12 未満の場合は、乗客の横滑り防止のために、身体保持装置

を乗客毎に個別に設ける（以下「個別設置」という。）こととした。ただし、座席に突起を設ける

等の横滑りを抑制するための措置（以下「横滑り防止対策」という。）を行った場合はこの限りで

ない。また、横（Ｙ軸）方向の加速度が５以上 12未満の場合については、乗客の上体が遠心力に
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より振れることにより客席部分の側面等に衝突するおそれがあることから、緩衝材その他の上体

を保護する部材を設ける（以下「危害防止対策」という。）こととした。 

 

（４） 落下防止のための客席部分の構造方法について（第１第４項関係） 

上記（２）及び（３）のほか、乗客の落下防止の観点から、座席面の最高部の高さ（地盤面等

からの高さをいう。）が２ｍを超える場合は、固定位置調整機能を求めることとした。 

また、座席の傾斜角度が 45 度以上傾斜する場合においても、固定位置調整機能のほか、個別

設置及び乗客が解除等を行うことができないよう運転者又は運転補助者による意図的な操作を

必要とする（以下「解除防止機能」という。）こととした。 

 

（５） 手すり等の設置について（第１第５項、第７項関係） 

客席部分には身体保持装置の設置に加え、手すりその他の客席部分にいる人が自らの身体を

支えることができる設備（以下「手すり等」という。）を設けることとした。ここでいう手すり

等とは、握り棒やグリップ等を含むものとし、身体保持装置が当該手すり等を兼ねることを可能

とする。 

なお、加速度領域一に該当し、かつ、客席部分に側壁等の設置により落下防止対策を行い、身

体保持装置の設置を不要とした場合については、手すり等の設置は不要とした。 

 

２．第 1427 号告示の改正の概要 

遊戯施設の非常止め装置における、第 1427 号告示で定める例示仕様の適用については、第 1419号

告示別表第１（（四）項を除く。）及び別表第２（（四）項を除く。）に該当する遊戯施設のうち、客席

部分に生ずる前後（Ｘ軸）方向及び上下（Ｚ軸）方向の加速度による加速度領域一から加速度領域三

までの範囲内である場合で、かつ、横（Ｙ軸）方向の加速度の最大値が 12未満であるものに限るこ

ととし、それ以外の非常止め装置については、建築基準法に基づく性能評価及び大臣認定を受ける必

要がある。 

なお、第 1419 号告示別表第１（四）項及び別表第２（四）項に規定する遊戯施設については、従

来と取扱いに変わるところはない。 

 

第２ 運用上の留意事項 

 

１．建築確認審査について 

建築確認審査に際しては、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）第３条第１項の表

２（六）項の「遊戯施設の仕様書｣の項に規定する｢遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分に関する

事項｣に基づき、客席部分における各方向の設計加速度を客席部分の仕様書に明示させることにより、

新告示の規定への適合について確認すること。具体的には、前後（Ｘ軸）方向、上下（Ｚ軸）方向、

横（Ｙ軸）方向のそれぞれの軸における設計加速度値並びに前後（Ｘ軸）方向及び上下（Ｚ軸）方向

の設計加速度値による加速度領域を記載させること。なお、加速度の方向については、客席部分の座

席面を基準とした方向で取り扱う等、当該設計加速度の設定に当たっての前提条件は、別紙の「遊戯

施設の客席部分に生ずる加速度の計測要綱」※に準拠して設定されている必要がある。 
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また、各方向の設計加速度に応じて、新告示に定める身体保持装置の要求性能（固定位置調整機能、

個別設置、横滑り防止対策、危害防止対策等）に適合していることを、構造詳細図又は仕様書等によ

り確認すること。 

 

２．完了検査について 

完了検査に際しては、確認審査等に関する指針（平成 19 年国土交通省告示第 835 号）第３第３項

第２号に基づき、簡易な計測機器等による測定により、確認申請図書における設計加速度との整合を

確かめることとする。なお、測定に当たっては、事業者が行うことで差し支えないが、できる限り測

定に立ち会うことが望ましい。 

また、加速度の計測機器や計測方法については、別紙の「遊戯施設の客席部分に生ずる加速度の測

定要綱」※によるものとし、計測条件や計測結果を当該要綱上の様式に記載させた上で、確認を行う

こと。 

 

３．定期検査等について 

毎回の法第 88 条第１項において準用する法第 12 条第３項及び第４項に規定する定期検査等（以

下「定期検査等」という。）に際しては、加速度の計測までは求めないこととする。なお、従前の加

速度と計測条件が変わる場合においては、再度、加速度の計測を行い、加速度領域等の変更が生じて

いないことを法第 88 条第１項において準用する法第 12 条第５項の報告等により新告示の規定に適

合していることを確かめること。 

 

４．既存の遊戯施設について 

既存の遊戯施設については、所有者に対し、過去の測定記録の確認や改めて測定を行う等の対応に

より、現状の加速度を把握し、新告示に定める身体保持装置の要求性能への適合の可否の確認に努め

るよう周知されたい。 

新告示については、建築基準法上遡及を求めるものではないが、適合しないものにあっては、新た

な身体保持装置の追加や速度調整等の安全対策を行うよう促すこと。なお、加速度領域三を超える場

合の安全対策については、当職まで相談されたい。 

また、安全対策が行われるまでの間、所有者が新告示に適合しないことにより生じるリスク等を把

握し、身体保持装置の作動確認の徹底等について運行担当者向けマニュアルに明示するとともに、研

修、訓練等の実施により、当該マニュアルについて周知徹底を図る等、 事故発生の防止に向けた取

組を行うよう指導すること。 

 

５． 身体保持装置について 

（１） シートベルトの取扱いについて（第１第２項第１号関係） 

身体保持装置にシートベルトを使用する場合、新告示では上記第１の１．（２）のとおり、解除

等のために 「意図的な操作を必要とする構造であること」を求めており、確実に作動させる観点

から、車用のシートベルト等に使用されている押しボタン式バックルのシートベルトが望ましい。

なお、シートベルトの余りの部分を持ち上げるだけでシートベルトが緩む構造のバックルを使用

しているものについては、ベルト通しを設ける等の対応を施したものを除き、乗客が無意識に触

467



第 4 章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 

 

 

れて解除されるおそれがあることから、新告示の規定に適合する身体保持装置とはいえない。 

また、使用するシートベルトの許容引張力については、当該シートベルトの引張強さを第 1419

号告示第４第３項に規定する客席部分の安全率で除した数値を許容引張力とすること。 

 

（２） 固定位置調整機能について（第１第２項第２号関係） 

複数人の身体を安全バー等で保持する場合、当該身体保持装置が固定位置調整機能を有してい

ても、体型の違う乗客が並んで乗車する際に隙間が生じることにより、十分な性能が確保できな

い可能性がある。このため、運転者又は運転補助者により適切な乗客の配置及び装着の際の状況

確認を徹底する等、適切な運行管理を行うこと。適切に隙間が調整できない場合には、安全バー

等に付加して個別シートベルトの設置等の対策を行うこと。 

 

（３） 横滑り防止対策について（第１第３項関係） 

横（Ｙ軸）方向の加速度に対する乗客の横滑り防止対策については、座席に突起を設ける等の

措置のほか、乗客間の隔壁、滑り止めシート、着座部をくぼませた座席構造にする等の対策があ

ることから、客席部分の構造に応じて適切な措置を選択すること。 

なお、滑り止めシートを使用する場合には、運用する前に十分に機能を満たすことを確認する

とともに、定期検査等の際に、劣化状況に留意すること。 

 

（４） 乗客が任意に加速度を変更できる遊戯施設の取扱い（第１第１項関係） 

第 1419 号告示別表第２（二）項に規定するコーヒーカップ等、乗客が任意に加速度を変えるこ

とができる遊戯施設については、理論上又は実測上の最大加速度により判断し、身体保持装置に

必要とされる性能を満たすこと。 

 

※別紙「遊戯施設の客席部分に生ずる加速度の計測要綱」（添付略） 
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(24) 特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める件

の一部改正について（技術的助言） 

国 住 指 第 7 0 2 号 

平成２９年６月２日 

 

都道府県建築主務部長殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの 

構造方法を定める件の一部改正について（技術的助言） 

 

特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める件の

一部を改正する件（平成29年国土交通省告示第601号。以下「改正告示」という。）は、

平成29年６月２日に公布され、機械室を有しない非常用エレベーターに係る部分について

は同日に、段差解消機に係る部分については平成30年４月１日にそれぞれ施行されること

となった。 

ついては、改正告示による改正後の特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエス

カレーターの構造方法を定める件（平成12年建設省告示第1413号。以下「第1413号告示」

という。）の運用について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規

定に基づく技術的助言として下記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関

に対しても、この旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣指定及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨通知していることを申し添える。 

 

記 

 
１．機械室を有しない非常用エレベーターについて 

（１）建築確認審査について  

建築確認審査の際には、駆動装置等の日本工業規格（以下「JIS」という。）C0920

（電気機械器具の外郭による保護等級（IPコード））-2003に規定するIPX2への適合

性については、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１条の３第４項の

表１(十)項の「令第129条の３第１項第１号及び第２項第１号並びに第129条の４から

第129条の11までの規定が適用されるエレベーター」の項に規定する「エレベーター

の駆動装置及び制御器の位置及び取付方法」に基づき、IPX2に適合することを証明す

る試験成績書等を提出させることなどにより、確認すること。 
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（２）JIS C0920-2003に規定するIPX2と同等以上の防水の措置を講じたものについて 

第1413号告示第１第３号ハに規定する「これと同等以上の防水の措置を講じたも

の」として、IPX3からIPX6までに適合するもののほか、国際電気標準会議が定めた規

格IEC 60529（2001）に規定するIPX2からIPX6までに適合するものを想定している。 

 

２．段差解消機について 

（１）段差解消機の型式適合認定について 

改正告示のうち、段差解消機に係る部分の施行日（平成30年４月１日）以前に型式

適合認定を取得している段差解消機であって、昇降行程が１メートル以下のものは、

第1413号告示に適合しないものがあるため、建築確認審査の際には、このことに十分

留意の上で建築基準法令の規定に適合するものであることを確認すること。 

 

（２）既存の段差解消機について 

昇降行程が１メートル以下で第1413号告示に適合しない既存の段差解消機について

は、建築基準法上遡及を求めるものではないが、適合しないものにあっては、昇降行

程にかかわらず、生命、身体に関わる事故につながるおそれがあることを、定期報告

等の機会を活用して所有者等に周知し、第1413号告示へ適合させるよう対応を促すこ

と。 

また、この際に、第 1413 号告示への対応がされるまでの間は、手すりをつかんで利

用すること、介助者も一緒に利用すること、これらを表示すること等、安全管理の徹

底を行うよう所有者等へ周知すること。 
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(25) 非常用エレベーターの駆動装置等の防水保護等級の確認について 

 

事 務 連 絡 

平成２９年６月２日 

 

都道府県建築主管課 様 

 

国土交通省住宅局建築指導課 

課長補佐（動力・設備担当） 

 

非常用エレベーターの駆動装置等の防水保護等級の確認について 

 

特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める件の一

部改正について（技術的助言） （平成 29年６月２日付け国住指第 702 号）記１において、

建築確認審査の際の、駆動装置等の日本工業規格 C0920（電気機械器具の外郭による保護等

級（IPコード））-2003 に規定する IPX2 への適合性に関して、確認方法の例を下記のとおり

とりまとめましたので、執務上の参考としてください。 

貴職におかれましては、下記留意事項を貴管内の特定行政庁及び貴都道府県指定の指定

確認検査機関に対しても、この旨周知方お願いします。 

 

記 

 

１ 試験方法 

１以上の被試験品について、 日本工業規格 C0920 （電気機械器具の外郭による保護

等級（IPコード））-2003 に規定する IPX2 又はこれと同等以上の試験を行う。 

 

２ 試験結果 

別紙１証明書（例）の「試験結果」により判断する。 

 

３ 建築主事への提出書類 

別紙１証明書（例）を提出する。 

 

４ その他 

証明書（例）の記入例については、別紙２のとおり。 

 

 

 

471



第 4章 昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等 
 

 

別紙１ 

 

機械室なし非常用エレベーターにおける駆動装置等の防水保護等級証明書（例） 

 

防水保護等級の判定結果は、次のとおりである。 

機器名称  

型式  

保護等級 
（IP コード） 

 

機器製造会社名称  

試験及び試験方法  

試験条件  

試験実施日 年     月      日 

試験結果 

試験項目 確認方法 判定 

１．被試験品の内部への水の浸入 

結果が「あり」の場合、次の２．「被試験品

の内部への水の浸入あり」の判定を実施する。 

目視 
なし 

あり 

２．被試験

品の内部

への水の

浸入あり 

内部機器の正常な動作及び安全

性を阻害しない。 
目視、通電、絶縁 適合 

沿面距離を確保している絶縁物

表面にトラッキング（絶縁不良）

が生じない。 

目視、通電、絶縁 適合 

通常ぬれた状態で運転するよう

設計していない充電部又は巻線

部分まで水位が達しない。 

目視、通電、絶縁 適合 

電線の近傍又は電線の導入孔部

に水の滞留がない。 
目視、通電、絶縁 適合 

判定結果 合格 

備考 

 

      

以上について、証明いたします。 

（作成日）20     年     月      日  

機関名又は会社名             

代表者又は責任者             印 
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別紙２ 

 

機械室なし非常用エレベーターにおける駆動装置等の防水保護等級証明書（記入例） 

 

防水保護等級の判定結果は、次のとおりである。 

機器名称 制御盤 

型式 ＣＰ-１０５Ａ 

保護等級 
（IP コード） 

JIS C 0920:2003 に規定する IPX2 

機器製造会社名称 ○○○○株式会社 

試験及び試験方法 JIS C 0920:2003 に規定する IPX2 に対する試験よる。 

試験条件 停止中と同等の状態で、かつ、非通電状態で試験を実施した。 

試験実施日 2017 年  X 月  X 日 

試験結果 

試験項目 確認方法 判定 

１．被試験品の内部への水の浸入 

結果が「あり」の場合、次の２．「被試験品

の内部への水の浸入あり」の判定を実施する。 

目視
なし 

あり 

２．被試験

品の内部

への水の

浸入あり 

内部機器の正常な動作及び安全

性を阻害しない。 
目視、通電、絶縁 適合 

沿面距離を確保している絶縁物

表面にトラッキング（絶縁不良）

が生じない。 

目視、通電、絶縁 適合 

通常ぬれた状態で運転するよう

設計していない充電部又は巻線

部分まで水位が達しない。 

目視、通電、絶縁 適合 

電線の近傍又は電線の導入孔部

に水の滞留がない。 
目視、通電、絶縁 適合 

判定結果 合格 

備考 

 

      

以上について、証明いたします。 

（作成日）2017 年 XX 月 XX 日 

機関名又は会社名 ○○○○株式会社    

代表者又は責任者  △  △  △  △    印 
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(27） 電動機主回路用接触器の主接点の再検査について 

 

29 都市建企第 896 号 

平成 29 年 11 月 30 日 

 

○○ ○○ 様 

 

 

東京都都市整備局市街地建築部長 

（公印省略） 

 

 

電動機主回路用接触器の主接点の再検査について（通知） 

 

 

日頃より、東京都の昇降機行政に御理解と御協力をいただき、誠にありがと

うございます。 

平成29年４月１日より平成20年国土交通省告示第283号の一部が改正され、

新たな定期検査報告制度では、別表第１一（六）接触器、継電器及び運転制御

用基板の検査項目において、電動機主回路用接触器の主接点の目視確認が求め

られています。 

平成 29年４月１日以降に検査報告頂いている物件で、この検査項目について、

斜線により抹消され、適切に記載されていない物件があります。（別添 1参照） 

つきましては、平成 29 年 11 月 10 日付「昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書

2016 年版講習会質問への回答（追加）」（別添２参照）に基づき、再検査を実施

し、この接点状況の検査結果について、「適」、「否」、「確認不可」いずれかを○

で囲み、建築基準法第 12 条第３項に基づく、定期検査報告書の検査結果表の再

提出をお願い致します。 
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別記第一号 （ Ａ ４ ）

主主索索又又はは鎖鎖でで吊吊るるエエレレベベーータターー 検検査査結結果果表表

（第１第１項第１号に規定する昇降機）　　　　

既　存
不適格

11

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

 電動機主回路接触器の主接点 　

 　主接点を目視により確認

 　フェールセーフ設計

（ ） 　　最終交換日

交換基準 　年　　月　　日

イ．製造者が指定する交換基準

（ ）

 ロ．やむを得ない事情により、
 　　検査者が設定する交換基準

（ ）

 ブレーキ用接触器の接点 　

 　接点を目視により確認

 　フェールセーフ設計

（ ） 　　最終交換日

交換基準 　年　　月　　日

イ．製造者が指定する交換基準

（ ）

 ロ．やむを得ない事情により、
 　　検査者が設定する交換基準

（ ）

（7）

  絶縁 　電動発電機の回路（  300V以下  ・  300V超  ） MΩ

　　　　　 電動機の回路      （  300V以下  ・  300V超  ） MΩ

　　　　　 制御器等の回路の300Vを超える回路 MΩ

　　　　　 制御器等の回路の150Vを超え300V以下の回路 MΩ

　　　　　 制御器等の回路の150V以下の回路 MΩ

（9）

（10）

（11）

綱車と主索のかかり 

イ．製造者が指定する要是正となる基準値

（ mm）

ロ．やむを得ない事情により、検査者が設定

　　する要是正となる基準値

（ mm）

ハ．綱車と主索の滑り等により判定 　　　 適 　・　否

　　　 適 　・　否

（8）

制御器

（6）

[[機機械械室室あありり・・機機械械室室ななしし]]

 検査項目

代表となる検査者当該検査に
関与した
検査者

要是正

氏名

指摘
なし

その他の検査者

検査結果

　機械室内の状況並びに照明装置及び換気設備等

番号

  　適 ・　否 ・　確認不可

昇降機番号

検査者番号

 接触器、継電
 器及び運転制
 御用基板

該当する ・ 該当しない

担当
検査者
番号

要重点
点検

　機械室の床の貫通部

　機械室への通路及び出入口の戸

該当する ・ 該当しない

 　登録番号　

  複数の溝間の摩耗差の状況

巻上機
mm

　救出装置

 開閉器及び遮断器

  　適 ・　否 ・　確認不可

建築物等の名称：

　機機械械室室((機機械械室室をを有有ししなないいエエレレベベーータターーににああっっててはは、、共共通通））

 ヒューズ

 接地

　階床選択機

 減速歯車

(12) 綱車又は巻胴

別添１
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質
問
№

該該当当
頁頁

該該当当箇箇所所 質　　問 回　　答

42 223
1(6)制御器
[ロープ式]

検査項目1(6)制御器「接触器、継電器及び運転制御用基板」
における、検査事項「電動機主回路用接触器の主接点の状
況」の検査について、電動機主回路の主接点が常時通電しオ
ンオフしないものは、実質的に主接点の機能を果たしていな
いと考えられるため、定期検査の対象外と考えてよいでしょ
うか。

電動機主回路に主接点があるものは、すべて定期検査の対象と
なります。

※該当頁は、「昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書2016年版」の頁です。

（「昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書2017年版」では、227頁となります。）

接接触触器器関関係係他他

「「昇昇降降機機・・遊遊戯戯施施設設定定期期検検査査業業務務基基準準書書22001166年年版版」」講講習習会会　　質質問問へへのの回回答答（（追追加加）） HH2299..1111..1100

  　　  　　８月31日付けで、標記講習会の質問及び回答を掲載いたしましたが、以下質問及び回答を追加掲載いたします。

（一財）日本建築設備・昇降機センター

1 / 1 ページ
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調調査査者者・・検検査査者者のの皆皆様様へへ

建築物や建築設備、防火設備、昇降機等の定期調査・検査等は、告示※1に定める検査
方法に基づいた検査を実施する必要があります。今一度、告示に規定されている検査方
法どおりに検査を実施できているか、検査結果の再確認や自己点検を実施しましょう。
特に調査・検査を行ううえで確認しておくべき点や、検査方法を間違いやすい点・見

落とされがちな点として以下の例※2が挙げられますので、このような点に留意し、間違
いや見落としがないよう適切な調査・検査を行いましょう。

調調査査・・検検査査をを行行ううにに当当たたっってて確確認認すすべべきき点点

● 建築後、増改築や修繕、模様替え等がされており、現況と整合しない工事前の図面を用いた
調査・検査を行っていないか。

● 敷地内の塀や擁壁、地下室等、見落としやすい場所にある調査対象物を予め把握しているか。

間間違違いいやや見見落落ととししがが生生じじややすすいい調調査査・・検検査査項項目目のの例例

● 外装仕上げ材等の劣化及び損傷の状況の調査における、ひび割れや浮き等の確認。

● 常時閉鎖又は作動した状態にある防火設備の閉鎖又は作動の障害となる物品の放置の状況。

● 排煙設備の排煙口の維持保全の状況の検査における、手動開放装置の操作障害となる物品放
置の状況の確認。

● 排煙設備の排煙口の排煙風量の検査における、風速の測定点の抽出方法※３。

● 機械換気設備の換気量の検査における、風速の測定点の抽出方法※４。

● 昇降機の主索の径の状況に係る検査における、主索の直径の測定位置※５。

※1 「建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件」
（平成 年国土交通省告示第 号）、「昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判
定基準並びに検査結果表を定める件」（平成 年国土交通省告示第 号）、 ｢遊戯施設の定期検査報告における検査及び定期点検に
おける点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件｣（平成 年国土交通省告示第 号）、「建築設備
（昇降機を除く。）の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果を
定める件」（平成 年国土交通省告示第 号）及び「防火設備の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事
項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件」（平成 年国土交通省告示第 号）

※2 上記の例は、平成 年度から平成 年度まで国土交通省が実施した「定期報告制度の運用に関する調査事業」の結果を踏まえまとめ
たものです。

※3 排煙口の排煙風量の検査は、排煙口の同一断面内から５か所を偏りなく抽出し、風速を測定することとされています。
※ 機械換気設備の換気量の検査は、給気口の同一断面内から５か所を偏りなく抽出し、風速を測定することとされています。
※5 昇降機の主索の径の検査に当たっては、最も摩耗の進んだ部分と、綱車にかからない部分の直径を測定することとされています。
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(29） 建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について（技術的助言） 
国住指第 4658 号 
令和２年４月１日 

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 

 

国土交通省 住宅局 建 築 指 導 課 長 

 

建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について（技術的助言） 

 

建築基準法施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第 181 号。以下「改正令」という。）

及び建築基準法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う建築基準法施行規則及び建築基

準法に基づく指定建築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令の一部を改正する省令

（令和２年国土交通省令第 13 号）については、いずれも令和２年４月１日から施行される

こととなった。 

ついては、今回施行される改正令等による改正後の建築基準法施行令（昭和 25 年政令第

338 号。以下「令」という。）、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）、建築基準

法に基づく指定建築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令（平成 11 年建設省令第 13

号）及び関連する告示の運用に係る細目について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

245 条の４第 1項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知するので、その運用

に遺憾なきようお願いする。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対し

ても、この旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨周

知していることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 防火·避難規定の合理化（略） 

 

第２ 遊戯施設の客席部分に係る構造基準の具体化 

 

令第 144 条第 1項第 3号ロの規定により、遊戯施設の客席部分の構造は「客席にいる人が

他の構造部分に触れることにより危害を受けるおそれのない構造であること」とされていた

ところであるが、具体的な構造基準が定められていなかったことから、同号ロの改正により、

遊戯施設の客席部分の構造は「客席にいる人が他の構造部分に触れることにより危害を受け

るおそれのないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの」とし、具体的な構

造基準を「客席にいる人が他の構造部分に触れることにより危害を受けるおそれのない遊戯

施設の客席部分の構造方法を定める件（令和 2 年国土交通省告示第 252 号）」に定めた。別

紙を参照の上、適切な運用を図られたい。 
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1 

客客席席ににいいるる人人がが他他のの構構造造部部分分にに触触れれるるここととにによよりり危危害害をを受受けけるるおおそそれれののなないい  

遊遊戯戯施施設設のの客客席席部部分分のの構構造造方方法法をを定定めめるる件件ににつついいてて 

「客席にいる人が他の構造部分に触れることにより危害を受けるおそれのない遊戯

施設の客席部分の構造方法を定める件（令和２年国土交通省告示第 252 号。以下、「告

示」という。）」の運用上、留意すべき事項は、以下のとおりである。 

１．告示第一各号に定める範囲について 

（１）告示別表に定める体格について

告示別表は、客席にいる人の人体モデルの主要な部位の寸法（下図）を定めた

ものであること。 

   （単位 ミリメートル）

身長 肩峰高 座高 
座位 

肩峰高 
座位 
肘頭高 

上肢長 股下高 

1872 1546 974 653 255 779 889 

（２）告示第一第一号に定める範囲について（ハーネス等を設ける場合）

上肢長:779 

 
392 

身
長

:1
,8

72
 

上
肢
長

:7
79

 

1,
47

3 

99
3 

股
下
高

:8
89

 

肩
峰
高

:1
,5

46
 

座
高

:9
74

 

59
8 

座
位
肘
頭
高

:2
55

 
座
位
肩
峰
高

:6
53

 

53
7 

着席時起立時

250 

200 

別表
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2 

告示第一第一号に定める範囲は、下図を参考に手足を伸ばした際に手足その他

身体の一部が届く範囲に 10 センチメートルを加えた範囲とすること。 

（３）告示第一第二号に定める範囲について（ハーネス以外の身体保持装置及び座席

面からの高さが 50 センチメートル以上の側壁等を設ける場合） 

告示第一第二号に定める範囲は、下図を参考に手足を伸ばした際に手足その他

身体の一部が届く範囲に 10 センチメートルを加えた範囲とすること。 

G 
Z 

 O 

59
8 

196

（250）

作図方法例 

① 座席面のハーネス中央を G 点とす

る。

② G点より、別表で定める体格の人

の肩位置 O点は、垂直方向に

598mm、水平方向に 196mm の位置と

なる。

③ 手を伸ばした範囲を O 点から、半

径 879mm の円弧で作図。

④ 別表で定める体格の人が膝を開い

た状態を想定し、膝位置 Z点を G

点より垂直方向に（78）mm、水平

方向に（250）mm の位置とする。

⑤ 足を伸ばした範囲を Z 点から、半

径 637mm の円弧で作図。

⑥ 手を伸ばした範囲の円弧と足を伸

ばした範囲の円弧をつなぐ。

※括弧書きの数値は実況に応じて定め

たもの。 

10
0

10
0

作図方法例 

① 側壁内側から 200mm の位置を G点

とする。

② G点より、別表で定める体格の人

の肩位置 O点は、垂直方向に

598mm、水平方向に 196mm の位置と

なる。

③ 手を伸ばした範囲を O 点から、半

径 879mm の円弧で作図。

④ 別表で定める体格の人が上半身を

前方向に 70°傾斜させた肩位置 Z

点を、G 点より垂直方向に

266mm、水平方向に 196mm の位置

とする。

⑤ 上半身を前方向に 70°傾斜させた

状態で手を伸ばした範囲を Z 点か

ら、半径 879mm の円弧で作図。

⑥ O点から水平方向に 879mm の点と

Z点から水平方向に 879mm の点を

結ぶ。

 O 

Z 

200

59
8 

 50
0 

196

196

26
6 

10
0

100

G 

※図中の数字の単位は mm

※図中の数字の単位は mm

(7
8)
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3 

（４）告示第一第三号に定める範囲について（ハーネス以外の身体保持装置及び座席

面からの高さが 50 センチメートル未満の側壁等を設ける場合） 

告示第一第三号に定める範囲は、下図を参考に手足を伸ばした際に手足その他

身体の一部が届く範囲に 10 センチメートルを加えた範囲とすること。 

 

 

 

（５）告示第一第一号から第三号に規定する「手足を伸ばした際に手足その他身体の

一部が届く範囲」について 

告示第一第一号から第三号に規定する「手足を伸ばした際に手足その他身体の

一部が届く範囲」については、手足を伸ばすことができる範囲（（２）～（４）

に例示する範囲）が客席部分の構造方法により制限される場合（ハーネスにより

腕の可動範囲が狭くなる場合等）は、当該制限を踏まえた手足その他身体の一部

が届く範囲を指すこと。 

作図方法例 

① 側壁内側から 200mm の位置を G点

とする。

② G 点より、別表で定める体格の人

の基点 Oを、垂直方向に（189）

mm の位置とする。

③ 手を伸ばした範囲を O 点から、

半径 1333mm の円弧で作図。

④ 別表で定める体格の人が上半身

を前方向に 70°傾斜させ、横方

向に 45°傾斜させた肩位置 Z点

を、G点より垂直方向に 266mm、

水平方向に 426mm の位置とす

る。

⑤ 上半身を前方向に 70°傾斜さ

せ、横方向に 45°傾斜させた状

態で手を伸ばした範囲を Z点か

ら、半径 879mm の円弧で作図。

⑥ Z点から水平方向に 879mm の点か

ら垂線を引き、半径 1333mm の円

弧と結ぶ。

※括弧書きの数値は実況に応じて定

めたもの。

G 

 O 

200

（
18

9）
 Z 

26
6 

426

10
0

100

※図中の数字の単位は mm
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4 

２．告示第一及び第二に規定する「他の構造部分」は、プラットホーム（プラットホー

ムに設置する手すり及び柵を含む）等の客席部分以外の遊戯施設及びその周囲の建

築物、工作物等が該当すること。 

３．告示第一第四号に規定する「前各号に掲げる場合以外の場合」とは、客席部分に身

体保持装置を設けない場合、起立した状態で人を乗せる場合等を指し、一般的にはメ

リーゴーランド、観覧車、スタンディングコースター等が該当すること。

４．告示第二に規定する「身体の一部が挟まれることを防止するための措置」は、客席

部分と他の構造部分との隙間に身体の一部が挟まれるおそれのある部分に対して講

じるものであり、具体的措置例として以下が考えられること。 

○ 客席部分とプラットホームが接近する部分にブラシ等を設けること。

○ 車両が進入する側のプラットホーム端部に、手又は足を跳ね上げて挟まれるこ

とを防止するためのカバーを設けること。 

５．告示第二第二号に規定する「緩衝材を設けることその他の客席にいる人が当該部分

に触れることによる衝撃を緩和するための措置」の具体的措置例として以下が考え

られること。なお、雨により緩衝材が濡れて、緩衝材としての機能を損なうおそれの

ある場合、ゴム引布等により覆う対策をとること。 

○ 厚さ 30 ミリメートル以上の日本産業規格Ｋ6401（耐荷重用軟質ポリウレタンフ

ォーム）に規定する１種ＭＢかつ等級 100 以下に適合する軟質ポリウレタンフォ

ーム又はこれと同等の性能を有するもので他の構造部分を覆う措置。 

○ 厚さ 20 ミリメートル以上の日本産業規格Ｋ6401（耐荷重用軟質ポリウレタンフ

ォーム）に規定する１種ＬＢかつ等級 50 以下に適合する軟質ポリウレタンフォー

ム又はこれと同等の性能を有するもので他の構造部分を覆う措置。

○ 他の構造部分を手足その他身体の一部が触れた際に容易に変形するもの（ラバ

ーポール等）とする措置。 

６．告示制定に伴う完了検査時の確認方法 

建築基準法第７条の完了検査においては、以下の方法により確認すること。 

① 告示第一各号に定める範囲については、客席の軌道上、客席部分と他の構造部

分との距離が近くなる位置における当該距離を測定したものを写真等で確認する

こと。 

② 告示第二各号に規定する客席部分の速度については、速度計等により確認する

こと。 
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(30） 建築基準法施行規則の一部改正に伴う定期検査報告書の押印省略に係る対応につ

いて（依頼） 

2 都市建企第 1099 号 

令和 2 年 12 月 24 日 

 

一般社団法人 東京都昇降機安全協議会 

理事長 砂川 俊雄 様 

 

東京都都市整備局市街地建築部 

建築企画課長 谷内 加寿子 

（公印省略） 

 

建築基準法施行規則の一部改正に伴う定期検査報告書の 

押印省略に係る対応について（依頼） 

 

平素より東京都の建築設備行政に御理解と御協力を賜り、誠にありがとうございます。 

押印を求める手続の見直し等のための国土交通省関係省令の一部を改正する省令（令

和２年国土交通省令第 98 号。以下「省令」という。）が令和 2 年 12 月 23 日付で公布さ

れ、建築基準法施行規則の別記様式に規定されている定期検査報告書（以下「報告書」

という。）の押印省略が、令和３年１月１日より施行されることとなりました。 

つきましては、報告日が令和３年１月１日以降の報告書について、下記のとおりご対

応の上、この旨を検査員及び検査会社にご周知いただけますよう、よろしくお願いいた

します。 

また、ホームページ上の報告書フォーマット（別記様式第三十六号の四）について、

省令の内容を反映の上、遅滞なく改訂版を掲載いただけますよう、併せてよろしくお願

いいたします。 

 

記 

 

 

１．押印等がなされた報告書を提出した場合であっても受付ける。 

２．やむを得ず、二重線等で報告書を訂正する場合、第一面の押印等の有無によらず、

訂正印の押印は求めない。 

３．改正前の様式で報告書を提出した場合でも、押印等は不要とする。 

 

以上 

 

 【問合せ先】 

東京都都市整備局市街地建築部建築企画課 
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(31） 押印を求める手続の見直し等のための国土交通省関係省令の一部を改正する 

省令等の施行について（技術的助言） 

 
国住指第 3 4 0 8 号 
令和 2年 12月 28 日 

 
各都道府県建築行政主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長  
（公印省略）  
 
 

押印を求める手続の見直し等のための国土交通省関係省令の一部を改正する  
省令等の施行について（技術的助言）  

 
 

日頃より建築行政の推進にご協力いただきありがとうございます。  
規制改革実施計画（令和２年７月 17 日閣議決定）において、「原則として全ての見

直し対象手続について、恒久的な制度的対応として、年内に、規制改革推進会議が提

示する基準に照らして順次、必要な検討を行い、法令、告示、通達等の改正やオンラ

イン化を行う」こととされたことを踏まえ、国土交通省が単独で所管する省令におい

て、国民や事業者等に対して押印を求めている手続について押印を不要とする等の所

要の改正を行うため、押印を求める手続の見直し等のための国土交通省関係省令の一

部を改正する省令（令和 2年国土交通省令第 98号。以下「改正省令」という。）が本
年 12 月 23 日に公布され、令和 3 年１月１日から施行されることとなりました。ま
た、改正省令の施行に伴い、並びに建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）第 18条の
3 第１項及び建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）第 11 条の 2 の 3 第
2 項第 1 号の規定に基づき、確認審査等に関する指針及び申請者が工場等において行
う試験に立ち会い、又は工場等における指定建築材料の製造、検査若しくは品質管理

を実地に確認する必要がある場合及びその費用を定める件の一部を改正する告示が本

年 12月 23日に公布され、令和 3 年 1 月 1日から施行されることとなりました。  
ついては、今回施行される改正省令による改正後の建築基準法施行規則、建築物の

耐震改修の促進に関する法律施行規則、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律施行規則の運用について、下記のとおり通知します。  
貴職におかれては、貴管内の特定行政庁並びに貴都道府県知事指定の指定確認検査

機関及び指定構造計算適合性判定機関に対しても、この旨周知方お願いします。  
なお、国土交通大臣又は地方整備局長指定の指定確認検査機関及び指定構造計算適

合性判定機関に対しては別添１のとおり通知していることを申し添えます。  

別添 1：添付省略 
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また、改正省令等を受けた「建築確認手続き等における電子申請の取扱いについて

（技術的助言）」（平成 26 年 5 月 7 日付け国住指第 394 号）の見直し等については、
令和 3年 1月中に別途通知する予定です。  

 
記 

 
１．国民や事業者等に対して求める押印の廃止について  
国土交通省が単独で所管する省令において、国民や事業者等に対して押印を求める

建築基準法施行規則等の手続については押印を不要としました。詳細については、別

添「（抄）令和 2 年国土交通省令第 98 号」を参照ください。併せて、確認審査等に関
する指針（平成 19 年国土交通省告示第 835 号）を改正しております。詳細について
は、別添「令和 2年国土交通省告示第 1566 号」を参照ください。  

 
２．経過措置について  
改正省令の附則第２項の規定に基づき、改正省令施行前の様式による用紙は、当分

の間、これを取り繕って使用することができます。  
 

３．特定行政庁等が定める様式の押印について  
特定行政庁等が条例、規則等で、国民や事業者等に対して押印を求めている手続に

ついても、今般の国の動きを踏まえ、押印の廃止に向けた検討を進めていただくよう

お願いします。 
 
４．建築基準法等関係手続のオンライン化について  
手続のオンライン化を行うため、国民や事業者等に対して押印を求めている手続に  

ついて押印を不要とする省令改正を行った趣旨を踏まえ、手続のオンライン化を積極  
的に検討し、取り組んでいただきますようお願いします。  
 

以上 
 

【問合せ先】 
国土交通省住宅局建築指導課 山田、中村 

 TEL：03-5253-851 
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事 務 連 絡 
令和３年４月１日 

各都道府県建築主務課長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課 

課長補佐（動力・設備担当） 

エスカレーターの定期報告制度の運用に係る留意事項について

建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 12条第 3項に基づく昇降機の定期報告制度の運用につ
きましては、「建築基準法施行規則の一部改正等の施行について（技術的助言）」（平成 20 年４月１
日付け国住指第２号）等により通知したところですが、下記のとおりエスカレーターの定期報告制度

の運用にあたっての留意事項をとりまとめましたので、執務の参考とされますようお願いいたしま

す。 
また、貴職におかれては、貴管内特定行政庁に対してこの旨周知していただくようお願いいたしま

す。 

記 

「昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法並びに結果の判

定基準並びに検査結果表を定める件」（平成 20年国土交通省告示第 283号。以下「告示」という。）
別表第五の五に掲げる検査事項のうち、次の各号に掲げる検査項目に応じ、それぞれ当該各号に掲

げる検査事項について、同表（に）欄に掲げる基準に該当すると判定されたエスカレーターの部分

（以下「要是正部」という。）について、当該エスカレーターの設置状況等により直ちに是正する

ことが困難である場合は、当面の措置として、当該要是正部に、人又は物の挟まれ、衝突又は転落

（以下「挟まれ等」という。）の危険性について注意を促す掲示その他の挟まれ等を防止するため

の対策を講ずることが考えられること。また、当該対策が講じられている場合には、告示別記第５

号の検査結果表中「特記事項」に当該対策について記載するよう指導すること。 
一 （二）転落防止柵、進入防止用仕切板及び誘導柵 ハンドレールと転落防止柵及び誘導柵との

すき間、外側板及び建物壁との進入防止用仕切板とのすき間、ハンドレールから仕切板までの距

離 
二 （四）踏段上直部の障害物 障害物の状況 

(32) エスカレーターの定期報告制度の運用に係る留意事項について

第 4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

488



参
考
資
料

 

直
ち
に
要
是
正
部
を
是
正
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合
の
当
面
の
措
置
例
に
つ
い
て

 

（（
いい
））
検検
査査
項項
目目

  
（（
ろろ
））
検検
査査
事事
項項

  
（（
にに
））
判判
定定
基基
準準

  
不不
適適
合合
条条
件件

  
当当
面面
のの
措措
置置
（（
※
））

 
一

 
（
二
）
転
落
防

止
柵
、
進
入
防
止
用

仕
切
板
及
び
誘
導

柵
 

ハ
ン
ド
レ
ー
ル
と
転

落
防
止
柵
及
び
誘
導

柵
と
の
す
き
間

 

ハ
ン
ド
レ
ー
ル
の
外
縁
と
転
落
防
止
柵
若
し
く
は
誘
導
柵
と
の
す
き

間
が

14
0ｍ
ｍ
未
満
で
あ
る
こ
と
又
は

20
0ｍ
ｍ
を
超
え
て
い
る
こ

と
。

 

14
0ｍ
ｍ
未
満

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

20
0ｍ
ｍ
超

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

外
側
版
及
び
建
物
壁

と
の
進
入
防
止
用
仕

切
板
と
の
す
き
間

 

外
側
板
及
び
建
物
壁
と
進
入
防
止
用
仕
切
板
と
の
す
き
間
が

10
0ｍ

ｍ
を
超
え
て
い
る
こ
と
。

 
10

0ｍ
ｍ
超

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

ハ
ン
ド
レ
ー
ル
か
ら

仕
切
板
ま
で
の
距
離

 
ハ
ン
ド
レ
ー
ル
か
ら
仕
切
板
ま
で
の
距
離
が

50
ｍ
ｍ
未
満
で
あ
る
こ

と
又
は

15
0ｍ
ｍ
を
超
え
て
い
る
こ
と
。

 
50
ｍ
ｍ
未
満

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

15
0ｍ
ｍ
超

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

二
 
（
四
）
踏
段
上

直
部
の
障
害
物

 
障
害
物
の
状
況

 
踏
段
か
ら
鉛
直
距
離

2,
10

0ｍ
ｍ
以
内
に
障
害
物
が
あ
る
こ
と
。

 
2,

10
0ｍ
ｍ
以
内

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る

又
は

 
②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

又
は

 
③
衝
突
時
の
衝
撃
の
緩
和

＜
当
面
の
措
置
の
具
体
例
＞
※
個
々
の
建
築
物
の
特
性
や
利
用
者
の
特
性
に
応
じ
、
取
る
べ
き
措
置
を
勘
案
す
る
。

 
①
危
険
個
所
を
認
識
し
や
す
く
す
る
 
・
・
・
目
立
つ
色
の
テ
ー
プ
を
張
る
、
等

②
利
用
者
に
注
意
を
促
す

・
・
・
張
り
紙
を
掲
示
す
る
、
等

③
衝
突
時
の
衝
撃
の
緩
和

・
・
・
緩
衝
材
を
設
置
す
る
、
事
前
に
紙
等
の
衝
突
し
て
も
衝
撃
の
少
な
い
も
の
を
同
じ
高
さ
に
掲
示
す
る
、
等

第4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

489



国住事防第９号 

令和４年５月 17 日 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課 

建築物事故調査・防災対策室長（公印省略） 

昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の情報提供について 

日頃より国土交通行政にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の国土交通省への情報提供については、「昇

降機、遊戯施設に係る事故防止のための対応の運用について」（平成 24 年３月６日

付け国住昇第 19 号）、「遊戯施設に係る事故・不具合情報の早期報告の徹底につい

て」（令和３年８月 24 日付け国住事防第４号）等により、お願いしているところで

す。 

今般、これまでの事故事例等を踏まえ、その取扱いを下記のとおりとしましたので、

遺漏なく対応いただくようお願いします。 

なお、貴管内の特定行政庁に対しても、この旨周知いただくようお願いします。 

記 

１．次の場合には、国土交通省への情報提供をお願いします。 

(1) 死亡又は医療施設における治療が通常必要と認められる人身事故が発生した

場合とし、以下の場合を除きます。

・据え付けなど建設作業中のもの

・昇降機又は遊戯施設の構造、維持保全又はその運行が原因でないことが明らか

なもの

(2) (1)に掲げる程度の人身事故が生じるおそれのある事象が発生した場合とし、

具体的には下表の事象が発生した場合（通常時の点検により把握され、補修され

たものを除く。）とします。

（33）昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の情報提供について
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※当該事象に対応した安全装置が正常に作動した場合は除く。

２．１に該当しない場合でも、国土交通省から情報提供をお願いする場合があります

ので、その際には対応をお願いします。 

エレベーター エスカレーター 遊戯施設 

○戸開走行

○着床階の床レベル以外にかご

がある際の戸開き

○突き上げ、突き下げ

○かご、主要な支持部分の破損

○逆走行等の異常動作

○踏段と手すりの不連動

○全体の脱落

○踏段、主要な支持部分の破損

○逆走行等の異常動作

○衝突

○倒壊、崩壊

○客席部分（身体保持装置を含

む）、主要な支持部分の破損

○高架の遊戯施設における部材

の落下

○身体保持装置又は扉の装着漏

れ等

○安全装置の不作動

○次の事象（※）

・駆動装置等の異常

・索、釣合おもりの脱落

○発火

○安全装置の不作動

○次の事象（※）

・駆動装置等の異常

・駆動チェーン、踏段チェー

ンの脱落

○発火

○安全装置の不作動

○次の事象（※）

・駆動装置等の異常

・索、釣合おもりの脱落

○発火
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160mm  

 
 160 200mm 

 
 110mm  

 

25mm  

構造告示 定期検査告示 JEAS

1
ハンドレールと誘導柵のすき間
（ハンドレール側方に
誘導柵が配置される場合)

すき間︓
140～200mm

2
ハンドレールと誘導柵のすき間
(ハンドレール先端前方に
誘導柵が配置される場合)

すき間︓
200mm程度

3 ハンドレールと転落防止柵のすき間 規定無し すき間︓
140～200mm

すき間︓
140～200mm すき間︓160～200mm

4 進入防止用仕切板と欄干水平方向とのすき間 規定無し すき間︓
100mm以下

すき間︓
100mm以下 すき間︓110mm以下

5

進入防止用仕切板及び登り
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6 ハンドレールと建築壁または落下物防止板のすき間 規定無し 規定無し 規定無し

乗降口のすき間︓80～
100mm又は160mm以上
乗降口以外のすき間︓
80mm以上
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事 務 連 絡 

令和６年６月 28 日 

各都道府県 建築行政主務課 御中 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当） 

建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法 

及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を 

改正する告示について（周知） 

平素より建築行政の推進にご尽力を賜り、誠にありがとうございます。 

 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 12条第 1項等において、特定行政庁が指定する

特定建築物等（以下「特定建築物等」という。）及び特定行政庁が指定する特定建築設備等

（以下「特定建築設備等」という。）については定期調査・検査・点検（以下「定期調査・

検査等」という。）を行わなければならないこと等が規定されております。 

今般、定期調査・検査等の高度化のあり方及びデジタル化のあり方について検討を進めて

きたところ、定期調査・検査等の合理化や新技術の活用を可能とするため、告示を改正（令

和６年国土交通省告示第 974 号。（令和６年６月 28 日公布、令和７年７月１日施行）以下

「改正告示」という。）したところですが、報告者の業務負担軽減・効率化を図るため、改

正告示のうち「目視」を「目視又はこれに類する方法」に改める部分に関しては、公布日以

降に運用を開始して差し支えない。 

 なお、「これに類する方法」とは、「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による

赤外線調査を含む）による外壁調査 ガイドライン」に則った調査の他、定期調査・検査を

実施する者が自らの目視によるときと同等以上の情報が得られると判断した方法（例えば、

ファイバースコープや双眼鏡、赤外線装置、可視カメラ、拡大鏡等の検査器具類を使用した

結果、目視と同等以上の情報が得られる方法等）をいう。 

（参考資料１）「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）

による外壁調査 ガイドライン」 

＜担当＞ 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 

電話：03－5253－8111（代表） 

担当：藤本 

(35)建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに
調査結果表を定める件等の一部を改正する告示について（周知）
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(36)  建築物調査員・建築設備等検査員の処分基準の制定について（通知） 

 

国住参建第 3689 号 

令和７年１月 24日 

 

 

各都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当） 

 

 

建築物調査員・建築設備等検査員の処分基準の制定について（通知） 

 

 

建築物調査員・建築設備等検査員（以下「調査員等」という。）の行う業務に係る不

正行為等に対処し、調査員等の行う業務の適正を確保するため、国土交通大臣は、建築

基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 12 条の２第３項（第２号に

係る部分を除き、法第 12 条の３第４項（法第 88 条第１項若しくは第３項において準

用する場合を含む。）又は法第 88 条第 1項若しくは第３項において準用する場合を含

む。）の規定に基づき資格者証の返納命令を行うこととしていますが、今般、処分を行

う際の基準として「建築物調査員・建築設備等検査員の処分基準」を別添のとおり定め

たので通知します。 

調査員等の違法行為等に関する情報を把握した場合には、その対象となる調査員等の

居住地又は勤務地を管轄する地方整備局又は北海道開発局（当該居住地又は勤務地が沖

縄県の区域である場合にあっては、沖縄総合事務局。）の建築行政担当課又は国土交通

省住宅局参事官（建築企画担当）付へ情報提供していただきますようお願いします。 

また、貴管内特定行政庁にも、この旨周知いただくようお願いします。 
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令和７年１月 日制定

建築物調査員・建築設備等検査員の処分基準

１ 趣旨

本基準は、建築基準法（昭和 年法律第 号。以下「法」という。）第 条の２第３項（第

２号に係る部分を除き、法第 条の３第４項（法第 条第１項若しくは第３項において準用す

る場合を含む。）又は法第 条第 項若しくは第３項において準用する場合を含む。２において

同じ。）の規定に基づく処分を行う場合の基準等を定めることにより、建築物調査員及び建築設備

等検査員（以下「調査員等」という。）の行う業務に係る不正行為等に厳正に対処し、もって当該

業務の公正かつ適確な実施を確保することを目的とする。

２ 用語

本基準における次に掲げる用語の定義は、それぞれ次に定めるとおりとする。

（１） 「資格者証の返納命令」とは、法第 条の２第３項の規定による建築物調査員資格者

証又は建築設備等検査員資格者証の返納の命令をいう。

（２） 「文書注意」とは、資格者証の返納命令を行うに至らない不正行為等について、文書

により必要な指導、助言又は勧告を行うことをいう。

３ 処分等の基本方針

調査員等に対する資格者証の返納命令又は文書注意（以下「処分等」という。）は、国民の生命、

身体及び財産の保護を図るという法の目的を踏まえつつ、調査員等が行う業務の公正かつ適確な

実施を確保するため、本基準に従い、不正行為等の内容及び程度、社会的影響、情状等を総合的

に勘案して、迅速かつ厳正に行うものとする。

４ 処分等の手続

調査員等の処分等の事務は、その対象となる調査員等の居住地又は勤務地を管轄する地方整備

局又は北海道開発局（当該居住地又は勤務地が沖縄県の区域である場合にあっては、沖縄総合事

務局。以下「地方整備局等」という。）の建築行政担当課において行う。ただし、法第 条第３

項において準用する法第 条の２第３項（第２号に係る部分を除く。以下この４において同じ。）

又は法第 条第３項において準用する法第 条の３第４項において準用する法第 条の２第

３項の規定による処分等にあっては、国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）において行う。

５ 調査員等の処分等の基準

（１）一般的基準

処分等の内容は、別表１の「処分事由」の区分に応じ、これに対応するランクを基本に、

下記（２）から（４）までを勘案して、処分等のランクを決定したうえで、下記のイ又はロ

により決定するものとする。

別　添
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イ ランクが７以上である場合 資格者証の返納命令

ロ イに掲げる場合以外の場合 文書注意

（２）複数の処分事由に該当する場合等の取扱い

イ 一の行為が二以上の処分事由（別表１に掲げる処分事由をいう。以下同じ。）に該当

する場合は、最も重い処分事由のランクに基づき処分等のランクを決定するものとする。

ロ 処分等を行うべき二以上の行為について併せて処分等を行う場合は、最も重い処分事

由のランクに加重して処分等のランクを決定するものとする。ただし、同一の処分事由

に該当する二以上の行為については、時間的、場所的接着性や行為態様の類似性等を勘

案し、単一の行為とみなしてランクを決定することができるものとする。

（３） 個別事情によるランクの加重又は軽減

処分事由に該当する行為について、別表２又は別表３に掲げる事情があると認められると

きは、それぞれ別表２又は別表３の区分に従い、ランクを加重又は軽減することができるも

のとする。

※別表２又は別表３に掲げる事情に複数該当する場合は、それら全てについて加重又は軽減

することができるものとする。

（４） 過去に処分等を受けている調査員等に係る取扱い

過去に処分等を受けた調査員等にあっては、上記（１）から（３）までにより今回相当と

される処分等のランクに、別表４の区分に従い、ランクを加重して処分等のランクを決定す

るものとする。

 
６ 処分等に伴う措置

（１） 処分等の報告

地方整備局長等において処分等を行った場合には、処分等を受けた調査員等の氏名、資

格者証番号、処分等を行った日、処分等の内容、処分事由、ランクに掲げる数値を合算し

た値等を、国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）及び当該建築物又は建築設備等が存

する区域を管轄する特定行政庁に速やかに報告するものとする。

（２） 処分等を行った後の指導監督

調査員等に対して処分等を行った場合は、処分等の内容への対応状況等について報告を

求めるなど、適宜確認を行い、処分等の内容の不履行や違反があった場合には、さらに処

分等又は告発を行うものとする。

 
７  処分等の保留 

司法上の捜査がなされ、又は送検、起訴等がなされた場合、処分事由に該当する行為について

民事訴訟が係争中であり、処分等の内容の決定に当たって当該訴訟の結果等を参酌する必要があ

る場合その他処分等の内容を決定できない事情がある場合には、必要な間、処分等を保留するこ
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とができるものとする。 
 
８ 処分事由に該当する行為があった時点から長期間経過している場合の取扱い 

処分事由に該当する行為が終了して５年以上経過し、その間、何ら処分事由に該当する行為を

行わず、調査員等として公正かつ適確に業務を行うなど、法令遵守の状況等が窺えるような場合

は、処分等を行わないことができるものとする。ただし、処分事由に該当する行為の性質上、発

覚するのに相当の期間の経過を要するような事情がある場合において、当該行為の発覚の日から

５年以内であるときは、この限りでない。なお、７により処分等の保留をした場合においては、

当該保留に係る期間は上記の期間に算入しないものとする。 
 

９  複数の資格者証を有する調査員等に関する取扱い等 
複数の資格者証（建築物調査員資格者証にあっては特定建築物調査員資格者証又は昇降機等検

査員資格者証をいい、建築設備等検査員資格者証にあっては建築設備検査員資格者証、防火設備

検査員資格者証又は昇降機等検査員資格者証をいう。以下この９において同じ。）を有する調査員

等に不正行為等があった場合は、当該不正行為等に係る資格者証について、本基準に従い処分等

の内容を決定することを原則とするが、不正行為等の内容が当該資格者証以外の資格者証に係る

調査員等としても不適切なものである場合にあっては、当該不正行為等に係る資格者証以外の資

格者証についても本基準に従い処分等を行うことができるものとする。なお、資格者証と併せて

一級建築士又は二級建築士の資格を有する者が、業務において不正等を行った場合には、本基準

に従い行う処分等に加え、一級建築士又は二級建築士としての処分等を行うことができるものと

する。この場合において、一級建築士又は二級建築士としての処分等は、一級建築士の懲戒処分

の基準又は二級建築士の懲戒処分の基準に基づき行うものとする。 
 

 施行期日 
この基準は、令和７年１月 日から施行する。 
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根拠 ランク

法第十二条第一項に規定する調査、同条第二項若しくは第四項に規
定する点検又は同条第三項に規定する検査（以下「調査等」という。）
について、国土交通大臣の定める検査の項目、事項、方法又は結果
の判定基準に従って調査等を行わず、又は調査結果表等に記載しな
かった場合

4～7

調査員等が法第九十九条第一項第五号から第七号までのいずれか
に該当する場合

法第百一条第一項第二号に該当する場合において、同号に該当する
事由が調査員等に由来するものである場合

4～7

自らが調査等を行わないで、自らの名義で報告書を作成し、又は他人
に自らの名義で報告書を作成させた場合

調査等の業務に関して知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のた
めに使用した場合

調査等を依頼した建築物又は建築設備等の所有者又は管理者から、
資格者証の提示を求められた場合に、提示をしなかった場合

上記に掲げる場合のほか、調査員等として不誠実な行為をした場合 2～6

第４号 偽りその他不正の手段により資格者証の交付を受けた場合

別表１：処分事由の区分

処分事由

第３号 不誠実行為

第１号 法令違反
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（注１）別表１第４号に該当する場合には別表２及び３による加減を行わないものとする。

別表２：処分の加重ルール

別表３：処分の軽減ルール

③ 法令違反の状態が長期にわたる場合 ランクの数値を ＋３とする

⑤ 刑事訴追されるなど社会的影響が大きい場合 ランクの数値を＋３とする

⑥ その他特に考慮すべき事情がある場合 適宜加重

② 暴力的行為又は詐欺的行為である場合 ランクの数値を ＋３とする

① 重大な悪意又は害意に基づく行為である場合

④ 常習的に行っている場合 ランクの数値を ＋３とする

ランクの数値を＋３とする

① 行為を行うにつきやむを得ない事情がある場合 ランクの数値を ▲１～▲３とする

③
速やかに法違反等の状態の解消を自主的に行った場
合

ランクの数値を▲１とする

② 違反行為の内容が軽微であり、情状をくむべき場合 ランクの数値を▲１～▲３とする

④
処分の対象となる事由につき自主的に申し出てきた場
合

ランクの数値を▲１とする

⑤ その他特に考慮すべき事情がある場合 適宜軽減
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過去の処分等

今回相当処分

資格者証返納

（注１）過去の処分等の処分事由が今回の処分事由と同じ場合は、上表中の（）内
のランクを今回相当とされる処分等のランクに加重する。

（注２）過去の処分等が今回の処分事由となる行為から５年より前である場合は、
上表中のランクを１ランク軽減し加重するものとする。

別表４

過去に処分等を受けている場合の取扱表

文書注意 資格者証返納

文書注意

資格者証返納

＋１ランク
（＋２ランク）

＋２ランク
（＋３ランク）

第 4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

503



国 住 指 第 3 6 9 号 

令 和 ７ 年 １ 月 2 9 日 

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（公印省略） 

建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結

果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を改正する告示の施行について 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 12 条第１項から

第４項までの規定に基づく定期報告制度において、安全上、防火上又は衛生上特に

重要であるものとして政令で定める建築物及び建築設備等を対象とする定期の調

査、検査及び点検（以下「定期調査・検査等」という。）の合理化や新技術の活用

を可能とするため、定期調査・検査等の項目、事項、方法及び結果の判定基準並び

に調査結果表等を見直すこととしました。 

これらの見直しに関連する告示（以下「関係告示」という。）として、 

・建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及

び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を改正する告示（令和

６年６月 28 日国土交通省告示第 974 号）

・建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及

び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を改正する告示（令和

７年１月 29 日国土交通省告示第 53 号）

の２告示を公布し、令和７年７月１日から施行されます。 

つきましては、改正後の、 

・建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及

び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第

282 号。以下「特定建築物定期調査告示」という。）

・昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事

項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通

省告示第 283 号。以下「昇降機定期検査告示」という。）

・遊戯施設の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事

項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通

省告示第 284 号。以下「遊戯施設定期検査告示」という。）

(37)建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに

    調査結果表を定める件等の一部を改正する告示の施行について 
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・建築設備（昇降機を除く。）の定期検査報告における検査及び定期点検における

点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平

成 20 年国土交通省告示第 285 号。以下「建築設備定期検査告示」という。）

・防火設備の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事

項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 28 年国土交通

省告示第 723 号。以下「防火設備定期検査告示」という。）

の運用について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

に基づく技術的助言として、下記のとおり通知しますので、その運用に遺漏なきよ

うお願いします。 

また、貴職におかれては、貴管内の特定行政庁に対しても、この旨周知方お願い

します。 

なお、登録講習機関及び建築設計・施工関係団体の長に対しても、この旨通知し

ていることを申し添えます。 

記 

第１ 告示改正の概要 

１．特定建築物定期調査告示の見直し 

（１）建築設備定期検査告示に定める点検の項目との重複の解消について

現行では、換気設備、排煙設備、可動式防煙壁及び非常用の照明装置における

作動の状況に関する定期調査・検査等は、建築物の定期調査又は点検（以下「特

定建築物定期調査」という。）及び建築設備の定期検査又は点検（以下「建築設備

定期検査」という。）の双方において実施することとしていますが、改正後は、こ

れらの項目について、特定建築物定期調査においては実施せず、建築設備定期検

査においてのみ実施することとします。 

また現行では、特定建築物定期調査において実施することとしている換気設備

及び非常用照明装置の物品の放置の状況について、改正後は、建築設備定期検査

において実施することとします。 

（２）昇降機定期検査告示に定める項目との重複の解消について

現行では、非常用エレベーターの作動の状況に関する定期調査・検査等は、特

定建築物定期調査及び昇降機の定期検査又は点検（以下「昇降機定期検査」とい

う。）の双方において実施することとしていますが、改正後は、特定建築物定期調

査においては実施せず、昇降機定期検査においてのみ実施することとします。 

（３）常閉防火扉の取扱いについて

現行では、防火扉の運動エネルギー等に関する定期調査・検査等は、常時閉鎖

した状態にある防火扉（以下「常閉防火扉」という。）については特定建築物定期

第 4章　昇降機等定期検査報告制度に係る建築関係法令等

505



調査において実施することとしている一方で、随時閉鎖できる状態にある防火扉

については防火設備の定期検査又は点検（以下「防火設備定期検査」という。）に

おいて実施することとしていますが、改正後は、常閉防火扉を防火設備定期検査

の対象とするとともに、防火設備定期検査の対象となる常閉防火扉を「各階の主

要な」ものに限定することとします。 

また、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「施行規則」と

いう。）第６条第１項において、防火設備定期検査における報告の時期については

原則としておおむね６ヶ月から１年までの間隔をおいて特定行政庁が定める時期

としている一方で、国土交通大臣が定める検査の項目についてはおおむね１年か

ら３年までの間隔をおいて特定行政庁が定める時期としているところ、常閉防火

扉が設置されている建築物における防火設備定期検査に係る負担軽減を図る観点

から、国土交通大臣が定める検査の項目として、常閉防火扉に係るもの（例：常

閉防火扉の固定の状況）を追加することとします。 

（４）判定基準の構造基準との不整合の解消について

現行では、防火区画に用いる戸の運動エネルギー及び閉鎖力については、構造

基準においては適合を求めていない一方で、特定建築物定期調査告示においては

判定基準への適合に係る定期調査又は点検の実施を求めており、不整合が生じて

います。改正後は、特定建築物定期調査の調査項目のうち、これらの項目を削除

して、構造基準との不整合を解消することとします。 

（５）建築設備定期検査及び防火設備定期検査における特定建築物定期調査の調査結

果表の活用について 

現行では、建築設備定期検査及び防火設備定期検査を実施するにあたり、発注

者から検査者に対して検査に必要な図面等の情報提供がなされていない実態があ

ることを踏まえ、改正後は、特定建築物定期調査の調査結果表に添付する各階平

面図に防火区画を明示することとします。これにより、建築設備定期検査及び防

火設備定期検査において当該各階平面図の活用を促進するとともに、発注者から

検査者に対して適切な情報提供を実施することを促進し、検査業務の効率化を図

ることとします。 

２．昇降機定期検査告示の見直し 

（１）検査基準の構造基準との不整合の解消について

現行では、小荷物専用昇降機における「点検用コンセント」並びに油圧エレベ

ーターにおける「機械室内の状況並びに照明装置及び換気設備等」のうち、「防油

堤の状況」、「標識の状況」及び「消火設備の状況」について、構造基準において

は適合を求めていない一方で、昇降機定期検査告示においては基準への適合に係

る定期検査又は点検の実施を求めており、不整合が生じています。改正後は、昇
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降機定期検査の検査項目のうち、これらの項目を削除して、構造基準との不整合

を解消することとします。 

３．遊戯施設定期検査告示の見直しについて 

（１）判定基準の見直しについて

現行では、舞台及び床の回転舞台と接する床との隙間及び段差の状況に係る判

定基準について、「隙間及び段差が是正が必要な状態」としていますが、隙間又は

段差のどちらか一方でも基準を超えた場合に是正を求めることとするため、改正

後は、「隙間若しくは段差」に改めることとします。 

４．建築設備定期検査告示の見直し 

（１）特定建築物定期調査告示に定める調査の項目との重複の解消について

１.（１）に記載のとおり、特定建築物定期調査告示及び建築設備定期検査告示

の重複の解消を図る改正を行います。 

（２）新技術を活用した検査の合理化について

現行では、非常用の照明装置の定期検査又は点検に関して、点灯の状況及び予

備電源の性能については全ての非常用の照明装置を対象に、照度の状況について

は避難上必要となる部分に設けられる非常用の照明装置を対象に、それぞれ実施

することとしており、それぞれの定期検査又は点検には長時間を要する状況とな

っています。近年、自動検査機能を有する非常用の照明装置や LED を使用する非

常用の照明装置の普及が進んでいることを踏まえ、改正後は、点灯の状況及び予

備電源の性能については自動検査機能を有する照明装置である場合に、照度の状

況については非常時のみ LED ランプが点灯し、自動検査機能を有する照明装置で

ある場合に、それぞれ自動検査機能による検査終了後の機器の表示等により確認

することを可能とし、検査の合理化を行うこととします。 

５．防火設備定期検査告示の見直し 

（１）特定建築物定期調査告示に定める調査の項目との重複の解消について

１.（３）に記載のとおり、各階の主要な常閉防火扉について、特定建築物定期

調査の対象から防火設備定期検査の対象に改める等の改正を行います。 

（２）検査基準の構造基準との不整合の解消について

現行では、「防火区画に用いる防火設備等の構造方法を定める件（昭和 48 年建

設省告示第 2563 号）」において、人の通行の用に供する部分の防火扉等について

危害防止装置の設置を求めている一方で、防火設備定期検査告示において、人の

通行の用に供する部分以外の防火扉等についても危害防止装置の定期検査又は点

検を求めており、不整合が生じています。改正後は、防火設備定期検査で実施し
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ている防火扉等の危害防止装置の検査項目について、対象を人の通行の用に供す

る部分の防火扉等に限定することを明確化し、構造基準との不整合を解消するこ

ととします。 

６．定期調査・検査等におけるデジタル化の促進 

現行では、特定建築物定期調査告示、昇降機定期検査告示、遊戯施設定期検査

告示、建築設備定期検査告示及び防火設備定期検査告示において、定期調査・検

査等の際には「目視により確認する」とされており、実質的に資格者の立会いを

必要としていますが、改正後は、定期調査・検査等の各項目について、センサー

等の新技術を活用することを可能とするため、「目視又はこれに類する方法により

確認する。」と改正することとします。 

 なお、目視その他これに類するものの運用については、令和６年６月 28 日に

事務連絡（別紙１）を発出していることを申し添えます。 

第２ 運用に係る留意事項 

１．共通事項 

（１）特定行政庁による定期報告対象建築設備の指定

現行では特定建築物定期調査及び建築設備定期検査の双方において実施してい

る換気設備、排煙設備、可動式防煙壁、非常用の照明装置の作動の状況等につい

て、建築設備等定期検査へ移行する今般の改正の趣旨を踏まえ、これらの建築設

備を定期報告対象として指定していない特定行政庁におかれましては、積極的に

指定を行うことを検討するようお願いします。 

（２）施行日をまたぐ調査または検査の取扱い

定期調査・検査等が二日以上にわたって実施される場合において、施行日前に

着手する場合にあっては、現行の調査結果表又は検査結果表に従って行うことと

なりますが、施行日以後に着手する場合にあっては、改正後の調査結果表又は検

査結果表に従って行うこととなります。 

２．防火設備定期検査について 

（１）常閉防火扉の対象

常閉防火扉のうち、防火設備定期検査の対象となる「各階の主要な常閉防火

扉」とは、原則、「①避難経路に設けられたもの」、「②吹抜きに面して設けら

れたもの」、「③日常の通行が多く開閉作動の頻度の高いもの」、その他安全上

必要なものを対象とします。 

なお、「②吹抜きに面して設けられたもの」については、原則、竪穴区画に設

ける防火扉を示していますが、竪穴区画のうち、昇降路に設ける防火扉は、従前

通り昇降機定期検査の対象となるため、防火設備定期検査の対象外となります。 
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国住指第 3 2 2 号 

令和７年 10月 31日 

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（公印省略） 

建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について（技術的助言） 

建築基準法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第 310 号。以下「改正令」

という。）及びその関係告示等については、令和７年 11 月１日に施行されます。 

つきましては、今回施行される改正令等による改正後の建築基準法施行令（昭和 25

年政令第 338 号。以下「令」という。）及び関連する告示の運用に係る細目について、

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言

として、下記のとおり通知するので、その運用に遺漏なきようお願いします。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関

に対しても、この旨周知方お願いします。 

なお、国土交通大臣指定及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、こ

の旨通知していることを申し添えます。 

記 

第第１１  改改正正概概要要  

１１．．防防火火区区画画等等のの内内装装制制限限のの見見直直しし（（令令第第 111122 条条、、令令第第 112233 条条関関係係））【【説説明明文文省省略略】】

２２．．小小屋屋裏裏隔隔壁壁規規定定のの合合理理化化（（令令第第 111144 条条関関係係））　　【【説説明明文文省省略略】】  

３３．．無無窓窓居居室室にに該該当当すするる居居室室のの基基準準のの合合理理化化（（令令第第 111166 条条のの２２、、第第 112288 条条のの３３のの２２関関
　　　　係係））　　【【説説明明文文省省略略】】

４４．．排排煙煙設設備備にに関関すするる規規定定のの合合理理化化（（令令第第 112266 条条のの２２、、令令第第 112266 条条のの３３関関係係））

　　【【説説明明文文省省略略】】

５５．．大大規規模模なな木木造造建建築築物物等等にに係係るる敷敷地地内内のの通通路路等等のの規規定定のの合合理理化化（（令令第第 112288 条条のの２２関関
　　　　係係））　　【【説説明明文文省省略略】】

(38)建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について（技術的助言）
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今般、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）で規

制を受ける簡易リフト（製造業等の事業（労働基準法（ 昭和 22 年法律第 49 号）

別表第１第１号から第５号までに掲げる事業。）を営む事業場（以下「事業場」と

いう。）に設置される荷のみを運搬することを目的とする、労働安全衛生法施行

令（昭和 47 年政令第 318 号。以下「安衛法施行令」という。）に規定するエレベ 

ーターで、床面積が１㎡以下又は天井の高さが 1.2ｍ以下のもの（建設用リフト

等を除く。）。以下「簡易リフト」という。）について、建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号。以下「法」という。）におけるエレベーター又は小荷物専用昇降機

に係る規制の対象外とします。 

本改正後も引き続き簡易リフトは法第 34 条第 1 項に規定する昇降機に該当す

るが、本改正に伴い、簡易リフトについては、法第 87 条の４において準用され

る法第６条又は法第６条の２に基づく確認申請、法第７条又は法第７条の２に基

づく完了検査、法第７条の３又は法第７条の４に基づく中間検査及び法第 12 条

に基づく定期報告は要しないこととなります。 

７７．．防防火火地地域域等等ににおおけけるる、、屋屋根根及及びび外外壁壁のの防防耐耐火火性性能能にに関関すするる規規定定ににつついいててのの既既存存遡遡
　　　　及及緩緩和和措措置置（（令令第第113377  条条のの1122  関関係係））【【説説明明文文省省略略】】

８８．．難難燃燃材材料料ででししたた内内装装仕仕上上げげにに準準ずずるる仕仕上上げげをを定定めめるる件件（（平平成成  1122  年年建建設設省省告告示示第第
　　　　11443399号号））のの改改正正ににつついいてて　　【【説説明明文文省省略略】】

６６．．建建築築基基準準法法のの規規制制対対象象ととすするる昇昇降降機機のの範範囲囲のの見見直直しし（（令令第第 112299  条条のの３３関関係係））  

第第２２  運運用用上上のの留留意意点点  

１１．．防防火火区区画画等等のの内内装装制制限限のの合合理理化化　　【【説説明明文文省省略略】】  

２２．．  小小屋屋裏裏隔隔壁壁のの規規定定のの合合理理化化（（令令第第 111144  条条第第３３項項関関係係））  【【説説明明文文省省略略】】  

３３．．開開放放ででききるる部部分分のの面面積積のの算算定定にに関関すするる規規定定のの合合理理化化（（令令第第 111166  条条のの２２及及びび第第 112288  

条条のの３３のの２２関関係係））  【【説説明明文文省省略略】】  

４４．．排排煙煙設設備備にに関関すするる規規定定のの合合理理化化（（第第 112266  条条のの２２、、第第 112266  条条のの３３関関係係））  
　　　　【【説説明明文文省省略略】】

５５．．大大規規模模なな木木造造建建築築物物等等にに係係るる敷敷地地内内のの通通路路等等のの規規定定のの合合理理化化  【【説説明明文文省省略略】】

６６．建建築築基基準準法法のの規規制制対対象象ととすするる昇昇降降機機のの範範囲囲のの見見直直しし 

（１）確認申請時（法第６条、法第６条の２及び法第 87 条の４関係）

本改正後も、簡易リフトを設置する建築物の計画の確認申請において、当該簡

易リフトについて、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）第１条の

３第４項第１号ハ表１（７）に規定する図書及び書類（簡易リフトの昇降路の位
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置（かご又は昇降路）を示した各階平面図等）を添付する必要があることに留意

してください。なお、当該簡易リフトの積載荷重に応じて次に掲げる資料の提出

を求め、当該資料をもって設置される昇降機が簡易リフトであることを判断して

も差し支えありません。 

ア 積載荷重が 250kg 以上の場合

クレーン等安全規則（昭和 47 年労働省令第 34 号）第 202 条に基づき申請対

象の建築物を所管する労働基準監督署に提出された簡易リフト設置報告書の

写し又は簡易リフト自己申告書(別添資料。以下同じ)

イ 積載荷重が 250kg 未満の場合

簡易リフト自己申告書

また、法第６条第１項第１号又は第２号に掲げる建築物で簡易リフトとして設

置された昇降機を有するものが、事業場に該当しなくなった場合（法第 87 条第１

項において準用する法第６条第１項の規定による確認が必要な場合を除く。）に

おいて、当該昇降機については、法第 87 条の４において準用される法第６条第１

項の規定に基づき確認申請が必要となります。この際、事業場に該当しなくなっ

た時点における、令における昇降機関係規定（以下「昇降機関係規定」という。）

への適合を求めることとします。この旨、（５）の広報資料を活用しつつ、所有者、

管理者等にも周知してください。 

（２）建築物の用途変更時（法第 87 条関係）

法第 87 条第１項において準用する法第６条第１項の規定による確認を行う

場合において、簡易リフトが設置されている又は用途変更の際に簡易リフトを

設置する建築物の計画の確認申請に必要な図書及び書類の取扱いは（１）と同様

とします。 

簡易リフトとして設置された昇降機を有する建築物が事業場に該当しなくな

った場合において、当該昇降機は昇降機関係規定への適合対象であるエレベー

ター又は小荷物専用昇降機となることに留意してください。この際、事業場に該

当しなくなった時点における、昇降機関係規定への適合を求めることとします。 

（３）立入検査等により未把握状態の昇降機を発見したとき

昇降機における人身事故発生後等、建築物の立入検査等の際に、昇降機（過

去に昇降機関係規定に適合しているものとして完了検査済証が交付されてい

るものを除く。）が発見され、かつ簡易リフトである可能性が高い場合、特定行

政庁は、当該昇降機が昇降機関係規定への適合対象外であることを確認するた

め、当該昇降機の積載荷重に応じ、（１）ア又はイに掲げる資料の提出を求める

こととし、当該資料をもって、当該昇降機が昇降機関係規定の適合対象外であ

る簡易リフトであることを判断してください。

一方、当該昇降機が昇降機関係規定への適合対象であるエレベーター又は小

荷物専用昇降機に該当することが明らかとなった場合には、「違法に設置され
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ているエレベーター対策について」（令和７年 10 月 31 日国住指第 313 号）に

従い、違法設置エレベーターに対する是正指導等について可及的速やかに対応

してください。 

（４）簡易リフト昇降路の延べ面積への算入について（法第 52 条第６項並びに令第

135 条の 16 及び令第 137 条の８関係）

本改正に伴い、昇降機関係規定の対象外となる簡易リフトの昇降路の部分の

床面積については、建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入される

こととなるため、留意してください。

なお、着床できない階であることが明らかである階については、引き続き床

面積に算入しないこととします。

（５）簡易リフトの取扱いに関する周知

国土交通省において、上記内容を整理した広報資料を作成し、特定行政庁、

指定確認検査機関、労働基準監督署等へ送付予定です。今後、当該資料を活用

し、建築物の所有者、管理者等への周知に努めてください。 

８８．．難難燃燃材材料料ででししたた内内装装仕仕上上げげにに準準ずずるる仕仕上上げげをを定定めめるる件件（（平平成成 1122 年年建建設設省省告告示示第第
        11443399号号））のの改改正正  　　【【説説明明文文省省略略】】

９９．．そそのの他他のの留留意意事事項項　　【【説説明明文文省省略略】】  
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簡 易 リ フ ト 自 己 申 告 書 

年 月 日  

 今回設置するリフトは、この届出の時点において、労働安全衛生法施行令（昭和 47 年

政令第 318 号）第一条第九号に規定する簡易リフトに該当することを申告いたします。 

申請者氏名  

設置事業場の事業の種類※  

設置するリフトの製造業者名  

設置するリフトの型番・積載荷重  ・ 

設置場所  

設置個数  

※ 事業の種類には、日本標準産業分類の分類項目表から該当する細分類項目を記載してください

■ この自己申告書についての説明事項

（１）以下のチェックシートの項目に１つでも該当しない場合には、労働安全衛生法施行令（昭

和 47年政令第 318 号）第一条第九号に規定する簡易リフトには該当しないこととなります。

（２）申告内容が、事実と異なる又は用途変更等により異なることとなった場合は、設置される

リフトは、法令に規定する構造基準への適合等が求められることとなります。

（３）クレーン等安全規則（昭和 47 年労働省令第 34 号）第 202 条に基づき簡易リフト設置報告

書を所轄労働基準監督署長に提出した場合は、その写し等をもって、本自己申告書に代えるこ

とができます。同条に基づく報告書の提出要否については所轄労働基準監督署にご確認くださ

い。 

チェックシート

以下に該当する場合は、チェック欄にレ点（「✔」）を記入してください。なお、以下のう

ち１つでも該当しない場合は、簡易リフトに該当しないこととなります。 

□ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）別表第 1第 1号から第 5号までに掲げる事業の

事業場に設置されるものである

□ せり上げ装置、船舶安全法（昭和 8年法律第 11 号）の適用を受ける船舶に用いられる

もの及び主として一般公衆の用に供されるものではない

□ 荷のみを運搬することを目的とするものである

□ 搬器の床面積が 1平方メートル以下又はその天井の高さが 1.2 メートル以下である

□ 建設用リフトではない

※ この申告書の提出にかかわらず、所轄労働基準監督署により、リフトを設置する事業場が労

働基準法別表第 1 第 1 号から第 5 号までに掲げるものに該当しないと判断された場合には、当

該リフトは法令への適合が求められることとなります。

別添資料 
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国住事防第 10 号 

令和 7年 10 月 31 日 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課 

建築物事故調査・防災対策室長（公印省略） 

建築物及び昇降機・遊戯施設に係る人身事故等の情報提供について 

日頃より建築行政にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

建築物及び昇降機・遊戯施設に係る人身事故等の国土交通省への情報提供について

は、「建築物等に係る事故防止のための対応及び連携体制の整備について（通知）」（平

成 17 年 3 月 31 日付け国住防第 3278 号）、「昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の

情報提供について」（令和 4年 5月 17 日付け国住事防第 9号）等により、お願いして

いるところです。 

今般、建築基準法施行令第 129 条の３第１項第１号及び第３号の改正が令和７年 11

月１日より施行されることになり、エレベーター及び小荷物専用昇降機に係る基準の

適用対象から労働安全衛生法施行令に規定する簡易リフトが除外されることを踏ま

え、建築物及び昇降機・遊戯施設に係る人身事故等の国土交通省への情報提供につい

ての内容を整理し、その取扱いを下記のとおりとしましたので、遺漏なく対応いただ

くようお願いします。 

なお、本通知をもって表４に示す通知を廃止します。 

貴管内の特定行政庁に対しても、この旨周知いただくようお願いします。 

記 

１．次の場合には、国土交通省への情報提供をお願いします。 

建築物については表１に、昇降機等については表２及び表３に示す事象の事故が発

生した場合 

表１ 建築物の事故報告対象 

対象となる事象 事象のうち対象外となるもの 

不特定多数又は多数の者が利用する建築物にお

いて発生した事故で①又は②に該当するもの 

① 死亡又は重傷※１と認められる人身事故が発

生、又はそれらに該当していることが確定する

前であっても該当するおそれが高いもの

② その他の人身事故※２で、報道が広範囲又は複

数回にわたってなされるなど、社会的影響が大

きいと認められるもの。

○建設・改修作業中の事故で現場外への影響がな

いもの

○明らかに利用者の不注意によるもの

○台風や地震など災害によるもの

※１ 30 日以上の治療を要する負傷

※２ 負傷であって、これらの治療に要する期間が一日以上であるもの（通常医療施設における治療

の必要がないと認められる軽度のものを除く）

(39) 建築物及び昇降機・遊戯施設に係る人身事故等の情報提供について
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表２ 昇降機等の事故報告対象 

対象となる事象 事象のうち対象外となるもの 

① 死亡又は医療施設における治療が通常必要と

認められる負傷

② ①に掲げる程度の人身事故が生じるおそれの

ある事象が発生した場合。具体的には表３に示

す事象。※３

○据え付けなど建設作業中のもの。

○明らかに利用者の不注意によるもの。

○台風や地震など災害によるもの。

○構造、維持保全又はその運行が原因でないこと

が明らかなもの。

○労働安全衛生法施行令の簡易リフト※４

※３ 通常時の点検により把握され、補修されたものを除く。

※４ 令和７年 10 月 31 日付 国住指第 322 号の第 2 の 6.(1)～(3)を踏まえ、簡易リフトと判断され

たもの。 

表３ 人身事故が生じるおそれのある事象 

エレベーター エスカレーター 遊戯施設 

○戸開走行

○着床階の床レベル以外にかご

がある際の戸開き

○突き上げ、突き下げ

○かご、主要な支持部分の破損

○逆走行等の異常動作

○踏段と手すりの不連動

○全体の脱落

○踏段、主要な支持部分の破損

○逆走行等の異常動作

○衝突

○倒壊、崩壊

○客席部分（身体保持装置を含

む）、主要な支持部分の破損

○高架の遊戯施設における部材

の落下

○身体保持装置又は扉の装着漏

れ等 

○安全装置の不作動

○次の事象※５

・駆動装置等の異常

・索、釣合おもりの脱落

○発火

○安全装置の不作動

○次の事象※５

・駆動装置等の異常

・駆動チェーン、踏段チェー

ンの脱落

○発火

○安全装置の不作動

○次の事象※５

・駆動装置等の異常

・索、釣合おもりの脱落

○発火

※５ 当該事象に対応した安全装置が正常に作動した場合は除く。

２．１に該当しない場合でも、国土交通省から情報提供をお願いする場合があります

ので、その際には対応をお願いします。 

３．特定行政庁において事故情報を把握した場合、第一報として、できるだけ速やか

にその時点で把握している限りの情報を、国土交通省に連絡をお願いします。 

また、第二報以降として、事故状況の調査の進展とともに明らかとなった情報に

ついても、逐次情報提供をお願いします。 

国土交通省では、社会資本整備審議会に建築物等事故・災害対策部会、昇降機等

事故調査部会を設けて、特に重大な人身事故等について事故調査を行い、原因究明

及び再発防止策の検討等に取り組んでいるところですが、情報提供までに時間を要

した場合には、事故の原因究明に必要な部材・部品が廃棄されるなどにより原因究

明及び再発防止に支障をきたす場合がありますので、建築物・昇降機等の所有者・
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管理者に対して報告を早期にするよう指導をお願いします。 

 

４．国土交通省への情報提供には、別紙様式（１～３）を用いてください。 

また、事業者用の様式は、当省のウェブサイト（以下 URL）に掲載しております

ので、ご活用ください。 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr_000002.html 

 

５．表４に示す通知について、本通知と内容が重複することから、本通知をもって廃

止とする。 

 

表４ 廃止する通知の一覧 

No. 発出日 通知番号 通知名称 

1 平成 24 年 3 月 6 日 国住昇第 19 号 
「昇降機、遊戯施設に係る事故防止のための対応

の運用について」 

2 令和元年 5月 29 日 国住昇第 5号 
「遊戯施設に係る事故・不具合情報の報告徹底に

ついて」 

3 令和 2 年 9 月 9 日 国住昇第 5号 
「昇降機、遊戯施設に係る事故・不具合情報の早

期報告の徹底について」 

4 令和 3 年 8 月 24 日 国住事防第 4号 
「遊戯施設に係る事故・不具合情報の早期報告の

徹底について」 

5 令和 4 年 5 月 17 日 国住事防第 9号 
「昇降機及び遊戯施設に係る人身事故等の情報

提供について」 
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第第４４章章－－８８  建建築築士士法法（（抄抄）） 
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⒏⒏  建建築築士士法法（（抄抄））  

 

【その他の業務】 

第第 2211 条条 建築士は、設計（第 20条の 2第 2項又は前条第 2項の確認を含む。第 22条及び

第 23条第 1項において同じ。）及び工事監理を行うほか、建築工事契約に関する事務、建

築工事の指導監督、建築物に関する調査又は鑑定及び建築物の建築に関する法令又は条

例の規定に基づく手続の代理その他の業務（木造建築士にあつては、木造の建築物に関す

る業務に限る。）を行うことができる。ただし、他の法律においてその業務を行うことが

制限されている事項については、この限りでない 

 

【登録】 

第第 2233 条条  一級建築士、二級建築士若しくは木造建築士又はこれらの者を使用する者は、他

人の求めに応じ報酬を得て、設計、工事監理、建築工事契約に関する事務、建築工事の指

導監督、建築物に関する調査若しくは鑑定又は建築物の建築に関する法令若しくは条例

の規定に基づく手続の代理（木造建築士又は木造建築士を使用する者（木造建築士のほか

に、一級建築士又は二級建築士を使用する者を除く。）にあつては、木造の建築物に関す

る業務に限る。以下「設計等」という。）を業として行おうとするときは、一級建築士事

務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所を定めて、その建築士事務所について、都

道府県知事の登録を受けなければならない。  

2   前項の登録の有効期間は、登録の日から起算して 5年とする。  

3   第 1 項の登録の有効期間の満了後、引き続き、他人の求めに応じ報酬を得て、設計等を

業として行おうとする者は、その建築士事務所について更新の登録を受けなければなら

ない。  
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